
A－25－2000  

国立環境研究所年報．  

平 成 11年 度  

座5  環境庁 国立環境研究所   



平成11年度国立環境研究所年報の発刊に当たって   

国立環境研究所の平成11年度の年報をおとどけします。年報に載った研究の内容から，  

私たちの住む地球という閉鎖された場において，環境問題がどのような方向に変化しつつ  

あるかを読みとっていただければ幸いに存じます。   

国立環境研究所は，平成13年4月にはいよいよ独立行政法人として発足いたし・ます。  

もちろん主務官庁としての環境省とは，研究における中期目標や計画を通して密接な関係  

を維持してまいりますが，同時に独立行政法人という自由を活用して，仕事や経営の更な  

る効率化新しく生ずる環境問題へのすばやい対応，人員増加などの研究体制の強化が達  

成されなければなりません。また「国立」という称号が示すように，研究のあり方は先導  

的な基礎研究と共に国の実行ある環境政策形成にも資する研究が要求され，利潤や権力か  

ら距離をおいた中立な社会的サービスを提供する責務があります。   

独立行政法人に伴う大きな変化の一つは，現在大問題になりつつある廃棄物処理に関す  

る研究部門が国立公衆衛生院から移ってくることです。折しも本年5月，廃棄物を減らし  

再利用を徹底させるための理念や方策を定めた「循環型社会基本法」が成立しました。今  

後耗が国社会が，持続可能な存続を行う唯一の途は，循環型の社会に変わることであるこ  

とは云うまでもありません。成果の挙がる廃棄物処理研究を推し進めるべく努力して参り  

ます。   

本研究所が今後，独立行政法人として歩んでいくためには，社会の多くの方々のご理解  

とご支援が不可欠であります。どうか率直なご意見をお寄せ‾Fさい。今までにも増してご  

指導とご鞭怯を下さいますようお輝い申しあげます。  

平成12年8月  

国立環境研究所  

所 長 大 井  玄  
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国立環境研究所年報（平成11年度）  

1．概   況  

成9年8月7日）」を踏まえて，平成10年12月に策定  

した「国立環境研究所研究評価実施要領」に基づき．研  

究活動の効率化・活性化を通じて優れた研究成果をあげ  

ることを目的として，平成9年度に終了した研究課題及  

び平成12年度に開始する方向で検討中の研究課題につ  

いて，外郭の有識者及び専門家による評価を実施した。  

（2）組織・定員   

平成2年庇に機構改革を実時し，研究郡門として，社  

会ニーズに対応したプロジェクト研究を行う総合研究部  

門（地球環境研究グループ及び地域環境研究グループ）  

とシーズ創出や総合研究部門の支援のための研究を行う  

基盤研究部門（6部）を設置した。また同時に，環境惰  

都センター，地球環境研究センター及び環境研帽セン  

ターの3センターを設置し，幅広い活動を行っている。   

また，定員についてほ，平成11年度末で267名と  

なっている。（平成10年度末：270名，定員削減：3名）  

（3）予 算   

本年度当初予算では，研究所の運営等に必要な経費と  

して9，026了≡】‘剖IL 施設の整備等に必要な紀費として  

248百万「Tげ計上されたほか，l亘】立㈲閑公詰：防止等試験  

研究費として19百万H，海洋開発及地球科学技術調査  

研究促進費（科学技術庁）として20百万1r】，l亘Ⅰ立機閲  

原子力試験研究費（科学技術庁）として63日万円が計  

上＿された。   

さらに，年度途中の移し替え経費として，環境研究総  

合推進費1，253百万円，科学技術振興調整費（科学技術  

I・f）671日万円等が計上された。  

（4）施 設   

国立公害研究所発足準備以来，施設について順次拡充  

に努めている。   

本年度には，環境ホルモンに係る総合的な評価・解析  

のための環境ホルモン総合研究棟（仮称）及び地球温暖  

化l甘止のための地球温暖化対策匹1際研究棟（仮称）の建  

設に係る作業を逓めるとともに，2001年1fjの省庁再  

編に伴い廃棄物・リサイクルに関する総合的な研究を行  

うための廃棄物・リサイクリング総合研究棟（仮称），生  

態工学等を利用した新しいタイプの浄化槽に関する研  

究・技術開発等を行うためのバイオ・エコエンジニアリ  

国立環境研究所は，昭和49年3月15日に匝】立公害研  

究所として筑波研究学園都市に設立された。本研究所の  

特色は，研究者の専門分野が物理学，化学，生物学，工  

学，医学，薬学さらに人文・社会科学分野と幅広い構成  

となっていること，大学の研究者や地方公共団体公害研  

究機関の研究者等所外の専門家の参加も得て，研究を学  

際的に実施Lていること，及び第一級の環境研究を実施  

するために必要な大型実験施設を駆使し，野外の実験調  

査研究と併せ，研究をプロジ ェクト化して総合的に実施  

していることにある。   

創立以軋組織の充実，施設の整備を進めつつ，研究  

体別の強化に努め，多くの研究成果を蓄積してきたとこ  

ろであるが，①人間の健康保護や自然生層系保全のため  

の目的指向型研究の充実（訂環境研究の中核的機関とし  

ての役割の発揮③環境データ等の蓄積と提供のための  

研究・業務の充実 ④国際的な貢献度の向＿［．と国際研究  

交流の推進 ⑤大型実験施設及びフィールド施設の活用  

という役割を果たすため ①総合研究部門の創設等研究  

体別の充実 ②複合的な研究機構への発展 ③匝l際研究  

交流の促進 ④研究員流動性の確保方策の整備 ⑤研究  

通常の改善を基本的方向として組織・運営を進めていく  

こととし，平成2年7月，大幅な組織改編を行い，名称  

を「匡位環境研究所」と改め，研究業掛舌動の充実に努  

めてきた。平成7年度には組織改編後5年が経過すると  

ころとなり，国立環境研究所評議委員会のもとに専門委  

員の参加を得て研究活動評価専門委員会を設置し，今後  

の研究活動について提言を受けた。   

国立環境研究所の本年度における主な活動は次のとお  

りである。  

（ユ）研究活動評価   

上記の国立環境研究所評議委員会より平成8年2月に  

示された研究所の研究活動に関する提言では，今後の研  

究推進の基本的な方向性として，①研究課題の戟疇的選  

定と重尉ヒ ⑦環境研究の総合化 ③活力ある研究環境  

の創出 ④国際的リーダーシップの発揮 ⑤研究成果の  

社会的還元の5項月が示されている。一   

さらに，内閣総理大臣決定「匡】の研究開発全般に共通  

する評価の実施方法の在りフナについての大網的指針（平  

－1－   



国立環境研究所年報い巨成11年度）  

ング研究施設（仮称）の建設に依る作業に着手したほ  

か，老朽化対策として空調関係の更新等を行った。  

（5）研究活動   

地球環境研究グループ及び地域環境研究グループが中  

心となって，社会ニーズに対応したプロジェクト研究を  

実施している。また，主として基盤研究部門において，  

新しい研究手法の開発等研究所の基盤となる科学・技術  

的知見の蓄積を図っている。さらに，科学技術全般から  

みて重要と考えられる共通基盤的研究についても環境分  

野と関連の深いものについて，他省庁や大学等の研究機  

関との連携のもとに積極的に参画している。   

①プロジェクト研究として，環境研究総合推進費，特  

別研究費，開発途上国環境技術共同研究費，重点共同研  

究費，革新的環境監視計測技術先導研究費，環境修復技  

術開発研究費及び内分泌撹乱化学物質総合対策研究費に  

よる研究を実施した。   

環境研究総合推進費（地球環境研究総合推進費）によ  

る研究として，オゾン層の破壊，地球温暖化の現象解  

明・影響・対策，酸性雨，海洋汚染，熱帯林の減少，生  

物多様性の保全，砂漠化，人間・社会的側面からみた地  

球環境問題，京都議定書対応等の研究を行った。これら  

地球環境研究総合推進費による課題別研究，総合化研究  

及び先駆的地球環境研究の総数41課題のうち38課題の  

研究に参画するとともに，課題検討調査研究（F／S）5  

課題について実施した。   

環境研究総合推進費（未来環境創造型基碇研究推進  

費）による研究七して，2課題について継続実施した。 一   

特別研究として，「空中浮遊微粒子（PM2．5）の心肺  

循環器系に及ぼす障害作用機序の解明に関する実験的研  

究」の1課題について開始するとともに，6課題につい  

て継続実施した。   

開発途上国環境技術共同研究として，2課題について  

継続実施した。   

匹J脛的連携のもとに実施する重点共同研究として，2  

課題について継続実施した。   

革新的環境監視計測技術先導研究として，1課題につ  

いて継続実施した。   

環境修復技術開発研究として，1課題について継続実  

施した。   

新たに内分泌撹乱化学物質総合対策研究として，新た  

な計測手法，環境中の動態解明，環境影響評価及び対策  

の総合化に関する研究を開始した。   

①経常研究として，各研究挑・グループき．＝こおいて，  

シーズ創札 プロジェクト研究に叶する支援等の軋■、〔か  

ら研究を実施した。   

③周立機関公害防止等試験研究4課題について実施し  

た。  

（む国立橡関原子力試験研究費による研究5課題につい  

て実施した。   

⑤科学技術振興調整費による研究のうち，総合研究と  

して，「炭素循環に関するグローバルマッピングとその  

高度化に関する国際共同研究」をはじめ計6課題に参画  

した。生活、社会基盤研究では，「内分泌撹乱化学物質に  

よる生殖への影響とその作用機構に関する研究」をはじ  

め5課題に参画した。また，知的基盤整備推進制度によ  

る研究1課題，流動促進研究制度による研究1課題，国  

際共同研究5課題，重点基礎研究8課題について参画又  

は実施するとともに，重点研究支援協力員制度による研  

究2課題にらいて実施した。   

⑥海洋開発及地球科学技術調査研究促進費による研究  

については，地球環境遠隔探査技術等の研究1課題，地  

球科学技術特定調査研究1課題について参画した。   

①文部省科学研究費補助金による研究40課題につい  

て実施した。   

⑧地方公共団体環境・公害研究機関との共同研究を引  

き続き実施した。   

⑨地球観測衛星みどり（ADEOS）に搭載されたセン  

サーILAS，RISのデータ処理運用及びデータ利用研究  

並びにILAS後継機のILAS口用の開発研究を引き続き  

実施した。   

⑲戦略的基礎研究推進事業等の公募型研究について引  

き続き実施した。  

（6）環境情報センター   

環境情報センターは，環境の保全に関する国内及び国  

外の資料の収集，整理及び提供並びに電子計算機及びそ  

の関連システムの運用を行っている。   

本年度には，匡】立環境研究所ホームページの運用及び  

提供情報の更新等を行うとともに，環境情報源情報デー  

タベース等の整備，文献情報データベースのオンライン  

検索システムの運用等を実施した。   

また，環境情報提供システム（EICネット）について  

は，インターネットを利用した，市民からの環境情報の  

書き込みコーナーを設け，交流機能を向上させたほか，  

環境を理解するための多くのコンテンツを追加，充実さ  
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としてのデータ提供等の業務，地球環境モニタリングス  

テーション、波照間，落石岬や航空機や船舶を利用した  

温室効果ガスのモニタリング，ILAS／TLASI］衛星デー  

タ処理運用施設の運用等を継続して実施したほか，新た  

に北海遺苫′ト牧における「北方林温室効果ガスフラック  

スモニタリング」及び全匡】から参加機関を得ての「有害  

紫外線モニタリングネットワーク」を開始した。  

（8）環境研修センター   

環境研佗センターは，環境庁所管行政に関する職員等  

の養成及び訓練を行っている。本年度には，行政関係研  

修19コース，国際関係研修6コース，政策研究研修1  

コース，分析関係研修9コースを実施した。  

せた。  

（7）地球環境研究センター   

地球環境研究センターは，地球環境の保全に閲し，国  

際的な協力のもと学際的，省際的な地球環境研究の総合  

化を図るとともに，データベース等の研究支援体制を充  

実させ，また，地球環境の長期的モニタリングを行う  

等，地球環境研究の推進に幅広〈貢献していくことを目  

的として活動している。   

本年度には，地球環境研究者交流会議等の開催，地球  

環境研究センターニュース及び各種報告書等の発行，総  

合化研究の推進，スーパーコンピュータシステムを利用  

した研究支援，UNEP（国連環境計画）／GRID（地球資  

源情報データベース）の協力センタ∵（GRID一つくぼ）  
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2．．調査研究  

2．1概  

2．1．1地球環境研究グループ   

人間活動の急速な拡大が稜々の地球規模での環境問題  

を生起している。その原因，影響 対処についての安囚  

はきわめて輯較しており，研究には既存学問分野を組み  

合わせての閃題指向型取り組みが必須である。当研究グ  

ループは，1990年の発足時より，地球環境の諸問題ご  

とにチームを結成し，中核の研究を自ら推進するととも  

に，地球環境研究総合推進費を中心として，内外の研究  

を組織化しながら，環境保全に有効な科学的知見の集積  

と利用に努めている。   

温暖化影響対策研究チームでは，1997年に合意され  

た京都議定書の早期発動に向けて，数値目標を達成する  

ための具体的方策と費用，国際協力による費用削減の方  

策，対策の経済的影響等について「気候変動に関する統  

合評価モデルAlhl」を用いて分析した。二酸化炭素の  

削減手段に吸収源が含まれたことから，炭素サイクルの  

研究が重視されるようになった。   

温暖化現象解明研究チームでは，海洋や陸上植物によ  

る二酸化炭素吸収量の変動の観測ヤシペリアでの二酸化  

炭素等の観測を継続し，エルニーニョに伴って変動する  

炭素収支に関する知見を待た。また当グループでは森林  

の二酸化炭素吸収評価手法確立のための大気・森林相互  

作凧二関する研究に着手した。   

衛星観測研究チームでは，地球観測衛星「みどり」が  

太陽電池系統の故障で機能を停止した1997年6月まで  

の8カ月間に，オゾン層観測センサー1LASによって  

6700地点以上の観測データを苗穂した。これらの観測  

データは椀域高層大気の変動状況を極めて明瞭に示して  

おり，本年度もなお解析アルゴリズムの改訂研究を行っ  

て，より精度の高いデータの導出を行い，世界の研究者  

に提供を行っている。   

これと並行してオゾン層研究チームは，1990年代に  

入って顕著化した北極械オゾン層の減少に着目した地上  

観測，モデリングを強化しており，本年度は1999～  

2000年のヨーロッパ成層圏集中観測に参加し，2000年  

春季の北棟域，特に高度18km領域では60％にも達す  

るオゾン破壊が進行している事を観測した。一方，温室  

効果気体の増加をはじめ人間活動に伴う大気組成・気候  

の変動に対するオゾン層の応答を確かめるために，成層  

圏エアロゾル上での不均一・反応の評佃にかかわる実験的  

研究や大循環モデル（GCM）に成層圏プロセスを取り  

込んだ3次元モデルの開発など，オゾン層の将来予測に  

向けた研究も行われた。   

西暦2000年の酸性両国際学会つくば開催ならびに束  

アジア酸性雨観潮ネットワークの構築の決定に対応し，  

酸性雨研究チームは，航空機観測・地上観測・大気移流  

モデル・生態系影響評価等の研究を強化している。   

海津研究チームでは，商船利用の観測により，アジア  

海域の海洋生態系変動や微量有害化学物質分布の晰兄お  

よび渾域におけるシリカ欠損の問題に関する研究を続け  

ているほか，サンゴ礁海域における水中画像アーカイビ  

ングによりサンゴ生態系変質状況の解析を行っている。   

森林減少・砂漠化研究チームでは，熱帯林の保全・研  

究管埋を目謂して，択伐などが森林の機能にどのような  

影響を与えるかについて調査を行っている。本年度は森  

林伐採が森林の構造，種組成や炭素循環系及び林冠構成  

種の遺伝的多様性に与える影響等について，マレーシア  

半島部にあるパソ保護林及びその周辺域で調査を行っ  

た。また熱帯林の社会的評価の紀済価値をとらえること  

を目的として，マレーシアにおいて仮想評価手法に基い  

た調査を行った。   

野生生物保全研究チームでは，地理的スケールで地理  

情報システムを活用しながら具体的に野生生物の動態を  

把握し，それをモデル化することを計指している。調査  

地を特定の水系単位で設定して，その中で土地利用から  

様々な生物の分布・生態までの情報を空間的に，かつ辞  

時的に調査し，生物多様件の保全に寄与する知見の集積  

に努めている。  

2．1．2 地域環境研究グループ   

地域環境研究グループは“保全対策”と“リスク評  

価’’の2分野について7課題の特別研究を12チームに  

よって実施した。また，2課題の“開発途上国環境技術  

共同研究”を4チームによって実施した。それら成果の  
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要点を研究チームごとにまとめると以下のようである。   

海域保全研究チームは，水産資源や自然環境の保護に  

とって重要な浅海域における，物質循環や生態系の機能  

に関する研究を行い，浅海域生態系の特徴や底生生物に  

よる水質浄化能などを明らかにした。播磨灘での調査・  

実験から，微小生物食物連鎖や原生動物・原索動物によ  

る食物連鎖を介した物質循環についての解明が進んだ。   

湖沼保全研究チームは，湖水中の有機物の特性・起源  

を適切に把捉する手法を確立し，湖水中での難分解性有  

偉物濃度上昇の原因を検討し，さらに湖水有機物の質  

的・量的変化が湖沼環境・水道水源としての湖沼水質に  

及ぼす影響を評価した。霞ケ浦を調査した結果，トリハ  

ロメタン前駆物質として，フミン物質よりも親水性成分  

の重要性が認められた。   

都祁大気保全研究チーム及び交通公害防止研究チーム  

は，V（⊃Cによる大気汚染および光化学スモック等の二  

次的汚染の解明のために，走行中の自動車からの排出量  

調査や広域立体分布観測などを行って発生状況や環境動  

態の把握に努めるとともに，データ解析プラットフォー  

ムとしてのGISシステムの開発を行った。また，公共交  

凰 自動車交凰電気自動車等の次世代交通システムの  

LCA等による比較評価を行い，今後の交通システムの  

あり方に関する検討を進めた。   

有害廃棄物対策研究チームは，廃棄物中に含まれる有  

害物質の環境に対する影響を評価する上で不可決な化学  

物質の埋立地内挙動を解明するために，廃棄物分析手法  

の開発を行うとともに，埋立処分における化学物質の生  

皮・分解・溶出挙動を明らかにし，侵出水の毒性検査法  

を提示した。   

水改挙手法研究チームは，＿輸送・循環システムにかか  

わる環境負荷の定量化手法および環境影響の総合評価手  

法に関する研究の取りまとめを行うとともに，環境ホル  

モン等の多様な環境リスクの評価と管理を目的として．  

リスク要ヒ削二ついての発生源・環境の状況・影響等にか  

かわる情報とこれらの相互関係を記述するモデルを地理  

情報を核として統合した情報システムの構築を進めた。   

環境リスク評価を対象としている分野では，4つの特  

別研究が行われた。研究内容は，健康リスク評価と生態  

系リスク評価とに大別できる。   

新生生物評価研究チームは，汚染土壌・地下水の浄化  

に有用な浄化微生物を探索し，その馴ヒ機構を脈明するJ  

とともに，土壌・地‾F▲水環境中において浄化能を発揮で  

きる微生物を創生した。さらに，各種馴ヒ微生物の検出  

法並びに汚染土壌・地下水の浄化効果の試験方法及び本  

技術のリスク評価手法を開発した。また，オゾン層破壊  

による紫外線増加の遺伝子への影響や遺伝子親換え植物  

が生態系に与える影響を調べるための指標となる植物を  

開発した。   

化学物質健康リスク評価研究チームは，環境中のホル  

モン様化学物質としてダイオキシンをとりあげ，子（次  

世代）への影響，とりわけ生殖機能，内分泌機能，免疫  

機能への影響について実験動物を用いて検討を行い，リ  

スク評価のための基礎データを得た。   

都市環境影響評価研究チームは，人間個体レベルのリ  

スクを評価するため，ヒトを対象とした低レベル電磁界  

暴露実験動物及び培養細胞系を用いた．低～高レベル電  

磁界暴露実験を行った。またヒト集団における暴露レベ  

ルを6世嗣二おける1年間の長期連続測定や送電線近接  

の20世帯の測定により解析した。   

大気影響評価研究チームは，浮遊粒子状物質の中の大  

部分を占めるディーゼル排気微粒子（DEP，PM2．5粒  

子）を対象物質として，デイ岬ゼル排気（DE）の暴露  

実験と組織培養等を含む′〝再J仰の実験を組み合わせる  

ことにより，その中のどのような物質がどのような機序  

で心血管系に傷害を及ぼしているかを検索している。本  

年度は，DE暴露動物が異常心電図を発現すること，お  

よびDEP中に血管を収縮させたり，弛積させたりする  

物質が混在することを発見した。さらに，DEPが動物  

の流産を誘発したり内分泌系に影響する可能性を示し  

た。   

化学物質生態影響評価研究チームは，内分泌撲乱物質  

の生態影響を明らかにするために魚類及び無脊椎動物を  

用いた試験法の開発を行っている。これと併行して農薬  

汚染河川における内分泌撹乱作用の有無を確認するため  

ヒメダカを用いた暴露試験を行っている。   

バイオアツセイ環境リスク評価研究チームは，環境中  

の化学物質の給リスク評価のために，各種のバイアッセ  

イを組み合わせ環境試料への適用性を含めて，有害性総  

合指標を目指して，その評価と標準化を行っている。   

開発途上国健康影響研究チームは，中臥二おける大気  

汚染による健康影響について，日中共同の解析を行うと  

ともに，当研究所の暴露チャンバーを用いて，浮遊粉塵  

による生体影響の実験を行い，健康影響の予測と健康被  

害の予防のた’めの手法を確立した。  
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開発途上匡】環境改善（水質）研究チームは，開発途上  

国における生活排水等の処理方法として，多大な施設と  

エネルギー消費を伴う処理ではなく，有用生物を活用す  

ることによって，自然の浄化能力を強化し，効率化した  

水処理技術の開発を行った。また同時にその技術を我が  

国における水質改善手法の多様化を計る際においての基  

礎となるような適正手法の開発を行った。   

開発途上国生態系管理研究チームは，揚子江流域とい  

う特有の地域を事例として，浅い富栄養化した湖沼の生  

態系管理手法としての汎肝性のある施策の提唱を目的と  

し，中国での調査を実施した。また国内において霞ケ浦  

に設置した隔離水界を用いて，生物開梱互作用と水質の  

関係l三ついて検討した。   

開発途上国環境改善（大気）研究チームは，大きさの  

異なる人為由来の大気エアロゾルと土壌起源系（黄砂）  

エアロゾルとの通年同時観測を中国各地で行い，中国の  

大気環境保全に寄与するため，多試料の環境化学的解析  

を行った。  

イレス行動計画の分析，及び京都議定書のクリーン開発  

メカニズムの効果分析を実施した。   

資源管理研究室で行う2つの経常研究課題では，前年  

度に引き続き，水資源と水環境との関係について調査及  

び検討を行った。また，廃棄物減量化とその影響に関連  

し，ライフサイクルによるトータルな環境負荷の算定に  

重要となるライフサイクル・アセスメント（LCA）手法  

の確立のため，前年度に引き続き事例研究を進めるとと  

もに手法の簡略化やインパクトアセスメントについて検  

討した。   

環境計画研究室では，国の環境基本法及びこれに基づ  

く環境基本計画の策定や最近の地球温暖化防止対策推進  

法の成立を受け，自治体レベルでの計画策定が進んでい  

ることを背景として，環境マネジメントシステムの認証  

制度の効果やその間題点，専門家の役割等について検討  

した。   

情報解析研究室では2つの経常研究課題に取り組んで  

おり，一つが人工衛星，地乱 写真等による地理・画像  

データの解析手法の開発であり，他の一つは種々の環境  

システムの評価に資するモデル化ヤシミュレーション手  

法の開発である。特に，本年度から様々な地理・画像情  

報を利用して環境を解析・評価するためのシステムの開  

発に着手するとともに，前年度に引き続き境界要素法に  

よる数値計算の精度改良に取り組んだ。   

また，主任研究官により，環境計画との関連で，景観  

評価についての研究が進められている。特に，景観の価  

値がどのように決まるかを社会文化的及び歴史的背景に  

基づいて解明するため，南アルブスの登山者の景観体験  

や江戸時代に来訪した外匡卜人の評価を基に分析した。  

2．1．3 社会環境システム部   

環境間誼は，人間活動が引き起こし，人の自然外囲で  

ある大気，水，土，生物等の環境を介して，ふたたび人  

間の生存，生活，社会経済清朝等に回帰してくる問題で  

あるといえる。それゆえ′，環境問題は一一面すぐれて社会  

的な問題でもある。社会環境システム部では，こうした  

問題意識のもとに，システム分析等の手法により環境保  

全に関する政策科学的及び情報科学的な基礎研究を行う  

ことにしている。   

本年度は，上席研究官及び環境経済，資源管乳環境  

計画及び情報解析の4研究室，及び主任研究官が，それ  

ぞれ基幹となる合計9の広範な経常研究課題を選定し実  

施した。   

上席研究官を中心として環境の認識構造に関する基礎  

的研究課題を実施した。この中で，蘭戸大橋の接岸地域  

住民に対して自由記述法と選択肢法による環境意識調査  

を実施し，その結果から，地域ごとに固有の環境認識と  

政策ニーズを明らかにした。   

環境経済研究室で行う経常研究課題の1つは，引き続  

き，経済モデルの改良を進め，炭素税の導入に伴う日本  

のマクロ綻i削二及ぼす影響を分析した。また，気候変動  

枠組条約に関する国際交渉をとりあげ，2000年以降の  

締約匡澗の具体方策に閲し，特に1998年のプエノスア  

2．1．4 化学環境部   

新たな汚染が顕在化するたびに，環境汚染は複雑化，  

多様化しており，高感度で信頼性のある環境計測法を開  

発して，その実態や汚染機構を解明し，新たなリスク管  

理手法を確立することが求められている。このような課  

題を析決するため，化学環境部では，各種環境汚染物質  

の計測・監視や毒性評価方法の開発と汚染物質の環境動  

態の解明に関する研究を実施している。   

本年度は，内分泌撹乱化学物質とダイオキシン斐削ニ力  

点をおいて研究を進めた。   

内分泌撹乱化学物質については，分析法と評価法に関  

する研究を進めた。GC／MSやLC／MS等を用いた分析  
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法の確立とともに，極低濃度の化学物質を濃縮するた  

め，選択的に分子を認識・捕そくする樹脂を閲発した。  

また，内分泌撹乱作用の高一亙mの検出方法として各種  

生物検定法を検討し，ルーチン的な試験系を確立すると  

ともに，巻貝の雄性化を指標とした系，ヒメダカのライ  

フサイクル試験法など，玩Ⅵ厄の検出系を開発した。   

測定値の信敵性が間題となっているダイオキシン軌二  

ついては，フライアッシュや土壌の標準試料を作成し，  

他機関とのクロスチェック等により，精度管理上の問題  

点を明らかにした。   

その他の汚染物質を対象とした多くの研究課題も同時  

に実施した。   

大気中の有害化学物質の自動連続多成分同時計測セン  

サーの開発では，手分析法との並行測定を行い，良好な  

一致が得られることを確認するとともに，自動的なデー  

タのチェック・管理を行うシステムを開発した。   

タンデム加速器質量分析システムの開発では，14C測  

定の新たな試料前処理ラインの性能試験を始めるととも  

に，他核種の分析に応用する際の問題点の検討を行っ  

た。   

環境中での元素の挙動に関しては，ヒ素について形態  

変化を含めた動儲解明を進めるとともに，本年度はウラ  

ン加工工場での事故に関連し，敷地内外での土壌，植物  

試料中のウラン同位体の分析を行った。また，環境動態  

の解明を目指しホウ素の同位体分析法の開発を行った。   

バイカル湖の底泥を用い地球環境の変動を解析する研  

究では，採取した試料の分析を進め，過去1000万年の  

気候変動を解析できるデータを苗桟し，その特徴を明ら  

かにした。また，クロロフィル分解物の解析から過去の  

植物プランクトンの分布を推定した。   

このほか，発光細菌を利用した遺伝毒性試験法，低沸  

点化合物の吸着楢葉／GC／MS分析法など，新たなモニ  

タリング手法を検討するとともに，スペシメンバンキン  

グの新たな試料の収集・保存と分析作業を進めた。  

ある。これら環境有吉因子の空間的広がりにより，地域  

規模での環境問題と地球規模の環境問題に分けられる  

が，それぞれ総合研究部門の地球環境研究グループ及び  

地域環境研究グループの研究チームと連携をとりなが  

ら，「地球環境研究総合推進費」，「特別研究」，「特別経  

常研究」の研究も行われた。さらに，環境リスク評価の  

ために，重金属，大気汚染物質，紫外線，ダイオキシ  

ン・環境ホルモンなどの文献レビューも行った。本年度  

は，経常研究9課題，奨励研究ユ課題が行われた。   

大気汚染物質（ディーゼル排ガス粒子，オゾン，花粉  

など）が免疫系など生体防御機能に与える影響を解明す  

るために，実験動物や培養細胞を暴露環境下で育て，肺  

を構成している細胞ヤアレルギー・炎症に関与する細胞  

への影響を検討に関する基礎的研究を行った。気道への  

影響のメカニズムの解明のため，炎症細胞の遁走・活性  

化，T細胞の増殖分化についての検討を開発等の検討を  

行った。、   

環境有害凶子の毒性には腋化的ストレスが関与する場  
）  

合が多いが，そのメカニズムの解明のためにノックアウ  

トマウスを用いた皮膚がんに関する研究が行われた。ま  

た，遺伝子改変したゼブラフィッシュを作成することに  

よる，環魔水中の変異原の検出のための研究を行った。   

さらに，メチル水銀投与ラットにおけるf〃∨′vo状態で  

のNMRによる機能測定法，及び環境ホルモンによる次  

世代影響について行動毒性による検出法に関する研究も  

行った。毛髪中ダイオキシンの暴露の指標としての有用  

性についての研究もなされた。   

本来の目的である人間集団を対象とした研究として，  

幹線道路沿いの大気汚染と個人暴露量との関係，国保レ  

セプト及び人口動態統計などによろ環境保健指標の開  

発，ダイオキシン類に関して地理情報システムを用いた  

研究が行われた。  

2．1．6 大気圏環境部   

大気圏環境部では，地球温暖化，成層圏オゾン層破  

壊，酸性雨といった地球規模の環境問題や，都市の二酸  

化窒素大気汚染問題に代表されるような地域的な環境問  

題を解決するための基礎となる研究を推進している。本  

年度は，i5課題の経常研究，1課題の奨励研究が行わ  

れたほか，地球環境研究グループ（温暖化現象解明，オ  

ゾン層．酸性札 衛星観測各チーム），地域環境研究グ  

ループ（都市火気保全チーム）の準構成員として，さら  

2．1．5 環境健康部   

環境健康部においては，環境有害因子（窒素酸化物・  

ディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，ダイオキシンや  

環境ホルモンなどの有害化学物質，重金属，花粉，紫外  

線等）がいかにヒトの健康に影響を及ぼすかに関する実  

験的・疫学的研究を行っている。これらの基礎研究は，  

健東リスクアセスメントを行うための安素となるもので  

ーー 8 －   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

には地球環境研究センターの併任または協力研究者とし  

てプロジェクト研究推進等への協力も行われた。   

大気物理研究室では，気象学を基礎とした大気循環お  

よび物質循環の研究が行われた。大気海洋結合気候モデ  

ルを用いた温室効果ガスおよびエアロゾルの増減に伴う  

気候変化のシミュレーション，エアロゾルの仝球分布導  

出，積雲対流活動の解析，大気一陸面間での熱・水蒸気  

輸送過程のモデル化，地域スケールの大気循環と物質循  

環のシミュレーション，極中心をとりまく大気の渦運動  

に関する研究等が行われた。   

大気反応研究茎でほ，気相の化学反応と大気中の反応  

性微量成分の研究が行われた。レーザー誘起蛍光法を用  

いて酸素原子と環状オレフィンやハロゲン化オレフィン  

との反応による置換ピノキシ型ラジカルの検出を行っ  

た。また光化学チャンバーを用いて，多メチル置襖エチ  

レンとオゾン．との反応による過酢酸の収率を求め，その  

反応機構を推定した。島惧における炭化水素やNOyの  

野外観測に関する研究も進められた。   

高層大気研究室では，レーザーレーダー（ライダ」  

手法の開発とこれを用いた観測研究が行われた。小型ラ  

イダーによるつくばにおけるエアロゾルと雲の連続観測  

や，海洋地球研究船「みらい」に搭載．したライダーによ  

る海洋上のエアロゾル分布と光学特性の観測を実施し  

た。また，将来の衛星搭載ライダーによる全球的観測の  

ためのデータ解析アルゴリズムおよびデータ利用手法の  

研究を行った。   

大気動態研究室では，温室効果気体および関連物質の  

動態を調べるため，濃度の長期観測や挿‖立体比の測定を  

行っている。本年度には，落石岬で亜酸化窒素，波照間  

島で一酸化炭素の連続測定を開始した。また，日本及び  

シベリア上空で採取した二酸化炭素について炭素安定同  

位体比を測定した。これらに加えて，廃坑を利用した人  

工豊実験を行い，雲粒の生成機構や幕張の沈着速度に関  

するデータを得た。  

題，環境修復技術開発研究1課題，科学技術振興調整費  

による，総合研究1課題，重点基礎研究1課題，重点研  

究支援協力員制度1課題，文部省・科学研究費補助金に  

よる研究5課題を行った。   

水環境質研究室では，漂着重油，石油系炭化水素，有  

機塩素化合物，リグニン酸，フミン醸，重金属，富栄養  

化原因物質等の環境汚濁物質の動態に関与する生物の同  

定およびそれらの代謝・変換量等について研究を行った。   

水環境工学研究室では，流域環境管理モデルの－▲つの  

重安なサブモデルとして，河川流出に関する水理モデル  

と確率モデルの融合を図りそれを，中国長江流域及び釧  

路川流域久著呂川に通用し，モデル妥当性を検証した。   

土塊環境研究室では，土壌中での無機汚染物質，有機  

汚染物質，及び微生物の挙動についての基礎的研究を  

行った。また，酸性雨の土壌影響についても調査，研究  

を行った。   

地下環境研究室では，粘性土の圧縮性状，地盤沈下観  

測システムの開発と観測，湖底の堆積速度につい．ての研  

究を行った。  

2．1．8 生物圏環境部   

生物圏環境部では分子レベルから生態系レベルまでの  

生物にかかわる基礎・応用研究を推進している。本年度  

は奨励研究を含めて17課題の経常研究を行った。科学  

技術庁振興調整費による研究ではグローバルリサーチ  

ネットワーク等5課題，未来環境創造型基礎研究1課題  

が推進された。   

環境植物研究室では，環境の変化が植物の生理と野外  

での生活に及ぼす影響を，実験室での栽培実験，フィー  

ルド調査，シミュレーションモデルを使った理論的解析  

などの各方面から研究している。特に，高地や乾燥地に  

生息する植物の生理生態学的な特性に関する研究や，森  

林における樵の多様性や遺伝的多様性の維持機構に関す  

る理論的な研究などを進めている。   

環境微生物研究室では，水界生態系で重要な役割を果  

たしているシアノバクテリアの桂レベルの分類学的解析  

を〟∫cmc伊f∫属や0∫C肋Jひ「～d属について，生理生化学的  

及び遺伝学的手法をもちいて行った。また，土壌微生物  

の分解機能’測定や，微細藻類の種組成の調査など，特定  

の環境（干潟・湿地など）をカテゴライズする要因を求  

めるための研究や，微細藻類の多様性維持機構を解明す  

るための遺伝的マーカー開発に向けた研究も行われた。  

2．1．7 水土壌圏環境部   

水土壌圏環境部では自然資源劣化，酸性雨，海洋汚  

染，砂漠化といった地球環境問題及び，湖沼・海域の水  

環境保全やバイオテクノロジーを用いた水質改善などの  

地域環境問題に関して現象解明，影響評価，予測手法，  

環境改善手法等の基礎的研究を行っている。本年度は地  

球環境研究5課題，重点共同研究1課題，経常研究8課  

ー 9 －   
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トと異なり，①個々の研究プロジェクトの成果を集約し  

つつ，経済学，社会工学的手法を含む観点から絶合的か  

つ体系的に検討を行い，政策の具体的な展開に資する知  

見を提供する「政策研究」⑦「課題別研究」として分  

野ごとに研究プロジェクトが推進される地球環境研究に  

対し，これらの個々の分野にまたがる研究領域や共通す  

る研究領域を体系的かつ集中的に解析する「横断的研  

究」③個々の研究領域の重要性を地球鱒境問題の解決  

という観点から総合的に評価する「リサーチ・オン・リ  

サーチ」の三つの役割を有している。本年度は，以下の  

3課題について研究を推進した。「持続的な国際経済社  

会に向けた環境経済競合分析手法の開発に関する研究」  

では，多由閉経済モデルにおいて二i二地利用変化を分析す  

るためのモジュールの開発，アジアの発展途上匡＝ニおけ  

る水質汚濁などと経済発展の相互作用のシミュレーショ  

ン及びCVM手法を用いた国際公共財の評価の試行など  

を行った。「温室効果ガスインベントリーシステム構築  

の方法論に関する研究」では，現存温室効果ガス排出・  

吸収源データの分析や，エネルギー・農業などのマクロ  

モデルを利用したマクロチェック方式の開発などを行  

い，温室効果ガスインベントリー精度の向上に取り組ん  

だ。「地球環境研究推進のための総合化・体系化に関する  

研究」では，温暖化対策分野及び人間・社会的側面研究  

分野の専門家からなる検討会を組織し，これまでの研究  

のレビューや今後推進すべき研究課題等について検討し  

た。いずれの研究も地球環境研究センターの併任研究  

員，客員研究員等の研究者の協力を得て遂行している。  

生態機構研究室では，湿地生態系の構造と機能を解明  

する研究を行った。まず，尾漸引こ侵入した帰化植物の  

コカナダモ群落の変動と在来水生植物の分布調査，■尾  

瀬ケ原のアカシボの分布調査と水の安定同位体比による  

水循環の解析を行った。また，底生動物の調査が行き届  

いてない島換地域の河川において底生動物群集の調査を  

行った。南北大束島での池沼沿岸苛の底生動物を調査し  

研究所内実験他の生物相と比較し，小笠原諸島の生活史  

が明らかになっていない淡水エビの数種について種の特  

徴について明らかにした。さらに，河川渓流における自  

然環境保全のための評価手法について検討した。また，  

沿岸にある干潟等の多様な立地において個体群を成立さ  

せている海草類を中心に，各個体群形成桂のバイオマス  

や分布の変動を追跡した。   

分子生物学研究室では，植物の環境ストレス耐性に関  

与する遺伝子の単経とその応用を目的に，オゾンに対す  

る感受性を指標にシロイヌナズナの変異体を選抜し，約  

50系統のオゾン感受性変異体を得た。それらの変異体  

から遺伝子を同定・単離するための遺伝解析や条件検討  

を行うとともに，ストレスシグナルの指標としての活性  

酸素消去系酵素群の種々のストレス条件下での活性変化  

を調べ，明らかにした。  

2．1．9 地球環境研究センター   

地球環境研究センターでは，地球環境研究総合推進費  

における総合化研究を推進している。総合化研究の研究  

領域は，分野別に実施されている個々の研究プロジェク  
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2．2 経常研究  

2．2ご1地球環境研究グループ  

研究課題1）野生動物の個体群構造に関する基礎的研究  

〔担当者〕椿 宜高・高村健二  

〔期 間〕平成11～12年度（1999～2000年度）  

〔目 的〕野生動物の年齢構成，性比，密度，個体変異  

などの個体群構造と生息環境との関連を把接し，個体群  

の遺伝的多様性がどのように維持されているかを明らか  

にし，野生動物保全に役立てることを目的とする。鳥類  

および昆虫類の自然個体群を選び，各個体群ごとの個体  

群密度，生存率，性比，産卵数などを測定し，繁殖成功  

度を比較することにより個体群内の形質変異および遺伝  
的多様性の維持機構を解析した。  

〔内 容〕霞ケ浦湖畔において湖から羽化するアカムシ  

ュスリカの交尾行動を観察し，地上で交尾する場合と空  

中で蚊柱を形成しながら交尾する場合と2型があること  

を確認した。地上では交尾する雄に形質上の特徴は認め  

られなかったが，空中では体の大きい雄が交尾に成功す  

る確率が高い土とが認められた。体の′トさい雄にも交尾  

の上で有利な状況があることを勘案すると，体の大きさ  

は安定していると推測された。  

〔発 表〕A－34  

である。その吸収線の形から，非線型逆変換繰返最少二  

乗法を用いることに■より，各種微量気体成分の鉛直カラ  

ム量及び高度分布を導出することが可能となる。本研究  

では，すでにスウェーデン・キルナで得られたFTIRス  

ペクトルの解析を行い，03の高度分布を導出しILAS  

データと比較し，良好な一一致を見た。引き続き，HNO3，  

HCl，HFなどの成分についても，高度分布導出の可能  

性について検討を行った。今回確立した手法は，ILAS一  

口の検証解析に使用する予定である。  

〔発 表〕A41，45，a－35  

研究課題 3）大気化学に係わる気相化学反応の速度論  

的研究  

【担当者〕今村隆史  

〔期 間〕平成9～12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕芳香族化合物の気相反応の多くはシクロヘキ  

サジェニル型ラジカル生成によ1って開始される。そこ  

で，本研究ではシクロヘキサジェニル型ラジカルの光検  

出を行う。  

〔内 容〕シクロヘキサジェニル型ラジカルのプロトタ  

イプであるC6日7ラジカルのレーザー誘起蛍光の測定を  

行った。ラジカルは塩素原子を用いたシクロヘキサジエ  

ンからの水素原子引き抜き反応によって生成した。  

550nm付近に0－0バンドが観測されたほか，いくつか  

の振電バンドが観測され，・分散スペクトルの測定からそ  

の帰属を行い，基準振動の振動数を決定した。  

〔発 表〕A－6，a7  

研究課題 2）ADEOS－Ⅰ衛星搭載大気センサー  

（tLAS－Ⅰ）の観測データの地上分光  

（FTIR）データを用いた検証解析に関する  

基礎的研究  

〔担当者〕中島英彰  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕環境庁では，2001年度打ち上げ予定の  

ADEOSrII衛星に搭載予定の大気センサー［LASIlの  

開発を行っている。このルAS－［は，オゾン層破壊に関  

連した03，HNO3，NO2，C）ONO2などの微量気体成  

分を観測する大気センサ「である。衛星データを科学的  

な解析に用いるためには，・地上からの衛星データの検証  

が不可欠である。当研究では，地上フーリエ変操赤外分  

光器（FTIR）を用いてILASRⅡデータの検証を行うた  

めの高度分布の導出を行うことを，その目的とする。  

〔内 容〕Fl’IRは，太陽を光源に用い二地球大気によ  

る赤外線の吸収スペクトルを高分解能で測定する観測器  

研究課題 4）衛星センサー（lLAS）データ処理にお  

けるエアロゾル及び非ガス成分の寄与評価  

に関する研究   

〔担当者〕中島英彰・笹野泰弘  

【期 間）平成10－11年度（1998、1999年度）  

〔目 的〕人工衛星1LASのデータ処理による正しいガ  

ス濃度の寺山のためには，ガス以外の成分の寄与である  

「非ガス成分補正」が非常に重要である。この非ガス成  

分補正の中には，オフセット分，およびエアロゾルタイ  

プそれぞれに特徴的なスペクトルをもった消散係数に比  

例した分とが含まれる。本研究では，これら非ガス成分  
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補正の手法について詳細に検討を行い，ILASデータか  

らのより正確なガス濃度の導出を行うことを目的とす  

る。  

〔内 容〕本年度は，ILASのデータ処理で重要となっ  

てくる，非ガス成分補正のために必要なパラメータの導  

出に必要な検討を行った。具体的には，実験室における  

いくつかの特徴的なエアロゾル及びPSCの消散係数ス  

ペクトルと，実際にILASによって観測された窓チャン  

ネルにおける赤外消散係数スペクトルとの比較を行っ  

た。その結果，冬季低温下の極域における，PSCのも  

のと思われる赤外消散係数スペクトルの特徴を同定する  

ことに成功した。さらに，滑らかな消散係数スペクトル  

の形状を仮定し，PSCのタイプに依存せずILASの非ガ  

ス成分補正を効率よく行える手法の開発も行った。  

〔発 表〕A42，48，a－34  

のオゾン減少を再現するために，4種類の極成層圏雲上  

で起こる不均一反応に関する計算スキームを，0次元  

ボックスモデル上で走らせた。この計算により，権威層  

圏雲上でのオゾン減少や，硝酸の増加などが再現され，  

スキームの安当性が確認された。また，このスキームを  

3次元モデルに導入するためのプログラムの変更作業及  

び導入作業を行った。  

〔発表〕A－3，a1  

研究課題 6）湿地性スズメ目鳥類の個体群動態に関す  

る研究  

〔担当者〕永田尚志  

〔期 間〕平成11～15年度（1999～2003年度）  

〔目 的〕河川敷や湖岸に広がるヨシ原などの純水植物  

群落で繁殖するスズメ目鳥賛の年齢構成，性比，密度な  

どの個体群構造の変動と生息環境の変化の関連を把握  

し，河川敷の生息環境が各種の個体群および種間関係に  

及ほす影響を明らかにする。最終的には，河川敷に生息  

する鳥類群集および希少種のオオセッカの保全に役立て  

ることを目的とする。  

〔内 容）利根＝‾F流域の河‖敷に分布するオオセッ  

カ，オオヨシキリ，コヨシキリ，コジュリンの繁殖期の  

密度分布を調査した。普通種のオオヨシキリやコヨシキ  

リは調査した全域にわたって分布していたのに対して，  

危急種のオオセッカは分布域が狭く，約7kmの湿潤な  

河川敷にのみ分布していた。希少種のコジュリンは河口  

から65kmの地点まで約50kmにわたって分布し，上流  

にいくとホオジロがコジュリンに置き換っていた。  

〔発 表）a－39，41，43  

研究課題 5）3次元モデルによる成層圏光化学一放  

射t力学相互作用の研究  

〔担当者〕秋吉英治  

〔期 間〕平成11～15年度（1999～2〔氾3年度）  

〔目 的）年々変化する温室効果ガス濃度やハロゲンガ  

ス濃度の大気環境の中で，オゾン層の将来予測を行うた  

めには，大気中の光化学過程，放射過程，力学輸送過程  

の個々の過程を理解するのみならず，その相互作用を理  

解することが必要である。そのために，オゾンホールや  

極渦崩壊など，成層圏で起こる顕著な現象に対して，そ  

の相互作用を考慮に入れた3次元モデルによる数値実験  

を行い，相互作用に関する知見を得る。  

〔内 容〕3次元モデルによって，オゾンホールヤ北極  
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2．2．2 地域環境研究グループ  

研究課題1）外因性内分泌撹乱物董引こ関する基礎的研究  

〔担当者〕森田昌敏  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕人間と外因性内分泌撹乱物質とのかかわりに  

ついて，社会地球科学区的立場からの分析を試みる。  

〔内 容〕外因性内分泌撹乱物質が人口，食料，資源，  

エネルギー，社会生活上の価値観等とどのようにかかわ  

るかについての分析を加え，その持つ意味について考察  

する。本年度は社会的関心がどのようにあらわれている  

かをインターネットホームページの解析から行った。  

〔発 表〕b240，250  

を払い，多くの現象の発見に努力する。これら現象が重  

要なものであればこれを学会誌等に記録として残す。②  

霞ケ浦に飛乗するかも類は湖外の水田などで探食する種  

は増加しているが，湖内で探食する種キンクロハジロや  

ホシハジロでは著しい減少が起きている。また底性生物  

であるユスリカや二枚貝類に極端な減少が起きている。  

研究課題 4）都市域における大気汚染現象のモデル化  

に関する研究  

〔担当者〕若松仲司  

〔期 間〕平成7～12年度（1995～2000年度）  

〔目 的〕都市域における大気汚染と発生源の関連性を  

定量的に明らかにするために気象と反応を含んだモデル  

の構築を行う。これを基に大気汚染の経年変化や地域分  

布の特徴を把握することが研究の目的である。  

〔内 容）フィールド観測結果，大気汚染常時監視デー  

タ，発生源データ等を総合的に解析し，都市域における  

二酸化窒勘考染，光化学大気汚染，VOC汚染，PM2．5／  

DEP汚染などの特性を抽出するとともにこれらの特性  

を的確に予測・評価できるモデルを構築する。このモデ  

ルを用いて大都市地域における大気汚染の比較評価を行  

う。本年度はVOCの動態解明と長期間にわたる大気汚  

染トレンドの地域比較を行った。  

〔発 表〕B－126，127，b290、293  

研究課題2）流域をユニットとした水生生物の生息環  

境と生態系保全に関する研究  

〔担当者〕福島路生・高村典子  

〔期 間〕平成11～14年度（1999～2002年度）  

〔目 的〕生態系を構成する最小単位として流域（集水  

域）を想定する必要性が指摘されている。特に日本のよ  

うに地形が急峻なために分水嶺が明白で，かつ個々の流  

域面積が比較的小さな国では，流域ごとに生態系管理の  

手法を確立し，実行していくことが望ましい。本研究で  

は特に，流域の地形と生物の生息環境の関係解明に着目  

した。  

〔内 容〕サケ科魚類イトウが，河遵屈曲率1．6以上の  

極めて蛇行の激しい区間を産卵場所に選択していること  

を明らかにした。河川の河道形状と魚類の生息環境に密  

接な関係が存在するために，生息環境の単純化した改修  

河川からイトウが急速に姿を消しているというシナリオ  

が示唆された。  

研究課題 5）自然水系中における清存フミン物質に関  

する研究  

〔担当者〕今井章雄  

〔期 間〕平成9～12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕潜在フミン物質は自然水中の溶存有機物の  

30～80％を占める。フミン物質は鉄等の微量必須金属  

と安定な錯体を形成し，その存在状態に大きな影響を与  

える。金属の存在状態は生物利用可能性と密接に関係し  

ているため，＿鉄等の金属とフミン物質との錯化反応を定量化  

する必要がある。本研究ではその手法の開発を首指す。  

〔内 容〕溶存フミン物質と鉄等の錯化反応における安  

定度定数と錯化容量を電気化学的手法（ボルタメト  

リー）により測定する手法の検討を引き続き行った。  

研究課題3）霞ケ浦の生物資源保護に果たす役割に関  

する研究  

〔担当者〕春日清一  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔目 的〕霞ケ浦及びその周辺は水・陸両環境を利用す  

る生物が生活し，多様な生態系を形成している。これら  

生物の存在や生活様式は知られていないことも多く，急  

激な環境変化により野生生物が気付かれずに消滅する危  

険性をはらんでいる。このような生物の生活を知り，で  

きる限り記録に残し，保護することを目的とする。  

〔内 容〕①霞ケ浦の湖沼調査時，また随時生物に注意  

研究課題 6）沿道大気汚染の簡易予測手法に関する研究  

〔担当者〕上原 清  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

－13 一   
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〔目 的〕大都市における沿道大気汚染は，沿道周辺の  

建物が作り出す複雑な市街地気流の影響を受ける。本研  

究の目的は市街地気流分布とそれに及ぼす大気安定度の  

影響を温度成層風洞を用いた実馬如こよって明らかにし，  

さらに汚染濃度分布との関連を調べることによって沿道  

大気汚染の簡易予測手法を検討することである。  

〔内 容〕沿道大気汚染濃度を交通量と風速データなど  

から簡易に予測する方法について検討する。   

本年度は温度成層風洞によってストリートキヤニオン  

内部の流れ場と濃度場に及ぼす沿道建物高さの影響を調  

べ，種々の形状のストリートキヤニオン内の平均濃度や  

濃度分布を推定する方法を検討した。  

〔発 表〕B－27，b－118，119  

であるような有機微量汚染物質について，数理モデル等  

による環境動態解析によって新たな情報を得るための手  

法の検討と，その適用を行うことを目的とする。  

〔内 容〕関棄地方のいくつかの水域で採取された水圏  

底質柱状試料中の，層ごとのダイオキシン類測定結果に  

ついて，ダイオキシン類の由来についての知見を得るた  

めの，予備的な解析を行った。主成分分析法を遠田した  

結果，PCD［）sとPCDFs，およびCo－PCBsのいずれに  

ついても，化合物組成には水域ごとの特徴があることが  

示された。また，PCDDsとPCDFsの経年的な組成変  

化は水城ごとに異なった。  

研究課題9）環境データ解析のための統計的手法に関  

する研究  

〔担当者〕松本幸雄  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕環境データから構造的情報を抽出するには，  

偶然要因の効果を分離する統計解析手法が必要であると  

同時に，分離が可能なデータの取得がなされていなけれ  

ばならない。   

本研究は，①環境データ解析のための統計的手法の開  

発，および ②解析の基礎となるモニタリングや調査な  

どのデータ取得の方法論について情報理論的見地から検  

討することが目的である。主な対象は，大気汚染に関す  

る環境データと生体影響データとする。  

〔内 容〕①ベイズ剖季節変動調節モデル用し1，東京側  

辺の地点におけるオゾン濃度の経年データを年次変化，  

季節変軌 偶然変動の各成分に分け，成分の経年変化を  

比較分析した。また，成層圏オゾン濃度の季節変動との  

関連性が地点により異なることも検討した。①環境デー  

タの分布における極値（高い値）の出現確率と平均値の  

関係をモデル化した。③臭気データの計量処理における  

統計的方法について検討した。  

〔発 表〕B77，b223，C42   

研究課題 7）室内環境における悪臭物質の発生機構の  

解明に関する研究  

〔担当者〕安原昭夫  

〔期 間〕平成9～14年皮（1997～2002年度）  

〔目 的〕近年の悪臭苦情の多くが室内環境に由来す．る  

化学物質から発生しており，加熱臭や腐敗臭，建材臭が  

代表的なものである。この研究では，台所で発生する臭  

気に着目し，どのような物質が悪臭の原因であるかを化  

学分析で明らかにし，それらの物質の生成機構を解明す  

るとともに，脱臭対策の方法を検討する。また，代表的  

な悪臭成分については微量分析法を開発し，実際の汚染  

実態調査を行う。  

〔内 容〕ホルムアルデヒドを中心に，PFBOA誘導体  

化で微量分析する方法を開発した。検出‾F‘限は数〃g／J  

であった。この方法で飲料水や酒類中に含まれるホルム  

アルデヒドを走塁した。飲料水は概して10／Jg／～程度の  

濃度であったが，l］本酒で数10／唱／J，ワインなどでは  

数100〃g／£と高い濃度であった。魚規・肉類などに含ま  

れるホルムアルデヒドは匝川又率が低く，分析できなかっ  

た。  

研究課題10）環境負荷低減のための都市規模と移動手  

段のあり方に関する研究   

〔担当者〕近藤美則   

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）   

〔目 的〕人が自動車等の交通手段を利用して移動する   

ことに伴？て，地域規模および地球規模の環境に与えて   

いる負荷は非常に大きい。これら環境への負荷を低減す  

14 一   

研究課題 8）有機微量汚染物質の環境中動態の解析  

〔担当者〕桜井健郎  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的）環境に放出され，また人間や生物に摂取され  

ている数多くの人為起源の化学物質の健康リスクに対処  

する上で，発生源から暴露に至る環境中での動態の情報  

は有用である。本研究では，環境中動態の把握が不十分  
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プライシングによって生ずる分子量440kDと220kDの  

少なくとも2種類のイソ型が存在する。特に，胎児・新  

生児朋に発現のピークを迎える440kDankyrinBは，神  

経突起の伸展，ミュリン膜の形成等への関与のほか，神  

経網胞傷害の高感度マーカーとしての利用の可能性も明  

らかになりつつある。本研究では，このankyrinBの脳  

神経系における生理学的意義を分子生物学的手法を用い  

てさらに解析する。  

【内 容〕ankyrinBの生理的意義を明らかにするため，  

培養神経細胞，あるいは美醜動物（ラット，マウス）の  

脳神経系を対象として，ankyrinBの発現を分子生物学  

的手法を用いて人為的に変化させることにより引き起こ  

される神経細胞あるいは脳神経系の機能的・形態的変化  

を解析した。   

本年度は，神経細胞に特異的なイソ型である440kl〕  

ankyrinBの培養神経細胞（NB－1）における発現を指標  

として環境化学物質の毒性影響のスクリーニングを行  

い，同時に行った神綻突起伸展へ・の影響と比較を行っ  

た。その結果，両指標の間にある程度の相関があること  

が明らかになった。  

るためには，移動日的を考慮しつつ現在の移動手段をそ  

の移動距離別に役割分担させ，効率的な利用を回る必要  

がある。そこで本研究では，経済的，社会的な障害を念  

頭に置きつつ地域の規模と利用目的に合致した移動手段  

およびその実現に必要な要件を見いだすことを目的とす  

る。  

〔内 容〕現在の移動手段の利用状況を移動目的ととも  

に文献調査により収集・整理する。つぎに地域の規模別  

に必要な移動手段を提示するとともに，それの実現に当  

たっての問題点を整理する。そして移動手段の変更によ  

る環境負荷低減量について定量的評価を行うとともに，  

望ましい都市規模と都7ドのあり割こついての検討を行う。   

本年度は，乗用車を対象としてその利用実態を把握す  

るために必要な計測項目および計測システムの検討を行  

うとともに簡単な測定を行った。  

研究課題 ‖）植物の気孔開度に及ぼす環境要因の受容  

と伝達に関する研究  

〔担当者〕中嶋信実  

〔期 間）平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔日 的〕植物は乾燥ストレスにさらさ．れると，それに  

対抗するため様々な代謝変化が起こることが知られてい  

る。本研究ではソラマメ礼辺細胞に浸透圧ストレスを与  

えるとリンゴ酸の蓄積が見られることを明らかにした。  

本年度は孔辺細胞でのリンゴ酸の合成経路と蓄積したリ  

ンゴ酸の役割について検討した。  

〔内 容〕ソラマメの薫から表皮をはく離し，0．4Mマ  

ンニトール水溶液に表皮を浸し浸透圧処理とした。  

PEPcarboxylase（PEPC）の阻害剤を処理すると，1）ン  

ゴ酸の蓄積が抑えられ，気孔開度も低下した。また，  

PEPCO？タンパク量が浸透圧ストレスによって上昇し  

た。以上の結果から，浸透圧ストレスによるリンゴ酸の  

蓄積はPEPCタンパク量の上昇に由来し，1）ンゴ酸が孔  

辺細胞内浸透圧の上昇に作用していると考えられる。  

研究課題13）ダイオキシン，環境ホルモン等の健康影  

響評価に係わる疫学研究の方法論に関する  

基礎研究  

〔担当者〕兜 真徳・曽根秀子・米元純三・  

〔期 間）平成10～12年度（1998～2000年度）  

【目 的〕ダイオキシンや環境ホルモンへの微量慢性影  

響として，可能性が示唆されている性ホルモンや甲状腺  

ホルモンへの影響について疫学的に検討する。関連ホル  

モン分泌・代謝系やAhレセプター，再50－1Alなどの  

遺伝子発現，新生児の甲状腺ホルモン，エストロジュン  

の尿中代謝物等の利用可能性について，協力の得られる  

住民を対象とした調査，あるいは新生児甲状腺機能異常  

スクリーニングの情報等の基礎的な検討を行う。  

〔内 容〕大阪および埼玉で高度ダイオキシン汚染が示  

されている，それぞれ職域と1地域の作業査及び地域住  

民の血液サンプルや母乳中ダイオキシン検査結果と，性  

ホルモン，甲状腺ホルモン，リンパ球のCYPlal，  

1a2および1blのmRN∧のgeneexpressionにつき測  

定し，関連性について検討中である。  

研究課毘12）神経毒性指標としての脳アンキリンの分  

子生物学的解析に関する研究  

〔担当者〕国本 学・石堂正美・足立達美  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

【目 的〕細胞膜裏打ち構造を構成するタンパク質の一一  

つ脳7ンキリン（ankyrinB）にはオルターナティブス  

一lう ー   
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研究課題14）飲料水の含有成分と関連の示唆される健  

康像の地域差に関する予備的研究  

〔担当者）兜 美徳・今井秀樹・新田裕史  

〔期 間〕平成8～11年度（1996、1999年度）  

〔目 的〕日常的に摂取している飲料水の含有成分（各  

種金属や有害物質）は，疾病発生の地域差をもたらす可  

能性のある最も大きな要因の1つと考えられる。本研究  

では，飲料水中の各種重金属，トリハロメタン等と胃が  

ん及びその前駆状態である慢性萎縮性胃炎，膀胱がん，  

直腸がん等との関連性について，別途進行中のガンの疫  

学調査の一部として検討する。  

〔内 容】国内5保健所管内地域において飲料水を系統  

的にサンプリングし，各種重金属を定量した結果，水質  

基準を超える濃度は見いだされなかったが，基準外項目  

であるバナジウム濃度が比較的高い地域が見られてい  

る。本年度は，沖縄と東京の2保健所管内の飲料水につ  

いて，トリハロメタンはじめVOC測定についての予備  

的検討を行った。研究が若干遅れ気味であることから，  

次年度も継続予定である。  

野生動物の混在は共通伝染病を広げ，経済的損失を起こ  

すことから，世界的に重要な問題となっている。そこ  

で，本研究の目的は，人，家畜及び野生動物が共生，共  

存できる基礎的条件を検索することにあり，この基礎資  

料は開発途上国の家畜および野生動物のリソースの保持  

に必要である。  

〔内 容〕前年度に引き続き，ザンビア大学獣医学部は＿  

カフェ・レーチェ（大型のアンテロげプの仲間：Kobus．  

k．Lechwe）と国立公園近在の牛から採血し，ブルセラ  

症の血清学診断と国立公園のアンケート調査を行い，牛  

の中で，2／15の割合でブルセラ症陽性および擬陽性反  

応を見つけた。さらに，そのリスクの主たる要因につい  

て考察し，その結果，①貧困のため柵が作れない。①乾  

季に水と牧草を確保できないなど経清閑過と深いかかわ  

りがあることが判明した。  

〔発 表〕B－38  

研究課題17）環境健康リスク評価のための呼吸器系生  

体影響指標の開発  

〔担当者〕平野靖史郎・山元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成6～11年度（1994～1999年虔）  

〔目 的〕開発途上国においては，化石燃料の燃焼に伴  

い，大気汚染物質の呼吸器への影響が深刻化しつつあ  

る。本研究では，肺胞陛内に沈着した粒子状物質を貪食  

していると考えられている肺胞マクロファージや，肺の  

炎症時に肺胞腔内に浸潤してくる好中球の細胞機能の変  

化に関する研究を行い，大気汚染物質の呼吸音封二及ぼす  

健康影響評価を行うための指標を開発することを目的と  

する。  

（内 容〕呼吸器内に吸入された粒子状物質に対する肺  

胞マクロファージの合食作用を解明するため，マクロ  

ファージのプラスチック表面への非特異的接着機構を調  

べた。Sykキナーゼのインヒビターであるピ七夕ノール  

によりマクロファージの横着が阻害され，また接着に伴  

い発現する遺伝子が転写レベルで抑制されることがわ  

かった。マクロファージの粒子状物質八の接着にSykキ  

ナ【ゼが重要な働きをしでいるものと考えられる。  

〔発 表〕B－71  

研究課簸15）環境化学物質の精子運動能におよぽす影  

響に関する基礎的研究  

〔担当者〕米元純三  

t期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕環境化学物質の雄性生殖機能，特に精子運動  

能への影響をCASA（ComputerAssistedSemenAnalyser）  

を用いて評価するための基礎的検討を行い，内分泌撹乱  

作用のある化学物質について精子運動能への影響を検討  

する。  

〔内 容〕妊娠15日のIJo】tzman．ラットに50，200，  

800ng／kg体重のTCDDを投与し，生まれてきた雄につ  

いて生後，120日齢に解剖し，精巣上体精子の運動能を  

調べた。精子運動能に関する各パラメータにTCDD投  

与量に関連した変化は見いだせなかった。  

研究課題16）人，家畜と野生動物の共生，生存に関す  

る基礎的研究  

〔担当者〕鈴木 明・高橋憤司  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕発展途上国においては，放牧地が広域化し，  

野生動物の保護地区の近辺まで及んでいる。そこでは，  

人が持ち込んだ家畜と野生動物が混在している。家畜と  

研究課題18）淡水無脊椎動物の繁殖に及ぼす内分泌撹  

乱化学物質の影響  

〔担当者〕多田 満   

ー16  
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研究課題 20）暑熱とオゾンの複合暴露が感染防御能に  

及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕山元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

（目 的〕オゾン（03）による健康影響を考える場合，  

夏季の暑熱は，03の生体影響を修飾する重要な要素の  

一つとなることが予想される。しかしながら，暑熱と03  

を組み合わせた生体影響に関する検討は十分でない。本  

研究では，暑熱に着目し，暑熱と03の複合暴露が生体  

の感染防御能に及ぼす影響について検討する。  

〔内 容〕暑熱と03の複合影響を明らかにするため  

に，本年度は，マウスを環境境制御飼育装置内で暑熱暴  

露後，吸入チャンバーで03暴露し，日和見細菌に対す  

る肺の抗細菌防御龍や気管肺胞洗浄（BAL）液中の細  

胞・液性成分への影響について検討した。その結果，暑  

熱と03の複合暴露によって肺の抗細菌防御能への相加  

的な抑制影響が認められた。しかしながら，BAL液中  

の細胞・液性成分への相加的な影響は認められなかった。  

〔発 表〕B119，120，b276，277  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕陸水域は多種多様な化学物質で汚染されてい  

るが，これまでの研究から化学物質は致死濃度以下のレ  

ベルでも生物相互作用系を夷指Lし，生態系に予測し難い  

間接的影響を及ぼすことが明らかになってきた。叢近で  

は内分泌撹乱化学物質によるとみられる魚類等淡水生物  

に対する生殖異常が確認されている。本研究ではこれま  

でに知見のほとんど寧い淡水無脊椎動物を対象にその・生  

殖に対する内分泌撹乱化学物質の影響を調べることを目  

的とする。  

〔内 容〕淡水無脊椎動物ナカイエカの卵塊から幼虫に  

内分泌撹乱化学物質（ビスフェノールA，ノニルフェ  

ノール）を1～1000〃g／上の濃度で暴露した結果，ビス  

フェノールAでは2世代連続暴露で羽化直後のオスの死  

亡が37～63％に高まった。そのため生きた成虫の性比  

（メス／オス）は，1．7～3．1と対照（1，0～1．1）に比  

べ高まった。また，産卵塊の受精率も対照に比べ半分程  

度に低下した。  

〔発 表〕B－53，b170，172  

研究課題 21）有棟錫化合物の中枢神経毒性に関する免  

疫神経内分泌学的研究  

〔担当者〕今井秀樹・兜 兵徳  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕いくつかの有機スズ化合物は中枢神経系を傷  

害し一，さらに免疫系および内分成系に影響を及ぼす。有  

機スズ化合物による脳・神経傷害のメカニズムは詳細に  

はわかっていない。本年度は，有様スズ化合物投与に  

よって引き起こされる脳内海罵領域における神経細胞死  

について解析した。  

（内 容〕sprague－Dawley系雄ラット（6週齢）にト  

リメチルスズを一恒】投与し，投与後5日巨＝二脳を採取  

し，海馬領域におけるプログラム細胞死（アポトーシ  

ス）をTUNEL法観察した。その結果トリメチ）t／スズ投  

与ラットの海馬領域ではアポト▼シス陽性細胞が観察さ  

れたが，特に歯状回下部錐体細胞棄においてその頻度は  

顕著であった。十方対照ラットにおいてはアポトーシス  

陽性細胞は全く観察されなかった。  

研究課題19）セスジュスリカを用いた底質試験法の検討  

【担当者〕菅谷芳雄  

【期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕oECDで検討されている底質試験法は，日  

本特産のセスジュスリ力も試験生物として認められた。  

ところが本種を使っての底質試験の研究例は多くなく問  

題点の把握が十分でない。同ガイドラインに沿って実用  

試験に入る前に他の推奨種との比較検討を行う必要があ  

る。ネ研究では，ガイドラインに沿って底質中の化学物  

質の毒性評価を行う際の問題点を検討すると同時に，セ  

スジュスリカの生物特性に合った試験法の開発を行う。  

〔内 容〕OECDの底質試験法は数次の検討の結果，  

現案では2つの別個のガイドラインとなった。1つは底  

質に試験対象物質を添加する手法であり，もう1つは底  

質含む系の上層水に添加するものである。両案とも人工  

底質を用いしかも止水法となっており，米国EPA法と  

は異なる。本年度はOECD提案の手法に沿ってセスジ  

ュスリ力感受性系統を用いたテストを実行すべく人工底  

質の混合割合等，試験系の検討を行った。  
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研究課題 22）水中微量化学物質の分析方法に関する研究  

〔担当者〕高木博夫  

〔期 間〕平窺9～12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕現在の湖沼，河川水中の微量化学物質の分析  

法では，化学物質濃度は採水時の瞬時値しか得ることが  

できないため，洗出した総量を求めることは簡単ではな  

い。本研究では，吸着剤の－・定時間暴露による化学物質  

の積算吸着豊から給流出量を求める方法について検討す  

る。  

〔内 容〕本年度は，河川水の有機物除去に用いている  

活性炭フィルターを用いた評価手法について検討する。  

活性炭フィルターにおける農薬等の除去率の変動とその  

要因を検討する。また，活性炭からの化学物質の回収方  

法について検討する。  

により活性酸素の消去に重要な働きを持つと考えられる  

が，植物においてはその合成過程及び合成に関与する遺  

伝子の発現についてはほとんど研究が宿われていない。  

本研究ではモデル植物として頻繁に研究に用いられてい  

るシロイヌナズナよりアスコルビン酸合成酵紫をコード  

している遺伝子を単征し，大気汚染ガス‾Fでの発現解析  

を行う。また，この遺伝子を導入しアスコルビン酸含量  

を、改変した組換え植物を作製し，その大気汚染ガススト  

レス耐性を検討する。  

〔内 容〕前年度単乾したシロイヌナズナのアスコルピ  

ン駿合成酵素をコードする遺伝子のcDNAをプロープと  

してシロイヌナズナのゲノムライブラリーをスクリーニ  

ングした。その結果，約10kbのAtGLDlゲノムを単離  

することができた。AtGIJl）1は6つのエキソンから構  

成され，そのプロモーター領域にはストレス誘導性遺伝  

子の転写を制御するホメオボックス遺伝子Athb－1の結  

合領域が存在した。このことからAtGLDlはストレス  

により誘導される可能性が示唆された。0．25Mアスコ  

ルビン醸を添加した植物におけるAtGLDlの発硯を検  

討したところ，この遺伝子は添加後1時間で発現が誘導  

された。この酵繋の基質を同じ濃度で添加したところ，  

AtGLDlの発現誘導は3時間後にみられた。基質の添  

加による内生のアスコルビン酸含量の増加は3時間後に  

検出されたことから，AtGLl〕1の発現はアスコルビン  

酸含量により正の制御を受けている七とが明らかになっ  

た。ところが，アスコルビン酸の添加により植物中のア  

スコルピン酸含量は増加し続けるにもかかわらず，  

AtGLDlの発現は3時間後には対照区に比べ減少して  

いた。このことからAtGLDlの発現はある濃度の・7ス  

コルビン酸含量（しきい値）になるまでは正の制御を受  

け，そのしきい値を越えると負の制御を受ける可能性が  

考えられた。  

研究課題 23）環境科学研究用に開発した実験動物の有  

用性に関する研究  

〔担当者〕高橋憤司  

〔期 間〕平成10～12年度（1998、2000年度）  

〔目 的〕国立環境研究所実験動物開発では，環境汚染  

物質の生体影響研究用実験動物としてウズラ及びハムス  

ターを用いて開発してきたが，本年度は実験動物として  

の有用性についてさらに検討する。  

〔内 容〕①ニューカッスル病ウイルス不治化ワクチン  

に対する抗体産生能（NDVHI抗体産生能と略）の高  

及び低系ウズラの選抜を53世代へと進め，同系ウズラ  

を遺伝的に純化することができた。また，ハムスターで  

は兄妹交配による近交化を行い，これまでに2家系を  

22世代まで継代した。∈）NDV－HI抗体産生能の低系に  

出現した羽装突然変異を固定することができた。また，  

低系の繁殖能力は高系と比較して良好な成績を示し，絶  

滅の危機を回避できることがわかった。③ウズラ卵形を  

用いて近交退化の診断手法を開発した。  

研究課題 25）環境中における微生物遺伝子の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕岩崎一弘  

〔期 間】平成7～11年度（1995、1999年度）  

〔目 的〕これまで環境微生物の研究対象は，分維・培  

養が可能な株に限られていた。近年，こうした欠点を補  

′うため，分子生物学的な手法により微生物生態の構造を  

解明する読みがなされてきている。本研究は環境中の特  

定微生物の遺伝子を解析するために，PCR（ポリメラー  

研究課題 24）シロイヌナズナのアスコルビン酸合成眉  

伝子の環境ストレス下における発現に関す  

る研究  

〔担当者】玉置雅紀  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕種々の環境ストレスにより引き起こされる植  

物への被害は，ストレスにより生じる活性酸素によって  

引き起こされている。アスコルビン酸はその抗酸化作用  
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るいはリンとケイ素の比が増加することで，ケイ撞から  

ペン毛藻へといった植物プランクトン構成種のシフトを  

もたらす」Q）「ケイ藻からベン毛藻へのシフトがゼラチ  

ン質動物プランクトン（クラゲなど）の卓越を誘起す  

る」といった仮説の検証を試みる。   

一方，内湾戚における物質循環の解明は今後とも海域  

保全チームが取り組まなければならないテーマであると  

考える。このような立場からの研究を実りあるものとす  

るためには，現場環境のモニタリング，とくに有機物の  

鉛直ブラックスや底層での酸素消費側度を細かいサンプ  

リング間隔で測定することが必要となる。そこで，本研  

究は底泥をめぐる物質循環の解明のための基礎的モニタ  

リングデータを供給することを第二の目的としている。  

〔内 容〕播磨灘，家島諸島の西島付近の定点（水深  

21m）において，1999年7月半ばから8月半ばにかけ  

て，連日環境モニタリングを行った。モニタリング項目  

は次のとおり。  

①物理的環境因子二水温，塩分，透明度  

②化学的環境因子：栄養塩類（NO3，NO2，Nト14，PO4，  

SiO3），溶存酸素色素量  

③生物的環境国子：バクテリア・ピコプランクトン，植  

物プランクトン，徴′j、動物プランク  

トン，ネット動物プランクトン  

「弱い」熱帯低気圧の度重なる襲来により，本年度は  

温度成層が発達せず，従来の真の環境変動パターンとは  

全く異なった様相を呈した。とくにべン毛謀の発生が例  

年になく少なかった。水塊が上下に十分に混合されてい  

る際には，ケイ藻がベン毛藻を圧倒するという従来から  

の予想が現場で示された。また，1984年から1999年ま  

でのデータのうち，透明度，水温，栄養塩，クロロフィ  

ル（植物プランクトン量の目安）の経年変動を調べた  

が，明瞭な傾向は見いだされなかった。  

ゼ・チェイン・リアクション）法によるトリクロロエチ  

レン（TCE）分解遺伝子の環境試料中からの検出・定量  

法の開発を試みた。  

〔内 容〕TCEを好気的に分解するメタン資化性蘭M  

株の酸素添加酵素メタンモノオキシゲナーゼ（MMO）  

は，TCE分解のキーエンザイムである。そこで，この  

MMO遺伝子の一部をPCRで増幅することによるM株  

の検出を試みた。PCR産物を定量できるPRISM7700を  

用いた検出法を検討した。プライマー，プロープ濃度等  

のPCR条件の検討を行い反応を最適化した結果，PCR  

反応液あたり1～5細胞まで検出することが可能となっ  

た。  

〔発 表〕b－114，117  

研究課題 26）内湾域における底生生物の動態  

〔担当者〕中村泰男・木幡邦男  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕海底には，様々な底生生物が生息している。  

富栄養化した内湾において，特に底生生物の生物量が多  

く，水質や物質循環に大きく影響している。本研究で  

は，底生生物の現場における摂食・増殖を水柱の一次生  

産と合わせて解析することで，底生生物らが内湾の物質  

循環にいかに寄与するかを明らかにすることを目的とす  

る。  

〔内 容〕瀬戸内海播磨灘にある家島諸島において，  

海洋環境調査を行った結果，泥食性のウニであるオカメ  

ブンプクや小型ナマコの一種のイカリナマコといった辣  

皮動物が広い範囲で卓越し，中でも前者はマクロベント  

ス群集のバイオマスの50％以上を占めることが明らか  

になった。また，オカメプンプクの殻の成長線解析から  

この生物の増殖速度を推定し，1年でバイオマスが2倍  

になることや，2年で成熟し，3、4年は生きることな  

どが明らかとなった。  

研究課題 28）微生物分解機能を活用した環境汚染研究  

課題の評価に関する研究  

【担当者〕矢木修身・岩崎一弘  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔目 的〕テトラクロロエチレン（PCE），トリクロロ  

エチレン（TCE），ト1）クロロエタン（TCA）等の揮発  

性有機塩素化合物による土壌汚染が問題となっている。  

汚染環境における，汚染物質波風汚染物質分解微生物  

の種類，数，分解能の関係を調べ，汚染状況と分解微生  

研究課題 27）瀬戸内海播磨灘における夏季連続環境モ  

ニタリング  

〔担当者〕中村泰男  

〔期 間）平成11、13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕内湾域の富栄養化およびその対策（例えばリ  

ンの排出規制）が，長期的に見て，プランクトン群集に  

どのような影響を及ぼすのかを知ることが本研究の第一・  

の目的である。具体的には，①「富栄養化に伴い窒素あ  

一19 －   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

物の関連を明らかにすることにより，汚染程度を評価す  

る手法を開発する。  

〔内 容〕各地の汚染土境等を用いて，PCE，TCE及  

びTCAの分解微生物のスクリーニングを実施した。好  

気的にPCEを分解できる微生物を見いだすことができ  

なかったが，プロパンを唯一の炭素源として増殖し，同  

時にTCEを分解するMycobacteriLimTCE28株を分離し  

た。TCE28株は，ブタノTルを炭素源として培養した  

ときに，良好な増殖を示し，1mg／上の′rCEを4日間で  

80％以上分解できた。  

餌の大きさとろ過効率について検討した。三番瀬内に生  

息する二枚貝の餌は，隣接する三番瀬外の海域からも供  

給されており，≡番瀬では有機物の生産より消費が上  

回っていることが推察された。また，三番蘭で，アサリ  

とシオフキガイでは，生息場が異なることが明らかと  

なった。   

環境修復技術による効果を評価するためには，現場を  

特徴付ける生物の行動，生態を研究するのが効果的であ  

る。特に，生物にとっての生息場環境の良否を見るため  

に，現場における成長速度が測延されている。二枚貝の  

飼育実験は，すでに，幾例か報告されているが，これら  

の多くで，数カ月にわたる長期の実験では生存率が極め  

て低い。生存率が低いことの説明として，他生物による  

食害や，飼育枠に付いた藻類などにより通水性が悪く  

なったための死亡が挙げられている。予定されている特  

別研究では，食害・通水性の問題が少ないと考えられる，  

米国でアサリ養殖に用いられた網袋を基にした現場飼育  

実験を行うこととした。   

干潟・浅海域の重要な機能に水質浄化や物質循環があ  

る。二枚貝などによる水質浄化や，海草・海藻による栄  

養塩の吸収を，現場にて測定するための装置を既報など  

を基に制作し，検討した。浅海域底泥では，付着藻の光  

合成により酸素が生産され，底生生物の呼吸，バクテリ  

アによる有機物分解で酸素が消費される。このことか  

ら，底泥と海水との酸素の交換速度が，物質循環の良い  

指標と考えられるため，現場にて酸素収支を測定する装  

置を設計した。   

日本各地の海浜を調査した結果，特別研究で調査を行  

う対象として，自然に近い海浜では，孜々の調査結果も  

含め近年の底生生物の調査事例が多い三番瀬を，また，  

人工海浜では，平成11年に造成されたばかりであり，  

その影響を調査しやすいことなどから，大井埠預中央海  

浜公園内の人工干潟を第・▼候補とした。  

〔発 表〕B34，36，b－135  

研究課題 29）沿岸域環境修復技術の生態系に与える影  

響及び修復効果に関する研究（奨励研究B）  

〔担当者〕木幡邦男・中村泰男・井上隆信＊1・  

須賀伸介＊2  

（＊1水土壌圏環境部，  

＊2社会環境システム部）  

【期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目的〕失われた自然海岸の機能の回復を目的として，  

また，新たな沿岸開発による環境影響を軽減する措置と  

して，環境修復技術が盛んに開発されている。しかし，  

これらの技術を実際に適用する際には，これらの技術が  

環境へ与える影響評価を行う必要がある。すなわち，修  

復技術を適用することが，環境因子にどのように作用す  

るかを見領もらなければならず，この影響は，最終的に  

は筆態系（生物種，群集）を通して評価を行うことが最  

良である。   

そこで，本研究では，平成12年度開始予定の同名の  

特別研究の準備研究として，沿岸域生態系の中で重要と  

思われる水界生態系と底生生態系との相互関係や，底生  

生態系において代表的な生物種を用いて，現在行われっ  

つある環境修復技術について評価されるべき点を抽出し  

たり，問題点を指摘することを目的とした。予定される  

特別研究では，水界生態系における一次生産で生産され  

た有機物が，どのような経路で底生生態系に供給される  

かについて明らかにすることを，さらに，底生生物とそ  

の生息環境との関連を解析することを目的としている。  

本研究では，その準備研究として，現場にて底生生物の  

活性や成長速度を調査するための実験手法を開発するこ  

とを目的とした。  

〔内 容〕東京湾の奥部に残る浅海域である三番瀬で，  

アサリ，シオフキガイの個体群動態調査を行い，また，  

研究課題 30）バイオ技術の環境適用における生態系影  

響評価に関する基礎的研究（特別奨励研究）  

【担当者〕森田昌敏・兜 眞徳・矢木修身・中嶋信美・  

岩崎一弘・玉置雅紀・佐治 光＊】・  

久保明弘＊1・青野光子＊1・大坪園順＊2・  

内山裕実＊2・冨岡典子■2・向井 哲＊2・  

大井 絃＊3・須賀伸介書3  
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（＊1生物圏環境部，吊水土壌圏環境部，  

＊3社会環境システム部）  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕様々な産業分野において組換え生物が利用さ  

れつつあり，環境保全分野においても，大気浄化植物や  

有害物質分解微生物が開発され，これらの利用が期待さ  

れている。しかし一方では，生態系への影響も懸念され  

ている。本研究では，環境保全を目的とするバイオ技術  

の活用ならびにその安全性を評価することを目的に，各  

種の環境浄化に関与する生物を開発するとともにバイオ  

技術の安全性評価手法について検討を行う。植物に関し  

ては，大気汚染に関与していると考えられる遺伝子，な  

らびに，外来遺伝子の挙動の調査に適したマーカー遺伝  

子を導入した組換え植物の作成を試みる。微生物に関し  

ては，重金属の分解除去ならびに揮発性有機塩素化合物  

分解酵素遺伝子を探索・分蘭卜構造解析するとともにこ  

れらの遺伝子を導入した組換え微生物の作成を試みる。  

〔内 容〕植物の大気汚染感受性に関与していると考え  

られる，エチレンの合成系酵素の一つであるアミノシク  

ロプロパンカルポン酸合成酵素の遺伝子を，アンチセン  

ス方向でタバコに導入した。得られた組換えタバコを育  

てて種子を得，導入した遺伝子のホモ系統を選抜したと  

ころ，7系統の組換え植物を得ることができた。7系統  

中3つの系統について非組換え体よりもエチレン生成が  

抑えられており，大気汚染耐性の租換え植物が作成でき  

た可能性が示唆された。   

組換え植物のマーカー遺伝子としての利用可能性を検  

討するため，タバコのホメオティツク遺伝子6種類  

（NTHl，NTH9，NTH15，NTH20，NTH22，NTH23）を  

Vacuumlnfiltratjon法によりシロイメナズナ（エコタイ  

プ，Col）に淳入した。その結果，黄の形態が野生型の  

植物とはっきり区別できる租換え体が9系統得られた。  

本組換え植物は，挙動調査に適した材料として使用でき  

る可能性が示唆された。   

各地の土壌・底泥中から高水銀耐性能を有する新規な  

水銀還元菌の検索を行った。底泥から水銀還元菌D5株  

を分離した。D5株の生理学的性質及び16SrRNA遺伝  

子の塩基配列を検討した結果，βdC〟血∫Sp．であること  

が判明した。グラム陽性菌の水銀還元酵素遺伝子の一部  

を増幅できるプライマーでPCRを行った。PCR産物の  

塩基配列は，βdC〟加sp．RC607株と99％の相同性を  

示した。次いで，水銀除去バイオリアクターを用いて各  

種土壌からの水銀除去を試みた。土壌の種類により水銀  

除去能が異なり沖積土壌で最も高い除去率が得られた。  

1，1，1トリクロロエタン及びトリクロロエチレン等  

の揮発性有機塩素化合物を好気的に分解するエタン資化  

性薗叫－COあdCJe血msp．TA27株から分解に関与するエ  

タン酸化酵素の単離を行った。その結果本酵素は，活性  

の発現にMonoQカラムにより分離された2つのフラク  

ションが必要であるマルチコンポーネントエンザイムで  

あることが明らかになった。アセチレンによる阻害実験  

から各フラクションにはそれぞれヒドロキシラーゼおよ  

びレダクターゼが含まれていると考えられた。  

研究課題 31）バイオ・エコエンジニアリングを活用し  

た富栄養化抑制型適正水環境改善技術の共  

同開発に関する研究（特別奨励研究）  

〔担当者〕稲森悠平・水落元之’  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕タイ王国，中国は産業活動の活性化，人口増  

加により各種排水による水城の汚濁が顕在化してきてい  

る代表的な国であるといえる。さらに，これらの国の富  

栄養化湖沼での水源において，従来の水質汚濁のみでは  

なく，WHOの飲料水質ガイドラインに位置づけられる  

強い毒性を示すミクロキスナンを含有するアオコの異常  

増殖がみられるようになってきており，その緊急対策が  

重要と考えられる。   

それゆえ，水資源の保全のための有毒アオコの実態解  

明，対策の確立・強化はこれらの国の水環境を修復して  

いく上で極めて重要な位置づけにある共通課題である。  

しかし，タイ王l司および中国においては，国情に適した  

富栄養化対策は発生源対策・直接浄化対策ともに著しく  

遅れているのが現状であり，その対策技術の確立は緊急  

を要している。このような状況をかんがみ，本研究では  

微生物，水生植物などの有用生物の機維を最大偶活用し  

た生活排水等の小規模分散型の生物処理システムとして  

のバイオエンジニアリングと自然生態系に工学の技術を  

導入した馴ヒシステムとしてのエコエンジニアリングの  

組み合わせの最適化を図ることにより，亜熱帯地域およ  

び温帯地域における最適な水質改善システムの技術開発  

と，開発した技術を普及させる上で必要な制度づくりの  

支援化技術を確立することを目的として研究を推進する  

こととしている。  

〔内 容〕本研究課題は5カ年の研究課題であるが ，効  
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率的に実行する上でのFSに位置付くものである。この  

予備的研究において（1）水質改善の高度システム開発  

のネットワークの構築（2）有毒微細藻類の質・量・毒  

性に関する評価・解析（3）土壌浄化活用型浄化槽シス  

テムの重要性の評価・解析（4）水耕栽培浄化システム  

の重要性の評価・解析（5）ローテク技術としてのラ  

グーン処理の適用法の評価・解析（6）派生廃棄物のリ  

サイクルシステムの重要性の解析を実施し，以下の成果  

を得た。   

タイ王国，中国ともに大学や公的研究機関と共同研究  

を行える体制が検討され，バイオ・エコエンジニアリン  

グを活用した富栄養化抑制型適正水環境改善技術を開発  

する上での基盤をかなりの程度整備することができた。  

また，タイ王臥中国ともにラン藻類の含有する有毒物  

質ミクロキスナンによる汚染が顕在化していることが明  

らかとなった∩特に，中国の大棚，デンチ湖，アルハイ  

湖の集積域では毒性の強いミクロキスナンーLRの現存  

量が高く， それぞれ3，625，3，324，2，474／‘g／Jと高濃  

度に検出されることがわかった。それと同時にタイ王  

国，中国にともに水耕性野菜が畑作性野菜より高価なこ  

とから水耕栽培浄化法において付加価値の高い植物の栽  

培が可能であり，食物生産と浄化が経済的に成立する可  

能性の高いことが示唆された。また，中国において汚濁  

負荷の原単位調査を行ったところ，日本式の浄化槽は都  

市部の下水道が普及していない部分では普及が可能であ  

るが郊外においては経済性の面から現状においては最適  

とはいいがたい而もあるため，ラグーン等のローテク技  

術の最適化を含めたバイオ・エコエンジニアリングを活  

用した環境低負荷・資源循環型の処理システムの重要性  

が示唆された。これらの研究を蹄まえ，さらに次年度以  

降の研究の重点化が図られた。  

〔発 表〕K－6，B18，19，b－21，27，43，44，70，  

73，78，98  
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2．2．3 社会環境システム部  

研究課題1）環境の認諾梢造にかかわる基礎的研究  

〔担当者〕大井 紘・須賀伸介  

〔期 間〕平成10、12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕環境認識のあり方の問題として，意味論由な  

環境観の立場の理論的整備を行う。また，自然保護，環  

境教育，環境倫理にかかわって，自然の意味について検  

討する。さらに，生活者における環境認識の形成と構造  

を明らかにしようとするとともに，そのための調査法を  

開発しようとする。  

〔内 容〕①内海域における開発に関して，蘭戸大橋に  

ついて接岸地の住民に対する自由記述式と選択肢法とを  

併用した意識調査結果から，回答者が橋の利便性を認め  

つつも料金の低減を求めていること，漁業を主とする地  

域では自分にとっての利便を認めるものが他地域より少  

ないこと，地域の通過点化への懸念を明白に指摘するこ  

と，騒音問題への関心が高いことを示した。①環境研究  

の認識枠組みに関するシンポジウムを総括した。  

【発 表〕c9，C12～14  

け先進国・途上国間の協調が不可欠であるが，途上国で  

は経済成長が優先的課題となっており，地球環境問題の  

優先度は低い。本研究では，地球温暖化問題を取り上  

げ，国際協調の形成過程，程済発展と環境保全の両立を  

可能とする方軋 及び先進国と途上国の環境政策の比較  

や，その背景にある政治経済的状況の比較を行うことに  

より，地球全体の持続的発展の経路の検討を目的とする。  

【内 容〕気候変動問題に対して1998年11月に採択さ  

れたブエノスアイレス行動計画の内容につき，その意義  

と残された課題を指摘した。また，京都議定書の中でも  

先進国と途上国の協調を促進する制度となりうるクリー  

ン開発メカニズム（CDM）について，その検討課題と  

考え方についてまとめ，効果分析を行った。また，アジ  

ア諸匡】における環境問題と環境政策およびその背景にあ  

る社会的・制度的問題点について分析した。  

研究課題 4）水資源の開発に伴う環境影響の解析  

〔担当者〕森口祐一・森 保文  

〔期 間】平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕環境資源の開発が自然・社会に与える影響に  

ついてデータを収集し，将来環境に配慮した開発を行う  

ための予測モデルや政策支接システムの構築に資するこ  

とを目的とする。また環境影響データの新しい収集法と  

して，市民参加型の環境モニタリングを取り上げ，その  

利用方法などを検討する。具体的には，水資源開発と水  

環境の関係について調査研究を実施する。  

〔内 容〕水資源開発と水環境の関係について調査研究  

を実施した。富栄養化した水源から水を取水し，広域に  

水を分配する事業では，①用水システム内での水質の変  

化 ⑦汚濁した水を受け入れる農地への影響 ③地域の  

水環境の変化などが問題となる。これらについて調査検  

討した。また市民参加型の環境モニタリングにおける情  

報伝達ツールについて調査検討した。  

研究課題 2）環境政策が経済に及ぼす影響の分析・  

〔担当者〕日引聡・森田恒幸  

〔期 間〕平成9～13年度（1997～2001年度）  

〔目 的〕これまで開発したモデルは，エネルギー部門  

を詳細に分割した10部門モデルであり，炭素税の導入  

が円本のエネルギーミックスの変化等を通して，経済に  

及ほす影響，特に，産業への影響をより詳細に分析する  

ために，これまで開発した経済モデルを改良した。  

（内 容）前年度において，改良した動学的ん邑用一般均  

衡モデル（10部門モデルから17部門モデルヘの拡張）  

を用いて，2010年以降，日本の二酸化炭素排出目標達  

成（1990年水準の6％削減）のために炭素税を導入し  

た場合の経済への影響について，シミュレーション分析  

をした。この分析によって，課すべき炭素税額，実質  

GDPの低下，各産業の生産量の減少などを朋．らかにし  

た。  

研究課題．5）物質循環社会に向けた環境負荷の評価と  

施策に関する研究  

〔担当者〕後藤典弘・森口祐一・森 保文・寺園 淳  

〔期 間〕平成9～13年度（1997～2001年度）  

〔目 的〕廃棄物の増加に伴う様々な影響が顕在化しつ  

つある中で，廃棄物の排出抑制，再使用・再利用，リサ  

イクルによる物質循環型社会への転換が求められてい  

る。本研究では，環境負荷低減のためにモノの流れがど   

研究課題 3）地球環境保全のための国際協調に向けた  

制度・方策の検討  

〔担当者）川島康子・森肝恒華  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕地球環境問題の解決には，国際協調，とりわ  
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うあるべきかを，ライフサイクル・アセスメントを含む  

評価手法によって探り，施策に生かすことを目的とす  

る。  

〔内 容〕環境負荷低減のためにモノの流れがどうある  

べきかを，ライフサイクル・アセスメントを含む評価手  

法によって探る事例研究に着手した。事例として容器お  

よび地域冷暖房を取り上げ，生産，使用，廃棄にかかわ  

る環境負荷を解析，検討した。またライフサイクル・ア  

セスメント手法の簡略化及びインパクトアセスメントに  

ついて検討した。  

〔発 表〕c37，C30，31，37，39，40，43  

研究課題 7）地理・画像情報の処理解析システムに関  

する研究  

〔担当者〕田村正行・須賀伸介・清水 明・山野博哉  

〔期 間〕平成11～15年度（1999～2003年度）  

〔目 的〕地球温暖化や森林減少のように広域化，多様  

化している環境問題に対処するためには，観測点におい  

て得られる物理，化学，生物等に関する数値情報に加え  

て，人工衛星データ，地形データ，地図データなどの地  

理・画像情報を有効に活用して面的分布情報を得ること  

が重要である。本研究では，様々な地理・画像情報を利  

用して，環境を解析し評価するための手法及びシステム  

を開発することを目的とする。  

〔内 容〕本年度は以下のように地理・画像情報を用い  

た環境解析手法の開発を行った。①NOAA衛星データ  

を用いた束アジアの植生分布及び純一次生産量の推定手  

法 ②航空機搭載レーザースキャナーを用いた広域の樹  

高及びバイオマス分布の推定手法 ③衛星データを利用  

した束アジアの森林・湿地の保全状況と生物多様性の観  

測方法  

〔発 表〕c－20，23～25，C－25～29  

研究課題 6）地域特性を考慮した環境計画の基本モデ  

ルに関する研究  

〔担当者】原沢英夫・青木陽二・高橋 潔  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕自治体において行われている環境保全活動の  

一環として環境マネジメントシステムの導入が進んでい  

る。環境基本計画や率先実行計画の推進に環境マネジメ  

ントシステムの考え方を取り入れることにより，環境目  

標を達成するための計画の継続的な改善が期待できる。  

本年度は，地域レベル，特に地方公共団体における環境  

マネジメントシステムについて導入の現状1効果・問題  

点を把握し，今後より効果的に環境マネジメントシステ  

ムの導入を推進するために必要な調査・研究などの取り  

組みの方向性について検討する。  

〔内 容〕地方自治体における環境マネジメントシステ  

ムの導入の意義，各地方自治体における取り組みの現  

状，について知見をまとめた。その結果，環境基本条  

例，環境基本計画などのこれまでの取り組みに環境マネ  

ジメントシステム的発想を取り入れながら充実させるこ  

との重要性が指摘された。その際，国際規格による認証  

は計画の透明性を高めたり，外部による評価やそれに基  

づいた改善など従来できていなかった部分を具体化した  

り，自治体自身そして波及効果として地域の企業などが  

自主的に取り組みを進めるために有効であることがわ  

かった。環境科学会年会においてこうした点について，  

国・自治体職員，大学研究者，環境マネジメントシステ  

ムの認証団体職員を交えて議論を行い，今後の課題につ  

いて検討した。  

〔発 表〕c－33  

研究課題8）環境評価のためのモデリングとシミュ  

レーション手法に関する研究  

〔担当者〕須賀伸介・出村正行・清水・明  

〔期 間〕平成11～15年度（1999～2003年度）  

〔目 的〕環境を定量的に評価する立場から，環境問題  

に対するモデルの構築及びシミュレーションに関する基  

礎的研究を行う。本年度は特に，環境現象のモデル解析  

に関連する数値シミュレーション手法，統計的データ解  

析手法について検討を行う。  

〔内 容〕①境界要素法による音場pシミュレーション  

モデルを改良した。特に，複雑な形状の防音壁を想定し  

た問題でも精度のよい数値計算が可能なシステムを開発  

した。また，②環境データの解析における確率解析的手  

法の有効性について文献調査を行った。  

研究課題 9）人間社会的尺度から見た景餅価値の解明  

〔担当者〕青木陽二・原沢英夫・藤沼康実＊1  

（＊】地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成8～12年度（1996、2000年度）  

〔日 的）景観評価という現象は，ある環境条件におい  

て得た視覚を中心とした刺激に対する，人それぞれの価  
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語データによってグループの特徴づけを行う。第2段階  

として，2元クラスタリングによって分類された特徴的  

な回答者グループの回答文に対して，文脈を考慮して文  

章の構造を解析するための近傍法を適用する。これによ  

り，回答者グループの特徴づけを詳細に行う。   

データ解析の結果，東京湾の自然の回復を積極的にと  

らえて将来の東京湾に希望を抱いているグループと，東  

京湾を死の海ととらえ，これ以上の開発に否定的なグ  

ループなどが見いだされた。  

値付けである。良好な景観を計画の対象として取り旗う  

には，この価値付けがどのように決まるのかを解明する  

必要がある。知覚によって把握される景観は，景域の気  

候や地形などの自然条件のほかに，社会文化や歴史的背  

景にも影響される。このような景観価値の人間社会的側  

面について明らかにする。  

・〔内 容〕本年度は，江戸時代に来訪した外国人の日本  

の風景に対する評価を分析し，ランドスケープ研究に発  

表した。南アルプスの登山者の景観体験を調査した結果  

をまとめ環境情報科学に発表した。南アルプスの多様な  

植生景観の評価について中国杭州市で開かれたイフラの  

束アジア大会で発表した。また森林文化研究にも発表し  

た。日本における八景の分布に関する研究を科学技術庁  

振興調整費の重点基礎研究に提案した。  

研究課題11）、地方公共団体における環境問題への対応  

について（奨励研究A）  

〔担当者〕青柳みどり  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕最近成立した環境関連法律では，国や産業  

界，国民の責務とともに地方公共団体の責務も明確に定  

められている。例えば，「地球温暖化対策の推進に関す  

る法律」では，「地方公共団体の責務」として，都道府  

県および市町村は自らの事務および事業に閲し，温室効  

果ガスの排出の抑制のための措置に関する計画を策定す  

ることが義務づけられた。しかし，実際の政策立案・実  

施については，個々の自治体の裁量に任されている。   

一般に，地方自治体においては，規模が小さいほど環  

境分野わみを担当する職員はほとんどおらず，予算的に   

も厳しい。こういった中で各自治体は，中央で立案され  

ていく様々な法律にどのように対処していっているので  

あろうか。また，地方分権の動きの中で環境政策部門は   

どのような位置づけにあるのであろうか。地球温暖化の   

ような地方においては比較的なじみの薄く，緊急性に欠  

、けるととらえられがちな施策にどう対応していっている  

のであろうか。これについて，2000年1月に実施した  

郵送によるアンケート調査結果から考察する。  

〔内 容〕全回3302（都道府県や市町村，東京23区）   

の地方自治体を対象に質問紙を送付し，回答を分析し   

た。内容は，自治体における一般的な課題，環境に関す   

る条例，基本計軌率先実行計画，その他（ISO14001  

対応，環境監視員制度，子供エコクラブなど）の施策の   

対応状況，地球温暖化防止計画の策定状況について，ま   

たその阻害要因について，地方分権の業務に与える影   

響，環境施策の情報源，研修制度の受講状況などについ   

て環境部局の担当者に回答してもらった。送付3302の   

自治体のうち，1526自治体から回答があった（有効回  

研究課題10）2元クラスタリングと近傍法を併用した  

自由記述文の解析（奨励研究A）  

〔担当者〕須賀伸介  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕住民意識調査の質問あるいは回答形式は選択  

肢式と自由記述式に大別できる。前者については，種々  

の有効な手法が確立され，対応する解析用ソフトウエア  

が広く普及しているという意味でデータ解析は比較的容  

易である。－・方，自由記述式の調査はデータ解析の困難  

さが伴うものの，回答者の意見が自由に反映されると言  

う点で非常に有効である。本研究では，長文による自由  

記述回答の解析に対して新しい解析手法を提案し，それ  

を将来の東京湾について尋ねた意識調査結果に適用して  

手法の有効性を検証する。さらに，回答者が東京湾につ  

いて抱いている関心事や意識を構造的に明らかにする。  

〔内 容〕本研究では，次のような質問に対する回答を  

解析する。   

旦坦あなたは，将来における東京湾の生物や海産物  

について，どのようなお考えをお持ちですか。ご意見，  

ご感想などをピのようなことでも結構ですからお聞かせ  

下さい。   

調査対象者は束京湾の三番瀬に関心を持っている三番  

蘭フォーラムの参加者105人である。実際の解析では，  

回答原文に記述された単語をデータとする。   

本研究で提案するデータ解析手法は2段階に分かれ  

る。まず，2元クラスタリングと呼ばれる手法を用いて  

回答者集団のグループ分けを行い，臥答に記述された単  
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収率46．2％）。   

単純集計結果およびクロス表の分析から，①地方自治  

体の環境行政は，廃棄物処理，公害の監視など技術的な  

側面の強い事柄に限定されており，地球温暖化防止のよ  

うな行政課題の様々な面にかかわる施策は従来の環境行  

政担当者の守備範囲を大きく超えていること。⑦自治体  

規模が小さいほど，環境部門すら設置されておらず，住  

民課，企画課の一部にすぎないことさえよくあり，また  

一人の職員には様々な業務の兼務がされており，新たな  

行放課題に対応しにくい体制にある。③兼務と代替要員  

がいないことの二つの理由から外部において様々な研修  

の場が用意されたとしても，受講もままならず，職員の  

政策立案能力の向上やノウハウの伝授の場でのアクセス  

さえ難しい場合が多い。④地方分権への対処では，不安  

を残しながらも，都道府県と市町村では，お互いの助け  

があればなんとか乗り切れるのではないか，と感じてい  

るが，財源措置が伴っていないことの不満は大きい。  

⑤しかしながら，インターネット等による環境情報の獲  

得は30％を超え，首長の理解，住民の理解もすすみ，  

自治体側の体制が整えば，政策の立案等の環境は整いつ  

つあることがうかがわれた。  
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2．2．4 化学環境部  

研究課題1）環境汚染物質の測定技術および測定手法  

に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子・横内陽子・久米 博・藤井敏博  

〔期．間〕平成10－12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕環境を正確に把握するという立場から，環境  

汚染物質の測定技術および環境の質を的確に計測し評価  

する為の計測手法の確立を目的とする。コンビュターケ  

ミストリーを含むシーズ的，先導的研究を行う。  

〔内 容〕①l，．i＋イオン付加反応を利用した質屋分析  

法により，CH4／H2のマイクロ波放電で生成する化合物  

の検出を行った。原子状C，C2，C2H2等の化学種を質  

量分析法で初めて確認した。②abinitioの分子軌道法に  

より，PFCs（パープルオロカーボン）類のLi＋イオン  

親和力を求めた。③薄膜試料用のPIXE解析ソフトウェ  

アを作成した。（少塩化メチル等低沸点化合物のための吸  

着捕集／GC／MS分析法を検討した。  

〔発 表〕D－29～31，43  

〔発 表〕D11，d－12  

研究課題 3）環境中／生態系での元素の存在状態並び  

に動態に関する基礎研究  

〔担当者〕柴田康行・瀬山春彦、田中 敦・米田 穣・  

堀口敏宏  

（期 間〕平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔目 的〕元素・物質の環境中での循環，生態系循環の  

解明や毒性等の評価のためには，それぞれの元素の存在  

状態／化学形態や局所的な存在／蓄積部位に関する情報  

が必要である。－・方，元素の同位体比は，元素・物質の  

起源を探り，環境動態を追跡し，さらに生態系における  

汚染物質の蓄稽を解明する上で重要な手がかりを与えて  

くれる。本経常研究では，そのための基隆研究を実施す右。  

〔内 容〕ヒ素の化学形態分析の際のCl（35Cl4DAr）に  

よる妨害を避けるため，アルゴンの代わりに窒素ガスを  

用いるMIP／MSを検出器として測定条件を確立した。  

酸性雨等による岩石，土壌の風化現象を調べるため，天  

然風化黒雲母の表面状態を二次イオン質量分析法とⅩ練  

光電子分光法により調べた。風化反応による明瞭な表面  

洛脱層は形成されず，Alが黒雲母表面に集積される傾  

向が認められ，天然のケイ酸塩鉱物の風化は単純な酸へ  

の溶解メカニズムと異なることが明らかとなった。1999  

年9月に東海村で起きた臨界事故に関連して，土壌・植  

物等の環境試料に逐次抽出法を適用し，ウランの結合状  

態と同位体比との関係を調べた。土壌試料の場合，水，  

希硝酸，熱希硝酸の順にウラン抽出量が増し，同位体比  

が変化した。残漬鉱物中ウラン同位体比は天然と等し  

かった。土壌では熟希硝酸処理で，植物では希硝酸処理  

で付加したウランを抽出できることが示された。  

〔発 表】D－20，d－10，14，31  

研究課題 2）タンデム加速器分析法の環境研究への応  

用に関する研究  

〔担当者〕柴田康行・瀬山春彦・田中 敦・米田 穣・  

久米 博・植弘崇嗣＊1・森田昌敏＊2  

（＊1国際室，沼地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7、11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕平成7年度に設置されたタンデム加速器分析  

施設（NTESTERRA）の環境研究への応用にあたって  

必要となる運転技術，試料採取，前処理技術などの習  

得，確立を図るとともに，適用範囲を広げるためのハー  

ド，ソフト両面の改良 新しい分析手法の開発などを行  

い，今後の研究の発展の基礎作りを行う。  

〔内 容〕本年度は特に徴′ト試料中の14CiR11定を対象と  

しで，試料前処理方法の検討を行い，新たな前処理ライ  

ンの試作を行って性能評価を開始した。また，他核種の  

分析に現在の検出システムを用いる場合の問題点につい  

て，検出器ガスの材質や濃度，ガスを閉じこめるための  

窓材の材質と厚さ，分析磁石の後ろに2段目のストリッ  

パフォイルを挿入したときの材質と厚さ，選択するイオ  

ンの佃数を変更した場合の測定対象核種と妨害同重体と  

の分離に関してシミュレーション計算を行い，10Beの測  

定を対象として，妨害成分の10Beとの分離を実際の測  

定結果■と比較した。  

研究課題 4）バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変  

動の解析に関する国際共同研究  

〔担当者〕河合崇欣・柴田康行・田中 敦・相馬悠子・  

高松武次郎＊1・功刀正行＊2・森田昌敏＊3  

（＊1水土壌圏環境部，  

＊2地球環境研究グループ，  

＊3地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕環境の変化が生物種の保存，絶滅や進化に与  

える影響を検討・評価するために，約3000万年と言わ  
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れるバイカル湖の環境変化及びその地域で生存した生物  

層の変化を，バイカル湖底質柱状試料の古陸水学的解析  

によっで調べる。  

〔内 容〕①平成10年度に採取しだパイカル湖底質柱  

状試料を一時輸入し，非破壊測定を行った。②200，甜）m  

柱状試料について国内外で分析チームを組織し，項目ご  

とに分担して測定を行った。5α）、1〔氾0万年の気候変  

動を解析できる測定・分析の結果が蓄積された。国立環  

境研究所では他に主として無機元素の分布の測定と水位  

変動，光合成色素の分札10Be／26Al年代決走法の研究，  

データベースの準備を分担した。（∋測定結果を総合し，  

過去1（跡）万年の気候環境変動の特徴を明らかにした。  

〔発 表〕D－7，8，d7，8  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕環境汚宴糾こ関する有機化合物の底質，土壌に  

おける存在状態，化学変化の反応機構を調べ，環境汚染  

物質の環境における挙動を明らかにする。  

〔内 容〕バイカル湖底質のクロロフィル分解生成物中  

にクロロフィルαのフォルビン環にステロールがエステ  

ル結合している物質が安定に残留していることが見いだ  

された。ステロルは植物プランクトンのバイオマー  

カーであるので，結合ステロールのステロール組成を調  

べることにより，過去の植物プランクトン種の推定が可  

能であり，バイカル湖表層底質のステロール組成から湖  

盆による植物プランクトンの遠いを調べた。  

〔発 表〕d－32  

研究課題 7）外因性内分泌撹乱物質の培妻細胞を用し1  

たバイオ・アツセイ系の基礎的研究  

〔担当者〕白石不二雄・白石寛明・佐野友春・彼谷邦光  

【期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕環境中に排出される化学物質は生態系への影  

響のみならず，ヒトへの性ホルモン作用としての影響が  

危供されている。比較的簡単に性ホルモン作用を検出で  

きる系として，酵母にレセプターを組み込んだ試験系が  

開発されているが，簡便性や汎用性といった面からは問  

題点も多く，多数の化学物質や環境試料のバイオ・アツ  

セイ系としては改良が必要とされている。  

（内 容〕本年度は酵母Two－HybridSystemによるエ  

ストロゲンアッセイ法について，培地の改良96ウェ  

ル・マイクロプレートの使用，レポ一夕一遇伝子発現に  

よるノ9－ガラクトシダーゼ活性の化学発光測定法の導入  

により，従来の試験法に比べて高感度で，かつ操作性に  

すぐれたアソセイシステムを構築し，多数の化学物質及  

び環境試料のエストロゲン活性の迅速な測定が可能と  

なった。  

〔発 表〕D－19，d29  

研究課席 5）発光細菌を利用した簡便な環境変異原の  

検索手法に関する研究  

〔担当者〕白石貴明・白石不二雄  

【期 間〕平成9、11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕水中に存在する有害物質の評価を総合的に行  

うためには，機器分析で測定される個々の物質の濃度の  

みならず，水質全体を表わす総合指標が必要である。化  

学物質による有害性の評価においては，バイオアツセイ  

法が，毒性物質を総合的に把握するのに適していると考  

えられる。本研究は，操作に熟練を要しないバイオアッ  

セイ法の確立を目指して，試験生物として発光バクテリ  

アを選び，実際の環境水の毒性評価に応用できる簡便な  

試験法の開発を目指す。  

〔内 容〕水試料の遺伝毒性試験法（MBG）において，  

濃縮率50倍以下の試験液からの発光強度が対照に対し  

て10倍以上あるときに陽性とすることで，埋立処分場  

由来の浸出水，処理水の試験に適用できることを示し  

た。一廃では，一S9試験で陽性と判定された浸山水は  

10％以下であり，処理水は陰性であった。＋S9試験で  

は約半数の処分場で陽性を示したが，その強度は処理水  

では半減していた。産廃では一S9試験でも陽性と判断  

される浸出水が半数を超えるなど，強度，検出率ともに  

一廃と比較して高かった。  

〔発 表〕D－18，d27  

研究課題 8）環境分析の精度管理に関する研究  

〔担当者〕白石寛明・伊藤裕廉・中杉修身  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕環境の状況の正確な把握のためには，適切な  

サンプリング計画と高精度の計測法が必要である。本研  

究では有効な精度管理を実現するために，検討すべき各  

種要因を明らかにし，環境分析におけるサンプリング  

研究課題 6）底質，土壌中の有横化合物の存在状慈及  

び化学変化に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子  
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るケースが多々見られたことも無視できない。海水起  

源，人為起源を含めて，水試料に検出される高濃度ホウ  

素の起洒についての情報が不足している。安定同位体比  

は物質の動態，起源に関する優れたトレーサーであり，  

濃度からでは得られない情報を与える。新らしい方式の  

同位体測定法であるイオンカウンティング方式のマルチ  

コレクター型ICP質量分析法を利用し，水系試料中のホ  

ウ素の安定同位体比を高精度，高頻度測定する手法の技  

術的な評価とホウ素の起源推定に利用するために，大河  

川系でのホウ素同安定位体比の実測を行うことを目的と  

する。  

〔内 容〕マルチコレクター型ICP質量分析計による同  

位体比測定をする最適条件を検討した。装置性能を検証  

する目的で行った鉛測定（Pb－207／Pb－206）では，同  

位体比の定まったTlを同時測定する外部補正法が適用  

できるため，0．001％の内部精度，0．002％の正確さで測  

定できた。この値は，環境試料を測定する要求精度を満  

たしている。イオン計数型検出器（チャンネルトロン，  

デーリー検出器）による低濃度測定では，計数の統計誤  

差と検出器の個体差，安定性が制限因子となっていた。  

ホウ素ではマトリックス効果とメモリー効果は大きく，  

マトリックス分離と酸濃度の調節が要求された。洗浄に  

よって実用的なレベルまでメモリー効果は低減できた。  

マルチコレクター型ICP質量分析計に付属しているガス  

衝突セルの影響により，ホウ素の感度はモル濃度換算で  

Pbの10分の1以下であり，質量差別効果はPbに比べ  

て格段に大きくなっていた。また，装置の質量分散の制  

約により外部補正法が適用できないため，標準溶液を利  

用した質量差別効果の補正を行った。フ7ラデー測定で  

は，ホウ素1000ng／gで0．02％程度の内部精度，0．1％  

の外部精度で測定可能であった。イオン計数測定では  

10ng／g程度の測定が可能であるが，質量軸に連続的な  

バックグラウンドが高く，測定精度は劣っていた。河川  

水試料の場合，マトリックス効果を除くためキレート樹  

脂でホウ素を分離後，マンニトールを添加して濃縮した  

試料により同位体比を測定した。  

〔発 表〕d37  

法，計測法の高精度化を実現する。  

〔内 容〕各種分析法における精度管理の現状を整理  

し，問題点を明らかにするために，JISの環境分析法，  

食品および作物残留分析軋 米国EPAの環境分析法な  

どのデータベース化を行った。作成したデータベースの  

－・部を本研究所の化学物質データベースでインターネッ  

ト上に公開した。ダイオキシンの分析法の標準化を行う  

ために，本研究所で作成した標準試料を用いて他機関と  

のクロスチェック及び地方自治体の研究所と分析法の共  

同開発を実施し，精度管理上の問題点を解析した。  

研究課題 9）水生生物の内分泌撹乱並びに生殖機能障  

害に関する研究  

〔担当者〕堀口敏宏  

【期 間〕平成10、14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕いくつかの化学物質により生物の内分泌及び  

生殖の撹乱が引き起こされることが知られており，－・部  

の野生生物においてはすでに異常が顕在化している。し  

かし，国内の生物における内分泌撹乱や生殖機能障害及  

びそれに起因する個体数減少については不明な部分が多  

い。ここでは外因性内分泌掘乱化学物質（環境ホルモ  

ン）の影響を最も受けやすい生物群と考えられる水生生  

物を対象に内分泌撹乱の実態把捉と原因究明及び機構解  

明を行う。  

〔内 容〕イポニシのインポセックスや産卵生態，体内  

有機スズ濃度に関する全国調査を行った。瀬戸内海（広  

島，岡U」及び兵庫）ではインポセックスが依然高率で観  

察され，相対ペニス指数（RPLIndex）は1996年及び  

1998年調査に比べて低減したが，輸精管順位（VDS）  

は低減していなかった。また体内有機スズ濃度は概して  

減少したが，局所的にトリプチルスズ（TBT）濃度が  

高い，もしくは経年的に上昇する地点が見られた。  

〔発 表〕D－32～34，36～40，d－45～封  

研究課題10）イオン計数方式のほう棄安定同位体比測  

定と水系試料への適用（奨励研究A）  

〔担当者〕田中 敦  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的）ホウ素は，水環境の環境基準項目へ格上げさ  

れ，指針値の0．2mg／！から1mgパの基準値へ数値が引  

き上げらた。その背景には，ホウ素の毒性や摂取形態の  

評価が見直された面もあるが，0．2mg／gの指針値を超え  

研究課題11）化学形態分析のための環境標準試料の作  

成と評価に関する研究（餞別経常研究）  

〔担当者〕伊藤裕康・白石寛明・柴田康行・中杉修身・  

田辺 盲針1・安原昭夫＊1・U」本黄土＊1・  
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堀口敏宏・森田昌敏■1・吉永 淳＊2  

（■1地域環境研究グループ，＊2東京大学）  

〔期 間〕平成7、11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕標準試料は環境分析の信頼性を支える基準と  

なる試料であるが，環境汚染問題の多様化に伴い，さま  

ぎまな種類の環境標準試料が必要とされている。特に近  

年は，微量の汚染物質の化学種や化学形態別の正確な分  

析値を示すことが必要とされており，こうした分析値の  

信頼性を確保するために「化学形態分析のための環境標  

準試料」の作製と配布及び利用が必要不可欠となってい  

る。本研究では，天然の環境試料等から標準試料を作製  

し，その中に含まれる環境汚染物質（有機金属化合物や  

有機化合物を対象とする）について化学形態別に保証値  

を定めることを目的とする。  

〔内 容〕環境標準試料NIESCRMNo．17「フライアッ  

シュ抽出物」（平成8年度作製）に含まれるダイオキシ  
ン頬（ジベンゾ夕ジオキシン類とジベンゾフラン類）  

の共同分析をし，保証値を検討した。NIESCRMNo．18  

「ヒト尿」（平成8年度作製）は，予備分析として，全セ  

レンと全ヒ素の分析を共同分析機関で行い，トリメチル  

セレノニウムイオン，ジメチルヒ素，アルセノベタイン  

について保証値を検討した。NIESCRMNo．19「フライ  

アッシュ粉末」（平成9年度作製）に含まれるダイオキ  

シン類の共同分析をし，保証値を検討した。また，NIES  

CRMNo．20「湖沼底質試料」（平成10年度作製）に含ま  

れるダイオキシン類の共同分析をし，保証値を検討した。   

本年度の環境標準試料は，ダイオキシン類汚染が社会  

問題となっているため，社会ニーズにこたえることを考  

え，NIESCRMNo．21は，「土壌試料」を作製した。大  

学，公的機関とダイオキシン類の共同分析をし，保証債  

を検討している。   

平成12年度に作製予定のNIESCRMNo．22候補とし  

て，茶葉，水質，生体試料，廃棄物関係試料等が上げら  

れ，分析対象物質は，特に要望の多いダイオキシン類，  

PCB，クロルデン等の有機化合物が考えられている。  

（＊1地域環境研究グループ，＊2東京大学，  

＊3地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕人間活動によって環境中に放出される物質は  

膨大な数にのぽり，そのすべてを分析，監視し続けるこ  

とは不可能である。また副生成物の混入や流通・処理過  

程での有害汚染物質の発生など，予見できないような汚  

染事例も増えている。こうした化学物質汚染の監視体制  

をより効果的なものにし，なるべく早期に適切な対応を  

とれるようにするための一つの手段として，モニタリン  

グで集めた試料の一一部を低温で長期保存し，新たな汚染  

がみつかった段階で過去にさかのぼった分析を行ってそ  

の歴史的経緯の把握や起源の早期発見を可能にするスペ  

シメンバンキング（環境試料保存プログラム）が有効と  

考えられる。本研究では，特上バックグラウンド地域の  

監視と試料保存に着目しながら，分析試料の収集と保  

存，並びに保存性試験などの基礎研究を行う。  

〔内 容〕本年度は引き続き環境質を代表する試料（日  

本沿岸各地の二枚貝，世界の外洋のイカ，大陸からの影  

響をモニターする島根県隠岐の大気粉塵，東京湾の二枚  

貝や鳥など）の収集・保存と分析作業をすすめた。また，  

平成9年1月に起こ■ったナホトカ号沈没事故に伴う福井  

県三国から能登半島北豪部に声、けての重油汚染実態調査  

と試料収集を継続したほか，ナホトカ事故の際に漂着し  

た海鳥死体の保存試料を譲り受けて今後の研究にいかす  

べく長期保存を開始した。能登北端の海岸残存重油帯は  

昨年あたりからハサミムシなど生物が認められるように  

なってきており，見かけ上かなり分解・除去が進んでい  

るようで本年度は試料採取に苦労する状況であった。し  

かしながら，各地で採取した二枚貝中にはナホトカ重油  

に特徴的な多環芳香族炭化水素のパターンがまだ認めら  

れるものも残っており，高かったところでも1桁半程度  

濃度が下がってきて正常レベルに近づきつつあるもの  

の，まだ完全に回復したとは言えない状況が続いている  

ことが明らかとなった。また，多環芳香族のパターンも  

次第に崩れてはきているものの，特徴がまだ指摘できる  

状態であり，3年程度の間は十分に重油の追跡調査に使  

えることがわかった。  

〔発 表〕d－15  

研究課題12）スペシメンバンキングによる環境の時系  

列変化の保存並びに復元に関する研究  

（特別経常研究）  

〔担当者〕柴田康行・田中 敦・米Ⅲ 穣・  

森田昌敏＊1・田辺 潔＊1・吉永 淳＊2・  

堀口敏宏・向井人史＊3  
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2．2．5 環境健康部  

研究課題1）環境有害因子の健康影響評価に関する研究  

〔担当者〕遠1山千春・小林隆弘  

〔期 間〕平成10～15年度（1998～2003年度）  

〔目 的〕環境有害因子の毒性の有無，毒性発現機構の  

解明，毒性評価および健康影響モニタリング手法に関す  

る研究を推進する一環として健康リスクアセスメントに  

関する文献調査を行い，健康リスクアセスメントの現状  

の把握と今後の研究の方向性を探ることを目的とする。  

〔内 容〕直径が2．5／ノm以下の微小粒子の生体影響に  

関する知見が徐々に増加しつつあることから，我が国に  

おける研究の推進が早急に必要なガス状および浮遊粒子  

状物質の生体影響に関して文献等によるレビューを行っ  

た。また，前年度に引き続き，環境庁専門委員会等によ  

る委嘱を受け，ダイオキシン，環境ホルモン，重金属，  

ディーゼル排気さらに各種の有害化学物質の初期段階で  

のリスク評価に関する文献レビューを行った。  

〔発 表〕E－5，15，21，22，34，e42，43，45，46  

〔目 的）T細胞は種々のサブセットに分化することに  

よってそれぞれ異なった機能をもつようになり，免疫反  

応を調節している。近年環境中の汚染物質がT細胞サブ  

セットの分化に影響を及ぼして免疫機能を変化させ，ア  

レルギーの増加などに関与している可能性が示唆されて  

いる。本研究は，T細胞分化への環境汚染物質の影響を  

感度よくスクリーニングし評価するための方法やマー  

カーの開発を目的とする。  

〔内 容〕本年度はT細胞の分化をわ＝血相で再現する  

系としてマウスの胎児胸腺器官培養系（FTOC）を用  

い，ダイオキシン暴露が胸腺丁細胞分化に及ぼす影響と  

関連遺伝子の検索を行った。FTOCのダイオキシン暴  

露によって，動物にダイオキシンを投与した時と同様の  

分化の偏りや胸腺細胞致の減少が確認された。この系に  

おいてT細胞分化への関与が報告されている遺伝子の発  

現をRTrPCR法でスク1）－ニングしたが，ダイオキシ  

ンによる偏りの原因となると考えられる変化は既知の遺  

伝子発現のレベルでは認められなかった。  

〔発 表〕E－24，e44，52～56  

研究課題 2）気道の抗原提示細胞に関する基礎研究  

〔担当者）小林隆弘  

〔期 間〕平成11～15年度（1999～2003年度）  

〔目 的〕ぜん息，花粉症などの原因に抗仮に特異的な  

抗体の産生がある。抗体の産生には多くの素過程があ  

る。抗原提示の過程は抗体産生の初期の段階として重要  

である。大気汚染物質を暴露したときに抗原提示にかか  

わる細胞が気道においてどのような挙動をし，抗体産生  

にかかわるかについて検討を行う。  

〔内 容〕大気汚染物質としてオゾンを用い，ラットに  

暴露したときの気道における抗原提示細胞がどのような  

挙動を示すかについて免疫組織学的手法を用いて気管に  

ついて検討した。抗原提示細胞は非常に早い時期に一過  

性に増加したのち，低下する傾向が見られた。炎症状態  

にある部位に素早く集まり異物を貪食し抗体を産生する  

べくリンパ節に移行していった可能性が示唆される。  

〔発 表〕E－11，12  

研究課題 4）肺における細胞外基質代謝に関する基礎  

研究  

〔担当者〕古山昭子・持立克身  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕肺胞組織は肺胞上皮細胞，肺線維芽細胞，血  

管内皮細胞とそれらの細胞間を埋める細胞外基質から構  

成されており，それぞれの細胞の機能発現には正常な細  

胞外基質構成を保つことが重要だと考えられている。本  

研究ではf〃V～Jmで肺胞上皮組織を模した培養系におい  

て細胞外基質の代謝へのホルモンやサイトカインの影響  

を検討することを目的とする。  

〔内 容〕肺胞上皮細胞と肺線維芽細胞の共培養系に細  

胞外基質の代謝に影響を与えるTCFベータを暴露した  

ところ，肺胞上皮細胞の基底膜形成を促進させる濃度の  

1、GFバータにより，共培養系では基底膜形成が阻害さ  

れた。これは11GFベータ暴露された肺線維芽細胞から  

同質性細胞外基質成分とTGFベータが分泌されたこと  

によるためで，細胞間相互作用による増幅的細胞外基質  

代謝制御であると考えられた。  

〔発 表〕E－30，31，e－61，62  

研究課題 3）T細胞分化の解析法に関する基礎研究  

〔担当者〕野原恵子・藤巻秀和  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  
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研究課題 5）環境因子の生体影響を評価するための遺  

伝子導入動物を用いたバイオアッセイ手法  

の開発  

〔担当者〕青木康展・松本 理・佐藤雅彦・  

大迫誠一郎・石塚真由美  

〔期 間〕平成9、11年度（1997～1999年度）  

〔目 的】化学物質等の環境国子より被る環境リスクヘ  

の対策を講ずるためには，環境中における化学物質等の  

現存量を明らかにすることが必要である。特に，人の嘩  

康への影響の対策を考えたときには，環境中に存在する  

化学物質等が全体としてどれだけ生体に影響を与えうる  

かを明らかにすることが必要である。そのために，生体  

中で化学物質等が引き起こす応答反応を容易に検出する  

ことができる遺伝子導入動物を開発し，バイオアツセイ  

を行う。  

〔内 容〕重金属結合タンパク質であり抗酸化作用を持  

つメタロチオネイン（MT）の遺伝子欠損マウスに種々  

の薬剤を投与しその影響を調べた。その結果，エタノー  

ルの急性中毒ヤ蒸気水銀の肺毒性が増悪し，これらの毒  

性軽減にMTが関与していることが明らかになった。ま  

た，IL－6遺伝子欠損マウス，AhR遺伝子欠損マウスの  

利用についても検討を進めた。また，変異原物質を検出  

するためのゼブラフィッシュ系統を確立し，ニトロソ化  

合物やベンゾ（〟）ビレン等の変異性が検出できること  

を確認した。  

〔発 表〕E－2，4，5，13～15，18～2仇23，e－2，3，  

5，7，8，17，1風20～30，32～40，47～51  

薬を投与することにより神経インパルスの発生部位を画  

像化する試みを行った。ラットヘの試薬の投与法，麻酔  

法等につき検討を行い，皮膚の体性感覚への刺激や，神  

経伝達物質による脳の活性化を画像化できることがわ  

かった。  

〔発 表〕E－32，33，35，e－66、70  

研究課題 7）マウスにおける行動毒性試験法の確立に  

関する研究  

〔担当者〕梅津豊司  

〔期 間〕平成9～12年度（1997、2000年度）  

〔目 的〕環境化学物質の生体影響の評価を行う上で中  

枢神経系への影響を評佃することは重要であるが，その  

ための方法論については現在のところ未整備の状況にあ  

る。本課題では，環境化学物質の中枢神経系への影響を  

個体レベルで無侵襲的に評価するために，行動科学的手  

法の体系をマウスで確立することを目指す。  

〔内 容〕化学物質の中枢作用のうち，抗不安作用を検  

定できるようにするために，Vogel法のマウスヘの適用  

を試みた。抗不安薬であるジアゼパムを用いて，この薬  

物の抗コンフリクト作用を検出するための，マウスにお  

けるVogel法の各種実験条件について検討した。次い  

で，ジアゼパムの抗コンフリクト作用を検出できる実験  

条件において，種々の向精神薬の作用を検討した。結  

果，その実験条件下では，ジアゼパムとベントパルビ  

タールという，ヒトにおいて明確な杭不安作用を発現す  

る薬物のみが，マウスVogel法で抗コンフリクト作用を  

示すことが明らかとなった。従って，マウスVogel法に  

より化学物質の抗不安作用が評価できることが明らかと  

なった。  

【発 表〕E－7，8，e9，10  

研究課題 6）NMRによる生体の無侵＃診断手法の研究  

〔担当者〕三森文行・山根一打  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔目■的〕九＝油川NMRの手法を用いて，従来の諸方法  

ではアプローチできない，生きている生体内臓器の代謝  

機能等を軽便襲的に解析する方法の開発を行うことを目  

的とする。生体内の臓器の機能を評価するためのNMR  

分光法，イメージング法の開発を行い，それを応用し  

て，各種化学物質や，物理的環境要因が臓器の代謝機能  

に及ぼす影響を明らかにすることを目指す。  

〔内 容〕ラット脳の基本的機能の指標としてこれまで  

エネルギー代謝機能や，脳内の水分子の拡散速度を測定  

してきたが，本年度はその本来の電気的機能に対応する  

画像化の検討を行った。本研究では，外因性の常磁性試  

研究課題 8）環境保健指標の開発に関する研究  

〔担当者〕小野雅司・出柑憲治・吉川麻衣子・宮原裕一  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的）環境汚染による非特異的あるいは遅発的な疾  

病の発生に関する監視が必要となり，今日新たな環境保  

健指標の開発が要請されている。本研究では，利用可能  

な既存情報，各種の健康調査及び健壌診断データ等を統  

合し，疫学研究のための環境保健指棲の開発，疫学研究  

デザインの開発・検討を行い，地域健康状況監視システ  

ム，環境汚染の健康影響評価法の開発を試みる。  
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し，そのすべてが焼却場に直接由来している訳ではな  

く，経気道ダイオキシン類暴露の評価を難しくしてい  

る。先に，摂南大学のグループは，ヒト毛髪中のダイオ  

キシン類の分析方法を開発し，焼却場労働者の毛髪中の  

ダイオキシン類含量が対照群よりも有意に高いことを明  

らかにしている。しかし，対照群も含めこの毛髪中のダ  

イオキシン類が，食事や呼吸を介し体内に取り込まれた  

ものか，あるいは直接大気から吸着したものかどうかは  

明らかでない。そこで，本研究は毛髪中ダイオキシン類  

の由来を明らかにするとともに，その分析方法を確立  

し，ヒト疫学調査に適川することを巨川勺とした。  

〔内 容〕本研究では，毛髪中のダイオキシン類につい  

て，その分析方法の検討とその由来の解明を試み，実試  

料への適用を行った。高速溶媒拍虻装置を用いること  

で，ダイオキシン類の回収率は向上した。一一方，有機溶  

媒や洗剤を用いて毛髪を洗浄すると，そのダイオキシン  

類含量は減少したが，いずれのクロマトも燃焼パターン  

のままであり，洗糾こより外的要因のみを取り去ること  

はできなかった。次いでラットにTCDDを経口投与し，  

その脂肪，血清，体毛中のrl’CDD含量を測定したとこ  

ろ，用量依存的にTCDD濃度はどの部位においても増  

加し，良好な相関関係が観察され，生体中のダイオキシ  

ン類濃度が体毛のダイオキシン類含量に反映することが  

明らかとなった。－・方，研究所・居室内，実験室内，屋  

上に4カ月間放置した毛糸のダイオキシン類含量は，未  

処理の毛糸よりもはるかに高く，大気中のダイオキシン  

類が頭髪に吸着することも示唆された。また，健常人の  

毛掌中のダイオキシン類を分析したところ，そのTEQ  

値は0．74～1．66pg／gであり，平均値は1・12pg／gで  

あった。毛髪中のダイオキシン類含量は，外気から吸着  

したものと，脂質と共に血流を介して体内から移行した  

ものの総和である。そこで，体毛と脂肪組織のダイオキ  

シン類含量（脂質あたり）の差を，外気より吸着したダ  

イオキシン類と算定した。その結果，ラットでは揮発性  

の低い5塩素化以上の同族体の約80％以上が吸着に  

よって体毛に取り込まれたものと推定された。一九 毛  

髪は試料採取が血液や脂肪組織に比べはるかに容易であ  

り，今回用いた試料は約1～2gと比捌勺少量であった  

ことから，ヒト毛髪は焼却場近傍住民の暴露評価に有効  

である。今後，毛髪を用いた環境モニタリングのために  

は，ダイオキシン類の毛髪への吸着についてさらに調査  

する必要がある。  

〔内 容】国保レセプトデータ，救急搬送データ，人口  

動態死亡統計について，引き続きデータの収集・解析を  

行った。救急搬送データに関してほ気象変動と救急搬送  

者数の関連について，死亡統計に関しては微小粒子状物  

質等の大気汚染物質の日変動が死亡に及ぼす急性影響に  

ついて検討した。さらに，ダイオキシン汚射二よる健康  

影響に関して，全国のゴミ焼却施設等ダイオキシン発生  

源のデータベース化をはかるとともに，死亡統計に関し  

てより詳細な情報源の検討とデータ収集を開始した。  

〔発 表〕e－11，12  

研究課題 9）ヒトのダイオキシン類暴露と子宮内膜症  

に関する疫学的研究  

〔担当者〕宮原裕一・  

【期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕動物実験の結果から，ダイオキシン煩がヒト  

近縁のサルてに子宮内膜症を誘発することが明らかとなっ  

ている。また，近年ヒト子宮内膜症の増加が示唆されて  

きている。本研究では，ヒト子宮内膜症とダイオキシン  

類暴露との因果関係を明らかにすることを目的とし，子  

宮内膜症の診断とダイオキシン類濃度の測定を行った。  

〔内 容〕本年度は，前年度同様，東京大学医学部産婦  

人科にて子宮内膜症の診断を行った。また，同産婦人科  

より供与された，子宮内膜症患者の脂肪組織中のダイオ  

キシン類含量を測定した。現在のところ，統計的な処理  

をするには症例数がまだ少ないが， 症状の重い患者の方  

が軽症患者よりもダイオキシン濃度が有意に■高い傾向が  

みられた。  

〔発 表〕ト282  

研究課題10）毛髪中のTCDD含宜を用いた疫学調査  

のための基礎研究（奨励研究A）  

〔担当者〕宮原裕一  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的】近年，ダイオキシン類の発生源であるゴミ焼  

却場周辺でのヒト健康影響が大きな社会問題となってい  

る。しかし，本邦においてそれを裏付ける疫学的な調査  

結果は得られてはいない。ヒト血液中のダイオキシン濃  

度がその暴露量の指標として測定されているが，採血に  

伴う被験者の負担や血中のダイオキシン類分析の煩雑さ  

など，その分析には多くの困難が伴う。－▲方，ヒト血中  

のダイオキシン頬濃度は呼吸と食事による暴露を反映  
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2．2．6 大気圏環境部  

研究課題1）極渦の変動に関する基礎的研究  

〔担当者〕中根英昭  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕モントリオール議定書とその改訂を中心とし  

た国際的な取り決めに基づく協力によって，フロン等か  

ら放出される塩素の成層圏濃度は2000年頃をピークと  

して徐々に減少することが見込まれるに至った。成層圏  

オゾン層が成層圏塩素濃度に追随して回復するか否かを  

決定する大きな要因の一つに梯渦の強度がある。この数  

十年間の極渦の変動を解明することが本研究の目的であ  

る。  

〔内 容〕NCEP等の三次元気象データなどから，極渦  

の強度を記述する手法を開発し，極渦の強度がこの数十  

年間に系続的に変化するか，どのような年々変動が見ら  

れるかについて検討する。本年度は，NCEP再解析デー  

タから渦位を計算するとともに，年ごとの極渦の特徴を  

抽出する手法の開発を行った。  

〔発 表〕「72，79  

送過程を介して地球規模の大気循環及び放射過程に影響  

を及ぼす。本研究では，個々には小スケールである積雲  

対流活動と，グローバルスケールの現象とが，いかなる  

権柄で結合するかを解明することを目的とする。  

〔内 容〕熱帯降雨観測衛星（TRMM）搭載降雨レー  

ダーデータを処理し，熱帯域全域における降雨特性の解  

析を行うことができるようになった。1998年1年分の  

データを解析した。陸域においては，大規模の擾乱の通  

過に比較的影響されない対流性の日変化降雨が卓越す  

る。海洋上では，数千km・数日一致十日のスケールの  

大規模降雨システムに伴う降水が圧倒的に多く，対流性  

降雨と層状性降雨とがほぼ同等の割合を占めることが示  

された。  

〔発 表〕F－42，43，「61～70  

研究課題 4）低気圧性渦におけるラグランジュ的流体  

運動の数値的研究  

【担当者〕菅田誠治  

〔期 間〕平成8～11年度（1996～1999年度）  

〔目 的〕対流圏中緯度における大気塊の南北運動を調  

べると，多くの南北運動は数日以下の短い時間スケール  

を持つ単振動的運動であり，より長い時間スケールで見  

て実質的な南北物質輸送が活発に起きるのは限られた経  

度帯であり，かつその位置は大陸性気団の位置と強い関  

係があることがわかっている。本研究では，低気圧のラ  

イフサイクルおよび大陸性気団と活発な経度帯との関係  

を調べることを目的とする。  

〔内 容〕日本周辺域での高低気圧周辺でのトレーサー  

輸送を調べた。日本域冬季の南北輸送と東西輸送の関係  

について調べたところ，冬型の気圧配置が強い時期は実  

質的南北輸送が強いが東西輸送は弱い。一方移動性高低  

気圧が活発な時期には東西輸送が強いが南北輸送が弱  

い。実際のトレーサーはこの東西南北の両者の輸送を交  

互に受けて，・蛇行しつつ輸送されていることがわかっ  

た。  

〔発 表〕ト25，35  

研究課題 2）大気中における物質輸送・循環の研究  

〔担当者〕神沢 博  

〔期 間〕平成10～19年度（1998～2007年度）  

〔日 的〕地球大気中における物質の輸送および物質循  

環の研究を行う。温室効果気体，オゾンおよびオゾン破  

壊関連気体，エアロゾル等の大気微量成分の物質循環  

は，気候変動，地球環境にとって重安な要素である。  

〔内 容〕温室効果気体であり，かつ，オゾンおよびオ  

ゾン破壊関連気体である亜酸化窒素，メタン，水蒸気等  

の長寿命の大気微量成分につき，主に極域成層圏を対象  

として，人工衛星，地上観測等によって得られたデータ  

を解析し，また，全球気象データを解析し，これらの物  

質循環の様相を明らかにしうるデータ賀をそれらのデー  

タが備えているかどうかの検討を行いつつ物質循環の解  

析を行った。  

〔発 表〕F6，7，10，11，14，ト18，20，24  

研究課題 5）陸面大気間の水循環的相互作用の研究  

〔担当者〕江守正多  

〔期 間〕平成9～12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕陸上の降水がどのような条件により規定され  

ているかを明らかにすることは，気候変動における降水   

研究課題 3）熱帯積雪対流活動の地球規模効果につい  

ての基礎的研究  

〔担当者〕高薮 緑  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的）熱帯域積雲対流活動は，エネルギー・水の輸  
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〔邑 的）エアロゾルの気候影響の重要性が認識されは  

じめてきている。しかし，その気候影響評価に十分な全  

球でのエアロゾル特性は明らかになっていないのが実状  

である。本研究では，衛星データを利用し，仝球でのエ  

アロゾル光学特性の把握を行うとともに，得られた結果  

からエアロゾルの気候影響評価を試みる。  

〔内 容〕衛星搭載放射計の可視・近赤外データに加  

え，短波可視データを用いることで，エアロゾルの光学  

的厚さ・粒径分布指数・光吸収性の有無を同時推定する  

アルゴリズムの開発を行った。これにより土壌性・炭素  

系・硫酸塩t海塩エアロゾルの4つの代表的なタイプに  

分類し，それぞれの仝球分布を得ることが可能となっ  

た。また，衛星データによるエアロゾル特性の長期解析  

を行う上で大きな問題となっている「センサーの劣化」  

を調整する手法を検討した。  

t発 表〕F－60～63，66，1（氾，101  

量予測などと密接に関連しており重要である。この間題  

には，陸面の状態が降水により変化し，逆に降水過程が  

陸軍の状態に依存するという相互作用が重要な役割を果  

たしていると考えられる。本研究では，陸上の乾湿の状  

態と降水過程との相互作用が陸上の降水量をいかに規定  

しているかを解明することを目的とする。  

〔内 容〕様々な空間スケールと複雑さを持つ大気陸面  

システムの数値モデルを用いた実験を行い，土壌水分量  

とその空間分布が陸上の降水過程に及ぼす影響，降水過  

程による土壌水分の変至臥 およびその結果として形成さ  

れる相互作用について解析した。これに伴い，陸面の乾  

湿の状態を適切に表現しうる陸面過程の数値モデルの構  

築，大気モデルによる降水過程の再現性の検証とモデル  

の改良などを行った。この結果，既存の降水スキームで  

は，シベリアなど高緯度大陸上の夏季の対流性降雨を非  

現実的に早く降らせてしまう問題があることが示され  

た。  

〔発 表〕F－2，「14，16  研究課題 8）反応性大気微量成分の動態に係わる生  

成・変換過程の研究  

〔担当者〕酒巻史郎  

【期 間〕平成5～11年度（1993～1999年度）  

〔目 的〕対流圏大気中に存在する様々な微量成分のう  

ちで炭化水素や窒素酸化物は，太陽光の作用によって一  

連の光化学反応を引き起こし，対流圏オゾンや酸性雨原  

因物質の生成に密接に関係する。本研究ではこれら反応  

性気体である炭化水素や窒素酸化物の動態解明の基礎的  

知見を得るために，これらの大気中での分布を調査し，  

その生成・変換過程について検討する。  

〔内 容〕バックグランド地域での炭化水素や窒素酸化  

物の測定を行い，それらの濃度分布とその変動について  

の基礎的知見を蓄積した。また，それらの濃度変動の原  

因を解明するために，大気の動態や発生源地域との関係  

について検討した。  

〔発 表〕ト26，27  

研究課題 6）大気・海洋の大規模運動の乱流的性質に  

関する研究  

〔担当者〕野沢 徹  

〔期 間〕平成10～13年度（1998、2001年度）  

〔目 的〕大気・海洋の大規模運動は本来3次元空間内  

の運動であるが，地球が自転していることと流体が安定  

成層していることにより，近似的に水平2次元の乱流運  

動とみなすことができる。本研究では，大気・海洋の大  

規模運動が本質的に持つ2次元乱流的な特徴を調べ，そ  

れらが気候システムにおいて果たしている役割について  

解明する。  

〔内 容〕NCEPなどの客観解析データおよび大気海洋  

結合モデルによる長期積分データを処理し，大気・海洋  

中のエネルギースペクトルの案やエネルギーおよびエン  

ストロフィーフラックス等の2次元乱流的特徴の気候変  

動について解析する。本年度は，エネルギー，エンスト  

ロフィーのスペクトルおよびそれらの注入量，輸送量，  

散逸量などを計算する手法を開発した。  

〔発 表〕ト82～朗  

研究課題 9）FTIRを用いたラジカルの反応機構に関  

する研究 ・  

〔担当者〕猪俣 敏  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕大気中においてラジカルは極めて反応性が高  

いために様々な反応に関与しており，このラジカル反応  

の機構を明らかにすることは，大気中での様々な現象を  

研究課題 7）エアロゾルの気候影響評価に関する研究  

〔担当者〕日暮明子  

〔期 間〕平成10、14年度（1998～2002年度）  
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理解するうえで必要となる。本研究においては，光化学  

チャンバーを用い，検出にFTIRを用いてラジカル反応  

の機構を解明することを目的とする。  

〔内 容〕アンモニアの燃焼過程で重要なNH2ラジカ  

ルと酸素原子の反応速度定数の決定を光イオン化質量分  

析計を用いて行った。242～473Kでの温度領域での反  

応速度定数は（1．2±0．2）×10rlOcm3／molecule／sと決  

定した。また，これまで直接測定が行われていなかった  

後続反応のHNOと酸素原子の反応速度定数も（3．8±  

1，3）×10‾11cm3／molecule／sと決定した。  

〔発 表〕A－63，「2  

〔内 容〕1ミクロンと500nmの2波長におけるライ  

ダー信号から散乱体の粒径に関する情報を求める手法に  

ついて，海洋地球研究船「みらい」によるライダー観測  

データを用いて検討した。観測結果では，後方散乱係数  

の波長依存性は場所による変化が大きく，エアロゾルの  

光学モデルOPACによって計算されるエアロゾルタイ  

プに依存する変化よりも大きい。後方散乱係数の波長依  

存性はエアロゾルタイプの推定に有効であると考えられ  

るが，より詳細な観測によって光学特性の気候値を求め  

ることが必要である。  

〔発 表〕卜107，109，110  

研究課題10）レーザー長光路畷収による大気微量分子  

計測のための分光手法の研究  

〔担当者〕杉本伸夫  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕レーザー長光路吸収法は野外の大気微量分子  

の遠隔計測手法として原理的に高感度が期待される手法  

であるが，赤外域の良好な波長可変光源が応用上の問題  

点となっていた。近年，周期構造を持つ非線形光学素子  

や半導体レーザーの開発が目覚ましく，これらを用いた  

レーザー長光路吸収システムの新たな展開が期待されて  

いる。本研究では，これらの新しい赤外波長可変光源を  

用いて，その特性を有効に利用した分光計測手法を開発  

することを目的とする。  

〔内 容〕周期構造を持つ非線形光学結晶PPLNを用い  

た光パラメトリック発振器の特性について調査を行っ  

た。3ミクロン領域でメタンを測定する場合について，  

パルスを川いる方法と連続波を用いる方法について検出  

感度を比較検討した。また，波長幅の拡いレーザーを用  

いた相関分光法と狭帯域レーザーを用いた差分吸収法の  

比較検討を行った。  

〔発 表〕卜39  

研究課題12）大気中における微小粒子分散系の生成，  

時間発展および沈着に関する研究  

〔摺当者〕福山 力  

〔期 間〕平成9～14年度（1997、2（）02年度）  

〔目 的〕微量大気成分から気相凝縮相転移によりエ  

アロゾル粒子や微小水滴が生成し，粒子気体および粒  

子一粒子相互作用を経て沈着により除去される過程を調  

べ，多相系としての大気の物理・化学的特性を明らかに  

する。  

〔内 容〕前年度に引き続き，高さ430mの立坑内に人  

工霧を発生させ，高分子吸水材の擬似葉を付けた模型樹  

木への微′ト水滴沈着過程を観測した。樹木周囲の風速お  

よび擬似棄のサイズに基づくストークス数の考察によ  

り，水滴の慣性衝突による沈着には擬似葉表面の租度が  

関与している可能性が高いこと，したがってこの観測結  

果を実際の葉に適用する際には注意が必要であることを  

見いだした。  

【発 表〕ト65，ト5，6，1（減，105   

研究課題13）多相雲化学過程に関する基礎的研究  

〔担当者】内山政弘   

〔期 間〕平成9～14年度（1997～2002年度）  

〔目．的〕雲の物理・化学特性および過程は大気中の   

様々な過程と深くかかわっている。例えば酸性質の沈   

着，大気中の成分の酸化過程，大気放射過程などであ   

る。雲と大気中の他の成分（エアロゾルやガス）との相  

．互作用を定量的に把握することを目的とする。  
〔内 容〕深度430mの立坑において上昇気流により人   

工雲を発生させた。坑底で化学組成の異なる凝結核を添   

加することにより雲の濃度および粒径分布は著しく変化  

研究課題11）ミ一散乱ライダーによるエアロゾルおよ  

び雲の観測に関する研究  

〔担当者〕松井一郎  

〔期 間〕平成10～12年度（1998、2000年度）  

〔日 的〕大気中のエアロゾルの放射特性および革の生  

成にかかわる二次的な効果に関する情報を得るためのラ  

イダー（レーザーレーダー）手法，ライダー装置，およ  

び解析手法について研究する。  
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用いて，日本およびシベリア上空で採取された大気試料  

の分析を行った。その結果，大気二酸化炭素の変化に対  

するその炭素安定同位体比の変化の比はおよそ－0．05  

permil／pprnであるが，その値は場所ごとにわずかなが  

ら異なることが明らかになった。  

する。このようにして発生させた密度の異なる雲（霧）  

を用いて，樹木へのオカルト沈着量の定量測完を行っ  

た。降雨強度としては0．059mm／hに相当する沈着が起  

きる。観測は風速0．5～1m，温度11℃で行われたが，  

葉へのオカルト沈着は風向および枝の存否に依存しな  

かった。すなわち単位面積当たりの沈着量は葉の表，  

稟，風下および風上に樹幹からの距離に依存しなかっ  

た。  

〔発 表〕ト8  

研究課題16）多波長衛星データを用いたエアロゾル種  

別分類に関する研究（奨励研究A）  

〔担当者〕日暮明子  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔日 的〕エアロゾルの気候影響の重要性が広く認識さ  

れてきているが，現在のエアロゾルの気候影響の見積も  

りにはまだ大きな不確定性が含まれており，仝球規模の  

エアロゾル特性の把握が求められている。   

エアロゾルは時空間変動が非常に大きいため，短時間  

で仝球を網羅する衛星データの活用が有効である。近  

年，エアロゾルリモートセンシングが急速に発展し，こ  

れまでの研究で，エアロゾルの光学的厚さとともに，粒  

径の指標となるオングストローム指数の推定が行われる  

ようになっているが，エアロゾル種別の分布を得るには  

至っていない。   

エアロゾルの放射効果は，種別に大きく異なるため，  

その分布を得ることは，エアロゾルの気候影響評価，さ  

らは今後の気候変動予測の精度を向上させる上でも非常  

に重要である。   

そこで，本研究では波長別輝度データから硫酸塩・土  

壌性等エアロゾルの種別分類を仝球規模で行う種別分類  

手法の開発を行うことを目的とする。  

〔内 容〕代表的なエアロゾルとして，土壌性・炭素  

系・硫酸塩・海塩エアロゾルがあげられるが，これらの  

エアロゾルは，粒径の大小及び光吸収性の有事削こより，  

ほぼ大別できる。そこで，従来の可視・近赤外アルゴリ  

ズムに，吸収・非吸収エアロゾルの光学モデルと短波可  

視波長を導入し，エアロゾルの光学的厚さ・粒径分布に  

加え，光吸収性の有無も同時に推定するアルゴリズムを  

開発した。このアルゴリズムでは，可視・近赤外波長か  

らそれぞれのモデルで光学的厚さ及び粒径の推定を行  

い，その結果に基づき計算された両モデルの短波可視波  

長での輝度増加量と観測値の比較により吸収性の有無の  

判別が行われる。これにより同時推定が可能となった粒  

径と光吸収性の有無により，仝球に分布しているエアロ  

ゾルを土壌性・炭素系・硫酸塩・海塩エアロゾルの代表  

研究課題14）モニタリングステーションにおける大気  

中のメタンと亜酸化窒素，一酸化炭素の連  

続観測  

〔担当者〕退場康徳  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕国立環境研究所が落石岬と波照間島のそれぞ  

れに所有するモニタリングステーションにおいて，温室  

効果気体であるメタンと亜酸化窒素，さらに汚染空気の  

指標となる一酸化炭素の大気中濃度の連続観測を行いそ  

の変動を明らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕‘1996年から1999年にかけてのメタン濃度の  

平均増加率は落石岬で年間5ppb，波照間畠で6ppbで  

あった。同じ期間の波照間島での亜酸化窒素濃度の平均  

増加率は年間0．68ppbであった。本年度は落石岬で亜  

酸化窒素の，波照間島で一酸化炭素の連続測定を開始し  

た。落石岬の亜酸化窒素濃度の変動には夏から冬に増加  

する季節変動の存在する可能性が示された。また，一酸  

化炭素は春に高く夏に低い季節変動が観測された。  

研究課題15）同位体比測定を用いた対流圏温暖化気体  

の動態解明に関する基礎研究  

〔担当者〕高橋善幸  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕近年，二酸化炭素やメタンなどの温暖化気体  

成分の大気中での濃度上昇の速度が一一定ではないことが  

わかってきた。この濃度上昇速度の異常がどのような原  

因によって引き起こされているのかが議論されている。  

大気中の温暖化気体の濃度とともにその同位体比を観測  

することによって，濃度上昇速度の異常の原因を明らか  

にするための基礎研究を行う。  

〔内 容〕大気試料の二酸化炭素中の安定同位体比を高  

精度に測定する手法の開発を行った。開発された手法を  
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的な4つのタイプに分類し，それぞれの全球分布を得る  

ことが可能となった。   

開発したアルゴ1）ズムを，実際にSeaWiFSの1997年  

10月，1998年1，4，7，10月のデータに適用し，仝  

球解析を行った。1997年10月は，ちょうどインドネシ  

アで大森林火災が発生していた時期にあたり，インドネ  

シア周辺で非常に厚い炭素系エアロゾルの分布が認めら  

れた。北アフリカ西岸に広がるサハラ砂漠起源の土壌性  

粒子の分布と較べても，この森林火災の規模の大きさが  

わかる。火災から放出されたエアロゾルは，主に「炭素  

系」として分類されているが，一部には「硫酸塩」も含  

まれている。これは，インドネシアの火災が，植生だけ  

でなく地表に堆積された泥炭層まで燃焼したことを反映  

しており，観測結果と一致するものである。   

さらに，これらの解析結果とエアロゾル輸送モデルか  

ら得られた結果との比較も行い，時空間上で特徴的な分  

布特性のよい一致をみた。  

（発 表〕「100  
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2．2．7 水土壌圏環境部  

研究課題1）環境汚濁物質の水土壌環境中における挙  

動に関する基礎的研究  

〔担当者〕内山裕夫・冨岡典子・徐 開欽・越川 海  

〔期 間〕平成9～13年度（1997、2001年度）  

〔目 的〕水土壌環境中において環境汚染物質の挙動お  

よび生態影響を明らかにするために，これらの生成およ  

び分解にかかわる生物を検索し，また汚染物質の代謝・  

変換量等を計漁卜予測することを目的とする。本年度の  

研究では，富栄養化原因物質による汚濁が微生物生態系  

に与える影響の解明を目的として，分子生物学的手法を  

用いた富栄養湖沼霞ケ浦における微生物群集構造の解析  

を行った。  

〔内 容〕1999年2月およぴ7月の霞ヶ浦湖水の微生  

物群集について，16SrRNA遺伝子に基づくクローン解  

析を行い系統樹を作成した。それぞれ60クローンの  

16SrRNA遺伝子のシークエンスについて比較を行った  

結果，2月の微生物群集にはActinobacteria，CFBgroup，  

Proteobacteriaのα，P，γ，8，Planctomycetes，お  

よびVerrucomicrobiaに属する微生物が存在しているこ  

とが明らかとなった。一方，7月の微生物群集には  

Actinobacteria，CFBgroup，およびProteobacteiaの  

α，′？，γ，∂に属する微生物しか存在せず，7月の微  

生物群集が2月のそれに比べて多様性が低いことが明ら  

かと・なった。また，2月，7月上もにActinobacteriaに  

属する微生物のクローン数が最も多かったが，優占種は  

異なり，Actinobacterjaの中でも，季節変化が起こって  

いることが明らかとなった。  

〔発 表〕g－40  

め，水・物質・エネルギーの効率的な配分と生態系機能  

の適切な管理を可能にする流域環境手法の開発を目的と  

している。  

【内 容）日本の場合，河道沖積地に人間の生産社会活  

動が集中し，特に底平地における水と物質の輸送現象の  

理解が重要である。本年度は，局所的には保全されつつ  

も，流域を通じた形で人間活動の影響が上流域から徐々  

に累積され，徴地形にその影響が現れてきている釧路湿  

原に流入するの久著呂川流域を対象に，水環境管理モデ  

ルの構成要素である水文流出モデルと土砂動態モデルの  

適用性を検討した。  

研究課題 3）衛星リモートセンシング，地上実測及び  

地・哩情朝による蒸発等の水文・環境解析に  

関する研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼康実■1  

（＊1地球環境研究センター）  

【期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕水文・熱環境解析システムの構築のため，地  

表温度と植被の関係解明，画像と地理情報とのリンクに  

関する研究を実施する。さらに，地理情報を分析し空間  

概念や地球観の変遷の解明を試みる。  

〔内 容〕衛星情報と地上実測，地理情報のリンクによ  

る環境・防災関連情報ベースとGIS構築に関する調査研  

究の成果をとりまとめた。さらに，画像中に表示されて  

いる地理情報の考察結果を報告した。  

研究課慣 4）衛星，地上実測及び地理情報による東ア  

ジア地域における水文等の環境解析に関す  

る研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼康尖＊1  

（＊1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成11～14年度（1999～2002年度）  

〔目 的〕中国東北部を中心とした東アジア地域の衛  

星，地上観測及び地理空間情報による熱及び水文環境の  

広域解析を行う。  

〔内 容〕中匡「東北部を中心とした熱及び水文解析を，  

NOAA等の衛星情報，地上におけるモニタリング及び  

地理空間情報により進めるため，中国側研究者と情報交  

換を継続した。  

研究課題 2）流域水環境管理モデルに関する研究  

〔担当者〕村上正吾・井上隆信・牧 秀明・林 誠二  

〔期 間〕平成8～15年度（1996～2003年度）  

〔目 的〕河川流域の持続的発展のためには治水・利水  

に加えて生態系を含む水環境の管理・保全が必芽i条件と  

なるが，これらはトレードオフの関係にあり，その最適  

解を求めることは容易ではない。本研究では，流域全  

体，上流から下流への水と物質の輸送過程の物理・化学  

的モデル化を進め，治水・利水・水環境の質と量にかか  

わる個々の物理化学的機構の解明を行っている。次に，  

これらの個々の機構が仝系として影響を与える水界生態  

系，陸上生態系を含む形で，流域の水環境の理解を進  
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研究課題 5）土壌中における無機汚染物貿の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕高松武次郎・越川昌美  

〔期 間〕平成8～12年度（1996－一2000年度）  

〔目 的〕湖沼堆積物は流域から流人する天然及び汚染  

物質の量的・質的変動を記録しているので，その分析か  

ら流域の環境変化を知ることができる。また，堆積物中  

の物質分布を堆積環境（酸化還元，pH，鉄・マンガン  

酸化物量，有機物量など）との関連で解析することによ  

り，環境での物質動態に関する基礎的知見を得ることが  

できも。この観点から，バイカル湖東層堆積物の分析を  

行った。  

t内 容〕堆積物中のA卜11i濃度及びその比くAl／Ti）  

には地域性があり，流域を特定するための有効な指標で  

あった。Cu，Zn，及びPb甲濃度は琵琶湖などに比べて  

低く，表層での蓄梧も認められなかったので，汚染の影  

響は少ないと判断された。堆積物表面に生成したフェロ  

マンガン懐化物は，他の湖沼と同レベルのFeやPを含  

んだが，Mn，As，及び重金属の濃度は低く，比較的生  

成速度が速いと推測された。  

研究課題 7）地盤と地下水の環境に関する物理・化学  

的研究  

〔担当者）陶野郁雄・土井妙子  

〔期 間）平成9～11年度（1997、1999年度）  

〔目 的〕地盤と地下水に関する環境問題について，物  

理的・化学的な手法を用いてその実態を把握し，それを  

解明することを目的として研究を行うものである。  

〔内 容〕①佐賀県白石町に新たに開発した観測装置を  
用いた観測井を設置し，次年度から経常的な観測を続け  

られるようにした。また，同根な方法で新潟県上越市や  

六日町に設置した観測井において経常的な観測を続け  

た。特に，六日町では井戸の中に細い鉄管を挿入し，こ  

の管頭の抜け上がり量とアラミド繊維による地層の収縮  

量の変化との整合性を比較検討した結果，観測値に差が  

認められなかった。②非破壊ガンマ線計測による鉛  

210年代測定法の堆積学的応用の問題点の検討を行うと  

ともに，霞ケ浦湖心の堆積物の堆積速度を算出した。  

鉛－210法により堆積速度を算出したものと同じ堆積物  

中のセシウムー137と鉛－210濃度分布より霞ケ浦湖心は  

表層から6cmの層まで混合していることがわかった。  

〔発 表〕g33，38，39，42，43  

研究課題 8）水環境中における界面活性剤の挙動の解  

明とその共存汚染化学物質の挙動や毒性に  

及ぼす影響の研究  

〔担当者〕稲葉一穂・矢木修身＊1  

（＊l地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成10～14年度（1998、2002年度）  

〔目 的〕合成洗剤による水環境汚染は，排出量が大量  

であること，分解により環境ホルモン物質が生成する場  

合があること，さらには水に不溶の物質を可溶化してそ  

の挙動を変化させることなど様々な問題を含んでい▲る。  

このような諸問題点を検討するために，．合成洗剤の主成  

分である界面活性剤の挙動を支配する吸着性や移動性，  

微生物分解性などを測定するとともに，水中及び底泥中  

の界面活性剤が共存化学物質の挙動にどのような影響を  

与えるかを検討する。  

〔内 容〕界面活性剤が共存する条件での共存する汚染  

化学物質の挙動の変化を明らかにするために，殺菌洗剤  

の殺菌成分として使用されているトリクロサンの水への  

溶解度と遊離塩素による塩素化反応及び分解反応の速度  

論的な検討を行った。．その結果，界面活性剤ミセルの共  

存によりトリクロサンの水への溶解度ほ著しく上昇する  

研究課題 6）土壌中における微生物の挙動に関する研究  

〔担当者〕向井 哲  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔目 的〕土壌の特定孔限（細毛管孔隙，租毛管孔隙）  

に入るように接種したBHC分解菌が増殖・生残・死滅  

する過程と土壌孔隙サイズの関係，およびその過程に及  

ぼす有機質資材の添加の影響を明らかにする。  

〔内 容〕BHC分解菌（8．8×103MPN／g乾土）  

を，向井の方法に準じて，・水田土壌試料の細毛管孔隙，  

租毛管孔隙に接種し，次いで有機質資材（稲わら，堆  

肥，厩肥）を添加・混和した後，25℃の暗所で12週間  

培養した。経過的に土壌中の本菌を計数し，その生残性  

を調べた。その結果，①本菌の生残性を同一種類の処理  

区土壌の孔隙間で比較すると，厩肥区を除けば，細毛管  

孔隙に接種した方が粗毛管礼l軌二接種した場合よりも生  

残性が大であるか同程度であった。また，②本菌の生残  

性を土壌の処理区間で比較すると，いずれのサイズの毛  

管孔隙に接種した場合にも，生残性は稲わら区＞堆肥区  

＞厩肥区の順に低下する傾向が認められた。  

〔発 表〕g45，46  
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こと，塩素化及び分解反応は著しく抑えられることが明  

らかとなった。  

岸械で普遍的に分布し，増殖の早いケイ藻5たどJビJのどmd  

c“Jd助川を用いて生物濃縮の室内実験的検討を行った。  

まず∫．cけ∫JdJ〟mに対するNPIEOの増殖阻害を検討した  

ところ，39ppbまでの濃度では対照区との差は認められ  

ず，390ppbでは，増殖初期においてわずかに阻害がみ  

られたが，培養後期ではほとんど差は認められなくなっ  

た。∫．c（フ∫拍拍mに吸着，または取り込まれたNPIEOを  

定量するために，大量培養を行い，NPIEOの添加実験  

を行った。NPIEOをそれぞれ39ppb，390ppb添加し  

4日間後，遠心分離により培養液2．5J分の細胞を集め，  

ろ過海水により数回細胞を洗浄後，溶媒により抽出を行  

い，NPIEOの定量を行った。培養液に添加した  

NPIEOのうち，39ppb添加区では20～30％，390ppb  

添加区では約50％が∫．C（フ∫fdf〟刑の細胞へ移行していた。  

遠心分離後，培養液上澄中からは39ppb添加区につい  

てはNPIEOは検出されなかったが，390ppb添加区で  

は，初期添加量の約50％のNPIEOが培養液上澄中から  

検出された。以上の結果から，比較的高濃度条件下で  

NPIEOは，数日間中にかなりの割合で∫．c（）∫J〟山川の細  

胞へ吸着，もしくは取り込まれることがわかった。  

研究課題ト9）生態蓮台削こおける有機化学物質移動解析  

手法に関する基礎的研究（奨励研究A）  

【担当者）牧 秀明  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕食物連鎖上，最底辺に位置するプランクトン  

類への有機汚染物質の濃縮程度を明らかにするために，  

培養実験を行い，細胞に吸着・取り込まれた有機化合物  

の定性・定量の可能性を検討する。  

〔内 容）主に産業用途に大量に使用されているポリオ  

キシュチレン型非イオン界面活性剤であるノニルフェ  

ノールエトキシレートは，水環境中における微生物分解  

により，専らその親水基である酸化エチレン鎖が短小化  

した卿容性の生分解中間代謝物を残存させる土とが知ら  

れている。またこの中間代謝物は，比較的高濃度で普遍  

的に水環境中から検出されている。この一連の中間代謝  

物の内，市販されている付加酸化エチレン鎖の重合度が  

1であるNPIEOをモデル化合物として選択し，海洋沿  
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2．2．8 生物圏環境部  

研究課題1）官栄茸湖沼における藻類毒の挙動に関す  

る研究  

〔担当者〕渡過 信・広木幹也・彼谷邦光＊l・  

佐野友春＊1・稲森悠平＊2  

（＊1化学環境部，＊地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕本研究は，有毒藻類及びそれが産生する毒素  

の同定を行うとともに，環境水中に最も高濃度に存在す  

る毒素ミクロシスチンの自然界での挙動を有毒藻類の分  

解・捕食過程を踏まえて明らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕本年度はオーストラリアのパルム烏の水源地  

で大発生 したシ ア ノ バク テリ アであ る  

Cylindrosperm？pSisraciborskiiが上野忍ケ池及びタイ  

より分離培養することができた。毒素生産の有無を調べ  

た結果二 強烈な肝臓毒であるシリンドロスパーモプシン  

を産生していることがわかった。我が国を含めアジアで  

は初めての有毒q血dm▲甲州叩血の発見である。  

（発 表〕D－9，10，H－15，17，18，h20～23  

かにし，過去のデータと比較して車軸藻類の客観的な現  

状を明らかにするとともに，絶滅の危機に瀕する車軸藻  

類を分離培養し，培養下での保全を行うことを目的とす  

る。  

〔内 容】40湖沼での調査の結果，過去30年間で車軸  

藻は31種類からわずか6種掛こ激減していたことがわ  

かった。わずかに生残していた6種類のうち，シヤジク  

モ，カタシヤジクモ，ヒメフラスコモ，キヌフラスコモ  

の培養に成功し，継代的に保存することができるように  

なった。  

【発 表〕h23  

研究課題 4）バイオモニタリングに効果的な水生生物  

の開発に関する研究  

〔担当者〕畠山成久  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕バイオモニタリングに用いる試験生物として  

は，室内で繁殖が可能なこと，生態系での機能がわかっ  

ていること，環境水（あるいは，底質）に連続暴露でき  

ることが重安である。これまで，数種の水草，ヌカエ  

ビ，魚（2種）などを，バイオモニタリング施設内で河  

川水に連続暴露し，その生物反応をモニターしてきた。  

水生生物実験棟において短期間で繁殖への影響が評価で  

きる試験生物をさらに開発・検索することとした。  

〔内 容〕捕食者としてのイトトンボ，底質汚染の影響  

をモニタリングするためのユスリカに閲し，繁殖影響を  

試験する手法を検討した。両種とも適当な質と量の餌を  

与えた条件で，繁殖影響に関するデータが収集できた。  

イトトンポ（雌雄1対），セスジュスリ声（1卵塊；300  

～500の卯からなる）とも，ケージ（30×18×22cm）  

内で，卵から暴露し，ふ化幼虫を経て繁殖（羽化・交  

尾・産卵）まで全世代にわたる影響評価が可能であった。  

研究課題 2）微生物の多様性に関する研究  

〔担当者〕渡通 信・笠井文絵・広木幹也・河地正伸  

〔期 間〕平成6～11年度（1994、1999年度）  

ほ 的〕本研究は，微細藻類及び土壌微生物における  

種レベル及び遺伝子レベルでの多様性を明らかにする手  

法を開発するとともに，その長期的保存方を確立するこ  

とを目的とする。  

〔内 容〕本年度は水の華を形成するシアノバクテリア  

であるOsciLlat〃rt。の多様性について16SrDNA塩基配  

札仝ゲノムDNAホモロジー，DNA塩基GC含量，色  

素組成，脂肪酸組成，形態特性を調べた結果，表現形質  

及び遺伝形質において異なる7種が確認され，新属1，  

新種1が記載された。またミカヅキモの一種  

Closteriumehrenbergiiの交配群CとHが熱帯にも分布  

していることが判明した。  

〔発 表〕H16～21，24，25，h－19～26  

研究課題 5）藻類群集に及ぼす紫外線の影響  

〔担当者〕笠井文絵  

〔期 間〕平成10～13年度（1998～2001年度）  

〔目 的〕オゾン層の減少による有害な紫外線の増加は  

温帯域でも無視できない問題となっている。紫外線は，  

例え現在のレベルでも植物プランクトン群集に対して，  

生産量の抑制，種組成の変化 生化学的構成成分の変化  

を起こし，食物網の初期段階に大きな影響を及ぼすと考  

えられている。本研究では，実際に自然環境で藻類群集  

研究課題 3）緊急に保護を必要とする車軸藻類の分布  

と培養の研究  

〔担当者〕渡通 信・野原精一  

〔期 間〕平成6～11年度（1994～1999年度）  

〔日 的〕本研究は，車軸藻類の現段階での分布を明ら  
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やすいと考えられている。近年，種々の人間活動の影響  

が高山域に広がってきており，高山域に生育する植物に  

様々な影響が現れ始めて．いる。本研究では，高山域に生  

育する植物について基礎的知見を得る目的で，高山域に  

生育する植物の環境適応性について検討した。  

〔内 容〕本テーマ5年間の結果をまとめると，まず形  

態的特徴を明らかにするため低地から高山域まで分布す  

るイタドリの生育高度に伴う葉形変化を調べ，高度の上  

昇に伴い葉が丸くなることを定量的に示すことができ  

た。次に生理的特徴を明らかにするため活性酸素に対す  

る抵抗性を調べ活性酸素に対するイタドリの抵抗性が高  

いことがわかった。さらに従来栽培等が困難なため実験  

的検討が難しかった高山植物種の実験植物化を開始し  

た。  

【発 表〕H9，10，h－8  

が暴露されている紫外線量を推定するため，紫外線の水  

中での減衰率と湖沼の酒存有機物量の関係を求めた。  

〔内 容〕水中での紫外線の減衰率（Kd）を，DOC濃  

度が4．1㌣156．2mg／Jである44湖沼（カナダ・サスカ  

チュワン川）について，走査型スペクトロラジオメ∵  

ターを用いて測定した。淡水湖沼のUV－AおよびUV⊥B  

については；Kd（UVB）＝0．604DOCl・287，Kd（UV－A）  

＝0．428DOC）・136，また塩水湖沼のUVrAおよびUVLB  

については；Kd（UV－B）＝2．2071〕OCO▲732，Kd（UV－A）  

＝1．436DOCO・600という関係式が求められた。  

研究課題 6）植物の光をめぐる競争関係および群落の  

動態の解析  

〔担当者〕竹中明夫  

〔期 間〕平成10～12年皮（1998～2000年度）  

〔目 的〕植物にとって光は生存・成長する上で必須の  

エネルギー源である。植物群落のなかでの個々の植物の  

生活を理解するためにも，また，個体間の相互作用の結  

果として現れる群落の動態を理解するたゆにも，光をめ  

ぐる個体間の競争関係を理解することが必要となる。本  

課題の目的は，個体間の地上部の相互作用を光の奪い合  

いのプロセスに注目して解析するとと，個体間の相互作  

用にもとづいて群落の動態を再構成するシミュレーショ  

ンモデルを構築することの2点である。  

〔内 容〕森林内の光不足の環境に置かれた植物の生活  

のしかたを，簡単な炭素収支モデルを使って考察した。  

このモデルでは，植物の成長を光合成生産と維持コスト  

の差としてとらえる。このモデルを用いた解析により，  

光不足の環境に置かれた植物が取り持る戦略として，可  

能な限り成長して林冠に到達することを目指す生き方の  

ほか，光合成生産とコストの差が最大になるサイズで成  

長を停止し，余剰生産物を繁殖に使う生き方があり得る  

ことを示した。  

〔発 表〕H－5，6，h－6，7  

研究課題 8）植物の生理生態楔能の画像診断法に関す  

る研究  

〔担当者〕戸部和夫  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕植物の生理生態機能（光合成，蒸散，含有成  

分，生物季節等）を非破壊で画像計測し，診断する手法  

の開発を行う。さらに，開発した手法を用いて，植物の  

生薬過程や環境変化に対する影響を調べる。  

〔内 容〕画像計測装置で植物菜の形状変化（しおれ）  

を綻時的に追跡することによって，植物の受けてし－る水  

ストレスの程度を評価するための手法の開発を行った。  

給水停止後の植物の葉の形状変化を各種の棄齢の葉につ  

き観察した結果，葉齢の高い乗では軽度の水ストレスで  

実に顕著な形状変化が生じることがわか事），高菜齢の菓  

の形状を画像計測することによって植物の水ストレスの  

進行や回復の過程の追跡が可能であることが明らかと  

なった。  

〔発 表〕H－8  

研究課題 9）中国の半乾燥地軌こ生育する植物の生理  

生態機能に関する研究  

〔担当者〕戸部和夫  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕中国の半乾燥地域に生育している植物の生命  

椎持機構や砂漠化による植生の破壊を回復させるための  

基礎的知見を得るために，植物実験施設を用いて，これ  

研究課臨 7）高山域に分布する植物の環境適応性に関  

する研究  

〔担当者〕名取俊樹  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕高山域（本研究では，森林限界以上の地域と  

する）は自然環境が厳しいため，そこに生育している植  

物は特徴的なものが多く，様々な環境変化の影響を受け  
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らの植物の種子発芽や耐乾性，耐塩性などの生理生態機  

能を明らかにする。また，現地で採取した植物の系統保  

存や実験植物化の技術についても検討する。  

〔内 容〕光条件が4種類の砂漠植物の種子の発芽に及  

ぼす影響を調べた。その結果，砂の移動が少なく種子が  

砂に埋もれにくい半固定砂地を主たる分布域とする3植  

物種では，光月朋寸による若干の発芽抑制効果が見られた  

ものの，光照射の有無は発芽を決定づける要因とはなら  

ないことがわかった。一方，砂が移動しやすく種子が砂  

に埋もれやすい流動砂地に分布する1植物種では，光照  

射は種子発芽をほぼ完全に抑制することが明らかとなっ  

た。  

年代に繁茂していたが近年忽然と大部分の純群落が消  

え，移行帯の砂漠化が見いだされた。そこで，撹乱され  

た湖沼移行帯に今後シヤジクモ等がいかに回復し，もと  

の生態系に復元するかモニターを行い，シヤジクモ等の  

回後に必要な条件を見いだすことを目的とする。  

【内 容〕デフアレンシヤルGPSを用いて尾瀬沼の水  

生植物の分布調査を実施した。1996年にカタシヤジク  

モの存在を再確認し，1999年にはヒメフラスコモを再  

確認した。その他の水草はセキショウモ，マツバイ，ヨ  

シ，ミズドクサ，スギナモ，オオフトイ，ヒロハノエビ  

モ，7トヒルムシロ，ヒツジグサ，ジュンサイ，エゾヒ  

ルムシロ，ホザキノフサモ，ミクリ，イヌタヌキモ，セ  

ンニンモが確認された。合計ユ8種の在来の水生檀物が  

認められ，これまでにコカナダモ侵入後絶滅した在来種  

はなかった。  

〔発 表）H－14，h12，17  

研究課題10）植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝  

子の探索と機能解析  

〔担当者〕佐治 光・久保明弘・青野光子  

〔期 間】平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕植物は環境保全に必須であり，大気汚染や紫  

外線などのストレス要因が植物に及ぼす影響やそれらに  

対する植物の耐性機構を明らかにすることは，基礎・応  

用の両面において重要である。特に環境ストレズ耐性機  

構については植物の様々な遺伝子が関与していると考え  

られるため，それらの遺伝子の同定と機能の解明を目指  

す。  

〔内 容〕シロイヌナズナに様々なストレス処理を施  

し，ストレス耐性に関与すると思われる活性酸素消去系  

酵素の活性に及ぼす影響を調べた。その結果，ストレス  

原は，その種類により，デヒドロアスコルピン醸レダク  

ターセ活性の増加を誘導するもの（高温，強軋乾燥）  

とアスコルビン酸ペノレオキシダーゼ活性の増加を誘導す  

るもの（オゾン，二酸化硫黄，低温，紫外線）に大きく  

グループ分けできることがわかった。  

〔発 表〕H－3，4，h－4，5  

研究謀眉12）環境指標生物としてのホタルの現況とそ  

の保全に関する研究  

〔担当者〕宮下 衛  

〔期 間〕平成8～11年度（1996～1999年度）  

〔目 的〕豊かな自然環境，うるおいのある自然環境の  

指標として親しまれているホタルおよびホタルを含めた  

絶滅のおそれのある生物の生息する自然環境の保全と再  

生について調査研究することを目的とする。  

〔内 容〕「ホタルを考慮した水辺環境整備計画」に基  

づき工事中の筑波山麓の砂防河川・中沢において，絶滅  

危惧種の藻類カワモズクが新たに発見されたことから，  

その分布調査を行った。本種の糸状の群体形成ほ晩秋～  

晩春に0履0／／ダー中庸水性の中流域でのみ確認された。  

糸状の藻体になる前の微少な胞子体は夏季に下流域のβ  

中庸水性でも確認されたことから，糸状の群体の形成  

は生息地の水質の汚濁度が関与すると推測された。  

研究課題13）河川に生息する底生動物の分類及び生態  

に関する基礎的研究  

〔担当者〕佐竹 潔  

〔期 間〕平成10～13年度（1998～2001年度）  

〔日 的〕河川生物群集の主要な構成種であるカゲロ  

ウ，カワゲラ，トビケラ，淡水エビなどの底生動物につ  

いては，種名が決定されていなかったり，その生息環境  

との関係が十分に解明されていない場合が多い。このよ  

研究課題11）撹乱された移行帯生態系の修復過程に関  

する研究  

〔担当者）野原精一・・矢部 徹・佐竹 潔・上野隆平  

〔期 間〕平成9、12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕人為的栄蕃塩負荷の解消のために行われた複  

深事業によっていかに自然が損なわれ再び回復し，もと  

の生憩系に回復するかという生態系影響の事後評価が十  

分ではない。尾瀬沼では帰化植物コカナダモが，1980  
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うな状況は，種々の影響評価を曖昧なものにし，より高  

度な実験的解析を困難にしている。そこで，本研究では  

底生動物に関する基礎的な知見を蓄積・整理するごとを  

目的としている。  

〔内 容）本年度は，底生動物の調査が行き届いてない  

島換地域の河川において底生動物群集の調査を行った。  

また，生活史が明らかになっていない淡水エビの数種に  

ついて，飼育実験を行い，特にヌマエビ属の1種につい  

て，従来知られている種と卵サイズが異なること，生活  

史の初期から底生生活を行い淡水で生活史を完結する  

が，その一方，ふ化したての幼生の塩分耐性が高いこと  

などその種の特徴七っいて明らかにした。  

が多い。そのため工事や事故の影響かどうかが識別しに  

くい。本研究では潮間帯や干潟をはじめ浅水域の様々な  

大型植物の個体群動態から定常的な量的指標の抽出と非  

定常的にみえる変動を把握することを試みる。  

〔内 容〕干潟生態系に点在する海草および海藻の分布  

様式を解析するために，大潮の干出時に東京湾富津干潟  

の航空写真を撮影した。航空写真から判別できる大型海  

産植物は海草アマモ・コアマモ，海藻アオサ・オゴノリ  

であった。アマモは滞筋や完全に千田しきらない地域に  

多かった。コアマモ・オゴノリは干潟中央部から岸より  

の干出頻度のやや高い地域に多かった。アオサは流入小  

河州の河口を中心とした岸側に分布していた。岸側の河  

口から遠い地域や水の流動が大きいと予測される海側の  

汀線付近と砂れんの明瞭な地域には大型植物はまったく  

出現しなかった。干潟の底質の物理・化学環境が大型植  

物の分布に大きく影響していることが明らかになった。  

研究課題14）湖沼沿岸帯に生息する底生生物の生息環  

境に関する研究  

〔担当者〕上野隆平・高村典子＊1  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995年度～1999年度）  

〔目 的〕水草帯などの湖沼沿岸帯の保全のためには，  

種間関係などの生物学的な環境構造を把握することが不  

可欠である。しかし，無脊椎動物など小型の生物，特に  

底生生物の生態については不明な部分が多い。本研究で  

lま，湖沼沿岸帯の底生生物の生息環境の基礎的なデータ  

を蓄積することを目的とする。  

〔内 容〕南北大東島で池沼沿岸帯の底生動物を調査し  

た。棟数・個体数ともに多かったのは指水植物または車  

軸藻などが繁茂する池だった。餌・生息場所としての柚  

水植物の重要性は昨年までの研究所内実験池の調査でも  

示されていた。フサカを除く水生昆虫の優占種は，大束  

島の水草が多い池と研究所内実験池で科または属のレベ  

ルで概ね共通していた。すなわち，類似の植生の環境に  

おいて類似の水生昆虫相が見られた。  

〔発 表〕h－3  

研究課題16）微細藻類の集団解析に必要な遺伝的マー  

カーの検索（奨励研究A）  

〔担当者〕笠井文絵  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕藻類は非常に多様でこれからの進化の基盤と  

なる多くの生物群を含んでいるため，生物多様性を考え  

る場合に重要な生物群といえる。その中で，緑藻ミカヅ  

キモは最近脚光を浴びている皇山と呼ばれる二次的自然  

の一部をなす水田を主たる生息場とし，一次生産者とし  

て里山の豊かな生態系の底辺をなす存在として重要であ  

る。ミカヅキモをはじめとする微細藻類がどのように維  

持されているかを知るためには集団間の遺伝子交流の程  

度など集団の遺伝的変異を調べる必要がある。最近の分  

子分類学的技術の進歩t普及により，徴珊藻類において  

も系統進化学的な側面から遺伝的マーカーが検索され利  

用されてきたが，種以下の遺伝的変界を調べるマーカー  

は確立されていないため集団解析のためのマーカーを検  

索しなければならない。この遺伝的マーカーの検索を，  

緑藻ミカヅキモ（Cわ∫Jgr／〟mビん作〃占e瑠ff）を用いて，ア  

ロザイム変異の検索と遺伝解析，及びマイクロサテライ  

ト変異の解析法の検索という2つの方法で行い，集団の  

遺伝的変異を調べる方法の確立をめざした。  

〔内’容〕アロザイムのバンドパターンから変異のある  

ことがわかっているホスホグルコムダーゼ（PGM），ホ  

スホグルコースイソメラーゼ（PGl），7スパラギン酸  

研究課題15）浅水域に生育する大型植物の個体群動態  

評価手法に関する研究  

〔担当者〕矢部 徹  

〔期 間〕平成9、12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕埋め立て，護岸工事や油の洗出事故は浅水域  

の生物相に重大な影響を及ぼす。生物影響をバイオマス  

など量的指標をもちいて評価する際に，それら量的指標  

は通常期においても変動が大きく非定常的にみえること  
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アミノ基転移酵素（AAT）について，遺伝解析を行っ  

たところ，AATのみが明瞭なメンデル遺伝を示し，他  

の酵素の遺伝解析はできなかった。また，従来アロザイ  

ムには変異が少ないことがわかっていたため，より多く  

の変異を検拙する方法としてマイクロサテライト配列に  

着目した。ミカヅキモのゲノムDNAを抽出し，制限酵  

素（Tsp5091とSau3A）で断片化し（平均256bp），  

アダプターの付加を行い，PCRで増幅した。植物（ミ  

カヅキモは藻類であるが系統的には高等植物に近い）は  

脊椎動物に比べてマイクロサテライトの数が少ないとい  

う報告があるため，PCRで増幅したDNA断片をナイロ  

ン膜に固定したマイクロサテライト配列（11種の想定  

した配列）に交雑させ，マイクサテライト配列を含んだ  

DNA断片の割合を特異的に増した（エンリッチメン  

ト）。このDNA断片をpuCl18ベクターにつなぎ，エ  

レクトロポーレーション法で大腸菌に入れトランス  

フオ・一メーションを行った。DNA断片が入ったベク  

ターをもった大腸菌のコロニーが多数見られたため，こ  

れをゲノムライブラリーとした。ゲノムライブラリーか  

らベクターのDNAを摘出・精製し，ベクター中の配列お  

よび想定したマイクロサテライト配列をプライマーにし  

てPCRを行った。その結果，（TCC）7，（CAA）7，  

（GAA）7などで特異的に増幅されたバンドが得られ，こ  

れらの繰り返しを含むマイクロサテライト配列が存在す  

ることが確認された。  

〔目 的〕絶滅危惧種に指定された生物には水温や水  

質，餌や産卵環境などの環境に依存Lて限られた環境で  

しか生息できない種が多い。また，氷河期の遺存種とし  

て常に水温の低い湧水などのある環境でしか生きられな  

い生き物もいる。しかし，これらの生物種の生息条件に  

ついての知見は不十分であり，生物多様性保護のために  

も解明が急がれる。本研究は希少種の生息に必妾な水温  

や水質，周辺環境等を調べ，その維持機構を明らかにす  

ることを目的とする。  

〔内 容〕山形県米沢市において絶滅危倶種ハナカジカ  

の生息地の森林が山形県農林部の治山ダム工事により伐  
採されたことから現地調査を行った。本棟の繁殖地は治  
山ダム建設地に限られ，個体数も100以下と推定され  

た。伐採後の底生動物の種数は伐採前の1／2に減少して  

おり，餌の水生昆虫相に著しい影響が認められた。土砂  

崩壊地；嗣二あるため，河岸浸食も伐採直後から始まっ  

た。なお，治山ダム建設によるハナカジカの絶滅が避け  

られないことから工事は中．1j二された。また，筑波山麓に  

おいて絶滅危惧種ホトケドジョウの分布と河川形態との  

関係について調べた。ホトケドジョウは数十年前に水田  

が放棄されて雑木林になった谷戸の細流と農業用水路に  

分布していた。普通ホトケドジョウは遡上して水田ヤ湿  

地などで産卵するとされているが，調査地の流れには数  

十mおきに堰堤や落差が多数あるため一度流下した個  

体は遡上できない河川形態であった。したがって，枝沢  

や水路に分布する個体は，最上流部の長さ数十mの細  

流でふ化した個体が流下したものであり，細流が開発等  

で消滅すれば調査地の水系のホトケドジョウは絶滅する  

と考えられた。  

研究課題17）環境依存種の生息要因解析（奨励研究A）  

〔担当者〕宮下 衛  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  
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2．2．9 地球環境研究センター  

研究課題1）温室効果気体の高度分布観測の技術開発  

〔担当者〕井上 元  

〔期 間〕平成10～15年度（1998～2003年度）  

〔目 的〕温室効果気体を始め大気微量成分の放出・，吸  

収の多くは地表面でおこるが，それが大気中を輸送され  

たものが大気観測で把捉される。大きな発生／吸収源の  

ある陸域では大きな高度分布変化があり，それには地表  

面プロセスと輸送プロセスが反映されでいる。様々な高  

度分布を測莞するシステムを比較検討し温室効果気体の  

観測に最適な方法を探る。  

〔内 容〕プラットフォームとしてGPS制御模型飛行  

機案，気球ゾンデ案，成層圏飛行船などからのドロップ  

ゾンデ案を検討し，また，小型のセンサーが必要な精度  

を持ちうるか，そのためにはどのようなシステムである  

必要があるかなどを検討した。GPS制御模型飛行機と  

しては，ハングライダー型が最適との結論に達した。た  

だし現状では，離発着の操作に熟練を要するのでカタパ  

ルト発進など特別の訓練を必要としない方法を開発する  

ことが重要である。  

研究課題 3）衛星観測データによる大気微量成分の気  

候値データベースに関する研究  

〔担当者〕横田達也・中島英彰＊1・杉田考史＊1・  

笹野泰弘＊2・中根英昭＊2・神沢博＊2・  

松本幸雄＊3  

（＊1地球環境研究グループ，＊2大気圏環境部，  

＊3地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9～13年度（1997～2001年度）  

〔目 的〕地球規模のオゾン層等の大気環境を把握する  

ために，人工衛星により大気微量成分の高度分布が測定  

されている。これらのデータを集約した「気候値データ  

ベース」の情報は，大気パラメータの時間的・空間的変  

動の特徴の把握に関する研究や，データ解析手法の妥当  

性の検討に有用である。本研究では，国内外の衛星セン  

サ←による実測データを中心に，統計的手法等を利用し  

て，気候値データベースの作成と利用方法に関する研究  

を行う。  

〔内 容〕本年度は，衛星センサーILASのデータ処理  

用に作成した気候値データベナスとして，新たに取り込  

んだ微量気体（COF2，ClONO2，CF4等）の気候値を  

作成した。また，改訂後のデータを利用した場合の  

IL∧Sのデータ処理結果の変化量について検討を行った。  

さらに，II．．ASのデータ処理結果（Ver．4．20）における  

同様の気候値データとその極洞内外別の気候値データの  

作成を行い，基本統計量（平均，標準偏差，順序統計  

量）間の関係を調査した。  

〔発 表〕A－49，卜22，i－38  

研究課題 2）地球大気成分の衛星観測データ処理アル  

ゴリズムに関する研究  

〔担当者）横田達也  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕地球環境における大気内の成分変動を把握す  

るために，人工衛星によって観測されたデータから，必  

要な情報を精度良く抽出するための計算アルゴリズムを  

研究開発する。従来のアルゴリズムには，高速な簡便計  

算法を用いるものや大量の厳密計算を行うものがあり，  

本研究ではそれらを比較検討して，要求精度を澗たす効  

率の良い処理手法について研究する。  

〔内 容〕本年度は，衛星センサーILASの理論的な導  

出精度推定（気体別・高度別の感度解析）を再度実施し，  

実際の1LAS観測データ処理結果におけるエラーバげの  

統計量から推定される導出誤差と感度解析結果とを比較  

して，ILASのデータ処理アルゴリズムの性能評価を  

行った。そのほか，導出結果に見られる高度方向の異常  

な振動を軽減させるためのデータの前処理手法（ディジ  

タルフィルタの適用）の有効性について検討した。  

〔発 表〕ir38～42  

研究課題 4）温帯林野生植物の環境反応性に関する研究  

〔担当者】清水英幸  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕地球環境変動等の自然生態系への影響が懸念  

されているが，蘇苔類等の体制の単純な植物は種々の環  

境要因の影響を受けやすく，環境影響評価の植物指標と  

して有用である。本研究では，奥日光地域を主な対象地  

放とし，野生植物の生理痛性や生長など生理生態的特性  

と環境要因との関係を調査解析する。また，野生植物の  

環境反応性を実験的に解析し，環境指標としての有用性  

について検討する。  

〔内 容）奥日光森林地域に設置した，倒木上の永久コ  

ドラート上の植生遷移，同地域のフロラや徴環境等につ  

いて，継続的調査を行った。また，同地域の維管束植  
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物，辞苔類，地衣類，菌類等のフロラのデータベース化   傭類）との間に相互リンクを設定するとともに，有効  

をほぼ完成させた。さらに，別途作成した日本産蘇類   な検索システムについて検討した。  

データベースと奥日光森林地域のフロラデータベース   〔発 表〕卜17，i－10～16，20～22  
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2．3 環境研究総合推進費による研究（地球環境研究）  

2．3．1オゾン層の破壊に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：鷲田仲明・今村隆史・秋膏英治・  

長期化が懸念されるオゾン層破壊による人の健康ならび  

に生態系への紫外線影響の定量化を行うことを目的とし  

ている。  

（内 容〕  

（1）オゾン層の回復を妨げる要1刻の解明に関する研究   

北極城でのオゾン層破壊実態の観測，長期の桓渦変動  

トレンドの解析，温暖化ならびに大気組成変動に対する  

オゾン層の応答を予測するための3次元モデルの開発と  

その充実のための化学・物理過程の解明を行う。  

（2）オゾン層破壊物質及び代替物質の排出抑制システ  

ムに関する研究   

オゾン層破壊物質や地球温暖化に影響する代替物質に  

ついて，大気への排出を従来より大幅に削減するための  

使用・回収・分解・代替の現実的な新しい技術システム  

を開発・確立すると同時に，それらの技術を実用するた  

めの技術・社会システムの現状を解析し，改善方法を提  

示する。  

（3）衛星利周大気遠隔計測データの利用実証に関する  

研究  

ILASデータの品質評価，シミュレーション等に基づ  

いた太陽掩蔽法大気センサー（lLAS江ならびにその後  

枢機（SOFIS））によるオゾン層破壊ならびに温暖化関  

連物質の測定データ処理手法の開発，衛星搭載ライダー  

による雲等の観測データの処理システムの開発を行う。  

（4）紫外線の健康影響のリスク評価と効果的な予防法  

の確立に関する研究   

長期化する可能性のあるオゾン層破壊がもたらす紫外  
線暴露に対する健康影響について，現実性の高いオゾン  

層減少シナリオに基づく紫外線変動の推定，疫学的なら  

びに実験的研究結果に基づいた健康影響の大きさの評  

価，効果的な防御方法の検討を行う。  

（5）紫外線増加が生物に与える影響の評価   

太陽光紫外線による植物の遺伝子損傷によりどの程度  

の突然変異が起こって，そのうちどの程度が次の世代に  

伝わるのかを調べるために，突然変異の蓄積量のモニ  

ターを可能とする指標植物の開発を行う。  

中島英彰・杉田 孝  

地域環境研究グループ：中嶋信美  

化 苧 環 境 部二中杉椎身  

環 境 健 康 部：遠山千春・小野雅司・青木康典・  

藤巻秀和  

大気 圏 環境 部：笹野泰弘・中根英昭・神沢 博・  

畠山史郎・猪俣 敏・杉本伸夫・  

松井一郎  

地球環境研究センター：横田達也  

科学技術特別研究員：長浜智生・佐藤任宏  

客員研究員 3名，共同研究員 3名  

下線は研究代表者を示す  

（目 的〕モントリオール議定書などに基づくオゾン層  

破壊物質の排出税別の結果，成層圏中のフロン・ハロン  

をはじめとした有機ハロゲン化合物濃度は現在ほほピー  

クに達しており，緩やかな減少傾向に移りつつある。し  

かしながらピナツポ火山噴火に伴うオゾン層破壊の増幅  

や1990年代に入ってからの北極域での急激なオゾン破  

壊の進行を．始め，南極オゾンホールの規模拡大や中緯度  

域での長期減少トレンドの継続などはオゾン層がハロゲ  

ン濃度のみに依存しているわけではないことを示唆して  

おり，回復を遅らせる要因を明らかにすることが望まれ  

ている。また，オゾン層破壊の進行により地上に降り注  

ぐ紫外線塞が増大していることがこれまでの地上ならび  

に衛星データの解析から明らかになってきており，今後  

懸念されるオゾン破壊の長期化がもたらす紫外線増大・  

長期化の影響評価とその定量がますます必要となってい  

る。一方，規制対象物質の一増βには大気中濃度の減少が  

期待されるほど進んでいないものもあり，排出抑制に向  

けたシステムの構築が望まれている。   

そこで，地球環境研究総合推進費では，これまでのオ  

ゾン層変動の定量化と今後のオゾン層の回復をコント  

ロールし得る要因の機構解明を行うこと，オゾン層破壊  

物質の規制をより確実かつ効果的にするための技術・社  

会システム設計，衛星を用いた今後のオゾン層監視のた  

めの計測およびデ【夕処理システムの構築を行うこと，  
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〔成 果〕  

（1）オゾン層の回復を妨げる要因の解明に関する研究   

極渦は極域でのオゾン層破壊を大きくコントロールし  

ている因子であり，それ故，極渦の強度，大きさ，安定  

性，極渦存在期間の変動解析を行うことは重要である。  

本年度は1959年から1997年の間の極渦について  

NCEPReanalysisを用いた渦位解析を行い，①極渦強  

度，安定性，半径，極渦存在期間は正のトレンドを持っ  

ている。①極渦強度，安定性，半径，極渦存在期間は，  

太陽活動が不活発な時期には，準二年周期振動（Q80）  

の西風束風に対応して強一弱の変化をするが，太陽活  

動が活発な時期にはQBOに対する相関は弱いか逆転す  

ることを明らかにした。   

極域オゾン層破壊が中緯度オゾンに与える影響評価と  

して，極渦内に閉じこめられた気塊の中で光化学ボック  

スモデルを走らせ，1996年4月14日及び23日に北海  

道上空に極渦が到来した際のオゾン減少について，極渦  

が同様に北海道に到来していたものの塩素濃度が低かっ  

た1972年のデータとの比較を行い，成層圏塩素濃度な  

らびに極渦強度の点から1996年のオゾン減少要凶の定  

量化を行った。その結果，1972年レベルの成層圏塩素  

濃度では1972年および1996年の北極極渦条件下におい  

てもオゾン破壊量に明瞭な変化が認められなかった  

り00日のトラジェクトリーで0．5ppmい程度の減少）の  

に対し，1996年の成層圏塩素濃度では1．3ppmvの減少  

（1972年梯渦条件）から2．Oppmvの減少（1996年極渦  

条件）とオゾン減少の加速が推定された。1972年極渦  

条件下でのオゾン減少量の違いは極渦内でのオゾン破壊  

の塩素濃度依存性に対応し，また1996年塩素濃度レベ  

ルでの極渦条件の違いによるオゾン減少量の違いは，低  

温化に伴う不均一・反応の加速によるものと推定できた。   

第三回欧州北極オゾン集中観測（THESEO）と米国  

の集中観測（SOLVE）に，母子里ならびに東シベリア  

（ヤクーツク）でのオゾンゾンデ観測を通して参加した。  

他の国々の観測点データとも合わせて，予備的な解析結  

果ではあるが，高度18km付近で60％程度のオゾン破  

壊が進行していることが見いだされた。   

オゾン層の将来予測において，メタンの増加はC】0，r  

サイクルの停止反応の加速をもたらすと考えられてい  

る。しかしその一方で，メタンの増加は成層圏における  

水蒸気の増加ならびにホルムアルデヒド（H2CO）の増  

大をもたらす。水蒸気の増加は成層圏エアロゾル量に影  

響を，またH2COの増大は気相化学反応のみならず，  

硫酸エアロゾルへの取り込みとその後続の不均一反応で  

HO－て，ClO．ー，NO．rラジカルの増大をもたらす可能性が  

ある。そこでメタン増加のオゾン層破壊への影響評価を  

可能とするために，本年度は硫酸エアロゾルでのトⅠ2CO  

＋I－INO3→HONO＋HC（0）OH反応によって生成する  

HONOおよびHC（0）oHが関与する不均－・反応の評価  

を行った。その結果，HONOおよびHC（0）OHの硫酸  

エアロゾルへの取り込みは可逆的な楕解過程であり，そ  

の溶解度はHONO，HC（0）OHいずれもエアロゾル中  

の酸濃度が増大するほど，また温度が低‾Fするほど増加  

することがわかった。さらにIrIONO＋HCl・→CINO十  

H20ならびにHC（0）oH十IINO3→HONO＋H20＋  

CO2の反応によって，ClOx，HOx，NOxの活性化をも  

たらすことが明らかとなった。   

オゾン層破壊の定量化と将来予測を目指したモデル研  

究として，本年度はCCSR／NIES大気大循環モデルに，  

0ズ，HOズ，NO∫，ClO∫，BrO∫，メタンや一一酸化炭素  

などの炭化水素類，N20，フロン，ハロン等を含む55  

種類の化学物質と約150種類の気相化学反応を取り入れ  

た。また，ECMWFデータの東西風速，南北風速，気  

温のデータをモデルに読み込んで，モデルの中で計算さ  

れたこれらの値との間でナッジングという手法による  

データ同化を行い，現実に近い輸送場と気温場をつくり  

ながら，1990年代後半について，オゾンをはじめとす  

る化学物質の分布と＼変動の計算を行った。その結果，モ  

デルの水平空間分解能を11．20×11．20から，  

5．6ロ×5膏○に上げることでオゾンの空間分布をかなり  

現実に近く再現可能8こなった。  

〔発 表〕A－3，4，7，8，F－14，15，46，a－1～5，7，  

ト71～73，76－80  

（2）オゾン層破壊物質及び代替物貿の排出抑制システ  

ムに関する研究   

廃自動車の流通経路・今後の廃棄台数を調査・予測し，  

また，カーエアコンの搭載率からフロンの種類別排出量  

予測を行い，業務用機器のフロン回収エネルギー・コス  

ト計算システムの構築およびLCA分析のためのシナリ  

オを検討した。また，′ト売店・自治体経由の廃家電品の  

流通ルートと廃棄ルートの現状を調査し，フロン回収  

ルートと回収技術の課題を抽出した。   

また，ハロン頬の高温分解条件および臭素系ダイオキ   
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物質などの測定データ処理手法を，シミュレーション等  

に基づいて確立することを目的とする。   

また，衛星搭載ライダーによる室・エアロゾル（以  

下，雲等）の3次元観測データの利用G；ついて，衛星搭  

載ライダーの計測データから雲等の分布情報や光学的特  

性を導出するためのアルゴリズムを確立するとともに，  

衛星搭載ライダーによる雲等の観測データを気候モデル  

ヘ導入するための手法を確立する。また，有効なデータ  

利用のための衛星ライダーの運用および，観測データの  

処理システムの概念を確立する。   

さらに，ILAS，lLASn等で得られる観測データを  

利用した研究を推進するために，観測データの品質評価  

とこれらのデータを活用した高層大気環境の解析に関す  

る研究等を実施する。   

このため，ILASでの処理アルゴリズム開発の成果と，  

実データ処理での経験からのフィードバックを基に，  

ILAS］及びその後継機に向けて，二酸化炭素等の温室  

効果気体濃度導出アルゴリズムの基礎検討を進め，シ  

ミュレーションで評価した。太陽掩蔽法センサーによる  

温室効果気体濃度導出精度の評価を行った。また，安定  

な解を高速に与える解法（一括逆推定法）に係る検討を  

進めた。濃度導出精度向上のための分光パラメータの実  

験的研究を行った。   

計算機シミュレーションヒ地上ライダー実験との比較  

により物理量導出手法の評価を行った 

ら抽出すべきパラメータと，そのために開発すべきアル  

ゴリズムの概要を明らかにした。雲分布の統計的性質に  

基づいて衛星ライダーデータから仝球的な雲分布を推定  

する手法等の検討として，地上ライダーデータを用いた  

予備的検討を行った。  

1LAS等の衛星観測の有効性を実証するため，高層大  

気環境の解明を目的とした解析的研究に着手した。ま  

た，改訂されたILASデータプロダクトについて，地上  

でのフィールド観測との比較等により，絶合的なデータ  

品質の評価を行った。  

〔発 表〕A39、45，F－6，7，20，25，a－34～37，  

卜30～32  

シン類縁物質の測定方法を検討し，試分析を行った。さ  

ら七，3種類のハロンと臭化メチルについて実施設での  

分解条件範囲を考慮した基礎実験を行い，それぞれ高温  

分解特性を明らかにし，分解速度に与える影響園子を明  

らかにし，分解反応速度を解析した。炭化水素が共存し  

ない場合，ハロン1301，ハロン2402の分解反応速度は  

一次式で表せ，頻度因子，活性化エネルギーを求めるこ  

とができた。また，ハロン1301，ハロン2402，ハロン  

1211は，有機物の共存によってラジカル反応による分  

解が促進されることが明らかになり，ハロン1301の分  

解反応速度が解析できた。さらに，小型と大型の2種類  

の低温プラズマリアクタでフロン類の分解試験を行い，  

いずれも高い分解率が得られることを示し，最適条件を  

決めた。   

臭化メチルについては，代替物質のくん蒸地域での大  

気中濃度のモニタリング方法を検討し，2種類の吸着管  

を作成して，熱脱離GCイオントラップ質量分析計を用  

いた分析条件を最適化し，幅広い物性を持つ臭化メチル  

とその代替物質の－・斉分析を可能とした。また，臭化メ  

チル表面施用法に適した，また，今後問題が懸念される  

代替薬別の施用量・大気放出量を削減するため，二酸化  

チタン光触媒含有積層シートを試作し，試験圃場で実証  

実験を行い，臭化メチルの積算放出量を20％以上から  

1％以下に削減できるこ■とを明らかにした。   

また，高圧二酸化炭素による貯殺害虫防除法を開発す  

るため輸入穀物（小麦，トウモロコシ）で混入頻度の高  

いコナナガシンクイムシとコクゾウムシの卵と幼虫につ  

いて，圧力と時間の組み合わせを変えて高圧二酸化処理  

を行い，30kg／cm2，5分でほほ100％の効果があるこ  

とを見いだした。  

〔発 表〕D－23，24  

（3）衛星利用大気遠隔計測データの利用実証に関する  

研究   

オゾン層の監視・研究のための環境庁センサーILAS  

甲後継機であるIl．」AS－］は，成層圏オゾン層観測はもと  

より，温暖化関連物質分布の導出の可能性が指摘されて  

おり，その手法の開発を行うことが畢要である。さら  

に，lLAS－n後継磯（SOFIS）では本格的に温暖化関連  

物質の測定を目指すことから，その測定並びにデータ処  

理手法の確立を早急に行う必要がある。このことから，  

本研究では，太陽掩蔽法大気センサーによる温暖化関連  

（4）紫外線の健康影響のリスク評価と効果的な予防法  

の確立に関する研究  

「オゾン層破壊に伴う紫外線変動予測と健康リスク評  

価に関する研究」においては，今後増加が予想される紫  
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外線により引き起こされると考えられる健康影響につい  

て，①現実性の高いオゾン層減少シナリオに基づく紫外  

線変動を明らかにするとともに，②予想される健康影響  

の大きさを疫学的研究，実験的研究結果に基づき総合的  

に評価し，併せて，③効果的な防御方法について検討す  

ることを目的に研究を進めてきた。本年度は以下のよう  

な結果が得られた。   

オゾン層減少による紫外線月朋寸量予測に関しては，気  

象庁が行った観潮データに基づいて，各波長別紫外線量  

とオゾン量との関連性について，長期変動を中心に検討  

した。UV－B（280～315nm）全体でははっきりとした  

両者の関連は見いだせなかったが，短波長域の紫外線に  

関しては，オゾン量との間に明らかな負の相関が認めら  

れた。   

紫外線暴露による健康影響に関しては，前年度までに  

実施したシンガポール，アイスランド，能登での地域住  

民を対象とした眼科検診結果について解析を進めた。白  

内障発症あるいは水晶体混濁有所見率は①シンガポー  

ル，能登，アイスランドの順に高く，受）年齢との関係で  

みると3地区問でおよ 

て，シンガポールは10歳早く，逆にアイスランドは10  

才遅い），③戸外活動時間等から推定される紫外線暴露  

量の多い群に高率であることが明らかになった。   

一方，実験的研究においては，HSVチミジンキナー  

ゼ遺伝子を導入したラット細胞を用いて，低線量の紫外  

線による変異の波長依存性を求めた。また，変異を検出  

するための遺伝子導入魚を用いて紫外線の影響の検出を  

試みたところ，紫外線に特異的なDNA塩基の置換を検  

出することができた。   

効果的な防御方法に関しては，前年度に引き続きマネ  

キンモデルを使った実験を行い，眼鏡並びに帽子の着用  

による眼部への紫外線暴露防御効果の定量的評価を試み  

た。これらの結果をもとに，国内外で実施した眼科検診  

受診者を対象に紫外線暴露量推定を行った。  

〔発 表〕E2，4，10，e－5～8，13，14  

（5）紫外線増加が生物に与える影響の評価   

植物に紫外線が照射されると遺伝子損傷がおこるが，  

修復されなかった損傷は植物体内に蓄積し次世代に突然  

変異として伝わることになる。太陽光紫外線によってど  

の程度の突然変異が起こって，そのうちどの程度が次の  

世代に伝わるのかは，植物の場合これまで全く研究例が  

なく，その方法も確立されていない。本研究では紫外線  

による突然変異の蓄積量をモニターするための指標植物  

の開発を行うことを目的とした。本年度は植物としてシ  

ロイヌナズナ（ArabidopsisthalianaL．cv．Columbia），  

モニター遺伝子として，大腸菌のシトシンデアミナーゼ  

（codA）を用いてた。COdAの活性が高い生物は5iC  

存在下では生育が阻害される。したがって，指標植物の  

ゲノム上のcodAに変異が起こりcodAの活性が失われ  

た種子のみが5－Fluorouracil（5－FC）を含む培地で生  

育可能となるため，5－FC耐性の植物個体数を数える  

ことで突然変異率を計算できる。プロモーターとしてカ  

リフラワーモザイクウイルス35Sプロモーターの‾下▲流  

にcodAを配置したプラスミドpNE3をハイグロマイシ  

ン耐性遺伝子を持つ植物遺伝子導入用ベクターpBトH  

m3に導入した（pCODHm3）。このプラスミドをアグロ  

バクテリウムを介してInplanta法でシロイヌナズナに  

導入した。生育した種子をハイグロマイシンで選抜を  

行ったところ，1個体の形質転換体が得られた。この形  

質転換体の薫からDNAを抽出してサザンハイプリグイ  

ゼーション法でcodAが導入されていることを確認し  

た。導入遺伝子のコピ⊥数を調べるため，上記形質転換  

体から得られた種子60粒をノ、イグロマイシンの培地で  

発芽させた。その結果，タイグロマイシン耐性のものが  

44個体，感受性ものが16個体得られた。この分柾比は  

ほほ3：1であることから，得られた形質転換体に  

codAは1コピーだけ導入されていると結論した。現在，  

自家受粉によりcodAをホモに持つ形質転換体を作製し  

ている。COdAが導入された位置による効果を調べるた  

め，複数の形質転換体を作製している。また，5FC  

による選抜条件の検討を行っている。  

－〔発 表〕B－57，詣，b176，178～181  
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2．3．2 地球の温囁化現象解明に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：鷲田仲明・堅星空窒・向井人史・  

町田敏暢・今村隆史  

社会環境システム部：田村正行  

化 学 環 境 部：横内陽子・田中 敦  

大気 圏 環境部：神沢 博・高薮 繰・菅田誠治・  

江守正多・野沢 徹・日暮明子・  

畠山史郎・酒巻史郎・猪俣 敏・  

遠嶋康徳・高橋善幸  

水土壌圏環境部：内山裕夫  

生物 圏 環境部：竹中明夫・広木幹也  

地球環境研究センター：井上 元  

科学技術特別研究員 2名，客員研究月 20名，  

共同研究員 4名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球の温暖化 あるいは．人間活動による気  

候変動が，人間活動に起因する温室効果気体の放出量の  

増加によって引き起こされることが予測されている。温  

暖化現象は，地表気温上昇のみならず，降水量変動，海  

氷，陸水の減少，海面上昇，生態系の破壊などの現象  

が，同時に引き起こされる可能性を含む。   

温暖化現象解明研究は  

（1）温室効果気体の研究  

（2）大気成分変化でもたらされる気候変動の研究  

（3）気候変動フィードバックの研究  

のような大分類カテゴリーに分けられ，温暖化対策に必  

要な科学的知識を与えることを目的とするものである。  

温室効果気体の大気濃度が人為的，あるいは，自然的要  

因によって変動し，それが気候変動と密接に関係してい  

るという事実は，既に認められているものである。従っ  

て，そのような温室効果気体の大気濃度を規定する広義  

の地球物質循環全般の解明研究が，温暖化現象解明研究  

の範囲と認めることができる。   

地球環境研究総合推進費では，このような温暖化現象  

解明研究のうち，我が国がアジア・太平洋地域にあるこ  

とを托まえたフィールド研究，グローバルスケールの現  

象解明に対する知見を与える研究，グローバルスケール  

のモデリングを行う研究に課題設定されている。  

〔内 容〕大気成分変化でもたらされる気候変動の研究  

にあたるものが課題（1）「気候・物質循環モデルによる  

気候変動の定量的評価に関する研究」であり，その手法  

は，グローバルスケールのモデル化である。精礪な気候  

モデルの開発と気候システムの諸過程を解明する研究を  

行った。   

気候変動フィードバックの研究にあたるものが課題  

（2）「西シベリアにおける温室効果気体の収支推定と将  

来予測に関する研究」である。アジア地域でのフィール  

ド観測による物質循環プロセス研究でもある。シベリア  

地域の自然湿地，凍土地帯，天然ガス田等からのメタン  

発生量，タイガの森林の炭素貯留量，陸上植生の自然変  

動などの調査観測と，物質輸送モデノング，リモートセ  

ンシングの手法を用いた気候変動応答予測研究を行った。   

主たる温室効果気体である二酸化炭素循環過程の研究  

に2つの課通があり，森林の機能を明らかにするのが  

（3）「森林の二酸化炭素吸収の評価手法確立のための大  

気・森林相互作用に関する研究」である。ここでは，主  

として天然林における炭素フラソクスを定量的に観刺し  

解析する手法を開発ことから研究を開始した。また，二  

酸化炭素の大気・海洋間移動プロセスを扱う研究が課題  

（4）「北太平洋の海洋表層過程による二酸化炭素の吸収  

と生物生産に関する研究」であり，地球環境研究モニタ  

fノングと連携して，生産性の高い北太平洋高緯度海域で  

の，二酸化炭素の交換過程を解析する研究を行った。我  

が国として重要な太平洋地域研究にあたる。   

温室効果気体研究として反応性がある温室効果気体を  

扱う研究が課題（5）「大気の酸化能と温室効果ガスの  

消滅過程をコントロールする反応性大気微量気体の大気  

質へのインパクトに関する研究」である。ここでは，東  

アジア・北西太平洋地域に焦点をおいて，大気の酸化能  

の変動と温室効果気体である対流圏オゾンの輸送過程を  

明らかにすることを目的として，研究を開始した。  

〔成 果〕  

（1）気候・物質循環モデルによる気候変動の走塁的評  

価に関する研究   

地球温暖化に伴う気候変動の気候モデルによる予測  

が，影響評価・対策に十分に活かせるものとなるには，  

気候変動評価の不確定性の幅を明らかにするとともに，  

東アジア・日本といった地域スケールでの気候変動の評  

価を行う必要がある。また地球環境変動の研究の推進の  

ためたは，現在の気候モデルに欠けている物質循環や生  

態系との相互作用を取り入れて総合化した気候モデルを  

開発する必要がある。そこで本研究課題では，①人為起  
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源エアロゾル，雲，地表水文通程などによってもたらさ  

れる気候変動の不確定性を明らかにすること ②仝球気  

候モデルの結果を，森林生態系など各種地表面の影響を  

取り入れつつ′地域スケールでの気候変動評価に翻訳す  

ること ③気候変動と対流圏物質循環，森林生態系間、の  

相互作用を含めた総合的なモデルの基礎を確立すること  

という3点を主な目的とする。   

1）仝球規模の気候変動におけるエアロゾル・水の効  

果の定量化に関する研究   

CCSR／NIES全株気候モデル（大気海洋結合大循環モ  

デル）を用いて4つの排出シナリオ（SRES）に基づく  

気候変化実験を行った。エアロゾルにより雲の粒径や寿  

釦二変化が生じる間接効果を導入する方法を開発し，ま  

た，硫酸塩・炭素性・海塩・土壌起源の主要な4種のエ  

アロゾルを陽に扱う方法を開発した。2050年以降にシ  

ナリオによる大きな差が生じ，2100年の温度上昇は，  

最も排出量の多い「多元化社会」で約5．5℃，「持続発  

展型社会」では約3．3℃であった。一方，より性能の良  

いエアロゾルモデルの開発も行い，特に，案との混合状  

態に伴う放射強制力の変化，一次散乱アルベドなどを評  

価した。   

2）エアロゾル生成モデルのためのSO3生成・消滅過  

程に関する研究   

海洋起源硫黄化合物の代表であるDMS（Ct－l3SCH3）  

の光酸化過程によるSO2生成収率を温度（15、50℃）  

ならびにNO∫濃度の関数として測定した。15，25，50  

℃のいずれの温度でも，50ppb以下のNO∫濃度条件で  

はSO2収率はNOズ濃度が低下するに従い増加した。低  

NOx条件下ではSO2とは逆にMSA（メタンスルフォン  

酸）の収挙が減少することがわかった。NO∫濃度一定  

の条件ではSO2の収率は温度が高くなるにしたがって  

増大（15℃→50℃で18％→50％）することを明らかに  

した。   

3）地域規模の気候変動評価に関する研究   

積雲対流過程，陸面過程を改良した地域気候モデル  

（東アジア地域が対象）を用いて，1994年の年間を通し  

た検証実験を行った。モデルは，東アジア地域の降水分  

布の季節変化および日本域の日降水量の変化をよく再現  

できた。次に，このモデルを用いて将来の地球温暖化を  

想定した気候変化実験を行った。CCSR／NIES全球気候  

モデルの結果を境界条件とした。この結果，温暖化した  

気候において，西日本および中国南部で降水量が有意に  

減少するメカニズムが働く可能性が示唆された。   

4）人為起腺硫酸塩排出データに基づく気候モデルに  

よるエアロゾル分布導出の試行的研究   

温暖化対策評価モデルによる排出シナリオデータ  

（SO2等の硫酸塩エアロゾル源，二酸化炭素排出量等）  

の気候モデルヘの入力インターフェースの検討を行い，  

エアロゾル輸送モデルが必要とする排出源データのグ  

リッド化の方法等を開発した。  

（2）西シベリアにおける温室効果気体の収支推定と将  

来予測に関する研究   

広大な面積を占めるシベリアは，自然による温室効果  

気体の発生／吸収の規模が本来大きい。さらに，高緯度  

であるため，温暖化による気温の上昇が強く視れる可能  

性が高いので，温暖化は，自然の発生／吸収へのフィー  

ドバックのみならず，脆弱な生態系へも大きな影響を与  

える可能性もある。そのため，温暖化を含む地球規模の  

環境問題における重要な研究対象である。本課題では，  

シベリアをフィールドとして，メタンおよび二酸化炭素  

の収支に関連するプロセスの研究を行っている。  

1998年に引き続き西シベリアの湿原においてメタン  

発生量の通年観測を行った。1998年度の夏は降雨が少  

なく水位が低いにもかかわらず，メタン発生量が予想さ  

れるほど低下しなかった。この結果は，従来の地温，水  

位モデルの再検討が必要であることを示唆するものであ  

る。   

メタン発生量をシミュレートするモデルを開発するた  

め，湿原に生息するメタン生成菌の分子系統解析及び単  

離を行うとともに植物遺骸分解活性の深度分布を測定し  

て，メタン発生との関連を検討した。湿原に生息するメ  

タン生成菌は分類学的に全く新奇で多様性に乏しく，利  

用炭紫源濃度がメタン発生の律遠因子となっている可能  

性が示唆された。また，セルロース分解活性分布は地表  

の植生と深い関連があり，植物組織を経た酸素等の地中  

への供給もメタン生成に無視し得ない影響因子であるこ  

とを明らかにした。   

永久凍土地帯に成立している針葉樹林帯では，夏季の  

土壌の融解期間と融解深度が高木の成長を制限する重要  

な要因のひとつである。北緯64度のカラマツ林で調査  

を行った結果，山火事後に再生し，数十年にわたって旺  

盛な成長を行っていた林分で，その後次第に成長が鈍化  

するとともに，高木が高い死亡率を示すことがわかっ  
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る方法の開発を行う。  

1）森林生態系炭素循環の観測とそのモデル化   

森林生態系全体の炭素循環量とその中での土壌有機物  

分解による土壌呼吸量を定量的に評価するための手法を  

確立することを目的とし，根系や土壌呼吸を通年観測す  

る方法を検討した。信頼度の高い方法が確立されていな  

い土壌からの二酸化炭素フラツクスの測定法について，  

従来の代表的な測定方法（通気チャンバー法）と，これ  

を改良し測定環境を自然条件により近い条件としたオー  

プントップチャンバー法（OTC法）について検討した  

結果，OTC法は風速影響を受けやすいことが示された。   

2）二酸化炭素高度分布測定とデータ解析による吸収  

源強度の推定   

高度分布測定とデータ解析による二酸化炭素の吸収源  

強度の推定を目的として，対流圏下部における二酸化炭  

素や同位体，酸素／窒素比などの高度分布を高頻度で観  

測するシステムの開発を検討した。ハングライダー方式  

の推力付の無人模型飛行機の飛行高度試験を行い，フル  

ペイロードで高度2400mまで到達できることがわかっ  

た。6m3の有素気球によって高度300mまでの観測が  

可能なシステムの開発を進めた。太陽光を光源とした近  

赤外吸収スペクトル遠隔計測データから高度分布を推定  

する方式を検討した。   

3）インバース・フォワードモデルによる炭素吸収源  

分布の推定   

大陸規模での二酸化炭窯観測データと気象データか  

ら，物質輸送モデルを用いて，炭素吸収源分布を推定す  

る方法の開発を進めた。さらに，大陸規模での二酸化炭  

素観測の最適観測システムに関する検討を開始した。  

た。このことは，土壌融解探の変化などに伴う環境の生  

産性の低下によるものと予想される。樹木の個体レベル  

の炭素収支モデルによる考察の結果，ある環境下で到達  

可能な樹木の最大サイズは環境の生産性にきわめて敏感  

に依存すること，また，よい環境下で大きく成長した樹  

木は，その後の生産性の低下により，炭素収支が赤字と  

なって死亡しやすくなることなどが示唆された。   

広域センサであるNOAA／AVHRR（分解能1．1km）  

から得られる植生指数と表面温度を用いてプロトニコバ  

周辺の湿原城を抽出した。さらに高分解能センサである  

SPO’r／HRV（分解能20m）を用いて湿原内の植生を3  

種類（スゲの優勢な古屋原，ミズゴケの優勢な湿原，比較  

的乾燥した潅木漫原）に分類した。SPOT／HRVで得ら  

れた湿原分腰をNOAA／AVHRR画像に反映させ，狭い  

範囲の詳しい情郡を広い範臥二拡張する手法を開発し  

た。本手法により，より詳しい湿原植生の分類が可能と  

なった。  

（3）森林の二酸化炭素吸収の評価手法確立のための大   

気・森林相互作用に関する研究   

化石燃料消費，森林伐採などにより大気中に放出され  

る二酸化炭素は，大気・海洋・森林に吸収・蓄積される  

が，特に森林の吸収の大きさ，吸収強度の分布など定量  

的な評価はまだできていないにもかかわらず，気候変動  

枠組条約締約国会議（COP3）では，植林など二酸化炭  

窯吸収量増大のための対策を定量的に評価することが決  

まり，lPCCが森林等の吸収量評価について報告書を作  

成することになった。今後もこの間題に絡む国際的取り  

決めが決定・改訂されていくと予想され，我が匡1がこの  

間題に対して科学的な裏付けをもって対処することが必  

要になる。このため透明かつ検証可能な吸収量評価の方  

法を確立することを目的として，大気・森林相互作用に  

関する研究を行う。開発した二酸化炭素評価手法を中国  

東北地方の森林に適用するための試験観測を行う。   

具体的には，林学的方法による炭素貯留の調査と変動  

推定，樹木や土壌の生理学的炭素収支観測，徴気象学的  

方法による森林生態系全体の炭素収支の通年観測，航空  

機による炭素収支の地域特性の観測などを行い，森林炭  

素吸収モデルを開発する。対流圏下郡の二酸化炭素の高  

度分布測完とデータ解析による森林炭素吸収モデルの検  

証，複雑な地形にある森林の炭素吸収量推定方法の開  

発，大陸規模の観測データから炭素吸収源分布を推定す  

（4）北太平洋の海洋表層過程による二酸化炭素の吸収  

と生物生産に関する研究   

海水／大気の二酸化炭素濃度（分圧）差と気象要素か  

らは，海域の二酸化炭素吸収量が算定できる。この研究  

課題では，海洋表層の二酸化炭素分庄測定法の標準化と  

観測データのデータベース化のために，測定方法の高度  

化観測データのモデル化の方法論とその応札 さらに  

は，同位体地球化学的手法による大気・海洋・陸域生態  

系間の二牒安化炭素交換収支推定に関する研究を進めた。   

サブテーマ「海洋表層二酸化炭素分圧測定の高度化に  

関する研究」では，室内海水プールを用いた測定装置間  

比較実験の結果を検討した。開発したタンデム方式平衡  
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器の並列運転の結果から，平衡器の温度管理を厳密に行  

うことによって，2システムの偏差を0．3ppm程度にす  

ることができた。このような正確さを実際の観測船上で  

達成するには，平衡器の温度管理が極めて重要であるこ  

とが明らかになった。新たに機器設置した太平洋航路貨  

物船での並列運転の結果も良好であった。   

サブテーマ「高頻度観測データを利用した北太平洋域  

の海洋表層二酸化炭素分庄の時空間分布のモデル化に関  

する研究」では，定期貨物船による北太平洋高緯度域の  

二酸化炭素分圧観測データを解析した。1995年4月か  

らの4年間のデータセットについて，海洋グリッドごと  

に二酸化炭素分圧の季節関数を求めた。この季節関数か  

ら北太平洋北緯34度以北について月ごとの海洋二酸化  

炭素分庄マップが得られた。衛星による風速データとの  

組み合わせからフラツクスマップを作成し次のことが明  

らかになった。北太平洋では，中緯度海域が最も大きな  

二酸化炭素吸収域であり，特に秋季から冬季の低水温時  

に大きな吸収を示す。東部より西部の方が大きな吸収を  

示す。北西太平洋高緯度域は，冬季の放出によって弱い  

二酸化炭素放出源となる。この海域全体では、0．24GtC／y  

であることが推定された。   

サブテーマ「大気，海洋の二酸化炭素の同位体及び  

02／N2比による炭素循環の解明に関する研究」では，  

太平洋上や波照間，落石ステーションでの大気中二酸化  

炭素の炭素及び酸素の同位体比や酸素濃度を測定し，そ  

のトレンドを検討することによって，二酸化炭素のグ  

ローバルな二酸化炭素収支を推定した。ユ997～】998年  

にかけてのエルニーニョの直後には二酸化炭素濃度は5  

ppm／年を越える速度での増加が観測されたが，同位体  

比測定や酸素濃度測定の結果はその初期に陸からの二酸  

化炭素放出量の増加した後，海からの放出がさらに増加  

し全体として二酸化炭素濃度上昇を大きく加速させたこ  

とが推定された。これらの結果は，地上気温やエルニ】  

ニヨ，ラニーニャ現象の推移と良く対応しており，測定  

方法が定性的には正しいことが伺えた。  

大値に達すること，最大オゾン濃度は15～50℃では温  

度依存性は小さいものの，それ以上の温度では減少する  

ことがわかった。前者はプロペンの場合と同様HO2NO2  

の熟的安定性，すなわち高温ほどHO2＋NO2側に平衡  

がシフトすることにより，結果として反応初期のOH濃  

度の増加をもたらし，その結果，酸化反応を促進するこ  

とによりNO→NO2→03変換速度を加速したものとし  

て説明できる。一方，後者の最大オゾン濃度について  

は，光酸化開始反応であるトルエンとOHラジカルとの  

反応におけるO日付加体（シクロヘキサジェニル型）ラ  

ジカル生成とOHラジカルによる水素引き抜き反応の分  

岐比と後続反応の違いが主な原因と考えられる。シクロ  

ヘキサジェニル型ラジカルは知℃以上で熱平衡領域に  

入るため，OH＋トルエンの反応速度の温度依存性が急  

激に変化する領域に入るが，このことと最大オゾン濃度  

の温度依存とは定性的には対応している。本年度はま  

た，最も典型的なシクロヘキサジェニル型ラジカル  

（C6H7）のレーザー誘起蛍光法による検出にも成功し  

た。   

また，塩素原子の関与した化学反応をシミュレートす  

るため，これまで用いられていたモデルの化学反応モ  

ジュ㌻ルに塩素関連の反応を組み入れ，プロペンー  

NO．ー一空気系光化学反応と，プロペンNO．r－Cほ一空  

気系光化学反応をシミュレートした。その結果，クロリ  

ンナイトレートの大気中の寿命が計算結果に大きな影響  

を及ぼすことがわかった。この寿命に最新の文献値を用  

いることにより，塩素原子の反応がオゾンのシンクとな  

るという従来の我々の実験結果を再現することができた。   

本研究においては，実験室における研究に加えて，温  

室効果に寄与する反応性大気微量成分のフィールド観測   り  
も重要な地位を占めている。これら反応性大気微量成分  

は，大気の酸化能を支配し，地球温暖化問題に限らず，  

酸性雨問題に対しても重要な役割を果たしているもので  

あって，その大気中濃度の変動を把挺することは非常に  

重要である。特に東アジア地域における大規模な排出の  

影響を把握するため，隠岐島，沖縄，′卜笠原を観測対象  

地域に選んで，観測の準備を進めた。隠岐島では窒素酸  

化物の長距離輸送の担体として重要なPANの通年観測  

を行うため，その捕集・測定装置を開発し製作した。ま  

た沖縄では，地表光化学オゾンの生成に主要な役割を果  

たしている低級炭化水素の通年観測を行うために，自動  

分析装置を開発し，製作した。  

（5）大気の酸化能と温室効果ガスの消滅過程をコント  

ロールする反応性大気微量気体の大気質へのインパ  

クトに関する研究   

代表的な人為起源炭化水素である芳香族炭化水素の代  

表としてトルエンの光化学オゾン生成に対する温度依存  

性を調べた。光化学オゾン生成は温度が高いほど早く最  
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2．3．3 地球の温暖化影響・対策に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：甲斐沼美紀子・増井利彦  

地域環境研究グループ：近藤美別・稲森悠平・水落元之・  

安藤 涌・山元昭二  

社会環境システム部：後藤典弘・森田恒幸・日引 聡・  

ルギー，LCCO2を推定する手法を開発し，東京全域で  

の試算を行った。   

4）低環境負荷型都市交通手段の研究：次世代型電気  

駆動車の普及を図る際の問題点の解明とその対応策の実  

現可能性の検討を行うとともに，低環境負荷型の都市交  

通システムを実現するための各種施策についてモデルに  

よる評価を行った。  

（2）地球温暖化の影響に関する研究・  

1）地球温暖化による生物圏の脆弱性の評価に関する  

研究：陸域生態系の脆弱性評価は，温暖化の影響予測  

や，COP3の森林のシンクの問題とも関連する重要な  

課題である。本研究は，生物圏，特に，高山生態系，自  

然林・人工林生態系，農業生態系，及び関連する水資源  

システムを対象として，地域レベルでの脆弱性評価を行  

うこと，脆弱性を指標とした温暖化モニタリングの可能  

性を検討することを目的とする。   

2）健康影響の研究：温暖化により疾病や死亡の増  

加，生存環境の変化による影響，動物媒介性感染症の流  

行城の拡大による影響が予測されている。このため，温  

暖化と環境劣化による健康影響について定量的予測を行  

い，社会の脆弱性を評価するとともに，適応策や人の適  

応能の向上により健康影響を抑制するため，他研究機関  

と協力して研究を行った。  

青柳みどり」ll島康子・  

乙間末広・森口祐一・森 保文・  

寺園 淳・原沢英夫・高橋 潔  

環 境 性 康 部：小野雅司  

生物圏環境部：名取俊樹・戸部和夫  

地球環境研究センター：藤沼康実・清水英幸  

客員研究員19名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球温暖化問題の未解明点は大きく3つあ  

る。第一は，地球温暖化のメカニズムであり，大気中の  

温室効果ガス濃度の変化とそれによる地球の気候変動の  

仕組みについて，多くの不確実な点が残されている。第  

二は，地球温暖化の防止対策についてであり，各種の対  

策技術や政策の有効性を評価する上で，関連する技術シ  

ステムや社会経済システムの体系的解明とそのモデル化  

が必要不可欠になってきている。第三は，地球温暖化の  

影響であり，気候変動やそれに伴う自然条件の変化に  

よって，自然環境や社会経済にどのような影響が生じる  

かについて，不解明な点が多く残されている。本研究プ  

ロジェクトは，地球温暖化の影響と対策，すなわち，第  

二と第三の未解明点について，現地調査，実験，データ  

解析，モデリング，具体的なシステム設計等を通じて，  

総合的に明らかにすることを目的としている。  

【内 容〕本年度においては，次の6つの研究を実施し  

た。  

（1）地球温暖化の防止対策に関する研究   

1）予測モデルの開発：IPCC対策シナリオを作成す  

るとともに，中匡L インド，韓国の研究所と共同して，  

温暖化対策の効果を分析し，アジア太平洋地域の温暖化  

対策のあり方を検討した。   

2）メタン等の対策技術の開発：メタンガスや亜酸化  

窒素の排出を削減するため，生活廃水対策及び湿地帯か  

らのCH4発生抑制手法について検討した。   

3）都市圏の温暖化防止対策技術の研究：未利用廃熱  

の利用を図るため，未利用エネルギー（利用可能量，位  

置など）と需要地区のデータから省エネ効果，ⅠノCエネ  

〔成 果〕  

（1）地球温暖化防止対策技術の総合評価に関する研究   

＝ アジア太平洋地域における温暖化対策統合評価モ  

デル（AIM）の適用と改良に関する途上国等共同  

研究   

AIMは，温室効果ガスの排出・気候変化・その影響と  

いった・＝連のプロセスを競合して分析できる「統合評価  

モデル」である。この統合モデルは，各国や地域の経済  

と地球規模の気候変化を結びつけて検討できるだけでな  

く，地球規模の気候変化が国や地域の社会経済にどのよ  

うな影響を及ぼすかについでも検討できるため，各種の  

対策を総合的に評価することが可能である。   

本年度はアジア太平洋地域において設計した省エネ技  

術の普及促進，環境保全型交通システムの構築，低炭素  

電力源へのシフトなどの各種の対策のメニューをもと  

に，これらの対策の組み合わせによる温室効果ガス削減  

効果を中国エネルギー研究所，韓国エネルギー経済研究  

院及びサンミュン大学，及びインド経営研究所とともに   
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シミュレーションモデルにより分析し，アジア太平洋地  

域の温暖化対策のあり方を検討した。   

また，京都会議で提案された排出量取引，共同実施，  

CDMなどの柔軟性メカニズムを実施した場合の費用効  

果を分析するためにモデルを改良するとともに，中匡】と  

のCDMを実施した場合の温暖化対策効果と中国におけ  

る大気汚染等の国内環境問題への複合効果を分析した。   

さらに，長期的な温室効果ガスの対策シナリオを作成  

するため，土地利用や産業プロセスも含めた統合排出モ  

デルの改良を行い，lPCCの対策シナリオを作成すると  

ともに，中長期の適応対策を分析するために温暖化影響  

モデルを改良し，中長期的な温暖化への適応対策が，水  

資源あるいは農業影響などに与える効果について分析し  

た。これまで開発してきたAIMモデルによる分析を容  

易にするために普及版AIMモデルを改良するとともに，  

温暖化対策の波及効果分析モジュールを追加した。   

温室効果ガス排出量推定のための土地利用変化モデル  

について，引き続き国際応用システム研究所と共同開発  

を進めた。また，世界経済モデル，温室効果ガス排出モ  

デル，温暖化影響モデルについて，1PCC，EMF，  

GMFを通じてモデル比較を行うとともに，UNEP／  

GEO，エコ・アジアプロジェクトなどの国際プロジェク  

トに対して分析結果を提供した。   

2）地球温暖化抑制のためのCトⅠ4，N20の対策技術  

開発と評価に関する研究   

CH4，N20抑制のための生活系排水のバイオ・エコエ  

ンジニアリングシステムによる対策技術および東北アジ  

ア地域におけるCH。，N20抑制のための汚水・汚泥の適  

正処理技術の確立を目的として，′J、規模生活排水処理施  

設への対応，畜産排水などの高濃度排水処理施設等のバ  

イオエンジニアリングシステムおよび生活系排水等の汚  

濁水の流入する漫地帯をはじめとするエコエンジニアリ  

ングシステムの最適システム化の検討を推進した。ま  

た，各分野におけるインベントリーの充実と対策の重点  

化を図るために，効率的評価手法の確立に関して基盤的  

な検討を推進した。   

生活排水対策としてはこれまでの知見をもとに生活排  

水のみならず畜産排水等での生物学的窒素除去に対する  

操作条件の最適化のために検討を行った結果，処理水質  

を良好とする運転操作条件と，N20ガスの発生を抑制  

する運転操作条件は広い範囲では一致しないものの酸素  

利用速度で評価したアンモニア酸化活性と亜硝酸酸化括  

性の差と，N20ガス放出量には正の相関が認められ，  

これを指標として活用することで，処理水質の確保  

とN20ガス放出を抑制する運転操作の両立がが可能で  

あることが示された。これらの検討結果を基に既存の生  

物学的窒素除去に関する動力学的モデルに対してNzO  

発生を考慮したモデルの構築を図るためのパラメーター  

が明らかになった。また，湿地帯からのCH4，発生抑制  

手法については，実際の湿地から単離し，集積培養した  

メタン酸化細菌の生態系での挙動を明らかにした。東北  

アジア地域での対応として，これらの地域に広く用いら  

れている土壌，植栽浄化手法について検討し，土壌につ  

いては微量な空気の吹き込み，植栽については負荷調整  

が有効であることを明らかにした。   

人為的排出源からのCH4，N20排出・吸収量インベン  

トリーの精緻化を図るために，各排出掛二おけるインベ  

ントリーの精度評価手法を検討し，効率的なGHG削減  

に資する削減アクションプランの作成のために，開発さ  

れつつある削減対策技術に関して削減効果を排水処理な  

ら処理効率といった本来目的を考慮し，コストを基準に  

する評価手法を検討し，試算を行った。   

3）都市圏の資源・エネルギー循環と都市構造にかか  

わる温暖化防止対策技術に関する研究   

本調査の目的は，郡市静脈系未利用エネルギーのう  

ち，厳存熱量等の観点から有望と考えられる河川水，下  

水の温度差エネルギーおよび清掃工場廃熱の未利用エネ  

ルギーを対象にその利用可能量と省エネルギー性をライ  

フサイクル的視点から明らかにすることにある。このた  

め未利用エネルギーの導入対象域として東京都23区を  

想定して，総合的な省エネルギー効果の推計を試みた。   

東京都23区全域を対象に，GISデータを駆使して，  

土地・建物状況，人口・産業構成などの基本データを作  

成するとともに，同エリアにおけるエネルギー需要に関  

して，利用用途別・月別・時間帯別の推計を行った。23  

区を500m匹】方の地域メッシュに分割し，これらのメッ  

シュについて，東京都土地利用現況調査によるGISデー  

タを用いて，建物種類別床面積のデータベースを構築し  

た。これに，別途作成した冷房，暖房，給湯，厨房およ  

び照明・機器動力用の一般電力需要の原単位をかけるこ  

とで，月および時刻による時間変動を含む需要データを  

推計した。   

同じく東京都23区全域を対象に，ごみや下水の排出  

量等について調査し，未利用エネルギーの賦存量（ごみ  
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ンクの問題とも関連する重要な課題である。また，水資  

源の問題は，生態系の脆弱性や農林業を含む人間の経済  

活動とも密接に関連しており，生物圏の存続に悪影響を  

及ぼす可能性が高い問題である。本年度は，環境研究所  

で担当している高山生態系および水資源システムを対象  

に，気候シナリオ・データベースの作成，影響評価手法  

の検討，および現地調査と実験研究によるモデルパラ  

メータの整理を行った。また各サブシステム共通の地域  

気候シナリオ等を作成した。  

・高山生態系の脆弱性評価と指標性の検討   

高山帯植生に及ぼす温暖化影響予測図作成のための多  

変量植生モデルを構築するため，本年度は，植生，気  

象，自然地理についてのメッシュデータを用い，高山帯  

植生の分布と環境要因との関係を調べた。環境要因とし  

ては従来からの温量指数に加え，新たに積雪探や土壌タ  

イプ，降水量，地形特性なども加えた。その結果，高山  

帯植生とそれに’隣接する亜高山帯植生とを判別する主要  

国として，3月の積雪探および春季から夏季の最高気温  

が選出された。気象要因以外では，高山帯植生は未熟な  

土壌と有機物が少ない土壌tこ，亜高山帯植生は有機物が  

多い土壌に分布していた。さらに高山帯植生を細分し，  

メッシュ数が100以上であった高山低木群落，コケモ  

モーハイマツ群落，高山ハイデ及び風衝草原，雪田草原  

の4つについて検討し，コケモモハイマツ群落が他の  

3つと比較して温量指数と降水量で特徴的な分布を示  

し，高山ハイデ及び風衝草原が北側から南東側斜面に，  

雪田草原が東側斜面に多く分布していることがわかっ   

、  

・水資源システムへの影響   

影響評価のための気候シナリオについての検討を行っ  

た。大気海洋結合モデル（AOGCM）の計算結果を地  

域気候シナリオとして影響評価に用いるためには，より  

′卜規模な空間スケールで，現在の気候（1961年から  

1990年の30年間の平年値）を実用上市税できているか  

を定量的に評価することが必要である。そこで，一連の  

A－OCCMの再現性を評価するために，海面庄九 E］問  

最大気温，夜間最小気温，地表面気温と降水量の月別・  

季節別平均値を取り上げ，日本を含めたアジア地域につ  

いて現在の気候を再現しているかどうかを分析した。  

tpccが開設したデータ提供センター（DDC）に記録，  

提供している7つのAOGCMの漸増数値実験結果を  

用いた。A－OGCMの大気の水平及び垂直方向の分解能  

の焼却廃熱の既存熱量，下水・河川水温度差エネルギー  

の利用可能熱量）を推計した。河川については東京都区  

部に流入している河川を対象に位置ごとの流・量および水  

温，下水については下水処理場の位置と排水量および水  

温，ごみについではごみ焼却場の位置と焼却量のデータ  

ベースを構築した。   

未利用エネルギーの需要・供給分布に係わる基礎デー  

タの対比に基づき，省エネルギー性の観点から両者の最  

適な地理的マッチングを探索する手法を開発し，同手法  

により，東京23区全体での総合的な省エネルギー効果  

と二酸化炭素排Jl1削減量の推計を行った。   

4）低環境負荷型都市交通手段に関する研究   

次世代型電気自動車に関する研究においては，平成8  

年度に一応の開発を完了した電気自動車を一つの試験車  

として取り上げ，次世代型電気駆動車の普及を図る上で  

将来生じるであろう様々な問題点を明らかにするととも  

にその対応策を提示することを目的としている。エンジ  

ン車に比べて航続距離の短い電気自動車の普及を図るた  

めには，車の実利即寺の走行性能を明らかにすること，  

その用途に合致した利用実態に導入すること，導入する  

ための方策を経済性を含めて検討すること等が必要であ  

る。本年度は，前年度開発した計測機器により車両の走  

行データを取得し，実験車両の特性の把握とともに技術  

評価を行った。また，走行用電池の寿命延伸と効率向＿「．  

を目指して採用した個別電池管理方式の問題点を解決す  

るとともに，自動車の利用実態把握のための計測システ  

ムの検討を行った。一一方，低環境負荷目標達成のための  

都市交通システムの再構築に関する研究では，前年度に  

行ったモデル設計結果に基づき，交通機関分担モデル，  

機関別人km・トンkmの推計モデル，施策別実施度合  

の割り出しモデルを開発するとともに個別施策別の環境  

負荷低減量の計算を行った。また排出目標水準に基づく  

施策組み合わせパッケージ及び施策実施財源方策の提示  

を行った。  

（2）地球温暖化の影響に関する研究  

▼1）地球温暖化による生物圏の脆弱性の評佃に関する  

研究   

現在，我が国をはじめとするアジア地域では地域レベ  

ルに通用しうる感受性や適応性の評価手法の開発と総合  

的な脆弱性評価の問題が緊急課題となっている。特に，  

陸城生態系の脆弱性評価の問題は，COP3の森林のシ  
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は，地域気候の再現の良否に強く関係しているが，アジ  

ア地域では，温暖化の影響分斬にもっとも関連する地表  

面の気候要素の現状値の再現性は，NCAR，CCCma，  

GFDLモデルが他のA－OGCMに比べて相村的に劣っ  

ていることがわかった。またHadCM2，ECHAM4，  

CSIRO，CCSRモデルはアジア大陸では，観測された  

現状の気候要素として，空間平均した月平均海面気庄，  

地表面気温，降水量の現在値を十分な精度で再現してい  

ることがわかった。今後はこれら4つのA－OGCMの  

結果を共通した気候シナリオとして利朋する予定であ  

る。   

また水資源システムの影響評価では，降水量や気温の  

現状評価を踏まえたうえで，上記したGCMの将来予測  

値をダウンスケーリングすることが必要となる。このた  

め，降水量，気温の現状評価を容易に実施するためにア  

メダス気象データを地理情報システム（GIS）を有機的  

にリンクさせた，水資源影響評価のためのデータベース  

を作成した。併せて統計的ダウンスケーリングによる地  

域気候シナリオの作成手法及びアジア地域における水資  

源影響の評価に用い られる影響評価モデルについて既存  

の研究，調査結果について整理した。   

2）温暖化による健康影響と環境変化による社会の脆  

弱性の予測と適応によるリスク低減化に関する研究   

社会が地球温暖化によって受ける影響を軽減化してい  

くためには，健康に対する温暖化の影響を予測し最適な  

適応対策を確立する必要がある。現在，温暖化により疾  

病や死亡の増加，水資源や大気の変化による影響，動物  

媒介性感染症の流行域の拡大による影響が予測されてい  

る。このため，温暖化と環境劣化による健康影響につい  

て定量的予測を行い，社会の脆弱性を評価するととも  

に，適応策や人の適応能の向上により健康影響を抑削す  

るため，他研究機関と協力して研究を行った。   

温暖化による健康影響と社会適応に向けた総合的リス  

ク評価のため，日本および中国において，気候・気象変  

化と疾病雁患率との関連について疫学調査を実施した。  

同時に疾病の雁恩率に関与する大気汚染との相互作用に  

ついても，調査と実験の両面から解析を進めた。東京に  

ついては，救急搬送患者症例のデータを収集し，成人の  

リスクの高い呼吸器系疾恩，心疾患，循環器系疾患につ  

いて解析した。呼吸器系疾患ではぜん息と肺炎につい  

て，心疾患については心不全，狭心症，心筋梗塞につい  

て，夏季の気温と各疾患の催患率について検討した。気  

温との関連では，特に肺炎の雁恩率が，夏季の気温の上  

昇につれ顕著に上昇していた。この調査結果は，モデル  

実験の結果得られた高温環境下における肺の殺菌活性の  

低下と良く一致していた。   

温暖化による夏季気温の上昇は，光化学オキシダント  

のオゾン生成を促進すると予測されているため，都市近  

郊においては高温による健康影響とオゾンによる影響が  

複合して現れることが予想される。特に呼吸器へのリス  

クは重大と考えられるため，肺の感染防御能に対する高  

温とオゾンの複合影響を明らかにするモデル実験を行っ  

た。その結果，高温とオゾン暴露による相加作用が認め  

られた。さらに気管肺胞洗浄液成分の解析では，高温環  

境飼育群で殺菌活性の主体となる肺胞マクロファージ数  

が有意に減少した。しかしながら，高温とオゾン暴露の  

複合による肺胞マクロファージ数への相加的な影響は観  

察されなかった。これらの結果から，高温とオゾンの複  

合暴露による肺の殺菌活性低下の原因として，肺胞マク  

ロファージの減少とともにその機能の低下が示唆され  

た。   

東京に比べ平均気温の高い福岡県と中国武漢市におい  

て症例データを収集し，夏季の気温と熱中症関連症状の  

恩恵率の関連について比較評価を進めた。調査はすべて  

の救急搬送事例を対象に，枚急患者の症例データを収集  

し，熱中症関連の主傷柄名を抽出し解析した。   

温暖化による動物媒介性感染症の増加の予測に関して  

は，影響予測モデルを構築するための調査と実験を実施  

した。中国南部における調査により，感染症媒介蚊の実  

態，非常在性動物媒介感染症の把握，媒介蚊の侵入実態  

の把握を行った。また中国の海南省において，過去の疾  

病統計の調査と媒介蚊の生存期間に関する実験を行い，  

野外調査結果と比較した。その結果，両者の生存期間の  

間には有意な差が認められ，今後実験条件と野外条件に  

ついての詳細な解析が必要なことが判明した。  

〔発 表〕A－14～21，別，55，B－1，3，4，6，7，  

10，78～80，C－10，31，36，39～44，Il－9，10，  

a13～19，50～53，b－7，11～13，26，27，51，54，  

57～59，141，225～229，C－22，37，43、58，h－8  
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2．3．4 酸性雨に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：佐竹研一一・村野健太郎・  

向井人史  

地域環境研究グループ：笠井文絵・西川雅高  

化 学 環 境 部：瀬山春彦・横内陽子・田中 敦  

大気圏環境部：畠山史郎・福山 力・酒巻史郎  

水土壌圏環境部：高松武次郎・井上隆信  

生物 圏 環境部：上野隆平  

客員研究員 55名，共同研究員 5名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕酸性雨に関する研究は次の4課題から構成さ  

れている。すなわち，（1）東アジア地域の大気汚染物  

質発生・沈着マトリックス作成と匡】際共同観測に関する  

研究（2）酸性・汚染物質の環境一生命系に与える影  

響に関する研究（3）東アジアにおける酸性雨原因物  

質排出制御手法の開発と環境への影響評価に関する研究  

（4）酸性∴酸化性物質に係る陸域生態系の衰退現象の  

定量的解析に関する研究1）陸域生態系衰退地域にお  

ける酸性沈着の実態とモニタリング手法に関する研究で  

ある。これらの研究の目的は以下のとおりである。  

（1）アジア大陸から日本への越境大気汚染の定量化の  

ために大気汚染物質（硫黄酸化物，窒素酸化物，揮発性  

炭化水素）の発生量マップの作成を行う。大気汚染物質  

の発生，輸送，変質，沈着モデルを1度×1度グリッド  

別の発生・沈着関係にすることにより，完・量的に越境大  

気汚染を把握する。また中国国内，日本における大気汚  

染，酸性雨の実体把握と同時に，モデル検証のための大  

気汚染物質（硫黄酸化物，窒素酸化物等）の観測データ  

を複数地点で取得する。  

（2）酸性物質の生態系影響の解明のため，生物地球化  

学的研究手法の検討・開発を行い森林生態系の物質循環  

において重要な役割を果たしている微生物への影響，二L  

壊，陸水酸性化に伴い溶出する有害金属アルミニウムの  

化学形態と分布そして日本の陸水酸性化の予測手法の開  

発に基づく酸性化予測と魚類影響を明らかにする。  

（3）主に中国を対象として，酸性雨原因物質の排出制  

御手法の開発とその環境への影響を評価する。特に，  

1）民生用の石炭燃料からの効果的な脱硫手法の普及，  

開発及び乾式選炭技術の開発 2）民生川の燃料使用に  

対する懐性岡原同物質の制御手法が実施され，普及した  

際の環境への影響の評価  

（4）現在までに世界各地で森林，湖沼等陸放生態系の  

衰退が認められ，我が国でも近年森林の衰退が報告され  

ている。国内の酸性沈着は大きく改善される状況にな  

く，匡】外から飛来する酸性物質は近年増加傾向にあり，  

東アジアにおけるモニタリングネットワークの構築が始  

まっている。このような中で，我が国における陸城生態  

系の衰退現象はその原因を明確にするところまで達して  

いない。そこで，奥日光などで指摘されているような陸  

域生態系の衰退現象に閲し，関連する専門家による総合  

的かつ定量的な調査を行う。  

〔内 容〕（1）東アジ7地域，特に中国を中心とする  

地域は経済発屑が著しくエネルギー使用量が将来にわた  

り大きく増加することが予想されている。これに伴い硫  

黄酸化物を主とする大気汚染物質の放出量も急増して，  

その日本への影響が懸念されるところである。このため  

越境大気汚染，特に発生・沈着関係は，科学的に裏付け  

された定量的なデータが必要とされている。欧米の研究  

者群が中国での酸性雨，大気汚染研究に乗り出してお  

り，日本として－も大気汚染物質の観測データ，発生量  

データを独自に持つと同時に，大気汚染物質の発生，輸  

送，変質，沈着モデルの開発を子了うと同時にその検証  

データを蓄積しておかなければならない。   

アジア大陸から日本への越境大気汚染の定量化が研究  

目標である。そのためには大気汚染物質（硫黄酸化物，  

窒素酸化物，アンモニア，揮発性炭化水素）の発生量  

マップの作成が必須である。降水，書物理過程を含む大  

気汚染物質の発生，輸送，変質，沈着モデルの開発と同  

時に，このモデルを1度×1度グリッド別の発生・沈着  

関係（EMEP型発生・沈着関係）にすることが，定量的  

に越境大気汚染を記述することになる。また中国匡】内，  

日本における大気汚染，酸性雨の実体把握と同時tこ，大  

気汚染物質の発生，輸送，変質，沈着モデル検証のため  

の大気汚染物質（硫黄酸化物，窒素酸化物，アンモニ  

ア，揮発性炭化水素，エアロゾル）の観測データを複数  

地点で取得する。  

（2）1）酸性雨は生態系に様々な影響を与・えると考え  

られているが，その一つに土壌の酸性化に伴い溶出する  

アルミニウムの動植物に対する毒性が挙げられる。アル  

ミニウムの毒性はその化学形態に強く依存することが知  

られており，アルミニウムの化学形態別分析，すなわ  

ち，スぺシューションを行うことが環境分析化学の大き  

な課題となっている。本研究ではこれまで，ポストカラ  
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ム蛍光検出HPLC法，あるいは抽出速度法と蛍光検出  

HPLC法を組み合わせた方法などにより，土壌抽出液中  

のアルミニウムのスペシューションを試みてきたが，本  

年度は，関東地方においてもその衰退が問題となってい  

る杉林に着目した。特に杉葉にはシュウ駿カルシウムが  

多量に含まれることから，杉林中の土壌試料に含まれる  

Alとシュウ駿について蛍光検出トIPLC法及びIC法を用  

いて測定を行い，それらの挙動を検討した。2）我が国  

の陸水の酸性化現象は山地渓流河川から生じると考えら  

れるため，段階別中和能力測定手法を用いた山地渓流河  

川の酸性化の予測評価手法について検討を行い，日本各  

地で渓流河川の調査を実施し評価を行った。  

（3）′J、規模な一一般民生用燃料使用に対して利用可能な  

簡易脱硫技術（バイオプリケット）が開発され，その現  

地化・広域普及の可能性が明らかにされた。後者に関し  

ては既にテストプラントが建設されて試験生産が始ま  

り，対象家庭を選んで配布，傾用後のアンケート調査等  

も行われている。使用後の感想は上々であり，経済的な  

問題も十分クリアされうることが明らかとなった。ま  

た，汚染ガス排出制御技術が普及したとき周辺の環境に  

どのような好影響を及ばすかは興味の持たれるところで  

ある。人間の健康や，植物，材料への被害が軽減される  

ものと期待される。材料の腐食から見ると，高汚染地域  

では金属製や大理石製の文化財，建造物，材料の腐食が  

激しく，経済的な損失もまた無視できないも．のである。  

（4）大気汚染によって森林被害が現れていると見られ  

る北開束などの地域において，オゾン・過酸化物を中心  

とした大気汚染物質を観測し，森林被害との関連を調べ  

る。またこれらの地域で生態系へのオゾン等の正確な付  

加量を測定するために，沈着過程と化学反応とのかかわ  

りを明らかにするための観測を行う。  

約200m）の3地点である。中国環境科学研究院との共  

同研究として観測が行われた。観測期間は平成12年1  

月15～30E】である。上海にほど近く高度な汚染が予想  

された盲四礁島においては観測期間中ずっと北よりの凪が  

強く吹き付け，SO2濃度は概ね5ppb以下，最高でも  

25ppb程度と低かった。一九鳳風山と田横島では  

SO2の最高濃度が85ppbを記録し，平均でも20ppb程  

度であった。また，1月18日には鳳凰山と田横島でほ  

ほ同時に高濃度のSO2（最高85ppb）とPMlOの高濃度  

（0．08mg／m3）を記録した。両地点をカバーするような  

非常に大規模な汚染気塊が通過したものと考えられる  

が，詳細は今後流跡線解析や大陸規模のモデルによって  

解析する。   

辺戸岬地上観測所において，地上オゾン濃度の連続観  

測と2週間ごとに採取した降水・降下物のイオン分析を  

実施した。地表オゾン濃度は海洋性気団が移流する6月  

から10月にかけて3ppbv以下の最小値が観測され，年  

間最高値は5月の梅雨期に109ppbvが出現した。降水・  

降下物のpHは5．2と前年度に比べ低い値を示したが，  

平成3年度からのトレンドはほぼ横這いの状況と推察さ  

れた。また，酸性物質のNO3一（10．4ueq／l）やnss  

SO42（20ueq／～）は平成3年度以降わずかながら増加  

している傾向を示した。中和成分として作用するNH4＋  

（12ueq／J）は平成3年以降増加傾向を示し，nSSrCa2＋  

（10ueq／l）やnss－K＋（1．5ueq／l）は減少する傾向がみ  

られた。   

束シナ海の離島である五畠列島において，越境大気汚  

染の定量化のために，二酸化硫黄濃度，オゾン濃度を連  

続測定した。二慨化硫黄濃度1時間侶の最高値は5月の  

12ppbであった。このときの風向はSEであり，バック  

トラジェクトリー解析の結果，桜丘の影響があったもの  

と考えられた。エアロゾル中のイオン種の動態に関して  

は，陰イオンの総量でみると，冬季の平均当量濃度が  

215neq／m3と最も高く，次いで秋季192neq／m3，春季  

162neq／m3，夏季128neq／m3の順となっていた。冬季  

はSO。2‾の上昇により，平均当量濃度が高くなったもの  

と考えられ，アジア大陸からの影響が他の季節に比較し  

大きかったものと推測される。   

八方尾根の上下2地点で大気汚染物質と降水の観測  

を行い，降水による大気汚染物質の除去率を測定した。  

越境汚染把握のために，日本海側に面した福井県の越前  

岬で冬季に大気汚染物質の短期観測を行った。   

〔成 果〕  

（1）東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着マトリッ   

クス作成と国際共同観測に関する研究   

本年度より，酸性雨原因物質の最大の排出地域である  

中国の状況を明らかにして，モデルの検証にも役立てる  

ため，黄海・東シナ海を取り囲む3カ所の地点で1大気  

汚染物質の地上観測を開始した。観測地点は遼寧省鳳凰  

山（北緯40030’，東経1240，高度約450m），山東省青  

島市田横島（北緯36030’，東経12lO，■高度約32m），  

および薪江省薬酒県潤礁島（北緯300，東経1220，高度  

－ 62  



国立環境研究所年報（平成11年度）   

大気降下物，ブナ林l人1札 ブナ林土壌溶軋沢木を試料  

として日本海側に降る酸性雨の影響を検討した。採取期  

間は春から初冬季まで2週間ごとに行った。酸性物質の  

降‾F量は標高の高いところほど多く，ブナ林土壌の表面  

では酸性化が始まっている。森林生態系全体への影響と  

して沢水の組成を評価すると，沢水中のトiCO二う，NO3，  

H＋イオン濃度の関係が酸性化の指標として有効であっ  

た。   

2）酸性降下物によって，河川環境及び生息魚類の繁  

殖生態が受ける影響の実態を調べるため，中禅寺湖流入  

河川及び雨水の水質・p‖変化とサケ科魚類の遡上・産  

卵行動及び生理学的特性に及ぼす影響を調査した。採集  

された雨水は降り始めに強い酸性（pH4．09～4．58）  

を示し，■高濃度のSO4，NO3が検出された。河川水pH  

は降雨後低下する傾向を示したが，調査期間中（5～2  

月）酸性化までには至らず，遡上魚の血中Na量も正常  

値の範囲内にあった。アルカリ度と中和能の比較の結  

果，流入河川の内で遡上魚の最も多かった外山沢が，最  

も酸性化しやすい河川であることが判明した。ホンマ  

ス，ブラウントラウトの遡上は降雨時に促進されたこと  

から，酸性雨によって酸性化が生じた場合，遡上行動の  

抑制が起こる可能性のあることが推測された。   

3）都市域におけるスギ枯れの原因を明らかにするた  

め，スギの重度衰退地域（埼玉と東京），軽度衰退地域  

（茨城平地），及び健全地域（茨城11」地）からスギ葉を採  

取し，その生理特性を分析した。分析した項目は，クテ  

クラ蒸散速度，エビクチクラワックス墓，菜面の滞れ性  

（接触角），閉鎖障害を起こした気孔の割合，クテクラ層  

の厚さ，業面からの元素溶脱速度，及び菜の元素組戚で  

ある。また，SEⅣⅠによる兼面微量構造の観察や葉面に  

沈着していたエアロゾルの中性子放射化分析も行った。  

その結果，重度衰退地域では，葉面に多量のエアロゾル  

が沈着していて，エビクテクラワック■スの流亡や質的劣  

化も他の地域より進んでいた。また，葉面エアロゾルの  

一部は気孔内部に侵入し，その閉鎖を阻害していた。重  

度衰退地域では，上のような葉両生理の変化が原因と  

なって，クチクラ蒸散速度が健全地域の約2倍に増加し  

ており，この地域では近年都制ヒによる気象・水分条件  

の悪化も進んでいるので，スギは慢性的な水ストレスを  

受けていると考えられた。  

〔発 表〕A－27～29  

東アジア地域の非メタン揮発性炭化水素（NMVOC）  

排出量について推計し，排出分布図を作成した。中国の  

人為起源NMVOC排出量については信頼できる推計が  

なかったが本推計では詳細な発生源区分別に推計を行  

い，とくに石炭ボイラについてはボイラ規模を考慮した  

推計とし，省削，都市別と経緯度グリッド別の地域分布  

排出量も推計した。中国における揮発性炭化水素の総発  

生量を，各地域の地域別匡＝勺総生産（GDP）で割り振  

り，グリッド（1度×1度）別の1994年の揮発性炭化  

水素発生量を計算してマップ化した。北京，山東半島，  

上海，東シナ海，南シナ海沿岸部で発生量が大きかっ  

た。   

束アジア域の酸性物質の越境大気汚染を長期間にわ  

たってシミュレートし各国間の汚染物賓の排出・沈着マ  

トリックスを作成することを目的として，本年度はシ  

ミュレーションモデルの改良と特定期間を対象としたシ  

ミュレーション計算およびモデル検証を行ったこ1993  

年4月を対象としたシミュレーションの結果，RAMSに  

よって日本各地で測定された降水量，気温，気圧．風速  

などの地上気象要素が妥当に再現されることを確認し  

た。降水，雲物理過程を含む大気汚染物質の発生，輸  

送，変質，■沈着モデルにより，東アジア地域の数個の観  

測地点（隠岐島，東京等）への各エリア（1度×1度グ  

リッドより大きい）ごとの硫黄酸化物発生量の寄与を求  

めた。数種のモデル計算結果の比較を行った。  

〔発 表〕A60，61，a60～糾  

（2）酸性・汚染物資の環境一生命系に与える影響に関  

する研究  

1）前年度までに群馬県勢多郡および屋久島の杉林の  

表層土（花崗岩を母材とする土壌）中の水溶性アルミニ  

ウムの多くが無機あるいは有機物と錯形成していること  

を見いだしてきた。本年度は，特にそれらアルミニウム  

の配位子の化学榎の同定を目指して種々の検討を行っ  

た。特に，イオンクロマトグラフィー及びフツ化物イオ  

ン電極法により，アルミニウムに配任しうる化学種の測  

定を行ったところ，フツ化物イオン，硫酸イオン，シュ  

ウ酸などが嘩出されたが，これらの総量を合わせても錯  

形成しているアルミニウム化学橙の約3割程度が鋭明で  

きるのみで，今後さらに他の′」、分子量の有機酸ヤフルポ  

酸などの可能性を検討する必要があることが明らかと  

なった。また，世界遺産に指定された白神山地の周辺で  
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（3）東アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の  

開発と環境への影響評価に関する研究   

東7ジア，特に中国においては現在もエネルギーの  

80％近くを石炭に頼っており，大量の石炭が消費されて  

いて，これに由来するSO2も年間1，700万トンにもの  

ほる。SO2やこれから生成する酸性物質の影響は広く我  

が国を含む北東アジア全域にも影響を及ぼしている。し  

たがって，大量の石炭の使用に起因する酸性雨原因物質  

の排出制御は緊急の重要性を持っているが，中でも民生  

用の燃料利用からの酸性雨原匪物質の排出は，住民の健  

康にも直接関係しているので，その制御に関する技術の  

開発，現地化は非常に重要である。本研究は民生川の石  

炭燃料からの効果的な脱硫手法・選炭技術の開発，およ  

び中小のボイラーや民生用の燃焼器具からの排出制御手  

法の開発を目的としている。また，適切な排出削減対策  

がとられたときに，その効果を評価するための有効な指  

標が必要であり，対策技術と同時進行的に，その評価手  

法を確立しておく必要がある。このような観点から，対  

策技術の開発と評価手法の確立に関して以下の研究が行  

われた。   

ユ）対策技術の開発・現地化二本年度は，バイオプリ  

ケソト製造技術の確立と現地化を目指して，重慶市の万  

盛区南桶炭鉱に20万トン／年のバイオブリナット生産  

工場を建設するための生産システムの適正化と経1身性の  

評価（F／S調査）を実施した。また，これまでに実施さ  

れたバイオプリケソトに関する技術移転及び日中共同研  

究の成果を総合的に評価し，日中双方の見解をまとめる  

とともに，今後の展開について議論した。   

同時に，中国室慶市の南桐炭鉱に，新たに開発した選  

炭装置を導入し，重慶炭を対象とした選炭特性につい  

て，無機質燃焼硫黄分を含む脱硫率・脱灰率，適応粒径  

範囲，精炭回収率等を検討した。低品位石炭を対象に乾  

式選炭技術に関Lて日中共同実験を実施し，現地実用化  

可能性を探るための第一段階を完了させた。   

2）評価手法の確立：①バイオブリケソト化による室  

内環境評価：重慶において原炭とバイオプリケソト燃焼  

排気ガスの暴露実験を行い，その現場で汚染物質濃度を  

測定し，バイオブリケソトの導入による汚染物質暴露量  

の低減効果を評価した。石炭を使用した場合に，選択し  

た民家における室内のSO2濃度は1997年重慶11iのSO2  

年平均値の約13倍に達していたが，バイオプリケツト  

化により，室内のSO2濃度がユ／2～1／3に低下した。  

個人暴露量の測定結果からも，石炭バイオブリケツト化  

によりSO2の排出抑制効果が明らかにされた。SO2と  

NO2の個人暴露量はそれぞれ原炭燃焼時の  

37mg／day，0．34mg／dayよりバイオブリケソト燃焼時  

の16mg／day，0・23mg／dayに低減された。   

②材料聴食による評価二大気汚染レベルおよび気象条  

件の異なる日本（13地点），中国（8地点）および韓国  

（2地点）において，青銅，銅，炭素鋼，大理石，杉，  

檜，漆の暴露試験を実施し，同時に気象要素，乾性降下  

物，湿性降下物等の環境因子を測定した。鋼は東アジア  

地域において長期間の暴電試験にも直線性を示し，複合  

汚染指標として有効であった。重慶での鋼の腐食速度の  

経年変化は．1993年から屋内暴露ではSO2ガス濃度の  

低下とともに減少する傾向にあり，屋外暴露では雨水中  

の硫酸イオン濃度の変化と同じような挙動を示した。日  

本では屋外・屏内暴露ともほぼ→宝であったが，韓国の  

大開では屋外・屋内暴露とも腐食量は増加傾向にあった。  

薄膜X繰回析による腐食生成物の分析の結果，中国の重  

慶など重汚染地域の試料からは，屋外・屋内暴露とも酸  

化第一銅，塩基性硫酸銅の強いピークが検出された。一・  

方，日本の都市型汚染地放でも，屋外暴露では同様に酸  

化第一軋 塩基性硫酸銅のピークを認めたが，雨を遮断  

した屋内暴電ではさらに水に溶けやすい塩基性硝酸鋼が  

検出された。回帰分析の結果，屋外の銅の腐食量の増加  

には，気温や遅度の上昇，大気中のSOzガスや海塩粒  

子の波風 雨水中の硫軌塩素イオン濃度やpH値の低  

7■などが大きく関与していること，また，鋼の腐食星に  

は，S量，Cl量，硝酸塩の沈着が大きく寄与しているこ  

と，S量は，雨水から供給されるよりも，主として大気  

中のSO2ガスが湿った銅表面に吸収・濃縮され，硫酸塩  

として沈着することなどがわかった。  

〔発 表〕A－61，F－56～59，a－60，61，ト85～87，  

89～94  

（4）酸性・酸化性物質に係る陸域生態系の衰退現象の  

定量的解析に関する研究  

・1）陸域生態系衰退地域における酸性沈着の実態とモ  

ニタリング手に関する研究   

①7月26日から8月6日にかけて，国立環境研究所  

奥日光環境観測所において，地上と3Dmのタワー上で  

空気のサンプリングを行い，過酸化水素やメチルヒドロ  

ペロキシドの濃度変化を測定し，気象条件や他の汚染賓  
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■との相関を調べた。  すという結果を確認した。また同時に測定したオゾン濃   

②8月7日から12日の期間，長野県大芝高原のアカ  度の空間分布から，オゾンの沈着過程には化学反応が本  

マツ群落において熟収支ポーエン比法によりオゾンの乾   質的にかかわっていることを見いだした。  

性沈着を観測し，沈着速度が夏季に異常に大きな値を示   〔発 表〕F一別，ト4，88，95～99，102，103  
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2．3．5 海洋汚染に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：原島 省・功刀正行  

態と生態系影響に関する研究」（平成1ユ～13年虔）で  

は，長江から束シナ海への汚濁負荷の把握を目的とし  

て，長江河口，すなわち潮汐の影響を受ける南京～上海  

での採水調査を日中共同で実施した。長江から東シナ海  

への汚濁負荷量推定においては，上海からの負荷量の高  

精度な把握が必要であると考えられた。河口域の微生物  

多様性に関して分子生物学的手法の応用を進め，優占す  

る細菌群を明らかにした。東シナ海の流動について長江  

からの淡水流入等の因子を反映させた3次元流動モデル  

解析を行った。  

（2）「東アジア海域における有害化学物質の動態解明  

に関する研究」（平成7～11年度）は，有害化学物質の  

動態把握を行うことを中心とし，平成7～9年度の課題  

を2年間延長したもので，本年度はその最終年度にあた  

る。海水に希釈された低濃度の化学物質を広域的に検知  

するために，フェリー搭載型連続試料濃縮禰集システム  

を瀬戸内海フェリーに搭載し，本年度は8回の観測を実  

施した。航路上において採取したすべての試料から，極  

低濃度ではあるがHCH類ヤクロルデンなどの残留農薬  

を検出し，その分布が物質によって異なること，および  

気象要因などによって変動していることを明らかにLた。  

（3）「アジア線辺海域帯における海洋健康度の持続的  

監視・評価手法と国際協力体制の樹立に関する研究」  

（平成11～13年度）では，「人為影響によってリン・窒  

素負荷が増大，ケイ素が減少し，このため海洋生態系の  

基盤がケイ藻類→非ケイ藻類へと変質する」という仮説  

のもとに，日本沿岸・近海・東シナ海・南シナ海の栄養  

塩環境の変動と，それに対応した相物プランクトン生態  

系の変動を検知するための手法開発を行った。具体的に  

は，長距離航路コンテナ船による広域海洋計測と流入河  

川データの収集をした。また，窒素，リンとケイ素の相  

対比は自然起源の季節変動が大きく，時空間分解能の高  

いモニタリングデータによる詳細な解析を必要とする。  

このため長期にわたり高頻度で海洋環境要素の変動を迅  

速に把握するために蘭戸内海航路のフェリー船舶による  

オンラインデータ転送システムを設置し，海洋常時監視  

体制の基礎を作った。  

地域環境研究グループ：木幡邦男・中村泰男  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・村上正吾・牧 秀明・  

内山裕実■徐 開欽・越川 海■  

高松武次郎・越川昌美  

生物 圏環境部：渡通 信・広木幹也・河地正伸  

下線は研究代表者を示す  

【目 的〕人間活動の増大が海洋に与える影響は，すで  

に1800万種に達したといわれる合成化学物質の流入，  

本来は生物にとって必須である親生物元素と呼ばれるリ  

ンや窒素などの過剰負荷，および油汚染など多岐にわた  

る。これらの汚染物質は最終的にはすべて海洋に流入  

し，その生態系を変質させる。人間活動増大の影響は，  

世界の成長センターといわれるアジア各国の沿岸帯で顕  

著であり，さらにその外絃をなす東シナ海・南シナ海な  

どの海域帯への広がりが懸念される。   

また，上記の海域は，河口域やサンゴ礁，マングロー  

ブ帯などの生物生産が高く豊富な生態系を内包してい  

る。本来これらの場が地球環境を安定化する役割を果た  

していたのであるが，近年それらが喪失されつつある。   

地球環境問題は本来的に国際間の問題であるため，海  

洋環境についてもアジアの他の国との協同によりその保  

全策を確立することが課題となっている。ただし，欧米  

諸国において行われているような海洋の共同研究は，ア  

ジア域においては，国情の違いや研究課題が非常に多様  

なことから，短期間で達成されるものではなく，今後長  

期的な展望のもとに立案・実行される必要がある。   

このような背景から，アジア大陸に隣接した海域の有  

害化学物質の動態や海洋生層系の機能への人為的影響を  

把握し，海洋環境管理体制の基礎を作ることを目的とす  

る。このために長江河口域・東シナ海における海洋汚染  

過程の研究と，定期航路船舶によるアジア線辺海域帯の  

海洋変質の検知を軸にしつつ，アジア各国との連携を促  

進しながら海洋環境保全に資する知見を得る。  

〔内 容〕   

上記のような研究ニーズや国際的な動向を考慮し，以  

‾Fのような3つの研究課題のもとに，他の国立研究所，  

大学との省庁横断的・学際的な体制を組み，研究を遂行  

した。  

（1）「東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物質の動  

〔成 果〕  

（1）東シナ海における長江経由の汚染・汚濁物質の動   

態と生態系影響に関する研究  

1999年10月18日、11月1日にわたって長江からの  
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度は0．6〃g／gと低く，高い窒素・リン濃度にもかかわ  

らず，高濁度のため光制限となっていることがわかる。  

ここでは罰九肌Ⅵk肌択I川捕椚，n削止血両！洲Ⅷ山血甲血町  

山冊血油川飢倒m甲血といった模脚亜綱に属する動物プ  

ランクトンが主に観測されており，微小動物プランクト  

ンによるバクテリアの捕食が主たる炭素源となってい  

る。上海港から長江に放出される多量の生活排水が，潮  

汐の影響により劉河に到達していたと考えられる。   

平成10年度までの研究では，遺伝子の塩基配列に基  

づいた分子生物学的解析手法による微生物多様性解析が  

有効であることを明らかにした。そこで，本年度は本手  

法を用いて東シナ海（長江河口沖）で優占している細菌  

群集の解析を行った。長江からの流入淡水の影響を受け  

ヤすい沿岸域においては高分子有機化合物を利用する細  

菌群集が優占し，当域の栄養塩特性を反映していた。ま  

た，本手法は定量性に解決すべき課題があるが，蛍光標  

識ブロープを用いた計数儀（FISH）を併用することに  

より精度が高められる。従って，16SrDNAの塩基配列  

を基に，優占細菌群を特異的に検出できるプロープの検  

討を行った。   

樹海・東シナ海の流動は，黒潮，潮汐，長江・黄河か  

らの淡水流入，風や海面での熱移動等により影響を受け  

複雑な流況を呈する。177～1310E，24～41．50Nで囲  

まれた領域を対象に，8×8kmグリッド，鉛直10層  

の差分化による3次元流動モデルを適用をした。台湾か  

ら九州にいたる境界においでは沿岸潮汐観測点で得られ  

ている実測データによる調和定数の振幅・位相を与え，  

さらに黒潮の流れに起因する平均的水位を与えた。また  

日本海洋データセンターの海流データにより得られてい  

る黒潮の流路から屋久島・種子島の近傍を黒潮が通過す  

るように平均流量を与えた。黄河・長江・鴨緑江，遮江  

等河川流入量は報告されている月平均値を与えた。当該  

海域は大陸からの凪が卓越する海域であり，吹送流の影  

響を受ける。気象庁海洋気象ブイロボット観測資料によ  

り126020′E，28010′Nに設置されている海上ブイによ  

り計測されている3時間ごとの風向・風速値を第一次近  

似として仝計算領域に適応した。1997年1月1日、  

1998年12月31日の2年間を対象として計算を行い，  

東シナ海で計測されている塩分との比較を行った結果，年  

間を通しての塩分変動については良好な再現性が得られた。  

〔発 表〕K－40，43，45，47，48，51，軋 G－9，13，  

g17，31，32，  

汚濁負荷の調査を行った。潮汐の影響を受ける南京から  

上海まで水質項目，生態系項巨＝ニついて50、100kmの  

間隔で計8点の長江中央表層水の採水を行った。また，  

南京，劉河においては4．5gの透明なポリカーポネート  

製ボトルに捕獲した現場生態系に1ユc安定同位体を添加  

し4時間培養後の光合成及びバクテリア経由の炭素移送  

計測を行った。南京においては培養前の原液と培養4時  

間後の原液をGF／Fろ紙でろ過処理・し光合成速度とグル  

コース摂取速度を求めた。劉河で得られたサンプルは  

200，100，20，10〃mネットを用いて分画し，煉液及び  

10〃m以下のろ液を含む6段階ろ過処理を行い，100〃m  

サイズ以上の動物プランクトン分画への無機経路及び有  

機経路の炭素移送効率（PLT）も求めた。   

硝酸態窒素（NO3－N）は60～65〃M，アンモニア態窒  

素（NH4N）は1，5～30iLM，1）ン酸態リン（PO4－P）は  

0，5～0，65FLMの間にあった。特にNH‘1Nの30／JMと  

いう高い値は上海港から長江に流人してくる大量の排水  

に起因するものであり，この排水は海水と完全に混合し  

ない水塊となって長江に流入してくる。また上海市から  

の1次処理下水が直接河口域に放流されている地点があ  

り，このため採水時期，採水地点によっては長江で計測  

されている値と比較して極端に高い値（例えばNO3N  

で230FLM，NH4Nで410FLM，PO4－Pで3．5FLM等）が  

計測されることがある。上海市からの汚濁負荷量の楕度  

が長江経由して東シナ海に流人する汚濁負荷総量の精度  

を決定していると言える。DTN／DTP比が60～100と  

高く，窒素がリンに比較して多量に負荷されている。こ  

れは農業由来の窒素肥料の降雨による流山と郡市からの  

生活排水に起因するものである。長江のSS濃度は約  

200mg／Jと高く，リンが粒子に吸着され沈降作用により  

水中から除去されることもDTN／DTP比を高くするこ  

とに寄与している。   

南京での光合成速度は2．30／′g13c／〃hr，グルコース  

摂取速度は2．61／ノg13c／〃hrであり，炭素移送は光合成  

経由，バクテリア経由ともに同じくらい活発であった。  

劉河で得られた光合成速度は1．25／∠glユc／机1r，グル  

コース摂取速度は6．75〃glユc／〟hrであり，バクテリア  

経由炭素移送が非常に■か、。100〃m分画より大きい動  

物プランクトンヘの炭素移送は光合成経由で3．94％，  

バクテリア経由で11．61％であり，バクテリア経由によ  

る動物プランクトンヘの炭素フローが優占する生態系を  

構成していることがわかる。ここではクロロフィル〟濃  
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（2）東アジア海矧こおける有害化学物質の動態解明に  

関する研究   

有害化学物質による海洋汚染の動態把掛こ資するため  

に瀬戸内海を航行するフェリ．－「さんふらわああいぼ  

り」を用いた観測を8回実施し，従来得られなかったダ  

イナミックな化学物質濃度の変動の様子をとらえること  

ができた。試料の補集は，瀬戸内海全域で10地点とし，  

往復20サンプルを採取し，GC－MS／51M法により分析  

を行った。また，航路上の大気中に存在する有害化学物  

質をミドルボリュームエアーサンプラーを用いて，往路  

復路それぞれ1試料を捕集した。   

同海域における8回の観測から，農薬の一種である  

aHCHは最大950pg／l，／ヲーHCHは，同じく1600pg／［  

が検出された。αHCHは変動が大きく一定の傾向は  

見られなかった。一方，JクHCHは7月までの観測と  

9月以降の観測結果で大きな差が見られた。7月までは  

200pg／L以下の地点が多く，最高濃度も450pg／Jであっ  

たが，9月以降は総じて500pg／～前後と濃度が高く，ま  

た最高濃度も1600pg／Jと高かった。一部の例外を除い  

て大阪湾に近いほど高くなる傾向が見られ，高濃度は－  

部を除きこの海域周辺で観測された。9月以降，全海域  

で高濃度が観測された原因に関しては検討中であるが，  

大阪湾近傍が高濃度なこと，α一日CHはこうした傾向  

をみせていないことから，何らかの原因により底泥に蓄  

積されていたβ一HCHが再溶出Lてきたものと考えら  

れる。こうした詳細な変動の様子は本研究によってはじ  

めて明らかにされたものである。  

〔発 表〕A－22，a－20  

らの比較をすると，DINが増加したのに対し，DSiが減  

少したことがわかった。このような事例を，牝が国の経  

済成長と照らし合わせて考えるため，我が国の高度成長  

の前（1950年代）と後（1970年代）の河川水質データ  

を収集・解析した。そして，この期間に，特に人口密度  

の高い関東圏と近畿圏の河川でDIN，DIPおよび塩素イ  

オン濃度が増加し，Si濃度が減少したことがわかった。  

すなわち人間活動の増大が沿岸海域の（N，P）／Si相対  

比を増大させることと，同様の過程が東アジア各国の河  

川・沿岸海域で進行していることが推定される。   

また，植物プランクトン分類群別の炭紫バイオマス濃  

度から，香港近傍海域で，卓越する種類が，季節により  

ケイ藻から渦ベン毛藻類，微小ベン毛藻類などの非ケイ  

藻類に変わることが確認され，この海軌二おける（N，  

P）／Si相対比の増大の影響が推定される。   

東シナ海および南シナ海はともに貧栄養海域であり，  

植物プランクトン濃度もともに低かったが，低い濃度の  

うち，東シナ海ではピコシアノバクテリアが卓越するの  

に対し，南シナ海では渦ベン毛藻類および微小ベン毛藻  

類が卓越するという差異がみられた。この理由はまだ不  

明であるが，1年間の成層の変遷過程などの海洋構造と  

卓越プランクトンの関連を示唆する点で重要性をもつ。   

また，香港以南の計測を進めるため，別のコンテナ船  

「ACX－LILY」（東京船舶所属，E］本基隆一香港－シ  

ンガポールジャかレターポートケラン往復航路うに協  

力を依頼し，取水システムの設置を行った。また，瀬戸  

内海航路のフェリ←「さんふらわああいほり」に搭載し  

たセンサーデpタロガーー船上通信サーバーrNSTAR  

通信衛星一地上局－1SDN回線一国立環境研究所の経路  

によりオンライン的に海洋監視を行い，同時に時空間分  

解能の高い解析を行う基礎を作った。   

国際協力関係の構築として，第4回IOCWESTPAC  

（政府間海洋学委員会西太平洋地域委員会）の会議におい  

て，コンテナ船による海洋モニタリングプログラムを  

COOS－HOTO（全球海洋観測システム・海洋の健康度モ  

ジュール）の一環として位置づけ，今後10Cの事業とし  

て実行するよう提案を行った。また仁韓国海洋研究所が  

開始した仁川～済川島間のフェリーモニタリングについ  

て，日韓環境保護協完に基づいて技術的な協力を行った。  

〔発 表〕A－52，a45～49  

（3）アジア縁辺海域帯における海洋健康度の持続的監  

視・評価手法と国際協力体制の樹立に関する研究   

日本一香港間を往復するコンテナ船によるサンプリン  

グを行い，東シナ海・南シナ海北部の栄養塩濃度，植物  

プランクトン各分類群ごとおよびサイズ分画ごとの炭繋  

換算バイオマス倍を計測し解析した。その結果，香港近  

傍海域と大阪湾・紀伊水道の両海域で，溶布態無機窒素  

（即N）／潜存態ケイ素（DSi）の相対比が大きくなるこ  

とが確認された。   

また，海域に影響を与える河川のN，P，Si濃度の長  

期変遷を含むデータを収集した。南シナ海に流入する大  

河川のうちチャオプラヤ河では，1950年代と現代のか  
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2．3．6 熱帯林の減少に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：奥田敏統・唐 艶鴻・足場和彦  

社会環境システム部：森田恒幸  

科学技術特別研究員：梁 乃仲・小沼明弘・西村 十  

重点支援研究協力員：鈴木万里子  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕   

近年，熱帯林保全へ向けた持続的管理の手法が様々な  

地域で模索されているが，森林の減少速度に歯止めがか  

からない。この原因として，森林の持つ生態的，社会  

的，文化的なサービス機能・価値が客観的に評価されて  

いないことが指摘されている。そのため，森林の持続管  

理に向けた的確な指針が与えられないばかりか，人類の  

遺産である森林資源の枯渇を招くことにつながりかねな  

い。例えば，森林の炭僚ガス吸収機能が注目され，排出  

権売買が現実のものとなりつつあるが，そもそも熱帯岡  

林の炭素蓄積機能やその循環系にかかわる要因は何かに  

ついても十分な知見が得られているとは言い難い。また  
豊富な熱帯雨林の動植物の生態に関する科学論又は数多  

く蓄積されたものの多様性が包括的に評価できる指標策  

定に対して十分な研究投資が行われたとは言い難い。そ  

こで，本研究課題では熱帯林の保全管理のための手法を  

確立することを目的として（1）森林の荒廃が生物生産  

機能及び物質循環系に及ぼす影響（2）森林の荒廃が多  

様性の維持機能に及ほす影響（3）森林の公益機能の環  

境経済的評価手法開発に関する研究を行った。なお，本  

課題はマレーシア森林研究所（代表：N．Manokaran氏），  

マレーシアプトラ大学（代表∴M．八wang氏），京都大学  

（武田博晴氏），島根大学（山下多聞氏），岐阜大学（代  

表：′」、泉博氏），国立極地研究所（別宮由紀子氏），科学  

技術振興事業団（足立直樹氏），熊本県立大学（山田俊  

弘氏），自然環境研究センター（代表：市河三共氏），神  

戸大学（鷲田豊明氏），早稲田大学（栗山浩一氏），日経  

リサーチ（代表：倉内敦史氏）などの協力を得て行った。  

〔内 容〕  

（1）森林の荒廃が生物生産機能及び物質循環系に及ぼ  

す影響   

森林の持っている諸機能のうち，特に地上部の現有  

量，土壌呼吸量，分解量，落葉落枝量及び炭素・窒素を  

はじめとする物質循環に焦点をあて，それらが択伐に  

よってどのような影響を受けるかを調べる。また択伐周  

期の異なる林分で現存量の調査を行う。得られた成果か  

ら最終的には森林の炭素の固定機能を森林内のマターフ  

ロー的な視点から評価する。さらに，天然林及び二次林  

に設置した植生長期観測プロットのデータをもとに森林  

動態モデルを開発し，伐採が現存量，炭素吸収量の変動  

に及ぼす影響について解析を行い，森林の最適管理オプ  

ションについての提案を行う。  

（2）森林の荒廃が多．様性の維持機能に及ぼす影響   

二次林化により影響を受けた森林の林冠構造，内部構  

造などが動植物の相互作用にどのような影響を及ぼすか  

を明らかにすることを目的として，天然林と二次林で，  

林冠構造，ギャップの分布，森林組成などについて調査  

を行う。その上で，こうした環境変動が草食動物の採食  

行動にどのような影響を与え，さらにそれが植物の更新  

過程にどのような影響を及ぼすか，また林内環境の変化  

によって植物の例の防御機能がどのように変化しうるか  

などについて調査を行う。森林の二次林化によって，構  

成樹種や個体の成長，生存率，遺伝的構造及び動物の構  

造に与える影響を明らかにし，熱帯林の持続的管理に向  

けた管理指標策定の基礎的なデータの集積を行う。  

（3）森林の公益機能の環境経済的評価手法開発に関す  

る研究   

森林の管理手法の違いや農耕地への転化によって森林  

のもつ経済的価値がどのように変動するかを明らかにす  

る目的で，現存する資料を収集すると同時に，森林の持  

つ賓産を評価するための基準設定を行う。また生態学  

的，水文気象学的アプローチによって得られた森林の機  

能を経済価値に換算し熱帯林の公益機能を評価すること  

を試みる。さらに熱帯林その選択価値．存在価値などに  

ついても現地調査を行いながら評価を試みる。  

〔成 果〕  

（1）森林の荒廃が生物生産機能及び物質循環系に及ぼ  

す影響  

1）熱帯林の炭素収支に関する研究－パソ天然林の最  

近のバイオマス変動   

本研究では，森林の炭素の固定・蓄積と分解や土壌呼  

吸によって大気中に放出される炭素の収支を明らかにす  

るために必要なパラメータを整理し，これまでに取られ  

たデータから推定可能なパラメータと新たに観測する必  

要のあるパラメータを分離検討を行った。その結果，新  

たに調査が必要な項目として，りタ一分解，土壌呼吸な  
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どが挙げられ，‘とくに土壌呼吸については方法論的な不  

備のため再検討が必要であることがわかった。そのた  

め，調査プロット内にりクートラップを設置し毎月一回  

の頻度で内容物を回収し，乾燥後重量を測定した。これ  

まで集積された生物生産量に関するデータを解析した結  

果，現時点での天然林における直径5cm以上の樹木の  

地上部バイオマスは402．OMg／haであり，この値は  

1973年に同じプロットで測定された値よりも73．1Mg  

少ないことがわかった。1994年からの1998年の4年間  

の変化を調べたところでは22．6Mg／haが成長，  

51．9Mg／haが死亡し，新規加入（0．89Mg／ha）も考慮  

すると結果28．4Mg／haの純減であった。この値は，1  

ha当たりにして1年間に直径5cmの樹木1本分の樹体  

内炭素が死体となって分解し始めるのとほぼ等価であ  

る。樹木の死亡はほとんどが直径20cm以下の′トさな個  

体によるもの（4年間全体では仝死亡数の83．9％）で  

あった。対照的に，直径に対するバイオマスの損失量の  

分布パターンは，直径100chl以上のサイズクラスに明  

瞭なモード（最頻値）があった。りタ一について  

は，1992年からの4年間に計26．1Mg／haの黄りターが  

供給が確認された。以上のデータをもとに，この森林生  

態系全体から1994～1996年の期間中に吸収された炭素  

量の分解速度を変化させて試算したところ森林全体の見  

かけの分解係数（k）が0．294／yrより大きければ系は  

炭素放出原に，0．294／yrより′トさければ炭素吸収源と  

なっていたことがわかった。これは，損失したバイオマ  

ス（リタ一による脱落と死亡の合計）の25．5％が最初  

の一年間に分解するのと同等である。また，kが1．0／yr  

であったときには分解開始後一年間に約8Mg／haのバ  

イオマスに相当する炭素が大気中に放出されることにな  

る。このように，今後分解速度を重点的に調べ，これを  

成長量と比較することで，この期間に森林全体からどの  

くらいの炭繋が放出されたのか明らかにすることができ  

る。   

2）パソ天然林における土壌呼吸速度一時空間的変動  

とその要因   

本研究の目的は，熱帯低地ブタバガキ林（天然帆二  

次林）および周辺の農林地における年間の土壌呼吸量を  

明らかにし，熱帯林生態系の持つ炭菜園定能力推定のた  

めのパラメータを提供することである。本年度は，天然  

林において土壌呼吸速度の時空間的バラツキを把握し，  

これらのバラツキに影響を与えている環境要因を特定す  

ることを試みた。   

調査はパソ森林保護区内の天然林プロットで行った。  

林冠が閉じた林床とギャップ下の林床にそれぞれ8m四  

方の方形区を設置した。土壌呼吸速度の測定は，ライカ  

社の携帯用土壌呼吸測定システムを用いて行った。   

その結果，閉鎖林冠下では，気温と地表面温度は日変  

化を示したが，地温はほぼ一定で日変化はほとんど示さ  

なかった。ギャップ杯床では，目最低温度は閉鎖林冠下  

と変わらなかったが，温度変化の振幅が閉鎖林冠下に比  

べて大きいことがわかった。平均地温はギャップ林床下  

の方が閉鎖林冠下よりも高く，また空間的なバラツキが  

大きかった。平均土壌呼吸速度は閉鎖林冠下，ギャップ  

林床下の間では有意差はなかっがその変動係数は，両サ  

イトともに高く（約60％以上）の土壌呼吸速度の空間  

的バラツキが非常に大きいことがわかっった。閉鎖林冠  

下では，土壌呼吸速度は地温あるいは枝のバイオマスと  

弱い正の相関を示し，土壌含水率と負の相関を示した。  

土壌微生物バイオマスとは無相関だった。ギャップ林床  

下では土壌呼吸速度は地温と負の相関を示したが，他の  

環境要因とは有意な相関は示さなかった。閉鎖林冠‾Fに  

おける土壌呼吸速度には明瞭な日変化は見られなかっ  

た。ギャップ林床下では，午後に直射日光が地表面に到  

達したことによって地温がわずかに上昇したため，土壌  

呼吸速度がわずかに増加していた。   

閉鎖林冠下での土壌呼吸速度の日変化が不明瞭であっ  

たのは林冠の閉じた林休では地温がほぼ一定であるため  

であると考えられる。ギャップ環境‾Fのギャップ林床下  

では，暗点日の午後，地温のわずかな上昇に伴い土壌呼  

吸速度もわずかに増加した。しかし，両サイトとも地温  

の口変化はほとんどないあるいは極わずかなため，土壌  

呼吸速度の時間変化の要因としてはあまり寄与していと  

考えられる。恐らく，降水量の変動に伴う土壌含水率の  

変化が，土壌呼吸速度の時間変化の最も大きな要因に  

なっているものと思われる。－  

（2）森林の荒廃が多様性の維持機能に及ぼす影響  

1）択伐が森林の林冠・林分構造と森林組成に及ぼす  

影響   

パソ保護林に設置された天然林，二次林の長期観測プ  

ロットのデータをもとに，林冠構造，樹幹面積，林分構  

造，桂組成，多様性について解析を行い，択伐によって  

これらの要素がどのように変化したかについて考察を  

－ 70 －   
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行った。それによると天然林の林冠高の平均値は  

27．4mで二次林のそれ（24．7m）に比べて有意に高いこ  

とがわかった。さらに林冠高の分散や変動係数も天然林  

で邁かに高い値を示した。これは二次林では伐採によっ  

て突出木層の欠損，天然更新による空間ギャップの発生  

の低下等が起因しているものと思われる。また，天然林  

の平均樹幹面積，林冠表面積も二次林の比べてそれぞれ  

2倍，1．5倍の値を示した。さらに二次林では中，′」、径  

木の個体密度，胸高断面積合計が天然林に比べ有意に高  

′かったが，直径50cm以上の大径木や逆に直径1cm以  

下の椎樹の個体密度，胸高断面積合計が低いことがわ  

かった。すなわち二次林試験地は択伐後40数余年経て  

いるが，伐採時の残存木が高密度のまま成長したためそ  

れぞれの樹幹が大きくならないまま，植生遷移が停滞し  

た状態であることがわかった。生物多様性の基盤である  

森林構造や林冠の三次元構造は，野生動物や土壌昆虫，  

林床性昆虫などの生態に様々な影響となって現れてくる  

ことが他の調査・研究によって明らかになっていること  

から，森林伐採は直接的には森林面積の減少にはつなが  

らないものの多様性の保全機能などを含む諸機能に重大  

な影響を及ぼすことが示唆された。   

2）熱帯林林冠構成樹種椎樹の葉群動態の種間比較研究   

本研究では，低地熱帯林における椎樹の物酎ヒ学的防  

御機構と生理生態的特性を明らかにするために，フタバ  

ガキ科8種の椎樹についての光環境及び菓の傷害に対す  

る展葉戦略の種間比較検討を行った。調査は，半島マ  

レーシアのパソ森林保護区内の2つの調査区に設置した  

200偶の実生センサスプロットの光環境を評価し，そこ  

に生育するフタバガキ科の椎樹すべての棄にラベルをつ  

けて，菜群動態と棄の傷害の程度を計測した。その結  

果，葉群動態には有意な種間差がみられ，菜の生産速度  

が速い樹種ほど落葉速度も速かったが，乗の純獲得速度  

との問には有意な偶開閉係はみられないことがわかっ  

た。また，ほとんどの実生の樹高成長速度は小さく，種  

間差は見られなかった。一方で，菓の平均サイズが大き  

な樹種ほど葉の純獲得速度が高く，個体当たりの平均棄  

面積と傷害葉率も高い傾向にあった。以上から，葉群動  

態において葉の形態的特性がその食害に寓接に関連する  

ことが示唆された。   

3）低地熱帯林林内微気象に関する研究   

これまでの熱帯研究報告で！ま林床植生の多様性に光環  

境を代表とする林床の微気象の時空間的不均質性が大き  

く関与していることが示唆されているが，実際に徴気象  

の定置長期観測を行った例ははほとんどない。そこで本  

研究では，林床の物理環境のきわめて不均一性を明らか  

にすることを目的として，林床環境としてギャップの林  

床環境と林冠下の林床環境を調査対象とした。   

ギャップの林床で日積算光合成光量子密度の測定を  

行った結果，ミクロサイト（センサーを設置している場  

所）によって，光量子密度は大きく変わることが明らか  

になった。閉鎖した林冠下では林冠に到達する光量子密  

度の1％しかないが，明るいところでは約80％以上に  

なることがわかった。次に，異なるミクロサイトでは林  

床の光環境の時間変動が大きく異なることもわかった。  

同じ時期に測定した林冠の上の光環境は，激的変動はな  

いこともわかった。さらに，ギャップと林床の光環境を  

比較したと■ころ，ギャップの光量子密度は明らかに林床  

より高いことがわかった。林冠の下の林床では林冠に到  

達する光量子密度の数パーセントしかなかった0 

林内（ギャップ）で測定した気温は2カ月の間にほとん  

ど変化がなかった。杯内の湿度は激しい日変化，すなわ  

ち，尽間と夜間の変化があったが，日平均値は83％前  

後でほほ一定になっていることがわかった。林内の湿度  

変化は林冠部で測定した大気濁度の変化より大きいこと  

もわかった。林内の降水記録は林冠タワー頂上部での測  

定結果から得た降水の時間変動パターンとほほ－・致して  

いることがわかった。また，降水の日変化をみると，夕  

方から深夜にかけての大きなピークと朝6時前後の小さ  

いピークが存在することがわかった。   

4）熱帯林における林冠構成種の繁殖に関する研究   

本研究では，①熱帯林林冠構成樹種がどのような範囲  

で交配しているのか（花粉を通じた遺伝子流動の範囲）  

を明らかにすること ②種子の分散は親木から、どの程度  

の範囲で超こるのかを明らかにすることを目的として，  

林冠構鼠榎である納虎山肌肌叩購h油壷を詩情対象に，  

本種がどのような範囲で交配しているのかマイクロサテ  

ライト多型を用いて推定した。調査地であるパソ保護林  

内に生育する〟Jほわ班5母樹から椎樹および実生を採集  

し，その道伝子型を決定した結果，約70％の個体は調  

査区内に花粉親候補があることが明らかになった。しか  

し，約20％の個体は，調査区が半隔離状態にあるにも  

かかわらず，花粉親候補が調査区内にはなかった。この  

ことはⅣ．加壷血が数百m離れた個体とも交配している可  

能性を示唆している。これは，凡止血扉の主要なポリ  
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ネ一夕がハナバナ類であり，比較的長距離を送粉するた  

めと考えられた。   

5）類縁関係にある木本植物の分布の同所性および多  

様性の維持機構に関する研究   

本研究では低地フタバガキ林の林冠構成種である7．ネ  

ミノキ属2種∫．椚dC叩け血椚と∫，Jf門g〟rJc叩“別の分布域  

の重なりと，地形に対する生息域の選好性について解析  

し，同属近縁二種間でニッチ分割が存在するかどうかの  

検証を試みた。その結果，フネミノキ属植物2種の分布  

は地形に強く影響されることがわかった。異なる地形区  

分へのフネミノキ出現固体の頻度は，有意に斜面上部，  

中部，下部に歪んでいた。したがって，地形から見た生  

息地は斜面上弧 中部，下部であると考えられる。2種ノ  

の地形区分への出現個体数の頻度は有意に界ならなかっ  

た。したがって，両種の地形の選好性は同じと考えられ  

る。さらに，被陰条件から見た生息地の選好性について  

解析を行ったところ，両者の各個体の分布域における被  

陰条件の有意な差が見られなかった。このことから更新  

ニッチの分割も起こっていないと推察された。すなわ  

ち，解析結果からは生息地ニッチの分割では両種の共存  

を説明することはできなかった。したがって，7ネミノ  

キ属植物の共存に対しては，いつも生息場所に関係した  

平衡力が主要な役割を演じているとは考えられないこと  

が示唆された。  

Pay，支払い意志額）を導き出すのに対して，コンジョ  

イント分析は，それぞれの属性ごとのウエイトを測定す  

るという意味で，CVMを一般化した手法という性質も  

持っている。本調査では，マレーシアの国土利用に関し  

て，「保護林面積」，「生産林面積」，「農地面積」，「国土  

利用プログラム履行に使用する追加税金」の4属性とそ  

れらの水準が明記された。現状と，国土の利用例プロ  

ファイルを2つ示し，最も好ましいと思われるものを1  

つだけ選択してもらう手法を採用した。現状との比較が  

可能となるよう，各プロファイルの属性には現状に対す  

る面積の増減率を表示した。税金は世帯に対する新しい  

特別税であり，1度だけ課税されるものとした。国土利  

用への意向に関して今後の増減の意向を開シーたところ  

「強く増加を望む」の回答は，保護林で19．8％，農地は  

17．8％だったのに対し，生産林では5．0％で，「強く増  

加を望む」と「増加が望ましい」の回答を合わせても増  

加意向は26．8％にとどまった。逆に生産林では「減少  

が望ましい」の38．6％が「増加すべき」と「増加が望  

ましい」を足し合わせた増加意向を10ポイント以上，  

上回っており，回答者が生産林に対してネガティプな印  

象を持っていることがうかがえた。コンジョイント回答  

における「現状」選択理由として8つのワンジョイント  

回答のうち，提示プログラムではなく，「現状」を1つ  

でも選択した回答者に，その理由を聞いたところ，回答  

者の33．7％が「プログラムのために税金を払うのは適  

当でない」と考えており，課税に対する抵抗感が表れて  

いることが明らかになった。結果として，生産林以外の  

パラメータは高い有意水準で評価されたが，生産林につ  

いてはやや負の傾向をもった低い有意水準の催しか推計  

されなかった。生産林以外での統計結果は今回のパイ  

ロット調査のねらいが基本的に成功したことを意味して  

いる。しかし，生産林について，不十分な結果になって  

しまったのは，回答者がいまだ保護林などとのトレード  

オフにとらわ咋ているため，あるいは生産林の意味を十  

分理解していないことによると思われる。  

〔発 表〕A－13，a－8～12  

（3）森林の公益横能の環境経済的評価手法開発に関す  

る研究   

熱帯林の社会的評価の経済価値をとらえることを目的  

としてマレーシアにおいてコンジョイント分析を行っ  

た。コンジョイント分析は，1960年代に計量心理学，  

マーケティングリサーチの分野で開発された表明選好法  

で，新製品の需要，コンセプト開発，製品属性決定に利  

用されている調査手法である。コンジョイント分析は環  

境の社会経済評価手法の分類に従うと，CVM（仮想評価  

法）と同じ表明選好（StatedPreferenceMethod）に属  

する。CVMが複数の属性を含んだ2つのプロファイル  

（環境の状態）の貨幣的評価（WTP：WillirlgneSSTo  
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2．3．7 生物多様性の減少に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：高村健二・椿 宜高・原島 省・  

永田尚志・五箇公一  

社会環境システム部：田村正行・清水 明・山野博哉  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球上には様々な生物が生存しており，推計  

では1000～3000万種の生物が存在していると言われて  

いる。このような生物多様性は生命の誕生以来，40憶  

年をかけた進化によって形成されたものであり，人類の  

生存の基盤をなす重要なものである。このため，1992  

年6月の地球サミットにおいて署名された生物多様性条  

約は1993年12月に発効した。我が国も1993年3月に  

条約を批准し，締約国となった。さらに，我が国では  

1995年10月に地球環境保全に関する関係閣僚会議にお  

いて生物多様性国家戦略が決定され生物多様性保全の取  

り組みが方向付けられた。   

地球環境研究総合推進費による生物多様性減少分野の  

研究では生物多様性減少の機構解明，野生生物の生息地  

内外の保全手法の開発，アジア地域熱帯林の減少に伴う  

生物多様性への影響解明，野生生物の保護地域の設定基  

準の検討，サンゴ礁の生物多様性維持機構の解明を行っ  

てきたが，これらの成果を土台に新しい研究手法・概念  

を取り入れて生物多様性の保全を体系的に進めるための  

研究を行う。  

〔内 容〕  

（1）地理的スケールにおける生物多様性の動態と保全  

に関する研究   

野生生物が絶滅に至る主要な原因は人間の開発行為に  

よる生息地の破壊・変質である。生息地の破壊・変質は  

生息地の縮小と分断化を伴う。縮小の影響に関しては，  

これまでの研究（国内外および過去の地球推進費による  

研究）によって知見が蓄積されてきた。しかし，分断化  

の影響については，地理学的情報とこれまでの知見を統  

合した新しい研究展開が必要である。分断化は人間活動  

によってもたらされたものであるから，その影響を評価  

するために集水域における人間活動域と野生生物生息域  

の広がりの歴史的変化を地理的情報システム（GIS）  

データベースの構築によって把握する。また，バイオ  

トープ間の相互作用，野生生物のメタ個体群動態の解  

析，新しいバイオトープへの非土着生物の侵入影響評価  

等から，生息地の破壊・変質が野生生物の生存に及ぼす  

影響を解析し，保全手法の開発に資する。  

（2）アジア太平洋地域における森林及び盲遠地の保全と   

生物多様性の維持に関する研究   

アジア太平洋地域においては．近年，人間活動の影響  

を受けて，森林，湿地の面積が急速に減少しつつある。  

森林と湿地の減少はそこを生息地とする野生生物にとっ  

て生息環境の劣化を意味し，少なからぬ生物種が生息数  

の減少あるいは絶滅の危機にさらされている。このよう  

な背景のもとで，森林及び漫地を保全し生物多様性を維  

持するには，森林と漫地の分布及びその周辺の土地利用  

変化の実態を把握し，森林と遅地の利用も視野に入れた  

持続的管理のあり方を探ることが急務である。   

本研究は，アジア太平洋地域を対象として，1）森林  

及び湿地の減少と劣化の実態を，文献・地区‖盲報，現地  

調査，衛星データ等を用いて把握すること 2）森林・  

湿地面積の減少など野生生物の生息環境の悪化が，森  

林・湿地植生と野生生物との共生関係に与える影響を，  

現地調査，衛星無線追跡，地理情報システム等により解  

明すること，及び以上の結果を踏まえて 3）森林及び  

湿地の保全と生物多様性の維持に向けて提言をまとめる  

ことを主要な目的とする。  

（3）サンゴ礁における生物多様性構造の解明とその保  

全に関する研究   

八重山諸島のサンゴ礁海域において，a）固定トラン  

セクトに沿っての2台の水中カメラによるステレオ撮影  

b）グラスボートに設置したステレオビデオカメラによ  

る航走撮影の2方式によってステレオ画像アーカイブの  

取得を行った。さらに，ステレオ画像ペアから3次元情  

報を抽出する方式を開発した。また，a）の調査地点に  

おける水温モニタリングデータを収集し，白化・弊死な  

どサンゴ劣化との関連を考察した。  

〔成 果〕  

（1）地理的スケールにおける生物多様性の動態と保全  

に関する研究  

1．）種多様性の地理的分布構造に関する研究   

生物種の分布情報に基づいて生物多様性の保全地域を  

策定しようとする場合，多様性の尺度として何を用いる  

かによって，全く異なった結論が尊かれる。環境庁によ  

る自然環境基礎調査およぴその他の情報を用いて，いく  

つかの異なる基準で，どのような保全地域が選定される  

かを検討した。検討したパラメータは，対象となるス  

－ 73 －   



国立環境研究所年報（平成11年度）   

ケール，種多様性を評価する単位面積（メッシュサイ   

ズ），分類群，景観植生（群落）である。保全地区の選   

定にあたって用いた基準は，①種多様度（種密度）の高   

いメッシュから順に選定 ②分布域の狭い種から順に，   

その分布するメッシュを選定 ③レッドリスト掲載種の   

分布するメッシュを選定 ④互いに種の類似性の低い   

メッシュを組み合わせて選定である。   

メッシュサイズを大きくした場合（1辺約80kmの一   

次メッシュ），ある分類群（たとえばチョウ類）の種密   

度が高いメッシュは他の分類詳（たとえばトンボ類，両  

生類）の棟数も多いことがわかった。これは，サンプル   

単位面積が大きい場合，どの分類群でも種多様性を代表   

できる可能性が高いことを意味している。ただし，より   

′トさな二次メッシュ（1辺約10km）単位ではその有効   

性は全くなくなる。また，保全地域の選定で最も効率が   

よい（少ない面積で多くの種の分布域をカバーできる）   

のは，種の類似性を指標に用いた方法だった。景観植生   

と種密度の間にはほとんど相関がないが，二次メッシュ   

単位でみたチョウ類の類似性をもとにメッシュをクラス   

ター分類した結果は景観植生との一致が見られた。  

2）バイオトープと野生生物の地理的分布における連  

関の解析   

野生生物の地理的分布にバイオトープの縮小，分断化   

の状況および歴史的変遷が与える影響を明らかにするた   

めに，その基礎資料として，国土地理院の数倍地図デー   

タおよび航空写真から数値地図上に植生図を作成し，調   

査対象域の那珂川上流域についてGISデータベースの構   

築を開始した。野生生物個体群の存続可能性分析を行う   

手法の開発のために，湿地性鳥類オオヨシキリの個体群   

の遺伝的構造を解析した。核ゲノムのマイクロサテライ  

トを使った生息地間の遺伝的組成の類似度の分析より；   

雄は出生地近くに戻ってきて繁殖をするのに対して，雌   

は数十km経れた生息地から加入していることが明らか   

になった。また，ミトコンドリアDNAのハプロタイプ   

解析により，大陸と日本で繁殖するオオヨシキリの個体  

■群は，およそ8万年前に分岐したことが推定された。   

3）生息地が粕′卜しているイトヨ類魚類の遺伝的現状  

ロサテライト遺伝子座について対立遺伝子頻度を測定し  

た。その結果，どの群においても遺伝子座の2～5座に  

おいて対立遺伝子頻度が平衡にあると認められたが，複  

数の遺伝子座を同時に考慮すると遺伝子型の連鎖不平衡  

が認められた。この現象にはいくつかの原因を想定でき  

るが，小集開化が影響している可能性と一つの群の内部  

でさらに構造が存在する可能性がある。仮に前者である  

とすると，生息域の減少によって小集団化がかなり進行  

していると考えられるが，人為的な導入によって大きな  

群を維持している十和田湖群でも連鎖不平衡が認められ  

るので，小薬剛化の影響だけではない可能性がある。後  

者の可能性は，この魚には一つの地域群内に分集団を持  

つ傾向が存在することを示唆しており，その傾向に配慮  

することが保全上重要であると考えられる。   

4）非土着生物侵入による生態影響   

近年，農薬に頼らない環境保全型の農業資材として，  

天敵農薬や花粉媒介昆虫などの生物資材の利用が日本で  

も注目を集めつつある。ヨーロッパ原産のセイヨウオオ  

マルハナバチは，現在，我が国で最もその利用が成功し  

ている生物資材の一つである。本種はハウストマトの授  

粉用にヨーロッパのメーカーより輸入されており，年間  

4万箱ものコロニーが利用されている。本種は適応力が  

強く，導入当初より，野生化した場合の生態影響が危惧  

されていた。その一つに，日本在来のオオマルハナバチ  

との種間交雑による遺伝的浸食の問題がある。当研究  

チームでは，すでにセイヨウオオマルハナバチの野生化  

の進行が確認されている北海道および東北地域を中心  

に，オオマルハナバチを採集し，そのアロザイム変異を  

調べ，雑種化が進行していないかをモニタリングした。  

200個体の働きバチのアロザイム遺伝子型を調査した結  

果，現在のところ雑種が増加している傾向は認められな  

かった。今後も，アロザイムマーカーを用いてモニタリ  

ングを継続する予定である。導人種の生態影響が懸念さ  

れる中，メーカーは代替策として在来種の商品化に取り  

組み始めており，すでに，一部試験販売が開始されてい  

る。しかし，こうした取り組みは国内移入桂という新た  

な問題を引き起こす。すなわち，地域性が無視された飼  

育・販売により，地域固有の種構成や遺伝子組成が撹乱  

される恐れがある。当研究チームでは商品化が試みられ  

ているオオマルハナバチの北海道および本州の地域個体  

群におけるマイクロサテライトDNAおよびミトコンド  

リアDNAチトクロムb遺伝子領域の変異を解析し個体   

とその変遷   

近年生息地の減少が著しいイトヨ類魚類の地域群にっ  

いて群内の遺伝的平衡が保たれているかどうかを調べ  

て，遺伝的組成への生息地減少の影響を評価した。東北  

から北陸にかけての6群のイトヨにつしlて8座のマイク  
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群内・間の遺伝的構造の把握を試みた。その結果，北海  

道と本州の個体群の間ではミトコンドリアt）NAに分化  

が見られ，また，マイクロサテライト遺伝子頻度に基づ  

く個体群の類縁関係も地域性を反映したものとなった。  

このことから，在来種といえども商品化に当たり，遺伝  

的な地域性を考慮する必要性が示唆された。  

〔発 表〕A－34，37，38，50，a－21～23，30～33，  

39～41，43，44，H7  

2）渡り鳥の移動経路選択および生息地環境特性  

1999年の7月前半に，アムール川北岸の極東ロシア  

湿原地帯において，タンナョウ6羽，コウノトリ6羽，  

マナヅル1羽を捕獲し，NOAA衛星ARGOSシステム  

無線追跡用送信機を装着した。これは，東京大学，国立  

環境研究所，及びロシアのアムール研究センターの共同  

作業であった。これらのうち送信機が良好に作動したの  

はタンチョウ2羽，コウノトリ4羽であった。これらの  

6羽について，越冬地までの渡りのルート及び渡りの中  

継地に関する無線追跡データを収集した。2羽のタン  

ナョウは勃海伯岸域を経由して黄海沿岸の塩城干潟まで  

移動した。一方，コウノトリは4羽のうち3羽が漸毎沿  

岸域を経由して揚子江流域のポーヤン湖に移動し，残り  

の1羽が≠那毎沿岸域で移動を終えた。無線追跡によって  

得られた渡りのルートをNOAA衛星画像上にオーバー  

レイし，渡りルートの選択特性について解析したとこ  

ろ，コウノトリについては河川の流れに沿って移動する  

傾向があることが判明した。また，渡りに要する日数は  

タンチョウが2週間程度で，一気に越冬地まで渡るのに  

対し，コウノトリは100日前後の時間をかけてゆっくり  

と越冬地まで渡るということが判明した。このことは，  

コウノトリの生存にとって中継地となる湿地の保全がよ  

り重安であることを示している。   

3）ロシア北方林の生物多様性の解析及び共生系に与  

える森林撹乱の影響評価   

ハバロフスク近郊の北方林を対象として，文献・地図  

情報，現地調査，衛星データ等により，開発や森林火災  

たよる森林の減少と射ヒの実態を調査し，生態系の撹乱  

が植生と野生動物との共生関係に与える影響を，環境・  

経済・管理システムの視点から解析した。  

〔発 表〕C20，21，25，C26，28，29  

（2）アジア太平洋地域における森林及び湿地の保全と  

生物多様性の維持に関する研究  

1）衛星データを用いた湿地生態系の分布と環境状態  

の計測   

遅地性大型渡り鳥，（タンナョウ，コウノトリなど）の  

重要な夏季繁殖地であるアムール川流域の湿原地帯にお  

いて，■高分解能衛星画像LANDSArr／TMデータを敬  

し，植生分布と水環境に関して解析を行った。  

LANDSAT／TMデータを用いることにより，湿原の植  

生をヨシが優占する群落，スゲが優占する群乳 及び比  

較的乾燥した草地の三種類に分類できることがわかっ  

た。また，TMバンド5が湿地の水環境を反映している  

ことが判明した。これらの結果を検証するために，1999  

年の7月前半にヘリコブターを用いて，ボロン湖渥地，  

ピロビジャン渥地，及びアルハラ渥地において，植生分  

布と水環境の現地調査を行った。その結果，衛星画像  

デ」夕解析結果の妥当性が確認された。   

また現地調査の際に，コウノトリの巣の位置をGPS  

を用いて計測し ，合計で110点のデータを得た。これら  

の果の位置を幾何補正摘みのLANl〕SAT／TM画像に  

オーバーレイし，巣周辺環境の解析を行った。その結果  

コウノトリの巣は，湿地の巾の比較的狭い流れ沿いで，  

洪水等の影響の及び難い場所に選定されていることがわ  

かった。   

繁殖地での現地調査に加えて，渡り鳥の越冬地である  

中国の湿地の現地調査を，1999年11月下旬から12月  

上旬にかけて実施した。調査場所は，タンナョウの越冬  

地である塩城干潟と黄河河口域，及びコウノトリの越冬  

地であるポーヤン湖渥地である。幾何補正済みの  

LANDSAT／TM画像及びMOS－1／MESSR画像を現地  

に携行し，GPSを用いて現場の植生分布や．水環境と比  

較分析を行った。その結果衛星画像による植生分布と水  

環境の計測に資する基礎的なデータを得ることができた。  

（3）サンゴ礁における生物多様性構造の解明とその保  

全に関する研究  

1）立体画像取得・アーカイブ化   

A方式として，夏季（1999年7月トと冬季（2000年  

1月）の2臥 黒鳥港北の孤立リーフ，および，窯畠北  

東リーフ内の阿名泊近傍の2つのトランセクトにおい  

て，水中画像を取得した。3次元座標の導出を行うため  

の基準点として，1mXlmXO．5mの立体型コドラー  

トを用いた。先行課題（1994～96年度）で得られた画  

像もあわせてアーカイブ化し，6年間のサンゴの成長，   
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劣化の評価に使用した。   

2）3次元情報導出   

従来，航空測量技術として，航空写真ペアから標高を  

導出する業務フローは存在したが，本課題ではパーソナ  

ルコンピュータ上でステレオ画像処理の可能なソフト  

ウェア（ADIMS2）を導入して以下のフローからなる  

画像処理手法を確立した。   

①スライドフイルムをスキャナーにかけ，ディジタル  

画像（ビットマップ）を作成する。   

②現場での座標の既知量（基準点座標）による標定解  

析を行う。   

③画像上の格子点の各座標を自動ステレオマッチング  

によって自動的に計測する。  

・④画像上のサンゴ縁辺を手動でクリックし，座標列を  

求める。   

⑤解析画像作成（上のプロセスに基づき，鳥撤回，等  

高線入り写真画像等を作成する）。   

結果として，②が良好に行えれば，1cm程度の誤差  

で座標が算出され，サンゴ成長の年次間比較に使えるこ  

とが確認された。②のためには，現場撮影の際，最低4  

点の立体的な座標基準点が必要なことなど，フィールド  

作業の際の要件も明らかになった。   

3）アーカイブからのサンゴ成長・劣化の評価   

取得されたステレオ画像アーカイブにより，各コロ  

ニーが競合しながら成長する過超を時系列的に参照する  

ことが可能になった。例として，クシハダミドリイシな  

どの卓状ミドリイシの成長速度が速く，他のサンゴを遮  

蔽することを生存戦略としていることが確認された。ま  

た，卓状ミドリイシが塊状サンゴを避けるように成長す  

ることから，塊状サンゴは成長速度は遅いが，近接した  

コロニー間の闘争においては強いことが確認された。   

アーカイブを長期的に見ると，・黒鳥港北の孤立リーフ  

では，1980年代のオニヒトデの食害からの回復途上に  

あって多種のサンゴが混在し，阿名泊リーフは，主に卓  

状ミドリイシからなる極相であることが確認された。す  

なわち，回復途上の群集のほうが極相群集よりも多様度  

が高い。   

さらに，1998年夏の異常高水温により，サンゴの白  

化・舞死が起こった。このため回復が後退することも予  

測される。また，ユ999年12月に，異常寒波と大潮によ  

る干出が重なり，低温ストレスでサンゴコロニーの部分  

的な死滅が起こった。高水温，低水温による死滅は，阿  

名泊リーフ内で顕著であったが，孤立リーフ上では軽微  

だった。また，阿名泊リーフ内では，1998年夏の白化  

以前に，一・部のサンゴのコロニーが死滅していることが  

認められたが，これはサンゴのポリプの感染症が原因と  

みられる。   

また，上記2地点の水温のモニタリングデータ（1999  

年より行われている海中公園センターの独自調査）によ  

れば，孤立リーフよりもリーフ内で，水温の時間的な偏  

差が大きく，サンゴの死滅の度合いと相関があることが  

わかった。すなわち，孤立リーフに比べてリーフ内では  

海水の交流が悪いため，極端な水温異常に至りやすい。  

また，感染症なども，海水交流の悪いところで起こりや  

すいようである。すなわち，海水交流の程度がサンゴ礁  

の維持の重要な要素であることが確認された。  
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2．3．8 砂漠化に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究センター：清水英幸  

1）砂漠化研究の総合化と砂漠化防止技術の体系化に   

関する研究   

本サブテーマでは以下の2課題について取り組む。   

①砂漠化研究の総合化に関する研究   

砂漠化防止対策を展開していく上で，もっともカギと  

なる下記の2点について，最先端の研究成果をまとめ  

る。  

・地域を限定した上で，その地域における一連の砂漠  

化プロセスを，背景となる自然環境条件と伝統的な土地  

利用システム，砂漠化の自然的人為的要因，フィジカル  

な砂漠化プロセス，砂漠化の人間生活への影響，砂漠化  

対策とその効果，周辺住民等へ及ぼす副次的影響という一  

流れで稔合化し，可能な限り定量化しモデル化を図る。  

・地域の固有性を越えて地球上で普遍的にみられる，  

自然的または社会経済的な砂漠化プロセスを抽出し，そ  

のプロセスの定量的または定性的なモデル化を図る。   

最終的には，上記の成果に基づき地球スケールでの砂  

漠化評価モデルの構築および地域スケールでの早期警報  

システムの開発へとつなげていく。   

②砂漠化防止技術の体系化に関する研究   

既往の砂漠化防止プロジェクトのレビュー，ならびに  

世界の砂漠化研究者へのアンケートにより以下の2点を  

明らかにする。   

・対象地域の自然的条件や社会経済的条件に応じて，  

その地域で効率的かつ効果的な砂漠化防止プロジェクト  

を分析し，多様な砂漠化防止技術の体系化を回る。   

・今後，もっとも短期間に開発され，かつ効果の大き  

い新たな砂漠化防止技術を明らかにする。   

最終的には地域の状況に適合した砂漠化防止技術を評  

価するシステムの構築を試みる。   

2）中l司における砂漠化対策技術の評価に関する研究   

中匡＝こおける砂漠化対策プロジェクトヤ砂漠化研究に  

関した資料やデータの収集を行う。収集した資料のレ  

ビューを行うとともにデータの解析と資料のデータベー  

ス化を行う。さらに，中国の砂漠化研究に携わる研究者  

にアンケート調査を行い，砂漠化対策の状況を明らかに  

する。そして，最終的には，既往の中匡1の砂漠化対策に  

対しての座標づけを与えるとともに，砂漠化対策技術の  

実効性についての評価を行う。   

なお，上記1）のサブテーマでは，本課題の他のサブ  

テーマ，「中国における砂漠化防止技術の適用に基づく  

土地利用計画手法に関する研究」，「西オーストラリアに  

生物 圏 環境部：戸部和夫・邸 国玉＊  

（＊EFFフェロー）  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕砂漠化の影響は現在地球の仝陸地の約1／4，  

世界人口の約1／6に及び，将来の地球環境や食糧供給  

に深刻な影響を及ぼすことが懸念されているが，一方砂  

漠化問題は気候的要因と人為的要因に加えて社会経済的  

要因も絡まって，その解決を難しくしている。国際社会  

は，「砂漠化対処挙約」を締結し，1996年12月に同条  

約は発効し，また，1997年10月には第1回締約国会議  

が開催された。先進締約国には砂漠化仇ヒに対する資金  

的・技術的な支援が強く要請されており，また砂漠化防  

止における我が国への期待も大きく，各種の砂漠化防止ニ  

プロジェクト及び共同研究を通した技術的支援活動を早  

急に推進する必要がある。しかし，これまでの砂漠化研  

究および砂漠化防止技術は，その技術・方法論，対象と  

する砂漠化プロセス，対象地域の点で，それぞれ別個に  

独立して展開される傾向があった。その結果，研究成果  

や技術の総合化・普遍化が十分に行われていない。した  

がって，既往の砂漠化研究をレビューし，各研究の座標  

付けを与えるとともに，その総合化を図り，砂漠化防止  

技術については地域性を越えた共通性を抽出し，対象地  

城一間題プロセスー防止技術のマトリクスを作成するこ  

とが必要である。その一方で，砂漠化は局地的な自然あ  

るいは社会経済条件を反映して生じる現象であるという  

側面も持っている。このため，問題の解決に向けた一般  

化，普遍化が乾しく，現地での実証的な研究に基づいた  

防止対策の確立を行うことも必要である。そこで，世界  

のいくつかの代表的な砂漠化地域の環境容量に基づいた  

適正な土地管理計画の策定と対策技術の適用のための体  

系化に閲した研究も併せて行う必要がある。  

〔内 容〕  

（1）砂漠化の評価と防止技術に関する総合的研究   

本研究では，砂漠化研究の総合化と地域間有の砂漠化  

対策の策定の両側面から砂漠化研究を行い，砂漠化対策 ′  

のための実効性のある施策を提示することを目的とす  

る。具体的な研究内容は以下のとおりである。  
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おける砂漠化防止・植生回復技備に関する研究」，「サブ  

サハラアフリカの土壌扶養力の評価と維持・回復技術の  

開発」などにおける研究成果についても，整掛評価し，  

総合化・体系化を実施する。  

つ定量的に把握するための「砂漠化総合モデル」のフ  

レームワークとそのモデリングの方法を考案した。その  

概要は以下のとおりである。   

A．対象地域を主として気候学的な要因とそこに見ら  

れる砂漠化現象に応じて，類型化する。   

臥 類型化された地域の各々において見られる一連の  

砂漠化プロセスを，その因果関係に着目して概念モデル  

として表す。－▲般的に砂漠化プロセスは，背景となる自  

然環境条件と伝統的な土地利用システム，砂漠化の自然  

的・人為的要因，物理的な砂漠化プロセス，砂漠化の人  

間生活への影響，砂漠化対策とその効果，周辺住民等へ  

及ぼす副次的影乳 という流れでとらえられるが，これ  

を対象地域の特性に応じて修正すると同時に，より具体  

的なものとする。   

C．概念モデルの中の各変数について，時系列的な  

データセットを収集する。標準データセットは各地域に  

共通のものとし，地域間比較が可能なようにする。さら  

に各地域に固有の付加的データセットを用いる。これら  

のデータセットのなかで基軸的なものは，国際的に用い  

られる「砂漠化の基準・指標」にも同時に適用される。   

D．収集されたデータセットを用いて，定量的なモデ  

ルを構築する。このモデルの要件として，砂漠化の状況  

に関する将来予測が可能なこと，政策・対策変数を変化  

させることによって政策・対策の評価が可能であること  

があげられる。   

このようなモデルを開発することによって，一連の砂  

漠化プロセスを定量的に評価し，将来予測および対策の  

投入効果の判定を行うことが可能となる。   

②砂漠化防止技術の体系化に関する研究   

本年度は，既往の砂漠化防止プロジェクトのレ  

ビュー，ならびに世界の砂漠化研究者等へのアンケート  

により，砂漠化防止技術の体系化に関する調査を実施し  

た。既存プロジェクトについては，UNEPの発行する雑  

誌，ドイツ，アメリカの二国間援助機関等の報告書を対  

象として，文献約30点のレビューを行った。研究者等  

へのアンケートは，関連分野の国際援助機関，研究機  

関，NGO等から対象者を選定した。国内では，砂漠化  

植林，農相開発等を行うNGO14聞体，海外では，砂漠  

化対処条約事務局に登録されている専門家，砂漠化対策  

を実施するNGO等の代表者約30名に，自由記述式の  

アンケートを送付した。これらの調査結果に基づき，砂  

漠化技術の体系化に関して下記のような検討ととりまと  

L成 果〕  

く1）砂漠化の評価と防止技術に関する総合的研究  

1）砂漠化研究の総合化と砂漠化防1t二技術の体系化に  

関する研究   

①砂漠化研究の総合化に関する研究   

砂漠化研究の総合化については，モデリング・アプ  

ローチがその有効な手法のひとつと考えられる。そこ  

で，本年度はまず，砂漠化にかかわるモデル研究をレ  

ビューした。その結果，大きくは土壌侵食，塩類化，過  

放牧などの砂漠化の個別プロセスにかかわるモデル研究  

と，複数の砂漠化プロセスを親合したモデル研究に分け  

られた。   

複数の砂漠化プロセスを統合したモデルには二つの流  

れがあり，－・つは，Grunblattetal．（1992）やMouat  

etal．（1997）に見られるように，比較的広域な土地を  

対象として複数の砂漠化プロセスを考慮した，砂漠化危  

険地域の評価を行うものである。もう一つは，ProcLor  

（1990）に見られるように，村レベルの環境資源の需  

要俵給から人口と資源とのバランスを評価するもの  

で，この中には過放牧や過耕作のプロセスが考慮されて  

いる。   

しかし，砂漠化の要因，結果，影響のプロセスを包括  

的に扱ったモデルは開発されていない。砂漠化のプロセ  

スを因果的にみると，貧困や人口増大といった社会経済  

的な側面および地球規模の気候変動をも含む気候的な側  

面の両者を含めた砂漠化の要因的なプロセス，水食，風  

食，塩類化，植生劣化などの砂漠化の物理的なプロセス  

（狭義の砂漠化プロセス），そしてその結果生じる経済的  

損失や，難民，飢餓の発生などの影響のプロセスといっ  

た，¶連の流れを想定することができる。しかし，この  

ような砂漠化の因果関係を説明するモデルは，現時点で  

は概念的モデルの段階にとどまっている。これまで開発  

されてきた定量的モデ／レのほとんどは，砂漠化の物理的  

なプロセスを記述するものであり，特に砂漠化の影響プ  

ロセスについては，モデルの開発はほとんど手が付けら  

れていない状態である。   

そこで，新たに一連の砂漠化因果プロセスを総合的か  
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めを行った。   

A．砂漠化l防止対策技術の全体像：砂漠化防止対策  

は，技術的対策と，組織・制度的対策との両翼から成り  

立つものであり，さらにその土台として，地域における  

人材育成が不可欠である。これらは，有効な砂漠化対策  

共通の主柱であり，本調査ではこれらにかかわる技術す  

べてを「砂漠化対策技術」として考えた。   

B．砂漠化対策技術の段階：砂漠化対策技術は，それ  

が直接働きかける対象により，次の4段階に区分され  

る。   

a．砂漠化要因への働きかけ：砂漠化を引き起こす人  

間活動の制限・改善，砂漠化の要因となる活動の  

代替に関する技術   

b，土地劣化の防止：表土の保全，荒廃地の回複等の  

ための技術   

c．砂漠化現象への適応：回復不可能な荒廃等の条件  

に適応Lていくための技術   

d．砂漠化現象のモニタリング：砂漠化による自然・  

社会への影響，砂漠化の進行等に関する指標の開  

発，監視，警報等の技術   

この全体像を基礎として，砂漠化防止技術の体系化に  

関する視点，対策技術のカテゴリー分類の検討を行い，  

体系化の素案の構築を試みた。   

C．砂漠化対策技術の例：主な対策技術の例として  

は，次のようなものが挙げられる。   

a．砂漠化要因への働きかけ（潅がい手法の改善）：  

塩類化地域の潅がいにおいて，塩分を含む地‾F水  

と，塩分はないが供給量が少ない運河水の両方を  

適切に利用することにより，生産性の向上を図る  

ことができた。（インド）   

b、 

よる小規模植林・林業の実施により，防風耕作地  

における穀物生産の向上，果樹園・防風林からの  

果実・薪の供給，コミュニティレベルでの役割分  

担・連携の体制構築等の成果が得られた。（ナイ  

ジェリア）   

c．1砂漠化現象への適応（技術の導入）：砂質土塊地  

における高収量作物・果樹栽培技術，植生回復技  

術，牧草地定着技術，放牧手法の改善技術等の導  

入により，生産性の向上，収入増加等の成果が得  

られた。ただし地域社会への定着，長期的な技術  

の活用等には課題が残る。（中国）   

2）中国における砂漠化対策技術の評価に関する研究  

「砂漠化対処条約」に対応した中国政府の基本対策に  

ついて文献を収集・整理した結果，以下のような内容が  

判明した。   

中国では，砂漠化の影響を受けている二l二他の面積は  

262．2万km2に及び，中国全土の27．3％を占めており，  

砂漠化は中国が直面する大きな環境問題である。中国で  

は，1950年代から砂漠化対策の取り組みが始まり，砂  

漠化防止に大きな成果を上げてきた。しかし，中国にお  

ける全般的な傾向として，部分的な改善と効果的な管理  

にもかかわらず，砂漠化は拡大している。そこで，中匡l  

政府は，中国における砂漠化の現況と砂漠化対処条約に  

応じて，次の五項目を基本対策として掲げ，砂漠化防止  

のための活動に積極的に参加している。   

A、国民に対する宣伝・数奇の強化と社会全体の参  

加：砂漠化の拡大の防止と砂漠化した土地の回復を行う  

ことは非常に困難である。その大きな原因は国民に対す  

る宣伝・教育の不足と社会全体が参加する意識の不足に  

ある。さらに，砂漠化土地の回復は重要だが，砂漠化し  

ていない土地や軽度に砂漠化した土地の保全はそれ以上  

に重要であることも厘】民の意識に定着させていかなけれ  

ばならない。   

B．法令の制定と実行の強化：人類の活動により砂漠  

化が拡大することは，法令に対する無関心が原因とも言  

える。法令を手段として，住民の生産活動を規制するこ  

とが必要である。そのために，既存の法令の美行の強化  

と新たな法律の整備が要求されている。   

C．先進的な科学技術の利用と人材の育成による砂漠  

化l防止の強化：砂漠化した土地を回復するには，科学技  

術の適用が重要であり，中国政府はこれまで関連する科  

学技術を重視してきた。砂漠化の機構，現状，動向およ  

び回復方法についてさまざまな研究が行われてきてい  

る。約50年間に及ぶ取り組みを通じて，砂漠化対策に  

関する重要な成果が得られてきた。1970年代終わりか  

ら，中国は三北（すなわち北西部，中央北部，東北部）  

防護林計画，沿岸防護林計画，平野防護林計画，黄河流  

域防護林計画など主要な環境保全プログラムを実施し，  

廣重な経験と目覚しい成果を上げている。さらに，砂漠  

化防止と砂漠化した二l二地の回復について多くの実用技術  

が開発された。   

D．資源の合理的利用による持続的な生態系の建設：  

砂漠化の影響を受けている地域における人口増加によ  
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り，資源の需要がこれから長い期間にわたって増加して  

いくことは避けられない。人口政策による人口のコント  

ロールは砂漠化防止に対しても重要である。その一方  

で，資源開発と資源保全をバランス良く取ることの可能  

な技術も重要である。そのために，伝統的な資源利用方  

式の見直し，水資源利用効率の重視，退排返林・返牧  

（耕地を林地や牧場に変えること），テラス耕作・最小元  

耕作・耕作免除技術，節水潅がい技術，小集水城統合管  

理などの農地保全技術や草地の合理的利用技術の普及，  

薪炭林の建設とともに太陽エネルギー・風力エネルギー  

の利用等の技術により持続的な生態系の建設を図ること  

が必要である。これらの対策により，砂漠化地域の自然  

資源を強い経済力に変換して，最終的に，砂漠化地域の  

住民が“貧困一資源の過度利用さらに貧困’’の悪循環  

から脱出することを回らかナればならない。   

E．特悪を与える政策の整備と資金投入の増加：砂漠  

化問題の－・困は貧困である。砂漠化する可能性のある地  

域では，生態系における物質やエネルギーの流出が流入  

より大きい場合，砂漠化が発生する。中国では，砂漠化  

地域の大部分は経済と文化の遅れた内陸地城である。こ  
の地域における技術と資金のみによる“砂漠化防止国家  

行動計画’’の実行は困難である。したがって，中央政府  

が特恵を与える政策を定めて（法律等の制定），資金投  

入を増加して，地域住民の積極的な参加を図ったうえ  

で，他の地域から人材や資金および技術を取り入れるこ  

とが必要である。   

このような理由から，中国政府は2000年から西部地  

域（内陸）大開発計画をスタートした。  

〔発 表〕i－9  
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2．3．9 人間・社会的側面（分野）に関する研究  

【担当者〕  

地域環境研究グループ：兜 眞徳  

社会環境システム部：森田恒幸・大井 絃・原沢英夫・  

（特に華東地域）と北部，東北部地域に対象を絞り，二  

つの地域の何処でどのような土地利用変化が起こった  

か，それは何故かを定量的に解析する。（2）二つの地  

域において中長期的にどのような持続性を阻む硯象が起  

こるかを予測し，2kmメッシュのデジタル地図として  

表示する。（3）土壌荒廃，砂漠化等の環境破壊を回避  

し持続性のある土地利用を模索した場合のグロrパルな  

食糧需給への影響を検討する。  

「アジア地域における環境安全保障の評価手法の開発  

と適用に関する研究」は，アジア地域において，持続可  

能な発展の基盤となる人口，食糧，水，環境の現状や相  

互間適性を把握した上で指標やモデルによる定量化を行  

う。これらを用いて2050年までの将来予測を行い，人  

口の爆発的増加，急速な経済成長がもたらす食糧不足・  

水不足・環境悪化の可能性及びそれらを回避するための  

方師二ついで環境安全保障の視点から評価する手法を開  

発し，具体的な対応策について検討することを目標とす  

る。  

「環境リスク管理にかかるコミュニケーションと対策  

決定過程に関する研究」は，環境安全保障を達成する必  

要性の認識が広まりつつあるが，気候変動問題に見るよ  

うに，その不確実性と国家利害の対立のもとで，国際交  

渉の帰趨への展望を求めようとする。また，アジアにお  

ける経済発展による酸性雨問題の深刻化が憂慮される  

が，国際的な協力により対策を講じるために，閃退の推  

移の政治的，社会的，経済的な要因の構造を分析する。  

さらに，世論形成におけるこれら不確実性にかかわるコ  

ミュニケーションの在り方を示すことを目的としてい  

る。  

青柳みどり・高橋 潔  

水土壌圏環境部：大坪囲順  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕推進費における本研究分野は，地球環境変化  

の人間・社会的側面の国際共同研究計画（International  

HumanDimensionProgrammeonGlobalEnvironmcntal  

Change：1IrIDP）に積極的に対応していくために，平成  

7年度に創設された。IHDPは地球環境変化の人為的要  

因とその地球環境変化が人間社会に及ぼす影響の2つの  

側面を研究するもので，具体的な研究分野として，土地  

利用・被覆変化，産業構造の変化とエネルギーの生産と  

消費，資源利用に関する人口・社会的側面，環境倫理や  

教育，資源利用や人口推移を決める各種制度及び環境の  

安全性と持続的発展が挙げられる。本分野においては5  

つの課題研究が進められている。  

〔内 容〕「環境に関する知識，関心，認識およびその  

相互疎通に関する国際比較研究」は，市民を社会の基礎  

単位の個人，および経済活動の一主体としての消費者お  

よび企業としてとらえ，それぞれの主体について厳密な  

無作為抽出による社会調査法による調査を実施すること  

により統計的に個人・消賀者▼企■業の価値観，態度，行  

動を国際的な比較調査を通じてとらえることを目的とす  

る。  

「アジア諸匡】における開発水準と生活の豊かさ  

（QOL），環境リスク認知・行動に関する研究」は，アジ  

ア地域の開発途上国を対象に環境汚染や破壊によるリス  

クに関する知識・認知の実態を調査し，別途，それを規  

定すると考えられる伝統的な環境要因による健康リスク  

（“伝統的環境リスク”と呼ばれる）の客観的評価，環境  

汚染・破壊による現代的な環境リスクの大きさと今後の  

予測評価，生活の豊かさ（QOL）の評価等を行い，環  

境リスク管理型社会への移行を促進するための方法を，  

生態学的な視点から考察することを目的としている。  

「中国における土地利用長期変化のメカニズムとその  

影響に関する研究」は，I－U／GEC（LandUseforGlobal  

EnvironmentConservation）プ‘ロジュクトの第II期  

（3年間の予定）として，以下の三つを研究の目的に掲  

げて平成10年度から開始された。（1）中国の沿岸地域  

t成 果〕  

（1）環境に関する知乱 関心，認識およびその相互疎   

通に関する国際比較研究   

環境に関する包括的調査（GOES）では，オランダな  

どとの比較分析を行った。また，アジアの都市調査で  

は，上海において調査を実施した。企業戦略と消費者行  

動については，日本における消費者調査を実施し，前年  

度実施のドイツ消費者調査との比較分析を実施した。こ  

の調査結果について述べる。調査は，ドイツでは旧西ド  

イツに在住する18～74歳の男女を対象に個人面接で行  

い，標本数は2101，回収数は1166サンプル伯川又率  

55．5％）であった。一方，日本では，全国の18、74歳  

－81一   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

の男女を対象に郵送配布・郵送回収で実施し，標本数は  

4986，回収数は2551サンプル（回収率51．2％）であっ  

た。調査結果から，1）日本の消費者はドイツの消費者  

に比べて環境意識は高いが環境行動が伴わない傾向が  

はっきりと観察されたこと 2）環境に関する情幸削二つ  

いて，日本の消費者は，自ら専門書にあたったりして積  

極的に収集しようとするよりは，マスコミ等の受動的な  

情報に支配される傾向にあること 3）環境に配慮して  

いると表明する企業に対して，ドイツでは「その企業の  

製品やサービスを優先して買いたい」「親近感を感じる」  

「信頼できる」といったプラスの評価をしている一方，  

日本の消費者は「当然の行為である」と考える割合が6  

割にも上り，「環境を宣伝に利用している」といったマ  

イナス評価の割合が高いこと 4）環境問題の解決者と  

して日本の消費者は「行政」とする割合が非常に高いの  

に対してドイツでは，行政との回答も多いが企業，個人  

への期待も大きく，日本の消費者はドイツに比べると行  

政依存である傾向にあるなどの結果が得られた（図1）。  

〔発 表〕c－6～8，C－4～11，36，38  

夕，バンドン及びランボンの調査結果についてのワーク  

ショップを開いた。中国3都市（データクリーニングに  

時間を要している北京市を除く）では，大気汚染，水質  

汚濁などの地域レベルの環境問題がなお深刻であるが，  

乳児死亡率や感染症サーベイランスの結果などに示され  

るように，伝統的リスクはかなり改善されている。ま  

た，全体的に環境意識は高く，家庭内燃料のガス化や水  

道の普及も進んでいる。しかし，地球温暖化や水銀，ダ  

イオキシン等の健康リスクについては，全体的に知識も  

リスク認知も低い傾向がある。一方，インドネシア3郡  

市の一般住民（大学卒集団を除く）では，環境問題全般  

に対する知識や意識あるいはリスク認知は，極端に低い  

傾向が明らかである。しかし，大卒者集岡では，知識や  

意識あるい はリスク認知は中国の地域住民より高いこと  

も示された（図2）。教育レベルによる差異について，  

中国3都市の地域住民の結果を解析してみると，同様  

に，教育レベルによる上昇傾向が明らかであった。   

2）南アジアの農相調査では，すでにバングラデシュ  

とネパールの全国レベルの調査とインドのマリア・プラ  

デシュ州とタミル・ナドゥ州での調査を完了させると同  

時に，調査データの解析を行い，とくに土地射ヒ，自然  

環境破壊，水資源劣化などの途上国農村地域の環境問題  

とその規定要因との関連分析における間題点やまとめ方  

について，全体会議で議論した。なお，バングラデシュ  

では48の2，000～3，0∝）人規模の村落調査と各村男女  

各10名計1，000名の個人調査を，また，ネパールで  

（2）アジア諸国における開発水準と生活の豊かさ   

（QOL），環境リスク認知・行動に関する研究  

1）中国では，北京市，成郡市，上海市および垂慶市  

で行ってきた調査結果をとりまとめるためのワーク  

ショップを上海で開催したほか，大連市でもこれまで同  

様の調査を追加実施した。インドネシアでも，ジャカル  

0  2  ●  8  0 10 12 1● 10 18 20 22 24 28 28 80 82 8■ 3¢  
（▲〉  

図1 意識得点分布  
環境意識についての貸間を9項目あげ，それぞれの選択肢について意識が高いと  
思われる順に4，3，2，1点と点数を割り振り点数化した。  
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図2 左から，インドネシアの大卒者集団，順にインドネシア，バンドン，ランボン，査慶，成郁，上海の地  

域住民（それぞれ約1000名）における自動車の大気汚染，自動車事故，工業，大気汚染，工業固形廃  
棄物，室内汚鋸こついて意識している人の割合を示している。中国の中でも上海が低いのは，こうした  

汚染レベルが低いことを反映していると考えられるが，インドネシアの3郡市の地域住民のデータは，  

直接意識の低さを示していることが示唆される。  

データは月平均気温，降水量，雲量，標高，土壌および  

水文条件で，技術条件や社会絆済条件などを考慮しない  

状態での米，小麦，トウモロコシ，豆類，芋類の潜在的  

な生産量を地図化した（地層IA）。メッシュごとの各穀  

物の生産量は，所与の自然条件下での単位当たり生産量  

×該当する農地面積により算出した。次に，上記5種の  

1990年時の実生連星マップを作成し（地図B），オー  

バーレイ解析により，（地図A－地図B）＝地図Cを求め  

た。地図Cで憎が＋（プラス）であるメッシュについ  

て，①なぜ実際の生産量が低いのか？②今後，生産量  

増大が可能か？   

一方，地図Cで値が－（マイナス）であるメッシュに  

ついて，①なぜ実際の生産量が高くなっているのか？  

①今後とも高い生産量を維持できるか？を検討した。   

2）衛昂画像とGIS手法を用いた華東地域の土地拡大  

に伴う土地利桐変化の解析に関する研究   

人口の移動に伴う都市の拡大を熱移動過程のアナロ  

ジーとしてとらえ，都市拡大硯象に拡散モデルを適用し  

た。すなわち，拡散する実体として郡了け人口を取り上  

げ，その拡がりを支配する拡散係数を地域の工業生産高  

と県（中国のも政レベル）の広さの関数として与えた。  

過去4時点のリモート・センシング・データと社会経済  

は，51の75～2，800人規模の村落調査と82名の個人  

調査を行った。インドのタミル・ナドゥ州では，500～  

5，000人規模の12村落についての調査を終えている。  

これらの調査結果について，各村落の生態学的位置づ  

け，農業開発の現状，人口規模と増加，水資源とその経  

年変化，森林嚢源と破壊の現状，健頗阻連サービスの現  

状と変化などを総合的に解析し，南アジアの農相村落の  

特徴と今後の展望について最終的に解析整理した。ただ  

し，バングラデシュの農村調査結果では，過去10年間  

で悪化したと答えている農村は，水質汚染20％，土地  

劣化29％，森林破壊弘％，低栄養48％，疫病8％，失  

業35％であった。  

（3）中国における土地利用長期変化のメカニズムとそ  

の影響に関する研究   

LU／GECプロジェクトの第江期となる本テーマは4  

つのサブテーマからなり，各サブテーマの成果は以下の  

とおりである。  

1）地図化手法による中国土地利用長期変化予測に関  

する研究   

中国全土を対象として，20kmメッシュ精度で，自然  

条件のみで規定される土地生産性を求めた。使用した  

一83 －   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

3000．0  

2500．0  

2脚．0   

屋1500■0  

1000．0  

500．0  

0．0  

一○■光合成生産性   

一也一光温生産性   

■X一気候生産性   

■×■土地生産性   

－■一乗生産高  

ミ 掛 ♯ 出  

¶ 噸 仰 駆 再    嘩  
E  

帖 禦  岩  槻  旧 宅  K  瞑  ∃  ∃  

図3 北部・東北部各省における実生産量と諸制限条件下の潜在土地生産量の比較  

的データを用いて最適の拡散係数を決め，2025年次の  

華東地域の都市拡大を予測した。   

3）北部・東北部地域における土地利用が環境に及ぼ  

す影響に関する研究   

河北平原の地下水流動特性と地‾ド水収支の原理に基づ  

いて，浅層と深層の帯水層について準3次元地下水流動  

数学モデルを構築した。1985年から1995年の11年間  

の地下水揚水量，潅がい水量，降水量，蒸発量，浅層お  

よび深層地下水位に関するデータを収集し，時間ステッ  

プ1年，空間精度2kmで浅膚と深層の地下水位の2次  

元的変化を再現した。   

4）中国北部・東北部地域の持続性可能診断用デジタ  

ル地図セット構築に関する研究   

中国北部・東北部地域の土地生産性を評価するための  

地理情報システム（GIS）を開発した。このGISを用  

い，種々の制限因子下での潜在生産性，例えば，光合成  

生産性，光温生産性，気候生産性，および土地生産性な  

どを評価し，それらの1kmメッシュデジタルマップを  

作成した。土地生産性マップを1996年の実生産高マン  

プと比較した結果，ほほ全域で土地潜在生産性が1996  

年の実生産高より高いという結果を得た（図3）。この  

結果は以下の2つの可能性を示すものである。一つは，  

農業に適用可能な未開発地がまだ存在する，もう一つ  

は，本地域の実質生産性が，軋水，および栄養分のよ  

り効率的な使用により向上する可能性である。これを踏  

まえて，未開発地の合理的な開墾，水使用効率の改良，  

土壌栄蕃の保持法などについていくつかの提案を行っ  

た。  

〔発 表〕g－25～28  

（4）アジア地域における環境安全保障の評価手法の開  

発と適用に関する研究  

1）アジア地域における水資源申の現状把握と評価   

水資源は，人間活動，生存に欠くことのできない環境  

資源であり，再生が可能な資源であるが，地域によって  

存在量は偏在している。このため水需要の増加（水供給  

量が追いつかず水不足），水質の悪化（人口増加，都市  

化による水質汚濁），安全な水の確保（途上国，経済移  

行国，島嗅国）が問題となっており，さらに温暖化や異  

常気象は水需給のバランスを崩すと考えられる。アジア  

地域は，水資源，水供給が非常に脆弱な地域の一つであ  

り，現在でも水質および水供給面で脆弱な地域として低  

地沿岸地域，デルタ地域，さらに利用可能な水量が渇水  

基準以下の中東や乾燥西アジア諸国を含んでいる。とく  

に中国における水資源の問題としては，北部の黄河の断  

流が発生し水不足が発生しているとともに，南部では洪  

水により大きな被害が発生するにいたっている。中国の  

共同研究者と中国における水需給の現状及び将来予測に  

ついて流域単位での分析評価を行い水需給モデル化に当  

たっての諸条件を考察した。   

2）インドネシアの森林火災などの社会・経済影響  

1997／98年のエルニーニョ現象がインドネシアに干ば  

つをもたらし，極度に乾燥状態になったところに農業の  

ための間伐ヤ開墾によって火災が発生し，熱帯雨林を焼  

き，オラウ一夕ン，鳥類など絶滅危惧種が危険にさらさ  

れた。97年に発生した森林火災は，人為的な農地の開  
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球科学者などの言説が，ジャーナリズムによる言説を介  

して，一般市民に伝達されるときの，これらセクターの  

知識の授受による相互作用についてモデル化を進めた。  

5）気候変動における科学的認識と政治的意志との関係  

が，科学者・行政・ジャーナリズム・市民のあいだでの  

知識の解釈を伝え合う社会的相互作用とそれぞれのセク  

ターにおける社会的・政治的認識のもとに形成される過  

程についての科学論的な理論体系にかかる知見を検討  

し，気候問題への適応性を考察した。   

酸性雨について：1）欧米の酸性雨対策匡‖祭レジーム  

としてLRTAP（ConventiononLong－RangeTransbourldary  

Ai，P。11uti。n）（1979年）とMOl（Mem。ra。dum㌻of  

Intent）（1980年）との歴史的経緯を調査し，この二つ  

のレジームのそれぞれの特徴とそれらの間の相違点を検  

討し，各国のレジームに対する対応とこれらが各国の政  

策に及ぼした影響について考察した。このとき，東側諸  

国，特にソビエト連邦がLRTAPに参加した動機が酸性  

雨問題の枠外にあったことは，国際条約の成立メカニズ  

ムを見るうえで重要である。これらレジームは特にイギ  

リスとアメリカのコントロールシフトを促し，酸性物質  

排出量削減の国際的な合意を実現させた。2）アジアに  

おける酸性雨問題の推移と国際協力の可能性検討のた  

め，中国の経済開発と環境対策の歴史と実態を調査し  

た。中国における環境問題は，世界の20％を排出して  

いるといわれる二酸化硫黄と大気中の総浮遊粒子状物質  

とによる酸性雨と，森林減少による農地疲弊が代表的な  

ものである。そうしてその南部の両量の多い地域では，  

重工業都市である垂慶を中心に慣性雨によると見られる  

被害も報告され，それは石炭に依存したエネルギー需給  

構造に起因する。中国の導入している市場経済政策が  

「成長してから分配する」であるので，これから生じる  

所得格差に関する問題が重要で，環境保全コストを負担  

するにしても環境税のような平坦化しで負担をするか，  

経済開発主体が負担するかの問題が生じる。汚染賓排出  

抑制のための法整備や対策技術も特に近年進んでいる  

が，社会主義市場経済の下での経済成長優先の政私情  

報公開に対する規制，■および民間レベルの活動があまり  

ないことが国際協力による環境対策を行う上で困難な問  

題である。  

〔発 表】C14，ト20，C－15  

伐や開墾が主要因とされる。アブラ柵子や木材の商業プ  

ランテーション，政府が進める人口移動計画，自然発生  

的な移住者，地疲の零細農業従事者がインドネシアとそ  

の周辺地域に煙害を拡大した。約7000万人が影響を受  

けたと推定されており，インドネシアでは，健康被害  

（10億ドル），観光収入，航空機のキャンセル，空港の  

閉鎖による損害（90百万ドル）など他の国の被害も併  

せると，．合計で13．別儀ドルと膨大な被害額となってい  

る。加えて火災による森林資源の焼失と生物多様性への  

損失，森麻生態系の健全性の損失は，非常に大きいが，  

被害の見積もりは困難である。森林火災を例として気候  

変化と人間活動がもたらす環境変化の社会経済影響につ  

いて検討し，一部は地球環境研究センターが開催したイ  

ンドネシアの森林火災のワークショップで報告した。  

（発 表〕C－30，32，C－23，32  

（5）環境リスク管理にかかるコミュニケーションと対  

策決定過程に関する研究   

気候変動について：1）IPCCの資料その他によって，  

地球気候変動の影響を環境雉民のような間接的・社会経  

済的なものまで調査した。また，総合安全保障概念がい  

かにして地域の安全保障につながるか，また，安全保障  

において，気候その他の環境価値における保障がいかに  

してエネルギーや軍事力などの他の価値の保障を強化し  

うるかについて検討した。2）気候変動のリスク管理に  

かかわる，各国の交渉当事者間のコミュニケーションに  

ついて資料を調査・収集した。また，二酸化炭素削減に  

おいて，省エネルギーのような削減コストに対する対策  

費用のでるWin－winアプローチ，さらには植林活動のよ  

うな他の環境保全活動にも役立つものなど，温暖化リス  

クが予想ほどでなかったとしても，削減コストが意味を   

もつものを検討した。3）京都会誌の結果をうけたロー  

カルアジェンダ21の市町村などの基礎自治体における  

形成過程を明らかにするために，’リスクの認識形式の類  

型分析を行い地球環境リスクにおける有効な二つの新た   

な類型を指摘した。また，自治体における特にボトム   

アップとなった形成事例に着目して，具体的に3市にお  

ける形成過程を調査して比較分析し，リスクの把捉にお  

ける市民間のコミュニケーションの役割をキ∴パーソン   

の位置とリスク認識の類型との対応などについて検討し   

た。4）近年の気候変動関係の新開記事等にかかる資料   

を検索し，記事内容を検討した。また，専門家である地  
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2．3．10 総合化研究  

〔担当者〕  

地球環境研究センター：井上 元・清水英幸  

ニット（TSU）を誘致したが，インベントリーデータ  

ベース構築作業を科学面から裏打ちするための研究は未  

だ不十分であり，その構築が不可欠である。また，イン  

ベントリーデー タの情報ネットワーク・情報システムの  

構築も重要である。そこで，本研究では，精度の高い温  

室効果ガスインベントリーシステムの構築を目標に，特  

にアジア地域を中心にインベントリーの精度の向上方法  

の検討，および，世界のインベントリー情報を収集整理  

し，インベントリーに関するネットワークシステムの開  

発研究を以下のサブテーマで行った。（∋温室効果ガスイ  

ンベントリーシステム構築手法の開発 ⑦産業部門から  

の温室効果ガス排出の精度管理 ③森林・土壌部門から  

の温室効果ガス排出の精度管理 ④陸域生態系における  

CトⅠ4，N20等のインベントリーシステム構築手法の高  

度化  

（3）地球環境問題は人類の生存にかかわる重要事項で  

あり，21世紀における最大の研究・政策課題の一一つであ  

る。地球環境問題に関する研究推進のためには，広く世  

界の情勢を視野に入れながら，適当な時期に，これまで  

の研究情報を収集・整理し，現状を把握するとともに，  

これらの研究を評価し， かつ研究の総合化・体系化を図  

る必要がある。そして，重要な研究の選択，必要な研究  

の探求等を行い，研究の方向性について展望し，今後実  

施すべき研究について，広く世界に提示すべきである。  

本研究では，比較的，研究の総合化・体系化が遅れてい  

た，「地球の温暖化（対策）」分野および・「人間・社会的  

側面からみた地球環境問題：HDP」分野において，国内  

専門家による検討会を設置し，以下のような検討を行っ  

た。①これまで実施されてきたプロジェクト報告および  

関連する研究論文等を収集し，レビューすることによっ  

て，研究の現状を把握する。⑦これまでの研究を評価・  

再評価するとともに，研究の総合化・体系化を計る。  

③これらの分野において，重要な研究の選択，必要な研  

究の探求等を行い，研究のカー向性について展望するとと  

もに，今後実施すべき具体的研究計画等を提示する。な  

お，本研究においては，当年日本で開催された，IGBP  

やIHDP等の国際研究集会に参加し，国際的動向を視野  

に入れた，国際共同研究等の推進についても検討した。  

地球環境研究グループ：甲斐沼美紀子・増井利彦  

社会環境システム部：森田恒幸・原沢英夫・森口祐一・  

日引 聡・川島康子  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球環境研究センターにおいては地球環境研  

究総合推進費による総合化研究を実施している。この  

「総合化研究」という特殊な研究領域は，分野別に実施  

されている個々の研究プロジ ェクトと異なり，（D個々の  

研究プロジェクトの成果を集約しつつ，経済学，社会工  

学的手法を含む観点から総合的かつ体系的に検討を行  

い，政策の具体的な展開に資する知見を提供する「政策  

研究」⑦「課題別研究」として分野ごとに研究プロ  

ジェクトが推進される地球環境研究に対し，これら個々  

の分野にまたがる研究領域や共通する研究領域を体系的  

かつ集中的に解析する「横断的研究」③個々の研究領  

域の重要性を地球環境問題の解決という観点から総合的  

に評価する「リサーチ・オン・リサーチ」の3つの役割  

を有しており，本年度においては以下の3つの研究を実  

施している。  

〔内 容〕（1）持続可能な発展において，環境保全と  

経済発展の両立は最も重要な要素であり，地球環境政策  

の世界共通の基本的目標である。その具体的目標の設定  

と達成方法の検討には環境と経済を同じ枠組みの［f］で分  

析できる手法の開発が急務であることから，環境経済モ  

デルと環境勘定を中心に，手法開発を進めてきた。これ  

まで，日本をはじめとする先進匡lの問題を主を研究対象  

としてきたが，持続的な国際社会の実現には，発展途上  

国の問題やそれを含めた国際関係にも視野を広げること  

が不可欠である。このため，平成10年度から，これま  

での成果の地区制を基礎として，持続可能な発展の重要  

な鍵のひとつと考えられる国際公共財や，発展途上国を  

含む多国間の経済の連関にかかわる問題を中心にとりあ  

げ，環境経済モデルおよび環境勘定の手法を適用するこ  

とにより，環境と経済の統合に係る政策決定の支援に資  

する分析手法の開発を進めた。  

（2）地球温暖化は最も懸念される地球環境問題の一つ  

であり，温室効果ガスの排出や吸収に関する精度の高い  

インベントリーシステムを構築する必要がある。日本は  

今回，IPCCのインベントリーのテクニカルサポートユ  
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とAPECアジア諸国が，炭素税の導入と技術移転に協  

力関係を結ぶとき，どのようなシナリオが考えられるか  

を，シミュレーションにより分析した。   

さらに，ボトムアップ・モデルを用いた分析では，異  

時点間の取引を導入した場合の京都メカニズムの効果に  

ついてシミュレーション分析を行い，クリーン開発メカ  

ニズムが効果を発揮する可能性を明らかにした。   

2）国際公共財の貨幣的価値を計測するための方法論  

の確立に関する研究   

現実の市場が存在しない匡】際公共財としての環境財に  

ついては，人々の価値を貨幣タームで計測する手法に仮  

想市場法（ContingentValuationMethod，CVM）があ  

り，米国を中心に用いられている。本研究は，CVMの  

中核である仮想的な市場の設定に際して提案されている  

代表的な回答形式の比較を行い，各国の文化を前提とし  

た上で望ましい回答形式を選び出すことを目的としてい  

る。   

このため，前年度に引き続き，調査票の改善作業を  

行った。特に，本年度は，コンピュータ上のハイパーテ  

キスト形式を導入することにより，わかりやすい調査票  

を作成することに力点をおいた。次に，上記の調査票を  

用いて調査を実施した。CVMの困難のひとつに，シナ  

リオをいかにして被験者に的確に伝えるかという点があ  

る。特に，本研究のように地球温暖化問題を想定する場  

合には．，W′rPの判断に必要な情報は膨大であり，しか  

も被験者によって欲する情報は異なる。本年度の調査で  

は，この特性を念更別こおき，対策を検討した。大学生を  

対象に調査を行った結果，被験者に温暖化対策の手法を  

複数提示することが，シンボリックバイアスの軽蔽 お  

よび被験者にとっての調査の信憑性椎特に役立つことが  

明らかになった。   

3）投入産出モデルを用いた資源・環境負荷フロー勘  

定の確立に関する研究   

本サブテーマでは，物量単位の環境勘定，とくに資源  

および環境負荷のフローを中心に扱う。すなわち，自然  

環境から人間活動への資源のインプットのフローおよび  

人間活動から自然環境への廃物のアウトプットのフロー  

について，その総量の把捉および経済活動部門への分解  

を行うとともに，資源が生産活動を経て製品に形をか  

え，消費の後廃棄されたり，インフラストラクチュアと  

して蓄積されたりするまでの過程を物量単位の投入・産  

出表の形式で表現することにより，さまざまな経済活動  

〔成 果）  

（1）持続可能な国際社会に向けた環境経済統合分析手  

法の開発に関する研究   

本年度は，これまで開発してきた各種経済モデルを発  

展途上国に適用すべく，モデルの改良と基礎的データの  

収集ならびにこれを用いたパラメータの設定に取り組む  

とともに，地球温暖化問題を中心にしてその対応可能性  

についてシミュレーション分析を実施した。また，国際  

公共財の評価方法について基礎的検討を行い，投入産出  

モデルを用いた物的勘定の開発のため，廃物の総量フ  

ローに関する国際比較のためのデータ整備および拡張さ  

れた投入産出蓑へのデータ登録を行った。さらに，中国  

の確猟 人口，自然資源等の長期的トレンドを分析し  

て，中国のグリーンGDPを推計した。   

以下，サブテーマごとに成果を記す。   

1）国際碇済モデルの開発とアジア地域への適用に関  

する研究   

本サブテーマは，今までに開発してきた各種の経済モ  

デルを発展途上国に適用できるように改良し，さらに国  

際的な相互作用を再現できるように世界モデルに拡張す  

ることによって，地球環境問題と経済発展とのかかわり  

合いをより体系的に分析することを目的とする。このた  

め，次の3種類の経済モデルを基礎にして，国際経済モ  

デルヘの改良作業を進めた。  

（∋動学的最適化モデル：スタンフォード大学で開発さ  

れたMERGEモデル，イエール大学で開発されたDICE  

モデル，東京理科大学で開発されたMARIAモデル，東  

京大学で開発されたGDMEEMモデル   

⑦一般均衡モデル：国立太平洋北西研究所（PNⅢ。）  

で開発されたSGMモデル，パデュー大学で開発された  

GrrAPモデル  

（ヨボトムアップ・モデル：東京大学等で開発された  

NE21モデル   

これらのモデルの開発者の参加により改良作業を進め  

た。特に，SGMモデルの改良についてはPNNLと当研  

究所との間で国際共同研究として実施した。そして，こ  

れらの改良モデルを用いて以下の分析を実施した。   

動学的最適化モデルを用いた分析では，アジア地域に  

おけるクリーン開発メカニズムの効果を分析するととも  

に，不確実性を考慮した場合の温暖化対策の産業部門へ  

の影響について分析した。   

また，一般均衡モデルを用いた分析では，先進工業国  
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が直接・間接にもたらす資源の消費量や環境負荷の発生  

量を算定しようとするものである。   

本年度は，前年度に設計に着手した環境部門を拡張し  

た物量単位の投入・産出表について，廃棄物・リサイク  

ルフローの記述方法および副産物の記述方法について検  

討を行った。．また，化石燃礼 金属，建設原材料などの  

主要資源を対象とした勘定表作成のためのデータ収集を  

引き続き行った。とくに本年度中に利用可能となった  

1995年産業連関表を用いて，化石燃料および石灰石の  

消費とこれによる二酸化炭素排出量の推計を行うととも  

に，部門別最終需要金額あたりの直接・間接排出量に関  

するデータ整備を行った。   

一方，資源の給量のフローに関して，平成7年度以  

来，日本，米国，ドイツ，オランダの4カ国の共同研究  

を進め，第1段階では資源の絶技人量の国際比較を行っ  

てきたが，本年度は，人間活動から自然環境へのアウト  

プットフローについて，上記4カ国にオーストリアを加  

えた5カ国の間で平成9年度から進めてきた国際共同研  

究の第2期の成果のとりまとめを行った。この国際共同  

研究では，二酸化炭素をはじめとする大気への環境負  

荷，埋立処分される廃棄物など土地への環境負荷，溶  

剤・肥料など使用段階で環境へ散逸する物質など，環境  

への排出形態別の内訳をとらえながら，人間活動から環  

境への排出フローの総量の国際比較を行った。   

一方，カリフォルニア大学（米国），ライデン大学  

（オランダ），シュツソトガルト大学（ドイツ）との間  

で，投入産出分析（産業連関分析）の環境問題への応  

用，とくにライフサイクル分析や技術評価のための共通  

のデータベースとしての利用について，これまでの研究  

成果の交換および今後の共同研究の進め方についての意  

見交換を行った。   

4）発展途上国を対象とした事例研究   

世界の人口の85％が居住し，今後急速な発展が予想  

される発展途上国に焦点を当て，人口増加と経済成長，  

それに伴う自然資源の消費と環境質の悪化，エネルギー  

消費，都市化に伴う環境面への影響などの主要なセク  

ターの現状と課題を，インド及びインドネシアを例に  

とって，両国の研究者の協力を得て，レビューした。   

インドは過去50年間ほとんどの開発分野で実質的な  

進展を見たが，その便益は人口増加，工業化，森林の燃  

料・発電・潅がい利用等による環境悪化によって相当程  

度オフセットされてきた。肥料，農薬を多量に投入する  

農業技術は食料安全性を高めたが，同時に地下水位の低  

下，土壌劣化，農薬の副作用等をもたらした。産業の成  

長と無秩序な都市化は水，大気，土地を汚染した。急激  

な経済成長は自動車，プラスチック等の利用の拡大とい  

うライフスタイルの変化をもたらし，これがエネルギー  

等の資源と環境に影響を及ぼしてきていることが明らか  

となった。   

インドネシアは，1970年代，80年代に目覚ましい経  

済発展を遂げており，伝統的な農業国家からここ数年の  

うちに新興工業国に変身する可能性があるが，こうした  

経済発展は環境破壊を伴ってきている。1997～98年の  

経済危機の際の大気中の浮遊粒子状物質濃度はそれまで  

の約3分の1に激減しており，経済と環境の関係を象徴  

していることが明らかとなった。   

インド，インドネシア共に高い経済成長を掛ナてお  

り，人口増加，都市への人口集中，ライフスタイルの変  

化 生産基盤の変化とあいまって環境悪化をもたらして  

いる。こうした中で，人口増加を抑制し，将来にわたっ  

て人々の基本的をニーズを満たすことのできる政策が求  

められていることが明らかとなった。  

（2）温室効果ガスインベントリーシステム構築の方法  

論に関する研究   

本年度はまず，アジア地域における各種温室効果ガス  

（GHG）排出係数データの開発・利用状況を把握するた   

め，既存の文献から関連データを抽出し，アジア地域   

GHGインベントリー排出係数データの一覧表を作成し   

た。この際，使用した既存文献は，主に次の3種類であ   

る。①国別温室効果ガスインベントリーのための1996  

年改訂版IPCCガイドライン ⑦ALGAS（アジア地域に   

おける最少費用での温室効果ガス削減戦略プロジェク  

ト）レポート：同プロジェクトは，GEF（地球環境ファ   

シリティー）やアジア銀行などから資金を受け，アジア  

銀行が実施しているものである。③日本作成わ削り温壷  
効果ガスインベントリー こ甲一覧表の作成を通し，ア   

ジア地域では各種GHG排出係数として利用できるデー   

タが乏しく，多くの場合は1PCCガイドラインに示され   

ているデフォルト値（各国独自のデータがない場合に用   

いるべく提案されている便宜的な数値）が用いられてい   

る硯状が確認された。不確実性が低く信顧性の高い  

GHGインベントリーを作成するためには，各種排出係   

数について地域特性を反映した各国独自の値を用いるこ  
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とが望ましい。多くをIPCCデフォルト値に栴るアジア  

地域の現状は，同地域において独自排出係数データの研  

究・整備を推進する必要性が高いことを明らかにした。   

次に，こうした認識のもと，同研究推進のためアジア  

地域の研究者ネットワーク構築を図り，国内検討会及び  

国際ワークショップを開催した。これらを通して国内外  

の専門家ロスター（名簿）を作成するとともに，農業，  

土地利用変化及び森林，廃棄物の各分野において，優先  

順位が高いと思われる今後の研究課題を以下のように整  

理した。①農業セクター：「家畜反袈活動におけるメタ  

ン排出係数の決定ための簡易かつ安価な手法の開発」，  

「GIS（地理情報システム）を利用した，農地起源メタ  

ン・亜酸化窒素排出量推計モデルの開発」（∋土地利用変  

化及び林業セクター：「森林の分類方法の改善」，「森林  

タイプごとの成長率データの整備（GISの有効利用）」，  

「森林タイプごとの伐採面積データの整備（GISの有効  

利用）」③廃棄物セクター：「DOC（DegradableOrganic  

Carbon：分解性有機炭素）の地域ごとのデータ整備」，  

「廃棄物の野焼きの割合の把握と排出量推計式への反映」   

なお， この研究課題の検討にあたっては，IPCCイン  

ベントリープログラム（技術支援ユニットはTGES内に  

設置されている）の動きも踏まえ，同プログラムに資す  

る成果を目指すことを意識している。   

今後の研究協力・情報交換を促進するための研究者  

ネットワークのあり方については，今回の国際ワーク  

ショップ参加者によるネットワークをもとに情報交換と  

データ蓄積を進め，将来，各国政府の協力を得た強力な  

ネットワークへと発展させる案などが提示された。   

農業部門からの温室効果ガス排出の精度管芦別こ関して  

は，IPCCガイドラインのTier2を－・部修正した手法  

（メタン転換計数の決定を含む）を開発した。それによ  

り，中国の動物系肥料管理システムからのメタン及び亜  

酸化窒素排出量を地域ごとに計量し，全体量の推計を実  

施した。推計に対し肥料管理システムの使用実態に関す  

るデータ（MS％）が最も重要な影響を及ぼすことを検  

証した。温室効果ガス推計の改善のためには，MS％に  

加え，重視すべきいくつかのファクターを提示し，優先  

すべき地域等を提案した。   

森林・土壌部門からの温室効果ガス排出の精度管理に  

関しては，不確実性の問題が大きい土地利用，土地利用  

変化及び森林（LULUCF）からの温室効果ガスの推計  

を改善するため，当該分野のインベントリーの実態の評  

価，活動データ及び排出係数のデータベースの収集・改  

善，問題の検出及び改善のための方針の策定を目的とし  

て，フィリピン，インドネシア及びタイの国別インベン  

トリー及び関連文献を調査した結果，関連データの収集  

及びデータベースの改善が必要との結論を得た。このた  

めには，関係する研究者や研究所のネットワークが必要  

である。特に，GISの利用等によるバイオマス量及びそ  

の経年変化の把糧に関する手法の改善を提案した。   

陛域生態系におけるCH。，N20等のインベントリーシ  

ステム構築手法の高度化に関しては，農耕地を含む陸域  

生態系からのメタン・亜酸化窒素の発生・吸収量とそれ  

らの制御要因について，日本とアジアの研究の現状と今  

後の課題についてまとめた。  

（3）地球環境研究推進のための総合化・体系化に関す  

る研究   

本年度は，「地球環境研究展望地球の温暖化－（対  

策）」および「地球環境研究展望人間・社会的側面から  

見た地琉環境問題（HDPト」について検討会を実施  

し，報告書をまとめた。各々の要約を以下に記す。  

1）「地球環境研究展要地球の温暖化－（対策）」   

地球温暖化対策は1997年の京都会議を契機に大きな  

進展が図られようとしているが，気候変動枠組条約の目  

標である大気安定化を達成するには，先進国のみならず  

発展途上国を含め，今後一世紀にわたって温室効果ガス  

の一層の削減対策が求められる。このような状況で，今  

後，温暖化対策分野において必要とされる研究について  

検討した。以下に，重要と考えられる課題を整理した。  

・温暖化対策技術に関する研究：温暖化対策技術の個  

別技術に関する研究については，この10年間にかなり  

進んでおり，利用・普及の段階にきているものも多い。  

今後は，普及を促進するための情報システムの構築，啓  

蒙活動，経済手段の導入などに関する研究，総合的，シ  

ステム的対策に関する研究が重要となってくる。  

・吸収源に関する研究：二酸化炭素の吸収源に関する  

科学的知見の整理と，シンクの推計モデル開発，インベ  

ントリー，京都議定書に関連した対策評価等の研究およ  

び長期的な森林管理等に関する研究が必要である。  

・国際協力に関する研究：京都議定書に対応して，排  

出量椒引，先進国間の共同実施，クリーン開発メカニズ  

ムの運用，評価手法に関する研究，テクノロジートラン  

スファーの効果分析，国際協力のための資金メカニズム  
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に関する研究等がある。   

●社会システムに関する研究：教育システム，社会シ  

ステム，産業構造に関する研究が必要である。特に二酸  

化炭素の削減には，消費者サイドの削減が有効であり，  

このための啓蒙活動，経済的インセンティブ，社会シス  

テムのあり方などに関する研究が重要である。   

・発展途上国における包括的政策評価に関する研究二  

現在途上国で問題となっている大気汚染などの地域の環  

境問題と地球規模の環境問題の解決を同時に行なえる方  

策を見出すことが必要である。   

・適応政策に関する研究：食料生産の変化，海面上  

昇，健康影響などに対応するには，削減対策を待ってい  

るだけでなく，適応政策も考慮しておく必要がある。し  

かし，この分野は不確実性の大きい分野でもあり，不確  

実性の解析手法も同時に研究する必要がある。   

温暖化対策研究は現実の政策展開との連携が重要であ  

るとともに，政策科学としての長期的な視野に立った対  

策研究が必要である。また，世界における我が国の貢献  

を考えた場合に，アジア地域の発展途上国との共同研究  

を進めて，国際協力や国際理解を推進していく必要があ  

る。   

2）「地球環境研究展望－HDP－」   

・世界のHDP研究の動向：地球環境問題の深刻化に  

伴い，一その原因である大量生産，大量消費，大量廃棄な  

ど資源浪費型の社会・経済システムの変革，貧困をなく  

し途上国にも豊かな生活と経済をもたらす持続可能な発  

展，などの具体化方策を見いだすことが緊急課題となっ  

た。このために，人間活動が地球環境変化に及ぼす影響  

と地球環境変化の人間社会へのフィードバックの解明，  

地球環境変化における人間の役割や社会・経済との相互  

作用の理解を目的とした，人文社会科学分野を中心とし  

た国際研究計画（汁IDP）が1990年に開始された。現  

在，①土地利用∴被覆変化 ②産業転換 ③地球環境変  

化と馴鹿 ④地球環境変化と人間安全保障の4つの科学  

研究プロジェクトの研究計画が策定され，本格的な研究  

が進められようとしている。   

・日本におけるHDP研究の動向：IHDPの設立と同  

じ頃，日本学術会議にHDP専門委貝会が設立され，  

IHDPのカウンターパートとして国内のHDP研究の推  

進を図った。地球環境問題の現象面での解明が進むにつ  

れ，日本でも問題解決のためのHDP研究の重要性が再  

認識され，各種ワークショップを開催してHDP研究を  

推進し，また研究′ト委員会を設置して対応した。環境庁  

では日本で推進すべきHDP研究についてまとめた報告  

書を公表するとともに，地球環境研究の一分野として  

「地球環境問題の人間社会的側面（HDP）分野」を創設  

した。一方，国連大学が提唱したゼロエミッション構想  

を具体化する企業や自治体も現れ，徹底した省エネ，省  

資源を目指す低負荷型社会への変革を目指した研究や社  

会実験が実施され，産業転換ヤ低負荷型社会という面で  

は一一歩世界をリードしている感がある。  

・HDP研究の展望：HDP研究は，人間活動，環境，  

両者の相互作用などを幅広く対象としており，定義が難  

しい。実際IHDPと環境庁のHDP研究とは関連性はあ  

るが，国際協力といった面では，研究者レベルで対応し  

ている現状である。そこで，現在研究計画を策定し，本  

格的研究遂行の時期にある，lHDPの科学研究プロジェ  

クトに積極的に参加すべきである。日本独自のHDP研  

究としてはアジア地域，技術の視点を重視した研究を進  

める必要がある。HDP研究は，人文社会科学者と自然  

科学，工学の研究者の間の学際的協力が不可欠であり，  

研究者ネットワークの構築も必要である。地球環境問題  

の解決は一刻を争う問題であり，今後のHDP研究の推  

進が大いに期待される。  

〔発 表〕A－14～20，C－13，16，17，32，35，37，  

a－16，C－32～35，41，50、52，55，  
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2．3．11先駆的地球環境研究  

〔担当者〕  

社会環境システム部：田村正行・清水 明・山野博哉  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕植生の種組成分布やバイオマス分布など陸域  

生態系の空間構造は，■地球規模での環境の状態を評価す  

る上で最も基本的なパラメータの一つである。その変化  

は，熱帯林の減少や砂漠化，生物多様性の減少など地表  

面の変動に直接的にかかわる閃長引こおいてはもちろんの  

こと，地球温暖化などのより広域的な地球規模での環境  

変動に対しても地表面での物質，エネルギー収支の変化  

を通じて大きな影響を及ぼす。このため，生態系の空間  

構過とその変化を全地球レベルで計測，評価することが  

地球環境問題に取り組むうえでの最も重安な課題の一つ  

となっている。しかしながら，局所レベルから全地球レ  

ベルまでを対象として，生態系の構造を計測し，、その動  

態を評価することは現時点では極めて難しく，いまだに  

十分なデータ，知見が得られていないのが実状である。  

本研究は，陸域生態系の最も基本的な構成要素である植  

生に焦点を合わせ，その三次元構造とその変動を計測す  

るための観測システムを構築することを目的とすろ。一  

本の樹木のレベルから全地球レベルでの植生分布までを  

対象とするため，地上調査による方法から航空機，人工  

衛星を利用したリモートセンシング手法までの多段階観  

測手法を開発し，さらに，その動態を評価するための構  

造変動モデルを開発する。  

〔内 容〕陸域生態系の変化を把嘩しその地球環境にお  

ける役割を解明する上で，リモートセンシング画像デー  

タ，とくに人工衛星データは有効なツールである。人工  

衛星を利用することにより広域の地表面を定期的に観測  

し，現在起こりつつある変化を実証することが可能であ  

る。また，地球環境を駆動する生物地球化学的プロセス  

をモデル化する際に，衛星データを入力データあるいは  

検証データとして用いることにより，精度の高いモデル  

開発が可能になる。さらに，大陸レベルで二酸化炭素な  

ど温暖化ガスの収支を推定する上で，陸域生態系の分布  

や変動に関する衛星データは不可欠である。   

本研究では，種々の衛星センサを用いて植生の種類，  

分布，バイオマス，及び季節・経年変化等を計測する手  

法の開発を行う。本年度は，北海道大学苫小牧演習林に  

おいて航空機搭載型レーザースキャナーを用いて広域の  

樹高分布と地形を計測し，その精度の検証を行った。  

〔成 果〕  

（1）人工衛星データを利用した陸域生態系の三次元構   

造の計測とその動態評価に関する研究  

1）航空機搭載レーザースキャナーによる樹高計測   

御嵩は，森林のバイオマス，生産ポテンシャル，炭素  

収支等を推定する上で基礎となる重要なパラメータであ  

り，精度の高い推定方法の開発が望まれている。しか  

し，樹高は，胸高直径などと異なり地上での実測が困難  

なことが多く，広範囲にわたる分布データを得るために  

は多大な労力と時間が必要となる。このような問題を解  

決するものとして，航空機や衛星に搭載したレーザーシ  

ステムによる樹高計測が注目を集めている。航空機搭載  

型レーザーシステムによる樹高計測には，当初，プラッ  

トフォーム直下のデータを進行方向に沿って取得する  

レーザープロファイラーが主として用いられた。現在ま  

でに，樹高計測結果の検証，レーザ」パルスの透過率と  

樹冠閉鎖率との関係の検討，バイオマスの推定などが行  

われている。さらに近年になって，レーザービームをプ  

ラットフォームの進行方向と直交する方向に走査して，  

地表のデータを面的に取得するレーザースキャナーも開  

発され，樹高の計測とその評価や樹高とキャノピー密度  

の計測によるバイオマスの推定等に利用されている。   

本研究では，森林バイオマス推定のための基礎データ  

を得ることを目的として，北海道大学苫小牧演習林にお  

いて，レーザースキャナーによる樹高計測実験を実施し  

た。同演習林は苫小牧市街地に隣接する，標高5～  

95mの火山灰の平坦な台地上に位置し，約2700haの森  

林のうち25％が針葉樹の人工林で，残りはミズナラ・イ  

タヤ類をはじめとする広葉樹林となっている。林内には  

高さ25m，半径40mの範囲をカバーする林冠観測用ゴ  

ンドラが設置してあり，周囲の樹高の計測が行われてい  

る。   

航空機レーザースキャナーによる樹高計測は，1998  

年秋季および1999年夏季に実施し，演習林の西側2／3  

程度をカバーするデータを取得した。レーザースキャ  
ナーシステムで，フットプリントの3次元座標値として  

算出される倦は，地盤高（標高）および樹冠高（地盤高  

＋樹高）である。これらは，ランダムなポイントデータ  

であるので，それぞれをメッシュデータ化（連続した三  

角形で面の形状を近似したモデルTriangularlrregular  

Networkを作成し，それをメッシュ化）したうえで，樹  

冠高から地盤高を差し引いて樹高データを算出し，2m  
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メッシュの樹高分布図を作成した。   

樹高計測精度を検討するために，レーザースキャナー  

による樹高の3次元座標データと，林冠観測用ゴンドラ  

を［トL、とする半径40mの範囲の樹木の実測樹高データ  

を比較した。誤差の許容幅を1mとして両者を比較し  

た結果，全英測ポイント89点のうち67点（75％）が  

許容範囲内にあり，実測データよりもレーザースキャ  

ナーデータの値が高かったのは16点（18％），低かった  

のは6点（7％）であった。この結果より，レーザース  

キャナーを利用することにより，広い範囲の樹高分布を  

良好な精度で測定することが町能であり，森林の研究お  

よび経営上大きなメリットがあることが確かめられた。   

2）航空機搭載合成開口レーダーによる森林計測   

北海道大学苫小牧演習林において，航空機搭載型の合  

成開口レーダー（SAR）を用いて森林パラメータの計測  

を実施した。この実験は，郵政省通信総合研究軋宇宙  

開発事業F乱 及び本研究所の共同研究によるものであ  

る。このSARはⅩ－バンドとLバンドの2周波数帯域  

でフルポラリメトリック計測を行うことができる。  

X一バンドとLバンドのそれぞれに関してHH，VV，  

HV偏波成分による疑似カラーコンポジット画像を作成  

し，樹種や棄面積指数などの森林パラメータと比較分析  

した。その結果，Ⅹ－バンドのフルポラリメトリック  

データが針葉樹と広葉樹の判別に有用であることが確か  

められた。しかし，葉面積指数と相関の高い周波数成分  

あるいは偏波成分は見あたらなかった。  

〔発 表〕C、20，23、25，C－25～29  
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2．3．12 京都議定昏対応研究  

〔担当者〕  

地球環境研究センター：山形与志樹  

いては，文献等で入手可能なものを用いたが，今後は当  

プロジェクトで科学的に算出されるパラメータに変え，  

推定精度を向上させる予定である。ま・た，地球温暖化に  

よる気候変動が林分成長に与える影響を評価するための  

モデル構造を検討し，立地条件を適宜仮定し林分成長を  

予測するハイブリッド・モデルが望ましいとの結論を得  

た。京都議定書に関連した我が匡】の吸収源機能を評価す  

るため，林野庁が森林資源基本計画に用いているモデル  

を使用し，第一約束期間である2008年から2012年の間  

における全森林の炭素吸収量を計算したところ，シナリ  

オによって吸収量は0．093～0．064Gtの幅を持つこと  

が明らかになった。また，3条3項に対応した吸収量を  

算出するため，土地利用変化を伴う植林面積，森林減少  

面積の推定に必要な情報の収集を行った。   

リモ←トセンシングデータを用いた広域での森林バイ  

オマス量の推定手法を開発する上で，森林バイオマス量  

のグランドトゥルースデータを効率的に取得する手段の  

開発が急がれる。そこで，赤外線レーザー測距儀による  

広域森林資源の3次元データと森林バイオマス量の関係  

を検討するため，苫′」、牧を対象にレーザースキャナデー  

タを収集し，林冠疎密度，樹高の推定精度を調べた。   

人為インパクトによる森林土壌中の炭素貯留量の変動  

を評価するモデルを既存のものを中心として検討すると  

ともに，新柏した場合の土壌中への炭素貯留量の増加を  

見るため，御岳岩屑流堆積地における緑化木植栽後や伐  

採後の土壌中の炭素貯留量の変化を追跡している。   

実際に住宅に用いられている木材量を把握するには木  

拾い表と，組立図の2つのデータ源がある。今回の研究  

によって組立図から算出した木材使用量がほぼ現実に近  

いことが判明した。これをもとに推定した木造住宅の木  

材使用量は0．105～0．150m3であり，単位面積当たり  

の木材使用量は年々増加傾向にあることがわかった。伐  

が国で使用されている木材中の炭素貯留量を推定するに  

は住宅ストックの推移を推定できるモデルの開発と木材  

の絶乾比重倦を求めることが不可欠である。前者につい  

てはまだ検討段階であるが，後者についてはおおよそ国  

産材が0．46，北米材が0．41，南洋材が0．53，北洋材が  

0．42，こエージーランド材が0．48であることが調査に  

より判明した。なお，木造住宅のライフサイクルにおけ  

る炭素排出量についても検討をし，木造住宅の使用段階  

において冷暖房，給湯，照明・動力等の運卿二よる炭素  

排出量の多いことがわかった。  

社会環境システム部：川島康子  

客員研究員 4名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕京都議定書において，吸収源を利用する仕組  

みが取り入れられた。しかし，吸収源の取り扱いと吸収  

量の評価について，さまぎまな問題点が検討課題として  

積み残されているのが実状である。本研究課題では，陸  

域生態系の吸収源機能評価にかかわる研究課題として，  

（1）人為活動による炭素収支の変動に関する研究（2）  

京都議定書における吸収源アカウンティング方式に関す  

る研究を実施する。  

〔内 容〕本年度においては下記の研究を実施した。  

（1）現状の日本の森林バイオマス中に貯留している炭  

素量を明らかにするため，各種林業統計を用いて炭素貯  

留量の分布図を国土数値情報3次メッシュで作成した。  

（2）森林資源基本計画に用いているモデルを使用し，  

第一約束期間である2008年から2012年の間における仝  

森林の炭素吸収量は0，093～0．064Gtの幅を持つこと  

がわかった。  

（3）広域森林資源の3次元データと森林バイオマス星  

の関係を検討するため，レーザースキャナデータを収集  

し，林冠疎密度，樹高の推定精度を調べた。  

（4）人為インパクトによる森林土壌中の炭素貯留屋の  

変動を評価するモデルを検討し，伐採後の土壌中炭素貯  

留量の変化を追跡した。  

（5）グローバルな植林活動のポテンシャル量を，土地  

利用変化シナリオから計算した。  

（6）CDM／Jlなどのプロジェクトが実施される場合の  

環境的な追加性について検討した。  

（7）シンクによる吸収量増大と排出削減のプロジェク  

トの関係についての検討を実施した。  

（成 果〕  

（l）陸域生態系の吸収源横能評価に関する研究  

1）人為的活動による森林における炭素収支の把捉   

現状の日本の森林バイオマス中に貯留している炭素量  

を明らかにするため，各種林業統計を用いて炭素貯留量  

の分布図を国土数値情報3次メッシュで作成した。バイ  

オマス量の算定や炭素への換算に必要なパラメータにつ  
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2）人為的活動による農耕地土壌における炭素変化の  

把握   

グローバルな炭素循環モデルによるシミュレーション  

により，農業形態の変化や土壌劣化は土壌炭素収支を大  

きく変える可能性があると予測された。また，地球温暖  

化による気候変動の各農紺地土壌中炭素蓄積量への影響  

を検討した。地域規模の土壌をめぐる炭素収支の評価・  

予測モデル（RothCモデル）に，炭素蓄積能力の高い  

火山灰土壌の特性を導入するため，有機物の長期連用試  

験の情報を活用しモデルの改良を行った結果，我が国の  

火山灰土壌における炭素の分解・蓄積過程をかなり良く  

再現できた。我が国，タイおよびフィリピンの火山灰・  

非火山灰土壌について，モデルに導入するためのデータ  

の整備を行い，特にタイの土壌有機物13c自然存在比と  

作物の種類，栽培歴との関係が深いことが明らかとな  

り，それら情坪のモデル化への活用を検討した。また，  

浜頓別から石垣島に至る我が国の土壌酵素（セルラー  

ゼ）活性と気温等の環境条件とは密接に関係しているこ  

とが明らかとなり，それら情報のモデル化への活用を検  

討した。タイにおけるケーススタディーから年間の炭素  

収支のデータが得られたが，保全排起法によりCO2発  

生量が減少するが収量も減少する結果となり，不耕起に  

より増収するための方策が検討される必要があると考え  

られた。   

3）吸収源アカウンティング手法に関する検討   

温室効果ガスの排出削減コストを考える際には，「そ  

のプロジェクトがなかりせば…」の状況で行われたプロ  

ジェクト（ベースライン・プロジェクト）との比較を考  

えることになる。したがって，世界銀行などは，具体的  

なべースライン・シナリオを考えて，その場合の排出削  

減量と排出削減コストとの差分（インクリメンタル・コ  

スト＝増分コスト）を排出削減コストとして定義してい  

る。これを式で表すと以下のようになる。  

トの「原価」であり，これに「利益」を加えたものが  

「価格」となる。この価格が，他のAIJ／Jl／CDMプロ  

ジェクトによって発生したり排出権市場によって取り引  

きされるカーボンクレジットの価格と比較する際の最も  

重要な指標となる。実際には，プロジェクトのホスト側  

も投資側も，実際の削減量よりも大きな削減量の数字を  

算出する（水増しする）インセンティプをもつ。また，  

投資側はクレジットを安価に入手するためにできるだけ  

削減コストの′トさいプロジェクトに投資を行う。一方の  

ホスト側は，カーボン・クレジットを高く売却したいも  

のの，他のJI／CDMプロジェクトとの間の競争などが激  

しくなれば，「市場の圧力」によって価格を下げぎるを  

得なくなる。   

4）吸収源活動のグローバルポテンシャルに関する検討   

京都議定書の3条3項，いわゆる「京都フォレスト」  

に関して，温室効果ガス（GHG）の吸収源はどのよう  

にアカウントされるべきだろうか？という討論には，  

「新規植林（Afforestation）」，「再植林（Reforestation）」，  

「森林減少（Deforestation）」（ARD）を議定書の範囲内  

に適用することが含まれる。しかしこれらの項の定義は  
明白には確立しておらず，「新規植林」の定義に着目す  

ると，森林管理括動の炭素吸収源アカウンティングは国  

によって非常に異なる。吸収源の制度的な取り決めにお  

けるこの定義は，京都議定書に関する国々に対する政清  

的示唆を含む。我々は，ARD活動による森林生体系で  

の炭素変化をシミュレーションすることにより，これら  

京都フォレストの示唆を分析している。我々のシミュ  

レーションは，以下の結論を導いた。   

①1990～2007年の期間での森林減少は，約束期間内  

のネット放出の原因となるが．約束期間以前の放出を計  

算する方法はない。⑦いくつかの場合において，新規植  

林は，森林減少地での有機物残注が分解するときに発生  

する二酸化炭素の放出を即座に補うわけではない。（∋土  

地被覆境界は，京都議定書に対する透明かつ検証可能な  

基準であ’るが，ARD活動による地球規模の炭素放出及  

び吸収の概算は，その境界に敏感である。   

5）q削又源とエネルギー部門との関係に関する検討   

京都合意の枠組みの中で，森林のシンク機能が注目さ  

れつつあり，京都会議において合意された柔軟性措置に  

おいてもシンク機能の活用が焦点となっている。エネル  

ギー産業においては，膨大な排出権の確保が必要であ  

り，すでに世界的なエネルギー産業の一一角がその必安な  

温室効果ガス排出削減プロジュクトの排出削減コスト＝   

排出削減プロジェクト給コストの現在価値－ベースラ   

インプロジェクト総コストの現在価値／排出削減プロ   

ジェクト総排出量の現在価値－ベースラインプロジェ   

クト総排出量の現在価値   

この排出削減コストの大きさが，温室効果ガスの排出  

削減プロジェクトによって発生するカーボン・クレジッ  
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7）吸収源プロジェクトリスクの定量的評価に関する  

検討   

京都議定書の吸収源を用いて数値目標を達成すること  

に貢献する吸収源プロジェクトを実施する際のリスクを  

評価する方法論を開発した。目標期間（20鵬～2012  

年）における生態系の炭素ストック変化量がプロジェク  

トによる成果として用いられることになるので，この期  

間におけるこの炭素蓄稽の減少量の期待値を環境リスク  

として定義することが可能になる。森林生態系を取り扱  

うプロジェクトの一般的なリスク分析の枠組みがこのリ  

スクの取り扱いにおいても利用可能である。このプロ  

ジェクトの結果として得られた炭素ストックの参照曲線  

からプロジェク トデザインの背後に隠された生態系炭  

素ストックの推計変動借が導き出されるが，参照曲線に  

対する不足分が典型的ストレス要凶による影響と考えら  

れる。森林生態系のストレス要因を単独で考えることは  

できないので，ストレス要因聞の棚引乍用の質的パター  

ンを定式化して，ストレス要因のさまざまなシナリオに  

ついて確率分布を定量化するためにグラフ理論技術を用  

いた。いずれの炭素吸収源プロジェクトについてもその  

時間的尺度から生態系の影響を無視することができるの  

で，炭素ストックの変動は気候，すなわち気候を含む生  

態系のストレス要因の組み合わせによって異なるものと  

思われるが，強い相関阻係を想定するわけには行かな  

い。このことは，ストレス要因に相互関係が存在すると  

想定したシナリオによるリスク計算のためのモンテカル  

ロ・シミュレーションのアルゴリズム案を統一する基盤  

になる。   

8）吸収源を用いたCDMの可能性に関する検討   

タイ国において，土地利用変化と森林部門は，温室効  

果ガスの主な排出源となっている。匡l家経済社会開発計  

曙（第1期～8期，1961～2001年）によれば，国民の  

知識ベースを多かれ少なかれ無視しゼ，産業化の方向に  

発展の方向性が置かれている。直接的な木材の伐採や他  

の土地利用への転用によって，森林は著しくダメージを  

受けている。クリーン開発メカニズム（CDM）は京都  

議定書の12条に記載された新たなアプローチであり，  

先進国と発展途上国との温室効果ガスの排出をバランス  

することを目的とし，「森林クレジット」によって森林  

面積を増大させることが可能である。しかしながら  

CDMは，このプロジェクトに関心がある組織や，森林  

政策の促進にとっては外部要因である。ほとんどの発展  

確保の一部としてシンクを活用する動きを見せている。   

森林資源は生態系，地域社会等様々な要因の微妙なバ  

ランスのもとに成り立っており，エネルギー産業が確保  

すべき排出権の一部であっても，シンクの活用は世界的  

な森林資源管理の動きに大きな影響を与える可能性があ  

る。現在，シンクの活用についてこうした観点からの考  

察は少ないが，注目度の高いエネルギー産業の京都議定  

書対応の中で見逃すことのできない側面であると考えら  

れる。国際的な森林資源の管理といった視点からエネル  

ギー産業のシンク対策をどう考えるべきかについて，シ  

ンク（森林）管理・利用の国際的な動向とGHG削減  

（持続可能なエネルギー利用）の関係の総合的な整理，  

シンク利用の阻害要因，エネルギー産業におけるシンク  

の位置づけに関する調査・検討を行い，シンク利用と生  

態系の多様等を中心とした持続的森林管理の統合的戦略  

が必要であるカさ，エネルギー産業においてもこうした視  

点からの取り組みが求められる可能性が高いことが明ら  

かとなった。   

6）JI／CDMプロジェクトリスクの整理・検討   

京都議定書によるJl／CDMスキームに従った，シンク  

プロジェクトのリスクの整理・検討およびアジア開発銀  

行によるALGAS（AsiaLeastCostGreenhouseGas  

Abatement）プロジェクトの整理・分析を行った。1）ス  

クの種類としては，政策リスク，市場リスク，技術リス  

クについて検討を実施した。また，これらのリスク回避  

の方法として，下記の方法を検討した。   

・プロジェクトの課程での回避（厳密なべースライン  

の設定，幅をもたせたカーボンアカウンティング，   

リーケージの管理）   

・金融ツールの利用（多様性の確保，ヘッジング，保  

証・保険）  

リスクの定量化については，簡易的なモデルを構築し  

た。＿モデルのパラメーターは，イベントの発生確率，イ  

ベントが発生した場合のインパクトの2つの基本的な要  

素以外に，リスク対応状態，リスク管理システムを加え  

た。また，アジア地域における温暖化対策プロジェクト  

である，ALGASプロジェクトの整理・分析を実施した。  

プロジェクト対象アジア11カ国の情報をもとに，森林  

セクターでの吸収可能量とCreenHouseGas（GI－1G）  

排出量1トン削減当たりのコストを算出した。その結  

果，インドや中国ではコストが比較的安く，GHG吸収  

可能量が高いと判明した。  
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途上国において，森林開拓は多くの専門分野にまたがる  

問題である。タイにおいても，将来の森林面積をどの程  

度回復させるかに関する見通しをたて，実践的な行動計  

画を作成するための自然資源政策に閲す・る現実的な観点  

が必要であろ。森林減少には極めて多くの要因が関与し  

ている。この問題を真剣に取り扱うための，時間と人の  

確保が必要である。   

9）吸収源活動のモニタリングに関する検討   

京都議定書への対応において，樹冠率の推定はARD  

活動摘出の基準となるほか，森林成長量のモニタリング  

のために非常に重要な項目である。そこでリモートセン  

シングによる広域な樹冠率推定を目的として様々なアプ  

ローチについて検討した。樹冠率のグラウンドトゥルー  

スとして，航空写真を用いた国化作業により，200×  

200mの領域内における森林の樹冠をポリゴン化し，樹  

冠面積を算出した。これを疎割大審が異なる2カ所につ  

いて行った。これと比較するリモ′トセンシングデータ  

として航空機セ、ンサのデータを用いた。衛星センサに比  

較して多数の分光バンドを有しており，各衛星センサの  

シミュレーションが可能である。前述のテストユリア内  

に衛星センサの1画素に相当する30×30mの集計メッ  

シュを設定し，この中での樹冠率とメッシュ内すべての  

航空機センサの平均出力を求め，分光スペクトルによる  

樹冠率推定を試みた。樹冠率は概ね可視域のバンド出力  

値と負の相関関係にあり，逆に近赤外城との相関は低い  

ものとなった。最も樹冠率の推定精度が高かったのは  

465nmと700nmの比演算値であった。ここで航空機セ  

ンサの波長分解能は約10nmであるが，LANDSATを始  

めとする衛星センサは波長分解能が100nm程度である。  

波長分解能の劣化が樹冠率推定に及ぼす影響を調べる目  

的で，航空機センサの連続分光バンドの出力を  

LANDSAT等の衛星センサが持つ分光感度特性に合わせ  

込み，衛星観測シミュレーションを行ったところ，航空  

機センサの結果と同様に可視域で高い負の相関関係が存  

在し，相関係数も同程度であった。樹冠率推定に有効と  

された波長や推定式は，対象森林の樹種，林床植生種，  

データ取得時期，さらに林床の土壌色や湿潤性などがス  

ペクトル情報に大きな影響を与えることが予想され，状  

況に応じた有効な推定手法・係数等を求めていく必要が  

あると考えらる。  

（発 表〕卜19、21  
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2．3．13 課題検討調査研究  

（1）大流域における洪水氾濫減少の予測手法に関する  

予備的研究  

〔担当者）  

水土塊圏環境部：村上正吾・林 誠二  

東 北 大 学：今村文彦  

〔目 的〕長江流域では1998，99年と2年連続して大  

規模な洪水に見舞われた。全世界的に見ても，大流域に  

おける洪水氾濫が頻発している。大規模流域における  

100～1000年に一度の異常な確率の洪水流出は，長期  

間にわたづて全流域に蓄積された汚濁負荷を一気にフ  

ラーッシュすることにより，下流域，沿岸域，海域へ膨大  

な汚濁負荷を流送する。一方，治水事業の進展に伴う冠  

水頻度の極端な減少に対応，変質した氾濫域における人  

間の社会生産活動システム，さらにこれを支える水・土  

壌環境，生態系は，こうした異常な外力に対して意外な  

ほど脆弱なシステムとなっている。したがって，単に治  

水の観点からではなく，環境保全の観点から洪水氾濫現  

象をとらえることが重安となっている。このため洪水氾  

濫現象と土壌環境，陸上生態系とのかかわりを表現でき  

る洪水氾濫解析モデルの開発が求められている。   

本研究の目的は，大規模流域に適用可能な洪水氾濫現  

象の数理モデルの基本を構築，特に流域内での土地利用  

別の土砂発生・輸送に伴う汚濁負荷の拡散に関する応用  

への展開を計ることである。  

〔内 容〕本研究では，以下に示す内容について検討を  

行った。   

1）流域内土砂動態モデルの構成   

地形特性，土壌特性，土地利用状況といった流出過程  

に及ぼす様々な変囚の空間分布の取り込みやすさの観点  

から，河川水系網を合温・分流を端点とする河道区間へ  

の集水域を単位流域としてモデル化し，これらを多数接  

続させることで流域全体を表現するベクター型のモデル  

を開発した。この降雨流出モデルを前提として，流域内  

の土壌輸送の動態モデルを ①降雨流出モデル ②土砂  

生産場から河道への土砂輸送モデル ③水系網河道流モ  

デル ④河道での流砂モデルの4つのサブモデルより構  

成した。   

2）水系網河遺流モデル   

長江中流域での洪水記録を解析した結果．洪水時の水  

位（あるいは流量）の時間変化率が非常に大きく，極端  

な穏勾配による拡散効果と相殺することで，水理学的取  

り扱いのレベルとしては河道内流れはDi阻1Sionwave  

modelで記述可能であることを示すとともに，河川水系  

網全体をこのレベルでモデル化を行った。   

3）洪水氾濫流の平面2次元モデルの開発   

東北大学工学研究科と共同で堤内地への氾濫流の平面  

2次元モデルの開発を行った。特に極端な低平地への適  

用を考慮，氾濫流の先端条件についての検討を進めた結  

果，安定な数値計算が可能となった。   

4）農地からの土砂生産・輸送モデルの開発   

短期間および非定常性の強い降雨に対する農地からの  

土砂生産・輸送量の評価のため新たに土砂動態モデルを  

開発した。本モデルは，農作物の成長に伴う雨滴被覆お  

よび流水抵抗増加効果の力学モデルを含み，年間を通じ  

ての適用が可能である特徴を有している。   

5）モデルの現地流域への適用   

本研究で構成したトータルシステムモデルを釧路川流  

域久著呂川での1995年春の融雪出水に適用した結果，  

土砂生産量の推定，河道網内での計算水位，氾濫水の拡  

散状況とも十分に再現でき，その通用性が確認された。  

（2）環境負荷低減型産業社会への転換手法の確立に関  

する研究（FS）■  

〔担当者〕  

社会環境システム部：後藤典弘・原沢英夫・森口祐一・  

森 保文・寺園 淳・  

青柳みどり・日引 聡  

〔目 的〕環境負荷の少ない持続可能な産業社会への構  

造的転換を引き出す方策を考えるには，次の3つの研究  

分野における科学的知見の総合化が必須である。1）産  

業社会における環境負荷活動の原因となっている国内・  

国際マテリアルフローのマクロ分析に基づく各種の低負  

荷化施策の評佃 2）産業界が従来の規制を超えて企業  

レベルで自主的にとりつつある各種の環境負荷低減の取  

組に関するミクロ分析および評価，及び 3）消費者  

（消費主体としての企業も含む）の物品等の購入・使用・  

廃棄等の環境負称低減に結びつく諸行動のミクロ分析及  

び評価。本課題検討調査研究では，近年の産業経済活動  

のグローバル化に鑑み，上の3研究分野の最新の研究情  

報を収集し，当面の緊急性の高い重点研究課題を明らか  

にし，研究プロジェクトの具体的な可能性を探ることを  

目的とする。  

〔内 容）産業転換を促進すると考えられる手法とし  
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て，1）環境マネジメントシステムなど自主的管理  

2）未利用エネルギー供給技術に対する補助金など経済  

的誘導 3）容器包装リサイクル法など法律，制度，条  

例，指導など法制度的な手法が，地球温暖化など深刻化  

する環境問題の解決に重要と考えられ，それぞれの環境  

負荷低減の面から利点と限界を知ることが緊急に必要と  

の結論に達した。これらの中で，企業自らが自主的に環  

境管理を行うことで産業活動による環境負荷を削減する  

環境マネジメントシステムに注目した。   

環境マネジメントシステムの代表的な例である  

ISO14001の認証取得が企業の環境負荷制御に与える影  

響を調査するために，アンケート調査を実施した。大部  

分の企業はISO14001の認証取得にあたって新たに方針  

や組織を作成したが，環境行動はあまり変えていなかっ  

た。PRTRとLCAを導入している企業は少なかった。  

多くの企業が環境マネジメントシステムに関する情報を  

一般にではなく社内にのみ公開していた。ISO14001は  

環境行動に正の関係を持ち，環境負荷管理と先進的制度  

に負の関係を持っていた。先進的制度は環境負荷管理と  

正の関係にあった。環境保全コストの公開は先進的制度  

と正の関係にあり，内部監査結果の公開とも正の関係に  

あった。このように現時点では，方針レベルである  

ISO14001は，実行レベルである環境負荷管理を変化さ  

せるには至っていなかった。環境保全コストと内部監査  

結果の公開が環境負荷管理を前進させる可能性が示され  

た。これらから環境マネジメントシステムには叫走の効  

果が認められるものの改良の余地があると考えられた。   

環境マネジメントシステムが企業の自主的環境管理を  

促進するポテンシャルは大きいと考えられるが，それが  

優れた手法であるか否かは現時点では明らかでなく，改  

良点を含めさらに調査が必要と考えられた。  

〔発 表】c－36，38  
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2．4 環境研究総合推進費による研究（未来環境創造型基礎研究）  

2．4．1亜熱帯城島偵の生態系保全手法の開発に  

関する基礎研究  

〔担当者〕  

生物 圏 環境部：渡逓 信・椿 宜高・野原精一・  

覆っている。この砕屑物は比較的保水性が高く，年間  

5，000mmに達する降水は，この砕屑物中を透水層とし  

て，山体の傾斜に従って流下する。そこで御蔵島の水文  

環境の連続的な長期のデータを取得し，解析を試み，気  

象環境および島惧の水循環構造の特異性を考察した。   

伊豆諸島の御蔵島，八丈島，三宅島，神津島の4鳥に  

おいて，野生タケ植物の分布，生育を調査した。1997  

年御蔵島の御山周辺のミクラザサが一斉開花後，枯死し  

た。その年に発芽，成立した実生集団を1997年から  

1999年にかけて調査した。親の稗密度が低〈，梓高が  

高い集団（御山）では，実生の密度が高く，伸長成長が  

若しかった。一方，親の碍密度が高く，梓高が低い集団  

（長滝山）では，実生の密度は低く，碍高が低かった。  

ササ群落回復の初期過程が集Ⅳ＝こよって異なることが示  

唆された。   

小笠原諸島父島において，ヤシ科植物4種の分布や形  

態的・生態的特徴を調査した。その結果，固有種のノヤ  

シとオガサワラビロウは自然植生域，移入・帰化種のヤ  

マドリヤシヤクロツグなどは人為的な影響を受けた地域  

に分布がみられた。特にノヤシゐ個体群構造は謹んでお  

り，種維持にとって十分な個体数が生存しているとは言  

い切れない。   

父島において界なる4つの群落型において大型土壌動  

物の群集構造を調査した。この結果，群落型ごとに群集  

構造は異なっており，人工林では出現群数，個体数とも  

に少なかった。また，1977年と比べて等脚目の著しい  

減少や群集構造の変化が認められた。   

′ト笠原諸島の父島・母嵐 伊豆諸島の式根島，伊豆半  

島の転石潮間帯で，海産大型腹足類の分布調査を行っ  

た。′ト笠瞭諸畠と他の海域では，出現種が大きく異なっ  

た。優占種の桂数は伊豆半島で多く，父島・母島・式根  

島では少なかった。亜熱帯・温帯共に島惧では，近隣か  

らの幼生の供給がほとんどないために，本土よりも，浮  

遊幼生期を持つ腹足類の棟数が少なくなるものと思われ  

た。   

微細緑藻類の島惧への移入と島喚に適応した際の進化  

過程とその多様性がどのような機構で維持されているか  

を明らかにするためには，島峡及びこれに近縁と考えら  

れる微細緑藻類の遺伝学的多様性を解析する必要があ  

佐竹 潔・上野隆平・矢部 徹・  

広木幹也・名取俊樹・笠非文絵・  

竹中明夫  

地球環境研究グループ：五箇公一  

地球環境研究センター：山形与志樹  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕亜熱帯域は生物多様性がきわめて豊富であ  

り，特に烏喚では島ごとの独自の生物相がみられ，周有  

種が数多く存在していることで，種分化を促進し，桂多  

様性を増加した重要な生態系として認識されてい る。し  

かし一方で島惧の多様な生物は，開発，土地利用の変化  

等の人間活動による撹乱や侵入外来生物に対して無防備  

であるため，その多様性の存続が危惧されている。そこ  

で，この地域の生物種，遺伝子，生態系の多様性を保護  

し，いかにして生物多様性を未来世代に引き継ぐかを緊  

急の課題として，島喚の生態系保全手法の開発に関する  

基礎研究を行う。  

〔内 容〕本研究では，先端的手法を用い，′ト笠原諸島  

等の亜熱帯域の島喚を対象に，地史的・地賀的特性及び  

土地利用の変遷を考慮しつつ固有種を含む生物多様性の  

現状把握を行い，生物多様性の維持機構の脈明を行う。  

さらに移入種が生物多様性に及ぼす影響評価と鳥晩生態  

系保全手法の開発に向けた基盤整備のための研究を行  

う。この地域の生物相の進化起源の－▲つでアジア・太平  

洋地域の中で海洋島や島喚を有し，日本と研究交流があ  

る米匡】（ハワイ諸島）等と共同研究を行う。研究は4つ  

のサブテーマについて行う。（4）は総合的なまとめと  

なっている。  

〔成 果）  

（1）島供生態系における生物多様性の把握手法に関す  

る研究   

御蔵島は伊豆諸島の中でも形成年代の古い成層火山に  

よって構成され，山体上部には風化した火山砕屑物が  
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る。本研究では，rbcI一遺伝子のようなタンパク質コー  

ド葉緑体遺伝子の様々なものを増幅させる新しいPCR  

プライマーを設計した。これらのプライマーを用いて増  

幅した複数遺伝子の塩基配列情報を基に精度の高い遺伝  

学的解析をボルボックス目 く緑藻）で実施することがで  

きた。これらの研究の中で，グループⅠイントロンを  

rbcL遺伝子で初めて発見し，その分子生物学的特徴を  

明らかにし，その遺伝的解析への有用性を検討した。  

を生理的側面から検討した。シロテツ属内には，葉の大  

きさと厚さについて著しい変異が認められ，水分生理的  

特性は実の形態と密接に関係していた。したがって，シ  

ロテツ属においては，形態的な分化は生理的特性の分化  

とともに起こることが推察された。   

小笠原諸島のアリ相を把握し，植物とアリの相互作川  

を生態学的に解析した。その結果，確認されたすべての  

アリ・植物間の相互作用は，種特異的関係ではなく，両  

者の相互作用はアリ多種対植物多種の関係としてとらえ  

る必要性を示すことができた。   

′J、笠原諸島の顕花植物の繁殖様式を具体的に明らかに  

する目的で，花器液浸標本として，82種類124標本を  

得た。そのうち，野外における生態観察段階で，クサト  

ベラの非常に興味深い雄性先熱の開花生態を明らかに  

し，詳細なスケッチを示した。   

亜熱帯性の海洋島である′」、笠煉父島の乾性低木林に  

て，形態の異なるテリハハマボウとコバノアカテツを用  

いて，光利用特性を比較した。テリハハマポウはコバノ  

アカテツよりも水平的な葉を持ち，また高い光合成能力  

を持っていた。葉の強光高温耐性を比較するため，強光  

下で乗片を37，40，430に3時間さらした後，暗下でク  

ロロフィル活性回復の回復を調べた。その結果コバノア  

カテツの葉はテリハハマボウの葉よりも，また低温より  

も高温で回復が遅れた。これらの結果から，コバノアカ  

テツはテリハハマポウより強光高温に弱い葉を持ってい  

るため，棄を立たせ強光をさける形態をもっていると考  

えられた。すなわち葉の生理的な能力と葉の角度といっ  

た樹形とに結びつきがあることがわかった。  

（2）島峡の生物多様性の維持楔構に関する研究   

環境が異なる3つの群島の水生昆虫相を調査した。調  

査結果と文献情報との比較から，八重山諸島と小笠原諸  

島の水生昆虫相では1970年代と現在で大きな変化ほ見  

られなかったが，′ト笠原，特に父島の輯蛤目昆虫が減っ  

ている可能性が示唆された。また，情報が少ない大束諸  

島の水生昆虫相を報告した。   

ユスリカ相について，′」、笠原では八重山や大東に比べ  

て固有種の割合が高かった。これは，まとまった陸地か  

ら遠距離であることヤ人の移動が比較的少ないことなど  

′ト笠原の地理的な条件を反映すると推察した。   

亜熱帯島喚である小笠原諸島父島及び母島の河川にお  

いて，底生動物の分布調査を行った。底生動物の主要な  

構成種である淡水エビでは，トゲナシヌマエビが最も多  

くの地点で採集された。このほか，ヤマトヌマエビ，ヌ  

マエビ属の1種，ヒラテテナガエビ，ヒメヌマエビ，ミ  

ナミオニヌマエビの順に多くの地点で採筆されたが，ミ  

ナミオニヌマエビは急旬配の河川にのみ分布していた。  

また，両側回遊塑の生活史であるトゲナシヌマエビの卵  

サイズは他の亜熱帯畠惧のものとほぼ同じであったが，  

陸封型であると考えられるヌマエビ属の1種は大卵小産  

型であり，その特異性が明らかになった。   

形態種ミカヅキモは複数の交配群（生物学的穐）に分  

かれることが知られている。今回の調査で琉球諸島から  

交配群A，B，C，DおよびKが見つかった。また久米  

島の1集団はH群からなることが示唆された。この結果  

およびこれまでの報告から，アジア地域におけるミカヅ  

キモの生物学的種の分布は，琉球諸島を中心とした南西  

日本で重複すること，および他のアジア地域に比べて多  

数の生物学的種が琉球諸島に存在することが示唆され  

た。   

小笠原諸島に固有のシロテツ属について，棄の形態と  

生理的特性との関係を調べ，シロテツ属における種分化  

（3）島峡における移入種の侵入・定着過程に関する研究   

′」、笠原父島でのギシギシのフエノロジーと環境条件と  

の関係を明らかにするとともに，茨城県つくば市の研究  

所内の実験ほ場において父島で採取したギシギシの生育  

実験を行い，また，温室内で育成したギシギシについて  

光合成速度と土壌水分量との関係を調べ，小笠原の自然  

環境に対するギシギシの適応の仕方について考察した。   

20年間の長期継続調査のデータに基づいて′J、笠原の  

ギンネム林の更新過程を解析した。多くの林分は戦後成  

立した一斉林であり，同齢林における寿命により崩壊し  

た。新たに侵入したギンネムキジラミの食害は一・斉枯死  

の促進要因として重安である。小笠原のギンネム林は，  

定期的な撹乱がある場所以外では衰退しつつある。  
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榎の時・空間的パターンと分布拡大連夜について一般的  

な理論式を導いた。また，マツ枯れの空間的な広がりが  

どのように進展していくかを，マツ，カミキリ，ザイセ  

ンチエウの三者の種間相互作用とカミキリの分散様式を  

取り入れた数理モデルを用いて明らかにした。   

島喚生態系保全のために，「亜熱帯城島晩生態系管理  

システム」の構築を目指した。それは「島晩生態系デー  

タベース（SIMADATA）」，「生態系総合評価システム  

（SIMA－HGM）」，「個体数変動予測モデル（SIMA－  

POP）」という3つのサブシステムから構成されてい  

る。   

生物多様性は景観・生態系・種・遺伝子の階層構造を  
構成しているので，それぞれのレベルから評価する。そ  

の際，本プロジェクトで蓄積されたデータや既存のデー  

タを活用する。そのデータベースが「島晩生態系データ  

ベース」である。過去・現在・未来にわたって，あらゆ  

る調査研究で得られた知識がSrMADATAに蓄積され，  

必要な情報が引き出されることが可能になる。ここの生  

物はデータベースに記録されているだけでは，今後どう  

なるかわからない。そこで，SrMADATAのデータを  

引き出し，SIMA－POPを使ってモデル的なシュミレー  

ションを行って，固有種や移入種の動態を予測できる。  

さらに，もう一つの評価軸が生態系の持つ機能の評価で  

ある。生物多様性の維持された島晩生態系から孜々は  

様々な機能を利用することができる。たとえば，豊かな  

森林は貯水機能が高く，集水域に天然のダムとして水を  

蓄える。そのような，生態系の持つ機能が失われること  

のないように管理することがSIMA日GMモデルを使っ  

て実施できると思われる。  

〔発 表〕h3，15，16  

島喚生態系に移入した生物が，そこの生態系にどのよ  

うな過程で定着し，種の維持を図り定着しているかを明  

らかにすることを目的とした。   

①小笠原諸島に生息する移入種であるモズと在来種で  

あるイソヒヨドリを対象に，種間関係に着目して研究を  

遂行した。   

②帰化植物が侵入しやすく，種組成が貧弱で人為的撹  

乱が大きい海岸に着目し，亜熱帯から熱帯に広く分布し  

ているグンバイヒルガオの生理生態学的特性を明らかに  

する目的で研究を行った。  

（4）島峡の生態系保全のためのモデリング・評価に関  

する研究   

比較的小さな流域に適用可能な陸面水文過程モデルの  

開発と，このモデルを長期に積分できるモデル強制力  

データを作ることに成功した。植生・土壌パラメータ  

データについては父島および母島で収集に成功した。こ  

れらのパラメータデータ，およびモデル強制力データを  

利用することで，開発したモデルは9年間の長期にわ  

たって安完して走ることが確認された。このモデルによ  

る′j、笠原の水循環の再現実験では，気孔抵抗の重要性が  

示された。また植生の変化実験をこのモデルを使って行  

うことの可能性が示された。   

島喚などの撹乱を受けやすい生息地に外から侵入した  

種と既存種の間で競争が起きる状況を拡散増殖モデルを  

用いて解析した。とくに，撹乱の大きさ，場所，到来時  

間の影響を調べたところ，多様性維持に有利に働く条件  

として，①撹乱のかかる場所がランダムである ①撹乱  

強度が中位である ③撹乱の到来時間がランダムである  

ことが明らかになった。好適な環境が帯状に分断化され  

た環境における生物侵入についてモデル化を行い，侵入  
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2．4．2 化学物質による生物・環境負荷の総合評  

価法の開発に関する研究  

一培養神経細胞における神経突起伸展を指標とし  
た化学物質の毒性評価－  

〔担当者〕  

化 学 環境 部：中杉修身  

地球環境研究グループ：国本 学  

〔期 間〕平成9、12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕化学物質による生物・環境への負荷を総合的  

かつ複合効果も含めて評価するために，簡易生物評価系  

を用いた評価手法を新たに確立することを目的とする。  

さらに，この評価手法を用いた環境汚染物質評価の諸問  

題を解決し，総合指標として環境管理するための考え方  

を提案する。  

〔内 容〕簡易生物評価法としては，ヒトやほ乳動物，  

水生生物由来の培養細胞あるいは遺伝子組換え細胞など  

を活用し，毒性検出原理が異なる10数種類の生物評価  

法を探索・改良し，化学物質に対して最も鋭敏かつ信頼  

性の高い手法を確立する。さらに，我が国で環境汚染が  

憂慮されている化学物質の中から生物影響と環境暴露の  

観点で重要と思われる物質を300種類程度選定し，新た  

に確立した各評価手法に通用し，比較定量評価を行うこ  

とで，各評価手法の適用性と問題点を横断的に解析す  

る。これらの基礎研究結果を共に，複数枚の物質が共存  

した場合あるいは紫外線や酸素などに暴露した場合，及  

び実際の環境水，底質，産業廃棄物溶出滴等についても  

併せて検討することで，化学物質による生物・環境への  

複合的リスクを予知的に総合評価する手法を実用化を志  

向した機器の開発を含め達成する。  

〔成 果〕株化神経細胞であるヒト神経芽細胞腫NB－1  

細胞は，培養下において自発的に神経突起を伸展する  

が，dibutyrylcAMPの共存によってその突起伸展は著  

しく促進される。この突起伸展に伴って，神経軸索に局  

在し，特に成長円錐（伸展する神経突起の先端部分のア  

メーバ様構造体）に濃縮されている細胞膜裏打ちタンパ  

ク質440kDankyrinRの発現が先進する。そこで，神経  

細胞に特異的な機能・硯象であるこの神経突起伸展並び  

に440kDankyrinFi発現を指標として，本年度は75種類  

の個別化学物質に加え，それらの混合物24種類，さら  

に環境試料濃縮物13種類の毒性評価を試みた。これま  

での解析結果から，神経突起伸展に対する影響の遠いの  

基づいて，（1）細胞生存率に影響しないで濃度で神経  

突起伸展が促進されるもの（塩化カドミウム等）（2）  

細胞生存率に影響しない濃度で神結突起伸展が抑制され  

るもの（塩化メチル水銀等）（3）神経突起伸展に影響  

しないもの（2，4－D等）（4）細胞の生存率の低下に  

伴って神経突起伸展が抑制されるもの（他の大部分の化  

学物質）に分類されることが明らかになった。  
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2．5 地球環境モニタリングに関する研究  

2．5．1衛星観測プロジ工クト  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：中島英彰・杉田孝史  

大気 圏 環境部：笹野泰弘・神沢 博  

地球環境研究センター：横田達也  

客員研究員12名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕環境庁はオゾン層の監視，調査研究の推進を  

目的として人工衛星を利用した観測を行うこととし，改  

良型大気周縁赤外分光計ILAS（ImprovedLimb  

AtmosphericSpectrometer）を開発し，宇宙開発事業  

団が平成8年8月に打ち上げた，地球観測プラット  

フ ォ ー ム 技術衛星（ADEOS：AdvancedEarth  

ObservingSatellite）に搭載した。ADEOS衛星の事故  

により，平成9年6月末に運用が停止されるまでの8カ  

月臥ILASを用いた測定が行われた。さらに，平成13  

年に打ち上げが予定されている環境観測技術衛星  

（ADEOS－II）に搭載する，ILAS－II，平成18年頃に打  

ち上げが予定されているSOFIS（SolarOccultationFTS  

forlnclined－OrbitSatellite）の開発が，環境庁により進  

められている。   

当プロジ ェクトではこれに対して，（1）搭載機苦闘  

発に係る科学面での支援（2）データ処理運用のため  

の地上システムの開発とその運用を担当している。後者  

は，アルゴリズム研究開発，データ処理運用システムの  

設計，データ利用研究計画立案等が含まれている。さら  

に，衛星データの取得後は，データ質の評価，検証解  

析，アルゴリズム改訂のための検討を行いつつ，データ  

を用いたオゾン層監視，オゾン層変動メカニズムの研究  

等を行ってきた。衛星観潮研究チーーム，大気物理研究  

室，地球環境研究センター（衛星担当研究管理官）が中  

心となって，衛星観測プロジェクト（tLAS．ILASL□，  

SOFIS）を推進している。  

〔内 容】  

（1）ILASプロジェクト   

平成9年6月末に，衛星本体例の問題で衛星運用が停  

止し，1LASについてもデータの入手が途絶えた。しか   

し，運用開始からの約8カ月間に取得された観測データ  

は，南極オゾンホールの解消期や，北半球極周辺での春  

季のオゾン減少過程等にかかる非常に有用なデータを含  

んでいる。1LASプロジェクトでは，取得されたデータ  

について，検証データとの比較解析，データ解析アルゴ  

リズムの改訂，データ再処理の作業を継続して続けてい  

る。   

平成10年6月には，lLASプロダクトVersion3，10の  

うちオゾン，硝酸，エアロゾル消散係数（780nm）の3  

つのパラメータについて，一般公開に付した。本年度中  

に，これらについては検証作業を終え，学術雑誌に論文  

を発表した。   

本年度のアルゴリズム改訂作業の中での重要事は，測  

定高度決定に際して太陽輪郭センサーデータの利用を可  

能にしたことである。これにより，高度情報の不確定性  

を低減でき，精度の向上に大きく寄与した。このほか，  

種々の改定を施し，新しいVersionのプロダクト  

（lLASVersion5．00）作成に着手した。  

（2）ILAS－Ⅱプロジェクト   

データ処理のためのアルゴリズム検討を引き続き行  

い，また，開発中のデータ処理運用システムの中間評価  

を行った。当初の基本設計策定以後の各種の進捗を考慮  

して，データ処理ソフトウェアの改訂作業を行った。  

データ利用研究等の推進を図るため，宇宙開発事業団と  

共同して研究公募を実施した。これに基づき，研究グ  

ループの組織化を行った。  

（3）soFISプロジェクト   

SOFIS機器の基本設計作業を支援するため，SOFIS  

による計測可能性のシミュレーション評価を行った。ま  

た，各種の温室効果ガスの赤外吸収に関する情報の収集  

を行った。  

〔成 果〕  

（1）ルASプロジェクト  

1）データの前処理に関する研究  

1LASのデータプロダクトのうち，特に二酸化窒素と  

水蒸気について，明らかに異常な高度方向の振動現象が  

見られていたため，これを改善するための研究を行っ  

た。その結果，データのノイズ除去処理（前処理）とし  

てこれまで使用してきた時系列観測データの11点平滑  

化処理の替わり．に，0．5Hz以下の信号を通すデイジタ  
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ルフィルタを採用することにより，低高度における信号  

情報を極度に言化らせることなく，有効に振動現象が軽減  

されることが判明した。これは，ⅠⅠ一AS装置の太陽追尾  

上の振動が，データ処理上のノイズの原因の一つになっ  

ていたためと考えられる。本研究成果は，ILAS  

Version5．00処理に反映される予定である。   

また，lLASが取得した信号に対応する大気層高度  

（接線高度）の決定において，これまでの可視チャンネ  

ルデータの酸素の吸収スペクトル（P枝）の面積情報を  

用いて高度を算出する方法とは別に，太陽輪郭センサー  

と太陽・地球・衛星位置情報を用いた幾何学的な計算方  

法を実用化した。これは，太陽輪郭センサー上の視野位  

置を精ヤ削二決定することが可能となったためである。さ  

らに，両者の方法を複合してより高い精度で決定する手  

法を，他衛星データや検証データとの比較により開発し  

た。この手法により，処理結果と検証実験結果との一致  

性が向上した。   

2）可視チャンネルデータの処掛二関する研究   

可視チャンネルから気温と気圧を処理する際の誤差の  

要因として，酸素分子の吸収パラメータの不確定性や，  

装置関数の推定誤差などが考えられている。軌道上での  

装置関数は，ILASの100％部データと地上からの高分  

解能な太陽フラウンホープアー練の観測値を利用するこ  

とで決定された。その装置関数決定誤差を考慮した結  

果，気温導出の最大誤差は数℃以内に収まることが確認  

された。一方，酸素分子の分光パラメータに関しては，  

これまでにいくつかの最近の室内実験データを利用して  

きたが，平成12年2月に出版された学術雑誌に報告さ  

れているデータベースを利用して，気温導出の系統的な  

誤差評価を行った。その結果，これまでの解析で用いて  

きたデータベースを利用した場合に比べて，最大で5℃  

以上気温が高く導出されることがわかった。   

また，気温・気圧導出誤差の主要因の「つである酸繋  

分子吸収スペクトルのベースライン決定精度の評価を  

行った。これまでの解析で用いてきたデータベース（オ  

ゾンの吸収断面積データ）のほかに，最近の室内実験  

データを利用して，気温導出誤差を見積もった結果，  

ベースライン決定による影響は最大でも1～2℃の範囲  

に収まることが確認された。今後も最新の分子分光パラ  

メータと吸収断面積データの入手や，気温・気圧導出ア  

ルゴリズムの調整等によって，気温・気圧推定処理改善  

のための研究を進める。   

可視エアロゾル消散係数の導出に関しては，新たな試  

みとして，既知のオゾン吸収断面積データと赤外チャン  

ネルから精度良く導出されたオゾン濃度の高度分布か  

ら，ベースラインに寄与するオゾン吸収分を見積もる手  

法の開発を進めている。ベースラインに寄与する空気分  

子散乱（レイリー）成分，エアロゾル散乱成分，オゾン  

吸収成分を独立に求めることによって，酸素分子の正味  

の吸収成分を精度良く導出できる可能性がある。   

最近の中間圏の力学化学過程で注月されていることと  

して，いくつかの衛星センサーから極域の夏至付近での  

み生成される極城中間圏雲（PolarMesosphericClouds，  

PMC）と呼ばれるエアロゾル粒子が観測されている。  

ILASデータからも梅城中閉園雲の存在が確認できるか  

どうかの調査に着手した。   

3）赤外チャンネルデータの処理に関する研究   

これまで使用してきた赤外装置関数について，素子間  

クロストーク量の改訂，検出器窓材のスペクトル透過特  

性の取り込みなどを含め，全面的に再調整を行った。こ  

れにより，スペクトルの収束残差に見られる系統的な残  

差が減少した。なお，これまでの処理で暫定的に除外し  

ていた，収束残差が大きい5つの素子のデータも含め，  

全案子（44素子）のスペクトルデータから導出を行う  

アルゴリズムに改訂した。   

赤外6〃m付近の酸素のコンティニュームの影響量の  

計算手法を，これまで使用していたFASCODEによる  

方法から，米国の新たな放射伝達コートLBLRTMによ  

る方法に改訂した。これにより，二酸化窒素のデータプ  

ロダクトの低高度における導出結果が，大幅に改善され  

た。また，ILASの観測スペクトルにおけるCF．などの  

マイナーな気体の影響について研究を行い，影響が無視  

できない気体については，導出アルゴリズムヘの取り込  

みを行った。   

4）ILAS検証解析  

1LAS観測に同期した種々の観測実験のデータを収集  

し，データベース化を図るとともに，Version4．20処  

理アルゴリズムによるIl＿ASデータとの比較検討，検証  

解析を行った。   

Version3．10から4．20へ移行する際に，接線高度決  

めの不確定性が大いに改善されており，オゾン（国1），  

硝酸の比較では，1LASデータと検証データのより良い  

一致が見られるようになった。これは，瞬時視野の方向  

を測定するサンエッジセンサーの光学特性の評価を行っ  
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た結果，Version4．20では当初予定されていた通りの幾  

何学的手法による接線高度決定を行えるようになったた  

めである。また，Version4．20では太陽の周縁減光の影  

響の効果を取り込んだため，下部成層圏においてエアロ  

ゾル可視消散係数が，検証データとより良い一致を示し  

た。また，亜酸化窒素，水蒸気についても，概して検証  

実験データとよい一致を示した。   

しかし，メタン，二酸化窒素については，掛こ下部成  

層圏以‾Fにおいて検証実験データとILASデータの間  

に，システマテイソクなずれが見いだされた。また，検  

証実験と概してよくあっているガス種についても，観測  

時期によっては一致の度合いが異なっているという特徴  

も見いだされた。これは，軌道上でのILASの機器温度  

の変化により，装置の特性が変化していることによる影  

響と考えられる。この季節変動の影響を取り込んだ，新  

たなデータ処理アルゴリズムを開発した。   

5＝LASデータ利用  

ILASデp夕のうち，Version3．10によるオゾンと硝  

酸，及びVersion4．20のエアロゾル可視消散係数につ  

いては検証解析が一通り完了しており，ILASサイエン  

スチームメンバーにより科学的なデータ利用が行われ  

た。オゾンデータを用いた北極域極渦内でのオゾン破壊  

の評価については前年の解析に加えて，非断熱冷却によ  

る空気塊の沈降を考慮した解析を行い，評価を精緻化し  

た。また，ILASが有限の観測体積を持つことを考慮し  

て，空気塊の移動の際の大規模な拡散を複数気塊の流跡  

線解析により評価してきた。   

エアロゾルデータを用いた，極成層圏雲の生成・出現  

に係る解析が奈良女子大学の研究者との共同で行わ  

れ，1997年冬から春にかけて，持続した低温に呼応す  

る形で極成層圏雲が頻繁に出現する梯子を明らかにし  

た。  

観測モード＝日沈  

検証データ   
0｝プロファイル   

HALOE（19g7年2月）   

3（】Dkm．720分以内  

ILAS比較データ数：21  

ー（luS一機証データ）／検証デ  

・…＝標準偏差  

-100 －50  0  

平均相対残差（％）  
50  100  

（l山SV餅．4．20とHALOEとの比較）   

図11LASデータと検証データとの比較  

を実施した。その結果，一部の機能に計算機システムと  

ソフトウェアのチューニングを要するものの，本システ  

ムにおいて概ね良好に処理が実行できることが確認され  

た。さらに，運用システムが装備する各サブシステムの  

機能の改訂を実施した。なお，本稼働運用に備え，デー  

タサーバヘのネットワークのトラフィック集中を回避す  

るために，従来のデータサーバを補強するためのサブ  

デけタサーバの導入を行った。平成13年11月に1LAS一  

Ⅱの打ち上げが延期されたのに伴い，国立環境研究所と  

宇宙開発事業団との通信専用回線の開設を平成12年度  

末に延期した。  

（3）SOFISに係る検討   

極域冬の標準大気モデルの気温，気圧，及び各分子の  

濃度プロファイルをもとに，放射計算コードFASCODE3p  

を用い，接線高度10～80kmまで10kmおきにSOFIS  

の分光分解能肌2cm‾りでの各ガスの透過率スペクト  

ルを計算した。また，接線高度近傍における特定ガスの  

濃度を一定の割合で減少させた場合の透過率スペクトル  

についてそれぞれのガス種について計算し，これらを比  

較することにより各ガスの感度解析を行った。またこれ   

（2）lLAS－Ⅰデータ処理アルゴリズム及び運用システム   

データ処理アルゴリズムは，ルASデータ処理アルゴ  

リズムの検討で得られた知見を反映させるような改訂を  

中心に検討を行った。主な検討事項は，ADEOS－Ⅱ衛  

星からのGPS信号が利用できない場合の代替アルゴリ  

ズム，観測データの有効部自動判定アルゴリズム，第3  

チャンネルの瞬時視野（IFOV）補正手法，太陽周縁減  

光補正手法，誤差要因，感度解析である。   

また，システムの本稼働を前に，データ処理性能試験  
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らの計算においては，HITRAN96の分子分光パラメー  

タを用いた計算のほかに，GEISA97分子分光パラメー  

タに登録されている，京都議定書に定められた温室効果  

ガスのうちのPFC－14，HFC．32，HFC、134a，HFC  

143a，SF6の5種ガスのクロスセクションデータも含  

めて感度計算を行った。その結果，上部対流圏・下部成  

層圏においてPFC－14，HFC143a，SF6については  

SOFISで検出可能であることが確認された。また，京  

都議定書に定められた各種温室効果ガスの大気中濃度混  

合比に関して情報収集を行った。  

〔発 表〕A－23，32，39～49，F7，14，15，20～  

25，27，28，30，卜22，a－24～26，34～38，ト2ユ，  

24，28，30～32，i－38、42  
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2．5．2 地球環境モニタリング  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：野尻幸宏皇，塁，Z，10，16・  

向井人史5，6，ト  

町田敏暢5，6，7，墨・  

秋吉英治1，2，3・  

原島 省7，迎・功刀正行10  

地域環境研究グループ：森臨昌敏11，13・木幡邦男10・  

中村泰男10・今井章雄16・  

桧重一夫堕・橋本俊次11・  

矢木修身16∴高村典子16・  

西川雅高16  

社会環境システム部：田村正行墨・清水■明12  

化 学 環 境 部：横内陽子5，7・白石寛明15・  

伊藤裕康15・堀口敏宏11，13・  

柴田康行些，13・田中 致15・  

米田 譲1ト河合崇欣建  

環 境 健 康 部：小野雅司些  

大気圏環境部：中根英昭主，2，茎，4・  

神沢 博5・畠山史郎5・  

酒巻史郎5・杉本伸夫1，3・  

松井一郎1，3・遠鴫康徳5，8・  

高橋善幸5，8  

水土壌圃環境部：冨岡典子16・井上隆信16・  

稲葉一穂16  

生物圏環境部：野原精一16・上野隆平16  

匡1際共同研究官：植弘崇嗣週  

（事務局）  藤沼康尖・■高田雅之・田代浩一・  

橋本正雄・勝本正之  

地球環境モニタリング検討会委員 71名  

事業委託，業務請負組織・機関 23団体  

＊人名の後の数値は表1中の事業番号を示し，下線は各事業の   

実施代表者を示す。  

〔目 的〕地球環境研究センターでは，所内研究者の参  

画や国内外の機関と協力を得て，地球環境研究や行政施  

策に資する基礎的なデれ夕を取得することを目的に，地  

球環境変動やその影響などを継続して監視・観測する  

「地球環境モニタリング」を実施している。これらのモ  

ニタリング事業は，これまでの地球環境研究によって開  

発・確立された手法に基づいて実施するもの，地球環境  

研究に不可欠な観測データを提供するもの，あるいは，  

国際的な取り組みのもとで観測に参画・支援するものな  

どがあり，常に地球環境研究と相互補完する視点に立っ  

て，推進している。  

（内 容〕各モニタリング事業においては，それらを成  

層圏オゾンに係るモニタリング，対流圏の温室効果ガス  

に係るモニタリング，海洋環境に係るモニタリング，陸  

域生態系に係るモニタ1）ング，GEMS／Water支援事業  

の5つの分野に分け，各分野ごとに表1及び図1に示す  

事業を推進しており，所内研究者が中核となって実施し  

ている。   

なお，事業の詳細につい ては「4．4 地球環境モニタ  

リング業務」を，また，衛星「ADEOS」に関する事業  

は，「2．5．1衛星観測プロジェクト」を参照されたい。  

〔成 果〕  

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

①オゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ  

タリング  

1988年から，つくば（研究所）でオゾンレーザー  

レーダーを用いて高度10～40kmの低中高度成層圏オ  

ゾンの鉛直分布の観測を続けており，成層圏の国際観測  

網であるNDSC（成層圏変動探査ネットワーク）に加盟  

し，東アジア地域における観測拠点として国際的責務を  

果たしている。   

本年度には，つくば上空で継続して観測するととも  

に，長期観測体別の構築をさらに進めた。   

②ミリ波放射計による成層圏オゾン層モニタリング   

ミリ波放射計は，回転励起状態のオゾン分子から放射  

されるミリ波（110GトIz）を超高感度に検出して，高度  

ごとのオゾン量を算出するもので，1995年からつくば  

（研究所）で，高高度（35～75km）のオゾン鉛直分布  

を，天候に左右されずに5分間隔で自動観測を継続して  

いる。   

本年度には，データ解析手法の■高度化とともに，レー  

ザーレーダーによる検証を行い，良好な結果が得られ  

た。また，各高度のオゾン変動についてとりまとめた。   

③北城成層圏総合モニタリング   

日本における成層圏オゾン層破壊が最も進行しやすい  

と考えられる北海道でのオゾン層を総合的に観測するた  

めに，名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で，北海道  

陸別町の町立天体観測施設の－・室を借り受け，モニタリ  

ング体制を構築し，定常観測を実施している。   

本年度には，広帯域ミリ波放射計によって観測を行   
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表11999年度地球環境モニタリング事業一覧  

分 野  事  業  名  等   事  業  概  要   開始年月  
1．オゾンレーザレーダーによる成層贋  所内に設置したオゾンレーザレ∵ダを用いて高度1010kmの成層圏オゾンの鉛直  】98臥9  

オゾン層モニタリング   分布を観測する．また、成層圏の国際観測網（NDSC）に加盟し観測結果を報告する，  

2．ミリ波放射計による成層圏オゾン層  所内に設置したミリ波放射計を用いて35Km以上の高高度成層圏のオゾン鉛直分布  19g5．呂  
（川－1．7．鋸m  

3．北域成層圏モニタリング   オゾン層破壊の顕著な影響を受けるおそれのあるわが国北域における成層圏オゾ  海新 
－‾    ン膚の総合的モニタリングを名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で実施する．  

4浦綿外線モニタリング   i5ら5ii  

UVB計で地上紫外線到達量を観測する．また全国規模でのネットワーク化を図る・  

5．地上ステーションモニタリング  地上観測施設により温室効果ガスのベスライン濃度を高樽度に自動観測する、   
・地球見切モニタリングステーション一波照聞  ・沖縄県八重山諸島波照間為に設置；太平洋気団の観測（1g92．5竣工）  1993．】0  

・地球見境モニタリングステーションー落石岬  ・北海道根室市落石岬に設歴：シベリア・太平洋気団の観測（1994．6竣工）   1995．9  

1992．3   6．定期船舶を利用した南北太平洋上大  日～豪間の定期船舶（㈱高級三井）を利用して．太平洋上大気の温室効果ガスの南  

気モニタL」ング   」L両半球の濃度分布を時の緯度間隔で定期的に自動採取し．測定する．   

1995．3  流  7．定期船舶を利用した北太平洋域大気  目～加間の定期船舶（㈱商船三井）を利用して．北太平洋域での大気一海洋間の温  
ー海洋間ガス交換収支モ‾タリング  室効果ガス等の交換収支を定期的に自動観測する．   

畦  8，シベリア上空における温室効果ガス  ロシア共和国の航空機をチャータして、シベリアくヤクーツク．スルゲートノホシビ  1995  

に係る航空捜モニタリング   ルスク）において．対流圏中の温室効果ガスのフラックス・分布を定期観測する．  

タリング   

モニタリング  を高頻度に鮫測し，オゾンレーザーレーダの鮭測を補完する．         …  

1999          9．北方林温室効果ガスフラックスモニ  北海道苫小牧の落索広葉樹林において、森林の温室効果ガスフラックス観測をは  
じめとする、森林生態系の炭素循矧こ係る総合観測のための拠点整備を行う．   

海  】0．定期船舶を利用した東アジア海域海  定期船舶を利用して、人為影響が顕著な大陸棚海域の海洋異境囚子の広域分布を  1994．】  

洋  洋環塵モニタリング  定期的に高頻度に自動観測する．（大阪～別鳳抑戸～香港）   
1994        鼻  11．イカを指偲生物とした海洋環境モニ  広範囲に生息するアカイカ科のイカを給懐生物として、海洋中の有害化学物質の   

境   タリング   汚染状況を把握することを目的として、その可能性を検討する．   

陸生  ＝乙リモートセンシングによるアジア地  】NOAA衛星のAVHRRセンサ画像を用いて．東アジア地岐全体の解像度1kⅦの雲なしモ  1993  域態  げイク画像を合成し、それらの画像をもとに植生指数分布図を作成する．   

系   
GEMS／“raterにおける東アジア■太平洋域の中核として、事業を支援する．  

t各測定点の精度管理のため．標準試料を作成■配布し，評価する．   199 国 際支  lGEMSハraler支援事業 13．リファレンス▲ラボラトリー  ∋】  協授  】4．ナショナル・センター  国内のトレンドステーションを取りまとめ」則定データを管理する．  田   
力事    陸水異境のべ一スラインステーションとして犀間湖で水質を観測する．  

業  16．霞ケ浦トレンドモニタリング    Ⅰ996   
掛衛星観測プロジェクトを除く．  

ノ〈）八〟＿一亘レ  

－     ・・、‥－      、  
／ノ〆  洋上大玉   大気一嚢違間ガス収支  

（ロー♯航拙  （8一加航路〉  

図1地球環境モニタリングの概要  
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い，高度20～60kmの高度ごとの時間変化を観測した。  

1999年末から2000年初頭にかけての連続観測結果を示  

す（図2）。また，1999年10月には，NDSC運営委員  

会を札幌で開催した。運営委員会参加者の陸別成層圏結  

合観測室への現地視察においては，ミリ波分光観測を含  

むそれぞれの観測の水準の高さと同時に，総合的な観測  

を実施していることが高く評価された。   

④有害紫外線モニタリングネットワーク   

成層圏オゾンの減少により地上到達量の増加が懸念さ  

れている有害紫外線（UV－B：290～315nm）について，  

人間活動の活発な都市域における増加を監視するため  

に，1993年から1999年度まで東京・霞ヶ関においてプ  

リューワ型分光計を用いて，UV－Bの波長別強度を継続  

して観測してきたが，さらに，1998年度に構築作業を  

開始した帯域別紫外線計による全国規模での紫外線モニ  

タリングネットワークについて，参加14機関を得て  

ネットワークを立ち上げるとともに，一部試験運用を開  

始した。  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞   

⑤地上ステーションモニタリング（波照間・落石岬）   

人為的な発生源の影響が少ないベースラインレベル濃  

度の温室効果ガスを長期観測することを目的として，沖  

縄県八重山諸島波照間島と北海道根室半島落石岬に大気  

微量成分の観測局を設置し，それぞれ1993年秋，1995  

年秋から観測を継続している。   

現在，両観測局では，二酸化炭素・メタンなどの温室  

効果ガスのほか，オゾン・粒子状物質・ラドン・気象因  

子などを継続して観測している。   

本年度には，波照間で空調設備を更新した。また，落  

石岬では観測制御用パソコンの全面更新，・情報通信ネッ  

トワークの整備，及び無停電電源設備の導入を行うとと  

もに，東アジア懐性雨モニタリングネットワークにおけ  

る比較参照地点（ルーラルサイト）として参画すること  

となり，大気保全局が酸性雨自動捕集装置を整備した。   

園3に波照間・落石岬両局で観測された二酸化炭素濃  

度の経時変化を示すが，植物の炭素固定能力の季節的変  

化の影響を受けながらも，確実に増加していることがわ  

かる。   

なお，地球環境モニタリングで得られたデータの公表  

に向けて進めてきているデータベース化作業の一環とし  

て，本年度には，地上モニタリングのデータをホーム  

ページから提供するシステムを構築し試行した。  
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図2 高度別オゾン濃度の時系列変化（陸別のミリ波放  

射計による観測）   

⑥定期船柏を利用した南北太平洋上大気モニタリング   

固定観測局のない海域で温室効果ガスなどの挙動を定  

期的・継続的に観測するために，定期航行する民間船舶  

の協力を得たモニタリングを現在2航路で推進してい  

る。その一つは，日本～オーストラリア東海岸間を航行  

するコンテナ貨物船（さざんくろす九；（株）商船三井，  

年間8往復）に大気の自動採取装置を設置し，酉太平洋  

上の温室効果ガス（二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素）  

を約3度の緯度間隔で採取分析している。   

本年度には，上記船舶に搭載している大気の自動採取  

装置について，より自動化に向けた更新を行うととも  

に，南北両半球の濃度の空間分布・時系列変化を継続し  

て観測した。  
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図3 波照間・落石岬両観測局における二倍化炭素濃度の時系列変化   

また，後述する日本～カナダ西海岸間を航行する民間、  

船舶でも同様に大気試料を採取しており，この2隻の観  

’側により，西太平洋海域の南緯200～北緯別口 間の温  

室効果ガスの挙動の解析体制が構築できた。図4に緯度  

方向での温室効果ガスの濃度分布を示す。   

圧）定期船舶を利用した北太平洋域大気海洋間ガス交換  

収支モニタリング   

前述の日本～カナダ西海岸間を航行する民間船舶（ス  

カグラン号；ノルウェー船籍，年間8往復）には，カナ  

ダ海洋研究所の協力を得て，海水自動採取分析装置・コ  

ンテナ実験室などを設置し，北太平洋海域で大気と海水  

中の二酸化炭素濃度及び海水の水質を自動観測Lた。こ  

の観測は，生物生産の高い北大三l弓羊海域が仝球的な炭素  

循環に果たす役割を定量的に評価することを目的として  

いる。   

本観測は1999年9月をもって終了し，その後継とし  

て，同様な航路の貨物船（アリゲ一夕ホープ；（株）商船  

三井，年間10荏複）に最新の観測設備を搭載し，1999  

年11月から観測を再開した。   

一方，これまでの観測結果の解析を進め，同海域の二  

酸化炭素の収支特性について解析した。その森果，二酸  
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図4 西太平洋の航路上における緯度帯ごとの大気中の  

二酸化炭素濃度の時系列変化  
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化炭素の吸収・放出の季節変動，北太平洋中・高緯度の  

二酸化炭素吸収量の詳細が明らかになった。   

⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ  

ニタリング   

全球的な炭素循環において，シベリア地域の森林・凍  

土の寄与の重要性が問われている。   

本事業では，1992－1994年に実施したシベリア上空  

の温室効果ガスの水平分布観測を踏まえて，1995年度  

から観測用航空機を借り上げて，高度別 ト7000m）  

に大気を定期採取し，温室効果ガスの鉛直分布の観測を  

開始した。   

本年度には，ヤクーツク，スルグート，ノボシビルス  

クの3地点での鉛直分布を毎月定期観測するとともに，  

大気試料の安定同位体の分析を継続した。国5にスル  

ダート上空での高度別の二酸化炭素濃度の経時変化を示  

す。   

⑨北方林温室効果ガスブラックスモニタリング  

1997年12月に策定された京都会議議定書において，  

温室効果ガスの削減に森林による二酸化炭素の吸収を勘  

案することとなり，森林生態系の二酸化炭素の吸収／排  

出量（フラック・ス）を定量的に評価することが国際的な  

緊急課題となっている。   

これを受けて，束アジア北方に広く分布する落葉針葉  

樹林（カラマツ林）を対象に，森林のフラックス観測を  

はじめとする森林生態系の炭素循環機能について，総合  

的な観測研究を実施することとした。   

本年度には，フラツクス観測に適した林分として北海  

道苫小牧地方の国有林を選定するとともに，観測塔，電  

気設備，コンテナラボなど，観測のための拠点整備を実  

施した。   

本事業は林野庁北海道森林管理局との共同事業体制を  

基盤として，大学，国立研究機関，地方公共団体などと  

連携・協力しながら観測研究を進めることとしており  

（図6），東アジア地域における観測地ネットワークづく  

りに向けて拠点的役割を果たすことを目指している。  

く海洋環境に係るモニタリング＞   

⑬定期船舶を利用した東アジア海域海洋環境モニタリ  

ング   

人間活動が顕在化しやすい縁辺海域を対象とし，大阪  

、別府航路のフェリー「さんふらわああいぼり」（関西汽  

船（株））の協力を得て，センサー計測（水温・塩分・pH・  

クロロフィル蛍光）および自動ろ過サンプリング・分析  
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図5 シベリア・スルグート上空における二酸化炭素  

濃度の時系列変化  

（植物プランクトン色素量，潜存態栄養塩）を継続した。  

また，センサー計測値の→都を衛星回線を利用して海洋  

環境を常時オンライン監視する試みを行った。さらに，  

より広域の東アジア海域への展開として，香港往復のコ  

ンテナ貨物船「アリゲ一夕ホープ」（（株）商船三井）に  

より，栄養塩および植物プランクトン分類群別炭素バイ  

オマス量を計測した。   

本年度には，これまでのデータを解析し，その結果，  

人為影響により海域の窒素およびり，ンに対してシリカ  

（溶存ケイ蘇）が欠損している海域を明らかにすること  

ができた。   

⑪イカを指標生物とした海洋環境モニタリング   

有害化学物質の仝球的な海洋汚染の実態を把握するこ  

とを目的に，広範囲に生息するアカイカ科のイカを指標  

生物として，肝臓中に高濃度に蓄積された有害化学物質  

を分析し，結果の解析を継続した。   

いわゆるダイオキシン類のうち，塩素化ダイオキシ  

ン，フランは北半球で高〈南半球で低い傾向を示し，他  

の汚染物質と共通した分布を示したほか，陸城近くで高  

く，遠ざかると急減する傾向を示した。また，アイソ  

マーの組成は北太平洋各地点で採取したものが相互に類  

似していたのに対して，南太平洋，南北大西洋の試料は  

それぞれ互いに大きく異なる傾向を示し，海域による主  

な発生源の遠いを強く示唆する結果となった。   

一方，ダイオキシン類と共通の毒性を示すコプラナー  

PCBについては，同じく北半球で高く南では低いもの  
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（定常的な観測の実施）  

フラックス綬測  
森林機能の基盤的観測  

（観測研究の実施）  

フラツクス観測技術開発  
森林の炭素循環機能  

（プラットフォームとしての利用）  

フラツクス観測技術の検証  
森林生態学研究他  観測研究の分担、便宜供与  

〉芸悪習雷雲  
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国6 北方林温室効果ガスブラックスモニタリングの観測研究体制  

の，北太平洋では陸地からの距離にはあまり依存せず  

PC日給濃度の分布パターンに比較的似た傾向を示した。  

これらの結果は，揮発性が少なく主に粒子状物質に吸着  

して移動するダイオキシン，フラン類と，揮発性が比較  

的高くて気相で移動する傾向の強いPCB類との化学的  

性質の違い，あるいは汚染が始まって以来の歴史的経過  

の違いを反映しているものと考えられる。その他 イン  

ド洋の各地点で入手したイカ試料について有機スズ濃度  

などを測定し，分布パターンを明らかにした。  

＜陸域生態系に係るモニタリング＞   

⑫リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分  

布モニタリング   

東アジア地域の植生・土地被覆状況の変化を把撞する  

ために，NOAA衛星のAVHRR（AdvancedVeryHigh  

ResolutjonRadiometer）センサ画像を用いて，植生指  

数モザイク画像を作成している。   

本年度には，本研究所の二つの受信局（茨城県つくば  

市の研究所構内と沖縄県黒鳥の海中公園センター内に設  

置）で受信したAVHRRデータから，1998年の各月の  

植生指数モザイク画像を作成した。また，その結果を用  

いて年間累積植生指数値を計算し，植生の純一次生産量  

の推定を行った。  

＜国際協力・支援事業（GEMS／Water支援事業）＞   

UNEPとWHOが協力して，1977年からGEMS（地  

球環境監視システム）の下に，陸水の汚染などの監視情  

報を収集・統合化するプロジェクト（GEMS／Water）が  

推進されており，地球環境研究センターは，東アジア・  

太平洋域の中核として事業を支援・参画している。   

⑬リファレンスラボラトリー  

1993年度より分析精度管理のための標準試料作成及  

び内外関係機関への配布などを行う「リファレンス・ラ  

ボラトリー（参照研究室）」業務を実施している。   

本年度には，これまでに引き続き水質・底質の標準試  

料を作成するともに，国内の観測機関における水質測定  

の精度管理のために，各機関に標準試料を配布し，分析  

結果を評価した。   

⑭ナショナルセンター  

1994年度より，我が国の地方公共団体などの河川・湖  

沼における観測点（21地点）のデータを取りまとめる  

とともに，GEMS本部との連絡・調整を行う「ナショナ  

ル・センター」業務を担当しており，本年度も本業務を  

引き続き実施した。   

⑮摩周湖ベースラインモニタリング  

1994年度より，人為的汚染の影響の少ない北海道摩  

周湖を陸水のベースライン観測点として位置づけ，北見   
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工業大学の協力を得て定期観測を年1回実施している。   

本年度には，9月に採水調査を行った。その結果，摩  

周湖の透明度は近年は20～30m前後で推移し，汚濁の  

進行は認められなかった。   

⑮霞ケ浦トレンドステーションモニタリング   

従来，特別研究・特別経常研究の一環として実施して  

きた，霞ケ浦全域調査を，1996年度より，GEMS／Water  

トレンドステーションとして継続することとし，霞ケ浦  

10地点で月1回の頻度で採水・調査を行っている。   

本年度には，1997年度から実施している過去20年間  

の霞ケ浦調査結果のデータベース化作業の最終取りまと  

めを行った。  
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2．6 特別研究  

2．6．1超低周波電磁界による健康リスクの評価  

に関する研究（最終年度）  

【担当者〕  

地域環境研究グループ：兜 真徳・新田裕史・黒河佳香・  

の情報伝達機構を明らかにし，次に，電磁界がその情報  

伝達機構に影響を与えているかどうかを調べた。  

課題3 ヒト集団における暴露レベルと生理影響藷価   

前年度は，送電線周辺の住宅を距離別に選び，寝室で  

の電磁界レベルの測定を2期にわたり1週間実施した。  

本年度はさらに同一地域において，寝室での測完に加え  

て，居間及び対象世帯の家族（主に主婦）の個人暴露レ  

ベルを同時測定し，個人暴露レベルと寝室，居間のレベ  

ルとの関連性，ならびに送電線からの距維による違いを  

検討し，個人暴露レベルにかかわる要因の解析を行っ  

た。  

今井秀樹・高橋憤司・松橋啓介・  

石堂正美  

‾F線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕低レベルの超低周波（50～60日z）電磁界へ  

の暴露によって，白血病，脳腫瘍などのリスクが上昇し  

ている可能性を示唆する疫学的データが報告されてい  

る。これらの報告で示されているレベルは，これまで生  

理的影響を考慮して安全とされてきたレベルより極端に  

低いレベルであり，その妥当性について国際的に盛んに  

研究されているところであるが，我が国での研究あるい  

は行政での取り組みは大幅に遅れている。このような超  

低周波電磁界への暴露をうけている人口は非常に大き  

く，健康影響の具体的検討が急務である。そのために，  

超低周波電磁界への暴露によって生ずることが示唆され  

ている健康影響の妥当性を検討し，またリスク評価の手  

法を吟味することによって，超低周波電磁界の健康リス  

ク評価に資することを目的とする。  

〔内 容〕本研究は3つ課題から構成される。  

課題1 ヒトを対象とした低レベル電磁界暴露実験   

身体活動や精神的ストレスを可能な限り小さく抑えた  

条件‾Fで暴露実験を行う。前年度で自律神経系の活動状  

態など生理的影響に関する暴露実験を完了した。本年度  

は内分泌系への影響，特に電磁界暴露によってメラトニ  

ン分泌の抑制がみられるか否かについて，睡眠中の電磁  

界暴露実験を実施した。  

課題2 動物および培養細胞系を用いた低～高レベル電  

磁界暴露実験   

前年度の実験で，ある種の培養細胞への電磁界暴露に  

よってメラトニンの細胞増殖抑制作用が打ち消されるこ  

とを追試・確認した。このことは電磁界によりメラトニ  

ンの情報伝達機構が何らかの形で阻害されていることを  

示唆している。そこで，本年度は，第一に電磁界感受性  

MCF－7（ヒト乳がん由来培養細胞）におけるメラトニ  

ン受容体のサブタイプを同定することによりメラトニン  

〔成 果）  

課題1 ヒトを対象とした低レベル電磁界暴悪実験   

暴露室は昨年と同様，磁場負荷用に特別に作製した  

2．7m四方の木製の部屋を用いた。暴露した磁場波形は  

20／‘Tの50Hzサイン波をベースにして，30％振幅の  

150Hzサイン波（3次高調波），10％振幅の250Hzサイ  

ン波（5次高調波）を重ね，さらにその上に，畑ミリ  

秒間で減衰・消滅する1kHz，最大100／汀の過渡波形を  

1秒おきに重畳させた。磁場の変動軸は水平1軸方向と  

し，睡眠中では被験者の体軸方向（頭一足方向）に一致  

させるようにした。コントロール実験では，磁場発生用  

のペア電線に対向電流を流し，磁場を発生させることな  

く暴露実験と同じ電流を暴露重に流すように設定した。  

被験者は20～37歳の健常男子10名である。各被験者  

につき，3夜の実験を行った。1夜目は実験環境への適  

応のためであり，第2夜と第3夜は採血量の関係で1カ  

月の間隔をあけ，いずれかを暴露夜，もう一方をコント  

ロール夜とした。被験者は夜の7時に来訪し，夜8時か  

ら翌朝8時まで暴露室に留まり，そのうち11時から7  

時までを睡眠にあてた。暴露主にいる間を通して，磁場  

が負荷された。光暴露によるメラトニン分泌の変化を極  

力′」、さ〈抑えるために暴露室内の照明は，被験者の目元  

の受光量として睡眠中は1～2Lux，それ以外は  

100Lux以内になるように設定した。成長ホルモン  

（GH）の分泌動態を見るために10、2時まで10分間  

隔で採血し，それ以外の時間帯には1時間おきに採血し  

た。被験者の睡眠中は，2．5mの延長チューブを介し  
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艮】1 暴露・コントロール実験時の血祭中メラトニン  

濃度の変化  

0  10  

メラトニンしlogM）  

回2 細胞内のcAMP蓄積に対するメラトニンの作用と，  

磁界暴露によるその作用の変化  て，暴露室外で採血を実施した。   

被験者10名のデータの呼析では，1時間おきの血梁  

メラトニン，コルチゾール，プロラクテン濃度，および  

1時間／10分おきの血柴Gト1濃度のいずれも，統計学  

的に有意な変化を示さなかった。また，1時間おきの赤  

血球3項目（赤血球数，ヘマトクリット，ヘモグロビ  

ン），白血球5項目（稔白血球致，顆粒球数，好酸球数，  

単球数，リンパ球数），リンパ球サブセット5棟（CD  

3＋，CD4＋，CD8＋high，CD19＋，CD16／56  

＋）数，および血′ト板数のいずれにおいても，統計学的  

に有意な変化は観察されなかった（図1）。  

積を指標として，メラトニンの作用（蓄積の抑制）と電  

磁界暴露との関係をみたところ，メラトニンによる抑制  

が電磁界（100〃T，50日z）により阻害され（図2），そ  

の阻害率と暴露日数との関係は極めて良好な直線性を示  

すことが明らかとなった。   

続いて，電磁界（100〆1＼50Hz）が細胞膜の連結分  

子自身の活性に影響を及ぼしているかを調べたところ，  

暴露によりGタンパク質およびACの活性に全く変化は  

認められなかった。昨年の研究成果から，電磁界暴露に  

よりメラトニン受容体のメラトニン結合能も影響を受け  

ないことが明らかである。以上のことから，電磁界は上  

記の分子群の連結部に作用することが示唆された。  

課題2 動物および培養細胞系を用いた低～高レベル電  

磁界暴露実験   

メラトニンの作用党規に関して電磁界感受性を持つこ  

とが予想されるMCF－7において，まず細胞膜に局在す  

るメラトニン受奄体のサブタイプを同定した。125tで標  

識したメラトニンによる結合実験では，メラトニン1型  

受容体アンタゴニストの存在下でメラトニンの細胞への  

結合が阻害され，2型受容体アンタゴニストの存在‾Fで  

は阻害がみられなかった。またPCR法ではメラトニン  

1a受容体に対する特異的プライマーによりDNAが増幅  

され，1b受容体のプライマーでは増幅はみられなかっ  

た。以上の結果より，電磁界感受性MCF－7における細  

胞膜メラトニン受容体はその大部分がタイプ1aである  

ことが明らかとなった。   

メラトニン1a受容体は，細胞膜においてGタンパク  

質・7デニルサイクレース（∧C）と連結し，ACによ  

る細胞内のcAMP蓄積に対して抑制系として機能して  

いると報告されている。AC刺激後の細胞内cAMPの苔  

課題3 ヒト集団における暴露レベルと生理影響評価   

千葉県北部の高圧送電線周辺で．送電線から水平距離  

50m以内と50～100mの家屋，計20世帯で実施した。  

測定は各世滞の濾室，居間の2カ所と対象世帯の家族1  

名の個人暴露レベルを30秒間隔でユ週間測定Lた。こ  

れを秋と冬の2回実施した。測定期間中の家庭内での電  

気製品の使用状況および対象者の行動時間調査も併せて  

実施した。秋 冬の測定とも，寝室，居間，および個人  

暴露レベルの1週間平均値の相関は高かった。それぞれ  

の測定値の変動をみると仁寝室と居間は非常に類似した  

傾向を示した。一方，個人暴露レベルの平均値は寝室お  

よび居間のレベルよりも低いが，時帆高いレベルを示  

すことがあった。送電線から50m以内の世帯の寝室，  

居間，および個人暴露レベルは50～100mの世帯より  

も平均で約2倍高いことが示された（図3）。さらに，  
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寝室，居間，および個人暴露レベルの時間変動は分単位  

の変動パタンについても各世帯間で非常に類似してお  

り，同一発生源の寄与が大きいことが示唆された。  

〔発 表〕B－33，b8，9，131，132，Z00  （
ト
l
）
ミ
Y
ユ
鴨
鵠
 
 

図3 送電線からの距離別寝室の磁界レベル  
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2．6．2 湖沼において増大する難分解性有様物の  

発生原因と影響評価に関する研究  

（最終年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・今井章雄・栓塞－・夫・  

木幡邦男・高村典子  

．水土壌圏環境部：井上隆信・富岡典子  

生物 圏 環境部：野原精一  

化 学 環 境 部：佐野友春  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕近年，羊毛琶湖や十和田湖等の多くの湖沼にお  

いて，流域発生源対策が行われているにもかかわらず，  

湖水中の有機物濃度（COD）の増大傾向が観察されて  

いる。何らかの難分解性有機物による水質汚濁が進行し  

ている。湖沼環境では，近年，植物プランクトン種組成  

変化を含む生態系の変化が著しい。難分解性有機物の蓄  

積に示される湖水有機物の質的，量的変化も湖沼生態系  

の変化に大きな影響を及ぼしていると推察される。ま  

た，水道水源としての湖沼水に着目すると，湖水中有機  

物濃度の上昇は，浄水過程の塩素処理によって生成する  

発がん物質トリハロメタン等による健康リスクの懸念を  

増大させている。湖沼環境および水質保全上，緊急にこ  

の新しい有機汚濁現象を把握する必要がある。   

本研究の目的は，湖沼水中の有機物の特性や起源を適  

切に把握する手法を確立し，湖沼水中での難分解性有機  

物濃度上昇の原因を解明し，さらに湖水有機物の質的，  

量的変化が湖沼生態系やトリハロメタン等の有害物質の  

生成能に及ぼす影響を明らかにすることである。  

（内 容〕本年度は以下に示すような研究を行った。  
課題1湖水中経分解性有機物の発生原因の解明  

（1）湖水有機物の粗性および動態   

軍ケ浦湖水を生分解試験（100日間）とDOC分画手  

法に供し，湖水DOCを疎水性一親水性，酸性一塩基  

性，易一難分解性の遠いに基づいて分画した。本実験手  

法を用いて，霞ケ浦湖水中のDOC，難分解性DOCお   

よび各分画成分の存在濃度，場所的および季節的変動特  

性を明らかにした。湖水ろ過水，7ミン物質，親水性画  

分の分子量をゲルクロマトグラフィにより測定した。ま  

た，既存の河川水および下水処理水の分画データを用い  
て，湖心における難分解性DOC，フミン物質，親水性  

酸に関する物質収支を検討した。  

（2）起源の明白なサンプルの特性評価   

霞ケ浦流入河川れ生活雉排水，森林渓流水，田面水  

等の起源の明白なサンプルに生分解試験＋DOC分画手  

法を適用し，DOC，難分解性DOC，各分画成分の  

DOC濃度および分画分布を明らかにした。植物プラン  

クトン由来の溶存有機物の特性を評価するために，ラン  

藻類，緑藻，ケイ藻を無菌培養し，培養後の培地ろ過液  

に生分解試験＋DOC分画手法を適用した。同時に，サ  

ンプルろ過水，7ミン物質，親水性画分の分子量をゲル  

クロマトグラフィにより測定した。  

課題2 湖水中経分解性有機物の湖沼生態系，水道水源  

水としての湖沼水質に及ぼす影響   

霞ケ浦湖水，流入河川水，下水処理水等の流域水のろ  

過サンプル，分馳されたフミン物質および親水性画分の  

トリハロメタン生成能を測定した。  

〔成 果〕  

課題1霞ヶ浦湖水，流入河川水および起源の明白なサ  

ンプル（森林渓流水：FS，畑地浸透水：PFP，田面流入  

水：PFI，田面流出水：PFO，生活雑排水：DS，下水処  

理水：STPE，ヨシ・アシの繁茂する池：POND，  

〟∫c′pCγ∫血der〟g血0∫α培養後培地ろ液：MAM）の生分解  

試験彼のろ液をDOC分画手法に供しDOC分画分布を  

明らかにした（フミン物質：AIJS，疎水性中性物質：  

HoN，親水性酸：HiA，塩基物質：BaS，親水性中性物  

質：HiN）（図1）。すべてのサンプルで，・生分解試験前  

と同様に，有機酸画分（AHS＋HiA）が優占した。湖  

水ではAHSとHiAの存在比が分解後に上昇した。特徴  

的であったDSのHoNやMAMのHiNの存在比は著し  

く減少した。従って，天然水（陸水）中の代表的な難分  

解性DOCはAHSとHiAであることが明らかとなった。   

生分解試験後の分画データ，河棚定量，下水処理場放  

流水星（平成7年度実績：50，364m3／day）を用いて，  

湖心における難分解性DOC（R－DOC），難分解性AH＄  

（R－AHS），難分解性HiA（R－トIiA）に関する物質収支を  

検討した（図2）。結果，R－DOCに関して，河川水の  

寄与は夏の80％程から冬・春には約40％に激減する。‾F－  

水処理水の寄与は夏から春にかけて漸増し4月に18％  

にも達することがわかった。下水処理水の寄与率の大き  

さは注目に値する。湖内部由来のR－DOCは夏・秋の寄  

与率20％程から冬・春に40％以上に上昇した。RAHS  

は年間を通して河川水の寄与率が最大であり平均約   
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霞ケ浦湖水（湖心），流入河川水および流域水のDOC分画分布  

100は100日間生分解試験後の分画分布を示す。バーは±1標準偏差を表す。分画および淀城  

水の表記は本文参照。  

図1  

解＋DOC分画手法を適用し，ラン藻由来のDOCの特  

性を評価した。3種のラン藻類とも生分解前彼の培地ろ  

液にAHSはほとんど存在しなかった。従って，湖水中  

（水柱）でラン藻類からのAHSの寄与は無視できるほど  

に小さいと結論される。〟，βピ川g∽〃∫〟の産生したDOC  

ではHiNが優占したが，生分解後にはHiNはほとんど  

消失し代わってHiAが優占した。従って，ラン藻類由  

来のRLDOCとして湖水に蓄積するのはHiAであると示  

唆される。  
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図2 霞ケ浦湖心における河川水，下水処理水および  
湖内生直の雉分解性DOCへの寄与率  課題2 霞ケ浦湖水，流入河川水，下水処理水や生活維  

排水等の流域水のろ過サンプル，AHSおよびHjFのト  

リハロメタン生成能（THMFP＝CHC）3＋CHCJ2Br＋  

ClrlCIBr2＋CHBr3，FLmOleTHM／mgC）をヘッドス  

ペースGC／MS七より測定した。同時に，TotalTHMFP  

（TTHMFP＝［存在DOC濃度］×［THMFP］，FLmOle／l）  

という指標を導入して，各分個の存在濃度を考慮した  

THM生成能の評価を行った。河川水AHSのTHMFPは  

河川水HjFよりも有意に大きな値を示したが，湖水（湖  

心）の場合にはAHSとHiFのTHMFPに有意な差は認  

められなかった。河川水AHSのTHMFPは湖水より有  

意に大きかったが，河川水トIiFでは湖水と顕著な遠い  

は認められなかった。存在濃度を考慮したTTH山FPを  

みてみると，河川水ではAHSとHiFのTTHMFPはほぼ  

等しい値を示したが，湖水ではHiFのTTHMFPがAHS  

70％であった。R－HiAはR－D（〕Cと同様な傾向を示し  

た。   

ろ過サンプル，AHSおよび親水性画分（HiF＝HiA  

＋BaS＋HiN）の分子量をHPLCゲルクロマトグラ  

フィを用いて測定した。湖水DOC（湖心），AHS，輔F  

の平均分子量は各々760，990，600g／moleであった。  

湖水DOC，AHSは，従来報告されている数万一致十万  

の分子量ではなく，分子量1000以下の小さな有機物か  

らなることが明らかとなった。HiFに関しては既報デー  

タが存在しないが，極めて分子量の低いものと言える。   

霞ヶ浦から単推されたラン藻類〟fc′りCヅ∫Jf∫〟e川g如∫〟，  

加q占。e〃dβ〃∫一〟q〟βe，0．－C〃ねJ〃rfddg〟山裾をDOC濃度の  

低い培地で無菌バッチ培養し，培養後の培地ろ液に生分  
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の約2倍の値を示した個3）。以上の結果より，河川  

水では既報のようにAHSも代表的なTHM前駆物質と  

言えるが．湖水ではHiFがAHSよりも重要なTHM前駆  

物質であると明白に結論される。  

〔発 表〕B22～24，75，b－10し～103，219～221  
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図3 霞ケ浦湖水および流入河川水の存在濃度を考慮し  

たトリハロメタン生成能（TotalTHMFP）1  

湖水はSt．1→2→3→9→12，St．7→9→12と流  

下する。バーは±1標準偏差を示す。  

－119 －   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

2．6．3 環境中の「ホルモン様化学物質」の生  

殖・発生影響に関する緬究（最終年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・米元純三・高木博夫・  

期暴露による ①胎盤機能への影響‘②仔の雄性生殖機  

能への影響（∋性ホルモン，甲状腺ホルモンヘの影響  

④免疫系への影響を検討した。さらに⑤用量一反応関  

係，母親から仔への移行動態を明らかにするためにTC  

DD投与動物，出生件のダイオキシン濃度を測定した。  

また，2）TCDDの作用の機作に関する研究として，  

①TCDDの毒性発現機序におけるproteinkinaseの関与  

②妊娠期TCDD投与ラットの仔の脳におけるホルモン，  

ホルモンレセプター，ホルモン代謝酵素への影響 ③卵  

巣摘出ラットにおけるTCDDとエストロゲンの相互作用  

④ダイオキシンの毒性と分子構造・電子状態の相関に関  

する研究を行った。   

課題2では ①スクリーニング手法検討や一環とし  

て，ダイオキシン暴露によって鋭敏に誘導される薬物代  

謝酵素p450CYPIAl，1A2，1BlmRNAのヒト白  

血球における発現をリアルタイムRTPCRにより定量  

する方法の開発を行った。また ②ダイオキシンの暴露  

とそれによる健康影響との関連を検討するために∴子宮  

内膜症患者の脂肪組織，乏精子症患者の血中のダイオキ  

シン濃度を測定し，症状の程度との関連を検討した。  

曽根秀子  

環 境 健 康 部：青木康展・松本 理・大迫誠一郎・  

石村隆太・藤巻秀和・野原恵子・  

宮原裕一・石塚真由美  

化 学 環 境 部：藤井敏博  

⊥F線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕脂溶性が高く難分解性の環境汚染化学物質は  

食物連鎖を適して生体内に蓄積するが，これらの中に  

ほ，正常な性ホルモンの機能を乱すことにより様々な生  

殖影響を引き起こすものがあり，環境ホルモン様物質と  

呼ばれている。実際，鳥類，は虫類，海棲ほ乳類などの  

野生生物において生殖異常が認められ，これらの異常は  

野生生物の体内に蓄積された環境ホルモン様物質により  

引き起こされているとの指摘がある。先進国において  

も，近年，女性の孔がん，男性の睾丸腫瘍の発生増加及  

び精子数の減少が報告され，これらの現象と環境ホルモ  

ン様化学吻質との関連が疑われている。特に周産期にお  

ける暴露は，器官や機能の形成される時期だけに影響は  

不可逆的になる可能性が高く，また，感受性も高い。環  

境中のホルモン様化学物質の子（次世代）への影響，と  

りわけ生殖能力ヘの影響は人類の存続にかかわる問題で  

あり，これらの影響のリスク評価は，重要かつ緊急に対  

処すべき課題であると考えられる。本研究では，環境中  

のホルモン様化学物質の生殖・発生影響のリスク評価の  

ための基礎的データを得ることを目的とする。  

〔内 容〕本年度の研究は，計画書に記載された以下の  

2課題に沿って実施された。  

課題1定量的リスク評価のための環境中のホルモン様  

化学物質の生殖・発生影響に関する実験的研究  

課題2 環境中のホルモン梯化学物質のスクリーニング  

手法及び暴露量の推定に関する研究   

ホルモン様化学物質として，最近，ゴミ焼却場周辺の  

汚染，母乳汚染などで問題となっているダイオキシン  

（2，3，7，8L四塩化ジベンゾ7－ダイオキシン（TCDD）を  

昨年に引き続きとりあげた。   

課題1では，1）TCDDの生殖・発生に及ぼす影響と  

して，前年に引き続き，ラットを用いて，TCDDの妊娠  

〔成 果〕  

課題1定量的リスク評価のための環境中のホルモン様  

化学物質の生殖・発生影響に関する実験的研究  

1）TCDDの生殖・発生に及ぼす影響   

①胎盤機能への影響 妊娠15日のラット仁800また  

は1，600ng／kg体重のTCDDを一回経口投与し，妊娠16  

および20日日に解剖し胎盤への影響を検討した。胎盤  

は主に迷路部，結合部の2つの部位からなり，結合部  

は，栄養膜巨細胞，海綿状栄養膜細胞，グリコーゲン細  

胞から構成される。妊娠の進行とともにグリコーゲン細  

胞は海綿状栄養膜細胞によって置き換えられる。TCDD  

の投与はこれらの変化を阻害した。胎盤がTCDDの標的  

組織であり，胎盤を構成する細胞比の変化を伴った成熟  

過程を乱す可能性が示唆された。   

⑦生殖機能の発生過程に及ぼす影響   
妊娠15日にTCbDを一回経口投与したラットの雄性  

仔の49，120日齢において肛門－生殖突起間の距離の  

減少を50ng／kg体重から，前立腺重量の減少を200  

ng／kg体重から見いだしたが，精巣，精子形成への影響  

は見いだせなかった。肛門生殖突起間の距離などに代  

表される外生殖器の発達，副生殖腺の中でも前立腺の発  
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2）TCDDの作用模作に関する研究  

①TCDDの毒性発現機序におけるproteinkinaseの  

関与   

TCDD投与ラット肝の粗抽出液中において，分子量  

60，000のproteinkinase（60k－PK）の活性化を見いだ  

した。細胞分画の結果，60k－PKはミクロゾーム分画に  

回収され，さらにこの分画から分子量120，000の  

proteinkinase（120kPK）の活性化も見いだされた。  

60kPKや120k－PKは極めて低用量のTCDDにより活  

性化されることから，これらはTCDD暴露の鋭敏な指標  

となることが示唆された。   

③卵巣摘出ラットにおけるTCDDとエストロゲンの相  

互作用   

卵巣摘出したラットにエストロゲン処理すると，TC  

DDによる肝のCYPIAlの誘導が増強された。核内の  

エストロゲンレセプターが，エストロゲンの存在下，  

TCDDによるCYPIAlの誘導に関与していることがin  

vgvoで初めて示された。   

①ダイオキシンの毒性と分子構造・電子状態の相関に  

関する研究   

ダイオキシン類生成反応の主要経路について，化学量  

論的解析を行い，ダイオキシンの発生を抑制する反応条  

件を明らかにすることを試みた。また，パーセプトロン  

型ニューラルネットワーク法によるダイオキシン類の定  

量的構造活性相関の解析を行った。  

達はテストステロンの代謝物であるデヒドロテストステ  

ロン（DHT）に依存している。従ってDHT依存性の生  

殖器官においてTCDDへの感受性が高いことが示唆され  

た。そこでDHTの産生を制御している5αTeductase  

mRNAおよぴアンドロゲンレセプター（AR）の前立腺  

内幸の発現を検討した。その結果，49日齢において5  

αrreductasemRNA発現は用量依存的に増加しており，  

一方，ARの発現は用量依存的に減少していた。ARの発  

現の減少，すなわちアンドロゲンに対する反応性の低下  

が前立腺の発育不全の要因と考えられた。   

③甲状腺機能への影響   

妊娠15日のラットに200または800ng／kg体重の  

TCDDを一回経口投与し，生後21日および49日に解剖  

し甲状腺機能への影響を検討した。血清中甲状腺ホルモ  

ン（T4）は200ng／kg投与群の雄および800ng／kg投与  

群の雌雄で有意な減少が認められたが49日では対照詳  

のレベルに回復した。T4を代謝する肝の酵素，UGT  

1mRNAの発現は21日で有意な増加が認められた。T4  

の減少はTCDDによる肝UGT－1の誘導とそれによるT  

4の排泄促進によることが示唆された。仔のTCDDの体  

内負荷量は離乳時の21日に最高値を示すことから，甲  

状腺ホルモンの減少は，発生過程への影響というよりも  

体内負荷量に依存したTCDDの作用と考えられた。   

伍）免疫系への影響  

120日齢の800ng／kg投与群の胸腺でp53陽性細胞の  

有意な増加が認められた。免疫組織化学的検索によりア  

ポトーシスが認められ，胸腺においてp53依存的なアポ  

トーシスが起きている可能性が示唆された。   

⑤体内負荷邑母体から仔への移行   

妊娠期間中のTCDD濃度は，母体肝臓＞母体脂肪＞母  

体血清＞胎盤の順であり，特に母体肝臓に局在している  

ことが確認された。800ng／kg体重投与群の母体から胎  

仔への移行量は，－一腹あたり0．7から2．Ongで，これは  

投与したTCDDの0．2から0．6％に相当した。離乳時の  

母体および雄性仔のTCDD濃度はほぼ脂肪＞肝臓＞血清  

の順であった。脂肪組織中のTCDD濃度は母親と仔で同  

程度であったが，肝臓，血柴中の濃度は仔の方が約10  

倍高かった。TCDDは妊娠期間よりも授乳期間に多く親  

から仔へ移行することが明らかとなった。離乳以降の仔  

の肝臓中でのTCDDの減少から，母体への200およぴ  

800ng／kg体重投与時の半減期は，それぞれ，14．1およ  

び8．4日と算定された。  

課題2 環境中のホルモン権化学物質のスクリーニング  

手法及び暴震宜の推定に関する研究   

②ダイオキシンの暴露とそれによる健康影響との関連   

大学の産婦人科の協力を得て子宮内膜症患者の脂肪組  

織，乏精子症患者の血液中のダイオキシン濃度を測定  

し，症状の程度とダイオキシン濃度との関連を検討・し  

た。子宮内膜症患者では重症例のほうが軽症例よりも脂  

肪組織中ダイオキシン濃度が高い傾向が認められた。乏  

精子症患者では，35歳以下では対照詳に比べ血液中ダ  

イオキシン濃度が有意に高かったが，35歳以上ではこ  

の差はなかった。さらに例数を増やして検討する必要が  

ある  

〔発 表〕B－43，44，124，125，D－45，E二22，34，  

b－280～289，d－41，44，e－52～55，64，65  
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2．6．4 廃棄物埋立処分における有害物質の挙動  

解明に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・安原昭夫・橋本俊次・  

起源ならびに排出・溶出挙動を明らかにし，今後の廃棄  

物埋立処分における汚染防止対策を検討する。2）有機  

リン閣下リエステルなどのプラスチック添加物，1，4－ジ  

オキサン，アルキルフェノールやビス7ユノ丁ルAなど  

を中心に，これらの起源・生成機構・溶出挙動を明らか  

にする。  

課題3 埋立処分に起因する有害化学物質の生物影響評  

価に関する研究   

廃棄物埋立処分場の浸出水中に存在する化学物質の生  

物影響を調べるために，1）浸出水の細胞毒性，遺伝毒  

性を簡便に検出する手法の開発を行う。2）いろいろな  

浸出水の細胞毒性，遺伝毒性を測定して，浸出水中の化  

学物質や浸出水の性状と毒性の関係を明らかにする。  

山本貴士・西川椎高  

化 学 環 境 部：中杉修身・白石寛明・白石不二雄  

客員研究員 26名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）．  

〔目 的〕廃棄物は人間活動の増大・物質文明の発達に  

伴い，発生量が増大するとともにそこに含まれている化  

学物質についても多様な広がりを見せており，今後の人  

間活動の根幹に係る緊急かつ重大な環境問題となってい  

る。廃棄物の焼却処理については，対策技術の進歩によ  

り解決の糸口が見えつつある。一方，廃棄物の埋立処分  

については浸出水中に含まれる化学物質や大気中に揮散  

していく化学物質についての実態は明らかにされたが，  

それらの化学物質がどのような機構で溶出あるいは生成  

しているのか，生物への影響がどの程度であるのか，と  

いう点についてはほとんど不明である。本特別研究では  

埋立処分に的を絞り，埋立廃棄物に含有される化学物質  

と浸出水に溶出してくる化学物質を調べて．埋立地での  

化学物質の挙動を解明するとともに，埋立地からの浸出  

水が生物に与える影響を明らかにするための手法を開発  

する。  

〔内 容】生態系に影響を与える可能性の高い有害化学  

物質が廃棄物中にもともと含まれていたものか，化学的  

あるいは生物的作用で新たに生成したのかを明らかに  

し，今後の廃棄物処分のあり方を検討するために，以下  

の3課題で研究を実施した。  

課題1埋立廃棄物中の有害化学物質の簡易モニタリン  

グ法の開発   

環境汚染につながる恐れのある有機成分を対象とし  

て，1）廃棄物から加熱気化する物質をGC／MSで分  

析し，同定・簡易定量できるシステムを開発する。2）  

マイクロ波加栗勘二よる迅速柑出法およびGC／MSによる  

簡易分析法を用いて廃棄物中に含有される有害化学物質  

の存在の有無と濃度レベルの把握を行う。  

課題2 埋立地における有害化学物質の挙動解明に関す  

る研究   

廃棄物埋立地浸出水中から高濃度あるいは高頻度で検  

出される化学物質を中心に研究を進める。1）ホウ素の  

【成 果〕  

（1）埋立廃棄物中の有害化学物董引こ係る簡易モニタリ  

ング法の開発   

焼却飛灰中のクロロベンゼン頸を効率良く抽出するた  

めに，マイクロ波加速抽出法（MAE），ソックスレ一拍  

出，超音波抽出の比較検討を行った。異性体全部につい  

て，MAEが他の抽出法よりも優れていることがわかっ  

た。  

（2）廃棄物等から発生する揮発性有馳化合物頬の分析  

法の開発   

廃棄物から揮散する化合物を迅速に分析する方法のひ  

とつとして，水分を含む試料の処理法を開発した。水分  

を含む焼却灰を加熱して気化した化合物を固相マイクロ  

抽出ファイバーに吸着させた後，GC／MSで分析した。  

この方法ではかなり高沸点の物質まで分析できることが  

判明した。この方法で焼却灰中から各種塩素系有機物や  

1，4一ジオキサンを検出した。  

（3）ホウ素の起源と溶出実態調査   

産業廃棄物埋立処分場48カ所の浸出水中のホウ素濃  

度と埋立廃棄物の種類との関連を統計解析し，ホウ素の  

起源を推定した。結果は，①浸出水中のホウ素濃度は安  

定型（中央値0．21mg／g）は低く，管理型（中央値  

1．35mg／J）ほ高かった。②浸出水のホウ素濃度は，燃  

え殻・ばいじん・鉱樟を埋め立てた処分場で有意に高く，  

廃プラスチック・ゴム屑・金属屑・ガラス陶磁器類・建  

築廃材など他の分類の廃棄物とは相関がなかった。③重   
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灰によってほほ完全に加水分解されてしまうことがわ  

かった。現在，加水分解で生成するフタル酸を検出する  

実験を行っている。  

回帰分析の結果，安定型処分場のホウ素濃度は廃プラス  

チックの収め立て，管理型の場合は鉱梓，安定型と管理  

型のデータを合わせた場合は燃え殻がホウ素濃度を高く  

する要因であった。   

各種の廃棄物処理施設で採取した廃棄物試料（n＝  

99）のホウ素含有量を中性子即発γ線分析法（PGA，  

検出下限1～6mg／kg），アルカリ熔融ICP法（検出  

下限30mg／kg）により，また溶出量を環境庁告示46号  

TICP法（検出下限0・00卜0・05mg／l）で測定した結  

果，以下のことがわかった。①含有量については，燃え  

殻・鉱荏・ばいじん・ガラス陶磁器屑などで高く，プラ  

スチックでは一例（強化プラスチック，2400mg／kg）  

を除いて低かった。②溶出星の中央値は0．09mg／′であ  

り，実際の埋立処分場浸出水のホウ素濃度に比べて低  

かった。③含有量と溶山量には有意の相関関係がなかっ  

た。  

（5）焼却灰中のダイオキシン頬の浸出水への溶出   

実炉から採取した焼却飛灰および主灰をプラスチック  

製円筒に湿式充てんし，蒸留水をゆっくり通水した。得  

られた溶出液中のダイオキシンをJIS法で分析した。飛  

灰及び主灰からダイオキシン類の溶出が確認されたが，  

溶出挙動には遠いがあった。飛炊からは最初の十数日の  

間，ダイオキシン類が溶出し，その後はほとんど溶出し  

なくなった。一方，主灰からは濃度の大きな変動もな  

く，ずっと溶出が持続した。飛灰と主灰の溶出液中のダ  

イオキシン類同族体組成に差が見られた。主灰溶出液中  

ではOCDDの割合が高かったが，飛灰溶出液中では，  

HxCDD，HpCDl），HpCDFが高い傾向にあった。  

（6）埋立処分に起因する有害化学物質の生物影響評価  

に関する研究   

産業廃棄物処分場ヤー般廃棄物処分場から排出される  

水の毒性モニタリング手法を確立する目的で，浸出水  

（産廃処分場11試札 一廃処分場17試料）及び処理水  

（産廃処分場11試札 一一廃処分場14試料）を採取して，  

発光細菌を用いた急性毒性試験（マイクロトックス試  

験），発光細菌遺伝毒性試験（MBG試験），さらには酵  

母を用いたエストロゲンアッセイによる検出を試みた。  

MBG試験による遺伝毒性のモニタリングにおいて，産  

廃処分場浸山水は91％が陽性を示し，処理水でも91％  

が陽性であった。一一方，一廃処分場浸出水は53％が陽  

性を示し，処理水は57％が陽性であった。酵母エスト  

ロゲンアッセイにおいて，産廃処分場浸出水の73％の  

試料からエストロゲン活性が検出され，処理水の55％  

から活性が認められた。また，一廃処分場浸出水は  

15％から，処理水は14％からエストロゲン活性が認め  

られた。急性毒性の指標であるマイクロトックス試験で  

は，産廃処分場の毒性は一廃処分場に比べて強い傾向が  

認められた。  

〔発 表〕B－64，113，114，117，118，D16～18，  

b－264，268，271，d30  

（4）焼却灰中における有害化学物質の挙動   

焼却灰が強アルカリであるため，プラスチックの分子  

がこわれたり，添加物が分解したりすることが予想さ  

れ，実験室実験で確認した。   

浸出水中から高濃度で検出されるビスフェノールAが  

埋め立てられたポリカーポネートの分解で生じた可能性  

があるため，確認実験を行った。ポリカーボネート（短  

冊状）をアルカリ性浸出水に浸して5q℃，80℃，110℃  

で6時間加熱したとき，ポリカーボネートが壊れて遊離  

したビスフェノールAを測定した。その結果，pHが高  

いほど，また温度が高いほど，遊離したビスフェノール  

Aが多く検出された。ポリカーボネートが単に熱や紫外  

線で分解したときに生じるビスフェノールAよりも数千  

倍から数十万倍も多い量であった。   

焼却主灰200g（pト111～12）を充てんしたガラス管  

に各種有機物を含有する水溶液100mJを通し，次に純  

水を通して有機成分の溶出状況を調べた。有機リン酸エ  

ステルについては，リン酸トリス（2－プトキシエチル）  

は数％～10％が，リン酸トリス（2一クロロエチル）は  

約70％が，リン醸トリスジクロロプロピルは約80％が，  

リン酸トリプチル，リン酸トリフユニルは完全に加水分  

解された。これらの結果はモデル埋め立て実験の結果を  

よく説明している。フタル酸エステル類はいずれも焼却  
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2．6．5 環境中の化学物質総リスク評価のための   

◆毒性試験系の開発に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：国本 学・足立達美・石堂正美・  

（1）バイオアッセイ法の標準化と簡便化に関する研究   

環境汚染が問題となっている化学物質を参照物質とし  

て選定し，現行のバイオアソセイ法（特に培養細胞を用  

いた毒性試験系）の標準化と簡便化を進める。  

（2）バイオアッセイ法の毒性学的意義付けに関する研究   

様々のバイオアツセイ法で得られる毒性値と実際の生  

体（ヒト 実験生物等）での毒性発現用量との関連づけ  

を行う。  

（3）環境試料を対象とする際の技術的問題点への対応  

に関する研究   

未知物質を含む混合物試料という環境試料の特性に起  

因する技術的な問題点の洗い出しとそれらの解決方法を  

探る。  

（4）低毒性試料の評価のための試験法の高感度化に関  

する研究   

環境試料の大部分がそうであると考えられる低毒性試  

料の評価を正確に行うため，バイオアッセイ法の高感度  

化を試みる。  

田遽 潔  

環 境 健 康 都：青木康展・佐藤雅彦  

水土壌圏環境部：稲葉一橋  

化 学 環 境 部：中杉修身  

‾F線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕いわゆる公害のような典型的な環境汚染はみ  

られなくなったものの，硯実には汚染の実態はますます  

複雑化，深刻化している。多くは微量ではあるが無数の  

化学物質による複合汚染であり，意図的に生成されたも  

のばかりでなく，非意図的に生成されたもの，さらには  

環境中で変換されたものも存在しうる。従って，化学分  

析によってこれらすべてを検札 同定し，定量するのは  

事実上不可能であり，極めて重大な毒性を持つ物質が見  

過ごされてしまっている可能性も存在しうるわけであ  

る。それらを検出できる試験系として，バイオアツセ  

イ・簡易毒性評価試験法の開発が待たれている。比較的  

早くから環境モニタリングに使われてきている変異原性  

試験は，実際の生体内での発ガンとの相関がかなり明ら  

かにされている上，試料中に存在する化学物質の種類に  

関係なく変異原性という指標で判定し，通常の化学分析  

では漏れてしまうものまで網羅しうる。本特別研究で  

は，この変異原性試験に相当するような，試料中に存在  

するいわゆる一般毒性（急性，東急性毒性）の総量を反  

映しうる新たな有害性総合評価指標の確立を目指して，  

この分野にかかわる研究者による組織的な試験法の有用  

性評価と標準化を行うものである。  

〔内 容〕環境評価に利用するためのバイオアッセイ・  

簡易毒性試験系の必要条件としては，安価にかつ迅速に  

再現性のよいデータが得られること，環境試料の実際の  

姿である未知物質を含む混合物試料にも対応可能である  

こと，毒性学的な裏付けがあること等があげられる。そ  

のためは，現行のバイオアソセイ法の体系化，標準化と  

環境試料に適用するための技術的検討，バイオアツセイ  

法の毒性学的裏付け，化学分析に匹敵するような高感度  

バイオアツセイ法の開発が必要となる。従って，本特別  

研究では以下の課題を設定した。  

〔成 果〕  

（1）参照化学物質を対象とした各種／くイオアッセイの  

実施   

ヒト由来細胞並びに電菌類由来細胞10数種類を用い  

た簡易毒性試験系で参照化学物質の毒性評価を行った。  

また，実験生物としてヒメダカ，ミジンコ， 線虫，ミド  

リゾウリムシ，酵母を用いた毒性試験，さらに，既に  

キ ット 化さ れている ミ ジ ン コ毒性試験  

（DAPHTOXKIT），海洋発光細菌を用いた簡易試験  

（MicroTox）を実施した（表1）。得られた結果の解析  

と相互比較を開始した。  

（2）試験法の高感度化の試み   

低毒性の環境試料に対応するための試験法高感度化の  

一環として，簡易な環境水試料濃縮法を試みた。遠心濃  

縮器を用いてスモールスケールでの減圧濃縮をすること  

により，簡便かつ高回収率で有害成分の濃縮が可能であ  

ることが明らかになった。  

（3）環境試料への適用の試み   

環境庁水質規制課のダイオキシン汚染実態調査と連携  

して，河川水およびゴミ焼却場排水試料へ，一・部のバイ  

オアッセイを適用した。排水試料では化学物質による毒  
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表1  

分類  名称  Endpoint 1 Endpoint 2   分担施設  

神経突起伸展  国立環境研  
国立環境研  

国立環境研  
国立環境研  
国立環境研  
国立環境研  

活性酸素産生  北里大  
国立環境研  

国立環境研  
国立環境研  

peroxisome増殖活性 国立医療食研  

細胞浸潤  静岡県大  
三菱安科研  

三菱安科研  
熊本県大  

共生藻放出  広島大  
プリオン生成他  生命工研  

国立環境研  
国立環境研  

ヒト由来細胞  NB－1  

MCF7  

A431  

HeLa  

W138  

U87MG  

HUVEC  

HepG2  

葛菌類由来細胞  PC12h  

NRK52E  

RBL3Aluci／p4Al  

．HTlO80  

実験生物  ヒメダカ  
ミジンコ  

線虫  
ミドリゾウリムシ  

酵母  
キット（準公走法） Micro Tox  

DAPHTOXKrT  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

増殖阻害／生存率  

生存率（96hr）  

急性遊泳阻害（24hr）  

急性毒性  

急性毒性  
増殖阻害／生存率  

生物発光阻害  

急性遊泳阻害（24hr）  

性に加えて，PH，浸透圧等の物理的要因が大きく影響   （4）細胞死誘導機構の解析  

することが明らかになった。一方河川水試料では，前項  試験法高感度化のため，参照化学物質の一部を対象と  

の濃縮法を適用することによって初めて検出される毒性  して細胞死（特にアポトーシス）の誘導機構について分  

の存在が明らかになった。  子レベルでの解析を行った。  
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2．6．6 都市域におけるVOCの動態解明と大気  

質に及ぼす影響評価に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：若松伸司・上原 清・田過 潔・  

る。その他の発生源については，既存の排出係数の精  

査，地方自治体による化学物質使用実態調査結果，汚染  

物質排出・移動登録デ十夕などに基いてVOCの排出係  

数を確定する。VOCの空間分布発生量の推計に当たっ  

ては排出係数や道路交通量，工業生産統計などの社会・  

経済データを組み合わせてメッシュごとの発生量を推計する  

ための「大気汚染物質発生量算定システム」を開発する。   

環境モニタリングについては，VOC成分の中で重要  

な成分を40程度選び連続自動分析し測定値を評価する。  

これらのデータや特別観測による立体分布データ，気象  

観測データ等を利用して，大気汚染シミュレーションモ  

デルによる解析とその検証・リファインを行い，VOC汚  

染と二次生成大気汚染のメカニズム・実態を明らかにす  

る。得られた結果をもとにVOCモニタリングシステム  

の構築に関する検討，VOC対策シナリオの検討を行う。   

本特別研究2年目である本年度においては ①vOC  

発生源調査 ②フィールド観測による環境動態の把握  

③モニタリング・モデリングの研究を並行して行った。  

本特別研究を進めるに当たっては，革新的・計測研究（H  

9～11），JCAP「大気質改善のための自動車・燃料等の  

技術開発プログラム」（H9～13）等の国立環境研究所内  

外の関連プロジェクトとの積極的な連携をとった。  

近藤美則・森口祐一・櫻井健郎・  

松橋啓介・松本幸雄  

大気圏環境部：菅田誠治・畠山史郎・酒巻史郎・  

杉本伸夫・松井一郎  

化 学 環 境 部：相馬悠千  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成10、12年度（1998、2000年度）  

〔目 的〕大気汚染防止法の改正によって有害大気汚染  

物質対策が本格化し，ベンゼン等のVOC（volati】e  

organiccompounds：揮発性有機化合物）による汚染実  

態の把握とリスク評価が急がれている。一九VOCは  

二次生成大気汚染に関してのキーとなる物質であり光化  

学大気汚染や粒子状物質の生成機構には最も重安な役割  

を果たしている。しかし，種々のVOCの発生量，濃度  

分布と変軌 汚染メカニズムなどに関する体系的な研究  

がなされておらず，データの収集・蓄積ばかりでなく，  

適切なモニタリング頻度・地点数・配置などの判断や，  

発生源と汚染・リスクの関係の理解などに資するための  

モデル解析などの研究が必要とされている。特に都市域  

における実態把握が緊急に必要となっている。   

本研究においては環境大気中におけるVOC成分等の  

動態解明を発生源調査，フィールド測定，モデル評価等  

の様々な角度から行いVOC成分が大気環境質に及ぼす  

影響を評価することを目的とする。  

〔内 容〕本研究では，種々のVOCの正確な発生量の  

見積もり，NMHCに代わるVOC多成分分析法による環  

境モニタリング，二次生成大気汚染に関するモデルの適  

用と検証などを系統的に行い，VOC汚染と二次生成大  

気汚染の動態・実態を解明することによって，適切なモ  

ニタリングのあり方，VOC発生源対策の方向性などを  

明らかにするとともに，モニタリングを補う実態把握方  

法を提供する。   

VOCの発生源として大きなウェイトを占める自動車  

について，我が国における発生量の見積もりと，諸外国  

での値の間に大きな開きがあり，排ガス以外のエバポエ  

ミッション等を含めた正確な排出実態の把握が必要とさ  

れている。そこで，自動車トンネル・沿道等でのVOC  

計測を行い，実走行状態での排出係数を正確に推定す  

（成 果〕  

（りVOC発生量・組成の推計に関する研究   

1）自動車からのVOC発生量・VOC組成の推計   

自動車起源のVOCの比率は人為発生源全体のうち  

13％程度であると考えられていた。これまでは主に規制  

自動車のテールパイプからの発生量を中心に推計がなさ  

れていたが，これに加えてエバポ（走行中や駐車時の車  

からの蒸発による発生），アイドリング，コールドス  

タート時の発生量が考慮されなければならない。また二  

輪車等の未規制自動車の寄与も大きいため，自動車起源  

のVOCの推計値の修正が必要である。前年度は，これ  

らの要因を新たに追加し，自動車寄与の推計を行った。  

その結果，自動車起源のVOCの比率は22％程度である  

ことが明らかとなった。自動車に関連するもう一つの発  

生源としては，給油や温度変化に伴うガソリン蒸気の大  

気への放出がある。これによる寄与分を自動車関連の  

VOCとして評価すると，総体としての自動車の比率は  

28％程度となる事が明らかとなった。ガソリンの蒸発や  

排ガスは有害化学物質（ベンゼン等）汚染の動態把握の   
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にわたり大気汚染物質が蓄積し高濃度が出現する機構を  

立体的に把揺することができた。今回の観測において初  

めてアルデヒド類や，ガス状硝酸などの立体分布を把握  

することができた。   

2）大気汚染のトレンド解析   

前年度は大気汚染濃度の20年間にわたるトレンド解  

析を行い，東京首都圏地域や近畿地域等の大都市域にお  

いては，都心地域に比べて郊外地域において大気汚染濃  

度が相対的に上昇していること，これとともにオキシダ  

ント濃度の年平均値が都市地域において，1ppb／年程  

度の割合で増加していることを明らかとした。この傾向  

は比較的空気が清浄な地域においても認められたため，  

本年度は全国の国設局の大気汚染のトレンド解析を行い  

大陸方面からの移流の寄与を評価した。  

観点からも調査を進める必要がある。本年度は蒸発成分  

と量はガソリン組成や気温影響が大きいため，全国のガ  

ソリンスタンドからのサンプリングと成分分析を行っ  

た。この結果を基に蒸発ガソリンの環境負荷に関する検  

討を行い季節変化や地域分布を明らかにした。   

2）固定発生源l面源からのVOC発生量・VOC組成  

の推計   

PRTR（汚染物質排山移動登録制度）の結果等をとり  

まとめノ固発生源（点源）からの有害化学物質の発生量  

は約35万トン／年／全国であること，主要成分はトル  

エン，キシレン，ジクロロメタン，ジクロロベンゼンで  

あり，22万トン／年／全国で全体の63％程度を占める  

ことを前年度明らかにした。これ以外にも塗装・溶剤の  

生産量から推計すれば，面源からのVOC発生が100万  

トン／年以上あると考えられる。本年度は固定発生源の  

中でも特に発生寄与率が大きい塗装・溶剤関連のVOC  

発生の現状を把握するために関連業界のヒアリングを行  

い最新の知見を明らかにした。   

3）トンネル調査による自動車からのVOC発生量・  

VOC組成の推計   

実走行状態での自動車からのVOC発生量・発生組成  

の推計を行うために前年度に引き続き走行速度や車種構  

成が異なる二つのトンネル調査（トンネルA，B）デー  

タを詳細に解析■評価した。トンネルAは市街地におけ  

る比較的短いトンネル（約350m）で，両側には信号が  

ありラッシュ時には渋滞が発生する。トンネルBは高速  

道路のトンネル（約1，200m）である。Aトンネルでは  

車種構成がほぼ一定であったので，得られたエミッショ  

ンファクター（EF）は，市街地における現実の車種構成  

の比較的低速の走行に対応する値と考えた。Bトンネル  

では車種構成に変化が見られたので，車種構成の変化と  

EFの関係を検討した。トンネルデータにより得られた  

EFを匡l内外の実験・観測結果と比較評価した。  

（3）モニタリングシステムと予測モデル開発に関する研究  

1）風洞実験による沿道大気汚染解析と最適測定シス  

テムの検討   

前年度に続いてモニタリングステーションの最適配置  

や地域代表性の評価に当たっては問題とする道路空間内  

部における大気汚染濃度分布を明らかにした。前年度は  

任意の道路条件に対する予測手法を開発するために風洞  

実験を行い予測式△C＝q／tAexp（BO）urE を提案し  

た。ここで，△Cは自助草排ガスによる濃度増加，qは  

汚染ガスの排出量，Uは一般風速，rは汚新原から対象  

地点までの距離，βは汚染源から対象地点を見上げた仰  

角，．AとBは実験的に定める係数である。本年度はこの  

関係を一般化するための風洞実験を継続的に実施した。  

これとともに実市街地における拡散モデルを検証するた  

めの風洞実験に関する予備的な検討を行った。   

2）予測モデルの検討   

地域・広域汎用モデルの構築と応用に関する検討を  

JCAPグループ及び，米国EPAと共同で行っている。本  

特研で主に利用しているModels－3は，第三世代の大気  

質モデリングシステムである。前年度はモデルインター  

フェースの構築と基礎的なモデル検証作業を行ったが，  

本年度はこのモデルを用いて，中国大陸及び日本を含む  

アジアスケールでの広域大気汚染の予測と観測データと  

の比較を行い，モデルの性能を検証した。また，VOC  

の発生源に関する感度解析を行った。  

〔発 表〕B27，126，127，b118，119，136，137，  

290～293，「25，35  

（2）大気環機中におけるVOCの動態把握に関する研究  

1）環境中のVOC濃度の連続測定   

環境大気中におけるVOCの動態を把握するために独  

自の開発した自動分析システムを用いて，関東地域等に  

おいてフィールド観測を実施した。観測は夏季と冬季に  

実施したが，1999年の夏季は北太平洋の高気圧が北偏  

していたため大気汚染は低濃度で推移したが，モデル検  

証のためのデータセットを得た。冬季においては3日間  
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2．6．7 空中浮遊微粒子（PM2．5）の心肺循環  

系に及ぼす障害作用機序の解明に関する実  

験的研究（初年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・鈴木 明  

響を分析する。  

（2）心血管系の病理組織学的異常の解析   

肺，心臓，血管の変化について光学顕微鏡レベル及び  

電子顕微鏡レベルで病理組織学的検索を行い，病変の同  

定を行う。  

課題2 DEP血管内皮細胞および免疫担当相胞に及ぼ  

す作用機序の解析に関する研究  

（1）DEP（PM2．5）中の成分の過度の薬理学的作用に  

よる心血管系機能異常の解析   

DEPの各化学成分を薬物特性から分画し，それぞれ  

の成分を気管内や静脈に投与し，血圧や心電図異常か  

ら，どのような物質がどのように作用して循環器に影響  

するのか検索する。  

（2）培養細胞系による血管内皮細胞に及ぼすDEPの  

傷害作用の解析   

DEP中には血管の弛緩因子（NO）を合成する酵素  

（NOS）を阻害する物質が存在することが判明してい  

る。また，それらの物質はフリーラジカルや活性酸素を  

生成し，それによって心筋や血管内皮細胞を傷害してい  

ることが考えられる。そこで，DEP中のどのような画  

分が血管内皮細胞を傷害しているのかを調べ，心血管系  

に及ぼす影響評価のための基礎データを得る。  

（3）免疫系に及ぼすDEPの作用機序の検討   

DEP（PM2，5）はフリーラジカルや活性酸素の生成，  

NOS阻害などを介して免疫系にも様々な障害をもたら  

す。本年度は，肺や気道等の組織より単離した肥満細胞  

をDEP中の各化学成分とともに培養し，肥満珊胞の増  

殖能や炎症性サイトカイン産生能，細胞表面抗原発現の  

変動について調べ，DEPの肥満細胞を介した免疫機能  

に及ぼす影響を解析する。  

課題3 ディーゼル排気微粒子（DEP，PM2．5）の心  

肺機能障害の量一反応関係の解析に関する研究   

課題1と課題2の各項目の中で最も影響が顕著で，評  

価指標としても重要な項目について各々量一反応関係の  

データーをそろえて，ヒトの健康に及ぼす影響のリスク  

評価に資する基礎資料を得る。  

環 境 健 康 部：小林隆弘・藤巻秀和・古山昭子  

＋下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕今日，日本をはじめ世界中の大都市部の大気  

汚染は改善の兆しがみられず，特に，浮遊粒子状物質  

（SPM）の汚染は深刻である。このSPM中の大部分を占  

めるDEP（PM2．5粒子）が肺がんヤアレルギー性鼻炎  

を起こすことはよく知られている。また，前の特別研究  

で，DEPが実験動物に気管支のぜん息棟病態を引き起  

こすことを明らかにした。一方，最近になって，粒径が  

2．5FLm以下のSPM，すなわちPM2．5と心疾患によ  

る死亡率との間に非常に高い相関性があることがアメリ  

カやイギリスの多くの疫学研究によって示され，その健  

康影響の重大性がにわかにクローズアップされてきた。  

しかし，この両者間の因果関係の実験的証明はまだなさ  

れておらず，その証明ほこれからの研究にかかってい  

るよ   

そこで本研究では，日本の大都市部のPM2．5の大部  

分を占めるDEPを対象物質として，ディーゼル排気の  

暴露実験と組織培養等を含む血涙抽の実験を組み合わ  

せることにより，その中のどのような物質がどのような  

機序で心血管系に傷害を及ぼしているかを明らかにし，  

これまで疫学的研究によって得られている両者の間の関  

連を実験的に証明し，環境保全のドライビングフォース  

となることを目的とする。  

〔内 容〕  

課題1心電図による心筋及び循環機能異常に関する電  

気生理学的解析に関する基礎的研究  

（1）心電図による心筋および循環機能異常に関する電  

気生理学的解析  

JL、電図は心臓の機能的変化を敏感に反映することがで  

きる。そこで，デイげゼル排気（DE）暴露による心筋  

や循環機能への影響を電気生理学的に明らかにするため  

の基礎資料を収集する。心拍数の経時的変化，異常心電  

図の分析，心電図の波形成分の分析，心筋の電気刺激に  

対する間借等を調べることにより，血管の収縮性，心臓  

全体あるいは心筋の活動性や心筋の興奮性等に及ぼす影  

〔成 果〕  

課題1心電図による心筋及び循環横儒異常に関する電  

気生理学的解析に関する基礎的研究   

心電図による心筋および循環機能異常に関する電気生  

理学的解析では，高脂肪食給餌の7．5カ月間暴露のラッ  
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いうもので，AVブロックは75．53mg／kgで起こり，  

その致死量（LDlOO）はDEP132mg／kgであることが  

判明した。   

培養細胞系による心筋および血管内皮細胞等に及ぼす  

傷害作用の解析において，培養した肺動脈血管内皮細胞，  

数の増加は，DEPの用量に依存して減少し，細胞毒性  

が証明された。その機序の解明のため行った試験で，  

SODおよびカタラーゼを単独あるいは複合して加えた  

DEPの細胞毒性はDEP単独よりも減少したので，スー  

パーオキサイドの関与が推測された。さらに，内皮細胞  

で合成され，血管平滑筋を弛緩させるNOの産生阻害が  

推測された。   

免疫系を介した組織傷害作用の解析では，3mg／m3  

のDEPを7カ月暴露したマウスの肺胞マクロファージ  

はサイトカイン産生，NO産生ともに低下し，DEPが感  

染抵抗性および免疫能を低下させ，感染による組織傷害  

を起こしやすくすることが判印与した。  

トで，心電図のP波の変化から右心房，右心室に負荷が  

高いことが推測され，いわゆる肺動脈高血圧の状態を示  

唆する所見であると考えられた。一九 DEPの静脈内  

投与により，用量に依存した一過性の血圧下降が認めら  

れた。また，DEP投与により，一時的な房茎ブロック  

または断続的な心房性期外収縮および心室性期外収縮が  

出現し，これらの異常心電図は，副交感神経の遮断によ  

り消失した。よって，DEP作用は血圧下降作用および  

心筋の刺激伝導障害を主徴とし，その作用機序には，血  

管への直接作用および自律神経反射を介した間接作用が  

あることが示唆された。さらに，マグヌス法による血管  

標本では，低濃度のDEPは軽い収縮反応を示し，高濃  

度のDEPは強い弛緩反応を示すことが判明した。   

心血管系の痛理組織学的異常の解析では，静脈に  

DEPを投与したラットの肺では，肺胞の毛細血管内に  

は，DEPが多量に認められたが，沈着は認めら咋な  

かった。また，高脂肪食で7．5カ月間暴露したラットの  

心臓血管系の病理標本を現在作成中である。  

課題3 ディーゼル排気微粒子（DEP，PM2．5）の心  

肺機能傷害の畳一反広間係の解析に関する研究   
本課題は，特別研究の期間中に行う予定であるので，  

本年度は資料の収集を行った。   

その他の研究成果として，DEPの内分泌撹乱作用に  

ついて，検討がされた。  

〔発 表〕B39，b－120，145～155，217  

課題2 DEP血管内皮紙胞および免疫担当細胞に及ぼ  

す作用横序の解析に関する研究   

DEP（PM2．5）中の成分の過度の薬理学的作用による  

心血管系機能異常の解析では，DEPをモルモットに静  

脈内投与すると，完全房宣ブロックの後に心停止を起こ  

すことが判明した。心停止は心臓の収縮力が減少すると  
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2．7 開発途上国環境技術共同研究  

2．7．1宮栄養湖沼群の生物群集の変化と生態系  

管軌こ関する研究（最終年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・高村典子・福島路生・  

た。洞庭湖の生物に関しては，魚類組成と漁獲統計以外   

に今まで研究報告がない。一方，武漢市郊外にある東湖  

でも，生物・水質モニタリングを行った。このモニタリ   

ングは，中国科学院水生生物研究所が1970年代から  

行ってきたものをピコプランクトンなど新しい生物項目   

を加え，水質項目を一新して継続した。東湖・洞庭湖両  

湖では，日中共同で魚群探知機による魚類現存量・密度  

調査を8月と11月に行った。  

（2）隔碓氷界を用いた鯉科魚類（ハクレン）の生態系  

影響評価に関する研究   

霞ケ浦に6基の隔離水界を設置し，ハクレンがプラン  

クトン群集構造に与える影響について操作実験を行っ  

た。1996年には，6基の水界にハクレンの密度を段階  

的に変化させて導入し，2回の実験を行い，1997年に  

は，ハクレンの導入と除去の影響をみるため，これらの  

操作の前後2カ月臥 生物と水質のモニタリングを行っ  

た。1998年にほ，ハクレンの有無によって生ずるプラ  

・ンクトン群集の遠いが生態系プロセス（炭素・窒素循  

環）に与える影響を安定同位体を用いて調べた。  

木幡邦男・松重一夫・今井章雄  

生物 圏 環境部：上野隆平  

中国科学院水生生物研究所東湖湖泊生態系絞実験戴  

：謝  平・黄 祥飛・草 根田・  

諸葛 薫い王  健  

中国科学院水生生物研究所  

：梁 彦齢・沈 姐芽・王 士連・  

悦 楽意・楊 宇峰・叶  軍・  

宋 天祥  

客員研究員 3名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕揚子江中下流域を含む東部湿潤地域の淡水湖  

は，中国における仝淡水湖の総面積の42％を占め，そ  

の水資源が地域の経済活動および人間活動を支えてい  

る。しかし，この地域の湖沼は，急激な経済発展と水処  

理技術の立ち遅れから富栄養化が著しく進行した。ま  

た，経済価値の高い草食性魚類を過放養殖したために沿  

岸植物群落が破壊され，植物プランクトンの異常増殖を  

促進した。さらに，ダム建設による魚類の生息環境の分  

断，乱獲に近い漁業のために，生物資源が枯渇し生物多  

様性が失われつつある。そこで，中国の湖沼特性を理解  

し，その自己修復横能や回復力を考慮した持続的利用可  

能な湖沼管理施策が必要である。本研究の主な目的は次  

の2点である。（1）中国揚子江流域の湖沼の水質なら  

びに生物の調査を行い，この地域の湖沼特性を明らかに  

し，人間活動が及ぼす影響を把握する。（2）揚子江中  

下流域にある都市近郊の浅い過栄養湖沼の適切な湖沼管  

理手法のひとつとして，ろ食性魚を用いた湖の生態系管  

理の有効性を隔離水界実験に基づいて検討する。  

〔内 容〕  

（1）揚子江流域湖沼における生物相及び生物現存量に  

関する研究   

洞庭湖の揚子江本流との合流点付近にサンプル地点を  

複数設置し，隔月で水質とプランクトンの調査を行っ  

〔成 果】   

洞庭湖では，ワムシに関して5種類の新種と34種類  

の中国新記録を含める136種類を記録し，原生動物に関  

して13種類の中国新記録を含める145種類を記録，さ  

らに植物プランクトンに関しては3変種と6中国新記録  

を含める416の分類単位（taxa）を記録した。仝リン量  

（TP）は霞ヶ浦と同レベルであったが，仝窒素（rl、N）が  

高い値を示した。クロロフィル針星は極めて低かった。  

東湖のTP，TNの年平均濃度は，日本で最も汚濁が進ん  

でいる手賀沼の約1．6倍もの値を示したが，クロロフィ  

ル〟量はかなり低かった。このクロロフィルα量の低さ  

は，世界の温帯亜熱帯の湖沼と比較しても際だってい  

た。東湖では透明度がクロロフィルd量以外の要因に影  

響されている。これは，揚子江流域特有の底質である粘  

土粒子によるものと考えられた。   

ハクレン・コクレンの漁獲高は70年代初めにわずか  

100kg／ha以下であったが，現在は1000kg／haを越えて  

いる。この間，魚類相の単純化が進み，ハクレンとコク  

レンの密度はほぼ1村1になった。同時に80年代初に  
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殖し，クロロフィル〟の総量では変化がなかった。その  

原因として，①サイズの異なる植物プランクトン同士の  

光と栄養塩をめぐる競合 ②ハクレンによる動物プラン  

クトンの摂食により小型植物プランクトンヘの摂食庄が  

低‾Fすることが考えられた。  

1997年の実験から，ハクレンの導入と除去という相  

反する生物操作に伴う物理化学的要因とプランクトン現  

存量変化をモンテカルロ検定で評価した。その結果，透  

明度，DO，pHなどの物理環境要因や溶存性無機態窒  

素・リン濃度などの化学的要因はハクレンの操作により  

容易に変化し，しかもその変化が，導入と除去で正反対  

になる傾向が強いことがわかった。一方，動植物プラン  

クトンの密度変化は，ハクレン操作の影響を受けるが，  

その反応は物理・化学的要因とは界なり，必ずしも可逆  

的ではなかった。  

〔発 表〕B48，50，51，ヒr164，168，169，218  

優占していたアオコ（〟J〔・肋甲府）は80年代後半にク  

リプト藻とケイ藻に遷移し，さらに枝角類の密度は半減  

し，優占種として加西血Ⅷ混血から〟of〃〟椚fc川rβに  

変わった。また70年～90年代にかけてハクレン・コク  

レンとも魚体の肥満度が増していることがわかった。こ  

のような体型および成長の長期変化が，湖沼生態系の変  

化すなわちプランクトン群集と水質の変化からいかに  

説明されるかを解析した。魚探による現存量の推定の結  

果，湖内での魚類分布と個体数を推定でき，漁獲高と現  

存量との関係を明らかにした。   

ハクレン導入後の動植物プランクトン群集の構造変化  

を，1996年の実験から得られた生物群集の時系列デー  

タの対応分析を行い解析した。その結果，ハクレンは  

捕c和Cy5fi∫，Ar血eⅦ，糸状のラン藻旬〃gわ）・α，蝕）m撼↓椚，  

0∫ビfJJdJor′dなどアオコを形成する大型植物プランクトン  

の抑制に非常に有効であることが判明した。しかし，反  

対にピコプランクトンなど微小な植物プランクトンが増  
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2．7．2 大気エアロゾルの計測手法とその環境影  

響評価手法に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・西川雅高・森 育子＋  

学組成や形態の変質現象が生じる可能性がある。このよ  

うな汚染物質の描そく作用や変質作用まで考えると，黄  

砂エアロゾルが，中国の都市大気汚染を促進あるいは抑  

制のいずれの方向に働くのか未だ客観的な評価がなされ  

ていない。このような黄砂エアロゾルの大きさは，発生  

源に近い内陸部の都市域と北京のような発生源から比較  

的離れた都市域を比較すると粒径分布が異なることが考  

えられる。燃焼過程を経て大気中に放出される人為起源  

系エアロゾルの粒径分布がサブミクロン以下の微小粒子  

として存在していることと比べると，黄砂エアロゾルの  

粒径は，地域ごとに異なり，起源が単純な割には解釈の  

難しい物質と言わざるを得ない。   

本研究は，以下の4サブテーマをたて，それを中国側  

研究者と多年継続研究を行い，中国都市環境保全に寄与  

する成果を得るよう努めている。  

（1）黄砂エアロゾルと人為起源系エアロゾルの混合割  

合が著しく異なる都市域，例えば北京と蘭州における大  

気エア白ゾルの通年モニタリングを行い，それぞれの起  

源別エアロゾルの寄与率を明らか にする。  

（2）黄砂エアロゾルが，酸性ガスとどのように反応し  

変質するかを研究するために，典型的な黄砂エアロゾル  

としての標準物質を作成する。  

（3）黄砂エアロゾルや人為起源物質（特に煤）の発源  

地からの飛来量やルートを特定するために，発生源地特  

有の指標成分を探索する。  

（4）大気エアロゾルと並行して，都市域での降下物を  

モニタリングする。両者の組成や粒径分布にどのような  

対応関係があるのかを調査し，粒径の大きな黄砂エアロ  

ゾルが都市環境に対して汚染の促進あるいは抑制のいず  

れに寄与しているのかを推定する。  

化 学 環 境 部：瀬山春彦・白石不二雄  

大気 圏 環境部：福山 力・内山政弘  

日中友好環境保護センター  

：全  治・秋 一安・黄 業茄・  

股 悪民・陳  岩  

（＊科学技術特別研究員）  

客員研究員 6名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間）平成8～12年（1996～2000年度）  

〔目 的〕中国の大気エアロゾルによる環境汚染は，非  

常に深刻な状況にある。その主要な発生源は，石炭燃焼  

などによる人為由来のものと内陸部の砂漠乾燥地帯から  

発生する砂塵嵐に起因する自然由来のものに大別でき，  

両起源のエアロゾルは，それぞれ，日本の現状に比べる  

と1～2桁程度大気中濃度が高い。人為起源系エアロゾ  

ルと土壌起源系（黄砂）エアロゾルが，高濃度で混ざり  

合った大気汚染は，中国特有のものである。このような  

高濃度エアロゾルと他の大気汚染物質の吸収／放出を伴  

う大気汚染について研究された例がほとんど報告されて  

いないのが現状である。本プロジェクト研究では，人為  

起源系エアロゾルと黄砂エアロゾルが，中国都市大気中  

で他の汚染物質と混ざり合った状態で生じる変質現象や  

ふるまいについて基礎的実験を行うとともに，その実証  

データを得るための多年継続モニタリングを行うことに  

ある。特に我が国や韓国など東アジア地域にも密接に関  

係する黄砂エアロゾルによる大気汚染機構の解明や影響  

評価を把握することを目指してる。本研究の主要な対象  

物質である黄砂エアロゾルは，中国政府の環境問題に関  

する重要研究課題対象物質として採択されている。  

〔内 容〕石炭燃焼を中心とする人為汚染系エアロゾル  

は，燃焼過程に伴って発生する元素状炭素（煤）が主成  

分である。その元素状炭素に付着して多くの炭化水素類  

がエアロゾルとして大気中を浮遊する。一方，黄砂エア  

ロゾルによる大気汚染は，北京では晩冬から春にかけて  

最もひどい状態であるが，内陸部ではその他の季節も含  

め，1年中無視できない。黄砂エアロゾルは，その風送  

過程で，人為由来の酸性ガス成分を表面挿そくすること  

が知られており，その結果として，黄砂エアロゾルの化  

〔成 果〕   

本年度は，北京と銀川，蘭州に降下する黄砂エアロゾ  

ルの長期モニタリングの継続と主たる人為起源系成分で  

ある元素状炭素（煤）と有機系炭素成分の分析を継続し  

て行った。新たに，黄砂が飛来しない成都をバックグラ  

ウンド都市としてモニタリングに加えた。それら4都市  

における乾性降下物のモニタリングも継続して行らてお  

り，次年度には各都市へのエアロゾル年間負荷量が求め  

られることと期待される。また，黄砂の発源地の一つで  

あるタクラマカン砂漠での発生機構調査も行った。世界  

初の黄砂エアロゾル標準物質を使って，黄砂エアロゾル  
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地の一つである。4／22に砂漠北方で発生した砂塵暴が  

1日後に砂漠南緯に達した。その粒径は約60／∠mと砂  

漠表層砂の130／‘mよりも小さかったが，黄土地帯堆積  

粒子の20～40／∠mよりも大きかった。  

と酸性雨との反応機構に関する室内実験も行った。  

（1）大気エアロゾルの長期モニタリング   

中国3カ所（北京，蘭州，銀川）の大気エアロゾルの  

モニタリングにおいて，本年度に生じた砂塵嵐は，3月  

以降数回あった。この土壌起源系ダストが，黄砂エアロ  

ゾルとして日本にまで長距離輸送されたものが4月に1  

回確認できた。成都の大気エアロゾル試料は，年間を通  

して黄砂の寄与がほとんどないことも確認された。黄砂  

エアロゾルの起源推定に利用可能な化学成分は炭酸塩炭  

素であり，人為起源物質の指標元素は煤であることを明  

らかにし，これを指標として寄与率の解明を進めてい  

る。  

（4）大気エアロゾル中の化学成分と影響評価   

北京，銀川，蘭州の大気エアロゾル中の無機化学成分  

と有機化学成分の測定結果と，発光細菌遺伝毒性試験に  

よる遺伝毒性評価との相関関係を調べた。いずれの都市  

も暖房期に遺伝毒性が強く現れた。無機化学成分よりも  

多環芳香族類の濃度変動と良い相関関係が認められた。  

（5）黄砂エアロゾルによる酸性雨中和機構   

昨年完成した人工黄砂エアロゾル（CJ－2）とつくば  

市で捕集した降水（pH5．0）を使って，黄砂エアロゾ  

ルの酸性雨中和実験を行った。10mmの降雨中に1g／m2  

の黄砂エアロゾルが取り込まれたとした場合pH6に，  

5g／m2が取り込まれたとするとpH7．4にまで上がるこ  

とが検証された。中和反応に寄与した鉱物種は，黄砂エ  

アロゾル中に5～10％含有しているカルサイトである  

ことがわかった。  

〔発 表〕B－61，62，b183、187，190～197，  

230～233，d－27，ト7，104  

（2）乾性降下物の長期モニタリング   

北京，銀川，蘭州，成都の乾性降下物調査（15日間  

捕集，2回／月）を行った結果，銀川，蘭州は，年間を  

通して黄土色の降下物が多く，北京は黒色と暗褐色の降  

‾F軌成都は黒色の降下物が多く捕集さ．れた。その化学  

成分について現在分析中である。  

（3）タクラマカン砂漠調査   

4月にタクラマカン砂漠調査を行った。タクラマカン  

砂漠は，中国最大の砂漠であり，黄砂エアロゾルの発源  
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2．8 重点共同研究  

2．8．1流域環境管理に関する国際共同研究  

〔担当者〕  

水土壌国環境部二渡辺正孝・大坪匡川頁・村上正吾・  

理を可能にする流域環境手法の開発を目的としている。  

〔内 容〕本年度の研究計画に基づき，以‾Fの研究を推  

進した。  

（1）長江流域環境情報のデータベース化   

環境地理情報として長江流域の洞庭湖とハン陽湖の湖  

底地形数値モデルの作成を行った。また，長江全流域を  

対象として，水文・気象観測値のデータベース化を  

1987，1988年の2年間について行った。  

（2）長江中下流域における降雨流山モデルに関する研究   

宜昌から南京に至る長江中下流域全体を対象として，  

降雨流出モデルを適用し，水流出・流下過程についての  

再現計算とその検証を行った。  

（3）流域モデルの応答特性の人力降雨特性への依存性   

長江上流域最大の支川である嘉陵江流域を対象とし  

て，日観測陣水量を基に推定された面積降水量を入力値  

として，降雨流出モデルの応答特性を検討した。  

（4）長江における水質・生態系調査  

1999年10月18～30日にかけて，重慶一上海間を約  

50～100kmの間隔で縦断調査を行い，河川中央表層で  

の採水（41地点）を行った。また，洞庭i札 ハン陽湖  

では底質調査を行った。13c安定同位体を用いた光合成  

及びバクテリア経由の炭素移送測定を5カ所で行った。  

井上隆信・牧 秀明卜  

高松武次即・越川昌美・  

林 誠二・内Ll」裕夫・徐 開欽・  

越川 海  

生物圏環境部：渡逓 信・広木幹也・河地正伸  

社会環境システム部：田村正行  

地球環境研究センター：山形与志樹  

共同研究機関  

中国水利部長江水利委員会：Prof．WENGLida  

Prof＿XIUZHENZhang  

Prof．LIAntian  

中国科学院遥感応用研究所：Prof．LIUJiyuan  

Dr．ZHUANGDatbng  

Dr，WUQiuhua  
中国水利部・交通部・電力工業部 南京水利科学研究院  

：Dr．DOUXiping  

中匡】科学院植物研究所生態センター  

：Dr．WANGQuan  

米国マサチューセッツ工科大学  

：Pr・Of二Al〕AMUS Eric  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成8、12年度（1996～2（煩）年度）  

〔目 的〕近年の長江流域の社会経済活働の目覚ましい  

発展は，水資源・エネルギー開発を希求するとともに，  

産業構造変化に伴う土地利用形態の変化，都市部への人  

口集中等の硯象は流域内での水循環に大きく影響を与  

え，汚濁物質や有害物質の生産・排√H負荷量を著しく増  

大させるため，水質汚濁，塩害や酸性雨による土壌劣  

化，風食・水食による土壌流失，洪水，潅がい用水・飲  

料水不足等々の流域の持続的発展を妨げる要因が顕在化  

しつつある。また，長江流域からの排出負荷は必然的に  

東シナ海の海洋生態系に大きな影響をもたらすため，そ  

の正確な算克と適切な管理が必要とされている。本研究  

は中国関連研究機関との共同により，水界・陸上生態系  

に影響を与える物質循環の全体像の理解を進め，水・物  

質・エネルギーの効率的な配分と生態系機能の適切な管  

〔成 果〕  

（1）長江流域環境情報のデータベース化   

長江流域洞庭湖及びハン陽湖の湖底地形数値モデル  

（空間解像度50m）の作成を，地理情報システム上で  

行った。また，1987，1988年の2年間について長江全  

流域における気象・水文観測値のデータベース化を行っ  

た。対象とした項目（観測点数）は日降水量（4375地  

克），日可能蒸発量（267地点），河川日平均流量（808  

地点），河川日平均含砂量（314地点）である。  

（2）長江中下流域における降雨流出モデルに関する研究   

長江中下流域を構成する長江本川周辺域と洞庭潮流  

域，漠江流域，ハン陽潮流域を個別に計算の後，長江中  

下流域全域での流出計算を行った。境界条件の上流例の  

流入河川流星は，上流域の下流端（宜昌）の計算結果を  

使用した。最下流の流量観測所である大通（河口部より   
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年を対象として降雨流出モデルを嘉陵江流域へ適用し，  

流出パラメータの設定と水・土砂流出再現計算を実施し  

た（図1，2）。また，降水量データとして別途GCM再  

解析値を用い，同じ流出パラメータ設定で再現計算を実  

施し，異なる降水量データによる流出パターンの遠いを  

検討した。得られた計算結果から，観測降水量を基にし  

た分布雨量を用いた場合，GCM再解析値に比べ水・土  

砂流出の経時変化についてともに高い再現性を示した。  

また，流出ピーク高についても今回算定した降水量デー  

タにより，特に夏季について著しい再現性の向上が示さ  

れた。観測値のピーク高とは若干差異はあるが，観測値  

が一日一回程度の離散的な観測から得られたものである  
ことを考慮すると，流出ピーク高の再現性も日平均の応  

答として妥当であると言え，流域スケールでの年間を通  

じた流出応答特性に関するモデルの妥当性が確認され  

た。  

約550km上流）での計算結果は，上流域も含めた長江  

流域全体からの応答としての水流出量計算値は高い再現  

性を示し，上流域に代表される起伏に富んだ地形特性を  

有する流域形態のみならず，中‾F流域の主体である低平  

地常に対しても水流出・流下過程に関するモデルの妥当  

性が確認された。各支川流域についても計算結果は，洞  

庭湖水系での夏季の再現性が低いことを除き，各流域と  

も妥当な再現性を示した。  

（3）流域モデルの応答特性の入力降雨特性への依存性  

1）観測降水量を基にした面積雨量の算定   

前年度行った長江上流域へのモデルの適用結果は，四  

川省を中心とした夏季に降水量が著しく多い地域での水  

及び土砂流出の再現性が低いことを示した。その原因と  

して，入力データであるGCM再解析値を基にした降水  

量の時空間分布精度の低いことが示唆された。そこで，  

長江上流域最大の支川流域である嘉陵江流域を対象とし  

て，1987年の流域内の431地点における日降水量観測  

値を用い，kriging法によって約50kmメッシュでの面  

積分布雨量の算定を行った。次いで，求めた分布量デー  

タに嘉陵江流域の各サブ集水域（合計29個）を，地理  

情報システム上で重ね合わせて各サブ集水域毎の日降水  

量データを算出した。さらに，前年度GCM再解析値を  

基に算定した各サブ集水域ごとの臼降水量データとの比  

較から，観測値を基に作成された降水量データは？  

GCMを基にしたものに対して夏季の日最大降雨強度  

（mm／day）について最大で4．9倍の値となる結果を得  

た。   

2）嘉陵江流域を対象とした水・土砂流出再現計算   

上記の分布桶屋算定値を入力データとして用い，1987  

（4）長江における水質・生態系調査   

生態系調査を除いて，2回の調査結果はほぼ同じ傾向  

が認められた。13c安定同位体を用いた実験結果よ  

り，1999年の上流域における光合成及びバクテリア経  

由炭素移送は，1998年に比べて一桁高い値を示した。  

一方，上海より約30km上流の劉河においては，前年結  

果に比べて，光合成経由が約10倍，バクテリア経由に  

おいては約100倍が観測された。上海港から長江に放出  

される多量の汚濁負荷が潮汐の影響により劉河に到達し  

ていることが推定され，バクテリア経由を中心としたエ  

ネルギーフローが優占する生態系となっていることが推  

測された。  
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図21987年嘉陵江流域を対象とした土砂流出再現計  

算結果（地点：北陪）：入力用降水量データ（観測  

降水量とGCM再解析値）の比較検討  
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図11987年嘉陵江流域を対象とした水流出再現計算  

結果（地点：北陪）：入力用降水量データ（観測降  

水量とGCM再解析値）の比較検討  
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2．8．2 干潟等湿地生態系の管理に関する国際共  

同研究  

〔担当者〕  

生物圏環境部：埋塗 

佐竹 潔・野原精一・上野隆平・  

矢部 徹・笠井文絵  

地域環境研究グループ：木幡邦男・樋渡武彦・高村典子・  

福島絡生  

社会環境システム部：山形与志樹  

水土壌圏環境部：村上正吾・林 誠二  

客員研究員 7名，共同研究員1名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成10～14年虔（1998、2〔氾2年度）  

（目 的〕干潟等湿地生態系は鳥類の生息地，越冬地あ  

るいは中継地として国際的にも重要な生態系であるとと  

もに，独特の生物相を有し，生物多様性に富む生態系で  

ある。しかしながら，人間の開発行為は湿地生態系に大  

きなダメージを与えてきたことから，1975年には国際  

的に重要な湿地及びその動植物の保全を進め，湿地の賢  

明な利用を進めることを目的にラムサール条約が締結さ  

れた。このような湿地生態系を保全し，持続的利用のた  

めに維持管理していくために，欧米でほ湿地生態系の実  

態調査研究での知見に基づく評価手法にしたがって，湿  

地生態系ミティゲーションのためのプロジェクトが実施  

されている。しかし，このような評価手法は地域性が強  

く，我が国を含む束アジア地域の干潟，湿地に関しては  

未だに適切な評価手法が確立していない。そこで本研究  

では，東アジア地域における干潟・湿地の実態調査研究  

に基づいて，干潟・湿地生態系の適切な総合評価手法を  

確立することを目的としている。  

〔内 容〕本研究では，ロシア，中軌 アメリカおよぴ  

オランダとの共同で渥地生態系の基本的特性と生物種の  

存続機構を解明し，これにより得られた知見を基に生態  

系機能評価モデルにより日本の代表的な湿地生態系にお  

いて生産，分解機能等の評価を行う。また，米国におい  

て湿地生態系の評価に用いられているHGMモデルを，  

日本，中国およびロシアの湿地に適用し，東アジアの地  

域性を加味した新生態系総合評価モデルを開発する。   

すなわち，ロシア，中国のアムール・ウスリ川流域湿  

地（特に三江平原の湿風水田）一九州地方の湿地（水田，  

干潟）と日本の代表的湿原である北海道東部の湿原・手  

潟，尾瀬ケ原，東京湾岸の干潟などを調査研究フィール  

ドとし，以下のサブ課題に沿って研究を実施する。  

（1）干潟等湿地生態系の特性と生物種の存続横柄に関   

する研究  

（2）湿地生態系の変動予測と管理計画の構築に関する研究  

〔成 果〕  

（1）干潟等湿地生態系の特性と生物種の存続楔構に関  

する研究  

1）干潟の浄化機能   

干潟の削ヒ機能における底生生物（アサーj・ゴカイ）  

の役割を明らかにするために室内実験を行った。水質汚  

濁生物として赤潮の原因であるスケレトネマを用いた。  

ゴカイとアサリの混合系ではスケレトネマの除去能は高  

く，24時間で94％以上減少した。また，干潟の水質浄  

化能における経済的評価を行った。CODを基準とした  

干潟1ha当たりの経済的価値は盤洲干潟で1億円，≡  

番轍0，6億円，¶色干潟1億円ヒ算出された。干潟の生  

物のためだけでなく，人間にとって存在価値はきわめて  

高いことがわかった。   

2）有機物分解酵素活性   

干潟生態系における有機物分解酵素活性についての基  

礎的知見を得ることを目的として，生物体を構成する主  

要な有機物の分解に関与する2種類の酵素活性につい  

て，全国13地点の干潟での変動を調べた。セルラーゼ  

活性は0．002、0．03FLmOl／wetg／hr，b一アセナルグル  

コサミニダpゼ活性は0．01～0．14FLmOl／wetg／hrの間  

にあり，いずれの酵素活性も，低い地点と高い地点の間  

では10倍以上の差があった。二つの酵素活性の間には  

相関が高く，有機物含量（灼熱損量）の大きな地点では  

これらの酵素活性が高い傾向にあった。  

（2）湿地生態系の変動予測と管理計画の梢築に関する研究   

干潟・湿地生態系を理解し，環境アセスメントを実行  

する上で必要な生態系区分・類型化を行い，水文地質学  

的な基準から3つのサブクラスを作った。本年度は干潟  

生態系について評価手法に必要なデータを採取した。環  

l 境アセスメントの際の比較対照となる対照基準地として  

国内の亜寒帯：北海道3カ所（春国岱，風蓮軌琵琶磯  

川河口），温帯：東京湾3カ所（西三番瀬，谷津干潟，富  

津海岸），伊勢湾2カ所（藤前干潟，南知多奥田海岸），  

有明海2カ所（田古里川河口，七浦海岸），亜熱帯：沖縄  

県3カ所（網張干潟，古見干潟，干立海岸）の13カ所  
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その結果，有明海の泥干潟より砂干潟の方が藻類の現存  

畳も大きく，藻類の光合成活性も高かった。干潟は一次  

生産の卓越する系（砂干潟）と主に有機物を分解する系  

（泥干潟）とに大別できた。   

3）多様性維持機能  

（∋微細藻類   

固定サンプル及び予備培養処理サンプルの観察から，  

調査地13地点において，これまでに総計184種の微細  

藻類の存在を確認した。このうちケイ藻は158種で全体  

の85％に達した。地域ごとに比較すると，亜熱帯域の  

地点では，ブラシノ藻，ハプト藻などケイ藻以外の微細  

藻の種数が比較的多く，高緯度になるに従ってケイ藻類  

の占める割合が高くなる傾向を示した。干潟環境の基  

礎生産者としてケイ藻は重要な生物群といえる。   

⑦底生生物   

種数が多い場所ほど過重量も高いという統計上有意な  

正の相関があり，そのような場所に多様な生物が数多く  

存在している傾向があった。   

種数や湿重量の多い場所は砂質干潟であり，これは砂  

質環境で環境の不均一性が高いためであると推測され  

た。種数と個体数の情報や種数と過重豊から算出される  

多様度指数では，必ずしも干潟の生物多様性が評価され  

るとは考えられなかった。   

4）脱窒機能   

土壌コアサンプルをアセチレンで阻害して，N20ガ  

ス生成速度を測定した。   

5）栄養塩類の貯蔵及び無機化機能   

土壌コアサンプルの埋設実験から栄養塩の無機化量を  

推定した。その結果，有機物含有量の高い干潟や栄養塩  

の存在量が高い干潟ほど窒素とリンの無機化速度が大き  

いことが分かった。   

6）有機物分解機能   

底泥中に綿布を埋設し4週間後の重量減少から分解速  

度を得たところ，有明海の七浦干潟が最大であった。つ  

いで有明海と束京湾の干潟において分解速度が大きかった。   

7）干潟評価モデル   

参照基準地からのデータから各機能の最大値を求め，  

その値を1として新評価モデ）L／（略称，JHGMモデル）  

の0～1までの数値として表した。生産・分解・生物多  

様性・脱窒能・栄養塩の保持と無機化という5つの干潟  

生態系の機能を焦点に評価軸を作成した。  

〔発 表〕H11～13，h－9～11，13，14，18  

を選定した。   

干潟は地形的特徴から分類すると，前浜干潟，潟潮干  

乳 河口域干潟に，底質を基準にすると，泥質干潟，砂  

質干潟，砂質にれきが混在する干潟などに分類できる。  

そのl－まか水の供給様式などもあわせて13調査地点の分  

類を行った。  

1）干潟の一般特性   

干潟底質の物理性は深度30cm程度まで均一牲が高い  

ものの，好気層が0～10cm以内の深度に存在してい  

た。13干潟の底質は，有明海の2干潟にみられるよう  

な ①含泥率70％以上の泥干潟と，それ以外の ②含  

泥率25％以下の砂質干潟に分類された。底質流動性の  

結果ほとんどの干潟では1日0．5mm以下の変動しか  

見られず，干潟の底質は物理的撹乱を受けにくいことが  

示唆された。いっぼう有明海の2干潟および干立干潟で  

は1日1mm以上の変動が見られた。泥干潟および砂質  

干潟でも前浜干潟であれば底質が流動し易いことがわ  

かった。有明海の2干潟における合泥率の高さは有機物  

含有量の高さ（10％以上）に起因することがわかった。  

北海道の琵琶瀬川河口干潟は未分解のピートの上に砂質  

干潟が成立しており，有機物含有量が高かった。   

各干潟の平均可給態リ ン含量は0．62～200．25  

mg／kg。可給態リンと全リンとの間に明瞭な関係は認め  

られなかった。網張，干立，田古里川，七浦の干潟では  

結合力の強いもしくは結【馴ヒしている（鉱物に由来して  

いる）リンが優占し，藤前干掛二間しては結合力の比較  

的弱いリンが多い（しかし間隙水中のリン含量は多くな  

い）と考えられた。可給怒リンと粒度との間には関係性  

が認められなかった。仝アルミおよび全鉄と可給態リン  

との関係を見ると，藤前（リンが過剰），田古里川∴七  

浦（アルミおよび鉄が過剰）を除くと正の相関が認めら  

れた。有機炭素と可給態リンとの間には関係が認められ  

なかった。各干潟の平均仝リン含量は81～715mg／kg  

であった。リン保持に関係する因子としてpH，アルミ，  

鉄，カルシウム，炭素および粒度分布を検討したとこ  

ろ，全アルミ：仝リン及び仝鉄：全リンは正の相関が認  

められた。これに対し，有機炭素：仝リンは正の相関で  

AlやFeよりも決定係数が高かった。   

2）一次生産機能   

干潟表層の藻類現存量をクロロフィル8量で比較し  

た。表層0～1cmの干潟底質の光合成活性をクロロ  

フィル蛍光と13cの取り込み活性を実験室で測定した。  
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2．9 革新的環境監視計測技術先導研究  

2．9．1大気有害化学物質監視用自動連続多成分  

同時計測センサー技術の開発に関する研究   

（最終年度）  

【担当者〕  

化 学 環 境 部：中杉修身・相馬悠子・横内陽子・  

転条件の検討，膨大な測定データの処理と精度管理を行  

うための支援システムの基本設計などを行ってきた。本  

年度は，現在用いられている手分析法（標準的分析法）  

との一致性の検討ご データ処理支援システムの作成とそ  

の精度管理条件の検討，市販標準ガスのない成分への拡  

張性検討等を行った。   

また前年度から，自動GC／MSで測定が難しく，優先  

取組物質にも挙げられているアルデヒド類の自動計測法  

として，サンプル自動前処理装置付きガスクロマトグラ  

フを用いてDNPH合浸シ1）カカート1）ッジ調製→大気  

補集→摘出→GC／NPI）分析を自動で行う方法を検討し  

てきた。本年度は，ブランクの低減を中心に分析法の改  

良を行い，実用化を図った。  

白石寛明  

地域環境研究グループ：森出昌敏・田逢 潔  

∴下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9～11年度．（1997～1999年度）  

〔目 的〕大気汚染防止法の改正によって有害大気汚染  

物質に関する汚染・暴露の実態把握とリスクアセスメン  

トに基づく対策が体系的に開始された。大気中からはこ  

れまで数千に上る化学物質が検出されているが，毒性等  

の既存の知見に基づいて234の有害大気汚染物質に該当  

する可能性のある物質（候補物質）が選び出され，プラ  

イオリティーが高いと判断された22が優先取組物質，  

直ちに何らかの対策が必要と判断された4つが指定物質  

とされ，モニタリング，排出抑制などが行われることに  

なった。優先取組物質（指定物質を含む）については地  

方自治体を中心としたモニタリング体制がしかれ，定量  

的リスクアセスメントに耐えるデータの収集が開始され  

たが，国がモニタリングを担当する候補物質について  

は，その物質数の多さ，多様さ及び測定法の不備などの  

問題に直面している。また，優先取組物質のモニタリン  

グにおいても，現行の手分析法による間欠的なモニタリ  

ングは，測定値の代表性が不確実である，労力・手間な  

どの負担が大きいなどの問題を抱えている。   

そこで本研究では，より多くの有害大気汚染物質を自  

動連続モニタリングする技術を開発し，①労力・手間の  

かからないモニタリング（む連続モニタリングによる汚  

染の詳細の把握に基づく現行モニタリングの信頼性の評  

価とより一層の最適化（参より多くの有害大気汚染物質  

に関するデータの収集などを実現し，有害大気汚染物質  

対策に資することを目的とする。  

〔内 容〕前年度まで，揮発性及び半揮発性有害大気汚  

染物質の自動連続多成分同時計測を目指して（匝1設局へ  

の配備を念頭に），キャニスター補集→GC／MS分析に  

基づく装置（自動GC／MS）を作製し，その基本性能の  

確認とフィールド試験，それらに基づく装置の改良や運  

〔成 果〕   

自動GC／MSによる有害大気汚染物質のモニタリング  

は，数十ppt一致十ppbレベルで大気中に存在する45  

の測定対象成分の経時的・橙日的な変動を的確に把握し  

うることが，前年度までのフィールド試験等で実証され  

てしミる。しかし，有害大気汚染物質のモニタリングで  

は，その技術的困難さから本格的な精度管理が導入され  

ており，これまでの自動機器のようにデータを出すだけ  

では測定ニーズに答えられない。   

そこでまず，現在広く用いられている手分析法と並行  

測定を行って，良好な一致が得られることを確認した。  

さらに，自動GC／MSによるモニタリングにおいても  

個々の測定データの信頼性を保証する必要があるため，  

チェック・管理をモニタリング中あるいはデータ収集後  

に行うシステムを作成した。これまで短期フィールド試  

験でも，得られる膨大なデータの処理と精度管酎乍業の  

負担が極めて大きかったが（1日8測定するとデータ処  

理と精度チェックに1日かかる），当該システムによっ  

て，定量下限を大きく上回る主要成分はほほ全自動で，  

低濃度の多成分を対象とする場合でも従来の半分痙度の  

手間で精度管理を含むデータ処理を行い得るようになっ  

た。   

この精度管理の検討過程で，データの変動が大きい  

ケースが見いだされ，装置の流路ごとの圧力を厳密に管  

理する，より水分保持の少ない濃縮管を採用するなどの   
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改良を加え，測定の信頼性をさらに向上させた。低濃度  

成分についてのデータ処理や精度管理についても高濃度  

成分並の自動化が望まれるが，低濃度でのクロマト積分  

の倍額性が確保できず，分析機器の設計や基本ソフトに  

関するメーカーレベルでの検討も必要であることが判明  

した。   

自動CC／MSの検討は，これまで市販標準ガスのある  

45成分（優先取組物質10，候補物質29，TO14物質  

6）について行ってきたが，手分析法を含めてキャニス  

ター法は拡張性に富んでいるため，拡張適用ができそう  

な物質49（候補物質37，その他12）を選んでキャニス  

ターでの保存性，標準作成と定量下限，検量線の測定を  

試みた。一その結果38物質（候補物質26，その他12）に  

ついて拡張可能であることがわかった。試験的に測定し  

た大気中から31物質が検出され，その濃度レベルは数  

十ppt～数十ppbであった。今後，これら物質のボンベ  

詰め標準ガスの開発がなされ，市販されるようになるこ  

とが望まれる。   

サンプル自動前処理装置付きガスクロマトグラフを用  

いたアルデヒド類の自動分析法は，特にブランクの低減  

が課題とされていた。シリカカートリッジのDHPH溶  

液による事前洗浄，試料濃縮用窒素ガスのDNPHカー  

ト による精製．不純物の少ないDNPHの使用な  

どによってブランクの大幅低減と定量下限の改善を実現  

し，強力チオン交換前処理の省略による操作性の向上な  

どとあわせて，その実用化を図った。   

本研究では，有害大気汚染物質モニタリングの自動化  

についてかなりの成果を＿とげることができた。匡】設局へ  

の配備が決まった自動GC／MSをはじめ，開発された装  

置・手法の今後の利用による知見の集積が期待される。  

また，さらに優れた装置や手法の開発・改良も期待され  

る。  

〔発 表〕B－117，ヒr136，137，173，174，d56  
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2．10 環境修復技術開発研究  

2．10．1海域の油汚染に対する環境修復のため  

のバイオレメディエーション技術と生態  

系影響評価手法の開発  

〔担当者〕  

水土塊圏環境部：渡辺正孝・内山裕夫・越川 海・  

定同位体分析を応用して重油の微生物分解量を定量する  

手法の開発を行った。  

（2）底質を含む簡易モデル生態系（マイクロコズム）  

による重油分解と生態系影響評価手法の開発   

干潟底生動物としてゴカイ，細菌よりなるモデルマイ  

クロコズムを作成し，重油のゴカイの生存および捕食能  

に対する影響，およびゴカイと共存するバクテリアヘの  

影響についての解析評価を行った。  

（j）汚染現場生態系（．メソコズム）における重油の自  

然分解とバイオレメディエーションによる効果の総  

合評価   

兵庫県香住町海岸において栄養塩を散布し，土着細菌  

によるバイオステイミュレーションを行い，重油各成分  

の変動により分解反応を評価した。また，甲殻類のヨコ  

エビを用いた安全性評価も検討した。さらに，栄養塩添  

加が土着細菌群集構造に与える影響を評価するため，分′  

子生物学的手法を用いて解析を行った。  

牧 秀明  

地域環境研究グループ：木幡邦男・樋渡武彦・稲森悠平・  

水落元之  

生物 圏 環境部：渡過 信・野原精一・矢部 徹  

共同研究機閲  

兵庫県公害研究所：古城方和  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成10～15年度（1998～2003年度）  

〔目 的〕平成9年のナホトカ号沌流出事故は，我が国  

周辺海域における水産資源への被害のみならず，海岸部  

の貴重な生態系及び景観にも重大な影響をもたらし，こ  

のような被害は今後も生じる可能性がある。環境庁で  

は，油漂着海岸における栄養剤散布による土着性分解微  

生物を用いた浄化技術に関して環境影響及び有効性の両  

面から調査を行った。海外でほ数例のバイオレメディ  

エーション実施例があるが，現場状況により浄化効果が  

左右される。また，生態系に対する安全性の問題が解決  

されていない。それ故，生態系への影響評価についてモ  

デル生態系による評価解析と現場における実際の生態系  

に及ぼす影響評価解析を行うことが重要である。適正な  

バイオレメディエーション技術の確立のためには，有効  

性，安全性についての問題を解決することが不可欠であ  

る。本研究では．油汚染により損傷をうけた海域の環境  

修復を図るために，有効なバイオレメディエーション技  

術の開発ならびに生態系影響評価手法の開発を行う。  

〔内 容〕本年度は研究計画書に記載された課題のうち  

以下の研究を遂行した。  

（1）バイオレメディエーションを活用した重油分解の  

高度化技術の開発   

海水中に広く分布し石油分解時に優占化する  

Ak即痛心／以属細菌を増殖させ，アルカン分解能を促進さ  

せるための至適栄養塩濃度条件を検討した。また，人工  

干潟装置を用いてバイオステイミュレーション用の緩効  

（徐放）性合成窒素肥料の特性を評価するとともに，安  

〔成 果〕■  

（1）バイオレメディエーションを活用した重浪分解の  

高度化技術の開発  

1）油分解菌による重油分解促進のための栄養塩添加  

の効果と栄養塩の濃度，N／P比変化における重油  

の分解に及ぼす影響評価   

AJcα〝血w属アルカン分解菌の増殖，および重油分解  

活性発現に必要な栄養塩添加濃度等を明らかにした。  

Hale人工海水を三角フラスコに分注し各種条件で検討  

した。ノIJcd〃ルpJⅥ∫STTl株の増殖率はいずれの栄養塩  

濃度下でも同様であったが，アルカンは窒素濃度が  

10mg／～以上では7日目で90％以上，飽和分は栄養塩濃  

度の高い順に早く減少した。また，リン濃度が高いほど  

分解速度が高まり，1mg／～以上では7日間で約95％分  

解した。以上より，Ak甜紺化肌㍑STTl株の最大比増殖  

速度は1．57×1ぴ／日，半飽和定数は12．2mg／Jであ  

り，重油分解を促進させ，かつ海水残存濃度をできるだ  

け軽減させる窒素，リン濃度は，それぞれ10mg／J，1  

mg／JでN／P比は10であった。   
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科の添加がむしろ分解を阻害する傾向がみられた。燃料  

用重油については，沖合設置区では肥料を添加しても顕  

著な効果は認められなかった。潮感帯では当初，肥料添  

加区の方が非添加区よりも分解が遅れていたが，最終分  

解率は肥料添加区の方が高かった。以上より供試墓油の  

種類，分解実験場所により，肥料添加効果が異なった。  

細菌群集構造変化を分子生物学的手法で解析した結果，  

肥料添加区・非添加区ともにほぼl司様の傾向が観察され  

た。これより，添加した栄養塩量は細菌群集構造を変化  

させるのに十分な濃度ではなかったことが考えられた。   

2）野外試験区における安全性評価法の検討   

重油分解を行わせたアクリル容器内の海水について，  

ジクロロメタン抽出物の薄相クロマトグラフィー  

（「rLC）分析と，ヨコエビ類く甲殻類）を用いた急性毒  

性試験を行った。TLC分析では極性画分のみ検出され，  

その濃度は各重油分解実験装置内部，周辺域の海水問で  

有意な差は見られなかった。以上より，重油の溶出，肥  

料の添加はヨコエビの生残に影響を及ぼさないことが示  

された。   

3）栄養塩散布の微生物生態系に及ぼす影響評価手法  

の確立   

自然界に存在する細菌の多くは培養が困難であるた  

め，前年度はPCRを用いたDGGE（変性剤濃度勾配ゲル  

電気泳動）法による解析を行った。しかし，本法では細  

菌群集構造の種レベルでの解析は困難なため，本年度は  

16SrDNAライブラ1）－を作成し各クロ．ンの塩基配列  

決定による解析手法を併用し，細菌群集構造変化を解明  

した。佐古谷海岸試験現場で得られた－・般細菌16S  

rDNAのほぼ全長をPCRで増幅した後，16SrDNAク  

ローンライブラリーを構築し，1調査地点につき約50  

クローンの部分塩基配列そ決定して解析した。PCR－  

DGGE法とクローンライブラリーに基づく解析結果は  

良く一一致し，栄養剤散布期間中は散布区と対照区の細菌  

群集構造は著しく異なっていたが，散布終了3カ月後は  

類似し，回復することが示された。両手法の併用によ  

り，微生物群集構造の変化を正確に把握できることが明  

らかとなり，また，主成分分析等の統計的解析を加える  

ことにより，構造変化がより明確にされることがわかっ  

た。  

〔発 表〕B－35，b－23，72，133，134，g－15，30，44  

2）油濁干潟装置を用いたバイオレメディエーション  

の有効性の検討及び環境への汚濁負荷に関する研究   

穏効性肥料（1BDU，CDU，ホルム尿素）散布の油  

解促進効果考，潮汐を再現した室内模擬渦濁干潟装置を  

用いてCO2放出速度と同位体比から検討した。また排  

出海水の化学分析を行い肥料成分の流出等について検討  

した。CO2放出量は，IBDU＞ホルム尿素＞CDU＞対  

照系の順であった。CO2の安定同位体比の収支から油  

分解量の評価を試みたが，いずれの肥料も抽と類似した  

炭素同位体比であり抽由来のCO2評価には至らなかっ  

た。また排出海水には高濃度の有機炭素・窒素が含まれ  

ており，施肥肥料がそのまま溶出していたことが示され  

た。3種の肥料中，最も溶出が遅く持続性がある肥料は  

IBDUであった。さらにIBDU系の溶存酸素濃度は他系  

よりも低〈，したがって微生物にとって最適な増殖条件  

を維持できたと考えられた。  

（2）底質を含む簡易モデル生態系（マイクロコズム）  

による油分解と生態系影響評価手法の開発   

ゴカイ，細菌よりなるマイクロコズムにナホトカ号の  

船首部分抜き取りC重油を各種濃度で添加した結果，ゴ  

カイ単独系では急性毒性より巣穴形成や呼吸阻害等の物  

理的影響が大きく，半数致死量は71mg／cm3で，1～  

10mg／cm3では通常摂食量の1／6、2／3に減少する  

が，12日間で通常量に回復した。また，細菌とゴカイ  

の共存系では細菌の増殖も活発となり，重油分解率も高  

まった。なお，ゴカイが重油による影響を受けず生存し  

続けた系においては，水質への影響はみられなかった。  

（3）兵庫県香住町佐古谷海岸におけるバイオレメディ   

エーション実証試験  

1）重油の分解評価   

本年度は，①実験装置として透水性アクリル容器 ②  

重油分解菌活性化のために農業用緩効性肥料 ③伐試重  

油としてナホトカ号由来のもののほかに燃料用重油と海  

砂の混合したものを使用し，実験装置は潮感帯と沖合に  

設置した。試験は平成11年の7～10月の約3カ月間  

行った。すべての試験区において，アルカン等の個別の  

化合物について良好な分解がみられた。ナホトカ号由来  

重油については，沖合設置区では肥料添加区と非添加区  

との間で分解程度の有意な差はみられず，潮感滞では肥  
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2．11内分泌撹乱化学物質総合対策研究  

2．11．1環境ホルモンの新たな計測手法に係る  

開発研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・菅谷芳雄・多田 満・  

た。また，ヒトエストロゲンリセプターとの競合結合を  

用いた生化学的検出法，イーストを用いたTwoHybrid  

法，MCF－7等のほ乳動物およびヒトの細胞を用いた女  

性ホルモン作用の検定法，環境ホルモン物質によってほ  

乳動物細胞で誘導されるタンパク質及び遺伝子を指標と  

して用いることによりホルモン活性の検出する方法等に  

ついて検討を行った。  

国本 学  

化 学 環 境  部：白石寛明・堀口敏宏・白石不二雄・  

彼谷邦光・柴田康行  

環 境 健 康 部：青木康展  

生物 圏 環境部：畠山成久  

派 遣 技 術 員：芹沢滋子・根岸浩美・宮田絵現  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕内分泌撹乱物質（環境ホルモン）の微量分析  

と迅速スクリーニング法によって環境中における環境ホ  

ルモンの種類と量が把握できることになる。種類と量の  

把握から環境ホルモンの将来予測が可能となるはずであ  

る。以上の理由から，本研究では 1）環境中の内分泌  

撹乱物質（環境ホルモン）の微量計測法の開発に関する  

研究 2）環境ホルモンの新たな生物検出法に関する研  

究の2分野により内分泌撹乱物質（環境ホルモン）の環  

境中における汚染実態を明らかにする。  

〔内 容〕  

（1）環境ホルモンの微量計測法の開発に関する研究   

超微量で生物の根幹となる生殖機能を狂わせる物質  

（外因性内分泌撹乱物質）を定性定量にするには，新た  

な有機化学物質の微量分析の開発が必要である。超微量  

分析としては活性物質の定性（イヒ学構造），定量，細胞  

内分布，体内分布を対象とし，誘導体化後GC／MS法の  

応用をエストラジオール及びフェノール類に対して行っ  

た。また，新たな方法としてLC／NMRを用いた環境ホ  

ルモンの同定手法，LC／MS／MS法を用■いた環境ホルモ  

ンの定量分析手法，加速器MS法等について検討した。  

また選択的な吸着法によるクリーンアップ法について予  

備的な検討を行った。  

（2）環境ホルモンの新たな生物検出法に関する研究   

陸水系のリアルタイムバイオモニタリング手法，底生  

生物種（ユスリカ，二枚貝等）を用いた繁殖障害試験  

法，魚類の性行動変化および生殖機能を指標とした検出  

手法，巻貝の雄性化を指標とした生物検定法を検討し  

〔成 果〕   

内分泌撹乱化学物質の汚染実態の解明の上で，本課題  

1がまず最初に手をつけなければならないものであっ  

た。本年度の内分泌撹乱化学物質の研究において本課題  

のなかでも迅速な生物検定法について経験と技術の習得  

を行うことが必要であった。環境庁のモニタリングのた  

めの分析法について評価を加え，改善のための知見や，  

より選択性の高い分析法に関する情報を蓄積した。17  

Pエストラジオールの分析は従来ELISA法により行わ  

れていたが，市販キットによって測定値が異なること，  

またかなり高い借が報告された。このためNCIGC／MS  

を標準的な分析手法として本年度の調査は行われる。こ  

の根拠として本課題で行われた水中ビスフェノール分析  

法の研究がある。   

特異的な検出能を持つクロマトグラフィーの応用面で  

進展があった。NCほ用いたガスクロマトグラフ質量分  

析法及び電気化学検出法を用いた高速液体クロマトグラ  

フィーにより，水中の10pptレベルのアルキルフェ  

ノール煩が容易に検出でき，ルーチン的に利用できるも  

のとなった。LC／MS／MS法及びLC／NMR法は予備的  

な検討が開始された。   

エストラジオール・エストリオール・エストロン及び  

その抱合体の固相カラムを用いる抽出法の検討を行い，  

アミド基を有する固相カラムを用いることにより，良好  

な回収が得られた。また，環境ホルモンの選択的濃縮法  

を開発するために，Molecularlnprinting法を用いてビ  

スフェノールAの選択的吸着高分子を合成した。   

内分泌撹乱作用をプリスクリーン的に検出し，あるい  

は環境中の内分泌撹乱物質の検出のための高感度な生物  

検定法の開発と利用を進めた。内分泌撹乱作用の血v証印  

の検出法と して，イーストを用いたTwo一日ybrid  
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織学的検討，ビテロゲニン等の卵黄タンパクの誘導合  

成，生殖行動について調べ，化学物質の作用濃度に関す  

る知見を得た。トリプチルスズ，ベンズAビレン等を妊  

娠ラットに経口投与し新生仔のリンパ球の自己反応性丁  

細胞を抑制するヰプポピレ【ションの比率を検討した。  

比率が低下し自己免疫反応が起きやすい状態になること  

が推察された。   

内分泌撹乱物質の作用により特異的に誘導されるタン  

パク質や遺伝子の検索をジーンアレイ法を適用しで進め  

た。内分泌撹乱物質を含むことで知られているディーゼ  

ル排気に暴露した6種類のmRMA発現が増加した。  

ジーンアレン法以外にDi仔entialDisplay法等を用いて内  

分泌撹乱物質による発現する遺伝子の解析が可能であっ  

た。  

〔発 表〕B－86，93，95～97，117，D6，17，19，  

b－234，235，d21～25  

System，によるリセブターとの競合結合を観察する  

ELISA法及び蛍光偏光解消度測定法，及びヒト乳がん  

細胞（MCF7）の増殖を観察する方法等を試験し，  

ルーチンレベルでの試験系を確立した。特にイーストを  

用し†たTwo一日ybridSystemによるエストロケンアツセ  

イでは簡便化，高感度化のための改良を行い，96％ウエ  

ルマイクロブレートと化学発光性を組み合わせることに  

より，多試料を迅速かつ高感度に測定できる手法を開発  

した。   

新たな系としてはヒト神経細胞腫NB－1細胞を用いて  

予備的検討を行った結果，NB－1細胞における神経突起  

の伸展に影響を及ぼすことを明らかとした。わ＝両脚の  

アツセイ系としては，メダカを利用した検山系，べ夕の  

月封ヒ時の奇形出現率の増加を検出する系，ヒメダカを用  

いたライフサイクル試験法の開発を行った。後者におい  

て，仔魚期の試験環境の検討を詳細に行い試験系の安定  

性を確保するとともに，性成熟ヤニ次性徴，生殖巣の組  
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2．11．2 環境中動態解明に関する研究  

（担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・矢木修身・中嶋信美・  

らかとなった。また変化した物としてエストロンの生成  

が認められ，エストリオールの生成は認められなかっ  

た。   

環境エストロゲンとして他の有力な候補は，ビスフェ  

ノールA及びノニルフェノール類である。ビスフェノー  

ルAの欄内での分解を，湖水及び底質をいれた水槽中で  

観察した。水中の微生物がもっとも少ないと考えられる  

対照水（水道水を活性炭ろ過したもの）に加えた場合7’  

日後においても30％が残留し，その分解はゆっくりし  

ていることが明らかとなった。これに対し湖水に添加し  

た場合は，2日間程度の馴致後急速に減少しはじめ，4  

日後にはほとんど検出されなくなった。底質が存在する  

とビスフェノールAは，添加後すぐに減少しはじめ，3  

日後には検出できなくなった。ビスフェノールAの水中  

濃度の減少に微生物による分解が関与している可能性が  

高い。このため，霞ケ浦において大きなバイオマスを占  

めるアオコの分解に果たす役割について検討することに  

した。アオコ株（オーストラリア種）をビスフェノール  

A共存下で培養し，細胞内にとりこまれたビスフェノー  

ルAのみで代謝産物についての分析を開始した。湖沼環  

境を想定し，ラン藻Osallatoriaagardによるビスフェ  

ノールAの代謝物（2phyqroxypheny卜2PrOPanOL）  

の構造を確認した。   

海域における環境ホルモンの動態研究の第一歩とし  

て，底泥中に残留する有機化合物のGC／MSによる分析  

を試みるとともに，その起源を明らかとするため，14C  

による年代測定を試みた。いわゆる内分泌撹乱物質は微  

量であるため，現段階では14c測定にかかっていないか  

三番蘭底泥から抽出した有機物質の主要成分は飽和脂肪  

解と思われ，その年代は17，000年と古いことがわかっ  

た。この原因は現在のところ不明である。また一方で東  
京湾に生息する魚の試料採取を開始しており，それに残  

留する化学物質の分析が行われる予定である。土壌圏及  

び大気圏における環境ホルモンの動態に関しては文献調  

査を行った。   

ビスフェノールAの土壌から植物への吸収及び，植物  

による代謝についての予備的な検討を開始した。放射性  

ラベル化されたビスフェノールAは，植物体に移行する  

ことが明らかとなった。その存在形について検討を開始  

している。  

〔発 表〕D－16，d－241，278，C－42，d26  

高木博夫・用達 潔  

化 学 環 境 部：彼谷邦光・白石寛明・佐野友春  

生物 圏 環境部：畠山成久  

＋下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成11～13年度（1999、2001年度）  

（目 的〕ホルモン作用を示す化学物質の水圏，土壌  

圏，および大気圏における存在量，存在形態，蓄積分解  

速度，生物における濃縮速度あるいは分解速度といった  

動態に関する知見はほとんどない。多くの環境ホルモン  

は閉鎖性水域に濃縮され，最終的に海洋中に蓄積してい  

くと考えられるが，飲料水源となる陸水における環境ホ  

ルモンや海における環境ホルモンの動態を明らかにす  

る。また，土壌や大気中における環境ホルモンの存在  

量，存在形態及び動態の解明によって，人や生物がどの  

程度環境ホルモンが体内に蓄積するかを明らかにする。  

〔内 容〕（1）霞ヶ浦およびその流域，及び東京湾に  

おける環境ホルモンの存在量，存在形態，生物蓄積，分  

解速度等の動態に関する研究を行う。具体的には，これ  

らの閉鎖水域の化学物質の残留状態を水中でのいくつか  

の環境ホルモン（ビスフェノールA等）の化学分析を通  

して明らかとする。  

（2）土壌圏及び大気圏における環境ホルモンの動態に  

関する研究として，土壌及び植物圏における環境ホルモ  

ンの分布状況を明らかとするとともに，生物による分  

解，及び光分解等物理化学的分解等の知見をうる。  

〔成 果〕霞ケ浦をモデルフィールドとして，湖水に含  

まれる女性ホルモン様物質の溶存量及び生物における蓄  

積に関する調査を行った。魚のメス化に強く貢献するも  

のとして人畜由来の17ノ？－エストラジオールの濃度を  

地点及び季節を変えて測定した。その結果，従来いわれ  

ていた10ppt前後であるという報告は否定され，真の  

値は0．5ppt付近にありそうであることが明らかとなっ  

た。この結果は，湖水を抽出濃縮し，イーストツーハイ  

ブリッドアッセイの結果によく一致している。湖水中で  

のエストラジオールの残留性を検討するため，夏場の湖  

水に100pptのエストラジオールを添加し，その消長を  

追跡した。その結果，エストラジオールの半減期は約8  

時間であり，湖水に蓄積されるとは考えにくいことが明  
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2．11．3 野生動物の繁殖に及ぼす内分泌撹乱物  

質の影響に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森m昌敏・曽根秀子・春日清一・  

ヒメダカにE20．りノg／Jを暴露すると，成長速度・二次性  

徴発現が抑制され，同0．01〃g／～での成長（♂のみ）が  

抑制された。   

霞ケ浦のメス化因子については課題2における17β－  

エストラジオールやノニルフェノール等の分析値と重ね  

合わせて考える必要がある。内分泌撹乱の1つとしてビ  

スフェノールAを対象として，オオミジンコ，アオモン  

イトトンポ，セスジュスリカ，ヌカエビ，メダカについ  

て暴露試験を行った。アオモンイトトンポの2世代繁殖  

影響試験においては，ビスフェノールAの10，100〃g／J  

暴露区で成虫の生存期間が短縮し（特に雄），未受精卵  

の割合が多くなり，特に雌は70数日後に対照群と同時  

に羽化したが，大半は羽化直後から数日以内に死亡し  

た。同様な減少はチカイエカでも見られており，また同  

種においてオスと同様の体重をもつ小型メスが出現し  

た。   

陸上野生生物の繁殖に関する調査研究を北大の研究グ  

ループと共同で開始し，エゾヤチネズミをモニター動物  

に選定した。また野生化アライグマを捕獲し，サンプル  

収集を行った。並行してマウス及びラットの実験動物を  

用いて影響指標の検討を行い，エンドポイントとして精  

巣状態の重量変化やエストロゲン受容体のmRNA発現  

量の変動が有望な指標であることが明らかとなった。   

閉鎖性海域もまた，内分泌撹乱化学物質の影響が現れ  

やすい環境と考えられ，本年度は東京湾の魚について雌  

性化を中心に予備的な検討を開始した。   

平成12年度以降への展開をにらんで影響評価のエン  

ドポイントの1つとして実験動物を用いて脳神経への影  

響や行動指標の検討を予備的に開始した。また免疫系に  

対する影響についても予備的な検討を実験動物を用いて  

抗体産生能，Tリンパ球機能，インターロイキン  

2，4，5，表面抗原CD4，CDSの測定を行っている。さ  

らにはコンピューター毒性学の可能性について検討を開  

始した。   

妊娠後半から離乳までプロピルチオウラシルを与え，  

甲状腺ホルモン低下の発生毒性について調べた結果，生  

長の遅延が認められた。その動物の行動について調べた  

ところ，活動性の増加が認められた。  

〔発 表〕B－53，封，F－33，b－170～172，247，  

d－29，30  

菅谷芳雄・多田 洞  

化 苧 環 墳 部：白石寛明・白石不二雄・  

彼谷邦光・佐野友春  

生物 圏環境部：畠山成久  

＿下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕環境ホルモン物質の多くは閉鎖的水域に流人  

し残留するため，魚類や多種多様な水生生物及び水鳥の  

繁殖機能に及ぼす影響をフィールド調査と室内実験によ  

り明らかとする。また，陸上の生物では，内分泌撹乱物  

質の影響が顕著に現れやすいと考えられるカエルの生物  

調査，比較的捕獲しやすいと考えられるネズミ類などに  

閲し，生息密度，性比，体内の薬物代謝活性などに閲し  

た調査・研究を行い環境影響について知見を得た。  

〔内 容〕（1）内分泌穫乱物質と水生野生生物の繁殖  

異常に関する調査として，霞ケ浦，東京湾等において，  

魚介類及び両生類の生息状態を明らかとするとともに，  

生殖組織の変化についての知見を得た。  

（2）内分泌撹乱物質等の汚染が水生試験生物の繁殖に  

及ぼす影響に関する研究として，いくつかの水生試験生  

物（メダカ，巻貝等）を用いた実験的研究を用いて  

フィールド観察結果と比較する。  

（3）内分泌撹乱物質と陸上野生生物の繁殖に関する研  

究としてマチネズミ等のほ乳類を中心に，環境ホルモン  

の影響の有無について調査する。  

〔成 果〕本年度，霞ケ浦において生物影響調査を行っ  

た結果，魚において漁獲量の大きな変動く一一部の著しい  

減少），ウキゴリにおける性比の偏り（場所による）が  

見られ，またワカサギの性比全国調査における雌の卓越  

が見られた。底生生物の定期調査において，貝類の減  

少，アカムシュスリカの減少が見られており，今後内分  

泌撹乱との関連を明らかとする必要がある。  

17βエストラジオール（E2）をヒメダカ成魚に暴露  

して生殖への影響を調べた。E21．0〃g／Jl週間暴露で  

は産卵数・受精率には影響がないことがわかった。成魚  

への急性的影響は少ないものと考えられる。性成熟前の  
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2．11．4 環境ホルモン対策の総合化に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・兜 真徳・田連 潔・  

夕べースの構築 ④多様な環境リスク管理のためのコ  

ミュニケーション手法に関する研究を実施する。  

近藤美則・若松伸司・松橋啓介・  

安原幅夫・橋本健次・山本壌土・  

桜井健郎・曽根秀子・新田裕史・  

松本幸雄  

社会環境システム部：大井 紘・森口祐一・森 保文・  

寺園 淳・須賀仲介  

化 学 環 境 部：中杉修身・白石寛明  

環 境 健 康 部：小野雅司  

＋下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 ■的〕環境ホルモン対策として2つの目的で研究を  

行う。1つは対策技術的研究として行うものであり，具  

体的にはダイオキシンの分解処理についてであり，十壌  

等に残存するダイオキシンを消失させ，そのリスクを低  

減させる。もう－■つは，環境ホルモン及びその影響と考  

えられる事象等についての情報システムを整備し，環境  

リスクの総合的な管軌二役立つツールを作成することで  

ある。  

〔内 容〕  

（1）環境ホルモンの分解処理要素技術に関する研究   

ダイオキシンは難分解性の芳香族化合物であり，過去  

に放出されたダイオキシンはその物理化学的症状に応じ  

て要素処理技術として，①物理的処理法 ③化学的処理  

法 ③生物学的処理法を選択する。当面の課題ほ水土壌  

圏の保全が必要なことから水質及び土壌を対象とした新  

しい処理技術を開発することとする。実験室内のモデル  

実験により土壌中のダイオキシンを無公害的に抽出する  

技術，摘出されたダイオキシンを化学的或は光化学的に  

分解するプロセスについて検討し，これらについて最適  

な条件等を明らかにする。また土壌に含有されるダイオ  

キシンについては生物化学的な処理法及びその延長とし  

て植物系を用いた処理法を検討する。  

（2）環境ホルモン等の多様な環境リスクの評価と管理  

のための統合情報システムの構築に関する研究   

本課題は，多様な環境リスクの管掛こ関して，さまざ  

まな主体の参加のもとでの科学的知見に基づく透明な意  

思決定を支援のために，①環境リスク要因物質の環境排  

出推計モデルの開発（∋環境中動惹モデル・暴露評価モ  

デルの開発（卦環境リスク評価・管理のための統合デー  

〔成 果〕  

（り環境ホルモンの分解処理要素技術に関する研究   

汚染された土壌からダイオキシン娩を除まする方法の  

一つとして，水による洗浄法について検討した。水は環  

境にやさしい溶媒であり，またその極性は高温下で急速  

に低下L，脂溶性物質の溶解煙が高くなる。   

ダイオキシン類を含有する土壌に高温・高圧条件の水  

を通じ，土壌からの除去，水への移行，異性体濃度の変  

化について調べた。その結果，高温・高圧の水によって，  

土壌からダイオキシン類が効率よく除去されることが確  

認できた。除去率は300℃，250気圧の場合，PCDDが  

98．7％，PCDFが91．2％，CO－PCBが82．8％であり，  

大部分のダイオキシン類が土壌から除去された。洗浄水  

からは，それぞれ6．22％，18．4％，34．8％のPCDD，  

PCDF，COPCBが検出されたが，検出されなかった  

残りの部分（PCDD：92．8％，PCDF：72，8％，CO－PCB：  

48％）は，分解されたものと推測できる。   

また除去率には，ダイオキシン類の異性体あるいは同  

族体によって違いがみられた。土壌中のダイオキシン類  

同族体組成は，洗浄前には高塩素置換体が多かったが，  

洗浄後には低塩素置換体の量及び割合が増加していた。  

なお，洗浄水中ではさらに焼塩素置裸体が中心の組成と  

なっていた。条件を変えた実験でも，同様の結果が得ら  

れており，脱塩素反応が起きている可能性が示唆され  

る。しかし，異性体組成の変化は，やや複雑であり，解  

析のためにはち引二実験を続けて情報を収集する必要があ  

る。全体としては，土壌中のダイオキシンは減少してお  

り，TCDl）毒性等量（TEQ）も経る傾向にあった。し  

かしながら／TEQの減少割合は，実濃度ほど大きくな  

かった。掛二抽出水の中にかなりの濃度で検出された。  

この原因は，TEQ毒性等価係数（TEF）の小さいOCD  

などが，脱塩素反応を経て低塩素化物（大きなTEFを  

持つ）に変化し熱水に溶解したためでないかと推察して  

いる。従って，水洗浄にかかわる温度や酸化剤の使用等  

によって，分解反応を促進することができれば，さらに  

無害化が可青引二なると思われる。併せて，洗浄水の処理  

法を検討する必要がある。  
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有症率との関係等に関する疫学的解析等に利用可能であ  

る。   

3）化学物質の環境への排出をそのライフサイクルの  

観点からみると，製造段階よりも，それを利用した製品  

の便用段階や廃棄段階における排出を重視すべき場合が  

多くある。こうした排出は，PR′rR制度では行政が推計  

するとされている非点源に相当し，その把握手法の整備  

が急務である。そこで，化学物質の使途を追跡して生産  

から廃棄に至るマテリアルフローを把揺することによ  

り，環境への放出段階とその地理的分布を推計する手法  

の開発を試みることとし，広範な汚染が認められている  

フタル酸エステルおよびビスフェノールAを検討対象物  

褒とすることとした。これら化学物質の製嵐 これらを  

原料，添加剤として製造される塩化ビニル樹脂．・ポリ  

カーボネート樹脂・エポキシ樹脂の製造，これら樹脂を  

利用した製品の用途などについて，関連統計資料および  

関連業界へのヒアリングをもとにしたマテリアルフロー  

の推計に着手した。   

4）河川関係のデータの収集および解析ツールの整備  

として，建設省および環境庁が河川について行った内分  

泌撹乱化学物質に関する水質調査，魚類調査などの調査  

データをGISに入力・表示し，プラスチック添加剤，人  

畜由来の物質などによる汚染の地理的分布状況を把握す  

るとともに，これと流域の状況との関連の解析に着手し  

た。とくに内分泌撹乱物質の生態系への影響を考える上  

で河川水は重要な媒体であることから，河川水中濃度と  

流域の発生源との関係を解析するため，GIS上で河川小  

流域ごとに発生源を集計し，観測地点を指定することに  

よりその上流域の発生源負荷を積算する機能の開発に着  

手した。そのケーススタディの対象として，多摩川・荒  

川流域，淀川流域，信濃川流域の3地域を選定した。一  

方，人々の生活に由来する物質など，下水道，下水処理  

施設を経由して河川に流入する物質に係る解析を支援す  

るため，下水集水域と放流点との関係をGIS上で結び付  

け，放流点に寄与する排出源を探索・集計する機能につ  

いても開発に着手した。   

5）いわゆる環境ホルモン問題において，出生におけ  

る野性の比率の減少について言及される場合があること  

から，国勢調査による1kmメッシュ単位の年齢階級別  

人口データを用いて，地域ごとの出生比（男女比）の偏  

りについて検討した。市町村単位で別途把握されている  

出生比と比較すると，出生後の転入・転出の性別による  

（2）環境ホルモン等の多様な環境リスクの評価と管理   

のための統合情報システムの構築に関する研究  

1）ダイオキシンに関するケーススタディとして，・発  

生源情報および環境濃度情報の整備を行った。厚生省お  

よび通産省による排出量調査等の資料に，独白推計を加  

え，全国のダイオキシン排出量推計マップを作成した。  

′ト型炉からの排出，過去に使用された農キ中の不純物な  

ども今後検討する予定である。一方，環境濃度について  

は，平成10年度に環境庁が実施した一斉調査から，大  

気および土壌についてのテL一夕を地理情報システム  

（GIS）に入力した。こうして整備した情報を用いて，  

発生源の分布と，大気中および土壌中濃度分布との地理  

的関係を解析した。都道府県単位で面積当たり排出量と  

環境濃度の平均値を比較した。また，GISのバソファー  

集計機能を用いて，個々の環境濃度観測点から一定距離  

範囲内にある発生源の排出量を集計することにより，排  

山量と環境中濃度の相関を解析した。両者の開には相関  

がみられたが，大きく外れる点もあった。これは産業系  

排出については個々の施設の値ではなく全国平均の排出  

原単位をあてていること，末把握の発生源が存在するこ  

となどがその県囚として考えられる。   

なお，暴露評価に関して，大気からの直接暴露割合は  

小さく，全国的にダイオキシン発生量と大気中濃度が下  

がってきていることなどから，詳細な濃度分布の予測は  

行っていない。ダイオキシンは極めて複雉な環境挙動を  

し，最終的には食品を介して暴露されるため，本年度に  

系統的・広範に行われた水，底質，水生生物調査の結果  

を取入れ，多媒体モデルの利用と検証を酎旨すことが今  

後の課題である。特に，寿命の長いダイオキシン類を正  

確に評価しうる非定常モデルの導入，産地と消費地が異  

なる食品の流通を考慮した暴露予測が今後必要である。  

さらに，底質コアセよる環境汚染の歴史解明の成果も反  

映しながら，人体蓄積量の経年的変化を説明しうるよう  

な暴露量，暴露経路の解明を行う計画である。   

2）ベンゼン，ディーゼル排気粒子（DEP）等の自  

動車関連物質に関するケーススタディとして，道路交通  

センサスによる交通量データをデジタル道路地図の位置  

情報と結びつけた道路データベースを構築し，全国の幹  

線道路について，車穂別排出係数を乗じることによっ  

て，自動車から排出されるベンゼン，DEP，多環芳香  

族などの排出量分布を推計するシステムを構築した。こ  

のシステムによるデータは，排出量分布と呼吸器疾患の  
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偏りに起因するとみられる差異がある地域が一部9こみら  

れたが，両調査の傾向は概ね一致し，このデータが，市  

町村よりも細かなスケールにおける環境要因による性比  

への影響解析に利用できる見通しが得られた。5年おき  

の国勢調査のデータを全国について過去に遡及して収集  

し，過去20年分のデータについて，出生の男女比の偏  

りの地域分布を把握した。   

6）ダイオキシンや環境ホルモンに係るリスクコミュ  

ニケーションについての基髄的検討のため，これらの問  

題に対するさまざまな主体の認識につい ての予備調査を  

行った。また，各種主体間でのコミュニケーション手法  

について，本課題に先行する研究課題で取り組んだ比較  

リスク法の成果とりまとめと本分野への適用可能性の検  

討を行った。  

〔発 表〕b－222，238，244，272，275，C－42  
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2．12 国立機関公害防止等試験研究  

2．12．1有用生物と資源を活用した汚濁水域の  

水質浄化・リサイクル・修復エコシステム  

の開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

【目 的〕環境への負荷の少ない持続可能な社会の構築  

を環境基本法では基本理念としているが，その創造のた  

めには「自立」「持続」「共生」の環境観に立った研究が  

必要とされる。それ故，汚濁負荷が流域内で生態系を保  

持しつつ，自己完結的に改善処理するリサイクル修復シ  

ステムの確立は緊急を要する重要な課題である。しかし  

ながら，大量生産・消費・廃棄型社会のもと，生活環境  

からは排水や廃棄物が排出され，河川・湖沼・内湾にお  

いては環境資源・生産性の著しい低下が引き起こされて  

いる。   

各種廃棄物の中には地域特性に依存する有用な資源が  

存在するが，これらを効率的に水質浄化 汚泥処理・再  

利用資源化を図ることで循環型地域完結システムの確立  

が可能になっていくものと考えられる。本研究では，微  

生物の代謝機構により汚濁物である排水を原料とした有  

用資源としての生分解性プラスチックの生成と水質馴ヒ  

を連動させる相乗効果条件の解明や，有用微生物付着担  

体としての高密度機能強化微生物固定化リアクターの開  

発，カキ殻を充てんした有用水生植物植栽法，有用資源  

としてのセラミックス資源を用いた護岸システム，有用  

資源としての繊維廃材を活用した削ヒブロック・ネット  

による汚濁湖沼直接浄化システムなどを開発し，バイオ  

エンジニアリング，エコエンジニアリングの効果的活用  

による高度水処理と余剰汚泥等の副産物の効率的活用を  

目指した総合的な水環境修復エコシステムを確立するこ  

とを重要な位置づけとしている。  

〔内 容〕地域密着型環境研究としての本研究では，各  

地域における水質浄化に有効な資源や生物を活用し，水  

域の汚濁状況に応じた浄化プロセスを開発することをめ  

ぎして，東京都，神奈川県，埼玉県，茨城県，福井県，  

広島県，広島市，同山県の地方公設試験研究機関と，名  

古屋工業技術研究所，国立環境研究所との連携のもと推  

進してきた。特に最終年度にあたる本年度は，自然浄化  

機能の面からも有効と考えられている多自然型川づくり  

における礫等の配置，流速，接触材の空隙性と浄化能と  

の関係を明らかにすることを目的に，延長30m，幅  

24占m，水深9。mの直線的な循環水路（1／830に相当）  

に礫状接触材，網状接触材を充てんし実験的検討を行っ  

た。その結果，有機物除去能については，流路の租度係  

数によって左右し，接触材の接触面積が確保されている  

ほど生物膜との接触により削ヒ能は高まるが，付着生物  

膜厚が厚くなるにつれ充てん層内の流速が低下し掃流性  

が失われることから，浄化能を維持するためには充てん  

層内の臨界流速を5cm／s以上確保する必要があること  

がわかった。一方，栄養塩類については，とくにT－N  

に関して生物膜付着量の優れた接触材で生物学的硝化脱  

窒能に由来した浄化能が高まることがわかった。以上の  

ことから，多自然型川づくりなどの流路の形成条件に  

よって有催物除去機能，栄養塩類除去機能を制御でき，  

これらの組み合わせによる瀬や淵の創出など，多自然型  

川づくりに応用可能なことが明らかにし，地方公設試験  

研究機関との有機由連携のもと，自然環境共生型水環境  

修復システムに結ぷ有用な知見を明らかにした。  

〔発 表〕b－22，35，71，85  

2．12．2 生物間相互作用と湖沼の持続的利用を  

考慮した適切な湖沼保全のための基礎的  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：高村典子・加藤秀男■  

生物圏環境部二野原精一・上野隆平  

（＊科学技術特別研究員）  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

′〔目 的〕湖沼の水質は窒素とリンの現存量や負荷量と  

の関連で議論されてきた。一方で，魚類群集が食物連鎖  

の下位の動植物プランクトンの量や質を左右し，水質を  

変化させる事実も報告されている。しかし，日本の湖沼  

では，まだその実態は全く明らかにされていない。十和  

田湖は，近年COD値が環境基準値の1ppmを越え透明  

度が確実に減少し，ウログレナによる赤潮が発生してい  

る。また，名物であるヒメマスの漁獲量が著しく落ちこ  

み，ワカサギが増え，これが本欄の生態系を大きく変化  

させている。本研究では，十和田湖を日本の貧栄養湖沼  

の一つのモデルケースと考え，貨栄養湖沼の様々な利用  
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を考慮した総合的な湖沼環境保全のあり方を提示するた  

めに，沖と沿岸域，各々の場での生物群集の相互の関係  

を解明し，生態系構造およぴその機能を明らかにする。  

〔内 容〕十和田湖では本格的な底生動物群集の調査が  

今回初めてなされ，沿岸部の水生昆虫を除き53分類群  

の底生動物が確認された。これには，未記載種と思われ・  

る1種（貧毛類のれ一岬c血ど5P．）と日本新記録種2梗  

（貧毛類のP血Jf〃gJ山〟叩肋わrfc〟と勅ッβCOdrfJ〟∫Sp．）が  

含まれていた。十和出潮の瀾盆は，底生動物群集の構成  

の遠いから沿岸部，亜沿岸部，深底部，中潮探底部の4  

つに区分できた。出現分類群数はそれぞれ，44，22，  

8，9taxaで，深度とともに減少した。特に探底部の  

底生動物相は独特で，これまで知られている湖沼のファ  

ウナと異なっていた。探底部の底生動物群集は，広深度  

分布種と真性の探底種からなる。後者にはイトミミズ科  

の2種と文献上からキタシロカズメウズムシが該当し，  

本来地下水や河川源頭部に生息する低温狭温性の種類が  

探底部に走者したものである可能性が高い。   

沿岸域の底生動物群集の分布は，汀線付近の礫底とそ  

れ以外の地点で大きく異なった。汀線付近の礫底では剥  

離食者に属するコエグリトビケラ属の一・種（力矧血流  

sp．）及びニンギョウトビケラの2taxaが底生動物の総  

現存量の78、91％を占めた。一方，それ以外の地点で  

は，ユスリカ科と貧毛焦が会規存量の52～100％を占  

め，その割合は沖に向かうにつれて増加した。現存量の  

ピークは春から秋は水深12～15mrの泥底で見られた  

が，2月には少し浅い地点に移動した。こうした底生動  

物の現存量の分布は，湖底の環境要囚や餌条件により左  

右されているのではなく，捕食者である魚の影響を受け  

ることが示唆された。水界を隔離する実験により魚の捕  

食が無い条件下にすると，トウヨウモンカゲロウ，ホソ  

バトピケラなどの大型底生動物が増え，生物多様性が増  

加した。  

〔発表〕K－8～31，B－49，論，52，b－165，166  
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2．13 国立機関原子力試験研究費による研究（原子力利用研究）  

2．13．1環境化学物質に対するバイオエフェク  

トセンサーの開発  

【担当者〕環境健康部：持立克身・古11川召子  

化学環境部：仲間純子  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的）これまで，化学物質の環境汚染による生体影  

響の評価は，個々の毒性が危供される物質について，主  

として動物実験あるいは培養細胞による毒性試験，およ  

び環境中における存在量の調査の手順を踏んで行われて  

きた。しかし，多くの化学物質が環境中に拡散しその複  

合汚染が進行している状況では，動物実験の信頼性の高  

さは認めつつも，迅速性の向上や複合暴露に要する時間  

や労力等の軽減を考慮に入れた新しい毒性評価系の開発  

が望まれている。これに対処するにほ，動物実験と培養  

細胞の中間に位置する組織同等体を用いた毒性評価系が  

適当と考えられる。組織同等体とは，生体組織から個別  

に取り出した各種構成細胞と細胞外基質を組み合わせ，  

組織と同等の形質を有する細胞培養系に構築したもの  

で，従来の培養細胞の簡便さと迅速性を備えながら，他  

方生体組織と類似することから局所的な動物実験の特徴  

も備わっている。本研究では，両者の長所を兼ね備えた  

組織同等体を，環境化学物質の毒性評価に適した形に構  

築することを目指す。  

〔内 容〕前年度に引き続き，ブレオマイシン（bleo）  

による基底膜の崩壊を，肺線維芽細胞（F）を包捜した  

コラーゲンゲル上にⅡ型肺胞上皮細胞（「「2）を播種し  

た細胞培養系（T2F畠el）を用いて検討した。方法とし  

ては，基底膜を形成したT2LFgclに，0．1unit／mlbleo  

を3日間処理し，そめ後2週間培養を継続して基底膜の  

損傷と肺胞上皮細胞の傷害を観察した。その結果bleo  

処理後4日日には，基底膜緻密板（LD）は，T2の基  

底面から乗粧するとともに，至る個所で断片化しその大  

半は失われた。しかし7E】目には，基底膜の崩壊が進行  

する一方で，新たな基底膜が短いながらT2基底面直下  

に構築され，14日目には新生基底膜がほぼ完成した。   

bleoによる基底膜崩壊と再生の機構を解析するため，  

コラーゲン線維上に播種したT2を，肺線維芽細胞の佃  

化培地共存‾F‘（T2－柚Fcm），またはマトリゲル存在  

‾F（T2」弛－MG）で培養し基底膜を構築させた後，  

bleo処捌こよる基底膜の崩壊と再生を調べた。T2月b－  

Fcmにおいて，Fのみが傷害を受けた場合（T2は正  

常）は，基底膜は一過性に損傷を示したが，その後回復  

した。しかしT2が傷害を受けた場合（Fは正常）は，  

Fのみが傷害を受けた場合と途中までは同じだった。し  

かし，その後も損傷の程度は拡大し，最終的に基底膜は  

崩壊した。両者が傷害を受けた場合，速やかに基底膜は  

崩壊した。T2frbMGにおいても，bleoによる基底膜  

の崩壊と再生が再現された。また，bleo処理後にマト  

リゲルを除き，代わりにラミニンを添加した場合におい  

ても，基底膜はほほ再生された。このことから，基底膜  

の損傷にはT2細胞の傷害が深く関与していること，及  

び再生には基底膜成分の供給が重要であることが明らか  
になった。   

本プロジェクトにおける肺胞上皮モデルの構築とこの  

モデルを用いた一連の毒性試験から，肺胞上皮組織，特  

に基底膜構造体の構築あるいは崩壊と再生において，肺  

胞上皮細胞と線維芽細胞の役割を明らかにすることがで  

きた。また，今回の毒性試験で観察された現象がfm′iv（）  

での結果と極めて類似していたことから，極めて信頼性  

の高いf〃Vfv（フ代替実験方法になると考えられる。  

（発 表〕E－30，31，e61～63  

2．13．2 GC－AMS：加速器による生体中，環境  

中微量成分の超高感度追跡手法の開発  

〔担当者〕化 学 環 境 部：柴田康行・田中 敦・  

米m 穣・内田昌男＊  

（＊共同研究員）  

地域環境研究グループニ森田昌敏  

〔期 間〕平成9、13年度（1997～2001年度）  

〔目 的〕1イC等の放射性同位体は，生体中の様々な物  

質代謝経路の追跡のためのトレーサーとして，また環境  

中の汚染物質の起源を探る有力なパラメータとして（現  

生生物が14Cを一定濃度含むのに対し石油石炭起源の物  

質は含まない）重要な役割を演じている。しかしなが  

ら，従来の方法では，目的とする14c含有物質を手間を  

かけて分離・精製し，その中に含まれる1dC量を液体シ  

ンチレーションカウンター等の感度の低い分析手法で測  

定して追跡を行っ七いた。本研究では，14C等の長寿命  
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放射性同位体の先端的高感度分析手法である加速器質量  

分析法（AMS）と，微量成分の高度な分離手法である  

多次元ガスクロマトグラフ（GC）とを組み合わせて，  

生体中，環境中の微量化学物質中の微量放射性同位体を  

個別に追跡できる，新しい高感度な分析システムを開発  

することを目的とする。  

t内 容〕本年度には，引き続きガスイオン源の実用化  

に関する研究を継続し，現代の環境中レベルの14c濃度  

（14c／12c＝1012）の二酸化炭素を導入して条件の最適  

化並びに検出験界の確認作業を行った。その結果，通常  

の固体イオン源での測定量1mgに比較して1万分の1  

に相当する0．1／ノgC試料の－4c測完に成功した。また，  

分取キャピラ1）．カラムガスクロマトグラフ（PCGC）  

及び大量試料導入システムを用いて，海洋堆積物中の脂  

肪酸画分に含まれていた数種類の脂肪酸それぞれの14C  

年代測定を行った。GC／FtD並びにGC／MSにて純度を  

確認し，真空ライン中で酸化銅とともに燃焼後，できた  

二酸化炭素を精製し，鉄触媒の元でグラファイト化して  

AMSで測定した結果，陸上植物起源と思われた脂肪酸  

が最終氷期盛期に相当する極めて古い年代を与えること  

がわかった。化石燃料起源物質の混入の可能性も含め，  

原因についての検討を進めている。  

〔発 表〕D、11，d－20  

るのかに関する実験的研究を行う。  

〔内 容〕異なる系統のマウス，ラットにダイオキシン  

類あるいは重金属類を投与し，精巣等への蓄積量の解析  

と，精巣等への影響評価から量一反応関係を明らかに  

し，系統差，感受性を規定する要因を解析する。また，  

ダイオキシン類，あるいは重金属の精巣および精子形成  

への作用メカニズムを精巣特異的タンパクの発現，精巣  

特異的遺伝子の発現を指標に解明する。   

本年度は，前年の検討によりダイオキシンへの反応性  

が高いと判明したHo】とzmanラットを用い，妊娠ユ5日  

に12．5、800ng／kgのダイオキシンを一回経口授与し  

た親から生まれた雄の仔について，精巣への影響とダイ  

オキシンの蓄積量を調べた。120日齢において精巣重  

量，一日精子産生量には影響は見られなかった。精巣上  

体精子の運動能では直進性が減少する傾向が認められ  

た。精巣中のダイオキシンは用量依存的に蓄積しており  

200ng／kg投与群で0．3pg／gであった。  

【発 表〕B43，b280  

2．13．4 富栄養化が水圏生態系における有害藻  

類の増殖および気候変動気体の代謝に及  

ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

一期 間〕平成10～14年度（1998、2002年度）  

〔目 的）水圏生態系の遷移により引き起こされるアオ  

コ，赤潮藻類等の異常増殖を伴う湖沼・内湾等の富栄養  

化は，重要な地球的環境問題である。これらの藻類は温  

室効果ガスとしてのCOzを吸収する重要な微生物であ  

るが，有毒物質を生産する藻類が水域の栄養塩濃度の増  

大により顕在化していることを鑑みると，藻類による温  

室効果ガスの吸収固定化には望ましいとしても藻類種の  

執成の制御が重要な位置づけにあると考えられる。ま  

た，気候変動気体であるジメチルサルファイドは大気中  

で温度低‾Fに寄与し，硝化反応で発生するN20は温度  

上昇に寄与する。これらの水圏生態系における物質フ  

ラツクスを定量的に解析評価することが健全な生態系創  

造のために必要不可欠であり，水乳土壌圏，大気圏の  

各メディアを統合したクロスメディアの観点からの検討  

が重要な位置づけにある。このことから，水圏生態系に  

おける富栄養化の温室効果ガスの代謝過程および生物の  

遷移機構に及ぼす影響をマイクロコズムおよび安定同位  

体・放射性同位体を用いて個体群動態および物質フラッ  

2．13．3 環境有害物質が雄性生殖機能に及ぼす  

影響評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：米元純三・曽根秀子  

環 境 健 康 部：青木康展・大迫誠一・郎・  

宮原裕一  

〔期 間〕平成10～14年度（1998、2002年度）  

〔目 的〕我が国においてはかつての公害問題のような  

激甚な環境汚染は影を潜めたが，人為的な活動に伴い，  

さまぎまな媒体を通して多種類の有害化学物質が放出さ  

れ続けている。近年，内分泌撹乱作用に基づく有機塩素  

系化合物などの次世代への影響があらためて提起されて  

おり，ヒトの生殖への影響が懸念されている。   

本研究においては，体内のホルモンと類似の作用ある  

いはホルモンを制御する作用をすることにより正常なホ  

ルモンの機能を乱す環境中の内分泌柁乱化学物質  

（EDCs），ならびに日本人において体内への取り込み量  

が多い重金属（カドミウム等）が，どのような濃度でい  

かなるメカニズムにより雄の生殖機能に影響を及ばしう  
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2．13．5 トランスジェニツクマウスを用いた環境  

発ガンにおける酸化的ストレスの関与の解明  

〔担当者〕環境健康部：遠山千春・佐藤雅彦  

〔期 間〕平成11、15年度（1999～2003年度）  

〔目 的〕一般環境中ではヒトは放射線などの物理的因  

子と多種類の有害化学物質に暴露されており，ヒトがん  

の原因として環境発ガンが問題となっている。これらの  

環境有害因子により誘発される膿瘍発生には個体差が認  

められていることから，人間集団における環境発ガンの  

リスク評価わ際には，個々人の感受性要因を解明する必  

要がある。また，放射線や種々の有害化学物質による発  

がん過程には，生体内で発生する酸化的ストレスの関与  

が指摘されている。そこで，本研究では，酸化的ストレ  

スに対する感受性をコントロールしたトランスジェニッ  

クマウスを用いて，放射線発ガンや化学発ガンにおける  

酸化的ストレスの関与を明確にすることにより，発ガン  

感受性要因としての酸化的ストレスの重要性を明らかにし，  

その影響評価のための基礎的知見を得ることを目的とした。  

〔内 容〕メタロチオネイン（強力な抗酸化作用を有す  

るタンパク賀）の発現を抑えたノックアウトマウスを用  

いて，発ガンイニシエーターである7，12－ジメチルベン  

ズ［a］アントラセン（DMBA）と，発ガンプロモー  

ターである12－0－テトラデカノイルホルポールー13－ア  

セテート（TPA）による二段階皮膚発がんを検討した。  

その結果，DMBA／TPA併用により誘発される皮膚での  

腫瘍の発生が，マウスにおける腫瘍の発生率や発生時期  

およびマウス1匹あたりの腫瘍の数の点において，メタ  

ロチオネインノックアウトマウスでは野生型マウスに比  

べて増強されることが見いだされた。しかも，その際に  

誘発された皮膚での腫瘍（パピローマ）においで，ガン  

遺伝子であるm∫遺伝子の変異の有無を調べたところ，  

c－1Ia－raSのcodon61のA182からTへの変異が認められ，  

メタロチオネインのDMBA／TPA二段階皮膚発ガン抑制  

作用には，C一助－rβ▲～遺伝子の点変異の抑制が関与してい  

ることが明らかとなった。以上の結果より，メタロチオ  

ネインは，DMBA／TPA二段階皮膚発ガンに対する重要  

な感受性要因であることが判明した。また，メタロチオ  

ネインは強力な抗酸化作用を有するタンパク質であるこ  

とから，この発ガンのメカニズムには酸化的ストレスが  

深く関与していることが示唆された。  

〔発 表）E13，e－23，26，33，36，39，50，51  

クスの両側面から明らかにし，生態系保全および地球温  

暖化対策に資する生態系モデルの開発を試み，健全な水  

圏生態系を構築することを目的とする。  

〔内 容〕腐食連鎖系の構造を再現可能なモデル生態系  

として，一次生産者である緑藻CJ血化仙川Jgβrf∫，細菌  

類としてP錐〟dの∽0棚叩㍍れ捕食者として原生動物  

CブCJidfumg血com“の3榎の生物種からなるマイクロコ  

ズム系を基本とし，このほかに一次生産者のみの系，－・  

次生産者と御菌類の共存系等の組み合わせを，より詳細  

な機構解明のために構築した。これらを用いて，水域に  

おいて重要な栄養塩である窒素濃度や窒素形態の違いに  

よる炭素移動特性についてトレーサとして放射性炭素を  

用い，また前年度に確立したフィルター分画法に基づく  

数理的・統計的解析を行い，一次生産者と細菌類との間  

での窒素獲得競争と炭素循環の関係についての検討を  

行った。つまり培地中ペプトン濃度を50mg／Jとしたと   

き，緑藻純粋培養系と緑藻・細菌2者培養系における緑  

藻の炭素吸収速度について有意な差は認められず，この   

2者間における有機窒素に対する相互作用として競争よ   

り も共有の可能性が示唆された。窒素源を  

（NH4）2SO4にした場合，アンモニア態窒素の利用効率  

が悪い等の理由からその濃度に依存せず緑藻の個体数は  

低い密度を保ったが，純粋培養よりも2者培養における  

緑藻の炭素吸収速度が速くなる傾向が認められた。これ   

により緑藻の代謝産物を細菌が利用し，2者の間に一つ   

の物質循環が成り立っていることが示唆された。さら   

に，富栄養化湖沼に固有な特性を解析するため，富栄養  

化湖沼の代表種であるラン藻類〃～（・mCγJJf∫〟g′昭靴）∫〟  

（生産者），原生動物繊毛虫類〟加齢即仙血（捕食者）お   

よび細菌類（分解者）からな・る系，すなわち富栄養化湖   

沼マイクロコズム系をフラスコスケールで確立でき，炭   

素循環機構の解析と一体として利用することで気候変動  

■気体の代謝および富栄養化における有害藻頬の遷移機構   

について総合的に評価解析が可能であると考えられた。   

t発 表〕b－39，90  
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2．14 科学技術振興調整費による研究  

2．14．1総合研究  

（1）植物の環境応答と形腰形成の相互調節ネットワー  

クの解明に関する研究・   

①大気汚染ガスによる障害発生及び耐性の分子機構  

〔担当者〕生物圏環境部：佐治 光・久保明弘・  

青野光子  

地域環境研究グループ：中嶋信美・玉置雅紀  

〔期 間〕平成9、11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕植物の大気汚染ガスに対する反応の解明は，  

ストレス状態下にある植物の遺伝子発現制御機構などを  

解明するためのモデルケースとなるだけでなく，大気の  

浄化や汚染物質のモニタリングに植物を有効に活用して  

いくための重要な情報となる。そのために，以‾Fのよう  

な研究を行う。   

大気汚染による障害に関与していると考えられるエチ  

レンの生合成のキーエンザイムであるアミノシクロプロ  

パンカルポン酸合成酵素（ACS）の遺伝子（cDNA）  

単離し，その発現を調べるとともにこれを植物に導入  

し，親株え植物を用いた研究により障害発生とエチレン  

の関係を明らかにする。また大気汚染ガス耐性の分子棟  

構を解明するために，大気汚染ガスなどのストレス要因  

に対する感受性の高い突然変異体を選別し，その遺伝的  

及び生理的性質を調べるとともに原因遺伝子の単離を試  

みる。  

〔内 容〕オゾンヤニ酸化イオウと接触させたトマトの  

緑葉からRTPCR法により3つのACSアイソザイムの  

遺伝子（⊥g－AC∫JA，⊥g－AC∫2，んg－AC∫6）に対応する  

cDNAを卓離した。これらの遺伝子の発現をRNase  

protectionassay法により調べた結果，いずれの遺伝子  

の発現もオゾンや二酸化イオウとの接触により誘導され  

ることやその誘導パターンがアイソザイム間や接触させ  

るガスの種類により異なることが明らかとなった。この  

うち，エg－AC∫6のcDNAをカリフラワーモザイクウイ  

ルス35Sプロモーターの下流にアンチセンス方向につ  

なし、でタノiコ（品種SRl）に導入した。得られた組換  

え体において導入した遺伝子が発現していることを確認  

した後，組換え体を0．2ppmのオゾンと接触させて傷害  

の程度を調べたところ，対照の非組換え植物よりオゾン  

耐性の高そうな組換え体が3系統得られた。さらにこれ  

らの系統ではオゾンとの接触時におけるエチレン生成量  

が対照の植物よりも低下していることがわかった。   

一▲方，シロイメナズナのCol系統由来のオゾン感受性  

変異系統が，連中性子株処理されたものから8系統，メ  

タンスルホン酸エチル処理されたものから10系統，1、－  

DNAタギング系統から33系統得られた。これにより植  

物のオゾン耐性には多くの遺伝子が関与することが推測  

されるが，これを明らかにするには遺伝学的解析により  

相補試験や遺伝子座の決定を行う必要がある。このうち  

遺伝子座の決完に必要な交配相手系統として，Colと同  

程度のオゾン感受性をもつ野生系統C24，Sト2，RLD  

の3系統を選抜した。これらの系統とColとの交配によ  

りFl世代の植物を得，さらにその自殖によりF2世代  

の種子が得られつつある。今後F2植物個体間でのオゾ  

ン感受性の幅を調べ，その結果に基づいて交配相手の系  

統を決定する予定である。  

〔発 表〕Hr3，4，b176，ユ81，h－4，5  

（2）生殖系列細胞を用いた希少動物種の維持・増殖法  

に関する基盤研究   

①鳥類での子孫個体繁殖率の向上に関する遺伝的解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：高橋憤司  

社会環境システム部：清水 明  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕野生鳥類の絶滅は，環境要因による個体数の  

減少に始まり，末期には近交退化による不可逆的で急激  

な繁殖能力の低下によって加速されると考えられる。国  

立環境研究所動物実験施設には，鳥類の実験動物と・Lて  

ニホンウズラの近交系が系統維持されており，しかも近  

交退化の絶滅型と回復烈とに分離している。そこで，ま  

ず近交系ウズラを用いて鳥類の近交退化メカニズムを解  

明し，次に鳥類実験動物で近交退化の事例を解析し，最  

終的には絶滅が危供されている野生鳥類を救済するため  

の具体的方策を検討するのが，本研究の目的である。  

〔内 容〕本年度は，実験用ウズラを用いて近交化に伴  

う繁殖能力の変化を把握するとともに，近交系ウズラ間  

での交雑試験を行い雑種強勢による繁殖能力の回復を  

図った。また，鳥類実験動物（ウズラ，ボブホワイト，  

ニワトリ）の卵形診断技術を開発し，確聞・系統間比較  
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の整合性を持って計算された仝球モデルの結果を領域モ  

デルに境界条件として与え，領域（例えば日本域）内で  

より高い解像度で精密な計算を行うことができる。これ  

により，関心のある領域に関してより高精度の予測が可  

能となる。このような精密な気候モデル計算を十分な速  

度で行うことを目的として，本計画では並列計算機上で  

仝球気候モデルと領域気候モデルを最適にネスティング  

する技術を開発するための研究を行う。  

〔内 容〕本研究では，仝球モデルと領域モデルを結合  

して実行する手法を開発し，結合したモデルの最適並列  

化を行う。領域モデルにはコロラド州立大学領域大気モ  

デ1）ングシステムCSURAMSを用いる。   

本年度は，領域気候モデルをベクトル並列計算機  

（NECSX4）上で8PEを用いて並列実行し，ベクトル  

化効率の改善を中心としたプログラムの書き換えによる  

高速化を行った。テスト計算には水平80×80格子，鉛  

直23層でモデル時間1年の積分を行った。前年度まで  

の調査で，プログラムの配列構造がベクトル化に適合し  

ていないことが明らかになったため，計算時間のかかっ  

ているサブルーチンを抽挫してその前後で配列の並べ替  

えを行うことによりベクトル長を伸長した。この結果，  

計算速度は著しく改善された。一般に，スカラー機に最  

適化されたプログラムをベクトル機で最適化する際に，  

本研究の方法は有効と考えられる。   

また，仝球モデルと領域モデルを同時に実行する同時  

実行ドライバのプログラムの開発を行い，NECSX4上  

で8PEを用いたテスト実行により動作を確認した。こ  

れによって，仝球モデルの結果を逐次的に領域モデルの  

境界条件としながら，両モデルを別のノードを用いて並  

列同時実行することができる。この結果，大量の境界条  

件ファイルを作成・管理することなく，領域モデルの全  

球モデルへのネスティング計算を行うことが可能となっ  

た点は新規的である。さらに，水平解像度T42の全球  

モデル（CCSR／NIESAGCM）を単独で現在気候と二  

酸化炭素倍増時に対してそれぞれ10年積分し，その12  

時間ごとの出力を境界条件として領域気候モデルを同じ   

く10年ずつ積分する実験を行った。  

〔発 表〕f13，15   

を行った。以‾Fに，主な成果を示す。   

近交系ウズラ（H2及びL2系）の52世代にわたる繁  

殖能力を解析した結果，H2系は絶滅剖へL2系は周期的  

回復型へ分離したことがわかった。すなわち，し系の  

ふ化率は回復型ながら増減サイクルを示すことがわかっ  

た。これからのモデルは，希少野生鳥類の繁殖能力を改  

善させるために有用な情報を提供するが，今回は適応度  

指数（産卵率×受精率×ふ化率×育成率）の有用性を検  

討した。その結果，育成率を除いても近交退化現象が解  

析できることがわかった。   

ウズラ・ボブホワイト・ニワトリの卵形を画像処理  

し，卵形診断により榎間・系統間比較が可能となった。  

また，H2系の平均卵形には絶滅の兆候が認められるこ  

とが相関係数の比較より明らかにされた。   

近交系ウズラ間で交雑した結果，特定の家系のみで繁  

殖能力が向上することが確認できた。希少種の増殖を有  

利に進めるためには相性（Nicking）が重要であること  

がわかった。  

I－l2及びL，系のMHC構成を比較した結果，両系ウズ  

ラともサザン染色パターンが明確に分離しており，コン  

タミなく系統維持されていることが証明された。  

〔発 表〕B－47，b－158～163  

（3）高精度の地球変動予測のための並列ソフトウェア  

開発に関する研究   

①仝球・領域気候モデルの並列処理環境におけるネス  

ティング技術に関する研究  

〔担当者〕大気圏環境部：江守正多一軒沢 徹・  

神沢 博  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

（目 的〕並列処理技術の本格的導入による計算機の高  

速化・大規模化に伴い，今後10年荘度で全球気候モデ  

ルの水平解像度は現在の数百kmスケールから数十km  

スケールまで向＿とすることが考えられる。しかし，温室  

効果気体などの増加に伴う気候変動における地域スケー  

ルの気温や降水量などの変化を高精度で予測するために  

は，より′トさいスケールの火気擾乱や雲活動，地形や土  

地被覆の影響などを表現できる水平解像度数km程度の  

領域気候モデルの活用が不可欠である。領域気候モデル  

では計算範囲を関心のある領域に限延することで，仝球  

モデルよりも高い解像度を実現する。仝球モデルと領域  

モデルを結合（ネスティング）することによって，仝球  
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（4）炭素循環に関わるグロー／りレマッピングとその高  

度化に関する国際共同研究  

1）衛星データを用いた海洋の炭素循環と一次生産及  

び関連諸量のマッピングに関する研究  

・①気候変動の一次生産及び関連諸量への影響評価に関  

する研究  

【担当者〕化学環境部：柴田康行・米田 穣  

〔期 間〕平成10、12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕人間活動に伴う二酸化炭素等の放出による地  

球温暖化は，現代の地球環境問題の中でも重要な課題で  

ある。この解決のためには仝球レベルの炭素収支の把握  

に基づく定量的な解析が不可欠であるが，現状では情報  

は秘めて不十分であり，正確な収支の推定が難しい。本  

研究では，衛星観測データに基づいて炭素収支の解析の  

ための基礎データの仝球分布図を提出する（グローバル  

マッピング）ことを目的とし，そのための精査地域・海  

域として世界の熱源である西太平洋暖水塊（WPWP）  

周辺の精密測定と衛星データとの突き合わせをあわせて  

実施する。  

〔内 容〕百年、数百年にも及ぶ長期にわたって成長を  

続けるハマサンゴ類のコア試料を解析して気候変動など  

の長期的な環境変化を読みとるための手法開発を継続し  

た。試料をスラブ状に切断し，0．4mmずつ端から切削  

して，約2週間に1試料の割合で試料を調製し，酸素，  

炭素同位体比，並びにアルカリ土類金属濃度の測定を  

行って，それぞれ年輪構造に対応するきれいな年変化の  

パターンを得た。元素分析には同時測定型のICP発光分  

光分析装置を用い，0．3％程度の繰り返し精度で元素比  

の測定が可能な条件を確立した。   

これらのデータを水温変化の絶対値に読み替えるため  

の換算係数を求めるため，研究フィールドであるオース  

トラリア西岸ルーウイン海流沿いのサンゴ近傍に水温・  

塩分濃度センサーを設置して，約1年近くデータを採取  

した。データ回収時にあわせて近傍のサンゴコアを採取  

し，今後分析を行って換算係数を求める予定である。   

2）衛星データを用いた陸域の炭素循環と一次生産お  

よび関連諸量のマッピングに関する研究   

①湿地域における二酸化炭素吸収量推定手法の高度化  

に関する研究  

〔担当者〕社会環境システム部：山形与志樹  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕リモートセンシングデータを用いた，湿原植  

生の現存植生量や純生産量を推定するための手法開発を  

目的として，釧路漫原内において最大のバイオマス量で  

あるハンノキ林を対象として，リモートセンシング画像  

によるハンノキの樹冠率推定を試みた。  

〔内 容〕釧路湿原左岸堤防沿車のハンノキの疎割犬態  

が異なる2カ所を選定し，5000分の1スケールで撮影  

された航空写真を用い，解析囲化機による図化作業によ  

り200×200mの領域内におけるハンノキの樹冠をポリ  

ゴン化し，同時に樹高を算出した。これをグランドトゥ  

ルースとして，別途取得された航空機搭載型光学センサ  

（CASI）のマルチスペクトル画像を重ね合せた。次に各  

デーアについて30×30mメッシュ内の平均値を求め，  

これを解析対象とした。樹冠のポリゴンから算出した樹  

冠率を推定する試みとして，本年度は各種ミクセル分解  

手法を用いて解析を行ったところ，ハンノキの樹冠上か  

ら取得した分光情報のみから，画素内に混入する他の植  

生などによる分光情報を除去し，メッシュ内の樹冠比率  

を直接的に推定することに成功した。比較のために，リ  

モートセンシング解析において，現存相生量と相関が有  

るとして用いられている正規化差分相生指数（NDVI  

値）と，30mメッシュ内のハンノキの樹冠率との間に  

は相関を認めることはできなかった。また30mメッ  

シュ内の平均樹高とNDVI値の比較，さらにハンノキご  

とに算出されている樹高と樹冠径を掛け合わせた疑似的  

なバイオマスにおいてもNDVIとの相関を認めることは  

できなかった。画素単位でNDVI値を求めたところ，ハ  

ンノキと，周辺に生育している草本植生（主にヨシ）の  

NDVl値はほぼ同じ値を示していることから相関関係が  

存在しなかったと結論でき，画素内に混入する植生種の  

特定なくして植生指数を扱うことの問題が明らかとなっ  

た。  
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（5）バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動の解析  

に関する国際共同研究（第Ⅱ期）  

〔担当者〕化 学 環 境 部：河合崇欣・柴田康行・  

田中 敦・相馬悠子  

水土壌圏環境部：高松武次郎  

地球環境研究グループ：功刀正行  

地域環境研究グループ：森田昌敏  

研  究  生：阿部泰悪  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

平成10年度から第ⅠⅠ期。  

〔目 的〕世界最古のバイカル朝潮底堆積層の不撹乱柱  

状試料を採取し，物理・化学的，陸水学的，生物・生態  

学的測定及びデータの解析によって，ユーラシア大陸北  

東域の長期（～1000万年）気候・環境変動を再現する。  

科学情報として秘めて不十分な状態にある内陸域古環境  

変動に関する緻密で連続性の良い情報を得ることによっ  

て，氷床柱状試料・海洋底柱状試料等によって検討され  

てき－た地球環境変動の議論を補完する。ここでは，主と  

して不撹乱柱状試料採取，堆積年代決定法，化学分析及  

びデータベースの構築を行う。  

〔内 容〕本年度は，バイカル湖の湖底堆積層から採取  

した200mの不撹乱柱状試料（BDP－96コア），600mの  

不撹乱柱状試料（BDP98コア）の測定・分析によって，  

過去1000万年程度のバイカル湖地域の気候や環境の変  

化を示すデータを整えた。このデータから再現された古  

環境変動について，各分野間の整合性を検討し，それぞ  

れの項目が持つ特徴と問題点を見つけるとともに，議論  

全体の倍額性を高めた。データを総合的に解析し，バイ  

カル湖地域の過去1000万年の気候・環境変動の歴史を再  

現し，その生物相への影響を議論した。   

具体的には，以下のような研究課題を他省庁研究棟  

阻 各大学と共同で設定するとともに，ロシア・アメリ  

カ・ドイツの研究者との共同研究で総合的な測定・解析  

を行った。  

（1）掘削手法及び現場測定に関する研究   

1）掘削手法に関する研究   

本年度は，最終年度に当たり，掘削・試料採取は行わ  

なかった。本課題における湖底深度掘削試料採取によっ  

て．これまでに，以下の試料を採取 用際分配の後，輸  

入して測定・分析に供した。試料名の2桁数字は採取年  

を示す。  

探取地点   

瀾内全域（多数）   

プグルジュイカ沖   
アカデミシャンリソジ   

南湖盆  
アカデミシャンリッジ   

ポソルスカヤバンク  

試料名  

表層（毎年）   

BDP－93   

BDP－96   

BDP97   

日DP98   

BDP99  

長さ   底部年代   

～12m 、30万年   

100m  60万年  

200m  5〔旧万年  

42m  末推定  

600m 1500万年   

、302m l（伯方年  

（2）堆積年代測定に関する研究  

1）10Be加速器質量分析法及び古地磁気堆積年代法  

の併用による1千万年年代決定に関する研究   

バイカル湖は3千万年にも及ぶとされる長い歴史を持  

つ世界最大の湖であり，その湖底堆積物の解析を通じて  

その間の環境変動の歴史を明らかにすることは地球の気  

候変動メカニズムを明らかにして将来の予測をより確実  

に行う上で重要な意義を持つ。こうした研究の基礎情報  

として，堆積物各層の堆積年代を明らかにすることが欠  

かせない。本研究では，海洋底の解析などにより明らか  

にされてきた地球磁場の逆転パターンとの比較による1－  

地磁気年代決定法と，10Be並びに26Alという宇宙線起源  

の長寿命放射性核種による絶対年代決走法とを組み合わ  

せて1千万年に及ぶ堆積物の年代決定を可能にする手法  

の確立を行い，バイカル湖から採取されたコア試料の年  

代決定に応用する。同位体比が元々極めて低く，分析の  

難しい26Al／27Alを測定するために，部分溶解法を用い  

た試料処理上件の検討を継続した。溶解液中の試薬濃度  

を段階的に変えて検討した結果，26Alの抽出についての  

抽出試薬の濃度の最適値は，塩酸ヒドロキシルアミン法  

で一一般に用いられる0．04Mより高く，1M前後の高い  

ところの方がわずかに良い結果となった。同一条件  

で叩Beの溶出を行い，10Bの妨害を除くために分析磁石  

の後ろに2次ストリッパーフォイルを置いてエネルギー  

損失の違いから両者の分維をはかりながら，最適条件を  

見つけてBDP－96コアの深度別の測定を行った。部分溶  

解法による10Beの分析結果は全溶解法によるデータの  

変化と相対的によく一致する結果となり，堆積後の自生  

鉱物の成長による溶解状態の変化は特に認められなかっ  

た。また，測定誤差範囲で，10Beの変動と26Alの変動は  

良い対応を示した。  

〔発 表〕D－12，d－18，19  
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（3）化学的手法による環境変動解析に関する研究  

1）無機元素及び生元素安定同位体測定による環境変  

動解析の研究   

湖沼堆積物の無機成分（元素組成）は過去に湖内や流  

域で起こった生物・化学・物理反応の結果を化学化石と  

して保存していて，気候変化と連動した生物生産量や外  

来物質流入量の変軌底層水や堆積物表層での酸化還元  

状態の変化，地殻変動（湖盆の移動や水深変化）の影響  

などを記録している。したがって，堆積物の元素組成を  

初期耗成作用の影響などを十分考慮して解析すれば，古  

環境に関する有用な情報を引き出すことができる。ここ  

では，バイカル湖で採取した堆積物コア中の約40元素  

をrCPAES，lCPMS，中性子放射化分析などで定量  

し，バイカル湖堆積物の無機成分特性を明らかにすると  

ともに，元素の鉛直濃度分布から，過去数百万年～一千  

万年の間の湖，流域，及び地球規模の環境変化を推定す  

る。また，堆積物中の生元素安定同位体や光合成色素の  

分析なども行い，結果を総合的に考察して古環境を復元  

する。   

本年度は，BDP93コア（アカデミシャンリソジで採  

取；コア長：102m）の詳細な解析を行うとともに，  

BDP98コア（アカデミシャンリソジ；603In）の上部  

200mの分析を行い，以下の結果を得た。  

①バイカル湖の堆積物は，他の淡水湖’（例えば琵琶湖）  

に比べ，Ca，Sr，Ni，Mg，U，及びCrを高濃度で含み  

（琵琶湖に対する存在比：1．5～3），後背地質の影響と  

考ネられた0また，S（2・1）（多分Seも）にも富んでい  

て，低温と大きな水深のために，堆積物中で硫酸還元が  

かなり進んでいることを示唆した。一一方，親生物元素の  

一つであるBr（0．66）の濃度は，この湖の生物活性の低  

さを反映して，かなり低かった。  

②Al濃度で規格化した代表的親生物元素（Mn，P，Br  

及びCu）の鉛直濃度分布から，約14万年前以降，生物  

活性が増大していて，その傾向は完新世に入った1万年  

前以降顕著になったことがわかった。  

③S／Al，As／A】，U／Al，Cu／Al，及びPb／Alはコア中  

でほぼ一定周期で，かつ同期して増減しており（過去  

70万年間に約10周期），堆積物中での硫化物生成が周  

期的に増減したことを示した。これは，寒冷一温暖の気  

候変動に対応した生物活性の周期的変動を反映した結果  

と考えられた。  

④uの鉛直濃度分布は，Emi1ianiが海底堆積物中の有孔  

虫化石について報告した∂180の変動と良く一致してい  

て，気候変動の有効な指標と考えられた。  

⑤全量Siの変動は，地殻起源元素（Al，Na，Mg，K，  

Tiなど）の変動と鏡像関係にあり，生物起源珪酸の増  

減に支配されていると推定された。そのため，適当な補  

正を加えれば，全量Siから生物起源珪酸の変動を評価  

することができると考えられた。  

（4）結合解析及びデータベース構築に関する研究  

1）シベリア・極東地域の気候変動既存データベース  

構築及び大気大循環モデルとの比較研究   

2）植生変遷及び生物進化データベースの構築に関す  

る研究   

3）総合解析及びバイカルデータづ－ス運用に関する  

研究   

日本ロシアにミラーサイトを置く国際共同データ  

ベースのハードウエアの構築（第一段階）を平成10年  

度に完了したが，本年度は，国際合意に基づく運用面で  

の基本構造として，－・般公開／プロジェクト内共有コア  

の2層構造を採りながら内容を充実した。特に，ロシア  

側で準備された英訳＆英語表記ロシア語文献リスト  

10〔沿0件をインターネット上で一般公開した。   

BDP－96コア及びBDP－98コアの測定・分析を進め，  

各分野間の測定結果の整合性を検討しながら，ユーラシ  

ア大陸北東域の過去1000万年の気候環境変動の再現を  

行うデータを整えた。この間の気候変動の特徴は「寒冷  

化」であり，それに伴う陸上植物の「自然淘汰型多様性  

減少（属の消滅）」があったことが明らかになった。ま  

た，新しい「属」の出現・移入は見られなかった。一方，  

湖内では氷期一間氷期サイクルが始まった250万年位前  

からケイ藻の分化（進化？）頻度が急速に高まるととも  

に，「棟の寿命」が短くなったことが示された。地球の  

気候変動が生物相に与える影響が古気候・古生物情報が  

そろった形で具体的に示されるとともに，水塊の環境緩  

衝作用によって水生生物は異なった環境影響を受けたこ  

とも示唆された。  
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いヨウ化メチルについては中緯度の対流圏上部におよそ  

0．5pptで存在することが明らかとなった。  

〔発 表〕D－42，43，d－57，58   

（6）成層圏の変動とその気候に及ぼす影響に関する国   

際共同研究（第Ⅰ期）  

1）成層圏の素過程の研究と大気微量成分の変勒解明  

①成層圏オゾンに影響を及ぼす臭化メチル等の起源と   

動態に関する調査研究  

〔担当者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

〔目 的〕臭化メチル，塩化メチル等の自然起傾ハロ  

カーボン類は成層圏オゾン破壊に重要な役割を果たして  

いると考えられている。しかし，それらの発生源や分布  

については不明な点が多〈，影響評価のための解析を困  

難にしている。そのため，本研究では（1）大気中ハロ  

ゲン化メチルの高感庇測定億の開発（2）北半球高・  

中・低緯度域（北極・アラート，北西太平洋上北緯42～  

520，亜熱帯・波照間島）における大気中ハロゲン化メチ  

ルの季節変動と経年変化の観測（3）航空機を利用し  

た相模湾上空におけるハロゲン化メチルの鉛直分布観測  

を実施して，大気中ハロゲン化メチル変動要因と発生源  

を解明する。  

〔内 容〕北太平洋，北極域（アラート），亜熱帯域  

（波照間島）の3地域における大気中ハロゲン化メチル  

濃度の定期観測から，各ハロゲン化メチルについて緯度  

ごとに特界的な季節変動パターンが得られた。船舶によ  

る緯度分布観測の結果等と合わせて解析した結果，大気  

中塩化メチルは熱帯・亜熱帯の陸城から大量に放出され  

ていることが明らかとなった。これほ従来の海洋起源説  

を覆すものであり，大気中最多ハロカーボンである塩化  

メチルの影響評価のために重要な発見である。また，殺  

虫剤などとして人為的にも利用されている臭化メチルに  

ついて，その大気中濃度の観測結果とボックスモデルに  

よる人為寄与分の計算結果（北半球：4．3ppt，南半球：  

2．3ppt）の比較から自然起源臭化メチルの緯度分布を  

推定した。得られた分布は南北両半球における平均濃度  

がいずれも約6pptで，赤道付近でやや高くなる傾向を  

示し，塩化メチルと同様に熱帯域に自然発生源のあるこ  

とが示唆された。   

航空機観測によるハロゲン化メチルの鉛直分布観測  

（500～7000m）から対流臥ヒ部の塩化メチル，臭化メ  

チルは地表付近のバックグラウンド濃度（それぞれ  

550ppt，10ppt付近）で推移していること，反応性の高  

②光化学モデルを用いた成層圏オゾンの長期変動の研究  

（担当者〕地球環境研究グループ：秋吉英治  

〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

柑 的〕火山爆発によって増加した硫酸エアロゾル  

が，気温やオゾン層に及ぼす影響を調べる。国内のレー  

ザレーダ観測グループによって得られた，ピナツボ火山  

爆発起源の成層圏硫酸エアロゾルの鉛直分布及び時間変  

動に関するデータと，鉛直1次元光化学一放射結合モデ  

ルを用いた研究を行う。特に．地表気温がオゾン減少に  

よってどのような影響を受けるかを，簡単な1次元結合  

系によって調べる。この1次元モデルによる研究によっ  

て，今後のより高度で現実的な3次元モデルを用いた研  

究に必要な化学反応過程，放射過程，化学一放射結合過  

程，気温や微量成分の時間変動などに関する基礎的な知  

見を提供する。  

〔内 容〕レーザレーダによって観測された，ピナツポ  

火山爆発起源の成層圏硫酸エアロゾルの鉛直分布，表面  

積，及び時間変動（爆発後約半年～9カ月で最大，その  

後時定数11カ月で減少）から，エアロゾルの放射特性，  

及び表面積わ時間変動を計算し，これを鉛直1次元一光  

化学放射結合モデルに取り込んで，火【l」性エアロゾルが  

オゾン層及び気温に及ぼす影響を調べた。計算の結果，  

オゾン全量は約5～6％減少した。地表気温は－，最初の  

半年くらいはエアロゾル層の日傘効果により，地表に届  

く太陽光が減少することによって，約0．1～0．2K減少  

するが，その後エアロゾルの温室効果が効いてきてこの  

冷却の約1／3は，解消される。しかしながら，上空の  

オゾン減少による温室効果の減少で，その後冷却傾向ほ  

数年続き，上層のオゾン減少が回復するまで続く，とい  

う結果が得られた。エアロゾル増加による成層圏の  

IlO∫，ClOJの増加，NO∫の減少も再現された。ここで  

得られた1次元の簡単なモデルによる結果は，今後行わ  

れるであろうより高度な3次元モデルによる，同様な数  

値実験の結果を解釈する場合に有川な知見となるであろ  

う。  

〔発 表〕八一4，a－2  

一159一   



国立環境研究所年報（平成11年度）   

2）成層圏変動の気候への影響に関する解析及びモデ  

ルを開いた研究¶衛星データ等を用いた解析的研究   

①衛星データ等の解析による極渦構造の変動メカニズ  

ムの解明  

〔担当者〕大気圏環境部二神沢 博一菅附誠治・  

笹野泰弘  

〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

〔月 的）本研究の目的は，成層圏極渦の構造，極渦の  

孤立性の横構を力学的解析によって理解することであ  

る。極渦の構造は．オゾン，温室効果ガス等の分布を決  

める大きな要素であり，それらの分舶ま，直接的には放  

射過程を通して，間接的には，放射過程によって規定さ  

れる成層圏の温度分布，さらには，温度と密接な関係が  

ある風の分布を通して，気候ぺ影響を及ぼす。   

成層圏の温度分布は，基本的には，オゾンによる紫外  

線の吸収加詔と二酸化炭素，オゾン，水蒸気の赤外放射  

冷却のバランスによって定まっている。大気の運動によ  

る力学的な熟の輸送，さらには，オゾン等の物質の輸送  

が，その温度分布を変化させる要因となる。成層圏の極  

渦とは，冬季に西から東に吹く強い風（極夜ジェットと  

いわれる）が低温の極域を取り巻〈ように流れている棟  

をいう。極の真上からみれば，北半球では左回りの渦，  

南半球では右回りの渦ができている。秋から冬にかけて  

発達し，南半球においては春，11月頃まで持続する。  

北半球においては，通常3月頃まで持続する。南半球の  

極渦の方が強く，かつ，持続期間も長い。南極周におい  

てオゾンホールが発達するのは，この極渦の性質のため  

である。  

〔内 容〕問題意識：極渦の空気の入れ代わりの機構お  

よびタイムスケール（極渦の孤立性）を特定する。その  

際，上下方向の交換（成層圏対流圏間の空気粒子交操）  

および緯度方向の交換の両者に着目し，両者を統一一的に  

理解する。また，「極渦の孤立性が高まる」ことは，「極  

渦内の空気と低緯度の空気との混合が小さい」ことを意  

味し，以下の2つの過程が働くことを意味する：「低緯  

度からの難輸送が′トさい→低温→オゾン破壊」；「低緯度  

からのオゾン輸送が小さい→低温」。両者の過程とも低  

オゾン低湿度の状態を招き，極渦の孤立性がさらに高ま  

ると考えられる。この両者の過程の寄与の大きさを評価  

する。   

本年度の研究内容：1996／1997年北半球冬において  

は，棟渦が非常に安定で異常に長期間持続した。この期  

間に環境庁開発のILASセンサーにより取得されたデー  

タ，特に，空気運動のトレーサーとなる長寿命不活性気  

体である亜酸化窒素（N20），メタン（CH4），水蒸気  

（H20）のデ」夕を解析した。各データが等混合比の値  

を取る高度を日々追跡することにより，極源内で確かに  

下降運動が起こっていたことを見いだし，その値は，ど  

の気体成分による推定であるかに依存せず（したがって  

推定の確実性が高い），高度20km近辺においては，約  

0．7km／month程度であった。この運動だけで極渦と極  

渦外との空気交換が起こるとすると，極渦中の空気粒子  

の滞留時間が1年近くになるような大きさである。ま  

た，極洞内よりも極渦境界付近の方が下降運動の大きさ  

が大きかった。定量的に確信を得るためには，さらなる  

データ賛辞価が必要である。一方，極渦の内外の水平混  

合の度合いを評価するために，気象データを使用した多  

数の空気恕子（数万個）のトラジェクトリー解析を行  

い，水平混合による極渦中の空気粒子の滞留時間がユ年  

以上の大きさになることを推定した。  

〔発 表〕F6～8，14，15，「18，20，21，24  

2．14．2 生活・社会基盤研究  

（1′）スギ花粉症克服に向けた総合研究   

＝ スギ花粉症の発症・増悪メカニズムの解明に関す  

る研究   

①修飾因子の疫学的解析  

【担当者〕地域環境研究グループ：新田裕史  

【期 間〕平成9～11年度（1997、1999重度）  

〔目 的〕スギ花粉症の発症・増悪にスギ花粉自身が最  

も大きな役割を果たしていることは明白であるが，スギ  

花粉以外にスギ花粉症の発症・増悪にいかなる因子が関  

与しているかについては不明な点が多い。年齢について  

はこれまで30歳代が最も有病率が高いとする報告が多  

かったが，最近は若年層での有病率の増加を指摘するも  

のも多い。有病率の年齢分布の遠いは一般に感受性の遠  

いと考えられるが，スギ花粉症の場合にはスギ花粉飛散  

数が増加し始めた時期と出生年代との関係やライフスタ  

イルの変化などいくつかの解釈があり得る。修飾因子の  

ひとつとして注眉されている大気汚染，特にディーゼル  

排出粒子の及ぼす影響についても実験研究と疫学研究の  

結果は必ずしも一貫していない。アレルギー疾患につい  

ては世界的に増加傾向にあるとされ，都市化や環境汚染  

との関連性が示唆されている。しかしながら，これらの  

ー ユ60 一   
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治療法の確立に寄与すると考えられる。数多くの生体外  

の園子の花粉症発症への影響を比較的簡便に評価するた  

めの実験系が求められている。本年度は，前年度に確立  

したTリンパ球のサブポプレーションにおけるサイトカ  

イン産生バランスを評価するための実験系を用いて  

ディーゼル排気ガス（DE）暴露マウスでの影響検索と  

花粉症増悪個子としてl－PSを用いてスギ花粉点鼻マウ  

スヘの影響を検討した。  

【内 容〕（1）マウスを卵白アルブミンで感作し，抗  

CI〕4，抗C上〕8抗体で処理して3mg／m3の粒子濃度の  

DE暴露を行った。暴露により，頚部リンパ節紺胞数，  

肺胞洗浄液中の細胞数ともに有意な増加がみられたが，  

抗CD4抗体処理によりその増加が抑制された。しかし  

ながら，抗CD8抗体処理では顕著な抑制はみられな  

かった。頚部リンパ節細胞を抗原の存在下で培養した上  

暗中のサイトカイン産生においては，tL－4とIFN－γ直  

生でDE暴露による有意な変化はみられなかった。しか  

しながら，1FNγ産生における杭CD8抗体処理した暴  

露群と対照群との比較では，暴露群における有意な低下  

がみられた。血中の抗原特異的IgE産生では，抗CD4  

抗体処理による顕著な低下がみられたが，DE暴露群と  

対照群とでは差はなかった。総tgE抗体価においても  

DE暴露群と対照群とで差はみられなかったが，抗CD4  

抗体処理した暴露群と対照群との比較では，暴露群にお  

ける有意な低下が認められた。  

（2）BALB／cマウスに 2週間間隔で11回1  

mg／mouseのスギ花粉を広見し，12回点見直後より  

LPSの4日間連続投与を行って頚部リンパ節，血中の  

1gE抗体価の変勒を測定した。その結果，スギ花粉特異  

的IgE抗体産生は点鼻7国後より上昇がみられ，LPS点  

鼻により，スギ花粉感作マウスの頚部リンパ節のB細胞  

の増加，特異抗体産生の顕著な活性化が認められた。  

〔発 表〕E6，25、29，e－57～60   

因子の関与を明らかにするためには疫学方法上の問題点  

も多い。細菌，寄生虫感染との関連性，ダニなどの他の  

アレルゲンとの接触をはじめとする生活環境にかかわる  

諸因子など，スギ花粉症の発症・増悪を修飾する可能性  

がある因子は数多い。本研究はこれらの点を明らかにす   

ることを目的とする。  

〔内 容〕感作状況を把握するために，一昨年度および  

昨年度に茨城県北部および東京都区内の各1小学校の学  

童約1000名について，花粉症，その他のアレルギー疾  

患の症帆既往歴等に関する質問票調査と特異IgE抗体  

検査（CAP RAST法）を実施した。本年度はそれらの   

データおよび過去に同地域で実施した調査データを加え   

てさらに詳細な解析を実施して，学童の花粉症の感作・  

発症にかかわるリス■クフ7クダーについて検討した。ダ  

ニおよびスギ特異IgE抗体陽性率では地域差，性差がみ  

、られた。ダニおよびスギIgE抗体の陽性率をみると両者   

ともに陽性である割合は茨城，東京ともに男子が女子よ   

りも高い傾向がみられた。東京ではスギのみ陽性である   

割合は小さいが，茨城では1割程度スギのみ陽性の者が   

おり，一・方東京ではダニのみ陽性である割合が茨城より   

も大きくなっていた。  

スギアレルゲンヘの感作に対するその他の生活環境の   

寄与を含めて検討するために多変量解析を行った。その   

結果，茨城地区では学年による増加傾向，出生年および   

出生月による違いが統計的に有意であったが，東京地区   

では出生年による遠いのみが有意であった。出生年や出   

生月によって，スギアレルゲンヘの感作状況に違いが存   

在することが示唆されたことは出生直後のスギ花粉への   

暴露恒1避が感作状況を変えうる可能性を示すものであ   

る。   

〔発 表〕B－65，66，b－199，201～207   

②修飾因子の実験的検証  

〔担当者〕環境健康部：藤巻秀和  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

【目 的〕スギ花粉症の発症・増悪，あるいは，抑制の  

機構は非常に複雑であり，大気汚染，感染，食事などの  

外的因子の影響が大きいと考えられている。しかしなが  

ら，スギ花粉症を発症した患者と健常人では，どのよう  

な修飾因子の違いにより発症が誘導されるのか明らかで  

ない。そこで，スギ花粉症の発症に影響を及ぼす修飾因  

子を特定し，その機構を解明することは花粉症の予防・  

2）スギ花粉の生産と飛散予報法の高度化に関する研究   

①花粉飛散量の計測に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：新田裕史  

〔期 間）平成9～11年皮（1997～1999年度）  

〔目 的〕従来，スギ花粉飛散の予報はダーラム型花粉  

捕集器によるデータに基づいて実施されてきた。しかし  

ながら，この方式は測定のための労力が多大であり，ま  

た時間分解能についても司り・分である。本研究では，花  

－161－   
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粉飛散の予報法の向上に寄与するとともに，従来は人手  

に頼っていた花粉観測にかかわる労力を軽減し，リアル  

タイムな花船観測値の情報伝達を可能とするためにスギ  

花粉数の自動計榔装置を開発することを目指す。  

〔内 容〕これまでの検討に基づき試作器を作成して，  

フィールド試験を実施してその性能評価を実施した。試  

作したスギ花粉自動測定装置は花粉補集部，花粉認識  

部，画像データ処理部に分けられ，大気を20J／分の流  

量でl吸引し，捕集大気中のスギ花粉をその自家蛍光画像  

をコンピュータにより処理し，蛍光スペクトルや形態情  

報によって同定・計数するものである。フィールド試験  

では花粉認識部の後段にバックアップフィルターを設置  

して，フィルター上のスギ花粉を光学顕微鏡下で同定・  

計数した数値と比較した。その結果，スギ花粉自動測定  

装置による測定値とバックアップフィルター上のスギ花  

粉数とは良好な一致を見た。本装置はスギ花粉飛散予報  

の高度化のために有用な情報を与えるものと考えられ  

る。  

が認められ，ヒトの生活習慣病指標の悪化が認められ  

た。これに対して，タマネギ瀞未を与えた群のラットの  

過酸化脂質．LDL－コレステロール値，8OHdG値はタ  

マネギ粉末を与えていないラットに比べて有意に低‾F  

し，逆にHDL－コレステロール値は増加し，タマネギ粉  

末には生活習慣病を改善する効果が認められた。しか  

し，イチョウ菓エキスとケルセナン（タマネギ粉末やイ  

チョウ菓エキスの主成分）には有意な効果は認められな  

か 

（2）MPTPによる脳の酸化的障害とイチョウ菓エキス   

（GBE）による抑制   

ラットにMPTPを投与すると，カタレプシ←を起こ  

している時間は未処理動物の28倍に増加し，脳内の過  

酸化脂質，DNA損傷（8－OHdG生成）も増加した。こ  

の動物にGBEを投与すると，カタレプシー時間は  

M「1’PT投与群の半分以下に短縮され，また脳内の過酸  

化脂質とDNA損傷も増加した。GBE投与許ではその増  

加が抑制されていた。このことから，イチョウ菓エキス  

（GBE）中の成分が脳の酸化的傷害を抑制する作用を  

持っていることが示唆された。  

（3）AZTによる心電図上の心機能異常とタマネギ粉  

末による異常の抑制   

高脂肪食投与ラットにAZTを2週間にわたって投与  

したところ，心電図のPQR波に顕著な除脈現象が観察  

された。この除脈はタマネギ粉末投与群では検出されな  

くなった。また，心臓中の過酸化脂質値は増加傾向が認  

められた。DNA損傷は現在検討中である。これらのこ  

とから，タマネギ粉末には心臓の機能異常を予防する効  

果があることが推測された。現在，ニンニクについても  

上記のことを検討中である。  

〔発 表〕b151，152  

（2）高齢社会に向けた食品機能の総合的解析とその利  

用に関する研究   

①臓器内生物ラジカル計測と食品成分による消去作用  

の解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：鈴木 明  

〔期 間〕平成9～11年度（1997、．1999年度）  

〔目 的〕ヒトの病気の約90％は活性酸素・フリーラジ  

カルが関与していると言われている。本研究では，加齢  

に伴い臓器内フリーラジカルが増加するモデル動物を作  

成し，この動物に抗酸化性食品を与え，臓器内生物ラジ  

カルの発生低減効果を，ラットを用いで実験し，これら  

抗酸化性食品がLDL－コレステロールの低下やIrIDL－  

コレステロールの上昇等，生活習慣病の改善に有効かど  

うかを調べる。また，脳障害によるカタレプシれ現象や  

心電図測定による心機能改善効果等も測宣し，■抗酸化性  

食品の臓器内ラジカル消去能を評価することを目的とし  

た。  

（内 容〕  

（1）老化動物の生活習慣病指標の変化と抗酸化性食品  

による改善効果について   

本実験のWj5t占r系ラットは，加齢につれて血清中の  

過酸化脂質，総コレステロール，LDL一コレステロール  

などが増加し，HDレコレステロール値は低下する傾向  

（3）内分泌撹乱物質による生殖への影響とその作用機  

構に関する研究  

1）内分泌撹乱化学物質の計測手法及び評価手法の開発   

①内分泌撹乱物質の高感度分析手法の開発と環境中濃  

度の把握  

〔担当者】化学環境部二白石寛明  

〔期 間〕平成10～12年度（1998、2000年度）  

〔目 的〕分泌系撹乱が危惧されている物質のリスト化  

を行い，物質の性状に応じて分類した後，水，底質およ  

び水生生物を対象とした包括的な測定法を確立する。  
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〔発 表〕D－16，17，d－21ニー23，25，26   CC／MSよる一斉分析法や，界面活性剤の代謝物など揮  

発性が少なく測定が困難な物質の分法としてLC／MSを  

分析法の中心に据え，高感度，高選択性が要求される物  

質に対しは，GCrAEDによる元素選択的分析法（有機  

金属化合物など），負イオン化学イオ化GC／MSによる  

分析法（有機塩素系化合物）などを補足的に用いる。こ  

の分析を用いて，下水処理場周辺など発生源の調査や都  

市河川，湖沼，内湾などにおける上記物質の環境濃度や  

分布状況の把握を行う。人畜由来の物質であるエストラ  

ジオールのように，非常に微量でもその影響が現れると  

考えられる物質の分析には，他の物質と比較して更なる  

高感度化が求められているため，負イオン化学イオン化  

（NCl）GC／MSによる分析法やダルクロン酸や硫酸抱  

合体のHPLC／MS／MSによる分析法等を優先的に開発  

する。  

（内 容〕フェノール基を有する内分泌撹乱物質の高感  

度検出法をガスクロマトグラフ質量分析法（GC／MS）  

と高速液体クロマトグラフ法（Ⅰ一IPLC）を用いて検討し  

た。CC／MSでは誘導体化試薬で反応後，負イオンを検  

出する測定法によりpgレベルのエストラジオールやビ  

スフェノールAの検出が可能となり，HPLCでは電気化  

学検出館を使用することでppbレベルの水の直積測定が  

可能となった。電気化学検出のための固相カラムを用い  

る前処理法を検討し，実サンプルに応用できることを確  

認した。エストラジオールのペンタフルオロベンジル誘  

導体化によるGC／NCI－MSによる測定法を開発した。  

この方法は，パーフルオロアシル誘導体より若干複雑な  

手順を必要するが，より安定な化合物を生成し，分析上  

妨害となる爽雑物との分離にカラムクロマトグラフィー  

などの前処理を組み合わせることができることや，その  

トリメチルシリル誘導体がエストラジオールに由来する  

負イオンを主イオンに生成するため，より高感度な測定  

が可能となった。本方法の応川として，霞ケ浦の土浦入  

りから湖心にいたる4地．蕉での湖水の測定を毎月行った  

，結果，エストラジオールの濃度は，すべての測定におい  

て緊急調査結果の1／10以下の1ng／J未満であった。ま  

た，明確な季節変動は認められなかった。湖水を用いた  

安定性試験からエストラジオールは，環境中の微生物に  

より容易に分解され，水温の高い夏季には速やかに湖水  

中で分解されること示された。エストラジオールの一部  

は，エストロンに代謝されたが，この水中濃度も速やか  

に減少することが示された。  

②魚等の生物に対する内分泌撹乱作用の生物検定法の  

開発  

〔担当者〕化学環境部：白石寛明  

生物圏環境部：畠山成久  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔自 的〕内分泌撹乱作用の検定生物として魚類などの  

水生生物を選び，内分泌視乱物質により誘導されるバイ  

オマーカーの高感度計測，魚類の形態や行動への影響，  

各種ライフサイクル試験などによる新しい生物検定法を  

作成し，内分泌系撹乱物質の水生生物への影響を高感度  

に計測する手法や慢性影響を評価する手法を確立するこ  

とを目的とする。バイオマーカーの高感度計測では，薬  

物代謝酵素であるP450や雌に特異的なタンパク質であ  

るビテロゲニンやコリオゲニンに焦点を当て，指標タン  

パク質のELISA測定法やT）アルタイムRT－PCRによる  

mRNAの高感度な定量法を開発し，魚類，特に，メダ  

カの内分泌柁乱物質の暴露によるコリオゲニンやピテロ  

ゲニンmRNAの発現を指標とした試験系を作成する。  

また，水生生物の生殖・繁殖影響を評価するライフサイ  

クル試験法や魚の生殖に関係した行動などを指標とした  

検定方法を作成する。水生生物の繁殖に及ぼす内分泌柁  

乱物質の試験法，及びその評価法を，環境ホルモン物  

質，ビスフェノールA，ノニルフェノールなどを用いて  

検討する。底生生物としては，ユスリカなどの繁殖障害  

に着目した試験法の開発を行う。  

〔内 容〕ビスフェノールA（3，2ppb～2ppm，6区  

画）にふ化後140日まで暴露したメダカの肝臓中のコリ  

オゲニンHとβアクチンmRNAの測完（オス，メス  

各3匹▲）を前年度に開発したリアルタイムRTPCR法  

で行った。／9一アクチン発現量に対するコリオゲニンH  

の発現量が最も多かった個体のコリオゲニンH／ノウアク  

チン比を100としたときの各個体のコリオゲニンH／β  

アクチン比をで評価すると，ビスフェノールAの影響  

は，オス，メスともに見られた。対照区では，すべての  

メスに駁も高い発現が見られているが，高濃度区になる  

に従い発現量が減少する傾向があった。一方，オスで  

は，対照区でメスの1／1000程度の発現しか見られず，  

中間の濃度区（3，2ppb，16ppb）では，発現がほとん  

ど観測されないものの，高濃度区で正常メスの1／10程  

度のコリオゲニンを発現する個体が出現するようになっ   
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た。エストラジオールの短期暴露で同様の検討を行い，  

ピテロゲニンタンパクの誘導とともにコリオゲニンHの  

mRNAの発現が見られることを示した。塩基配列が未  

知で定量が不可能であったメダカビテロゲニンmRNA  

の塩基配列の解読を進めた結果，同様のRT－PCR法で  

定量できるようになった。また，メダカエストロゲンレ  

セプターやコリオゲニンLの定量をするためのRT－  

PCR条件の最適化を行い，異なる蛍光色棄を用いるこ  

とによりβ－アクチンmRNAとの同時測定（Multiplex  

RTPCR）が可能となった。   

ユスリカの繁殖影響試験法を，半止水式ガラス水槽の  

上にケージを設置した容器に霞ケ浦の底泥，ガラスビー  

ズなど入れたものを用いて検討した。セスジュスリカ  

（感受性系統）の受精卵1卵塊（400から500偶の卯を  

含む）を各水槽に入れ，通気して羽化・雌雄比（脱皮殻  

による），産卵率・受精率など全生活史にかかわる基本的  

なデータを収集した。その結果，湖沼の底質を用いる限  

り，2世代に及ぶ繁殖影響試験法が実施可能であること  

が示された。  

【発 表〕d－24   

バキュロウイルスにより作製した組換えヒトER－αと  

蛍光標識したガンド（ESl）が複合体を形成すると，分  

子運動が棍憎になる結果，蛍光偏光度が大きくなる原理  

を用いて測定する。いくつかの芳香性化合物について競  

合結合性試験を行った。その結果ほとんどすべてのフェ  

ノール性化合物は弱いながらエストラジオールと結合競  

合することが明らかとなった。   

他の′〃再rJりのアッセイ系との比較を行った。いくつ  

かのアッセイ系はほほ同じような化学特性を示してお  

り，これらの結果とf〃リfvoの結果とを結びつけて考える  

上で，代謝の役割を考慮することが重要と思われた。  

〔発 表〕B93，96，b－240   

2）内分泌撹乱の発現メカニズムの解明に関する研究   

①性ホルモンレセプターと結合する化学物質の内分泌  

柁乱のメカニズム  

〔担当者〕環境健康部：達し【」千春  

〔期 間〕平成10、12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕内分泌撹乱物質がいかなる作用機序でほ乳類  

の生殖機能に異常を発生させるのかを明らかにするため  

に，精子形成にかかわる遺伝子の発現変化を検索する。  

とくに性ホルモンレセプター（ER・AR）を介した影響  

がどのように精子形成に影響を及ぼすのかその機構を解  

明する。   

前年度に続き性ホルモン受容体への結合および内分泌  

撹乱作用の報告されている物質であるBisphenolrA  

（BPA，エストロゲン作用あるいは抗エストロゲン作  

用）およぴVinclozolhl（VCZ，杭アンドロゲン作用）を  

成熟雄ラットに投与し，精子・精巣・副生殖腺への影響  

を解析した。本年度は特にBPAの低用量影響に焦点を  

当てた。  

〔内 容〕  

（1）低用量BPAの精巣への影響   

BPAを成熟雄ラット（13週齢）に6日間経口投与し  

生後36日目（D36）に解剖した。投与量は実験1  

で，20FLg，200FEg，2mg，20mg，200mg／kgbw（n＝5）。  

実験2で，2ng，20ng，200ng，2／嶋20／ノg，200／欄  

2TTlg／kgbw（n＝8）である。その結果，実験1では仝  

群において対照群に対して，精巣重量・DSP・精子産生  

効率（DSP／gt）ともに小さい値を示した。実験2でも  

対照群に比べ，投与群は3つの指標で小さい傾向を示し  

たが，統計学的有意差が生じたのは，DSP・DSP／gtで，  

③内分泌撹乱物質の情報科学的研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

【期 間〕平成10～12年度（1998、2000年度）  

（目 的〕文献学的に報告されている内分泌稽乱物質を  

拾い出し，その物質についての国内外の情報を収集整理  

する‘。このための情報データベース化のためのフォー  

マットを確定し，また本研究で実施する各研究からの研  

究成果情報のフィードバックを可能とする。   

アルキルフェノール類及び塩素化フェノール類をモデ  

ル物質群とし，魚の生物試験系を用いてその内分泌撹乱  

作用を定量的に測定する。また，これらの物質群におけ  

るエストロジュン分子との分子構造類似性を指数化する  

方法を検討し，内分泌撹乱作用との最適合性を調べる。  

〔内 容〕情報データベースについては，物質の物理化  

学的性状，生産量用途，環境ホルモン作用，一般的な毒  

性，法律的規制等の項目について情報を収集整理するこ  

ととし，そのフォーマットを確立した。本年度から，約  

40物質にいて試験的な入力を行った。  

J〃Vf他のハイスループットアツセイ系として蛍光偏光  

度を用いたスクリーニング法を用いて内分泌撹乱作用の  

指数化を行った。  
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のスクリーニング ③エストロゲン受容体との結合領域  

を含むフラグメントを有す．るプラスミドの構築及び標的  

遺伝子の解析と遺伝子の選択を行う。④国立がんセン  

ター研究所で確立された新規アッセイ系を用いて，器官  

形成に影響する内分泌撹乱物質の検索を行う。⑤phlP  

あるいはブタル酸エステルを妊娠ラットあるいはマウス  

に経口投与し，器官形成過程における胎児の脳及び生殖  

器系への影響を解析する。本年度は①，③について行っ  

たところ，中胚葉誘導物質であるアクチビン受容体Ⅲが  

検索できた。   

20〃g／kg以上であった。13週齢の精巣は18週齢に達す  

るまでにさらに成長を続けるが，影響の確認されたすべ  

ての評の18過齢におけるレベルは，13週齢の精巣のレ  

ベルと同一であり，BPAは13週齢の精巣の成長，特に  

精子産生効率の増加を抑制したと言える。  

（2）vCZの精巣内遺伝子発現への影響   

VCZを成熟雄ラットに6日間連続で投与，D8，D36  

に解剖，精巣を摘出し，トータルRNA回収し，アンド  

ロゲン依存性に発現が抑制されることが知られている低  

親和性NGF受容体（LNGFR）■遺伝子の発現を，半定量  

的RT－PCRにより解析した。その結果，予想に反し，  

D8において，LNGFRmRNAはVCZ投与でわずかなが  

ら減少していた。このことから，VCZは精巣に対して  

直接的に抗アンドロゲン作用を示さないと考えられたた  

め，下垂体ホルモンのl．JHにより発現の克進する  

P450scc遺伝子の発現を解析したところ，VCZ投与に  

よる克進が確認された。したがってVCZは精巣ではな  

く，視床下部・下垂体系に作用し，精巣アンドロゲンの  

ネガティプフィードバックを抑制したと考えられる。  

〔発 表〕E5   

③巻貝の性転換の機構の解明  

〔担当者〕化学環境部：堀口敵宏・白石寛明  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕船底塗料などとして使用されてきた有機スズ  

化合物により，ごく低濃度でも特異的にインポセックス  

と呼ばれる生殖器異常／生殖機能障害が巻貝類に引き起  

こされることが明らかにされてきた。しかしその詳細な  

誘導・発現機構は明らかでない。これは巻貝類における  

ステロイドホルモンやその代謝経路，性分化や性成熟及  

び外部生殖器の発達等への影響などの生殖生理に関する  

基礎的な知見が不足しているためである。本研究では，  

こうした基礎的知見の獲得に努め，インポセックスと呼  

ばれる巻貝類の性転挨（雌の雄性化）の機構解明に資す  

ることを目的として，巻貝類のステロイドホルモンとそ  

の代謝経路や機能を明らかにし，比較内分泌学的に巻月  

類の特殊性を検討することを目標とする。また内分泌撹  

乱化学物質がステロイドホルモンやインポセックスに及  

ぼす影響を∫〃Vル〃試験により観察する。さらに雌へのペ  

ニス形成に深くかかわるとされる脳一側神経節や足神経  

節の構造や機能についても検討を試みる。本年度は，巻  

貝類のステロイドホルモンの測定手法について引き続き  

検討し，また巻貝類の中枢神経系（神経節）及びペニス  

形成部位の器官培養を実施した。  

〔内 容〕イポニシなどの消化腺／生殖巣部分を雌雄別  

にホモジュナイズし，そのメタノール抽出液をメタノド  

ル／ヘキサン（1：1）で分配して固相抽出（C8－SPC）  

により極性及び非極性画分に分け，非極性画分について  

アルカリ分解の後，水相に1MHClを加えてエーテル  

で抽出し，NH2－SPCで濃∃軋乾固した。また有機相を  

SiLSPCに通して溶H1液を濃縮，乾固した。これらをク  

ロロホ）t／，ムで溶かしてシリ）L／化した後，HR／GC／MSで  

②内分泌推乱物質による器官形成不全の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：曽根秀子  

〔期 間〕平成10、12年庇（1998～2000年度）  

〔目 的〕生殖系・内分泌系臓器においては，細胞の分  

化・増殖を性ホルモンが制御している。   

胎生期のホルモン変化が発生・発達過程における器官  

形成に影響を及ぼす。本研究は，生殖系・内分泌系臓器  

の機能維持にエンドクリン撹乱物質がどのような悪影響  

を及ぼすかをヒト・ほ乳類組織等を用いて，分子・メカニ  

ズムの基盤を明らかにする。そのために，性ホルモン受  

容体に応答して特異的に発現するような遺伝子を検出  

し，単離した遺伝子の器官形成にかかわる機能を調べ  

る。  

〔内 容〕研究方法は，マウス胎児脳のゲノム中から，  

ゲノムーフィルター結合法を利用して，内分泌撹乱物質  

に特異的に応答する遺伝子の検索及び解析を行う。具体  

的には，①マウス胎児脳からのゲノム抽出と至適制限酵  

素によるゲノム・フラグメントプールの作成 ②DNA結  

合領域を含むエストロゲン受容体タンパク質断片の大腸  

菌による生合成及びそのタンパク栗の精製，ニトロセル  

ロースフィルター上でのDNA結合領域に対する退伝子  

－165 －   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

測定した。またホモジュナイズされた雌雄別の消化腺／  

生殖巣部分のメタノール抽出液をメタノール／ヘキサン  

（1ニ1）で分配してメタノール層を分取，濃縮後，ジク  

ロルメタンで1ニ1分配した。ジタロルメタン層を分取  

して内標を添加し，フロリジルカラムで精製しでベンゾ  

ル化した後アルカリ分解し，ヘキサン抽乱 シリル化の  

後，シリカゲルカラムで精製してGC／NCl－MSで測定  

した。また市販のEIAキットを用いて巻貝類のステロイ  

ドホルモンの測定を行った。これにより，HR／GC／MS  

やGC／NCトMSによる巻貝類のステロイドホルモン測  

定手法がほぼ確立され，高等動物と同「もしくは類似の  

ステロイドホルモンがイポニシャレイシガイにも存在す  

ることが示唆された。なお，その化学構造が全く同一  

か，などについて，引き続き検討する必要がある。また  

EIAによる測定値はHR／GC／MSやGC／NC卜MSによる  

測定値よりも一桁ほど高かった。その原因について検討  

中である。   

アメフラシ神経細胞培養のための液体培地，半固体培  

地などを用いて，イボニシの神経節及びペニス形成部位  

の器官培養を実施した。このうちペニス形成部位は，ア  

メフラシ神経細胞培養用液体培地により3週間の生存が  

可能と考えられた。神経節は半固体培地を用いて培養を  

実施し，その生死について，組織標本の観察により検討  

中である。  

〔発 表〕D－34，40，・d－45   

カ（0ⅣZiassp，Oryziaslatipes）のERと81％の相同  

性を持つ約2Kbの配列を得た。この配列を基に初期発  

生の経時的なERの発現変化について解析を行ったとこ  

ろ，発生段階により発現が異なり，また，エストロゲン  

処理により初期神経胚での発現の増加が認められた。以  

上の結果より，発生初期におけるエストロゲンの影響  

が，エストロゲン受容体を介して起こることが示唆され  

た。   

コイ稚魚の体腔上皮の肥厚，繊毛化現象と生殖腺に及  

ぼす影響について調べた。   

実験では，全長が最大6cm程度の稚魚を使用した。  

この段階の稚魚では肥厚や繊毛化は全く見られないが，  

女性ホルモンである17β－エストラジオール（E2）で  

処理ををすると体腔上皮の肥厚していた。また男性ホル  

モンであるメチルテストステロンで処理をした場合，肥  

厚は全く見られなかった。次に，実際にノニルフェノー  

ルを経口投与し，体腔上皮と生殖腺への影響を組織学的  

に観察した。実験条件はガラス製の水槽に汲み置きした  

水を22～25℃ に設定し，性の分化後の全長が3～6  

cm程度のコイ維魚を，一群当たり22尾程度ずつ飼育  

し，ノニルフェノールを10，100，1000mg／gとなるよ  

うにエタノールに溶解させた後，餌に混合し投与した。  

その結果，処理開始3週目程度で体腔上皮の肥厚が最も  

多く観察され，100mg／g処理群で，最も体腔上皮が発  

達した個体が多く，繊毛の発生も見られた。しか  

し，1000mg／g処理群では100mg／g処理群ほど肥厚は  

見られず，処理濃度による肥厚の比例関係は見られな  

かった。また，処理による生殖腺への影響も見られな  

かったが，ノニルフェノール処理によって体腔上皮が肥  

厚することより，コイ稚魚の体腔上皮が内分泌撹乱化学  

物質を調査する上でのバイオマーカーになり得ると考え  

られる。   

また，金魚を用い，雄魚の血中ビテロジェニンを調査  

することで水環境中の内分泌撹乱化学物質の存在および  

影響をモニタリングする試みを行った。   

試験魚は熊本県内の養魚業者から購入した金魚  

（Carassiusauratus）．を使用し，実験前約1週間地下水  

にて予備飼育を行い実験に供した。飼育水温はすべてを  

通して維持した。その結果，金魚のE2暴露1ppbの濃  

度区において雄魚はユ週間でビテロジェニンは誘導され  

なかったが，雌魚では1週間で数mg／mJ程度誘導され  

た。1カ月暴露では雄魚にビテロジェニンの誘導が認め  

3）生物界における内分泌撹乱物質の実態の解明に関  

する研究   

①淡水水生生物における内分泌撹乱の実態の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田島牧  

横 浜了け立大学：井口泰泉  

〔期 間〕平成10～12年庇（1998～2000年度）  

〔目 的〕水系環境におけるエストロゲンめ影響を調べ  

るため，海産メダカであるマミチョグ（Fundulus  

hetcroclitus）を用い，受精卵からエストロゲン暴霜を  

行った。その結果，形態異常，骨形成異常，性分化率の  

変化及び生殖腺の異常が引き起こされた。以上のことよ  

り，エストロゲンが初期発生段階のどの時期から影響を  

及ぼすのかを調べるためエストロゲン受容体（ER）の  

クローニング及び，発生段階と，初期発生でのエストロ  

ゲン処理によるERmlモNAの発現変化の解析を行った。   

その結果，アミノ酸の比較より，alpha型に近くメダ  

r166－   
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お低迷が続いている被影響（汚染）海域から，それぞれ  

約50個体及び約30個体の試料を毎月購入し，解剖によ  

るインポセックス症状の観察と生殖巣組織標本の作製及  

び観察，体内有機スズ濃度の測定などを既報に準じて実  

施した。現在，処理中であるが，対照海域のバイではイ  

ンポセックス出現率が低く，一方，被影響（汚染）海域  

のバイではインポセックス出現率が高いものの，そのペ  

ニス長は1991年データに比べて短くなっていた。   

アワビ類に関して，マダカアワビとメガイアワビを対  

象に，前年度同様，対照海域と被影響（汚染）海域から  

それぞれ毎月サンプリングを行い，解剖所見を得るとと  

もに．生殖某組織標本の作製及び観察，体内有機スズ濃  

度の測定などを既報に準じて実施している。また，これ  

までに得られた知見（マダカアワビについて両海域間で  

生殖周期に著しい差（雌雄間での性成熟盛期の一致，不  

一致）が見られるとともに被影響（汚染）海域産マダカ  

アワビでは得られた雌の標本封検体中11検体  

（20．4％）で精子形成などの雄性化現象が観察された。  

筋肉中の有機スズ濃度にも有意な差が見られ，村照海域  

産メガイアワビを被影響（汚染）海域の造船所近傍に移  

植した結果 7カ月後に－雌の約90％で精子形成など  

の雄性化が起きた，などの知見）に基づき，対照海域産  

マダカアワビを用いてトIノブテルスズ（TBl、）の流水  

式暴露試験を実施中である。  

〔発 表〕D－32～34，36～40，d－46～洪   

られ雌魚は1週間暴露よりも高めに誘導されていた。ま  

た100ppbの濃度区においては雌雄ともに1週間暴露で  

数百mg／mルベルまでピテロジェニンが誘導された。  

濃度100ppbから純水に戻して1カ月間飼育した群のビ  

テロジェニン濃度は100ppbに1週間暴露していた群よ  

り少し低くなっていただけであった。また，移植実験も  

行ったが，河川10カ所中2カ所は仝個体死亡していた。  

河川に1カ月間暴露した雄魚では8カ所中2カ所でビテ  

ロジェニンを発硯する個体が存在した。雌魚においては  

8カ所すべてでビテロジェニンを発現する個体が存在し  

た。   

②巻貝等における内分泌撹乱の実態の解明  

t担当者〕化学環境部：堀口敏宏・白石寛明  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕本研究では，国内の巻貝類を中心とする水生  

生物における内分泌撹乱の実態の解明を目標とする。巻  

貝頼のうち，インポセックスが観察されている横（新腹  

足類および中腹足類）とそれ以外の種（原始腹足類）を  

対象に，内分泌撹乱や個体群減少の実態を解剖学的手  

法，病理組織学的手法並びに水産資源学的手法を用いて  

明らかにする。またステロイドホルモンの測定手法が確  

立されれば，それの応剛こよる性成熟周期の評価につい  

ても試みる。明らかな内分泌撹乱もしくは個体群減少が  

認められる場合にはL周辺の環境中における内分泌撹乱  

物質の有無について水・底質試料に対する生物検定や各  

種環境試料の化学分析を通じて検討する。また環境中の  

内分泌撹乱物質による暴露量評価も試みる。またその種  

の内分泌撹乱や個体群減少の主因が内分泌撹乱物質であ  

ると考えられるかどうかについて，他の潜在的要個（生  

物的並びに非生物的環境要因）の影響も含めて，相関性  

や寄与率などの検討を行う。さらに，必安に応じて，因  

果関係を明らかにするための実験を実施する。  

〔内 容〕イポニシに関して，定点観測（神奈川・油菜  

及び城ケ島と茨城・平磯）と全国的なサンプリング調沓  

（宮城，千葉，静吼 三重，兵乱 岡山，広臥 香川，  

徳島，高知，愛媛，福臥長崎，鹿児乱沖縄）を実施  

した。各地の産卵期における産卵の有無を観察するとと  

もに，殻高組成解析，解剖によるインポセックスの判定  

と症状の観察，体内有機スズ含有量の分析・測定を，既  

報に準じて，実施中である。   

バイに関して，漁頒量が増加しつつある対照海域とな  

③長寿命生物における内分泌撹乱の実態の解明  

〔担当者〕化学環境部：柴田康行  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的】環境中に放出された内分泌描乱物質による野  

生生物の生殖影響が懸念されている。中でも鳥類は寿命  

が長く，また生態系の＿卜．位に位置し食物連鎖過程で各種  

有機汚染物質を高濃度に蓄積しやすいため，影響を受け  

やすいと考えられ，実際に欧米を中心として多くの報告  

が出されている。本研究でほ鳥類に対する各種内分泌裾  

乱物質の汚染実態を明らかにし，その生体影響を探るこ  

とを目的として，各地の営巣地の実態調査，特定の営巣  

地における詳細な生態調軋有機塩素系化合物，有機ス  

ズ，鉛，プラスチック添加剤等の内分泌撹乱物質の汚染  

実態などの解明に関する研究を行う。  

〔内 容〕本年度は北海道利尻島での有害鳥獣駆除事業  

を利用してウミネコの成体，卵等の試料入手を継続し，  

－】67 －   
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有機スズ化合物，多環芳香族炭化水素（PAHs）等の分  

析を継続した。また，異なる生態を有する水鳥として遠  

洋性のハシボソミズナギドリ，ハイイロミズナギドリ，  

カモ類，ウトウ等の試料を入手し，分析のための前処理  

作業を進めた。ウミネコ成鳥中のPA日渡度の個体ごと  

の変動幅は有機スズよりはるかに大きく，桁違いの変動  

が認められた。利尻のウミネコは繁殖期以外は首本の周  

辺諸国の沿岸に広がって生息していると考えられてお  

り，この変動の大きさは，これらの鳥の普段の生息環境  

の違いを反映しているものと考えられ，一カ所の繁殖地  

でのモニタリングでも周辺の広い範囲の汚染状況が把握  

できることを示したデータと考えられる。一方，ウミネ  

b卵中の有機スズ濃度は親鳥に比較して低く，母胎から  

次世代への汚染の伝搬は重要ではないことが示された。  

【発 表〕D－13，d15   

数ppbのレベルで存在することが示された。これの持つ  

意味は現在の段階では不明である。また昨年未知のピー  

クが見られ別種の有機スズの汚染を暗示する結果となっ  

たが，ジオクチルスズと推定された。  

〔発 表〕B－44，b－239，251  

（4．）環境と資源の持続的利用に資する資源循環型エコ  

システムの構築に関する研究  

1）家庭排水由来の有機物資源の有効利用等による流  

域負荷低減技術に関する研究   

①窒素・リン・COD等の簡易モニタリングと資源リ  

サイクル高度処理システムの開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成10【－12年度（1998～2000年庇）  

〔目 的〕生活排水，廃棄物等による水質汚濁盲防止し  

閉鎖性水域を持つ地域を中心とした環境保全と資源の持  

続的利用に資する汎用的な地域エコシステムを構築する  

ため，生活排水等における窒革，リン等の除去技術の高  

度・簡易化手法の開発および開発された技術の技術面，  

効果面，コスト面での評価手法の開発を目的として研究  

を行う。具体的には，し尿排水を含有する液状廃棄物の  

窒素，リン，有機物等の高度除去を目指し，蛍光遺伝子  

プロープを用いた迅速な検出・定量化手法を活用し硝化  

細菌等の有周細菌を高度に保持しうる最適操作条件を検  

討する。また，生活排水の処理水の資源化再利用システ  

ムを開発すると同時に窒素，リン，COD等の簡易モニ  

タリングシステムの開発を行い，水処理施設等の排出口  

におけるBODlOmg／l，TpNIOmg／l．′rPlmg／lの  

削票水質の確保の有無の評価および維持管理の適正化の  

ための開発研究を目標とし，推進することとする。  

〔内 容〕生物学的窒素除去プロセスの高度効率化を図  

る上で重安な硝化細菌の個体群動態の変遷を評価する手  

法の開発，適用を目的として，アンモニア酸化細菌，亜  

硝酸酸化細菌の16SrRNAを特異的に検出することがで  

きる蛍光遺伝子プロープNSO190およびNtT3を周い，  

家庭排水処理を行っている高度合併処理浄化槽より採取  

した汚泥，生物膜内部の硝化細菌の検出・定量化を行っ  

た。その結果．浄化槽の立ち上げ時から硝化反応の進行  

に伴って硝化細菌の個体数は増加を示すことがわかっ  

た。阜また，蛍光遺伝子プロープを用い，柾目的に硝化細  

菌の個体群の変遷を追跡した結果，硝化細菌の個体数は  

流入排水の負荷変動や季節変動による水温変化によって  

④性腺・精巣組織における内分泌撹乱の実態の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

〔期 間〕平成10、12年度（1998、2000年度）  

〔目 的〕精巣中に残留する各種内分泌撹乱物質の測定  

を高分解能質量分析法を用いた分析法を確立し，それを  

用いて，その濃度についての予備的な知見を得る。また  

脂肪組織に残留する内分泌撹乱物質についても高分解能  

質量分析法を用いて分析する手法を確立し，その濃度に  

ついての予備的な知見を得る。   

一方で，環境ホルモンの影響により発生しうると考え  

られる精子数の減少，精巣の組織学的変化，子宮内膜症  

等について実態を明らかとするとともに内分泌撹乱物質  

との関連を明らかとする。  

〔内 容〕脂肪組織中の内分泌梢乱物質濃度の測定法に  

ついて検討を行った。代表的な物質として，ビスフェ  

ノールA，ノニルフェノールがあるが，これらの物質の  

脂肪からの分離精製は困難であり，アルカリ分解法等，  

新たな精製法を行った。また有機塩素化合物に関する測  

定値を求めた。   

精巣中の有機スズをスズに特異的に応答する検出原子  

発光検出器を用いて測売する手法を確立した。本法はス  

ズに特異的であり，そのガスクロマトグラフ上の応答は  

ほとんどスズ化合物であることが明らかとなった。予備  

的な測定では，魚介糞引こ蓄積して生殖阻害を引き起こす  

とされるトリプチルスズ及びトリフユニルスズは検出さ  

れなかったが，その代謝物と考えられるジブチルスズが  

－168－   
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影響をうけることが明らかとなった。また，これまでに  

開発したモノクローナル抗体法と蛍光遺伝子プロープ法  

の検出特性の比較を行った結果，同手法の硝化細菌検出  

特性は浄化槽汚泥を用いた場合はほほ等しくなることが  

明らかとなった。これらの結果から蛍光遺伝子プローブ  

を用いた硝化細菌のモニタリング手法は反応槽内におけ  

る硝化細菌の個体群動態の追跡による処理性能の維持管  

理へ十分通用可能なことが示唆された。簡易水質試験紙  

を用いた目標水質の確保の有無の評価に関しては，これ  

までに用いたNO2＋3－N，NO2－N，PO4Pに加え，NH4－N  

についての試験紙を新たに用いて複数の試験者により処  

理水質の評価を行った。その結果，若干の個人差はでる  

ものの実用的なモニタリング手法として実際の現場へ適  

用可能であることが明らかとなった。本手法は簡易かつ  

迅速な水質検査手法であることから個別家庭における高  

度合併処理削ヒ槽等の維持管理への適用においては非常  

に有用なツールになることが示唆され，さらに精度の向  

上を図ることにより極めて重要な維持管理における窒  

素，リンの濃度判定の簡易化，迅速化が可能になるもの  

と考えられた。  

配線経路に関する記録方法についても定めた。自然放射  

線レベルはスポット測定により行い，ラドン濃度の測定  

については6カ月間対象者の寝室にパッシブ型測定器を  

設置し，測定する方法を採用した。さらに，キャニス  

ターを用いて対象者の寝室の空気を捕集し，ベンゼン等  

のVOC成分の分析を行うこととした。   

本年度はこれらの方法に基づいて対象者世帯の環境測  

定を開始した。   

②総合解析・評価  

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜 真徳  

〔期 間〕平成11～13年度（1999、2001年反）  

〔目 的〕日常生活中の0．2／汀（2mG）以上の商用周  

波数城の磁界による′」、児白血病や職業暴露による成人白  

血病のリスクを巡る国際的な議論が続いている。これま  

での疫学調査結果は全体としてリスクを示唆している  

が，動物実験でほ発ガン性が認められないとの意見が強  

く，なお結論が得られていないのである。本研究は，  

WHOの国際電磁界プロジュクト（lnternationdlEMF  

Project）（1996～2005）と共同して開始された，我が国  

で初めての小児がんの大規模な症例対照研究である。生  

活環境中の商用周波領域の電磁界暴露と小児の白血病と  

脳腫瘍との関係を，諸外国より高レベルの商用周波数磁  

界への暴露状況やこれまで考慮されていなかった高調波  

成分やトランジュント成分の評価を含め，明らかにする  

ことを目的としている。本調査の結果は，国際的にもリ  

スク評価の結論を得るために必須と位置づけられてお  

り，匡Ⅰ際的関心が高まっている。  

〔内 容〕本研究により作成されたデータを症例ごとに  

対応させ整理・統合し，総合的な解析・評価を行う。総  

合解析・評価にあたっては，疫学，暴露評価，ガン（白  

血病，脳腫瘍），大気汚染・放射線など各種交絡因子等を  

考慮して多方面から解析する必要があり，これら専門家  

からなる小委員会を設け，基礎検討を開始している。  

（5）生活環境中電磁界による小児の健康リスク評価に  

関する研究   

①電磁界及び交絡因子の暴露研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：新田裕史  

t期 間〕平成11～13年度（1999～2的1年庭）  

〔目 的〕本研究では，我が国における生活環境中の商  

用周波領域の電磁界と小児がん．とくに白血病と脳腫瘍  

について健康リスクとの関係を明らかにするための疫学  

研究において，対象者世帯の磁界レベルの測定，交給田  

子の可能性がある大気汚染や室内汚染，自然放射線・ラ  

ドンなど測定を行う。  

【内 容〕諸外国での調査研究のレビューおよび予備的  

調査を実施した結果に基づいて，生活環境中電磁界によ  

る小児の健康リスクに関する疫学研究の対象者の居住家  

屋内およびその周辺の環境測定の具体的な方法について  

検討を加えた。   

磁界の測定については，対象者の寝室，居間における  

1週間連続測定を基本として，対象世帯の居住家屋内外  

におけるスポット測定，特に対象世帯が送電線近傍に  

あった場合の測定方法についてのプロトコルを定めた。  

また，送電線・配電線・変圧器と対象家屋との位置関係，  

2．14．3 流動促進研究制度  

（1）ダイオキシン類と多額芳香族炭化水素類の複合卑  

怯の評価に関する研究  

〔担当者〕環境健康部：宮原裕一  

〔期 間〕平成11～14年度（1999～2002年度）  

〔目 的〕ダイオキシン類はゴミ焼却等により日常的に  

発生し，その健康影響が懸念されている。しかし，我が  
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2．14．4 知的基盤整備推進制度  

（1）生物系研究資材のデータベース開発に関する総合  

的研究   

①原生動物及び微小後生動物データベース構築に関す  

る研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

【期 間〕平成9、13年度（1997、2001年度）  

〔目 的〕原生動物，輪形動物門輪虫類，線形動物門線  

虫類，環形動物門貧毛類などの環境浄化に重要な働きを  

する主に淡水の自由生活性の徴′ト動物を中心とした生物  

系研究資材の分類・形態・生理・生態学的符性等の情報  

の収集と整理，画像による形態情報と分類学的および生  

態学的情報を有様的にリンクさせたデータベースの構築  

と即引二，系統保存を行っている培養株の効率的な保存  

および分譲システムを確立するための基礎的な生理・生  

態学的知見の蓄積を行うことを目的として研究を推進す  

る。  

〔内 容〕1）国立環境研究所のホームページ（URL；  

http：／／＼ⅣW．nies．go．jp／chiikil／protoz）より繊毛虫類  

と輪虫類の種レベルの形態のテキストおよび光学顕微鏡  

写真情報（184枚）の大幅な更新を行った。2）微′ト動  

物に関する1900年代前半の日本ではほとんど公的機関  

から人手不可能なPenardのアメーバの分類，Rcdescu  

の鈴虫の分類，貧毛類の分類の原著など貸重な文献をは  

じめとし，約2000文献を収集した。3）本年度までに  

2，26i件の文献をRefこ1Dで整理し，要旨までの情報を  

提供した。形態情報は専門用語が多く難しいという指摘  

に対し繊毛虫類の専門用語集を追加した。4）全国湖沼  

の生物相の情報を日本動物地理学会の論文を主体として  

収集Lた。  

〔発 表〕B11，18～20，b24，40，42，91，93  

国のダイオキシン類に関する疫学調査は始まったばかり  

であり，両者の因果関係は明らかにはなっていない。さ  

らに，ダイオキシン類剛兼，燃焼により生じる他の化合  

捌こついては，その発生量の多さにもかかわらず，その  

暴露評価と複合作用の解明が遅れているのが実状であ  

る。一方，我々は既にディーゼル排気ガス中にダイオキ  

シン類及び多環芳香族炭化水素類が存在することを明ら  

かにするとともに，ディーゼル排気ガス暴露により実験  

動物に多様な生体影響が生じることを明らかにしてい  

る。しかし，これら化合物と生体影響との因果関係は明  

らかではない。本研究では，実験動物にディーゼル排気  

ガスを暴露し，その生体内でのダイオキシン頬と多環芳  

香族炭化水素類の動態と両化合物の複合作用を解明し，  

一方で日常生活におけるこれら化合物の綻気道暴露の評  

価を行い，疫学調査に有用となる知見を得ることを目的  

とする。  

〔内 容〕本年度はダイオキシン類と多環芳香族炭化水  

素類の生体内での挙動を観察するため，実験動物の  

ディーゼル排気ガス暴露を開始した。またダイオキシン  

類と多環芳香族炭化水素類含量の測定のため，それらの  

分析装置の準備と分析方法の検討を行った。▲方，様々  

な疾病の要因となる酸化的ストレスに着目し，その指標  

のひとつである8OHdGの測定系の構築も行った。¶  

方，日常生活におけるこれら化合物酢の経気迫暴露量の  

推定を行うため，ディーゼル排気や大気試料の採取も始  

めた。   

ディーゼル排気ガス暴露を行った実験動物の一一部につ  

いては，その肝臓と脂肪組織中のダイオキシン類濃度を  

測定した。脂肪，肝臓ともにダイオキシン類濃度が経時  

的に増加することが明らかとなった。Lかし，同様な増  

加が対照群でも見られたことから，この実験系では気遣  

を介して生体内へ取り込まれるダイオキシン類が，餌と  

ともに摂取されるものより少ないことが示唆された。し  

かし，これは暴露初期の結果であり，引き続き，ディー  

ゼル排気ガス暴露を行った実験動物について，そのダイ  

オキシン類含量だけではなく，多環芳香族炭化水素類お  

よび8OHdGの測定も行う予定である。  

2．14．5 国際共同研究（交流促進）  

（1）湿原生態系機能評価の手法確立に関する交流育成  

〔担当者）生物圏環境部：野原精一  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 ■的〕干潟・湿原生態系は人類共通の資源として，  

国際的に保護すべき生態系である。しかし，その機能評  

価基準は，各地域の国情により異なり，人類共通の資源  

を保護するための共通な価値観，評価手法が形成されて  

いない状況にある。本テーマではアジア，ヨーロッパ  

アメリカの研究者を招へいし，それぞれの国における渥  
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2．14．4 知的基盤整備推進制度  

（1）生物系研究資材のデータベース開発に関する総合  

的研究   

①原生動物及び微小後生動物データベース構築に関す  

る研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

【期 間〕平成9、13年度（1997、2001年度）  

〔目 的〕原生動物，輪形動物門輪虫類，線形動物門線  

虫類，環形動物門貧毛類などの環境浄化に重要な働きを  

する主に淡水の自由生活性の徴′ト動物を中心とした生物  

系研究資材の分類・形態・生理・生態学的符性等の情報  

の収集と整理，画像による形態情報と分類学的および生  

態学的情報を有様的にリンクさせたデータベースの構築  

と即引二，系統保存を行っている培養株の効率的な保存  

および分譲システムを確立するための基礎的な生理・生  

態学的知見の蓄積を行うことを目的として研究を推進す  

る。  

〔内 容〕1）国立環境研究所のホームページ（URL；  

http：／／＼ⅣW．nies．go．jp／chiikil／protoz）より繊毛虫類  

と輪虫類の種レベルの形態のテキストおよび光学顕微鏡  

写真情報（184枚）の大幅な更新を行った。2）微′ト動  

物に関する1900年代前半の日本ではほとんど公的機関  

から人手不可能なPenardのアメーバの分類，Rcdescu  

の鈴虫の分類，貧毛類の分類の原著など貸重な文献をは  

じめとし，約2000文献を収集した。3）本年度までに  

2，26i件の文献をRefこ1Dで整理し，要旨までの情報を  

提供した。形態情報は専門用語が多く難しいという指摘  

に対し繊毛虫類の専門用語集を追加した。4）全国湖沼  

の生物相の情報を日本動物地理学会の論文を主体として  

収集Lた。  

〔発 表〕B11，18～20，b24，40，42，91，93  

国のダイオキシン類に関する疫学調査は始まったばかり  

であり，両者の因果関係は明らかにはなっていない。さ  

らに，ダイオキシン類剛兼，燃焼により生じる他の化合  

捌こついては，その発生量の多さにもかかわらず，その  

暴露評価と複合作用の解明が遅れているのが実状であ  

る。一方，我々は既にディーゼル排気ガス中にダイオキ  

シン類及び多環芳香族炭化水素類が存在することを明ら  

かにするとともに，ディーゼル排気ガス暴露により実験  

動物に多様な生体影響が生じることを明らかにしてい  

る。しかし，これら化合物と生体影響との因果関係は明  

らかではない。本研究では，実験動物にディーゼル排気  

ガスを暴露し，その生体内でのダイオキシン頬と多環芳  

香族炭化水素類の動態と両化合物の複合作用を解明し，  

一方で日常生活におけるこれら化合物の綻気道暴露の評  

価を行い，疫学調査に有用となる知見を得ることを目的  

とする。  

〔内 容〕本年度はダイオキシン類と多環芳香族炭化水  

素類の生体内での挙動を観察するため，実験動物の  

ディーゼル排気ガス暴露を開始した。またダイオキシン  

類と多環芳香族炭化水素類含量の測定のため，それらの  

分析装置の準備と分析方法の検討を行った。▲方，様々  

な疾病の要因となる酸化的ストレスに着目し，その指標  

のひとつである8OHdGの測定系の構築も行った。¶  

方，日常生活におけるこれら化合物酢の経気迫暴露量の  

推定を行うため，ディーゼル排気や大気試料の採取も始  

めた。   

ディーゼル排気ガス暴露を行った実験動物の一一部につ  

いては，その肝臓と脂肪組織中のダイオキシン類濃度を  

測定した。脂肪，肝臓ともにダイオキシン類濃度が経時  

的に増加することが明らかとなった。Lかし，同様な増  

加が対照群でも見られたことから，この実験系では気遣  

を介して生体内へ取り込まれるダイオキシン類が，餌と  

ともに摂取されるものより少ないことが示唆された。し  

かし，これは暴露初期の結果であり，引き続き，ディー  

ゼル排気ガス暴露を行った実験動物について，そのダイ  

オキシン類含量だけではなく，多環芳香族炭化水素類お  

よび8OHdGの測定も行う予定である。  

2．14．5 国際共同研究（交流促進）  

（1）湿原生態系機能評価の手法確立に関する交流育成  

〔担当者）生物圏環境部：野原精一  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 ■的〕干潟・湿原生態系は人類共通の資源として，  

国際的に保護すべき生態系である。しかし，その機能評  

価基準は，各地域の国情により異なり，人類共通の資源  

を保護するための共通な価値観，評価手法が形成されて  

いない状況にある。本テーマではアジア，ヨーロッパ  

アメリカの研究者を招へいし，それぞれの国における渥  
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STARrrScientificSteeringCommitteeとして，平成11  

年10月26、29Elに か け て，Beijinglnternational  

ConventionCenterにおいて開催された。会議概要を以  

下に記す。（1）S′Ⅰ、ART全体の活動報告と討議：地域的  

インテグレーション研究，各地域センターの活動は活発  

化・拡大。如勺資金の不足（2）IGFAとの共同会合：  

地球環境研究の方向として仁地域の能力構築のための制  

度づくり，持続的発展に結びついた研究，政策との関連  

の明確化が必要。新しいFundingMechanismの構築の  

方向（3）国際協力研究計画の進展：IGBP／WCRP／  

IHI）Pの最近の活動成果等報告。各国で総合的な国家地  

球変動研究計画（4）地球環境研究地域ネットワーク  

清動報告：アジア地域のAPN，欧州・アフリカの  

ENRICH，米州のIAIの地域研究ネットワ←クが成立。  

政府機関が中心（5）sTART地域センターの状況二  

SARCS（東商アジ7地域センター），SASCOM（南アジ  

ア地域センター），PanAn・ica，STARTオセアニア，IAl  

（米州プログラム）の現状（6）sTARTが立案する研  

究の進行状況：米匡】の気候変動に対する脆弱性評価，  

CLIM∧G（気候変動シナリオを地域農業を中心に適用す  

る試み），東欧の気候対応地域インテグレーション研究，  

アフリカの気候変動対応行動計画のための統合評価，ア  

ジアの気候変動対応統合評価（7）中国科学院大気科  

学研究所での研究：水資源の状況，土壌中の水分，エコ  

システムと大気の相互影響（Leaf model・NPP），地域  

気候モデルの利用（8）次回以降の活動に向けた討論：  

分科会ごとに，1990、2000年の活動計画，STARTの  

制度見直し，資源の確保の検討。   

今後の国際協力に関して以下のことが議論された。  

（1）地球環境研究における協力の必然性と日本の役  

割：地球公共財管理のための応分分担，途上国の  

CapacityBuilding・地球環境研究のキー，匡r境を越えた  

汚染の問題（2）地球環境研究での国際協力の理念：自  

立分散ネットワーク弘樹究の推進，政策への寄与を念頭  

においた研究の推進，地域でのインテグレーションの必  

要性（3）具体的な研究支援システムの推進方法：  

ODA資金の導入，若手研究者の交流の促進，国単位で  

統一した地球環境研究支援ネットワークの形成。   

今r萱】のワークショップは，STARTのみでなく，IGFA  

や他の地球環境研究プログラムの担当者が一堂に会して  

率直に問題を討議でき，地球環境研究の世界組織の一偏  

の強化の方向が打ち出された。  

原生態系研究およびその手法について，互いの知見を交  

換することにより，共通の評価基堆を構築することを目  

的とした。  

〔内 容〕本制度によ りDennisF．Whigham博：ヒ  

（Smithsonian Environment；11Reseach Center，U．S．＾）  

を迎えた。博士を中心に米牒トイギリス・オランダ・ロ  

シア・中国の各研究者とともに湿祝生態系の機能評価モ  

デルの構築に関する検討，湿原生態系の機能評価手法に  

関する情報交乳干潟生態系の機能評価手法に関する情  

報交換を匝】立環境研究所で行った。また，霞ケ揃・谷津  

ニ1二iきぃ三番瀬等の千首夏；及び渥地でのアセスメントに関す  

るフィールドディスカッションを実施した。  

2．14．6 国際共同研究（ワークショップ）  

（1）lGBP／START地球環境研究能力構築に関する国  

際ワークショップ  

〔担当者）地球環境研究センター：清水英幸  

慶  応 大 学：西岡秀三  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕sTART（地球変動の解析・研究′訓練システ  

■ム：GlobalChange SysTem fbr Analysis，Research＆  

rraining）の役目は，】GBP（国際地球圏生物圏協同研究  

計画）／旧DP（地球変動の人間社会的側面に関する国際  

研究計画）／WCRP（世界気候研究計画）とリンクして，  

地球変動の地域的観点からの研究を推進するため，開発  

途上国・地域での科学者および研究機関のネットワーク  

をつくりあげ，地球変動の地域的な原因と結果を分析評  

佃し，地域の政策決定者や政櫛二関連情報を伝えるしく  

みを創り，また，これに聞達する研究能力を構築するこ  

とである。STAR′rは研究者側が組織するNGO活動で  

あるが，研究面からはこれまでの研究成果を評価する時  

期にある。IGBP・も研究成果を総ざらいし，次フェーズ  

へ進みつつある。－▲方研究室金融では，】G「A（地球環境  

研究に閲すろ嚢企提供者会議）は，米国・欧州の地球科  

学研究への予算が頭打ちになったことから，これからは  

研究成果を吟味し，どう政策に役立つかきびしく問う姿  

勢にある。今回のワークショップは以上のような  

SナrA【モTの役割と周辺状況を楷まえて今後どのように地  

球環境朝究を展開するか，いかにして地域間研究ネット   

ワークを強化し，途上国の能力惰凛庵確かなものにして   

いくかを検討するためのものである。  

〔内 容〕本ワpクショップは．13thMeetingofthe  
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（2）環境負荷を軽減するための消費形態に関する国際  

ワークショップ  

〔担当者）社会環境システム部：青柳みどり  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕このワークショップは，これまで一般市民の  

環境保全行動や意識について国際比較調査を行っできた  

GOES（包括的環境調査）に参加している各国の研究者  

およびそれ以外の国々で今後協力の可能性のある研究者  

が会しこれまでの研究成果を提供しあい，議論するため  

に行われたものである。   

環境負荷を軽減するための消費形態を，実際に調査に  

よって把捉し，国際的に比較したものは非常に少ない。  

また，ある消費形態がどのような要因によって環境負荷  

の少ない形に変わりうるか，ということについても，い  

まだに定説となっているものは少ない。本ワークショッ  

プでは，各国の調査結果を持ち寄ることにより，これか  

らの調査，分析の方向性を見いだそうとするものであ  

る。  

〔内 容〕オランダ，ブラジル，ドイツ，日本，中国，  

アメリカ，カナダ，オーストラリアの社会調査機関・大  

学からの参加者が，最近の調査結果およびあらかじめ用  

意された比較のための分析結果をもちより，比較分析に  

ついて議論した。本ワークショップでは，一般消費者へ  

の調査とともに各国の環境問題を含む意志決定層へのイ  

ンタビュー調査の結果も報告された。   

オランダの発表では，オランダの環境政策の歴史，意  

志決定層の回答と一般消費者の回答の比較分析などが報  

告された。オランダでは意志決定層も一般消費者も個人  

′としては経済成長よりも環境保全を優先させるべきだ，  

と考えている人が多いにもかかわらず，意志決定層は，  

一般消費者の多くが環境よりも経構成長を望んでいるの  

ではないか，と回答し，基本的な環境保全に対する態度  

につし、ての認識にずれがあることを示した。カナダの発  

表では，カナダの意志決定層は，地球温暖化問題を非常  

に大きな問題と考えていることなどが報告された。これ  

は，オランダ，日本などにおいて－一般消費者を含む全体  

の回答が大気汚染，水質汚濁などの地域での環境破壊を  

重大と回答したのと対照的であった。ブラジルからの報  

告は，ブラジルの先進的な環境施策で有名なミナスジュ  

ライス州での意志決定層のインタビューであったが，州  

政府，環境保護団体，産業界がそれぞれ相手のセクター  

が解決に力を持っていると回答L，いずれもが自分では  

ない誰かをもっとも多くあげたことが，ブラジルでの環  

境施策での複雑な構造を浮かび上がらせた。また，ドイ  

ツからは，ドイツの－・般消費者の行動がドイツの環境政  

策の歩みとともに報告された。  

2．14，7 国贋共同研究（二国間型）  

（1）中国湖沼流域の／くイテクシステムを活用した修復  

技術の共同開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

（目 的〕本国際共同研究は，生活排水中の窒素，リン  

の流入により藻類異常発生の抑制できるバイテクシステ  

ムを活用した湖沼の富栄養化対策技術を開発し，中国の  

みではなく，国を越えた地球規模の開発途上国の湖沼水  

環境問題の解決することを目的としている。   

中国側のカウンターパートとしての中国国家環境保護  

総局の中国環境科学研究院と密接な連携の下で中国の全  

域への波及効果が期待でき，さらに他の開発途上国の湖  

沼流域のバイテクシステムを活用した修復技術の共同開  

発への貢献も期待される削御システムの開発を重要な位  

置づけとして研究を推進することとしている。  

〔内 容〕本国際共同研究において得られた成果は，中  

国の太湖の全域における窒素・リン濃度等の富栄養化に  

関係水質項目と有毒アオコに関係項目の調査を行い，  

T－Nの平均濃度は1mg／l程度，TrPの平均濃度は0～  

1mg／上程度，特に有毒アオコのミクロキスナン濃度は  

集積域では105〃g／～であることがわかった。また，窒  

素・リン除去の可能な水耕栽培プロセスとしてのバイテ  

クシステムを大潮の湖岸に設置して中国側と共同して湖  

水の窒素・リンの除ま特性について調査し，窒素とリン  

の除去速度がそれぞれ1g／m2／日，0．1g／m2／日程度で  

あることが明らかとなった。また，水耕栽培植物として  

のクウシンサイの根の部分の生物相は，輪虫類，ミジン  

コ顆，巻貝類等の水生動物が優占化していることが明ら  

かとなった。さらにクウシンサイの成長速度も大で，中  

国へ応用可能な生態系修復技術となるものと考えられ，  

さらに大潮流域の地域特性に応じた適正条件を確立する  

ための検討を推進していくことが必要であると考えられ  

た。   

本国際共同研究により得られた太湖全域の富栄養化の  

閑適水質基礎データと大棚の湖岸に設置した水耕栽培プ  

ロセスから得られた実験結果に基づき，中国の大潮流域   
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よる総合的なリスク評価が求められている。そのため影  

響を受けた遺伝子やタンパク質などの分子を分析し，暴  

露量との関係を解析することにより，多因子による影響  

評価の精度の高い新しい手法の開発を行うことを目的と  

する。この目的の達成を通じて両国における大気汚染に  

よる呼l及器系疾患に関するリスク研究の技術・知見の交  

換が活発となる。  

〔内 容〕研究実施体制及び研究方法においては，日本  

側は，慢性気道炎症性疾患や肺がん患者の血液および標  

的臓器の組織を用いて重金属や発がん物質によって傷害  

されたタンパク質及び遺伝子変異頻度を測定する。ポー  

ランド側は，血液組織などの材料を準備し，汚染物質の  

榎類と暴露量を測定する。二国共同でDNAの傷害パ  

ターンと汚染物質の暴露量との相関地図の作成や，地  

域・疾患・汚染物質などの項巨＝ニよる地図の分類を行う。  

これにより，複合的な大気汚染のリスク評価手法を確立  

する。   

今臥大気汚染物質の分子疫学的評価のため2種の生  

体影響指標について検討した。   

1）酸化ストレスによって起こるタンパク質の慨化傷  

害にアクロレイン付加体が生じることをヒトの肺組織を  

用いて見いだした。この付加体は，大気汚染などによる  

酸化的ストレスによる影響の指標として有用であること  

が示唆された。   

2）生体内に過剰に存在する銅イオンは，Cu（Ⅲ）／  

Cu（Ⅰ）の酸化還元反応に伴って発生する活性酸素によ  

りDNAの損傷を生じる。銅を蓄積する性質を有する突  

然変異体ラットとリポーター遺伝子としてLacI遺伝子  

を導入したトランスジェニックラットを交配することに  

より作成した新たなラットを用いて，大気汚染物質など  

で生じる酸化的ストレスに伴うDNAの変異が生じるこ  

とを確認した。   

今後さらに，基礎的条件検討及び酸化傷害タンパク質  

及び遺伝子の微量測定の確立，DNA変界の解析等の研  

究をポーランド側と共同して行う必要がある。これに基  

づいて，大気汚染物質の分子疫学的研究の実施を検討す  

る。その際には，実際のヒト検体を用いてその量一反応  

関係に開催があるかないかの確認が必要となる。この研  

究の実施により，大気汚染物質の生体影響の新しい機能  

や役割の発見が期待される。  

に合うバイテクシステムを活用した湖沼富栄養化の修復  

技術に資する生態工学としてのエコエンジニアリングシ  

ステムの提案が可能となった。なお，中国側は本国際共  

同研究を続けて国家重点環境研究課題として検討する予  

定となっており，国立環境研究所においても中国側と継  

続して共同研究を行い，実用化を図ることの重要性につ  

いて両国の認識の一致を見ることとなった。  

〔発 表〕B－20，b－44，55，70，78  

（2）環境化学物質のリスク評価のための簡易キ性試験  

系の開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：国本 学  

〔期 間〕平成11年度（1999年虔）  

〔目 的〕環境化学物質による生体影響を予測するため  

のリスクアセスメント手法について，先進諸国間で協力  

分担し開発することが要請されている。中でも，短期間  

で多種類の化学物質の毒性が評価できる培養細胞を用い  

た簡易毒性試験の開発が強く期待されている。本研究で  

は，細胞毒性試験法の標準化と有用性評価の先端的研究  

を行っている。ウプサラ細胞毒性研究所のグループと共  

同で，培養細胞を用いた簡易毒性試験のうち，特に慢性  

的毒性の評価法の開発と環境試料への適用にかかわる技  

術的問題の克服を目指すことを目的とした。  

〔内 容〕国立環境研究所とウプサラ細胞毒性研究所双  

方が得意とする試験系を持ち寄って共同研究を行うとと  

もに，試験技術の相互移転をはかった。特に国立環境研  

究所では，培養神経細胞を用いた慢性的神経毒性の評価  

系開発を，ウプサラ細胞毒性研究所では，ヒト毒性デー  

タベースの作成とそれに基づいた簡易毒性試験系の有用  

性評価を行った。さらに，国立環境研究所では，河川  

水，埋立処分場浸出水等の環境試料への適用を試み，そ  

の際に生じる問題点への対応策について両研究所で議論  

した。  

（3）大気汚染物質のリスクアセスメント方法論の確立  

一分子疫学的評価手法による研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：曽根秀子  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕大気汚染物質による慢性気道炎症性疾患や肺  

がんなどの呼吸器系疾患のリスク評価では，複合汚染に  
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（4）大気環境変動が作物および野生植物に及ぼす影響  

に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究センター：晴水英幸・鄭 有斌ヰ  

（＊S71Aフェロー）  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕地球規模の環境変動の中でも，近年観測され  

ている大気中の二酸化炭素（CO2）濃度の増加は，世界  

各地で気温上昇・降水量変化・対流圏0ヱ濃度増加等の  

気象・大気環境の変動を引き起こすことが予測されてい  

る。これら一次的・二次的な環境変動は農作物や野生植  

物り生長や生理活性へ多大な影響を与えると考えられ，  

地球・自然環境の保全上極めて重安である。   

本研究では，これら近未来の大気環境の変動が作物や  

野生植物に及ぼす影響を，主として生理生態学的に解析  

するとともに，．影響評価手法の開発を検討する。このた  

め，日英両国で実廉用の作物および樹木等の野生植物  

（共通植物種を含む）を数種選定し，その光合成初期過  

程の酵素活性や，同化された糖の代謝・転流等を定量す  

る手法を確立する。また，同種の最適な栽培条件を検討  

するとともに，想定される大気環境変動下における複合  

影響実験を実施し，大気環境変動が植物の生理生態に及  

ほす影響の把握と影響評価手法の妥当性の比較検討を行   

つ。  

〔内 容〕農作物や樹木等野生植物を材料に，生長星  

（乾重）や生理活性（光合成活性等）と大気環境（COz  

濃度，0＝i濃度，大気温度）との関連について，環境制  

御室を用いて実験的に検討した成果を以下に簡単に記述  

する。  

（1）樹木に及ぼす二酸化炭素と湿度の影響   

4種類の中国原産樹木を，4段階のCO2濃度，4段  

階の相対湿度のもとで4週間生育させ，相対生長率や純  

同化率等の生長パラメェタ，水利用効率，炭繋の安定同  

位体比，葉の窒素・炭素含有是等の分析を行い，地球環  

境変動に対する樹木の反応予測モデルに適用した。ま  

た，異なる水分条件の地域で，水利用効率を研究するた  

めの炭素同位体比の利用に関するガイドラインを示し  

た。  

（2）作物に及ぼす二酸化炭素濃度の影響   

3種類の野菜類を，4段階のCO2濃度のもとで2、  

4週間生育させ，葉の光合成に関連するパラメ「夕  

（A，Amax，Vcnax，Jmax，RuBP，TPU），気孔コン  

ダクタンス，水利用効率，炭素・窒素含有量，植物生長  

パラメータ等について分析した。結果は将来の二硬化炭  

素濃度上昇に対する野菜類の生理反応予測の基本的デー  

タとして利用でき，また二酸化炭素施肥を実施している  

温室栽培者にとっても有益な情報を提供できた。  

（3）植物の乾燥／熱ストレス耐性に関する研究   

生育初期に乾燥ストレスを受けた植物は，生育後期の  

乾燥・熱ストレスに強い耐性を示すという仮説を確認す  

るため，キュウリに最初乾燥ストレスを短期間処理した  

後，乾燥／熱ストレス処理を実施し，植物の生育に及ぼ  

す影響について検討した。得られた結果は，現在額繁  

に，また将来地球環境変動によって，乾燥／熱ストレス  

を受ける（と予測される）多くの地域に応用可能であっ  

た。  

（4）ガス交換／気孔運動同時計測システムの開発   

業におけるガス（CO2）交換速度の計測と気孔開閉運  

動の観察を同時に行うことができる，ガス交換システム  

付き複合顕微鏡の開発を行った。種々の環境ストレスに  

よって引き起こされる気孔砥抗の増大（ポロメータ法ヤ  

重量法などから推測される）が，実際の気孔閉鎖を引き  

起こしているか否かを直接的に観察することが可能と  

なった。  

（5）植物の光合成活性に及ぼすオゾン影響のメカニズ  

ムに関する研究  

トウオオバコを75ppbの03に暴露し，柴齢や暴露期  

間による光合成活性への影響について研究した。その結  

果，03による光合成低下の初期原因は，RuBPカルポ  

キシラーゼの低下によることが明らかとなり，光化学系  

刀の量子効率とは関係なかった。また，気孔コンダクタ  

ンスの減少だけでは光合成阻害を説明できなかった。な  

お，03暴露された植物の棄では，葉位（葉齢）によっ  

て，汚染物質に対する反応に顕著な差が認められた。  

【発 表〕Kユ69，ユ70，トユ8，ユ9  

2．14．8 国際共同研究（多国間型）  

（1）アジア地域の微生物研究ネットワークに関する研究   

‖環境保全微生物の礫能開発と育種に関する研究   

①有毒微細藻類の増殖制御と毒素分解微生物の機能制  

御技術の開発  

〔担当者〕化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

生物圏環境部二渡遥 信・広木幹也  

〔期 間〕平成10、11年度（1998、1999年度）  

〔目 的〕アジア地域の産業活動の活発化に伴い，内  
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【期 間〕平成10、11年度（1998、1999年度）  

〔目 的】本研究では熱帯域及び亜熱帯域における微細  

藻類の分布及び多様性を把握するとともに，分離培養及  

び分類同定された各藻類株について各棟遺伝子延期配列  

情幸餉写析を行い，分子系統学的解析に基づく分類システ  

ムを構築するととも．に，各種特性の生物学的意味あるい  

は系枚挙的意味を明らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕高栄養湖漕で水の華を形成するシアノバクテ  

リアである0∫C〟山J〃血の桂多様性を明らかにするため  

に，遺伝的形質として，16SrDNA（16Sリポゾーム  

RNA遺伝子）塩基配列の相同性とそれに基づく系統解  

析，並びにDNA－DNAハイプ1）ダイゼpションに基づ  

く仝ゲノムホモロジー解析，DN∧塩基組成の解析を  

行った。また，表現形質として脂肪酸組成，色繋組軋  

補色適応，温度・塩分耐性，形態形質の解析を行った。  

その結果，水の華を形成するα山北血沈は遺伝形質・表  

現形質におい七異なる6種類からなることが判明した。  

タイ及び中匡Iから分離培養された伽c′仙Jのrf〟は  

P山′由〃Jん「／叩一川血相肌鋸という新棟に，我が国ヤクイ  

か ら 分 維 培 養 さ れ た0．用C〟Mr．一々ffは 新 属  

PんJ〃如〃Jムr～ん〃J〟ピ．†〝J（・∫わ〃r．d烏の新属に所属させた。また，  

ミかノキモの一一形態種であるCわ．†Jg〃〟用g力re〃わ叩／／の交  

配群C及びHはベトナム等の熱帯地域にも分布するこ  

とがわかった。  

〔発 表〕＝」鳩へ21，h－20～23   

海，湖沼は急速に富栄養化した。特に飲料水源である淡  

水湖沼では有毒微珊藻類が大量発生し，漢類毒による健  

康被害が起きている。本研究のⅠ期でアジア各地の飲料  

水源となる淡水湖沼に多種類の有毒微細藻類がおり，そ  

れらの毒素の構造や組成は地域によって異なることを明  

らかにしてきた。第］期ではこれらの成米を基に，有毒  

微細藻類の毒素生成に関与する水質や照度などの外的要  

因を明らかにしてきた。また，有毒微細藻類の増殖を制  

御する微生物の制御機能解明を行ってきた。本年度は毒  

素分解バクテリアと箪l期で開発した藻燥駆除剤である  

リジンを用いた有毒微細藻類の駆除法の開発を行った。  

〔内 容〕湖沼水からラン藻毒ミクロシスナンを分解す  

るバクテリアを検索し，Pseudomonassp．を分離した。  

ミクロシステンを含む湖テ召水にP5eUdomona5Sp．を添加  

し，ミクロシスナンの減少を調べた。ミクロシスナン量  

は液クロで定量した。アオコを含む湖沼水にリジンを添  

加した場合のリジン濃度の変化を調べるためにリジンを  

定量した。定見はNQSを用いて行った。アオコ  

（Microcystisaeruginosa）の量は細胞数をカウントして  

求めた。   

前年度までは有毒生成に関与する環境要因の解析を  

行った。環境中の安国として洛存窒素と照度がもっとも  

毒素生成に関与した。従って，毒素の生成を抑えるには  

水質の改善とくに洛存窒素の削減が蚤要であるとの結論  

を得た。また，アオコの細胞を溶解する滑走細菌  

Cytophagasp．を分離し，その作用を調べた。   

アオコの駆除を目的として，第Ⅰ期の成果であるアオ  

コ駆除剤リジンと毒素分解ノさクテリアを併用することに  

よって，効果的な有毒アオコの制御が可能であることを  

明らかにした。   

微生物による有毒微細藻類の制御は原生動物と滑走細  

菌の同定が完了し，実用化試験の少し前の段階にある。  

しかし，法的な制約があり，フィールドでの実証試験は  

行うことができなかった。  

〔発 表〕D1～5，9，10，21，22  

②微細凍類の系統保有とデータベースの構築  

〔担当者〕生物圏環境部：広木幹也・河地正伸・  

笠井文絵・漉逓 信  

社会環境システム部：清水 明  

〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

〔目 的〕微細藻類は酸素発生型の光合成を行う微生物  

で皐り，水非生態系の第1次生産者として，農水産某や  

工業にも利崩されている反面，赤潮ヤアオコのように水  

環境汚射二深く関連し，人間生活に著しい影響を与えて  

いる。特にアジア地域では微細藻類の利眉あるいは微細  

藻菓削二よる環境汚染問題解決に対するニーズは非‘削二高  

い。以上のことから∴微細藻顆のカルチャーコレクショ  

ンの構築及び整備は非常に重安祝されている。しかし微  

細藻類の保存はほとんどの場合に継代培養法に依存して  

おり，また，分類とリンクせずに系統保存されている例  

も多く，付随する情報も未整備のままであるものが多  

2）微生物の種の多様性及び系統保存ネットワークの   

構築に関する研究  

①微細藻類の種の多様性と系統  

〔担当者〕生物圏環境部：渡違 信・広木幹也・  

河地正伸  

化学環境部二彼谷邦光  
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作用が基本的に非線形であるため，システムとしては自  

助的かつカオス的な変動をすると考えられる。このよう  

な気候システムの非線形性に起因する変動の発生機構を  

解明することは，人為起源物質等による気候変動を考え  

る上で重要である。現存する仝球規模の気候データは，  

気候システムの内的要lフ馴二よる気候変動（自励的な気候  

変動）の解析にはまだまだ不十分であるため，気候モデ  

ルを長期積分する実験およびその結果の解析を行うこと  

が有効である。近年の計算機技術の飛躍的な進歩によ  

り，比較的複雑な気候モデルを数百年間にわたって積分  

することが可能になってきた。本研究では，CCSR／  

NIES大気海津結合モデルを用いた，10年以上の時間ス  

ケールを持つ仝球規模の自励的な気候変動の機構解明を  

目的とする。  

〔内 容〕本研究では，CCSR／NIES大気海洋結合モデ  

ルを数百年間にわたって積分し，10年以上の時間ス  

ケールを持つ仝球規模の自励的な気候変動について解析  

を行った。熱帯域における空清勤や，それに伴って励起  

される惑星規模の大気波動などを正しく再現するため，  

積雲対流や鉛直拡散のパラメタリゼーションを改良し  

た。最近では，人為起源物質による気候影響が無視でき  

ないことがわかってきているため，硫酸，炭素性，海  

塩，ダストの各エアロゾルによる直接および間接的な放  

射効果を考慮した。過去数十年程度の気候再現実験を行  

うことにより，熟および水に関する大気海洋間のフラッ  

クス調節量を求め，モデルで再現される気候が現実から  

かけ経れないようにチューニングを行った。その後，人  

為起源物質や温室効果気体等の濃度が現在のまま増加し  

ないという仮定のもとに数値積分を行い，モデルで出現  

した自励的な気候変動のメカニズムについて解析を行っ  

た。200年間にわたる数値積分の結果，8～9年および  

12～14年程度の周期を持つ10年規模変動が確認され  

た。また，シグナルとしては若干弱いが，30年および  

53年程度の長周期振動も確認された。8～9年周期の  

振動は主に北部太平洋域で顕著であり，北緯60度付近  

を節として南北でシーソーをするような空間パターンを  

持つ。また，12～14年周期の振動は北緯60度線にほ  

ぼ沿うような波列的な空間パターンを持ち，北太平洋か  

ら北アメリカにかけての領域で振幅が大きい。一般的に  

気候モデルは常に不完全であるため，モデルで得られた  

結果には必然的に不確実さが伴う。このような欠点を補  

うため，可能な限りの観測データや客観解析データを用  

い。   

そこで本研究では，分離・培養された微細藻類の適切  

な長期保存法の開発，微細藻類培養株のデータベースの  

構築とその管理法の開発及び微細藻類の特定データ解析  

システムの構築を行うことを目的としている。  

〔内 容〕前年度までの研究では，凍結保存した微細藻  

類株の解凍後の生存率の簡便な測定法としてFt〕A  

（fluoresceindiacetate）染色法を通用することを試みて  

きたが，株によっては生細胞の染色率が低く適用できな  

かった。本年度はFDAで染色を行う前に超音波処理な  

どを繰り返すことにより，染色率の増加が認められ，よ  

り広範な株に対しFDA法が適用可能であることが示唆  

された。   

凍結保存を行うことにより凍結耐性を持つ株が選択的  

に保存されるかどうかを検証するために，シアノバクテ  

リア1種と緑藻類3種について凍結，融解，培養を繰り  

返し，生存率の変化を調べた結果，これらの処理により  

凍結耐性をもつ細胞が選択的に保存される可能性は低い  

と考えられた。   

凍結保存法よりも保存試料の維持が比較的簡便なL  

乾燥保存法の微細藻類への適用を検討するために，L－  

乾燥した後，長期間（2年半後）を経たシアノバクテリ  

ア（14株）の生存率を調べた。その結果，L一乾燥直後  

には生存が認められた株でも2年半彼の生存率は著しく  

低下したものがあり，保管条件などについてさらに検討  

する必要が認められた。   

保存株の保存状態の記録と監視，同定の効率化，分類  

学的知見の蓄積を目的とした扱細藻類画像データベース  

システムの構築と画像データの収集に着手し，CD  

ROMをベースとした画像データソースの保管と画像  

データベースヘの登録システムの構築，さらに画像デー  

タベースの一部の一般公開を想定したHTML出力の検  

討を行った。  

2．14．9 重点基礎研究  

（1）大気海洋結合モデルを用いた十年規模の自励的な  

気候変動の機構解明に関する研究  

〔担当者）大気圏環境部：野沢 徹  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕気候システムは，海洋大循環や高・快気庄波  

動，雲活動など，異なった時間・空間スケールを持つ  

様々なプロセスから構成されており，それらの間の相互  
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いる期間，領域について，ルASデータとの比較を行う  

とともに，その他の観測データとの比較作業により，  

lLASデータの地域，季節代表性の評価を行った。次に，  

CIRA86モデルで欠落している緯度帯，季節（月）につ  

いて，ILASデータをもとに標準分布モデルを作成した。   

作成されたデータセットについて，CIRA86モデルと  

の整合性について評価を行った。また，その他の衛星観  

測による結果と比較することにより，その安当性を評価  

した。  

〔発 表〕A49，卜22，fし32  

いて，モデルで見出された自励的な気候変動の検証を行  

う必要がある。  

〔発 表〕トS2～飢  

（2）衛星データに基づく大気微量成分標準分布モデル  

に関する基礎的研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：中島英彰・杉田考史  

大気圏 環境部：笹野泰弘  

地球環境研究センター：横田達也  

〔期 間〕平成11年虔（1999年度）  

〔目 的）地球の温暖化，オゾン層の破壊等の地球規模  

の大気環境問題の解明研究において，標準と考えられる  

大気モデル（大気微量成分の月別・高度・緯度分布デー  

タセット）を用意することは，基礎的な情報として不可  

欠のものである。これまで，多くの研究に用いられてき  

た標準モデルである，CIRA86（COSPARInternational  

ReferenceAtmosphere1986）は，主に衛星センサーに  

よる大気微量成分観測データに基づいて構築されたもの  

で，最近，改訂作業が進行中である。しかしながら，こ  

れまでの衛星観測データは中低緯度を測定対象としたも  

のが多く，高緯度城，赫域のデータが少ないため，この  

他城での信頼のおけるデータセットが用意されていな   

い。   

本研究では，環境庁が開発した改良型大気周縁赤外分  

光計（ILAS）で取得され，公開されている高緯度域成  

層圏のオゾンなどの高度分布データを用いて，CIRA86  

モデルで欠けている領域，季節の標準的な分布モデル  

（データセット）を構築することを目的とする。このた  

め，既存のデータセットとの比較，その他の観測データ  

との比較などにより，ルASデータの地域，季節の代表  

性等について解析を行った上で，標準モデルの作成を行  

う。  

〔内 容〕オゾン層観測センサーILAS（改良型大気周  

縁赤外分光計）が，宰領開発事業団が平成8年に打ち上  

げた地球観測衛星「みどり」に搭載され，平成8年11  

月から平成9年6月までの8カ月間の観測を行った。取  

得されたデータのうち，検証作業を終えて公開されたオ  

ゾン濃度等の高度分布データ（Version3．10），及び未  

検証の最新のプロダクトデータ（Version3．47，  

Version4，20）を用いて，CIRA86標準大気成分分布モ  

デルの欠如部分を補完するためのデータセットを作成し  

た。このため，既にCIRA86モデルとして整備されて  

（3）対流圏大気の流跡綾解析システムの開発に関する   

研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：横内陽子  

大気圏 環境部：酒巻史郎  

地球環境研究センター：藤沼康実・勝本正之＊・  

橋本正雄＝  

（＊特別流動研究員，  

＊＊重点研究支援協力員）  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕対流圏で生じる大気の動態把握・解明にかか  

わる観測研究では，研究対象である観測大気（エアーマ  

ス）の挙動の把握が必要となることが多い。特に，温室  

効果ガス観測におけるベースラインの挙動解析や酸性雨  

観測における大気汚染質の発生源の推定などのた捌二  

は，エアーマスがたどってきた，あるいは今後たどりう  

る経路（流跡線）を解析することが不可欠である。   

その流跡線解析の手法は，仝球的気象客観解析データ  

を用いた気象学的・大気物理学的なもので，手法の開  

発・利用には，高度な専門知識・技術が要求される上，  

解析システムの操作性の難度が，対流圏大気の観測研究  

を円滑に推進する上で，大きな障害の一つとなってい  

る。   

本研究は，対流圏の大気観測研究において不可欠なエ  

アーマスの流跡練解析を，簡単な操作で実行できる自動  

解析システムを開発し，広〈大気観測研究の研究支援シ  

ステムとして実用化することを目的とした。  

〔内 容〕対流圏の大気観測研究の支援システムの一つ  

として，ワークステーションを用いたエアーマスの流跡  

線解析システムを以下のとおり開発・改良した。  

（1）汎用洗跡楓解析システムの改良開発：全球，ある  

いは東アジア地域の客観気象解析データを用いて，任意  
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の時間・地点における等圧／等温而での流跡線（後方／  

前方）を3次元に表示する汎用解析システムを，既存の  

専門性が強い解析システムをもとに改良閲発した。  

（2）解析システムの操作性の向上二開発した解析シス  

テムの操作性を目指し，ワークステーション操作の専門  

的知識を必要とせず，メニューモード画面の指示に従い  

解析条件を指定することによって，操作が可能なシステ  

ムに改良した。  

（3）解析システムの高度化の検討：取り扱える気象  

データの多種化を図るとともに，表示方法の立体化・動  

簡像化を検討した。  

水時においても，死亡率は10％前後と大きな変化はみ  

られなかったが，光照射l茎では照射口数の経過とともに  

死亡率の明確な上昇がみられ，7E＝∃には50％，15日  

日には80％．2ユ日日と28日日には100％に達した。北  

照射区の水和部の吸収スペクトルをみると紫外部に吸収  

椀大を呈しでおり．紫外線における吸光度は照射日数に  

伴い直線的に増加し，最終的には約2に達していた。こ  

れに対し対照区では，水和部の吸収スペクトルはやはり  

紫外部付近に吸収極大を宣していたが，その増加の程度  

は光照射区に比べて小さく，最終的には吸光度が0．37  

に達するのに止まった。同様に水和部の清春有機性炭素  

濃度を測定したところ，対照区では4、6mg／Jの間で  

推移していたのに対し，照射区ではやはり照射日数に伴  

い直線的に増加し，最終的には約30mg／Jに達してい  

た。また水桶部を同相抽出したものを質量分析器付きガ  

スクロマトグラフで分析したところ，光照射区では対照  

区には見られない芳香族アルデヒド類が生成しているこ  

とがわかった。以上の結果から，太陽光照射に伴い生成  

される重油由来の含酸素化合物の増加により，毒性が上  

昇するものと考えられた。  

（4）流出原油の光分解と分解産物の毒性スクリーニン  

グ最適化に関する研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：牡 秀明  

地域環境研究グループ：木幡邦男・樋渡武彦＊  

（＊特別流動研究員）  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕1997年に我が国でも二件の大きなタンカー  

事故に見舞われたように，海洋への石油流甘事故はしば  

しば発生している。また人間活動に伴う隆起源の石油の  

海洋への流入は慢性的なものとなっている。海洋に流出  

した石油は，風化（蒸発卜微生物分脈・太陽光照射等  

により，その組成を大幅に変化させていく。このうち，  

太陽光照射による酸化・分解過程では，流出油の一部が  

新たに海水中に可溶性成分となって溶解することが知ら  

れている。本研究では，海水に懸濁させた重油を，太陽  

光に暴露することにより生成される光倍化物質の毒性を  

評価することを目的として，海産ヨコエビ類の一種7サ  

ゲモクズ坤〟Jeわβr址〃川f∫幼体を用いて急性毒性試験を  

実施した。併せて機器分析による幾つかの重油由来光酸  

化物質の同定を試み，急性毒性の原因化合物を検索する  

ことを目的とした。  

（内 容〕2本の10£谷ガラス瓶に，熟潮海水10エとC  

重滴10gを入れ懸濁させた後，研究所屋上にて太陽光  

を照射させた。このうちの1本は，光を遮蔽するために  

アルミ箔で全面を覆い対照区とLた。太陽光照射試験は  

秋季に約－カ月開行い，浮遊している重油塊部‾Fプ了の水  

相部を約1週間ごとに採取した。急性毒性試験はヨコエ  

ビ幼体（体長約2mm）を1バッチ当たり10個体入れ  

たものを三連用意し，20℃で96時間放置した彼の生残  

個体数を計数した。光を遮蔽した対照区ではいずれの探  

（5）加速器質量分析法による川Cの高頻度測定のため  

の試料前処理システムに関する基礎研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：向井人史  

化 学 環 境 部：柴Ⅲ康行・田中 敦・  

米川 楕  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔∃ 的〕今後の地球環境変動・気候変動の予測のため  

に，最終氷期以降，現在までに至る地球環境変動の詳細  

な解析が重賓な研究課題となっている。そのためには，  

海洋や湖の堆積物コアあるいは，湿地の堆積物コアなど  

連続的な時系列データを保存する試料を年代ごとに解析  

する必要がある。加速器質登分析法（A MS）を用い  

たuCの測定は，上記試料の年代測定に利用されてい  

る。AMS測定を要する試料量は増えており，数百から  

数十もの膨大な試料数を測定するケースがある。AMS  

測定自体はほぼ自動化されており，数十試料を連続的に  

測定できるが，試料調製に関しては，手作業で行うた  

め，1日10個程度の処理量しかない。元素分析計での  

燃焼，分経過程は真空ラインでの精製と類似しており，  

サンプル処理量は10分にユ試料程度である。これが  

AMSに適用できれば，飛躍的に処理量が増えることが   
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（PCNA）が高いレベルで発現していることがわかった。  

また，サブトラクションPCR法でカドミウムに暴露  

した肺上枝細胞にヘムオキシゲナーゼの遺伝子発現貢が  

上昇していることを見いだした。  

〔発 表）B73，b214  

期待される。元素分析計をベースにした省力化システム  

の開発を目指し，そのためのモデルシステムを作製して  

基礎的な研究を行う。  

〔内 容〕元素分析計を燃焼・二酸化炭窯精製；ステム  

として用いる新たな装罷の開発を目指し，基礎的な検討  

を行った。7け販の元素分析計のうち異なる原掛二其づく  

2つの方法について検討した。固体試料を元素分析計で  

燃焼して生成する二酸化炭素を，窒素などのAMS測定  

に不要な成分をガスクロマトグララにより分離して逐次  

検出する形式と，吸着管を利川して二酸化炭素のみをl吸  

着し，後に脱着して検出する形式が利用セきる。いずれ  

の場合もヘリウムキャリ7ガスにのって元素分斬計から  

二倍化炭素が排出される。排出ガスのトラップを作成  

し，グラフ7イト化した後AMS測定した。各手法の評  

佃のために現代炭素の11c標準物質と14Cを含まない標  

準物質を用いて，元繋分析計内でのフラクショネーショ  

ンとバックグラウンドについて検討した。元素分析計で  

の燃焼やカラム分離操作にくらべ，二酸化炭素をトラッ  

プ・封入する時間の方が長いため，並列する多数の吸着  

管を切り替えて利用する形態が，将来的を自動化にとっ  

ては適していた。  

〔発 表）d－35  

（7）円石藻の生理・生態学的研究  

【担当者〕生物圏環境部：河地正伸  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕円石藻は外洋域の主要な植物プランクトンの  

一群であり，門石と呼ばれるCaCO：－の細胞外被構造を  

もつことで特徴づけられる。全地球的な炭素サイクルと  

イオウサイクルに関連する生物であり，地球の気候変動  

にも深くかかわる生物として認識されている。また外洋  

で大規柏なブルームを形成することで知られてい．る。最  

近では，EC諸国の研究者を主体とする円石藻の国際プ  

ロジェクト（GEMニGlobalEmi［i（LniuhuxlloTiModcLing）  

が発足するなど，rTJ石藻への関心が急速に高まってい  

る。しかし，研究対象とされた円石漢はト肋沼血血  

血流少などごくわずかの種類に過ぎず，200種を超える  

大純分の円石藻の生態に関する知見は限られたものであ  

る。「t廿「漢に関する研究の遅滞の原因の一つは，外洋性  

「隼信漢は培養・維持が凶難であり，保存株が世界的にも  

少ないことが挙げられる。従って，本研究では，円石漢  

保存株を拡充すること，そして培養株を用いて環境変動  

に対する増殖比較実験を行い，外洋環境における円石浜  

の分布特性にかかわる生理・生態的性質を明らかにする  

ことを目的とした。  

〔内 容〕円本近海及び沿岸域で採集活動を実施した結  

果，黒潮海灘の影響下にある潰岸域で，これまでに12  

種類（末同定種1種を含む）の外洋性円石藻の存在を確  

認した。年封こ三宅島及び八丈島では，外洋性円石漠を豊  

富に含む滝水サンプルが安定して得られたことから，両  

島において円石膏の分布と多様性調査を行うとともに，  

培養株確立のための分阻・培養作業を行った。その結  

軋 これまでに助浦血血加点画を5帆G叩ん叩フC叩～β  

批・g〟〃血を3株，U′励ブタビ叩kJgm∫め噌‘′gVar．メ）Jj〃．y〟を4株，  

00［iTho（〟SJr（tgi［isを1株，未同定のholococcoLjthophorid  

を1株の合計5橙14株の日石藻保存株を確立した。こ  

の中で伽〃油〃加・♪〟gJJf．－は世界的にも初めて株にされた  

外洋性円石藻である。これらの種のほかに，  

址Jfc√叩厄ビ化，∫c）p力叩力〟grd，AJg汗〃叩／肌肌1n・－C叩ん〟em  

（6）遺伝子発現から見た包括的毒性評価に関する基礎  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：平野婚史郎  

環 境 健 康 都：青木康展  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕生体や細胞の反応とLて黄も感度良く検出す  

ることができるメッセンジャ‥一RNA（mRNA）の発現に  

注目し，近年分子生物学領域で開発されつつある新しい  

技法を用いてダイオキシン類などの環境ホルモン，重金  

属や粒子状物質に暴露した動物の臓器や培養細胞中で起  

こる遺伝子発現の全体像を明らかにするための基礎研究  

を行う。  

〔内 容〕環境ホルモン作用のあるダイオキシン類や重  

全域，粒子状物質を肝細胞，肺胞上皮細胞あるいはマク  

ロファージなどの免疫担当細胞に暴露し，変化のあった  

遺伝子をrnRNAあるいはその相場的核酸であるcDNA  

レベルでスクリーニングした。環境ホルモンの一棟であ  

るPCBを肝細胞に暴露させcDNAアレpを用いて発硯  

する遺伝子をスクリーニングしたところ増殖細胞核抗原  
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といった種が，天然海水サンプル中に多数確認され，分  

離後，人工培養条件下で数回の分裂を行うのを確認し  

た。残念ながら，培養株として維持できるまでには至ら  

なかったが，今後，培養条件を検討することで，こうし  

た種についても保存株の確立と詳細な研究を実施するこ  

とが期待できる。   

さらに，保存株として確立した円石藻のうち，  

伽前面初山函 および2裡の外洋性円石藻，  

Umbilicosphaerasibogaevar．foliosaそして001ithotus什agilis  

の保存株について，各種培養条件下における増殖比較実  

験を実施した‥餌曲別由血劇画は世界各地の海域で大  

量増殖を行い，培養が比較的容易であることから，最も  

盛んに研究材料として用いられている円石撫である。こ  

れを比較対象として用いた。その結果得られた知見は以  

下のとおりである。   

①ユ0～30℃の温度範囲で増殖可舘な温度条件を調べ  

たところ，加l〟招扉〟株が15、27℃と最も温度範囲が広  

く，次いで助か〃r‘ブザ烏口gm株が18、25℃，仇）J油0拍∫  

株が20～25℃の温度範囲で増殖した。   

㊤0．1×10L5～5×10L5quanta／sec／cmZの光強度条  

件下で，肋混血血株は設定したすべての光強度条件下  

で増殖，U椚裾加呼んdビ用株と（わ〟J厄J“∫株は，0．5×  

1015～1×1015quanta／sec／cm2の比較的弱い北条件下  

でのみ増殖した。また完全な暗条件下で3種とも少なく  

とも3週間は生存することを確認した。   

③アンモニアは，いずれの種に対しても低濃度で増殖  

蘭書を引き起こすことから，窒素源としで不適当である  

ことが判明した。   

④窒素とリンの量比を変えた培地で増殖速度比絞実験  

を行った結果，Emi1iania株はN／P比が4～20の条件下  

で増殖（慮大分裂速度は約2division／day），Umbilicosphaera  

株はN／P比が4′、一10の条件‾Fで増殖（最大分裂速射ま  

約1divis王on／day），001ithotus株はN／P比が4～6の  

条件下で増殖（最大分裂速度は約0，5division／day）す  

るのを確認した。   

伽iJi〟〝言〟は光，温度，栄養塩条件ともに，非常に広  

い適応性を示したのに対して，仇血b眈は固有の培養  

条件を要求し，培養条件を厳密に設定・管理する必要が  

あった。Um占∫JJco岬力demは両種の中間的な培養特性を  

示した。円石藻は種によって異なる争様な培養特性を示  

すことが示唆された。特にN／P比に関して，仇）／油or〃∫  

は4～6の比較的低い値が最適濃度であったが，これ  

は本研究で初めて得られた新しい知見であり，今私他  

の円石藻種の分離・軍養を行う上でも有用な情報と言え  

る。  

（8）GISによる地域住民コミュニケーションのため  

の総合環境情報システムの開発と適用に関する研究  

〔担当者）社会環境システム部：原沢英夫・高橋 溜  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔日 的〕国民の関心は公害の未然防止から，緑の多い  

景観づくりや身近な地域の生物保護，地域の自然環境の  

保全，さらに最近では地球環境の保全に向けられてい  

る。一方，こうした国民のニーズに答えるために情報公  

開が進むとともに，例えば，通信ネットワークやパーソ  

ナルコンピューターの進歩により，迅速に大量の情報が  

提供できるメディアが普及したことでより情報の提供や  

交換が容易に行える状況になった。しかL，身近な生活  

情報や行政情報，さらに地域～地球環境の広範閲にわた  

る様々射宥和はこれまで断片的，かつ一方的に提供され  

るのみで，情報のニーズを踏まえた上で体系的な情報の  

組み合わせとして提供されてこなかったことから，安全  

で快適な生活環境を地域住民の視点から構築すると言う  

点では問題が残されていた。本研究は，地理情事システ  

ム（GIS）を活用することにより，生活環境から地域～  

地球環境にかかわる情報を体系的に整理しご 地図ベース  

の総合的な環境情報システムを構築するための手法のあ  

り方の検討を行うものである。そして，本システムを用  

いた地域住民への情＃提供の効果（生活環境などに対す  

る意識の向上や教育効果）等も視野に入れ，生活環境を  

改善するための総合的な情報提供システムのあり方につ  

いて検討することを目的とする。  

〔内 容〕  

（＝生活環境関連情報のニーズ把握と地理情報システ  

ム（GIS）   

従来生活環境情報は，数値，図表 主題図など種々の  

形式で，かつ生活環境から地球環填までの情報が断片的  

に提供されてきた。こうした情報のニーズを踏まえて階  

層的な環境情報を整理し，地理情報システム（GIS）に  

より統一的に扱う方法を検討した。牒々な地図情報が地  

方自治体が進める．環境基本計画などで生活環境を衷示す  

るために活用されており，茅ヶ崎市，逗子市などの先進  

的事例をサーベイすることにより，生活環境を把握・解  

析・評価する地理情報システムのあり方について検討し  
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（1）衛星利用による環境計測に関する研究   

ADEOS衛星搭載のオゾン層観測センサーである  

1LAS（改良型大気周縁赤外分光計）を用いて南北極域  

の成層圏オゾンの鉛直分布やオゾン層破頓関連物質を観  

測するために基盤となる成層圏気象データなどのデータ  

ベースシステムを整備し，研究情報として提供した。こ  

の成果によって，極城におけるオゾン層破壊の現状とメ  

カニズムの解析が進められた。   

また，研究所所内および沖縄県黒鳥に設置した衛星  

データ受信局で得られた人工衛星NOAAの画像を用い  

て，東アジア地域の広範囲な地上の植生，土地被馴犬況  

等の時系列変化の解析に賛する衛星画像データベースの  

開発・運用を行い，森林火災や洪水など災害の発生状況  

のモニタリング，および植生の純一次生産量の推定手法  

の開発を行った。  

（2）環境リスク評価に関する研究   

環境因子が人間や生態系に与えるリスクを遺伝子組換  

え生物を利用した評価手法を開発した。変異原物質の有  

無を検出するためのモニター遺伝子（rpsIJ遺伝子）を  

遺伝子導入したゼブラフィッシュの系統を開発した。こ  

の道信子導入魚の胚に強力な変異原物質（エチルニトロ  

ソウレア；ENU）を暴露すると，遺伝子変異の発現頻度  

がENU暴露濃度に依存して上昇した。また，実際の環  

境中に存在する変異原物質（ペンゾ（〟）ビレンや  

MeIQ∫）やB領域紫外線によっても，変異発生頻度の  

上昇が認められた。このことから，遺伝子組換え操作に  

よって感度を高めた指標生物により，環境中の変異原物  

質の検出が可能であることが示唆された。   

また，変異原物質に対するバイオエフェクトセンサー  

の開発に不可欠な細胞の微細構造の決定や元素分析に  

よって，細胞培養系を用いた環境リスク評価手法の開発  

の効率を高め，同分野の研究の進展に寄与した。  

（3）環境計測の高度化に関する研究   

有害化学物質の超高精度分析法である「同位体希釈質  

量分析法」を応用した環境試料の計測を進めた。特に，  

炭素安定同位体でラベルした標準物質を用いて，超微量  

のダイオキシンやフラン類を高精度に測定する方法を改  

良した。この改良により，多数の試料の高精度・高感度  

分析が可能になり，環境中の微量有害化学物質の分布や  

動態の解明，特に，人体試料など量の確保が困難な試料  

を扱う研究に貢献した。   

また，温室効果ガスの観測技術において，その観測手  

た。  

（2）生活環境向上のためのGISを活用した情報提供シ  

ステムのあり方の検討   

上記の検討を踏まえ，生活環境～地球環境までの階層  

的情報を処理▼解析できる地理情報システムのプロトタ  

イプを検討した。住民・企業・行政が情報を共有し，生  

活環境向上に関する住民参加や合意形成を進めるための  

地理情報を活用したわかりやすい情報提供，解析システ  

ムの条件を検討するとともに，生活環境向上のための総  

合的な情報提供システムを活用するため，従来利用され  

てきた数値憎掛こ加えて，地理情報の提供がもたらす効  

果等について検討した。  

2．14．10 重点研究支援協力員制度  

（1）環境モニタリング手法閲発のための基盤技術研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：中島英彰・佐藤佳宏＊  

地域環境研究グループ：橋本俊次  

社会環境システム部：田村正行・超 文経＊  

環 境 健 康 部：青木廉展・天沼喜美子＊  

化 学 環 境 部：白石克明・仲間純子＊・  

勝真理子＊  

地球環境研究センター：藤沼康実・橋本正雄＊  

（＊重点研究支援協力員）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕世界各地に生起する物理・化学的環境変化は  
オゾン層や森林の破壊，砂漠化や温噴化の進行，大気や  

水質の汚濁，廃棄物の散乱や土地被覆状態の改変など深  

刻な生活環境変化をもたらしている。これらの環境問題  

への適切な対処のためには，環境の現状とその動向．影  

響などを的確に把握しなければならない。それにはまず  

地球的な視野に立って環境状態を統一的に，また簡便に  

把嶺できることが必須であり，その基本となる計測手法  

を整備することが要請されている。本研究は，以下の3  

分担課題により，現行の計測手法の改善・高度化を図り，  

より的確に環境を把握・評価できる実用的な手法を開発  

することを目的とした。  

（1）衛星利用による環境計測に関する研究  

（2）環境リスク評価に関する研究  

（3）環境計測の■高度化に関する研究  

〔内 容〕重点研究支援協力員6名の参画を得て，次の  

ような成果を得た。  
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法と観測データ評価手法の確立を図った。本研究所が推  

進する地球環境モニタリングプロジェクトにおいて，船  

舶・航空機・地上観測局で推進される大気微量成分モニ  

タリングにおいて無人・自動，かつ高精度観測手法を確  

立した。さらに，観測大気の起源を推定する流跡線解析  

システムを開発・連用し，大気微量成分モニタリングの  

検証作業の効率化とモニタリングの質を向上に貢献し  

た。  

〔発 表〕Kユ26，B－68，C－25，D－42，E4，30，  

F－20，a－34，b208，C－26，e5～8，i－24、26，28  

理する。  

〔内 容〕  

（1）地理情報システムやエキスパートシステム等を清  

川した環境総合診断システムに関する研究   

長江上流域に適用した水文モデルを，大規模な洪水氾  

濫が発生しない場合を想定し，同じく巾下流域へも適川  

した。また，中下流域の巨大低平地における洪水氾濫を  

想定し，2次元洪水氾濫数値モデルの開発とモデル適用  

に必要な地理倍額データベースの作成を実施した。   

中国南部の4省・自治区（重商省，広西壮族自治臥  

広東省，海南省）において，マラリア，デング熱流行に  

関する情報のほか，気象情報，各種地理情報，社会・綻  

済指標の収集とデータベース化を進めるとともに，GIS  

を利川したデータ表示・解析システムの開発を進めた。  

（2）東アジア地域での大気物質輸送，循環に関するモ  

デル結果表示の高度化とネットワーク化   

環境変化のDrivingForceやPressurcにかかわる多く  

の情報を整備し，中国全土に対しては20kmグリッド精  

度で，中【亘】華東地域と中国北部・東北部地域に対しては  

2kmグリッド精度で土地利用の変化に伴う食糧の需給  

バランスマップ等を作成した。また，河北平原について  

は，土地利用変化に伴う地下水資源の変化を予測した。  

（3）熱帯林生態系の保全・評価に関する研究   

マレーシア半島部ネグリセンビラン州，パソ保護林に  

設置された天然林，二次林の長期観潮プロットのデータ  

をもとに，林冠構造，樹幹面積，林分構造，種組吼多  

様性について解析を行い，択伐によってこれらの要素が  

どのように変化したかについて考察を行った。それによ  

ると天然林の林冠高の平均値は27，4mで二次林のそれ  

（24．7m）に比べて有意に高いことがわかった。さらに  

林冠高の分散や変動係数も天然林で遥かに高い侶を示した。  

（4）東アジアにおける生物多様性インベントリーシス  

テムの構築に関する研究   

研究調査の基盤的情報を整備することを目的として，  

】watsuki（1991）の「Catalogofthe Mosses ofJapan」  

の「Alphabctica）1istofspecies」のデータに種の正式  

乱異も，属の了I式名等を加えて，「N。W A）phabeti。allist  

orJapaneseMossspecies」を作成した。また，沖縄県  

（1996），環境庁（1997），岩月・神田（1997），埼玉県  

（1998），千葉県（1999）などの鮮苔類レッドリスト関休  

のデータベース化を行った。  

〔発 表〕B－1，卜i7，g－28，i20～22  

（2）東アジア地域の持続的発展に蘭する環境総合診晰  

システムの構築に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：奥田故紙・鈴木万里子＊  

環 境 健 康 部：小野椎司り」、熊宏之＊  

水土壌圏環境部：林 誠二・王  権＊・  

大坪国順・ゴン建新＊  

地球環境研究センター：清水英幸・杉村康司＊  

（＊重点研究支援協力員）  

〔期 間〕平成9、13年度  （1997、2（旧1年度）  

〔目 的〕  

（1）地理情報システムやエキスパートシステム等を活  

用した環境後台診断システムに閲する研究   

流域スケールでの汚濁物質及び有害化学物質の発生量  

と環境中の動態に関する現状の把握と，将来予測のため  

の数学モデルを作成する。   

地理情報システム（GIS）を，環境変化とそれによる  

健康影響を監視するためのシステム↑I心用する。  

（2）乗アジア地域での火気物質輸送，循濁に関するモ  

デル結果表示の高度化とネットワーク化   

各研究者が地理情報データベースやサブモデルの結果  

をネットワークを介してオンラインで結果を見ながら意  

見交換するためのコンピュータネットワーキングシステ  

ムを整備する。  

（3）熱帯林生態系の保全・評価に関する研究   

マレーシア半島部パソ保護林に50ヘクタールのデー  

タを用いて，樹木の分布と体内環境，椎樹の動態等につ  

いての解析を通じて熱荷林の動的平衡性を明らかにする。  

（4）東アジアにおける生物多様性インベントリーシス  

テムの構築に関する研究   

有効な種名，形態，生理，生態，分旅情報を持つ高度  

で広範な生物多様性インベントリーシステムを構築・管  
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2．15 海洋開発および地球科学技術調査研究促進費による研究  

2．15，1地球科学技術特定調査研究  

（1）地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等  

に関する観測研究   

①エアロゾルの大気中濃度・組成の変動に関する観測  

的研究一陸上からの観測的研究  

〔担当者〕大気圏環境部：杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成2、11年度（1990～1999年度）  

【目 的〕気候モデルへの入力や検証用データとして利  

川するためのエアロゾル甲分布モデルを構築することを  

巨川勺として，地上設置ライダー（レーザーレーダー）に  

よる対流圏および成層圏のエアロゾルの長期的な観測を  

実施する。  

〔内 容〕小型ライダーによるつくばにおける対流圏エ  

アロゾルの連続観測を行い，エアロゾルおよび雲の鉛直  

分布の気候学的な解析を行った。これによって，エアロ  

ゾル，雲の分布の季節変化や年変化などの特徴を明らか  

にした。春季の黄砂時には大学等との協力によりネット  

ワーク的なライダー観測を実施し，輸送モデルとの比較  

や流跡線解析などによる研究を行った。また，高スペク  

トル分脈ライダーを開発し，エアロゾルや黄砂，光学的  

に薄い雲の光学特性（消散係数，消散対後方散乱比）を  

定量的に測定した。一一方，1997年から，ジャカルタに  

おける粧続的なライダー観測データを入手し，大気境界  

層構造および雲の分布の季節変化を解析した。エルニー  

ニョ期と通年では雲の分布が異なることや，乾季，雨季  

の遠いも明らかにされた。さらに，1999年より海洋地  

球研究船「みらい」によるライダー観測を行い，海洋上  

のエアロゾル分布と光学特性の観測を行った。海塩粒子  

の濃度（後方散乱係数）と海上風速との相関や，海塩粒  

子の結晶化によるライダー信号の偏光耶消度の増加，海  

塩粒子の分布と積雲の生成の関係などを示す観測データ  

が得られた。また，エアロゾルと雲の海洋上の広域にわ  

たる分布データが蓄積された。これらの観測研究によ  

り，地球温暖化において最も不明確であるエアロゾルお  

よび雲の放射過程を研究する＿とでライダー観測が有効な  

手段であることが示された。また，エアロゾル輸送モデ  

ルの検証ヤアシミレーションにライダーデータが有効で  

あることが示された。  

〔発 表〕F16，26，34，35，37，40，41，ト36，38，39．  

41、44，48～53，107、110  

2．15．2 地球環境遠隔探査技術等の研究  

（＝ イメージングフーリエ変換赤外分光計に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：中島英彰・杉田考史  

〔期 剛平成11、13年度（1999～2001年射  

〔目 的〕環境庁の衛星センサー，rLAS・ILASL［は  

太陽掩蔽法式大気周縁分光計であり，赤外分光器として  

極めて小型ながらも，高い観測精度・鉛直分解能，幅広  

い観測対象を特徴とする。しかし観測原理上，観測領域  

が上部対流圏以上に限定され，地球温暖化にもっとも大  

きな影響を及ぼす下部対流圏の温室効果気体の観測がで  

きない。イメージングフーリエ変換赤外分光計（イメー  

ジングFTS）は，対流圏全域を含めた温室効果気体を  

含む各位微量気体成分のグローバルなモリタリング観測  

を可能とする将来型の衛星センサーである。この衛星セ  

ンサーの概念検討及び性能評価を行うことが，本研究の  

目的である。  

【内 容〕イメージングFTSの概念検討を行うため，  

初年度である本年度は，既存の小型FTS（BOMEM社  

MB160）と液体窒素冷却MCT検出器に改帽を施し，  

X－Yステージを川いて検出器受光面をX－Y軸方向に可  

動させられるようにした。この改修済みFTSを用いて，  

異体を光源に，大気中の水蒸気の吸収線を用いて，装置  

関数の評価を行った。その結果，本観測で用いる予定の  

1000cm1以下の長波長赤外領域では，視野の周辺領域  

でも，十分干渉計として使用可能であることがわかっ  

た。引き続き，この改修済みFTSを用いて装置関数の  

評帆 及び街封答載へ向けての概念検討を進めていく予  

定である。  

〔発 表〕A－40，43，a－38  
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2．16 文部省・科学研究費補助金による研究  

（1）水環境修復のための有用微生物の機能強化・製剤  

化と高機能浄化システムの技術開発  

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔分担者）地域環境研究グループニ水落元之  

生 物 環 境 部：渡過 信  

東 北 大 学：須藤隆一  

東京農業大学二高橋力也  

東京農業大学：藤本尚志  

筑 波 大 学：松村正利  

千乗県立中央博物館：林 紀男  

㈱日本環境クリエイト：大内山高広  

日立化成工業㈱：内田達也  

〔期 間〕平成9、12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕近年，汚濁した水域や排水処理施設に対し  

て，浄化に貢献する細蘭ヤ蝮生動物，後生動物を大量培  

養し，添加する微生物製剤の活用が，環境浄化を図る上  

で極めて重要な位置づけにある。本研究ではこのような  

点を鑑み，浄化分解能の高い機能強化有用微生物の分  

柾，検出・同定手法，窒素除去にかかわる硝化細菌・脱  

窒細菌，リン除去にかかわる脱リン菌，鞋分解性物質分  

解菌，汚泥の減量化・処理水の透明化に貢献する原生動  

物・後生動物の高密度培養法の確立，これらの細菌・微  

小動物を効果的に定着させ得る担体を活用しだ生物処理  

反応槽への高密度定着化ならびにのう子化，脱のう子化  

のための適正条件および増殖促進因子を固定化するため  

の実用化研究を行い，高機能浄化システムの技術を開発  

することを目的として推進する。本年度は浄化分解能の  

高い原生動物，後生動物の大量培養技術の確立および  

FTSH法やEuSA法を用いた生物膜中の梢化細菌の動態  

解析について検討を行った。  

〔内 容〕これまでの研究により水の透明化および汚泥  

の減量化には原生動物や後生動物が大きく貢献している  

ことが明らかにされているが，これらのうち原生動物縁  

毛類レかJ／cg〆ねc〃〃l血血血およびV抑CJり∫わmdについて増  

殖特性に及ぼす温度，pH，塩濃度，食物源としての細  

菌の種類・磯度，増枠強度等の環境因子の影響を明らか  

にし，製剤化を目指す上で必須となる基礎的知見を集積  

することができた。これらの有用微生物を製剤化する上  

で必要な低コスト．容易な大量培養技術の確立について  

検討を行い，10′スケール，50gスケールの培養槽で輪  

虫類♪届od′〃8gり油甲板力〟J用dを高密度に培養すること  

が可能なこ と，開放系において も鈴虫類  

〃eり▼摘叩加如Jmβの培養が可能であること，米糠が輪虫  

類月叩血叩血痛血の培養に適していること等を明らか  

にした。また，富栄養化の制限要因である窒素除去に買  

献するアンモニア酸化細菌〃加仙川馴肌牒ほよび亜硝酸  

慨化細菌〃〟mあdCrどr属の活性汚泥や生物膜中における動  

態をFISH法やELISA法により解析し，生物膜内の硝化  

細菌の分布を明らかにすることができた。さらに，硝化  

細菌の占有率が硝化反応の進行に伴い上昇し√アンモニ  

ア酸化細菌で最大24％，亜硝酸酸化細菌で最大17％ま  

で高まること，硝化反応が定常期に達Lてからの硝化細  

菌の占有率はそれぞれ，6．4％，5．4％程度に安定するこ  

とが明らかとなった。以上の結果からこれらの有用硝化  

細菌を生物処理反応槽内に高密度に保持する上での適正  

な運転条件等を明らかにするための基盤を構築すること  

ができた。  

〔発 表〕B－11，18，b－15，34，40，42，46，49，52，  

53，61，97，1（旧  

（2）大気汚染物質が負および限アレルギーにおよぽす  

影響とその横構に関する研究  

〔代表者〕環境健康部：小林隆弘  

〔分担者〕星薬科大学：細川友和  

〔期 間〕平成11㌧14年度（1999～2002年度）  

〔目 的〕スギ花粉症が近年増加しており，国民の15、  

30％が感作され，有症率が5～10％に達すると推定さ  

れている。その原因として，スギ花粉飛散数の増加が第  

一義的な要因としであげられる。同時に大気汚染物質が  

関与している可能性が指摘されている。ここでは，花粉  

症の増加に大気汚染物質，特にディーゼル排気，二酸化  

窒素，オゾンが関与している可能性があるかについての  

実験的研究を行うことを目的とし，これら大気汚染物質  

が ①鼻および眼のアレルギー反応を増悪させるかどう  

か ②アレルギー反応を増悪する機構の解析 ③閥値に  

ついて検討を加える。①については鼻ではくしゃみと鼻  

汁分泌量，眼では症状と血祭の漏出を稚標に検討する。  

②については鼻で鼻粘膜の反応性，抗体価，好酸球の浸  
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規模に流入したと考えられ，現代人の遺伝情報もそれを  

裏付けている。実際に採集狩猟から農耕へと生業を劇的  

に変化させたのか，水稲が余生括でどのような役割を果  

たしていたかを骨の化学分析から検証する。  

〔内 容〕弥生時代遺跡より出土する骨組織に残存する  

タンパク質を抽出して，その炭素・窒素安定同位体比を  

測定する。同時にハイドロキシアパタイトに含まれるス  

トロンチウム，バリウム，亜鉛等の微量元素の含有量を  

測定し，その個体が生前に有していた食生活を復元す  

る。東北地方・関東地方の弥生時代人骨を中心に分析を  

進めた結果，縄文時代とは異なるタンパク源が示唆され  

陸水魚類の可能性が考えられた。  

潤，眼では結膜の反応性，抗体価，好酸球の浸潤を指標  

に検討する。  

（内 容〕  

1）ディーゼル排気暴露が鼻および眼アレルギー反応  

に及ぼす影響と闘値の推定   

ディーゼル排気暴露（粒子を0．1，0．3または1．O  

mg／m3の濃度含むディーゼル排気）が抗原の繰り返し  

点鼻または朗良枝与による鼻および眼アレルギー反応に  

及ぼす影響について検討した。くしゃみおよび鼻汁分泌  

量または粘膜における血管からの血柴の漏出を指標に検  

討した。濃度に依存して鼻および眼アレルギ丁反応を増  

悪させることを見いだした。鼻および眼アレルギー反応  

を増悪させるディーゼル排気の粒子濃度の開催は，それ  

ぞれ0．1mg／m3，0．3mg／m3当たりと推定された。   

ディーゼル排気暴露が抗原の繰り返し投与による鼻お  

よび眼アレルギー反応を増悪させるかどうかを病理組織  

学約手法を用いて検討した。鼻粘膜上皮，上皮下および  

結膜への好硬球の浸潤がディーゼル排気粒子濃度に依存  

して増加することが見いだされた。   

2）ディーゼル排気暴露が鼻および眼アレルギー反応  

に及ぼす影響機構の解析   

ディーゼル排気暴露が鼻および眼アレルギー反応に及  

ぼす影響機構として鼻や結膜が過敏になるかどうかおよ  

び抗原特異的抗体叢生を増加させるかどうかを検討し  

た。  

ディーゼル排気暴露が鼻や結膜を過敏にさせ鼻および服  

アレルギー反応を増悪していることが示唆された。   

ディーゼル排気暴露は抗原の繰り返し点鼻および点眼  

投与による抗阪特異的抗体蘇生を増加させ，鼻および眼  

アレルギー反応を増悪することが示唆された。  

【発 表〕E－11，e－15  

（4）人工光環境とストレス関連ホルモン分泌動態にか  

かわる内分泌疫学研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：兜 真徳  

（期 間〕平成11～14年度（1999、2002年鹿）  

〔目 的〕現代社会においては，体内時計を撹乱するよ  

うな国子が数多く出現してきており，とくに本来休息す  

べき夜の時間帯に活動する機会も増加してきている。ヒ  

トを含め生物の体内時計は，網膜で感受する光をその  

24時間リズムの同調因子として利用しているが，正確  

なリズムを刻む太陽光を自然に浴びて生活していた時代  

の人々とは異なり，著しい不規則性あるいは抑手引こ乏し  

い規則性をもった人工光に，深夜苛まで長時間にわたり  

暴露されることが多くなっている。本研究では，ヒトに  

おいて，同様な睡眠・覚醒リズム習慣をもちながら光へ  

の暴露パターンが変化した場合に，内因性リズムヤ同リ  

ズムに大きく支配されている各種生理機能（ホルモン分  

泌，自律神据系機能など）がどのように変化するか，ま  

た，それらとその後の僚顔リスクについて疫学的に検討  

することを計画した。  

〔内 容〕本年度は，フィールドにおいても簡便に評価  

できるようなヒトの体内時計（内凶性概日リズム）の生  

理学的指標を新たに見いだすため，ヒトを対象とした生  

理実験を行った。実験は，強制的に睡眠覚醒リズムをシ  

フトさせた条件で，メラトニン指標と一致するような，  

身体加速度及び心拍の同時系列から摘出するアルゴリズ  

ムを検討した。また，予備的調査として，携帯光セン  

サーを－・般人に装着することにより，日常生活上におけ  

る1E】の光暴露パターンを計測した。  

（3）古人骨の化学分析から見た水田稲作農耕による食  

生活，生業形態の変化  

〔代表者〕化学環境部：米田 穣  

〔分担者〕東京大学：吉永 淳  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕日本列島＝こ居住した先史人類集団では約  

2500年前に弥生文化という水田稲作農耕を伴う新しい  

生業活動が開始されたと考えられている。それと同時に  

骨の形態も大きく変化することから大陸の人煩集団が大  
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（5）地球環境汚染のタイムカプセルによる汚染監視に  

関する研究  

〔代表者〕地球環境研究グループ：佐竹研一  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕本研究では環境汚染のタイムカプセルとして  

の樹木入皮および湖底堆積物を用いて過去数百年から現  

代に至る地球環境の汚染の時系列変化を明らかにするこ  

とである。  

〔内 容〕シェフイールド大学と共同研究を行い，樹齢  

約150年のブナに含まれる連続入皮に注目し，過去90  

年にわたる環境汚染の歴史をレーザーアプレーション  

ICP－MS法を用いて解明した。その結果，重金属等によ  

る汚染は過去90年間のうちで特に第二次世界大戦中の  

汚染が最もはなはだしいことが明らかとなった。このよ  

うな樹木入皮を用いた環境汚染のモニタリングは英国で  

は高い評価を受け，1999年には英国RoyalSocietyで発  

表を行った。  

〔発 表〕A－25，28  

かった。巨射量のもっとも多くなる6～7月にも大気中  

ヨウ化メチル濃度の低下は見られず，光分解による消失  

分を充分に補うだけのローカルな発生量のあることがわ  

かった。また，亜熱帯の波照間島ではばらつきが大きい  

もののやはり夏に高濃度となる傾向が見られた。今後，  

ヨウ化メチル発生量に対する海水温の影響を解析すると  

ともに，海水中濃度の観測を進めて，ヨウ化メチル発生  

量の地理的・時間的な変動を推定するための基礎データ  

を得る。  

〔発 表〕D41  

（7）ラン藻類の遷移に及ぼすキレー・ト物質の影響に関  

する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

〔分担者〕地域環境研究グループ：岩崎一弘  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

【目 的〕最近の霞ケ浦においては，湖心では  

〟fcmり・．一山や血dわロ印〟等の発生が著しく減少し，代わ  

りに0∫C〃山J〃血やPん〃J刊fd∫〟椚等のラン潅が異常に発生  

する硯象が認められている。本研究においては，これら  

の4種のラン藻に関して，霞ケ浦及び湖山他の現場調査  

を行うとともに，室内実験において4桂の藻類の種の遷  

移に及ぼす因子を調べることにより，藻類の異常発生機  

構を明らかにすることを目的とする。  

〔内 容）富栄養化の著しい霞ケ浦及び鳥取県湖山池を  

対象に，〟fcr呵血，加βわ〟g鱒d，Pん〃〝乃f〟f〟川，0∫CfJJ山Orfd  

属ラン藻類を用いて藻類培養試験法による藻類増殖の制  

限物質の季節変動ならびに錯化容量の変動を調べた。さ  

らに，各種ラン藻類の増殖に及ぼすキレート物質の影響  

を調べた。霞ケ浦では，年間を通してキレート物質が藻  

類増殖の制限物質となっており，従来よりもさらに  

〟′c′pC），．～直に対して増殖しにくい水質となっていること  

が判明した。  

〔発 表〕B－105，110，b－253  

（6）対流圏におけるハロゲンの化学と循環に関する研   

究一輝発性ハロゲン炭化水素の動賂  

〔代表者〕北海道大学：河村公隆  

〔分担者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕海洋・海水中には藻類などによって生成され  

るプロモホルム，ジプロモメタン，ヨウ化メチルなどの  

有機ハロゲン化合物が存在している。これらは大気への  

反応性ハロゲン供給源として対流圏オゾンの変動に重要  

な意味を持っている。本研究では海洋起源有機ハロゲン  

化合物の大気・海洋中濃度分布からその発生量と影響評  

価を試みる。  

〔内 容〕北半球高・中・低緯度（アラート／北西太平  

洋／波照間畠）における大気中ヨウ化メチルの季節変動  

を観測して，地域ごとに特徴的な変化を明らかにした。  

北極城のアラートではヨウ化メチル濃度は年間を通して  

0．7pptv以下の低濃度であり，夏に特に低濃度であっ  

た。このようなヨウ化メチルの季節変化は，夏季にヨウ  

化メチルの光分解によ．るロスが最大になることで説明さ  

れる。しかし，北西太平洋上では逆に8～9月に最高  

1～2pptv，3～4月に最低（＜0．5pptv）であった。  

その濃度変化は海水温と正の相関を示し，植物プランク  

トンのブルーミングや日射量との相関はあまり見られな  

（8）マイクロ化学センサーを用いた乱流拡散係数の測定  

〔代表者）大気圏環境部：内山政弘  

〔分担者〕大気圏環境部：福山 力  

〔期 間〕平成11、13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕大気中に排出された汚染物質は最終的には地  

表に沈着するが，降水以外の沈着過程（乾性沈着）は地  

表面の形態に強く依存する。したがって，乾性沈着の測  
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（10）メタン酸化細菌のシヤペロニンと生物処理技術へ  

の応用  

〔代表者】水土壌圏環境部二内山裕夫  

〔分担者〕水土壌圏環境部：冨岡典子  

筑 波 大 学：野村暢彦  

〔期 間〕平成11←12年度（1999～2000年度）  

〔目 的〕バイオレメディエーション技術によるトリク  

ロロエチレン浄化を行うため，トリクロロエチレン分解  

菌である〃βr坤〃叩∫加SP．StrainM（M株）の分解酵素  

である可溶性メタンモノオキシゲナーゼ（sMMO）遺  

伝子上流域にコードされているシヤペロニン礫遺伝子に  

注目し，この構造解析及びメタンモノオキシゲナーゼと  

の関連性を明らかにする。また，トリクロロエチレン特  

異的なストレスタンパクも解析し，分解能の持続化を試  

みる。  

〔内 容〕sMMO遺伝子群の上流域に2つのオープン  

リーディングフレームが認められ，その一方にはシヤペ  

ロニンに特異的な構造が観察された。また，他菌株との  

相同性検索を行った結果，高い相同性が示され，さら  

に，発現ベクターと連結して大腸菌に導入することによ  

り，油性検討に十分な■量が得られた。  

〔発 表〕g－16  

定には空間・時間的に調香な観測が必要が，硯状の大気  

測定用機器はこのような高密度な測定には全く適さな  

い。この按備的な困難を現在急速に発達しつつある化学  

マイクロセンサーにより克服することをを試みる。  

【内 容〕水蒸気濃度センサーを同時校正するための  

チャンバ【を制作し，センサー間の出力の器差を測定し  

た。有為の差の見られなかったセンサーを用いて以下の  

2カ所で行ったフィールド調査時にに水蒸気鉛直濃度分  

布を測定し，既存の方法との比較を行った。①中国・北  

京市でのSO2流束観測 ②長野県大柴高峻での03流束  

観測。特に，SO2の鉛直分布と風速の鉛直分布が相似と  

ならない例が多数観測された。この結果は都市域での大  

気汚染質の地表面への沈着は非定常状態で起こっている  

ことを強く示唆する。  

（9）遺伝子発現からみた粒子状物質の包括的毒性評価  

〔代表者〕地域環境研究グループ：平野嫡史郎  

〔期 間〕平成11～12年度（1999～2000年度）  

〔目 的〕肺涯部に沈着した粒子状物質は，主として肺  

胞マクロファージに取り込まれる。肺深部に沈着する粒  

子の直径は2．5ミクロン以下であるが，アスベストのよ  

うな繊維状物質では10ミクロン以上の長さのものまで  

沈着することが知られている。近年ポストアスベスト材  

料としてチタンウイスカーなど様々な製品が使用されて  

いるが，その毒性についてははっきり調べられていな  

い。本研究では，粒子状物質の形状の遠いが，呼吸器に  

及ぼす影響について遺伝子発現レベルで明らかにするこ  

とを目的とする。  

〔内 容〕気管支肺胞洗浄を行うことにより，Sprague  

Dawley系ラットより肺胞マクロファージを回収した。  

RPMI1640培地で肺胞マクロファージの培養を行い，徴  

′ト酸化チタン，維状物質研究協議会の作製したチタンウ  

イスカー，ならびにUICCの標準アスベストであるクロ  

シドライトを添加した。対照群および実験群の肺胞マク  

ロファージからtotaLRNAを抽出し，逆転写反応により  

cl〕NAを作製した。アクリノレアミドゲル電気泳動を用い  

て増幅された遺伝子を分離し，オートラジオグラフイ一  

法にて発現に違いの見られる遺伝子を矧liした。抽出し  

た遺伝子をTAクローニングし，シークエンサーを用い  

て過伝子配列を決定したところkrox20／egr－2と判明  

した。  

〔発 表〕B－69～71，74，トド211～213，215，216  

（1り法医学的応用のための表面電離型有機マススペク   

トロメーター（S10MS）の開発  

〔代表者〕浜松医科大学：鈴木 修  

〔分担者〕化学環境部：藤井敏博  

〔期 間〕平成9～11年反（1997～1999年度）  

〔目 的〕佗用が激増している乱用薬物，すなわちモル  

ヒネ，ヘロイン，コカイン，覚醒剤，及びこれから使用  

が増加すると予想される幻覚剤等の研究のために，表面  

電離型有機マススペクトロメーター（SIOMS）のシステ  

ムを開発する。  

〔内 容〕ガスクロマトグラフ（GC）とS10MSとの接  

続のためのインターフェースの改良を行った。へ、ロイ  

ン，コカイン等のドラッグ類のGC（Sr）MSを行った。  

〔発 表）dィ43  

（12）環境汚染のタイムカプセル仰入鹿IIによる地域汚   

染時系列変化研究手法の開発と応用  

〔代表者〕地球環境研究グル′プ：佐竹研一  

〔分担者〕化 学 環 境 部：伊藤裕康・田中 敦  
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〔期 間〕平成9～12年度（1997～2000年度）  

〔目 的）本研究の目的は環境汚染のタイムカプセル樹  

木入皮についてそれぞれ産業化および環境汚染の歴史の  

異なる国で必要な研究試料を入手し，そあ汚染の状況を  

調査することである。  

〔内 容〕本年度は入皮のそれぞれ異なる四通りの形成  

過程を分類整理し，またそれぞれの入皮の特色を生かし  

たサンプリング方法を検討しサイアス誌に「大気汚染の  

歴史を樹木の人皮が記録」として発表した。また，色彩  

色度計を導入し特に同一樹木の外樹皮の汚れを相対的に  

分類するモニタリング手法を開始した。また，本年度よ  

り足尾・日光地域を一つのフィールドとして選び，その  

汚染史の解明に取り組むこととした。  

〔発 表〕A26，28  

DNA抽出効率の相違や細胞内における類似遺伝子の識  

別といった問題点を解決する必要がある。そこで，研究  

の第一段階として，試験材料に多種多様な微細藻保存株  

を用いて，TGGE法による多様性解析手法の確立を  

る。そして第二段階として，自然界のサンプルを用いて  

微細藻群集へのTGGE法の適用の有用性を検証するこ  

とにした。  

〔内 容〕TGGE法を適用するための基礎デp夕を得  

ることを目的として，実験材料に多様な微細藻類保存株  

を用いて，DNA摘出の条件検討を行った。材料には  

様々な分類群から異なる夕＿イブの細胞外被構造（細胞  

乳 多糖質，珪酸質，炭酸カルシウムなど）をもつ種を  

選定した。DNA抽出液としてCTAB（Hexadecyltrimet  

hylammoniumBromide）及びSDSを用い，DNAの抽出  

が特に困難な種については，物理的な細胞破砕法とし  

て，ガラスビーズによる破砕，液体窒素による凍結破  

砕，そして超音波破砕を併用した。その結果，多糖質の  

外被構造で覆われる種については超音波処理がDNA抽  

出に有効であること，そして堅い細胞壁で覆われる種に  

ついては液体窒素による凍結またはガラスビーズによる  

破砕が有効であった。また一部の種，例えばプラシノ藻  

のPm∫l■〃∂壷r椚8や紅葉のG扉粛〝血では凍結とガラス  

ビーズによる破砕を繰り返し行うことでようやくDNA  

が抽出されてきた。このようなDNA抽出効率の差は，  

混合サンプルからDNAを抽出する際に問題となった。  

特に脆弱な細胞の種と堅い細胞壁の種の混合サンプルか  

らDNAを摘出する場合，脆弱な細胞のDNAは断片化が  

進むことで検出すら困難になり，PCR反応にも影響し  

た。すなわち野外試料からDNAを抽出する際には複数  

の細胞破砕法を併用する必要性が示唆された。  

（13）山岳（八方尾根）を利用した降水による大気汚染  

物質の除去率（洗浄係数）の測定  

〔代表者〕地球環境研究グループ：村野健太郎  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕標高1850mの八方尾根と標高800m付近の  

平地（白馬柑）で降水，ガスおよびエアロゾルの観測を  

約10日間行うことにより，降水によるガス・エアロゾル  

等の大気汚染物質の洗浄係数を測定する。  

〔内 容〕9月中，下旬に2週間ほど八方尾根（1850m）  

と平地の白馬村で，ガス・エアロゾル，降水のサンプリ  

ングを行う、。降水は1降水ごとに降水サンプラーで採取  

し，ガス（二酸化イオウ，アンモニア，硝酸ガス），エ  

アロゾル（硫酸イオン，硝酸イオン，アンモニウムイオ  

ン）は6時間ごとにガス・エアロゾルサンプラーで捕集  

した。この2週間の期間内の降雨の前後のガス，エアロ  

ゾルおよび降水中のイオン種濃度，降雨強度から洗浄係  

数を決定した。  （15）アポトーシス制御系に基づく環境有害因子の人へ  

の健康影響評価に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：石堂正美  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2（わ0年度）  

〔目 的〕今日の環境問題の中で極めて重要な課題に  

なっているのが，環境有害因子に生体が暴露したとき  

の，人の健康への影響を鋭敏にかつ感度よく評価できる  

手法の確立である。本研究の目的は，近年見いだした環  

境有害因子によるアポトーシスシグナルを人の健康影響  

の指標に応用することである。そのためには，①血中レ  

ベルでアポトーシスシグナルを同定できること ②早期  

（14）温度勾配ゲル電気泳動法を用いた微細藻群集の多  

様性解析  

〔代表者〕生物圏環境部：河地正伸  

〔期 間）平成11～12年度（1999、2000年度）  

〔目 的〕本研究は，温度勾配ゲル電気泳動法（′rGGE  

法）による微生物群集の多様性解析手法の開発を目的と  

して計画した。TGGE法は自然界の生物群集をより反  

映した多様性解析を可能にする方法として最近注目され  

ているが，これを微細漢頬に適用するには，種間の  
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ける海洋リザーバー効果の14c年代への影響を検討し  

た。その結果，西部北太平洋域では見かけの放射性炭素  

年代が見かけ上，4～5百年古くなる可能性が明らかに  

なった。  

高感度健康影響評価法のための新しいアポトーシス制御  

系因子の同定（∋環境の異なる地域住民の血液採集と本  

研究で確立した評価法を応用することである。  

〔内 容〕昨年までの研究において，アポトーシスシグ  

ナルの一つであるDNAフラグメント化を血中で検出す  

るlこは，従来の方法では検出不可能であったため，  

PCR法による検出方法を確立した。人工的に合成した  

12塩基よりなるオリゴDNAをいかなるDNAフラグメ  

ントに対しても結合することができるような少量の  

DNAフラグメントもPCRにより検出可能なところまで  

増幅可能となった。この方法では，50ngのDNAフラグ  

メントがあれば検出可能であり，従来の100～1，000倍  

感度が上昇した。また，環境の異なる地域住民として，  

東京都杉並区住民と茨城県高萩市住民を選択し，1～2  

miずつ各地域馳人以上の血液が集まった。血液から  

DNAを抽出する回収率を予備実験で見積もると，1ml  

血中当たり3～5ugI）NAであった。したがって，本年  

度は ①採集した2地域の血液すべてのDNAフラグメ  

ント化を調べる。また，同時に ②血液からRNAを抽  

出し，新たに明らかになった生体防御因子やDNAフラ  

グメント化酵素がどのように活性化しているかどうかを  

調べる。③本研究で確立した環境有害因子のアポトーシ  

スシグナル検出系の人への健康影響評価法としての総合  

検討を行う。  

（17）有横スズ化合物の内分泌撹乱化学物質としての作  

用に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：今井秀樹  

〔期 間〕平成11、12年度（1999～2000年度）  

〔目 的〕本研究では，神経毒性物質である有機スズ化  

合物の内分泌撹乱物質としての雄性生殖能への影響の有  

無とそのメカニズムを解析することを巨川勺とする。ラッ  

トに中枢神縫系に影響が生じることが明確である投与時  

期および用量を選択して各種有機スズ化合物（トリプチ  

ルスズ，トリメチルスズ，トリ7ユニルスズ）を投与  

し，中枢神経系の病理組織学的検索と合わせて甲状腺お  

よび雄性生殖能関連内分泌指標への影響を観察した。  

〔内 容〕トリプチルスズ，トリフユニルスズおよびト  

リメチルスズのいずれを投与した場合にも血柴中のテス  

トステロン，サイロキシンおよびトリヨードサイロニン  

濃度は対照群と比較して一過性に低下した。トリメチル  

スズに比較してトリプチルスズおよびトリフユニルスズ  

の方がサイロキシンとトリヨードサイロニンの血祭中濃  

度の変化に対する効果は大きかった。上記の山楽中ホル  

モン濃度の低下は，有機スズ化合物が下垂体あるいは末  

梢器官のいずれかに影響を及ぼしたことを示唆してい  

る。  

〔発 表）brlO5，106  

（16）日本列島沿岸域における放射性炭素年代値の海洋   

リザーバー効果の評価  

【代表者〕化学環境部：米田 穣  

〔期 間〕平成11～12年度（1999～2000年度）  

〔目 的〕表層海水中の炭素は大気に比べて14Cの存在  

比が′トさい。本研究では，資料採集年および採取地点が  

明らかになっている海洋生物資料に関して14C存在比を  

測定することによって「海洋リザーバー効果」の見積も  

りを行う。それによって，tヨ本沿岸における海洋リザー  

バー効果の14c年代への影響を検討することが可能とな  

り，海底コアなどの絶対年代測定の精度が格段に向上す  

ることが期待される。  

〔内 容〕資料採集年および採取地点が明らかになって  

いる海洋生物資料に関して14C存在比を測定することに  

よって「海洋リザーバー効果」の見積もりを行う。本研  

究では京都大学地質学教室に保管されている核実験以前  

に採取された貝殻資料から試料を採取し，日本沿掛こお  

（18）窒素・リン負荷削減と下水処理水の有効活用のた   

めの干潟ビオトープの創出手法開発  

〔代表者〕東 北 大 学：南村 修  

〔分担者〕東 北 大 学：須藤隆一・【Uロー一裕・  

金 主鉱  

地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

水土壌国環境部：徐 開欽  

〔期 間〕平成10～13年度（1998～2001年度）  

〔目 的〕本研究ではエコトーンとしての干潟のもつ自  

然浄化機能に着目し，省エネルギー，省資源および省メ  

ンテナンスにて下水処理水中の窒素・リン負荷を削減  

し，かつ下水処理水を活用して健全な干潟ビオトープを  

創出する方法を検許すると同時に，現場に設置する干潟  
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モデルプラントによる実験，およびそれらの結果を踏ま  

えた干潟生態系モデルによる評価解析から，環項保全型  

ビオトープの創出にあたっての設計，道転・管理の合理  

的システムを構築するための解析評価を目的とする。  

〔内 容〕干潟の浄化機能強化のための自然，人工干潟  

の既往の研究の整理，設計パラメータの評価解析既往の  

研究成果ならびに先行して準備した生態系モデルを用い  

て干潟の設計に関するパラメータを整理した。また，干  

潟浄化機能強化型モデルシステムの解析結果を基に臨海  

部に位置する下水処理場隣接地に実証プラントを設置  

し，その予備実験を行い，干潟生態系に生息する微小動  

物が下水処理水の水質浄化効果に大きく寄与することが  

明らかになった。干潟浄化機能強化型現場プラントを用  

いた生物・物理・化学的国子の定量解析現場に建設した  

モデルプラントの運転，管理を行い，干潟構造の変化に  

応答する生態系，水質削ヒ機能の変化に関するデータ収  

集ができた。  

〔発 表〕B－12，13，C－7，13，b16，18，65，78，96  

（20）高速有機分子の表面電離法をイオン源とするガス   

クロマトグラフ質量分析計の試作研究  

【代表者〕／ト山工業高等専門学校：岸  浩  

〔分担者〕化 学 環 境 部：藤井敏博  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕超音速分子加速法により高速化した有機・無  

機化合物は加熱固体表面上で効率よく正イオン化または  

負イオン化される。この原理を利用した高感度に有機・  

無機化合物を検出できる特異な分析機器GC／MSの開発  

を行う。  

〔内 容〕Clイオン源用の大容量（150J／sec）ターボ  

分子ポンプ付きGC／MS装置の新システムが組み＿とがっ  

た。本年度は超音速自由噴流ビームの電子衝撃法による  

マススペクトルを測定，強い分子イオン強度が確認でき  

た。  

〔発 表〕d43  

（21）干潟浅海域のベントス生殖・定着技術導入による  

エコエンジニアリング修復システム開発  

〔代表者〕地域環境研究グループニ稲森悠平  

〔分担者〕生物 圏環境 部：渡遵 信  

水土壌圏環境部：徐 開欽  

地域環境研究グループ：水落元之  

東 北 大 学：須藤隆一  

〔期 間〕三】と成10～13年度（1998～2001年度）  

〔目 的〕干潟における共存と安定のシステムを構築す  

る上で，生態学，生態工学，水理学，分析化学的側面に  

立ち，干潟生態系の浄化機能と密接に関連する食物連鎖  

を構成する各種生物間の捕食被食関係を含めた相互作  

札 重要なマクロベントスの生殖・生産・定着化技術，  

水質浄化と生物開梱互作用にかかわる各種パラメーター  

に着目した研究を進め，人工干潟を構築する上での設計  

緒元，現状の干潟を修復する上での発生源対策のあり方  

を明らかにし，エコエンジニアリングとリンクした水質  

浄化システムを提案することを目的とする。  

〔内 容〕本年度は，浄化機能を持続させる上で重要な  

因子となる底生動物であるゴカイ（肋〟〃Jんgり叩〝山cd）  

の生殖と産卵，ふ化の安定化にかかわる生活史の解明と  

応用化技術について検討した結果，ゴカイは通常の干潟  

で観測される環境要因の変動範閏で十分に適応でき，定  

着化の可能性の高いことが示唆された。また，二枚貝の  

イソシジミ（肋rJdJJ′β〃JfvdCg〟）をプラント実験装置内  

（19）種子を介した植物と動物の個体群間相互作用  

〔代表者〕地球環境研究グループ：星崎和彦  

〔期 間〕平成11～12年度（1999～2000年度）  

柑l的〕生態系・生物多様性の理解にとって種間相互  

作用が重要であるという認識が近年定着しつつある。森  

林の更新の場合，動物による樹木の食害はときに大きな  

更新阻害要因となる。本研究は，冷温苛の堅果型樹木ギ  

ルド（落葉広葉樹3種）と食相者ギルド（野ネズミ3  

種）との間の複雑な相互作用を明らかにし，結実量と捕  

食者個体数の年変動を掛こ，捕食の年変動メカニズムと  

複数種の共存条件（多様性の維持機構）を解明すること  

を目指す。  

〔内 容〕①共通の如となる樹種が共存する環境下で  

は，堅果ギルドと種子食者ギルドとの相互作用を考慮に  

入れる必要がある。②トナノキの更新には，他種堅果の  

豊凶がネズミの個体数変動を介して間接的に影響した。  

③ギルドを構成する同じネズミ類の中で，機能的反応  

（種子捕食vs実生捕食）が種ごとに異なっていた。   

この結果から，樹木の結実の年変動に関する議論に，  

結実の種間同調や餌の質という新しい視点の導入に成功  

した。  

〔発 表〕A－53  
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浅瀬では，ヌマナナプによるトウヨウモンカゲロウ，ホ  

ソバトビケラなどの大型底生動物の選択的な摂食が底生  

動物群集の現存量を低下させることが示唆された。十和  

田湖のイトヨから8種類のマイクロサテライト遺伝子を  

分析して他の水系のイトヨと比較したところ，十和田市  

の県水産試験場近くのイトヨと遺伝的に類似しているこ  

と，またさらに広い地理区分で見ると太平洋側のイトヨ  

辞に似ていることがわかった。  

〔発 表〕K8～31，B－49，50，52，b－165，166  

で飼育したところ，海水中における一次生産活性を高め  

ることより，高次捕食者の導入により生態系の活性を高  

め，有機物の過剰な蓄積を防止できることが示唆され  

た。  

〔発 表〕B8，b－16，45，65，94  

（22）環境ストレスが微細藻類の遺伝的変異に与える影響  

（代表者〕生物圏環境部二笠井文絵  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕集団中の遺伝的変異は，その集団が環境の変  

化すなわち人為的環境ストレスにどれだけ適応できる  

かを決める要因となり，生態系に対する環境ストレスの  

影響を評価する上で考慮しなければならない重安な要素  

である。本研究では人為的環境ストレスが，水界生態系  

の一次生産者としてまたそれ自体が貴重な遺伝子資源で  

ある微細藻類の集団にどのような影響を及ほしているか  

を明らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕アロザイムの遺伝解析を3酵素について行っ  

たところ，アスパラギン酸アミノ基転移酵素のみが明瞭  

なメンデル遺伝を示し，他の酵素の遺伝解析はできな  

かった。そこで，より多くの遺伝的変異を見つけるため  

にマイクロサテライトに注目し，その解析法の確立を試  

みた。2塩基の繰り返し配列及び3塩基中2塩基が同じ  

繰り返し配列の存在が確認されたが，プライマー配列の  

決定は今後の問題として残った。  

（24）都市域における大気環境モニタリングシステムの  

新構築に関する研究  

【代表者〕地域環境研究グループ：若松伸司  

〔期 間〕平成9、12年度（1997～2000年度）  

（目 的】都市域における大気環境質の経年変化や地域  

分布の特徴を的確に把握することができる大気環境モニ  

タリングシステムの開発を目的とする。このような都市  

大気環境モニタリングシステムの新構築に必要な測定托  

術，データ収集・解析に関する基礎的な検討を行うとと  

もに，実データに基づいたシステム評価を行う。  

〔内 容〕これまでデータが得られていなかったVOC  

成分に関する発生源評価，環境データ脈析を重点的に  

行った。   

発生源モニタリングとしてはトンネル調査による自動  

車からのVOC発生量や組成の推計を行った。また，環  

境中のVOC濃度の動態を把握するために航空機を用い  

た立体分布観測データの解析を行い，主に，関東地域に  

おける広域分布の特徴を把握した。これとともに，風洞  

実験の結果を用いて沿道大気汚染モニタリングシステム  

の検討を行った。  

〔発 表〕B27，127，b－118，119，136，137，290～  

293  

（23）生物の相互作用と囁の利用を考慮した賃栄巷な瀬  

の総合的な保全のための基礎的研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：高村典子  

〔分担者〕地球環境研究グループ：高村健二  

生物圏環境部：上野隆平  

青森県環境保健センター：三上 一  

〔期 間〕平成9～11年度（1997、1999年度）  

〔目 的〕湖沼に生息する生物の場の利用や相互の関係  

を明らかにし，賓栄養湖沼の生態系保全のための基礎的  

研究を行う。  

〔内 容〕これまでの研究で，十和田湖の底生動物群集  

の分布が明らかになった。そこで，その分布を決める要  

因について検討した結果，種類組成を決定するのは底質  

や波が重要であることがわかった。量については，環境  

要因や有機物量で寧く，底生魚類の分布が重要であると  

考えられた。これらを実証するための実験を行い，沿岸  

（25）DOC分画手法を用いた溶存有機物のトリハロメ  

タン生成能評価  

〔代表者〕地域環境研究グループ：今井章雄  

〔期 間〕平成9、11年度（1997、1999年度）  

〔日 的〕浄水過程の塩素処理により有機物から発ガン  

物質であるトリハロメタンが生成される。トリハロメタ  

ン前駆物質は主に溶存有機物に起因し，代表的物質とし  

てフミン物質が良く知られている。本研究は，トリハロ  

メタン前駆物質の適正な定量的分維手法を開発し，トリ  
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ハロメタン生成原因物質の存在濃度およびトリハロメタ  

ン生成特性を明確に評価することを目的とする。  

〔内 容〕霞ケ浦湖水および流入河川水のろ過水，フミ  

ン物質および親水性画分（非7ミン物質画分）のトリハ  

ロメタン（THM）生成能をヘッドスペースGC／MSに  

より測定した。存在濃度を考慮したTHMFPの測定結果  

より，河川水では既報のようにフミン物質も代表的な  

′1、HM前駆物質と言えるが，湖水では親水性画分がフミ  

ン物質よりも重要なTl－iM前駆物質であることが明白に  

結論された。  

〔発 表〕b101，103  

地上からの連続雲観測およぴGMS（ひまわり），TRMM  

（熱帯降雨観測衛星）等の衛星観測を用いる。また解析  

結果を放射伝達モデルを介した雲の放射効果の見積もり  

につなげる手法を検討する。  

〔内 容〕ジャカルタの雲底高度データを1998年1  

月～99年3月中の5期間に得た。降雨量の多いPR2  

（1998年6～7月）とPR4（1998年12月～99年3月）  

期に高度約5km付近の雲底高度ピークを観測した。  

TRMM降雨データ解析の結果，インドネシア域で降雨  

量の多い時期には，積雲対流活動に伴う層状雲（アンビ  

ル雲）からの降雨が約半分を占めた。高度5kmの雲底  

ピークはこのアンビル雲に対応すると推測される。  

〔発 表〕F35，44，卜43，46  （26）ダイオキシン類の毒性発現に係る新規の転写調節  

因子の同定  

〔代表者〕環境健康部：青木康展  

〔分担者〕環境健康部：松本 理  

大阪大学：今川正長  

〔期 間〕平成10～11年度（1998、1999年度）  

〔目 的〕2，3，7，8テトラクロロジベンゾ～グーダイオキ  

シン（以下，ダイオキシン）およぴその関連化合物（以  

下，ダイオキシン類）は，催奇形性や細胞増殖作用に  

伴った発ガンプロモーター作用など多様な毒性を持って  

おり，これらの毒性発現に係る遺伝子発現のメカ三ズム  

を明らかにすることが本研究の目的である。  

〔内 容〕GPEI領域に結合するタンパク質の同定を，  

GSTPl遺伝子が常時発現している不死化ラット■肝実質  

細胞の核抽出液を出発材料として進めた。32p標識した  

GPElオリゴマーとこれに結合する核タンパク質を紫外  

線月醐寸により結合し，タンパク賃を2次元電気泳動によ  

り分離した後，GPEIに結合したタンパク質をオートラ  

ジオグラムで検出し単離した。  

〔発 表〕E1，e－4，64，65  

（28）微小な反応速度差の精密測定法の開発と同位体間  

の反応速度差の決定一大気化学への貢献  

〔代表者）地球環境研究グループ：鷲別申明  

〔分担者）大気圏環境部：猪俣 敏・古林 仁  

〔期 間〕平成10～12年度（1998、2000年度）  

〔目 的〕近年，地球環境研究において種々の元素の循  

環機構（いわゆる炭素，イオウ，窒素などの循環）を明  

らかにするために同位対比測定が行われている。循環機  

構における同位体濃縮の一つとして大気中での化学反応  
における反応速度の同位体間の差異の評価が重要視され  

ている。本研究では気相ラジカル反加二おける安定同位  

体間の微小な反応速度の差異を精密測定し，問題解決に  

貢献するもので，本年度は以下の研究がなされた。  

〔内 容〕①メチルラジカルと酸素原子，分子の反応速  

度の同位体効果：CH3とCD3，12CH：）と13cH：一のメチル  

ラジカルと0（3p），02の反応速度の比の測定を行っ  

た。系の中にあらかじめ濃度既知の0（3p）または02  

を混入しておき，反射こよるシグナルの減衰を測定し同  

位体間での反応速度の差異を決定した。②CH2CFO，  

CD2CFOラジカルのレーザー誘起ケイ光の研究：反応速  

度研究の準備として，CH2CFOとCD2CFOラジカル  

のレーザー誘起ケイ光測定を行い，分光学的情報の中の  

同位体効果を決定した。  

〔発 表〕A－62，63，a68，ト1～3  

（27）熱帯降雨衛星観測とライダー雲観測とを用いた雲  

の放射効果の定量的評価に関する研究  

〔代表者）大気圏環境部：高薮 緑  

〔分担者）大気圏環境部：杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕雲システムによる放射効果の定量的評価研究  

のため，熱帯域における大規模雲システムの活動と雲の  

鉛直構造との関係を調べる。解析には，インドネシア・  

ジャカルタ近郊に設置された小型ミーライダー等による  

（29）深刻な森林被害の見られる亜高山域でのオゾン観測  

〔代表者〕大気圏環境部：畠山史郎  

〔期 間）平成9、11年度（1997～1999年度）  
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ることがわかった。⑦水生生物の生息環境の創出にあ  

たっては，瀬や淵を形成させるなど流路の変化と，植生  

の確保や礫を充てんするなどの多孔空間の確保が有効で  

あることがわかった。③流路における有機物除去卑巨は，  

効率的な接触効率が確保されながら適切な生物膜量が保  

持されることで生物膜接触酸化効効果が向上することが  

わかった。④淵・よどみや植生の繁茂によって流速が低  

下することで生物膜還が高まるために嫌気的領域の存在  

する割合が多くなり，それが脱窒作川を向上させ窒素除  

去効果が高まることが明らかになった。⑤浄化ブロッ  

ク，浄化ネットの適用はビオトープと同調して自然浄化  

機能を持続的に維持しながら強化する上で有効で，浄化  

ブロックは低水路の蘭や淵の創出を通じて，浄化ネット  

は植生の補助材として有機物および窒素除去能が期待で  

きるものと考えられた。  

〔発 表〕B12，13，G－1，7，13，b22，35，71，73，85  

ほ 的〕奥日光の白根山周辺においては深刻な森林衰  

退が見られる。枯れている樹木は特定の樹種に限らず，  

広葉樹も，針葉樹も広範囲に枯損を受けている。関東平  

野内で生成する光化学オゾンや，この光化学オゾンと植  

物が放出するテルペン類等の天然炭化水素との反応で生  

成する過酸化物が原因の一つではないかと考えられる。  

このため，実際に深刻な森林衰退の見られる高山，亜高  

山地域でのオゾン濃度の測定を本研究の目的とする。  

〔内 容〕電池で駆動できる小型のオゾンセンサーと′ト  

型のデータロガーにより，平成11年7月31日～8月8  

日に，奥日光前白根山■J頁上直下の鞍部稜線上においてオ  

ゾン，気温，風向風速，濁度の測定を行った。最高オゾ  

ン濃度は1時間平均値で約洲ppbであった。快哺下で  

午前中に最高濃度が見られたことが特徴である。本観測  

の結果から，好天が持続し，南ないし南東の首都圏の方  

向から風が吹くときに高濃度が観測されることが明らか  

になった。  

〔発 表〕F別，ナ95  、（31）湖沼における車軸藻類の消滅機構の解明と生息域  

外保全に関する研究  

〔代表者〕生物圏環境部：渡違 信  

〔分担者〕生物圏環境部：野原精一  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕湖沼において激しく消滅している車軸藻類に  

ついて，その分布と生息状況を水環境を含めて調査し，  

それらの消滅要因を明らかにするとともに，車軸藻類の  

培養を行い，増殖条件や生活環凱御条件を検討し，個体  

での保存，卵胞子，相子，受精卵での保存技術を確立す  

ることを目的とする。  

〔内 容〕3年間の研究により，加崎（1964）により行  

われた調査で31種類が確認された北海道、九州におけ  

る40湖沼を調査した結果，①28湖沼で単軸藻類は消滅  

し，残りの12湖沼でもわずかに1～3種類が確認され  

ただけであり，②棟数は1964年当時の31種類から6種  

類に激減していたこと，③5種類の車軸藻が絶滅，1種  

が野生絶楓24種が絶滅危惧Ⅰ類棟とランク付けされ  

たこと，及び④絶滅の危機に瀕する4種類の車軸藻の  

培養及び保存に成功することができた。  

〔発 表〕h24  

（30）河川生態系を健全に維持するための瀬と淵のあり  

方に関する研究  

〔代表者〕水土壌圏環境部：徐 開欽  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

東 北 大 学：須藤隆一・・西村 修・  

川田－・裕  

〔期 間）平成9～11年度（1997、1999年度）  

〔目 的〕本研究では，近自然工法によって河川内にお  

ける生物多様性の確保を実現させるために，生物の生息  

環境として重要な淵を対象として，河川水質に応じた瀬  

と淵の構造の最適化を図ることを目的とする。この目的  

を達成するために，河川水質の中で特に有機物・窒素化  

合物濃度と淵の構造とを変数として作成したモデルによ  

り，淵底部における溶存酸素濃度を予測し，底生生物の  

生息可能な溶存酸素濃度を確保しうる瀬と淵の設計因子  

を検討する。  

〔内 容〕河川生態系復元のためのどオトープの創出，  

河川のビオトープや多自然型川づくりに有効となる河床  

構造と浄化能との関係，蘭と淵と水質馴ヒ機能との関係  

の検討を行った。得られた結果は次のとおりである。①  

健全な河川生態系を維持するためには，ビオトープ創出  

による水辺浄化機能の向上や多自然型川づくりの導入，  

生態工学を活用した白熱浄化強化手法の閲発が重安であ  

（32）河川の底生動物の成長と行動に対する化学物質の   

長期低濃度春雷影響  

〔代表者〕地域環境研究グループニ多田 満  
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〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

〔目 的〕流水式水路を用いて河川に普通に見られる殺  

虫剤感受性種であるヒラタカゲロウ類（エルモンヒラタ  

カゲロウ，シロハラコカゲロウ）とウルマーシマトビケ  

ラを用いて野外で長期間低減度で検出されるカーバメイ  

ト系殺虫軋 フユノブカルプを低濃度（1～16／∠g／g）  

で長期間（2カ月程度）暴露し，その成長（幼虫の生死  

や羽化）と行動（ウルマーシマトビケラの場合は，営巣  

行動）に及ぼす影響を調べる。  

〔内 容〕ウルマーシマトビケラ幼虫を用いてフユノプ  

カルブの営巣行動，成長と羽化に対する影響を調べた。  

4〃g／g以上の濃度では営巣しない個体が見られ16〃g／J  

の濃度ではすべての個体が営巣しなかった。4，8  

〃g／Jの濃度では桶化できず幼虫のまま死亡した個体が  

全体の30～50％を占めた。16〃g／gの濃度ではすべて  

の個体で実験開始2週間以内に死亡が確認された。  

〔発 表〕B一別，b－171  

CC区ではDOCが非常に高かった。  

（34）富栄養化湖沼における藍藻溶解性細菌類の検出手  

法の開発  

〔代表者〕生物圏環境部：広末幹也  

〔分担者〕生物圏環境部：渡過 信・河地正伸  

〔期 間〕平成10、12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕富栄養化湖沼で夏季に大量発生するアオコの  

発生メカニズムについては主としてラン藻類の増殖の栄  

養学的条件などを中心に解析が進められてきたが，環境  

中にはこれらの藻類を分解する各種の微生物群が存在  

し，ラン藻類の増殖を抑えあるいは増殖した藻類の減少  

過程で重要な働きをしているという指摘もなされてい  

る。本研究においては，これら藻類溶解細菌類の自然界  

における動態を解析するための手法を開発することを目  

的とする。  

〔内 容〕前年度単離したラ ン藻（〃ね柏q．－JJ∫  

aerugino．～a）分解性細菌株からDNAを抽出し，16S  

rDNAの部分塩基配列を調べ，これを，NCBIデータ  

ベースで類似のものを検索して分類学的検討を行った。  

その結果，これらの細菌類の16SrDNA塩基配列は  

肋〃Jム〃椚0〃d∫属あるいはP∫g〟d〃mO〃d∫属の細菌との相同  

性が高かったが，形態学的形質では，これらの属の細菌  

と一致しない形質もあった。分離された藻類分解細菌類  

の分類については，さらに詳細な検討が必要と思われ  

た。  

（33）集水域の栄養塩負荷が湿原生態系に及ぼす影響評  

価に関する研究  

〔代表者〕生物圏環境部：野原精一・  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔呂 的〕本研究では，人間活動や開発行為等に影響さ  

れやすい移行帯としての湿地生態系を対象とし，人間活  

動により激しく撹乱された赤井谷地（高層湿原）・釧路  

湿原（低層湿原）における集水域からの栄養塩類の流入  

量評価とその生態系影響，並びに緩衝機能を調査・解析  

し，湿地生態系管理のためのガイドラインを作成するた  

めの科学的知見を得ることを目的とする。  

（内 容〕1999年8月9日に釧路湿原の3カ所のハン  

ノキ林で調査を行った。PHはA，AC区（河川流入区）  

で中性に近い値を示し，C，CC区（湿原中央区）は中  

間，B，BC区（湿原縁区）で最も酸性でおよそ5．5で  

あった。表層水の電気伝導度はC区で最も高く  

0」4mS／cmで，A区やB区では0，08mS／cmであった。  

A水路の水温がA区と同様であったことから流入水の影  

響で水温が低いものと考えられる。NH4－NはA，AC区  

では低いが，B，BC，C，CC区では1ppmを越える濃  

度であった。これは，A，AC区では河川からの流入が  

多いのに対して，B，BC，C，CC区では水が停滞して  

おり嫌気的になっているためと考えられた。河川の影響  

は溶存態有機炭素（DOC）にも見られ，B，BC，C，  

（35）気候変動と大気エアロゾル中のメタンスルホン酸  

の変動  

〔代表者〕地球環境研究グループ：向井人史  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1．999年度）  

〔目 的〕大気中のメタンスルホン酸（MSA）は海洋  

の植物プランクトンから放出されるジメチルサルファイ  

ド（DMS）の二次生成物であることから，DMSの発  

量の良い指標になっている。ここでは長期的に大気粉じ  

んを採取しMSAを分析しながら，長期的な気候変動と  

その濃度がどのように対応するのかを明らかにする。植  

物プランクトンが作り出すDMSが地球温暖化に対して  

負のフィードバック効果を持っているという仮説がある  

が，ここではその仮説を検証する。  

〔内 容〕1983年から1999年までの16年間の隠岐島  

での大気中メタンスルホン酸濃度の季節変化と長期変化   
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観測された領域に2kmの高分解能の計算領域をネス  

ティングし，対流性降雨が分解できるスケールでの実験  

を行った。これにより，現在の積雲対流スキームには問  

題があり，非現実的に早く対流が生じて大気を安定化さ  

せてしまうことが示された。  

〔発 表〕F2，F－14，16  

を明らかにした。環境のパラメータとして海洋の表層  

100mでの温度，プランクトン≠一夕，S。uthern  

Oscillationlndex（SOl），隠岐島での気温，降水量を調  

査しそれらのと相関関係を調べた。その結果，SOlによ  

る温度上昇は大気中MSA濃匿を減少させることがわ  

かった。  

（38）懸濁態リンの藻類利用可能性測定のための環境水  

中懸濁物質の分離手法の開発と応用  

【代表者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

〔巳 的〕椰Ilや湖沼水中の懸濁物質・底泥は大きく分  

けると無機物質と有機物質の混合物であるが，好気的条  

件下においては懸濁態無機物質中のリンを藻類が利用す  

ることは難しいと考えられ，有機物質中のリンが藻類増  

殖に利用されている可能性が高いと推察される。このこ  

とを，密度差を利用して懸濁物質を無機物質と有機物質  

に分離する新たな手法を確立する。  

【内 容〕河川・湖沼水中の懸濁物質を寓度の違いをも  

とに分推する手法について検討を行った塩化セシウム  

65％溶液（密嵐1．9g／cm：3）とThoulet液（密度，  

2．4g／cm3）を用いた密度勾配遠心分離法で，密度1・9  

以下の有機物質，密度1．9から2．4のケイ藻及びその  

殻，2．4以上の粘土等の無機物質の3つに分離すること  

ができた。密度2．4以上の物質の巾にほ，多少ケイ藻の  

殻が含まれるが，懸濁物質や底泥を大きく3つのグルー  

プに分推することが可掛二なった。  

（36）肺胞モデル培養系を用いた環境汚染物質の影響評  

価法の検討  

〔代表者〕環境健康部：古lI川百子  

〔期 間〕平成10、11年度（1998～1999年度）  

〔目 的〕種々の化学物質を含む環境汚染物質の吸入暴  

露による呼吸器への影響評価のために，生体肺組織から  

採取した構成細胞を適切な細胞外基質とを組み合わせて  

培養することにより基底膜を含む肺組織を模した肺胞モ  

デル培養系を作成し，より生体に近い培養系での，毒性  

評価のための鋭敏なマーカーについて検討する。  

〔内 容〕ラット肺胞上皮細胞と共培養した線維芽細胞  

はマトリックスプロテアーゼの分泌が抑制されていた  

が．オゾンの作用形態である過酸化水素を肺胞上皮細胞  

および肺胞上皮細胞と線維芽郷胞の共培養系に暴露した  

ところ両細胞ともにマトリックスプロテアーゼの分泌が  

先進することが明らかになった。さらに暴露により肺胞  

上皮細胞と線維芽細胞は細胞収縮を起こし，基底膜を含  

む組織構造を一部破壊されることが明らかになった。  

〔発 表〕E－30，31，e－61，63  

（37）領域大気モデルを用いた降水過程と陸面水文過程   

の相互作用に関する研究  

〔代表者〕大気圏環境部：江守正多  

〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

〔目 的〕陸上の降水量は，そこでの土壌水分量に大き  

く依存することが近年指摘されている。すなわち，土壌  

水分と降水は相互に影響を及ぼしてフィードバックル」  

プを形成するが，その性質については未だ明らかにされ  

ていない。本研究では，現実的な境界条件を用いて3次  

元の領域モデル計算を高分解能で行うことにより，現実  

的な状況における降水過程と陛面水文過程との相互作用  

を明らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕領域大気モデ1）ングシステムCSURAMSを  

用いて，レナ川流域を含むシベリア領域の降水イベント  

のシミュレ岬ションを行った。特に，現実に強い暫雨が  

（39）南極での自然界超長期保存を中心とした生物i地   

球環境試料保存国際ネットワークの構築  

〔代表者〕化学環境部：柴田康行  

〔期 間〕平成9、11年度（1997、1999年度）  

【目 的】人類活動による環境破壊，自然破壊の進行に  

伴い，生物種の絶滅や地球環境の悪化が懸念されてい  

る。新しい世紀並びに千年紀の始まりである21世紀初  

頭に，20世紀の人類の歩みを振り返ってその評価，反  

省を踏まえ，将来の子孫のために現在の地球・生物に関  

する情報，試料を取捨選択しつつ残していくことを目的  

とし，試料の超長期保存システムに関する検討，保存状  

態情報の記乱試料の収拾選択や保存性の検討，情報そ  

のものの保存の問題など様々な角度から専門家の意見を  

集約し，具体化を目指す。  
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〔内 容〕本年度には，海外のスペシメンバンクの活動  

で前年度に訪問したドイツに並んで世界をリードしてい  

る米国の機関を訪問し，施設見学，研究の進行状況把  

腐，並びに担当研究者との意見・情報交換を行った。メ  

リーランド州ゲイサースプルグにある米国NISTの本部  

を訪問し，担当研究者と研究推進状況について議論を  

行った。また，サウスカロライナ州チャールストンに建  

設中の新しい海洋生物健康研究所に設置される予定の，  

海洋生物を対象とした大がかりなスペシメンバンクにつ  

いて，建設現場を見学するとともに，近くに設置されて  

いるNJSTの施設で担当責任者から将来計画を含めた話  

を開いた。年度末の3月には，ドイツ，米国双方の研究  

者を含めて東京で国際会議を開催し，今後の研究推進に  

関する討議を行うとともに，研究協力についても議論を  

行い，共同アピールを採択した。また，米匡Ⅰ担当者を国  

立環境研究所に招へいして，米国のスペシメンバンキン  

グ事業の現状と将来像についての講演会を開催した。  

（41）人工衛星の利用と現地植生調査による日韓中の環  

境測定と検討  

〔代表者〕金沢大学工学部：村本健一郎  

〔分担者】水土壌圏環境部：徐 開欽  

金沢大学工学部：平井英二・藤田政之  
中断悍院地理桝与資i脚：劉 紀遠  

韓国仁荷大学校：李 茎成  

〔期 間〕平成11～13年度（1999㌧2001年度）  

〔目 的〕森林は，地球上の生物の生存環境を保つ上で  

重要な役割を演じている。最近，東アジアでは，森林が  

人為的や環境変化などの理由により年々減少していると  

言われているが，その定量的な解析は－ト分に行われてい  

ない。本研究では，東アジア地域における植生につい  

て，現地調査ならびに人工衛星によるリモートセンシン  

グを行うことにより，リモートセンシングのグラウン  

ド・トルース（Croundtruth）を確立し，東アジア地域  

の植生の広範図な時空間解析を行うことを目的とする。  

〔内 容〕環境問題は，一国ヤ限定された地域だけの問  

題にとどまらず，全地球的課題と考えられるため，束ア  

ジアの研究者が共同で，現地調査と討論を行い′ 将来に  

向けての対策の提言を行うことが必要である。植生のリ  

モートセンシングのグラウンド・トルースを確立するた  

めに，東アジア地域，特に中国と韓国の相生分布の資料  

収集および情報交換を行い，植生の分布ごとのスペクト  

ル特性を検討した。次年度以降のリモートセンシングに  

よる硯地調査のための基礎づくりができた。  

（40）インドネシア域における生物マス燃焼が及ぼす気  

候学的影響に関する調査的研究  

〔代表者〕東摘採システム研究センター：中島映至  

〔分担者〕大 気 圏 環 境 部：日暮明子  

〔期 間〕平成11、13年度（1999、2001年度）  

〔目 的〕アジア域最大の燃焼城であるインドネシア城  

の生物マス燃焼現象を扱った総合的な研究は，これまで  

ほとんど行われていなかった。そこで不研究では，気象  

力学，大気物理，大気化学，リモートセンシングからの  

多面的なアプローチにより，同現象の発生メカニズムと  

気候影響評価を現地調査を通Lて明らかにする。  

【内 容〕エアロゾル種別分類アルゴリズムをSea  

WiFSデータに適用し．1997年にインドネシアで発生し  

た大森林火災の解析を行った。インドネシアの火災が，  

植生だけでなく地表に堆積した泥炭層まで燃焼したこと  

を反映し，「炭蕎系」とともに「硫酸塩」が検出された。  

また，これらのエアロゾルは，中心付近に炭素系，その  

周辺部に硫酸塩という特徴的な分布を示し，輸送過程に  

おけるエアロゾルの変質を意味する可能性も示唆され  

た。  

〔発 表〕F－60～64，66，r－100，101  

（42）地理情報システムを応用した熱帯自然環境の変容  

と昆虫媒介感染症の動向に関する研究  

〔代表者〕神戸大学医学部国際交流センター：川端眞人  

〔分担者〕環  境  健  康  部：小野雅司  

〔期 間〕平成9、12年度（1997、2000年度）  

〔目 的〕動物媒介件の熱帯感染症は熱帯・亜熱帯地方  

の閲発途上回に広く分布し，感染者の個人的損失のみで  

なく地域社会に大きな影響を与えており，温暖化，森林  

焼失や郡市りとなど地球環境の変容に伴い流行地は拡張す  

ると予測されている。本研究ではマラリア（農村部）と  

デング熱（都市部）を対象に，リモートセンシングや地  

理情載システムを応朋し，伝播動態の解析から今後の動  

向予測と対策法を構築する。  

〔内 容〕地理環境の異なる中国南部熱帯・亜熱帯地域  

及びタイ国東北1山岳地帯を対象に，リモートセンシング  
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てきたマラリア研究，マラリア制圧対策について総括す  

るとともに，今後の新たな戦略について検討した。   

マラリア制圧が古跡的に成功した沖縄県の教訓，一  

方，度重なる対策にもかかわらず再び流行の勢いを増し  

つつあるマラリア（RollBack Malaria）の現状，問題  

点，国外の流行地域で実施されているマラリア対策等に  

ついて，再検討するとともに，今後の総合的な戦略の樹  

立へ向けての検討を行った。  

画像のほか，地形図，植生臥 水系図等の資料の収集を  

行った。さらに，それぞれの調査対象地域について媒介  

蚊の発生源の同定，住民の土地利用と行動域などのデー  

タ収集を行った。これらの情報を，地理情報システム上  

で統合し，感染危険要因を定量的に解明するための解析  

に用いるデータベースの構築を行った。  

（43）エアロゾルキャラクタリゼーション実験（ACE－  

Asia）計画の推進と国際対応  

〔代表者〕北 海 道 大 学：河村公隆  

〔分担者〕地球環境研究グループ：向井人史  

化 学 環 境 部：横内陽子  

大気 圏環境部：畠山史郎  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

（目 的〕エアロゾルは温暖化に関連して冷却効果を持  

つ重要な要素である。一方アジア域のエアロゾルの寄与  

量は小さいものではなく，森林燃焼なども含め大きな発  

生源となっている。これに鑑み，国際共同研究計画  

（ACEJAsia：AerosoICharact占rization Experimentin  

AsianRegion）が進行しつつある。これは，アジアのエ  

アロゾルの特性を立体的に共同観測する計画である。こ  

の計画を推進するために日本及び海外での会議などに出  

席し実験計画を練る。  

〔内 容〕北海道大学での会合を行い，分担者からこれ  

までのエアロゾル研究の経過と今後の実験観測計画を検  

討した。多〈は，船舶および航空機を用いた大気のサン  

プリング計画と雛鳥での定点観測を主体としながら，モ  

デル計算によるシミュレーションを行っていく必要性が  

議論された。  

（45）成層圏力学過程とオゾンの変動およびその気候へ  

の影響  

〔代表者〕九 州 大 学：宮原三郎  

〔分担者〕大気圏環境部：神沢 博  

（期 間〕平成11～14年度（1999～2002年度）  

〔目 的〕極域オゾン減少や成層圏寒冷化，温暖化気体  

の増加など地球環境変動の科学的解明が強く要請されて  

いる。本研究でほ，我が国の中層大気研究者集団を強力  

に編成して，成層圏域を中心とするオゾンなどの微量成  

分の動態を力学過程と物質輸送の視点から明らかにし，  

グローバルな気候・環境変動問題の解明をめざす。研究  

手段ごとに．衛星データ解析，大気大循環モデル実験，  

力学基礎過程の3グループを構成し集中的に研究を行  

う。  

〔内 容〕本研究，特定領域研究（B）の研究全体を総  

括する総括砿の－・員として参加している。本研究と地球  

環境研究結合推進費による関連研究との連携を計るこ  

と，lLASデータおよびその解析結果に関する情報を提  

供すること，研究全体の進行に関する議論に参加するこ  

とを主たる役割としており，総括姓会議，シンポジウム  

等で，自分自身のものを含む推進費による研究成果を紹  

介し，本研究の推進に寄与した。  （44）マラリア制圧の総合戦時  

〔代表者〕大阪工業大学：田辺和桁  

〔分担者】環境健康部：小野雅司  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔日 的〕熱帯・亜熱帯地方の開発途上国に広く分布す  

る動物媒介性の熱帯感染症については，様々な対策がな  

されているにもかかわらず，十分な成果をあげていると  

は言えない状況にある。本研究では，臨床，疫学．分子  

生物学，生態学，昆虫学等のマラリア流行にかかわる  

様々な分野の研究者を結集することにより，総合的な制  

圧戦略を構築する。  

〔内 容〕これまで我が国を初め多くの研究者が実施し  

（46）高分解能大気大循環化学モデルの開発と成層圏物  

質循環の研究  

〔代表者〕東京大学気候システム研究センター：高橋正明  

【分担者〕東京大学気候システム研究センター：中島映至  

国立極地研究所：佐藤 桑  

地球環境研究グループ：秋舌英治  

〔期 間〕平成11～14年度（1999－2002年度）  

〔目 的〕複雑な化学過程もあらわに含めた大気大循環  

モデルは日本では皆無でぁる。CCSR／NIES大気大循環  

モデルに，複雑な化学反応系を組み込み，成層圏オゾン  
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変動を調べること，また，高分解能モデルにおいて輸送  

、過程と化学課程の関係性を調べることを目的とする。  

【内 容〕これまで，0∫，HO∫，NO∫，C10∫，炭化水  

素系物質を導入してきたCCSR／NJES大気大循環化学モ  

デ ル に，新 た に，Br，BrO，HOBr，HBr，BrCl，  

BrONO2，BIl，ハロン，臭化メチルなどの物質と，こ  

れらの物質に関連する気相化学反応を導入した。また，  

高分解能モデルにより，赤道圏界面付近で起こってい  

る，オゾンの成層圏からの流入のメカニズムを明らかに   

した。  

〔発 表〕A4，5，a－2，4  

的に正確に評価する必要がある。また核反応生成物とそ  

の挙動，放射化生成核種とその挙動，中性子の人体影  

響，低レベル放射能の健康影響などについては未解明の  

部分の多い重要な課題であり，全体像の学術的解明は極  

めて緊急かつ重要な問題である。本研究は臨界事故の及  

ぼす環境影響，人体影響評価の全容を学術的に解明す  

る。研究目的は以‾F▲にあげる3項目に分燥される。  

1）線源・中性子束・エネルギーの推定   

2）環境放射能とその動態   

3）染色体分析による人体影響評価   

上記計画のうち，2）について実施した。  

〔内 容〕事故後，東海村の事故地点中心より南南東約  

2．4kmと西約7kmの那珂町においてハイポリウム・エ  

アサンプラ一により大気粉じんを採取した。また比較の  

ために東海村南西約60kmのつくば市に位置する当研究  

所において事故時と事故後にわたり大気粉じんを採取し  

た。いずれの地点においても放射性核分裂生成物は検出  

されなかった。しかし，東海村において大気粉じんと同  

時に楢性炭に吸着した試料からは大気中に痕跡量のヨウ  

素一131（半減期8日）が検出された。この濃度は国に  

より定められた大気中のヨウ素一131の3カ月平均濃度  

限度より低い濃度であった。   

上記の東海村と那珂町において畑地土壌と田囲土壌に  

ついてはいずれも放射性核分裂生成物は検出されなかっ  

た。しかし，JCO西側敷地境界付近の土壌からは中性  

子による誘導放射性核種であるNa24（半減期15時間）  

が微量検出された。   

転換試験棟からの距離と方向の異なる地点で採取した  

土壌試料と植物試料中のU－235／U－238比を測定した。  

酸可溶態のU－235／U238比は，天然の値よりも高く  

なっており，ケイ酸塩鉱物中のU－235／U－238比は天然  

と等しかった。U235／U－238比の異常は転換棟との距  

離に依存しており，放出源は敷地内と推定された。U－  

235／U238比とウラン濃度から，濃縮ウランの付加し  

た率を計算によって求めた。  

（47）シベリア雪氷圏エネルギー・水循環過程  

〔代表者〕北海道大学：大畑哲夫  

〔分担者〕大気圏環境部：江守正多  

〔期 間】平成11～13年度（1999、2001年度）  

〔目 的〕近年の気温上昇が最も激しい地域であるシベ  

リアにおいて，特徴的な陸域の水・ユキルギー循環の季  

節的推移の実態とそれに関与する物理過程を，雪氷，水  

文，気象状態の観測を通して総合的に把握するとともに  

モデル化し，またその変動性を解明する。  

〔内 容〕領域大気モデルCSU－RAMSを用いてシベリ  

ア集中観測領域の大気循環の再現の予備的実験を行っ  

た。これを基にして，2000年度に行われる集中観測と  

同期した領域大気モデル研究のデザインを行った。  

〔発 表）ト4，卜12，14  

（48）臨界事故の環境影響に関する学術調査研究  

〔代表者〕金沢大学理学部附属低レベル放射線実験施設  

：小村和久  

〔分担者〕水土壌国環境部：土井妙子  

化 学 環 境 部：田中 故  

国  際  室：植弘崇嗣  

〔期 間〕平成11～12年度（1999～2000年度）  

〔日 的〕東海村の束海事業所転換試験棟（JCO）で  

起こった臨界事故による被ばくは施設内従業員だけでな  

く周辺地域の住民にも及ぶところとなり，健康影響とい  

う多くの人命にもかかわ 

中性子線量については，転換試験棟周辺で一一時4．5mSv  

を記録した。施設から半径350m以内の住民（約85名）  

には避難要請が，また半径10km（約31万人）には退避  

要請が出されたが，これら住民に与える健康影響を学術  

（49）ダイオキシン類化合物の生体毒性横構に関する研究  

〔代表者〕東北大学：菊池英明  

〔分担者〕環境健康部：青木康展  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕ダイ．オキシン類は発ガン性ばかりでなく催奇  

形性，発生毒性，免疫毒性など多様な毒作用を持つ。本  
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キットによる測定条件を検討した。  

〔発 表〕ヒrlO4  

研究では各々の研究者が相互に協力して，ダイオキシン  

類の毒性発現機構の総合的理解をめざす。  

〔内 容〕ダイオキシン類によるプロテインキナーゼの  

活性化など，細胞内シグナル伝達系活性化機構の解明を  

進めた。特に，ダイオキシンを投与した動物の肝臓にお  

ける変化に注目した。  

〔発 表〕E－1  

（51）エアロゾル粒子の大気環境影響  

〔代表者〕京都大学：笠原≡紀夫  

〔分担者〕大気圏環境部：畠山史郎  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕地球温暖化ヤ酸性雨，オゾン層破壊などの地  

球環境問題が大きな関心を呼んでいる。エアロゾルは，  

地域環境問題においては，環境基準達成率が最も低く，  

大気環境改善が強く望まれ，その要因の解明が急務と  

なっている。一方，地球規模の大気環境においてもエア  

ロゾルが深く関与しているが，影響にかかわる知見は乏  

しく，その影響を定量的に評価することが急務となって  

おり，エアロゾルの物理・化学的性状，大気中での動態  

を明らかにしなければならない。  

〔内 容〕本研究課題は特定領域研究申請のための企画  

調査のための課題である。このため，「大気エアロゾル  

の空間分布と輸送・沈着」の研究班を組織した。この分  

野における研究動向や関連研究をサーベイし，今後進め  

るべき研究を班員と討議した。我々は中国におけるエア  

ロゾルとその前駆体の空間分布について，航空機観測を  

提案することにした。  

〔発 表〕F－59，f91，92  

（50）ストレスと栄養が脳機能に及ぼす影響：作用機序   

にもとづいた複合要眉リスク評価の試み  

〔代表者】束 京 大 学：渡辺知保  

〔分担者〕地域環境研究グループ：今井秀樹  

〔期 間〕平成11～13年度（1999～2001年度）  

〔目 的〕複数の環境要因が相加的に作用して単一の健  

康障害を引き起こす場合における，障害の発現メカニズ  

ムを理論的に評価するためのアプローチの開発。  

〔内 容〕本年度は脳機能障害モデルとして，有機スズ  

（海馬障害）およびマンガン（線条体障害）投与動物を  

用い，機能障害指標の測定条件検討を行い，測定方法を  

確立することを目標とした。①動物にトリメチルスズを  

単回投与し，14日後に海馬傷害の程度をグリア繊維性  

酸性タンパク（GFAP）の免疫組織化学分析によって評  

価した。従来知られていた通り，トリメチルスズ化合物  

による海馬特異的な傷害を観察することができた。ま  

た，障害程度は副腎皮質切除によって増悪し，コルチコ  

ステロンあるいはデキサメサゾン慢性投与によって軽減  

するとの新たな知見も得られた。⑦片側線条体にマンガ  

ンを微量投与したマウスについて，14日および70日後  

にドパミン系の作動薬であるアポモルフィンを投与し，  

誘発される傷害反対側への回転行動をビデオに撮影して  

解析した。その結果，マンガン投与量に依存した回転行  

動が観察され，それは70日後により顕著であった 。さ  

らに，線条体の免疫組織化学によってドパミン含有細胞  

の特異的な傷害を観察した。オープンフィールド試験に  

ついては，アポモルフィン投与条件を検討した。③線条  

体における細胞外グルタチオン（GSH）を微小透析で  

測定する方法について条件を確立し，細胞外成分を撹乱  

した場合の反応を観察，細胞外GSHが鉄によって消費  

されていること，また細胞外Ca2＋の動向にも影響され  

ることを示唆するデータを得た。①ストレスとの関連に  

ついて注月されている脂肪で産生・分泌されるホルモン  

であるレプチンについて，その血清中濃度のELISA  

（52）熱帯感染症対策へのリモートセンシンクと地理情   

報システム技術の応用  

〔代表者〕神戸大学医学部国際交流センター  

：川端眞人  

〔分担者〕環 境 健 康 部：小野雅司  

〔期 間〕平成10、12年度（1998～2000年反）  

〔目 的）マラリアやデング熱など熱帯・亜熱帯地方の  

開発途上国に広く分布する動物媒介性感染症を対象に，  

衛星画像と多彩な空間データを機能的に解析する地理情  

報システムにより，伝搬動態や危険因子の推定を試み  

る。  

〔内 容〕中国南部熱帯・亜熱帯地域及びタイl茎】東北山  

岳地帯を対象に，マラリア及びデング熱の流行にかかわ  

るデータの収集及び媒介蚊の生息実態調査に関するデー  

タを収集した。また，リモートセンシング画像のほか，  

地形図，植生臥水系図等の資料並びに社会経済的な情  

報の収集を行った。  
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これらの情報に基づいて，各流行地域におけるマラリ  

ア，デング熱の伝搬動態や危険因子を推定するため，地  

理情報システムを使った解析を開始した。  

であった。これは観測城における陸上生態系の正味の二  

酸化炭素放出・吸収量がゼロに近いことや，活発な対流  

活動により大気が鉛直方向に混合しやすいことが原因と  

して考えられる。上部対流圏における二酸化炭素濃度の  

緯度分布から，北半球性の空気と南半球性の空気の境界  

が北緯2Dから北緯70の間に存在することが確かめら  

れ，それぞれの濃度が約365ppmvと366ppmvでi）るこ  

とがわかった。  

（53）環境共生都市の計画のための熟環境解析システム  

開発  

〔代表者〕東 京 大 学：花木啓祐  

【分担者〕地球環境研究センター：一ノ瀬俊明  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕各種空間スケールを対象とした数値解析手法  

を背景とし，実用化を念頭において誤差評価・精度改善  

を行い，都7首熱環境改善手法としての各種環境計画ある  

いは都市計画の定量的評価を行うことにより，′環境共生  

都市の計画を評価する解析手法を提示する。また，実際  

の我が国各都市に適用することを想定して，入手可能な  

建物側及び人工排熱側の情報を入力して信頼度の高い結  

果を得るようにモデルを実用化する。  

〔内 容〕都市気候数値モデルにおける人工排熱項の取  

り扱いについては，地表面熱収支式に加える方法が一般  

的であったが，実際の都了けにおける人工排熱の挙動を表  

現してはおらず，大気へのインパクトの時間遅れが指摘  

されていた。本研究においては，顕熱として大気各層へ  

直接排出する複数のシナリオ（排出高度別）を用意し，  

従来の手法との間で計算結果を比較した。その結果，従  

来の手法では地中温度が高めに計算されることが明らか  

になった。  

（発 表〕卜3，4  

（55）温室効果気体と気候変動研究  

〔代表者〕東 北 大 学：青木周司  

〔分担者〕地球環境研究グループ：町田敏暢  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕地球表層における温室効果気体の循環を解明  

すろために，南極ドームふじ観測拠点で掘削された氷床  

コアを用いて過ま2度にわたる氷期一間氷期変遷を含む  

気候変動と大気中の二酸化炭素，メタン，一酸化二窒  

素，一酸化炭素の各濃度及び二酸化炭素の安定同位体比  

の変動との関係を明らかにする。また，ドームふじ観測  

拠点においてフィルン中空気を大量にサンプリングする  

ことによってメタン，■－・酸化二窒素，一酸化炭素の安定  

同位の過去100年に及ぶ変動を明らかにし，これらの気  

体の発生源の特定を行う。  

〔内 容〕南極ドームふじコアに含まれる気絶中空気の  

窒素同位体比の測定を行い，窒素同位体の時間的変動が  

過去の気温の変動と極めて良い相関を示すことがわかっ  

た。窒素同位体比の測定結果によってドームふじにおけ  

るフィルン中の分子拡散が支配する層の厚さの時間変化  

を予想することができるので，気泡空気の年代決定を高  

い精度で行うことが可能となった。  

（54）温室効果気体の変動と循環のダイナミックスに関  

する研究  

〔代表者〕東 北 大 学二中澤高清  

【分担者〕地球環境研究グループ：町田敏暢  

〔期 間）平成ユ0～ユ2年磨 り998～‘2000年度）  

〔目 的〕大気中の二酸化炭素やメタン，亜酸化窒素の  

濃度と同位体比の高精度計測技術を利用し，広域にわ  

たって各気体の濃度とその同位体比を測定することを通  

じてそれらの変動特性を明らかにする。また，得られた  

結果を大気輸送・循環モデルを用いて解析を行い，温室  

効果気体の循環を解明する。  

〔内 容〕日本から熱帯域にかけての空域で行われた航  

空機観測において二酸化炭素濃度の連続測定を行った。  

熱帯域で得られた二酸化炭素濃度の鉛直分布はほほ一定  

（56）野外測定・シミュレーションによる樹体の3次元  

構造の発達過程の解析  

〔代表者〕北海道大学：隅田明洋  

〔分担者〕生物圏環境部：竹中明夫  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕森林を構成する樹木の3次元的葉群構造・分  

枝構造を非破壊的かつ簡便に調査する方法を確立すると  

ともに，既存の樹冠動態の3次元シミュレーションモデ  
場  

ルも活用して，樹木の3次元構造の形成要因や構造の生  

態学的な意義について明らかにすることを目的とする。  

その成果は，森林の全体構造の発展過程を解明するため  
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0．1Hz程度の時間スケールで変動するなどの特徴を明  

らかにし，これらを統一・的に説明することを試みた。  

〔発 表〕F106  

の重要な鍵となるものと期待される。  

〔内 容卜樹冠構造の発達過程を再現するためのモデル  

の開発を行った。また，枝の成長・死亡の光環境依存性  

の調査を行った。個々の枝が置かれた光微環境だけでな  

く，個体全体が置かれた光環境にも依存して枝の挙動が  

決まること，特に，明るいところの枝の存在が，同じ個  

体内の日陰の枝の成長を抑制することを明らかにした。  

（5も）デデリエ・ネアンデルタール人骨に祝する槍含的研究  

〔代表者〕国際日本文化研究センター：赤澤 威  

〔分担者〕化 学 環 境 部：米田 穣  

【期 間〕平成10～12年度（1998、2000年度）  

〔目 的〕ネアンデルタール人類は約10万年前から3  

万年前に生息した。特に中近東では形態学的硯代人と同  

時に生息したため，現代人の起嘩を探る上で非常に重安  

な位置を占める。本研究ではシリア共和国デデリエ洞窟  

遺跡から出土したネアンデルタール人骨の絶対年代を，  

国立環境研究所加速器分析施設（NtES－TERRA）を  

いて決定することを目的とする。  

〔内 容〕加速器質量分析法（AMS）による放射性炭  

素年代では，現在のところ概ね4．5万年程度が測定限界  

とされることが多い。NrES－TERRAでは通常よりも  

バックグランドが低い。この特徴をいかし，5万年を超  

える大過去試料の測定を目指す。また，100／Jg程度の  

微量試料の測定を実現化し，本年度に炉跡より土壌試料  

を得たのでその分析を実施する。   

（57）長大立坑を用いた雲の汚染・変質過程の実規模実  

験研究  

〔代表者〕北海道大学：大口幸雄  

〔分担者〕大気圏環境部：福山 力■・内山政弘  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕酸性雨生成の最も基本的な過程である大気汚  

染物質の取り込みと反応による雲粒の酸性化過程につい  

て，鉱山の立坑（高さ約430m）を用いて実現模での実  

験的な検証を行い，雲の汚染・酸性化予測モデルの構築  

に資することを目的とする。  

〔内 容〕立坑を用いた人工雲実験の結果を整理し，①  

婁粒径の最頻値は雲底，雲頂いずれにおいてもほぼ等し  

く7〃mである。②坑底でエアロゾル粒子を添加しても  

この値はほとんど不変に保たれる。③風速，温湿度が安  

定しているにもかかわらず雲粒個数濃度や雲底高度は  
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2．17 特殊法人等による公募型研究  

（1）リスク評価のためのダイオキシンによる内分泌嶺  

乱作用の解明  

〔代表者〕環 境 健 康 部：遠山千春  

〔分担者〕環 境 健 康 郡：野原恵子・藤巻秀和・  

小林隆弘・大迫誠一・郎・  

石村隆太・青木廉展・  

青木康展・石塚真由美・  

梅津豊司・宮原裕一  

地域環境研究グループ：木元純三・曽根秀子  

特別流動研究員：西村典子  

科学技術特別研究員：高永博美  

共 同 研 究 員：掛山正心・九十九伸一・  

久寿米木幸寛・鈴木智尋  

〔期 間〕平成10～14年度（1998⊥2002年度）  

〔目 的〕比較的低濃度のダイオキシン類への暴露に  

よって精子形成能の低下二子宮内膜症の発生，性比の異  

常，内分泌・免疫系（甲状腺ホルモン・リンパ球サブセッ  

トなど）の揺らぎ，脳機能・行動への影響など，内分泌  

撹乱作用を示唆する報告が蓄積しつつある。しかし，ダ  

イオキシンの内分泌撹乱作用の実態とそのメカニズムに  

ついては，ほとんど解明が進んでいか－。そこで，我々  

は，今回の研究を，単に学術的関心のみの基礎研究では  

なく，現実に求められているリスク評価へつながる研究  

として位置づけた。具体的には，マウスやラットなどの  

実験動物を用いて，受精卵から出生までの最も感受性が  

高い時期にダイオキシンに暴露させ，生殖機能，脳機  

能・行動，免疫機能にどのような影響がいかなるメカニ  

ズムで生じるのかを解明することを目指している。  

〔内 容〕生殖機能に及ぼす影響の研究においては，  

（1）受精卵から肺盤胞にいたるまでの各段階の初期胚  

の発生過程や雌雄の受精卵の生存率及び着床率への影響  

（2）雄の外部生殖器および副生殖腺の発達阻害，及び  

精子形成への影響（3）胎盤機能への影響に関してメ  

カニズムの解明を行う。   

脳機能・行動に及ぼす影響の研究においては，（1）  

脳の性分化，及び性行動に関係する遺伝子の解析，並び  

に神経細胞における情報伝達系への影響（2）ダイオ  

キシン類の生体内動態に関与する甲状腺ホルモン輸送タ  

ンパクと甲状腺ホルモン系への影響（3）行動毒性学  

的影響について研究を進める。   

免疫機能への影響の研究においては，（1）T細胞を  

はじめとする免疫細胞の分化や機能（2）アトピー性  

皮膚炎自然発症マウス（NC／N卵）におけるアレルギー  

の発症・増悪（3）自己免疫疾患モデルマウスにおける  

自己免疫疾患の発症・増悪に関して影響およびメカニズ  

ムを解明する。  

リスク評価に関する研究においては，上記のサブテー  

マに関連して，（1）標的臓器，肝，血液，脂肪組織中  

ダイオキシン磯度の測定，程胎盤暴露による胎仔へのダ  

イオキシンの移行（2）標的臓器を中心とした病理組  

織学的検索（3）暴露量と影響指標（エンドポイント）  

との関係の整理を通して総合的なリスク評価を行う。  

〔成 果〕生殖機能グループにおいては，妊娠15日目  

に暴露した母親から生まれた雄のマウスにおいて，肛門  

生．殖突起間距離の減少，副生殖腺重量の減少  

が，50ngTCDD／kgという低用量で観察された。また，  

ラットの胎盤細胞にダイオキシンを暴露し，特定のタン  

パク質の発現の抑制及び上昇が観察された。脳機能・行  

動グループにおいては，ダイオキシンを投与したラット  

から生まれた雌ラットの脛開口が早くなる傾向が認めら  

れ，またアロマターゼの活性が阻害される傾向があると  

の示唆的データも得られた。免疫機能グループにおいて  

は，低用量ダイオキシン暴露によって，ラット胸腺重量  

の減少と胸腺細胞の分化の偏りが生ずることが示され，  

また胸腺から末梢へ供給されるT細胞が減少することが  

示唆された。アトピー性皮膚炎自然発症マウスでは，ダ  

イオキシン暴露によりサイトカインや抗体産生に変化が  

みられたが，発症に対する影響は認められなかった。リ  

スク評価グループにおいては，GC／MSを用いて，妊娠  

時期に暴露したダイオキシンの胎児への移行量などを解  

析した。また，ダイオキシンの暴露とバイオマーカーと  

の検討を行い，酸化的ストレスの克進について新たな知  

見が得られた。  

〔発表〕B－43～45，124，125，E－1，5，21，22，34，  

b－280～289，e－42～46，52～56  
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（2）微生物を活用する汚染土壌修復の基盤研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

〔担当者】地域環境研究グループ：岩崎一弘・兜 眞徳・  

森田昌敏  

水土壌圏環境部：内山裕夫・冨岡典子・  

向井 哲  

〔期 間〕平成8、13年度（1996～2001年度）  

【目 的〕世界各地でトリクロロエチレン（TCE），テ  

トラクロロエチレン（PCE），1，1，1一トリクロロエタン  

（TCA）およびPCB等の有機塩素化合物や水雲軌 6価  

クロム等の重金属による土壌・地下水汚染が顕在化し大  

きな問題となっている。これらの汚染の浄化に，より安  

価でかつ無害化処理技術である微生物を活用して汚染を  

修復するバイオレメディエーション技術の開発が期待さ  

れている。本研究では，有機塩素化合物や重金属の中で  

問題となっているTCE，PCBや水銀等で汚染した土壌・  

地‾F水の修復をケーススタディとして取り上げ，バイオ  

レメディエーション技術の実相化に際しブレークスルー  

すべき（1）分解能強化微生物の開発（2）土壌中に  

おける微生物の挙動解析（3）微生物センサー機能を  

活用する有害物質モニタリング手法の開発（4）分子  

生態学的手法を用いる生態影響評価システムの開発  

（5）大型土壌・地下水シミiレ一夕および現場における  

修復技術の適応性の評価の5課題に関する基盤研究を実  

施する。  

〔内 容〕  

（1）分解能強化微生物の開発   

汚染物質分解菌の探索・分離を行い，次いで分解酵素  

退伝千の単牡，機能解析を行い，これらの結兇をもと  

に，遺伝子操作等により分解能強化微生物の開発を行  

う。汚染物質として，TCE，PCE，TCA，PCB，水銀  

等に着日する。  

（2）土壌中における微生物の挙動解析   

土壌中の微生物1〕NAを直接抽出する方法を開発する。  

ついで，特異的なプライマーを用いて増幅，解析する  

PCRMPN法による微生物の迅速計数法を開発し，土壌  

中での微生物の挙動解析を行う。  

（3）微生物センサー機能を活用する有害物質モニタリ  

ング手法の開発   

運動性を宿する微生物は外界からの化学物質等の刺激  

に応答して，その物質に集積したり，忌避したりする性  

質を有することが明らかにされつつある。この運動性に  

着目し様々な細蘭を選抜し，傾像処理による迅速高感度  

毒性試験法を開発する。  

（4）分子生態学的手法を用いる生態影響評システムの  

開発   

生態系への影響評価方法として微生物生態系に着目  

し，特に，エネルギー代謝，窒素代謝に関する微生物相  

等に着目し，これらの微生物の種類と量を，培養法およ  

びDNA法を活用して計数し，土壌生態系への影響を評  

価する。  

（5）ニヒ壌・地下水シミュレーターにおける修復技術の  

適応性の評価   

フラスコ・カラムレベルの基礎データを踏まえて，シ  

ミュレータを用いて，汚染物質，浄化微生物の消長を明  

らかにするとともに，汚染現場でのバイオレメディエー  

ションの有効性と安全性を評価する手法を開発する。  

〔備 考〕  

共同研究グループ：九州大学農学部・広島大学工学部・  

国立水俣病総合研究センター・  

株式会社荏原製作所・  

秋田県立大学  

〔成 果〕   

く1）分解能強化微生物の閲発   

TCE，PCE，TCA，トリクロロ酢酸，PCB及び水  

銀化合物を分解する各種の微生物を単離・同定するとと  

もに分解機構及び分解酵素の諸性質を調べた。好気的  

TCA分解菌〟γCObacleriLLmSP．TA27株は，エタン，プ  

ロパン及びブタノールを炭素源として増殖し，種々の有  

機塩素化合物を分解でき，特にブタノールで培養したと  

きに高いTCE分解活性を示した。分解酵素は，ヒドロ  

キシラーゼとリグクターゼからなるマルチコンポーネン  

トの新しい種類の酵素であった。好気的トリクロロ酢酸  

分解菌SS－1株は，P∫e“〟〃〝沼〃〟∫属の細菌であ  

り，100mg／gのトリタロロ酢酸を9［】間でほほ完全に分  

解した。環境中から水銀除去能の高い新規微生物のスク  

リーニングを行い水銀耐性菌を129株分離した。水銀除  

去試験を行い，水銀除去能の高い株β〟C〃山∫Sp．D5を  

得た。本菌株は，チオ←ルとしてチオグリコール酸ナト  

リウムを用いた場合，蒸留水中からの水銀除去はほとん  

どみられないが，河川水からは水銀除去が認められ，さ  

らに沖積土壌から最も高い水銀除去活性を示した。自然  

界には有害物質を分解できる多くの未知の微生物が存在  

していることが示唆された。  
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（2）土壌中における微生物の挙動解析   

汚染環境中に導入された微生物の安全性の評価項目と  

して，環境中における生残・増殖性は重要である。それ  

ゆえ，培養を必要とせず，カ）つ短期間で検出が可能な導  

入微生物の検出法を検討した。TCE分解能を有するメ  

タン資化性菌Melhylocysl（ssp．M（M株）M株の酸素添  

加酵素メタンモノオキシゲナーゼ（MMO）は，TCE分  

解のキーエンザイムである。そこで，このMMO遺伝子  

の一部をPCRで増幅することによるM株の検出を試み  

た。PCR産物を定量できるPRISM7700を用いた検出法  

を検討し，プライマー，プローブ濃度等のPCR反右b条  

件の検討を行い最適化した結果，検出限界はPCR反応  

液当たり1．5細胞となった。PCR法は地下水中のフミ  

ン物質により妨害され感度が低下するため，フィルター  

洗浄法を開発することにより，反応液中に5細胞までの  

検出が可能となった。従来の計数法では1カ月を要した  

ものが数時間で計数が可能となった。  

（3）微生物センサー機能を活用する有害物質モニタリ  

ング手法の開発   

バイオレメディエーションによる有害代謝生産物の生  

成の有無を明らかにするため，運動性を有する微生物の  

センサー機能に着目し，迅速高感度毒性試験法の開発を  

試みた。Pseudomonasc，erLLginosaPAOl株は，TCE，  

PCE，クロロホルムを忌避物質として認識すること，  

さらにこれらの物質に対する闘偵は，0．15，3，ユOmM  

であることが判明した。また，緑色蛍光を発する大腸菌  

を用いて，化学物質対する細菌の挙動を簡便に計測でき  

る蛍光プレートリーダ法を開発した。運動性細菌を活用  

する迅速簡便有害性試願法を確立することができた。  

（4）分子生態学的手法を用いる生態影響評価システム  

の開発   

バイオレメデイエーシヨン技術の土壌生態系への影響  

を評価するため，碩生物生態系に着目し，生態系の保全  

に関与する微生物のポピュレーションダイナミックスに  

ょる生態系影響評価法を検討した。アンモニア酸化紺  

軋亜硝酸酸化細菌，メタノール資化性菌，メタン酸化  

細菌，ダンパク質分解細菌，脱壁画を簡便で再現性よく  

計数できるマイクロプレートMPN法を開発した。本手  

法を用いてTCEの微生物相への影響を調べた。TCEが  

100mg／上以上で微生物相への影響が認められたが，  

TCEの除去により微生物相は元の状態に戻ることが確  

認された。  

（5）土壌・地下水シミュレータおよび現場における修  

復技術の適応性の評価   

ステンレス製カラムからなるモデル土壌・地下水系を  

作成し，TCE汚染地下水を通水し，M株0）浄化能を調  

べた。M株は，メタン，酸素，窒素，リン添加により土  

壌・地下水中で増殖できること，M株の添加量の増大に  

伴い，TCEの除去率が向上すること，メタン濃度が浄  

化能に大き〈関与していることが明らかとなった。大型  

土壌シュミュレ一夕を用いて，水不飽和帯土壌における  

M株のTCE除去効果を調べた。TCElmg／Lの汚染土  

壌へM株を添加すると，数時間で浄イヒされることが判明  

した。M株の有効性が確認された。   

水銀還元酵素遺伝子群（merオペロン）を組み込んだ  

組換え微生物P∫e以d〃m〃〝d叩“Jf血PpYlOl／pSR134を用  

いて水銀除去実験を行った。これまで40ppmの塩化第  

二水銀を24時間で蒸留水中から完全に除去できること，  

さらに自然水中からも水銀除去できることが示された。  

次いで，土壌スラリー中からの水銀除去条件を検討し  

た。チオール及び塩化ナトリウムの涜加が，土壌粒子に  

吸着した水銀の遊離に効果があることが認められ，添加  

した水銀の約70％の除去が可能となった。また，土壌  

スラリーのように水で飽和していない不飽和土壌につい  

て除去試験を試みたところ，5mgHg／kgの塩化第二  

水銀で汚染させた土壌から最大で添加量の50％の水銀  

除去が認められた。  

〔発 表〕B－25，26，103、109，111，112，ト107、117，  

252，2封～262，g－45，46  

（3）北西太平洋の海洋生物科学過程の時系列観潮  

〔代表者〕地球環境研究グループ：野尻幸宏  

〔分担者〕地球環境研究グループ：向井人史  

化 学 環 境 部：横内陽子  

〔期 間〕平成9～14年度（1997～2002年度）  

〔目 的〕本研究は，怪1際共同研究であるJGOFS  

（JolntClobalOceanFIuxStudy）の枠組みの中で，北．  

四大平洋高緯度海域の定点時系列観測を行う。高緯度海  

域の特徴である季節的な水温変化，混合層深度変化に  

よってもたらされる海洋構造の変化を理解した上で，物  

質循環の季節変化の全体把握を行う。特に海域のCO2  

の交換（吸収・放出）にかかわる生物生産の規定要因を  

解明するために，炭酸系の精密観札生物生産量と関連  

因子の解明に重点を置く。既存時系列観測である定期貨  
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「みらい」によって1・2月に各1回の冬季観測を行う  

ことができた。短い場合1昼夜，長い場合は4日の定点  

保持を行い，その間に表層から深層までの採水，漂流系  

での沈降粒子捕集実験，培養による植物プランクトン生  

産量の測定，長期係留系の設置剛又，プランクトン試料  

採取，海水の光学特性測定など，多くの項目の観測を  

l、l・∴■   

このうち，炭酸系（仝炭酸，アルカリ度，CO2分  

圧），栄養塩，溶存憤繋，植物プランクトンの一次生産  

量は，本プロジェクト担当者で厳密に精度管理した船上  

測定を行った。  

（2）炭酸系の観測   

KNOT定点では，冬から春に表層海水の仝炭酸濃度  

が最大となり，春から夏の生物生産で減少する明瞭な季  

節性が見られる。KNO′Ⅰへ定点は，亜寒帯フロントの南  

の緑に位置するので，表層海水は33．2より低塩分であ  

ることが多いが，混合域の海水の北上が見られると，黒  

潮海水の影響を受けた高塩分・低栄養塩の表層海水に覆  

われることがある。1998年の時系列では6月下旬の1  

回がそれであったが，－1999年は5月中旬，6月上旬，  

7月下旬と3回の観洲寺に，黒潮の影響のある表面水が  

見られた。黒潮影響があると，仝炭酸・アルカリ度とも  

親潮水より高くなるので．時系列解析には，低塩分時の  

データを除外しなくては．合理的な濃度変化を抽出する  

ことができない。   

黒潮影響のうち観測航海の結果では，定点KNOTで  

仝炭酸の冬の最大値と宴の最′ト値の間に約100／∠mOl／kg  

の濃度差があった。これは，定点観測点で仝炭酸データ  

が測定されているバミューダのBAl’S点，ハワイの  

IlOT点がそれぞれ40、50および＜20〃mOl／kgである  

のと比べて極めて大きい。このような大きな全炭酸の濃  

度変化は，春から夏の生物生産で生じるので，KNOl、  

点でのこの期間の大きな炭素輸送量（export  

production）あるいは新生産量（newproduction）を物  

語る。1998年と1999年の間で振幅の違いは見られな  

・かった。2000年2月に最大値を記録したが，このとき  

は混合層が100mの塩分躍層に達した直後であり，その  

後の混合の進行で，春の最大値はさらに高くなるものと  

考えられる。春から夏の時期は水温成層していることと  

風速が低くガス交換量が小さいことから，全炭酸量の変  

化から炭素輸送量を見積もることができる。その結果に  

よると，1998年6～8月の7叩臥1999年5～8月の  

物船観測，衛星観測で得られる表面水情報と，この時系  

列観測で得られる鉛直プロファイルの情報を結合解析す  

ることによって，季節的に変動する現象を正確に把握す  

ることができる。北太平洋では，亜寒帯のアラスカ湾  

（ステーションP，カナダ）と亜熱帯のハワイ（HOT，  

米国）の2点で時系列物質循環観測が継続されている  

が，我が国では外洋定点での時系列観測が行われていな  

かった。本研究課題によって，北緯440，東経1550に  

定めた亜寒帯北西太平洋定点（KNOT：KyodoNorlth  

paciRcOceanllimeseries）で観測を宿う。観測によっ  

て海洋物質循環の東西太平洋比較，亜寒帯・亜熱帯比較  

を行い，太平洋全域の物質循環理解を助ける結果を得る  

ことを目的とする。  

〔内 容〕北西太平洋亜寒帯域では，CO2の吸収・放出  

に大きな季節変化があり，3月にはCOz分圧の最大値  

がみられCO2放出域として作用する。春の植物生産で  

無機炭酸が固定されCO2分圧は低下し吸収域に変わる。  

秋にCO2分圧ほ最低値となった後，混合層深度が増し  

て，亜表層からの無機炭酸の回帰で冬季のCO2分圧上  

昇が起こる。栄養塩類も，同様な季節変化を示す。これ  

は，国立環境研究所とカナダ海洋科学研究所の共同プロ  

ジェクトによる貨物船観測で確かめられた。一九東部  

太平洋ではCO2分圧，栄養塩類の季節振幅が比較的小  

さい。このことは，西部太平洋の生物生敵性の高さを示  

している。この機構の解明には，表層に限られる商船に  

よる観測では不十分で，海津の鉛直構造と関連物質の分  

布を計測できる研究船の観測が必要である。特に－一定点  

での季節変化の観測は，その支配要因解明のために，重  

要な手法である。   

本研究では，国内研究機関所属研究船の北西太平洋高  

緯度海域航海の中で，一定点で質の揃った化学・生物観  

測を行い，時系列的にデータを集めて解析する。1998  

年6月から定点での本格的観測を開始した。1999年度  

はその2年目の観測を行った。  

〔成 果）  

（1）定点時系列観測   

1998年は6月から12月にかけて8回の本格的観測を  

行った。1999年は海洋科学技術センター「みらい」によ  

り5月に2回，北海道大学「北星丸」により6月に2  

回，7・8月に各1回，東京大学「白鳳九」により6・  

8月各1回，東海大学「望星丸」により10月に2同の  

計10回の本格的観測を行った。また，2000年に入り  
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84日間の新生産量はそれぞれ330と270mgC／m2／day  

であった。また，7～8月と比較して5、6月の期間は  

2倍ほど大きな新生産量が見込まれた。   

一九pCO2ほ航海間の変動が大きく，2年の時系列  

では確定的な季節変化は得られなかった。ただし，商船  

の観測によって推定されている変化と矛盾しないデータ  

が得られた。すなわち，PCOzの季節変化は秋に最′トと  

なり大気に対して約40〃atmの低下，春に最大となり大  

気に対して約20／‘atmの上昇である。このことは，海域  

のCO2吸収が主として秋に起こることを意味している。  

すなわち，春から夏の生物生産で表層海水の仝炭酸が低  

下して行くが，夏は気体ガス交換が′J、さく大気からの  

CO2吸収量は大きくならない。しかし，夏に水温が上  

昇しても生物による無機炭酸の利用が続き，水中の  

pco2は高まらない。このことが秋のpCO2を低く保つ  

ので，主たるCO2吸収がその時期に起こる。秋の終わ  

りから冬になると，鉛直混合のために表層水と全炭酸濃  

度の高い亜表層水が混合するのでpCO2が高まる。  

（3）生物生産の観測   

定点KNOTでのクロロフィル〟量は0．4～0．5／Jg／J  

であり，5月から6月上旬や10月にm時的に1～2  

〃g／ほで高まることがある。冬季も大きく減少するこ  

とはない。このことから，定点KNOTは北海道沿岸域  

や千島列島沿いに見られる大きな生産の海域よりは外洋  

的である。定点では19由年に6回，1999年に10回  

の13c法による一次生産量測定を行った。KNOT定点で  

の一次生産量は5月には500mgC／m2／dayであり，6～  

8 月 は160～290mgC／mZ／day，10～12月 は160～  

110mgC／m2／dayに低下した。測定された一次生産量は  

より生物生産の小さいと考えられるハワイのHOTヤア  

ラスカ湾のSt．Pと比較してもやや低い値であった。こ  

れは，KNOTでは一・次生産の高い深度がほぼ20mまで  

であり，それ以深では生産量が急激に減少することによ  

る。また，KNOT点での一次生産測定ではエピソード  

的な植物プランクトン量増大時を捕らえられなかった。   

仝炭酸の変化から得られる新生産は，期間の積算値で  

あるので，この大きな新生産と比較的小さな一次生産を●  

説明するには，春から夏にかけてエピソード的生産が支  

配的であると考えざるを得ない。定点KNOTそのもの  

で強いブルームが見られた航海はなかったが，1999年  

5月の「みらい」航海ではKNOT北東の44．670，東経  

155．859で表層のクロロフィル極大が13．0／‘g／上のプ  

ルームを確認し，その点での－一次生産は1700mgC／  

m2／dayであった。   

これらのことから，定点KNOl、での生物生産は，春  

から夏にかけてケイ藻を主体とする効率的に沈降する植  

物がエピソード的に増減して進むという，仮説が提唱で  

きる。おそらく，巻から夏にかけてこの海域の植物プラ  

ンクトン量はダイナミックに増減し，空間的にも不均一  

に変動する。そのため，6、7月の一次生産量からは説  

明が困難な量の新生産，すなわち，炭素輸送が起こる。  

この仮説を確かめるためには，エピソード的植物量の増  

軌海域の不均一性を衛星データや貨物船観測から確認  

する，既に行われた表層沈降粒子捕集実験結果の解析を  

進める，観測航海で海域の不均一な現象の程度を確認す  

るなどの研究を進める。集中的観測は2000年夏で終了  

するので，観測データの解析とモデル化の研究が今後の  

課題である 

（4）超伝導受信校を用いたオゾン等の大気微量分子の  

高度分布測定装置の開発  

〔代表者〕名 古 屋 大 学：福井康雄  

〔分担者〕大気圏環境部：中根英昭∴長浜智生＊  

地球環境研究グループ：秋吉英治  

（＊科学技術特別研究員）  

〔期 間〕平成9～14年皮（1997、2002年度）  

〔目 的】オゾン層破壊の原因を明らかにするために  

は，オゾン及びオゾン層破壊の証拠物質であるC10の  

高度分布を測定することが必要である。ミリ波分光計は  

オゾンとClOの両分子を測ることのできる装置である。  

本研究は，200GIIz帯のミリ波分光計を開発し，これを  

南米チリに設置して観測を行うとともに観測データを用  

いて，南棟オゾンホールとの関係等，オゾン及びオゾン  

層破壊物質の動態解明とモデル化を行うことを目的とす  

る。  

〔内 容）本研究は次の3つのサブテーマから構成され  

ている。  

（1）大気微量分子高度分布測定システムの開発  

（2）エアロゾル変動の解析とモデル化  

（3）オゾン・ClO変動の解析とモデル化   

本研究所が担当しているサブテーマ（3）では，三次  

元的に運動する気塊中の光化学反応を記述するモデル  

（トラジェクトリーボックスモデル）の高度化を行うと  

ともに，渦位分布のアニメーションを作成し，南極及び  
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改善効果評価手法の開発を目的として研究を推進するこ  

ととしている。  

〔内 容〕セラミックス担体生物膜ろ過法やリンの回収  

リサイクルが可能な吸着脱リン法，生態工学を活用した  

水生植掛二よる削ヒシステム等の研究成果を茨城県の補  

助事業ある霞ケ浦水の路クリーンアッ‘プ事業において実  

用化できた。近赤外線分光分析法によるモニタリング手  

法を見いだし，水質自動連続測定装置を組み込んだモニ  

タリング手法およびニューラルネットワーク解析の活用  

方法の提案を行うことができた。  

〔発 表〕B10，15，16，19，b－12，18，21，27，32，  

33，37，40～42，55，58，62，67，70，73，78～81，  

88，91，93，224～229  

北極の極渦の運動及び中緯度との相互作用を可視化でき  

るようにした。  

〔発 表〕卜77、79  

（5）生物・物理・化学的因子の制御による微生物細胞  

の活性化・横能強化  

〔代表者〕筑 波 大 学：前‖孝昭  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔目 的〕水環境修復に貢献する有用微生物の中で，特  

に増殖が遅い徴′ト後生動物に閲し，生物・物理・化学的  

因子の制御による微生物細胞の活性化・機能強化の重要  

な一環として，有用微生物の大量培養法，長期的保存∴  

再生法，および排水処理施設等馴ヒプロセスヘの定着化  

手法について，研究，開発を行う。  

〔内 容〕500J大型大量培養装置を用い，米ぬかを基  

質として輪虫類の大量培養を行ったところ，段階的に基  

質を添加することにより10，000N／mJまでの高密度化が  

可能となった。また，培養された輪虫類を実排水を基質  

とする担体流動床烈浄化槽を模擬したリアククーに添加  

したところ，添加しない対照系と比較し，輪虫類の個体  

数密度で2倍の定着，透視度の向上，および懸濁物質濃  

度の低減化が認められ，本法を用いることにより効果的  

な水質改善につながる基準ができた。  

〔発 表〕B－11，b40，42，91，93  

（7）都市ヒートアイランドの計測制御システム  

〔代表者〕慶應 義塾大学：久保幸夫  

〔分担者〕地球環境研究センター：一ノ瀬俊明  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～2000年）  

〔目 的〕都市の人工排熱を通じ，人間活動が都市の熱  

環境に与えるインパクトを正確に評価し，都市構造及び  

人間活動の制御がどの程度こうしたインパクトを軽減し  

うるのかを定量的に明らかにするため，地表面境界条件  

の重安な要素である都市人工排熱やヰ地利用・地表面物  

性の詳細なデ「夕を作成し，ヒートアイランドや大気汚  

染現象の数値シミュレーションに反映させる。  

〔内 容〕ドイツで事例の豊富な，都市における気候機  

能分析図及び都市計画への勧告図を東京において試作し  

た。盛夏季には，日中南束方向から進入する海風が卓越  

し，これは赤坂御所，新宿御苑を結んだ低ラフネスゾド  

ンの走向と一致する。その風下には人間活動の高度に集  

積した新楕副都心が存在し，海風を遮らずに導入し副都  

心の冷却を図るという戦略が示される。夜間は南南西方  

向に転向し，銀座界隈の道路網の走向に風向が一致す  

る。  

〔発 表〕ト3～7，9，10，12，14，15，ト1，5，6  

（6）生態工学を導入した汚濁湖沼水域の水環境修復技   

術の開発とシステム導入による改善効果の総合評価   

に関する研究  

〔代表者〕東 北 大 学：須藤隆一  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

生物．圏 環境部：渡通 信  

化 学 環 境 部：彼谷邦光  

水土壌圏環境部：徐 開欽  

〔期 間〕平成9～14年度（1997～2002年度）  

〔日 的〕人間活動に由来する生活排水などに含有され  

て湖に排出される窒素，リンによって，霞ケ浦をはじめ  

とする貴重な水資源である湖沼の富栄養化が進行してい  

る。この抜本的な対策として，窒素・リン対策が可能な  

高度合併処理浄化槽の開発および汚濁河川・水路の物理  

化学的手法と生態工学手法を活用したハイプリソド彗隻直  

接的浄化技術の確立と効率的なエネルギー投資のための  

（8）都市交通の現場負荷制御システムに関する基礎的   

研究  

〔代表者〕学 習 院 大 学：岩田規久男  

〔分担者〕社会環境システム部：日引 聡  

〔期 間〕平成9～14年度（1997～2002年度）  

〔日 的〕本研究では，応用一般均衡環境経済モデルを  
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開発し，2010年以降の日本のCO2排出量を1990年の  

6％削減のレベルに安定化させるための炭素税の導入  

が，産業構造の変化を通して，日本経済や貨物輸送や旅  

客輸送に及ぼす影響を，一般均衡のフレームワークを用  

いて分析する。  

〔内 容〕応用一般均衡モデルを用いて，炭素税の導入  

（ただし，その税収を政府支出増加に使う）が経済およ  

び輸送部門（旅客輸送，貨物輸送）に及ぼす影響につい  

てシミュレーションした結果，2010年において課すべ  

き炭素税額は25，000／炭素トン，実質GDPは0．05％  

減少し，旅客輸送量と貨物輸送量は，それぞれ，  

5．0％，4．2％減少するという推計結果を得た。  

〔発 表〕c－35，C－33～35  

ンの効果を調べた。17ノ9▼エストロジオールと同様にす  

べての植物エストロジェンは骨芽細胞のIL－6産生を阻  

害することが判明した。  

〔発 表〕b－126  

（10）東アジア域の地域気象と物質循環モデリングの総  

合化・  

〔代表者〕九 州 大 学：鵜野伊津志  

〔分担者〕大気圏環境部：江守正多・菅田誠治  

（期 間〕平成10～13年度（1998～2001年度）  

〔目 的〕東アジア地域の大気環境予測は，土地利用の  

改変や植生変化に伴う地域気候変化のほかに，中国等の  

発展途上国の急速な経済発展による汚染物質排出量の増  

大に伴う越境大気汚染（酸性雨）の影響の重要性が指摘  

されている。そのため，我が国を含めた地域の詳細な大  

気環境予測・評価のための研究開発が必要であり，大気  

中微量成分の空間分布・時間変化を示す「化学天気予報  

図」等を作成することが重要である。本研究では地域気  

候・気象モデルによる束アジア域の気候・気象変動解析  

と対流圏物質輸送モデリングを高速ネットワークを用い  

て複数の機関が密接にデータ交換しつつ並列に進め，そ  

の結果をもとに「化学天気予報図」の作成と可視化を行  

うことを目的とする。  

〔内 容〕コロラド州立大学で開発された領域大気モデ  

リングシステム（CSURAMS）を用いて，東アジア地  

域の特性を高精度に反映させた地域気象の再現性の検討  

を進めた。同時に，CSULRAMSと結合する物質輸送モ  

デルとして，米国EPA（環境保護庁）が開発を進めてい  

る第3世代の物質輸送モデル（Models－3／CMAQ）の  

アジア域への応用をU．S．EPAと共同で進めた。入力  

データとしてCSULRAMSの雲・降水を含む気象データ  

を用いるためのインターフェイスを確立した。RAMSで  

用いている土地利用・植生データと同じデータを用いる  

ようにインターフェイスを改良した。さらに，このシス  

テムを用いて東アジア域における硫酸エアロゾルのシ  

ミュレーションを行った。1997年の1月に九州北部で  

観測された硫酸エアロゾル高濃度の濃度・時期について  

よい再現を確認した。また，乾性・湿性沈着について分  

布および量を観測と比較して検討した結果，分布は概ね  

再現され，量についてもフ7ククー2以内の誤差に収  

まっていることが確認された。  

〔発 表〕f13，15，25，35  

（9）植物由来および人エの内分泌撹乱物質の相互作  

用評価  

〔代表者）自 治 医科大学：香山不二雄  

〔分担者）地域環境研究グループ：平野靖史郎  

〔期 間）平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕現代文明社会を支えている人工の化学物質の  
中には，生物の内分泌系を撹乱することにより生殖，内  

分泌，免疫，神経系に重大な悪影響を与える化学物質が  

あることが明らかとなってきた。ほ乳類以外の野生生物  

では，因果関係が明らかな例がいくつカミ報告されている  

が，まだ人では内分泌撹乱化学物質の健康影響は明らか  

になっていない。内分泌撹乱化学物質の人の健康および  

生態系へのリスク評価を行うことは現時点の急務であ  

る。本研究では，内分泌撹乱化学物質の影響評価に，影  

響を与える植物エストロジュン（phytoestrogen）と人  

工の内分泌撹乱物質との相互作用を血涙佃㌧ 血山川の系  

を用いて評価する。飯山佃検査では乳がん細胞株MCF7  

またはリンパ球系細胞，骨組級由来細胞を用いて，植物  

エストロジュンおよび人工内分泌磯乱化学物質の影響の  

差および相互作用について，さらにその作用機序に関す  

る研究を行う。ル＝血相の系では，胎児期の両物質群の暴  

露が免疫系の発育や骨代謝バランスにどのような影響を  

起こすのか検討を行う。  

〔内 容〕植物エストロジュンの活性をMCト7細胞の  

BrdUの取り込み速度を調べることにより測定した。ク  

メステロールはダイゼインやジェニスタインよりも強い  

活性があることがわかった。また骨芽細胞において  

TNFα刺激下でのIL－6産生に及ぼす植物エストロジェ  
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〔内 容〕本年度は，森林火災の生じた湿原からのチャ  

ンバ←法によるメタン発生量測定を行った。チャンバー  

のべげスを6カ所設置し，アクリル製の箱をその上に置  

き箱内のメタン濃度増加を測定した。メタンセンサー  

は，新たに開発したポータブルの半導体センサーで，約  

5分間で1カ所の測定が可能である。火災後は，樹木が  

倒れて生じた穴に水が溜まっている場所や，乾いて諦苔  

類が生息している場所などが混在している。水の溜まっ  

た場所からは気泡によるメタン発生も含めて，一般の湿  

原の10倍もの発生が観測された。乾燥した場所からは，  

メタンの発生は観測できなかった。  

（川 ネットワークによる地球環境衛星データベースの   

構築と高度利用に関する総合的研究  

〔代表者）東京理科大学：高木幹雄  

〔分担者〕社会環境システム部：田村正行  

〔期 間〕平成10～13年度（1998～2001年度）  

〔目 的〕本研究では，NOAA衛星とGMS衛星の受信  

局を高速ネッT・ワークで結ぶことにより，AVHRR及  

VISSRデータをサイバースペース上に集積し，陸域，海  

域，大気域の科学的なデータセットを作成することを目  

的とする。AVHRRデータからは，最新の物理量推定ア  

ルゴリズムを用いた高速大容量データ処理を行い，毎日  

の植生指数分布図と海面水温分布図を空間分解能1km  

で作成するこまた，VISSRデータにより1時間ごとの雲  

分布図を作成し，AVHRR解析結果と組み合わせること  

によ▲り，アジア地域における環境の長期広域変動を予測  

する。  

〔内 容〕本研究所の黒鳥受信局，東京大学生産技術研  

究所，タイ国アジア工科大学，千葉大学のウランバート  

ル受信局で受信したNOAA／AVHRRデp夕を用いて，  

ウラル山脈より東側の仝アジア域における植生指数  

（NDVl）モザイク図を，地上分解能1km，時間間隔10  

日で，1998年一年間にわたって作成した。また，NDVl  

に加えて，AVHRR5バンドの元デュタ，衛星仰角，太  

陽仰角，衛星一太陽方位角，及び観測日を記録し，これ  

らすべてを含む10バンドのデータセットを完成させた。  

〔発 表〕c－20，23，24  

（13）ダイオキシンの定量的リスク（毒性）評価システ  

ムの研究開発  

〔代表者〕化学環境部：藤井敏博  

〔分担者〕立教大学：常盤広明・立川仁典  

星薬科大学：市川 紘・香川博隆  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔目 的〕ダイオキシン問題がとりただされる契機と  

なった1976年イタリアのセペソにおける化学工場の爆  

発事故以来，世界保険機構（WHO）や日本の厚生省，  

環境庁を中心に，人体に影響のないとされる基準値の策  

定がされてきたが，わずか15年の間にその値は当初の  

約1／100に変更されている。これはダイオキシンが極  

めて毒性の強い物質であり，実験データが不足している  

ことや，この問題が注目されるようになってからまだ日  

が浅く，長期的な実証データがとれないことに起因して  

いる。そこで今回，実際の物質を直接扱わずに，かつ短  

期間でダイオキシンのリスク（毒性）評価システムを確  

立することを目的として，理論指向型システムを構築す  

る。  

〔内 容〕本課題では，上記手法を70種以上に及ぶダ  

イオキシンの異性体に適用し，それを基に毒性の発現す  

る阻 レセプターがどのような相互作用をするか，どの  

物理量が毒性に寄与するかを調べ，定量的リスク評価シ  

ステムの研究開発を行った。具体的には，すべての化合  

物に対して統一的な精度をもった物理量を入力層とする  

ため，新たな理論的指標として「スケール化された絶対  

ハードネスおよび絶対電気陰性度」を用いて，階層型  

ニューラルネソトワーク法により定量的構造活性相関の  

解析を行った。  

〔発 表〕d41，44  

（12）資源循環・エネルギーミニマム型社会システムの  

構築  

〔代表者〕北 海 道 大 学：福田iE己  

〔分担者】地球環境研究センター：井上 元  

〔期 間〕平成10～15年度（1998～2003年度）  

〔目 的〕・シベリアの永久凍土は夏季には融解するので  

南部においては森林，北極城では潅木の混じった草地が  

存在する。森林は日光が地面に直通するのを妨げ凍土の  

融解を防いでおり，凍土は融解で生じた水や降雨の地下  

浸透を妨げ，少ない雨量でも植物に水分を供給する。こ  

の森林が火災で焼失した場合，永久凍土の融解が進行し  

森林と凍土の共生関係が崩壊し，また，火災に伴う二酸  

化炭素，炭化水素，一酸化炭素の放出は大気環境に大き  

なインパクトを与える。これらのプロセスを明らかにす  

るフイ．－ルド研究を行う。  
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（14）生物多様性データベースのプロテオーム憎掛こよ  

る再構築  

〔代表者〕生物 圏環境部：渡過 信  

〔分担者〕地球環境研究センター：清水英幸  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

（目 的〕全生物界を進化の視点から網羅し，分岐順序  

を議論する系統樹を作成することを目的として，種の命  

名記載情＃を正確に網羅した基盤データベースの構築，  

情報発現系であるタンパク質分子の仝発現系解析システ  

ム，プロテオームの開発を目的とした。  

【内 容〕1999年までに発表された細菌・古細菌およ  

び，1994年までに発表されたシアノ■バクテリアに関す  

る学名情報を網羅的に整理し，2つのデータベースに格  

納した。学名を見いだし項目として，ネットワーク上に  

分散している，有用関連情報へのアクセスと，その情報  

を研究に活用する環境を＼Wブラウザを介して提供  

できるシステムを開発した。プロテオーム解析は，系統  

関係の解析に画期的な発現仝タンパク質の情報を提供す  

る。この情報を生物学研究者に広く利用の機会を提供す  

るために，プロテオーム惜＃を利用した系練解析ツール  

を試作した。  

〔発 表〕h－26  

を対象と■し，浮水植物と沈水植物を植栽した湖内生態修  

復対策，水生植物を植栽した沿岸人工湿地帯による修復  

対策，担体を充てんする流入小河川の直接馴ヒ対策，高  

度処理土壌トレンチを活用する分散式生活排水の発生源  

対策等の生態工学手法の導入による湖の生態系修復技術  

の開発を推進し，アジア地域の水環境修復の核となる技  

術を創造することを目標とし研究を推進した。  

〔内 容〕本国際共同研究は，有毒アオコの発生により  

危機的状況に直面しつつある中国デンチ潤およびタイ王  

匡レiンプラ湖を対象とし，生態工学技術を導入した水  

耕・水生植物植栽修復対策，収穫植物のリサイクル対  

策，流入小河川の生物付着担体充てん直接浄化対策，土  

壌浄化法による生活排水の発生源高度化対策等の開発研  

究を ①直接浄化機能の高い有用生物の検索，培養と現  

地の植栽技術開発 ②食物源としてリサイクルの可能な  

水耕植物を活用した浄化技術の開発 ③有用植物を活用  

した生態工学手法による湖沼生態系修筏技術の開発（む  

土壌トレンチ等を活用した分散数生活排水の高度処理技  

術の開発 ⑤藻類，有用水生植物の調査及び有毒アオコ  

対策技術の開発 ⑥浄化槽，水生植物削ヒ法を活用した  

分散型生活排水の高度処理技術の開発の各項目で実施  

し，以下の結果を得た。   

中国，タイ王国における毒性物質ミクロキスナンの調  

査および富栄養化対策技術の開発を行う上でのネット  

ワーク作りと技術基盤の構築をめざしての調査・研究を  

通して公的研究機関や大学と共同研究を行える体制が検  

討され，生態工学手法を活用した富栄養化抑制型適正水  

環境改善技術を開発する上での基盤をかなりの程度まで  

構築することができた。また，中匡L タイ王国ともに藍  

藻類が産生するミクロキスチンによる汚染が顕在化して  

いることが明らかとなった。中臥 タイ王国ともに水耕  

栽培浄化法において付加価値の高い植物の栽培が可能で  

あり，食物生産と浄化が経済的に成立する可能性の高い  

ことが示唆された。また，日本で開発されつつある高度  

処理浄化槽は中国都市部の下水道が普及していない地域  

ではその活用が可能であるが，郊外においては経済性の  

面から現状では適していないため，土壌トレンチなどの  

土壌浄イヒシステムの技術開発を行い，中国への技術移転  

の可能なシステムの提案を行うことが重要と考えられ  

た。これらのことから，アジア・太平洋地域の開発途上  

国では国情に応じた生態工学手法を活用し，環境低負  

荷・資源循環型の処理システムを構築することの重要性  

（15）生態工学導入による有毒アオコ発生湖沼の生態系  

修復技術の開発  

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔分担者〕地域環境研究グループ：水落元之  

水土壌圏環境部：徐 閑欽  

〔期 間〕平成11年度（1999年度）  

〔日 的〕中国をはじめとする開発途上匡1では生活排  

水，産業排水等に由来する湖沼の水質汚濁により生態系  

破壊が累進的に加速しており安全な水資源を確保するこ  

とも困難な状態にある。このままの状況を放置すること  

は極めて危険である。このため，国情に合う多大な処理  

施設とエネルギー消費を伴うことなく，生態工学を活用  

する有用生物による自然の浄化能力を強化し，高度・効  

率化した生態系修復技術が求められている。また，その  

技術は我が国における湖沼生態系修復技術の多様化を図  

る際において基盤となるものである。本研究では上記の  

点を鑑み，中国をはじめとする開発途上国の湖沼生態系  

修復技術としての適正手法の開発を目白勺として推進する  

ものであり，中国のデンチ湖及びタイ王国のバンプラ湖  
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用いて系統的に解析する。遺伝子バンクに登録されてい  

ない新規遺伝子で発現が顕著に変化するものについて  

は，C【〕NAクローニングを行いそれらの棟能検索を行  

。   

NB－1細胞を用いた予備的検討から，少なくとも以下  

の4種類の内分泌撹乱性が疑われている化学物質（′ウ  

EstradjoL17racetate，Cadmium，Methylmercury）が，  

NB－1細胞における神程突起の伸展に影響を及ほすこと  

が明らかになっている。これらに陽性対照としての  

dibutyrylcAMPとダイオキシンを加えた5物質を対象  

として，NB－1細胞への暴露に伴って発硯が変化する遺  

伝子の系統的解析を行った。用いた手法は，1，176個の  

ヒト遺伝子がスポットされているジーンアレイ法  

（AtlasArray）である。現段階では，ハウスキーピング  

遺伝子とされるものやカドミウムによるメタロチオネイ  

ンの誘導の検什＝ま可能になってきているが，他の追イ云子  

発現に関してはまだ，十分な情報が得られていない。  

が示唆された。′  

〔発 表〕B－14，19，b扉21，43，47，73，98  

（16）内分泌撹乱化学物質の細胞内標的分子の同定と新  

しいバイオモニタリング  

〔代表者〕地域環境研究グループ：国本 学  

〔分担者〕地域環境研究グループ：石堂正美  

〔期 間〕平成11～15年度（1999．～2003年虔）  

〔日 的〕内分泌撹乱化学物質による生体侵襲の機序を  

分子レベルで明らかにし．さらに有効で簡便なスクリー  

ニング系を確立することを■目的とする。すなわち，生体  

内ホルモンの合成，分私情報伝達にかかわる諸過程を  

定性・定量評価するための分析手法を開発し，内分泌撹  

乱化学物質によるこれら諸過程への影響をモデル細胞を  

用いて詳細に解析することを目的とする。  

〔内 容）ヒト神経芽細胞胚NB－1細胞を対象として，  

内分泌撹乱化学物質を暴露した際に発現が変化する遺伝  

子をSerialAnalysisoFGeneExpression（SAGE）法を  
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2．18 地方公共団体公害研究機関と国立環境研究所との共同研究  

研究課題1）河川における農薬流出量の定量評価の研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

北郷慌センター：沼辺明博  

福岡県保健環境研究所：永淵 修  

〔内 容〕散布農薬の河川への流出程路と，流出量の削  

減手法について検討を行った。水門土壌水中の農薬濃度  

について鉛直方向の分布の調査結果，‾F‘層での農薬濃度  

が低いことから，表面流出が大部分を占めると考えられ  

た。田面水の排水方法として，給水口の反対側に通常あ  

る排水口を給水口の横に設置した場合，排出水を農薬無  

施用水田を通過させて排出する場合について調査を実施  

した。どちらの場合も流出量は大幅に減少し削減効果が  

みられた。  

〔発 表〕gr5～7，9，11，13  

〔内 容〕本研究では，衛星画像データと地理情報デー  

タを組み合わせて，北海道の自然環境を計測，評価する  

手法の開発を行う。本年度は，LANDSAT／TMデ，夕 

の季節変化パターンを利用した植生分類手法の開発を  

行った。また，衛星画像と地理情報のオーバーレイ解析  

により，環境の種年変化の要因と背景を探索するととも  

に，自然環境を評価する手法の作成を行った。  

研究課題 4）外因性内分泌撹乱化学物質の環境動腰と  

生物影響に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

化 学 環 境 部：堀口敏宏  

宮城県保健環境センター：佐久間隆  

〔内 容〕松島湾，女川湾及び気仙沼湾と周辺沿岸域の  

13地点で1999年7月に採集したイボニシ，レイシガイ  

及びチヂミボラのインポセックス出現率は，それぞれ，  

採集できた10地点ですべて100％，2地点でともに  

100％，4地点で66～100％であった。相対ペニス長指  

数は，イポニシ，レイシガイ及びチヂミボラで，それぞ  

咋，3．1、59．5，28．1～43．8及び14．3～53．4（％）で  

あり，いずれも湾奥部で高かった。  

〔発 表〕d50，労  

研究課題 2）湖沼のN，P，Si含量及びその元素比と  

植物プランクトン組成に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：・高村典子  

北海道環境研究センター：三上英敏・石川 婚・  

五十嵐聖貴  

栃木県保健環境センター：中島 孝・関口忠男  

福井県環境科学センター：片谷千恵子・高田敏夫  

福岡県保健環境研究所：笹尾敦子  

〔内 容〕網走湖，阿寒湖，茨戸軌 支筍軌 洞爺湖，  

北海道渡島大沼（以上北海道），中禅寺湖，湯の湖（以  

上栃木県），霞ヶ浦（茨城県），北潟湖，水月湖，三方湖  

（以上福井県），琵琶湖（滋賀県），日向神ダム汎 力丸  

ダム湖，広川ダム湖（以上福岡県），鰻他，池田湖（以  

上鹿児島県）について，公共用水域の調査が始まって以  

来のデータを整理，解析することにより，各湖沼の変遷  

の硯状および今後の湖沼環境保全の展望を執筆，出版し  

た。  

〔発 表〕K－58～73  

研究課題 5）ダイオキシン類の分析法に関する研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：伊藤裕康・中杉修身・  

橋本俊次  

地域環境研究グループ：森田昌敏  

宮城県保健環境センター：鈴木 滋・中村朋之  

福島県環境センター：志田義美  

新潟県保健環境科学研究所：村山 等  

†発熱覇物情紺鰍ンター：半野勝正  

東京都環境科学研究所：佐々木裕子  

東京都清掃研究所：白子是清  

富山県環境科学センター：近藤隆之  

長野県衛生公害研究所：′」、澤秀明  

岐阜県保健環境研究所：村瀬秀也  

広島県保障環境センター：岡本 拓  

〔内 容〕環境試料中のダイオキシン類（ポリクロロジ  

ベンゾ1「ジオキシン類（PCDDs）とポリクロロジベ   

研究課題 3）リモートセンシンクによる自然環境モニ  

タリング手法の研究  

【担当者〕社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

山形与志樹・山野博哉  

弛髄環許牌院センター：金子正美  
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研究課鹿 6）廃棄物等から発生する揮発性有機化合物  

類の同定と定量  

〔担当者〕地域環境研究グループ：安原昭夫  

新潟尉酬究所：田辺顕子  

〔内 容〕廃棄物から揮散する化合物を迅速に分析する  

方法のひとつとして，水分を含む試料の処理法を開発し  

た。水分を含む焼却灰を加熱して気化した化合物を固相  

マイクロ抽出ファイバーに吸着させた後，GC／MSで分  

析した。この方法ではかなり高†軋点の物質まで分析でき  

ることが判明した。また，この方法は廃プラスチック類  

のスクリーニングにも威力を発揮することがわかった。  

この方法でスチレンの二量体，三豊体を検出した。  

〔発 表〕B117，b－274  

ンゾフラン類（PCDFs））の分析法に関する研究を当研  

究所において行った。試料は当研究所で作製した環境標  

準試料NIESCRMNo．19「フライアッシュ粉末」を用  

い，抽札 カラムクロマト等前処理，高分解能GC／MS  

による測定，データの解析，分析値の精度管理等を行っ  

た。また，環境試料の分析法に関しては，ミッドポリュ  

ウムサンプラ一による敷地点の大気試料を採取するtとと  

もに，土壌試札底質試料，水生生物等のサンプリング  

をし，その分析法の検討を行った。試料の処理について  

も，高速溶媒抽損法 アルカリ分解法等種々の抽出法の  

検討，対象試料の違いによる前処理法の検討，高分解能  

GC／MSによる測定の検討等を行った。   

環境標準試料フライアッシュ粉末の分析においては，  

試料の処理によって，回収率の良否や妨害成分による分  

析値の精度が大きく変化することが知られた。   

環境大気の分析では，現在使用されている公走法等の  

分析法の改善につながる有意な知見が得られた。   

土壌試料の分析では，土壌質の違いからサンプリング  

法の良否による濃度分布，処理法の検討をした結果，焼  

却由来や農薬由来のダイオキシン類のパターンが見ら  

れ，汚染の多様性と公定法の問題点が示唆された。   

底質試料の分析では，種々の試料と処理法を検討し  

た。土壌と同様な結果であったが，特出すべき事項は，  

含有イオウの処理の有事酎こよる分析値に与える影響がみ  

られた。アルカリ処理による摘出法の有意性が顕著とな  

り，今後の分析法の改善の知見が得られた。   

水生生物の分析では，河川に生息するヒゲナガカワト  

ピケラ及びその河川水底質，コケののサンプリングを  

し，その処掛去の検討を行った。2，3，7，8体のダイオキ  

シン類同族体は微量であったが，1，3，6，8，1，3，7，9－  

′l、cDDが特異的に多量に検出された。これは河川が農  

薬類等化学物質に汚染されていることが示唆され，環境  

モニタリングの指標生物として有意な結果が得られたと  

思われる。  

．環境中ダイオキシン頸の分析法は，対象試料の違いに  

よる処理法の微妙な変更があり，分析佃の精度に大きく  

影響されるため，二重測定等の共同研究の必要性があ  

る。また，環境モニタリングにおいても種々の問題点等  

があり，今後の研究の重要性が示唆された。  

研究課題 7）河川水中における内分泌撹乱物質の存在  

と生態系への影響評価  

〔担当者〕生物 圏 環境部：畠L【」成久  

地城環境研究グループ：多田 満  

折触保鱗科学研究所：茨木 剛・田辺顕子  

〔内 容〕水田地帯を流れる信濃川と新川の定点におい  

て，農薬類（殺虫剤9種，除草剤16種，殺菌剤7種）  

を4月から9月まで，原則として過1回の頻度で分析し  

た。また，環境ホルモンとして疑われている化学物質に  

関しても（bisphenoIA，nOnylphenol，フクル酸エス  

テルなど18種）も，月1回の頻度で分析した。－・方，  

分析に供したと河川水と同じサンプルを国立環境研究所  

に冷却した状態で送付してもらい．ナカイエカ（C〟Jgズ  

函南m脚血加）の生長・羽化・産卵をエンドポイント  

としたバイオアッセイを実施した。   

手法としては，受精卵の段階から河川水に暴露する  

が，化学物質の影響がないときは，10El前後に三川イヒが  

始まり雄の方が雌よりも1～2日速く羽化する。しか  

し，上記河川水に暴露した場合，時期によって雌の羽化  

が雄とほぼ同時に始まる傾向が認められた。また，その  

とき通常は50％前後である雌雄比が，数十％であるが  

雌の割合が多くなった。このような現象は，河川水中の  

エストロジェン活性を示す化学物質に起因したと示唆さ  

れる。今後は，そのとき比較的高濃度で分析された化学  

物質を選択し（din－butylphalate，bishphenoIA，  

種農薬など），実験的にその原因物質を生物試験を通し  

て検証していくこととする。  
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研究課題 8）新潟県六日町地域の地盤の圧密特性と消  

雪用地下水の揚水による地盤沈下  

〔担当者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

新潟県保健鞘斜朝粥研：関谷一義  

〔内 容〕六日町における冬季の収縮量の変動と簡易な  

地盤沈下計測システムの精度の検証を降雪期に行った。  

1999年11月～2000年3月の最大収縮量は40．58mmで  

あった。従来の方式より設置費用が安価で手軽に沈‾ド計  

測ができる簡易な地盤沈下観測システムを開発し，地層  

の収縮量の計測を実施してきた。最も信額度が高いとさ  

れる二重管方式と並行して収縮量の観測を実施した結  

果，観測開始から2000年3月末までの収縮量は，簡易  

システムで32．31mm，二重管方式で32．36mmであり，  

両方式の観測値に差が認められなかった。  

〔発 表〕g－33   

t発 表〕b－136，137  

研究課題11）人工衛星データによる湖沼および湾のク  

ロロフィルd濃度の推定手法に関する研究  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

山野悼哉  

横浜市環境科学研究所：水尾寛己  

〔内 容〕本研究では，日本の湖沼や湾で？クロロフィ  

ル。濃度を人工衛星データから推定する手法について検  

討している。本年度は，東京湾においてLANDSAT／  

TMデータを用いて，クロロフィル〟濃度を．推定する手  

法の開発を行った。さらに，東京湾でシートルウース  

データを収得し，衛星によるクロロフィル〟推定手法の  

妥当性を検討した。  

研究課題12）有用生物と資源を活用した汚濁水域の水  

質浄化・リサイクル・修復エコシステムの  

開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠乎  

福井県環境科学センター：松崎雅之  

〔内 容〕富栄養化湖沼でアオコの発生する三方湖と，  

発生のみられない北潟湖の現象解明を行うことを目的  

に，水質およびプランクトン調査を行った。その結果，  

三方潮と比較して，動・植物プランクトンが豊富で優占  

種も多種存在する北渇湖では，とくに輪虫類の存在の有  

無がアオコの発生抑制に関与しており，このことは塩素  

イオン濃度に左右することが明らかとなった。  

〔発 表〕B15，16，b－25，78  

研究課題 9）有用生物と資源を活用した汚濁水域の水  

・質浄化・リサイクル・修復エコシステムの  

開発（水生生物の生息環境の向上を目指し  

た海域の護岸材料としての有用資源の活用）   

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

東京都環境科学研究所：木村賢史   

〔内 容〕下水処理場から発生する余剰汚泥を焼結セラ   

ミックス加工した汚泥レンガを浄化接触材として活用す   

るための評価を行った。内湾等の水域に敷設した結果，   

自然石やコンクリート等と比較して貝類の付着能に優   

れ，自浄作用の強化とともに親水性護岸や自然共生型護   

岸等の整備等への通用が可能なことが明らかとなった。  

〔発 表1b－18，65  

研究課題10）自動車からの大気汚染物質発生量推定と  

大気環境質に及ぼす影響評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司・田遁 潔・  

森口祐一  

東京都環境科学研究所：泉＝碩雄  

〔内 容】実走行状態の自動車からの大気汚染発生量を   

推定するための実施したトンネル調査結果を用いてエ   

ミッションファクターの検討を行った。特に走行状態や   

車種構成の遠いによる特徴を把握した。これとともに匡】   

立環境研究所で試作した有害化学物質成分連続自動分析  

▲装繹の実運転を東京都において実施し，環境データを把   

握した。  

研究課題13）東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着  

マトリックス作成と国際共同観測に関する  

研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：村野健太郎  

大気圏環境部：畠山史郎  

長野県衛生公害研究所：西沢 宏  

奈良県衛生研究所：松本光弘  

長崎県衛生公害研究所：釜谷 剛  

腹児島県環境センター：遠矢倫子  

沖縄県衛生環境研究所：金城義勝  

〔内 容〕東アジア地域の大気汚染物質発生・沈着マト  

リックス作成と国際共同観測に関する研究の一環とし  

て，地上観測を実施した。オゾン，二酸化イオウ，エア  
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目して水質調査を行った。結果，臭素イオンと潜在有機  

物の比が臭素化トリハロメタンの生成に大きな影響を及  

ぼすことがわかった。  

ロゾル中のイオン種の測定を行った。また，乾性沈着量  

の測定のために，1、2週間の捕集による大気汚染物質  

濃度の測定を行い，大気中のガス，粒子状成分の分布を  

明らかにし，乾性沈着量の算定を行った。  

〔発 表〕A61，r88  研究課題17）衛星データを用いた植生分‡削こおける地  

形効果補正の有効性の樹証  

（担当者〕社会環境システム部：田村正行  

長野県自然保護研究所：前河正昭  

〔内 容〕本研究は，長野県の各地の植生図をトレーニ  

ングデータとして用いて，植生分類における地形効果補  

正の有効性を検証することを目的とする。本年度は，長  

野県のLANDSAT／TMデータの政得するとともに，  

高町などで植生図作成のための調査を開始した。また，  

地理情報データとして，長野県全域のメッシュ標高図を  

整備し，ディジタル標高モデル作成の準備を行った。  

研究課題14）山岳地域におけるハロゲン化メチルの測  

定に関する研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：横内陽子  

長野県衛生公害研究所：薩摩林光  

〔内 容〕大気中のハロゲン化メチル（塩化メチル，臭  

化メチル，ヨウ化メテル）の分布・発生源に関するこれ  

までの観測研究はほとんどが海洋上あるいは沿岸域で実  

施されたものであり，内陸のデータは乏しい。そこで，  

内陸・山岳域における大気中ハロゲン化メチルの動態を  

把捉するために，長野県八方における大気サンプリング  

（月2回）とGC／MS測定を継続して行った。  研究課題18）地下水の要監視項目による汚染実態の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川雅高  

静岡県聯摘生科学研究所：中島二束  

〔内 容〕静岡県中部丘陵地帯の地下水では，指針値を  

上回る硝酸が検出された。また，その伏流水が流れ込む  

池水の硝酸濃度も高まり，結果として酸性池化する現象  

が見つかった。汚染機構解明のためのモニタIjング調査  

を行った。  

研究課題15）廃棄物埋立処分に起因する有害物賃によ  

る環境影響評価に関する研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：白石寛明・白石不二雄  

長野県衛生公害研究所：笹井春雄り【l叉秀一・  

′トロ文子  

〔内 容〕一般及び産業廃棄物処分場からの浸出水およ  

び処理水を20カ所以上で採取し，改良酵母エストロゲ  

ンアッセイ法によるエストロゲン活性のモニタリングを  

試みた。エストロゲン活性は一廃処分場の浸出水36％，  

産廃処分場の67％から検出された。産廃処分場の浸出  

水の活性はエストラジオール換算で平均3．4ppt，最高  

16．3pptであり，一廃と比較して強い相性を示した。ま  

た，エストロゲン活性は処理水では大幅に減少すること  

が示された。  

〔発 表〕d－30  

研究課題19）微生物を利用した土壌汚染物質の浄化処理  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

も古屋市環境利学研究所：宇佐美義郎・榊原 靖・  

朝日教智・成瀬洋児・  

渡辺正雄・松井義雄  

〔内 容〕トリクロロエチレン分解メタン資化性M株  

及びフクル酸エステル分解菌を用いて汚染土境への添加  

効果を調べた。rl’CEで汚染した水不飽和系土壌に添加  

した場合，M株のTCE分解速度は，水分含量により大  

きな影響を受けた。粘土質土壌の場合には，強固に吸着  

したTCEが存在し，完全に分解するためには水飽和に  

することが有効であった。7タル酸エステル分解菌は，  

土壌中でも分解能を示すことが確認された。  

研究課題16）水域におけるトリハロメタン等生成前駆  

物質の挙動に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：今井章雄  

長野県衛生公害研究所：小沢秀明  

〔内 容〕水道水源となっている河川等の水域において  

水中のトリハロメタン前駆物質の挙動を把握することは  

重要である。長野県千貯＝ll中流域においてトリハロメタ  

ン生成軋特に臭素化トリハロメタン生成能の変動に宕  

研究課題 20）有酎ヒ学物質による環境負荷の定量化と  

その影響の評価手法の検討  

〔担当者〕社会環境システム部：森口祐一  
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地域環境研究グループ：田過 潔  

大阪府公害藍祝センター：服部孝和・鎌田暁義  

〔内 容〕本共同研究は，環境中濃度の実測や数値モデ  

ルによる予測を用いて，有害化学物質に係る地域レベル  

の環境リスクの評価を試みるものである。本年度は，前  

年度までに引き続き，大阪府下における有害大気汚染物  

質のモニタリング調査結果をもとに，物質群ごとの主要  

発生源を考慮しながら，濃度分布の特徴を把擁した。ま  

た，地理情報システムを用いたリスク評価システムの適  

用について基礎的検討を行った。  

発生要因を明らかにするため，湖山池より分離した  

〟J仁和cッ∫JJ∫を用いて，湖水の藻類増殖制限物質と鈍化容  

量について検討を加えた。ほとんどの時期において制限  

物質としてEDTAが関与していた。錯化容量と藻類増  

殖の潜在能力とで高い相関関係が認められた。錯化容量  

の由来として，肥料と家庭排水が考えられたこ  

研究課題 24）難分解性化合物分解菌の検索及び特性に  

関する研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：内山裕夫 う  

岡山県環境保健センター：伊東清美  

【内 容〕本研究は，生物機能を用いて土壌・地下水汚  

染を浄化することを目的とし，テトラクロロエチレン等  

を分解する微生物の検索を行った。これまでに，高濃度  

でも分解可能な混合微生物系を見いだし，その諸性質を  

明らかにしたが，本年度はその応用に際して最も適切と  

考えられる処理システムについて検討した。その結果，  

嫌気及び好気分解を組み合わせた方法が有効であると考  

えられた。  

研究課題 21）道路沿道の局地NO－て高濃度汚染とその  

対策に関する研究  

〔担当者）地域環境研究グループ：上原 清・若松伸司  

兵庫県公害研究所：池沢 忠・吉村 陽  

〔内 容〕NO∬の局地的な高濃度が生じていると考え  

られる主要幹線道路沿道の自動車排ガス測定局を選定  

し，測定局周辺の大気汚染濃度分布の概略を把握するた  

めの予備的な測定を実施した。また，単純化した市街地  

の模型を用いた風洞実験を行い，沿道の建物高さによっ  

て道路内部の気流や大気汚染物質の拡散がどのような影  

響を受けるのかを調べた。  

〔発 表〕b118，119  

研究課題 25）有用生物と資源を活用した汚濁水域の水  

質浄化・リサイクル・修復エコシステムの  

開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

岡山県環境保健センター：山本 淳  

〔内 容〕湖沼水質保全特別措置法の指定湖沼となって  

いる児島湖の水環境修復手法として，嫌気好気循環プロ  

セスにアルミニウム電解法をハイブリッド化した高度合  

併処理浄化槽の開発を行った。その結果，リン除去に有  

効とされる約2，7～2．9mVの電圧に対して，100mAで  

リン除去率が50％以上となり，長期的かつ安定的にリ  

ンの除去を行う上では接触面積の確保と梯性変位による  

生物膜付着制御が有効なことがわかった。  

〔発 表〕b63  

研究課題 22）山林域における水質形成と汚濁負荷流出  

過程に関する研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

兵庫県立公害研究所：駒井幸雄  

〔内 容〕兵庫県中央部の河川の＿ヒ流部を対象に，，人為  

的活動の影響がない渓流水の調査を120地点で実施し，  

地質との関係について検討を行った。地質は，兵庫県地  

質図に基づき18のグループに分類した。硝酸イオン濃  

度は，古生層の粘板岩よりなる地層の河川で高くなっ  

た。また，カルシウムイオン濃度は，塩基性岩のはんれ  

い岩よりなる地層で高く，酸性岩の流紋岩質多結晶溶結  

凝灰岩を主体とする地層で低かった。  

〔発 表〕G12，g8，10，12，14  

研究課題 26）汚濁水域の地域有用資源を活用した水質浄  

，  

化・リサイクル・修復エコシステムの開発   

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

ノよ島県保健環境センター：橋本敏子  

〔内 容〕カキ養殖の盛んな地域においては，カキ殻の  

処理処分が重要な課題となっており，リサイクル資源と  

して新たに活用方法を検討する必要がある。本研究は，  

研究課題 23）藻類の異常発生機構に関する研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

鳥取県衛生研究所：南條告之  

（内 容〕富栄養化の進行した湖山他における水の華の  

216－   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

研究課題 28）リモートセンシンク情報の特徴抽出によ  

る環境モニタリング  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行  

福岡県保健環境研究所：大久保彰人  

〔内 容〕本研究は，複合センサーの利用及び画像解析  

手法の面から，環境モニタリング情報のための特徴抽出  

を試みるものである。本年度は，LANDSAT／TM衛星  

データを用いて，沖縄県石垣島近海におけるサンゴ礁の  

白化領域の抽出を試みた。その解析結果を現地で取得し  

た白化データと比較し，衛星によるサンゴ礁変化の抽出  

可能性を検討した。  

〔発 表〕c－21  

とくに対策が急務とされている広島県との共同研究によ  

り，富栄養化の進む広島湾流域における栄養塩類の除去  

を可能とした接触担体の適用条件について検討を行っ  

た。その結果，カキ殻セラミックスを用いることで，海  

水や生活排水のほか，ヘドロの堆積した底質における栄  

養塩類の吸着効果に優れ，しかも吸着能の低下した担体  

を肥料資源として回収するなどのリサイクルシステムの  

確立の可能性を有することが明らかとなった。  

研究課毘 27）道路沿道におけるVOCの挙動とその解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：田邁 潔・若松伸司・  

森口祐一  

11牌ンクー：長闇健太郎・洲村弘志・  

松田義彦・竹林健二  

【内 容〕交通量が多く，沿岸部に大工業地帯がある徳  

l1常において，VOCによる大気汚染実態の解明と対策  

検討のために，①幹線道路沿道と内陸郊外対照地点での  

VOCの磋時変動観測 ①市内複数地点での面的分布観  

測を行った。その結果，退路近傍での自動車交通特有の  

VOCの変動や距離減衰がとらえられた。また，固定発  

生源由来と思われるVOCやその発生場所の推定ができ  

た。さらに詳細・定量的な解析を行うために，発生源情  

報の収集を行った。  

研究課題’29）酸性汚染物質による環項汚染に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：佐竹研一  

福岡県保健環境研究所：永淵 修  

〔内 容〕本年度は，北開東山岳地帯の赤城小沼，大沼  

に引き続き，中部山岳地帯の白駒他の湖底堆積物中の化  

石燃料に由来する粒子の時系列変化を計測中。  

研究課題 30）環境水中の要監視項目の汚染横構の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川雅高  

福岡県保健環境研究所：松尾 宏  

〔内 容〕福岡県の一部地域の池水中で高い硝酸濃度が  

検出された。池水の硝酸濃度低減化のための修得技術に  

ついて検討を行った。   
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3．環境情報センター  

3．1業務概要   

環境情報センターは，平成2年7月，国立公告研究所  

が国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置さ  

れ，環境情報の収集，整備及び提供並びにコンピュー  

タ・ネットワークシステムの運用等の業務を行ってい  

る。近年の環境行政の領域の拡大に伴う環境情報への広  

範な需要に応じるため，「環境データベース」を整備充  

実し，当研究所のみならず広く環境研究，環境行政の推  

進に必要な情報を関係部局に提供している（図3．1）。  

また，環境基本法を踏まえ，広く－・般の国民等への環境  

情報の提供を行うため，平成8年3月より通信ネット  

ワークによる環境情報提供システムを運用している。  

国立環ち引研究所環境データぺ一ス  

コンピュータシステムについては，平成8年度に全面  

的なシステム更改を行い，従来から設置されていた大型  

電子計算機システムとスーパーコンピュータシステムを  

統合したUNIX環境のシステムとした。あわせて，基幹  

ネットワークをIPスイッチ，IPスイッチ・ゲートウェイ  

を用いたネットワークシステムに切り替え，性能，機能  

等を強化した。その結果，科学技術計算の高速化及び  

ネットワーク速度の向上が図られた。また，平成8年  

10月より，所内における情報の共有・提供システムと  

して，イントラネットの運用を開始した。   

本年度の業務の概要は次のとおりである。  

環境値帽データベース  
大気環慨胴冊川データファイル  
火気環境相用値データファイル；回設局  

大気環鳩月間値・年間閥データファイル  
火気測定局マスターファイル  

公共用水城水質データファイル  
公共用水城水質年間値データファイル  
公共用水域水質マスターファイル  

○ ＊3   

◎ ■3   

◎ ＊1＋2 ＊3   

◎ ＊3  

◎ 霊3   

◎ ＊1＊2 ＊3   

◎ ＊3  

△   
○ 霊3  

．◎★1＊2＊3  

◎ ＊1暮2t3  

大気環境  

、－い  
、－－、、 

、、  

∵●＼、‘－－ －●－ 

∴∴∴、．∴：、．  

文献巨l錬データベース  

MES－BOOX （単行本所蔵日録）  

NIES－SC （途次刊行物所敲日録）  

NIES－REPORT（†折究報告論文日録）  

NIES－PAPER5（発表研究論文目録）   

△
 
△
 
◎
 
◎
 
 

◎  一般へ提供  
0  行政機関・研究者等へ提供  

△  所l人J利用システム上での利用に限定  

＊1 ［司立環塊研究所岬Wにて提供  

霊2  環脚青相接供システム（EICネット）にて提供  

■3  電子媒体にて捉倶   

回3．1環境情報データベースの構成  
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3．2 匡l立環境研究所ホームページ   

本研究所の案内情軋 研究情報等のインターネット上  

での情報発信手段として平成8年3月より「国立環境研  

究所ホームページ」の運用を開始している。’   

運用当初は，研究所の業務紹介やデータベースの提供  

等研究所の基本的な紹介情報を主としたものであった。  

その後，順次，個別研究テーマごとのページ ，さらに化  

学物質データベース等研究成果等を提供，紹介するペー  

ジを追加掲載したほか，英文年報等を全文掲載してきた  

ところである。   

本年度は，所内に設置された環境情報データベース小  

委員会（旧環境情報データベースワーキンググループ）  

において，情報提供の充実についての議論・検討を行  

い，利用者からのアクセスを容易にし，的確な情報案内  

や必要な情報を迅速に提供するなどの改良を行う必要性  

から，ホームページ情報検索システムを導入したほか，  

既存ページの見直し，各研究部ページの新規作成など国  

立環境研究所ホームページの再構築業務を実施した。   

情報提供の内容等の概要については，図3．2に示すと  

おりである。  

図3．3に示すとおりである。これらのサービスを利用す  

るための費用は通信料を除いて無料としている。システ  

ムの運用は，（財）環境情報普及センターに委託して実施  

している。   

環境情報提供システムについては，今後引き続き機能  

の拡充，提供情報の充実を図っていくこととLている。  

（注）ここでいうアクセス数とは，ホームページ内各  

ページのヒット数の合計を取りまとめたもの。  

3．4 環境数値データファイルの整備と提供  

3．4．1データファイルの整備   

環境情報センターの主要な任務の一つである環境数値  

データの収集，整理，保管，提供業務の一環として，本  

年度においては，前年度に引き続き大気環境データ及び  

水質環境データを収集してデータファイルの整備を行っ  

た。また，平成2年度（1p90年）以降の大気環境月間  

値・年間値データおよび水質環境年間値データについて，  

「環境数値データベースホームページ」を作成し，国立  

環境研究所ホームページサーバと環境情報提供システム  

によりインターネット上での提供を開始した。  

3．3 環境情報提供システム（EICネット）   

（EICネット：   

Envu・OnrnentalrnforTnation＆CommunicationNetwork）   

環境情報提供システムは，環境基本法第27条に基づ  

き，環境致育・学習の振興及び民間環境保全活動の促進  

に資するため，環境情報の提供及び情報交流の促進を図  

ることを目的とするもので，平成6年度よりシステムの  

構築を進め，平成8年3月からパソコン通信による情報  

提供を開始（平成10年12月料了）し，平成9年1月か  

らは，インターネットのWWWを利用した提供サービ  

スを，また平成10年10月からは，ファックス通信によ  

る提供サービスを行ってきた。  

本年度は，情報交流サービスの充実を図るため，7  

月，環境カウンセラー掲示板及び同メーリングリスト  

を，続いて8月には，一般会員用の掲示板として，イベ  

ント情報かわら版をWWW上に設置したほか，前年度  

に引き続き提供情報の更新・追加及びシステム機能の拡  

充等を行った。平成12年3月1カ月間の，EICネット  

ホームペしジヘのアクセス（注）数は，2，800，018件で  

あった。   

本システムによる提供情報等の内容については，  

（1）大気環境データ   

大気環境データは，①大気環境時間値データファイル  

⑦大気環境時間値データファイル；国設局 ③大気環境  

月間値・年間値データファイル ④大気測定局属性情報  
ファイル ⑤大気測定局マスターファイルにより構成さ  

れている。本年度は，前年度に引き続きデータファイル  

の作成を行った。   

各ファイルの内容は以下のとおりである。   

①大気環境時間値データファイル   

昭和52年度より，大気汚染防止法に基づき都道府県  

が実施する大気環境常時監視の1時間値測定結果をデー  

タファイルに収録する作業を開始し，収録項目を逐次充  

実してきた。本年度は，平成10年度測定に係る関東・愛  

知・近畿・中国・北九州地方の測定局（18都府県，1，260  

局）について，大気汚染物質（窒素酸化物，浮遊粒子状  

物質，二酸化イオウ，一酸化炭素，光化学オキシダン  

ト，非メタン炭化水素等16項目）及びその他項目（気  

象要素等10項目）等の各測定結果データを収録した  

（延べ10，421件）。   
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図3．2 国立環境研究所WWWによる情報提供  
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新着情報  
今月の環境庁報道発表資料  
パブリック・コメント募集，容器包装リサイクル法関係，化学物質対策の動向等  
その他のトピックス  

環境庁案内＝■採用情報  
環境庁報道発表資料  
環境庁行事予定  

行政資料（白書・計画・予算・報告書▲会議関係，コンピュータ西暦2r川）年間題，    環境会計，環境基準等）  

トピックス  

▲盲  

環境庁行政情報  

巨 

地域環境行政支援情報システム（知恵の環）  
アセス情報（環境影響評価情報支援ネットワーク）  
総合学習ソーン・モデル事業  
地械環境研究総合推進費   
行政資料（組織別）  

環境法令・条例・条約  

審議会等資料  

イベント情報  
かんきょうニュ  
環境数値データ  
エコライフガイ  
環境情報ガイド  

Ⅰ即発情報ガイドの内容  

環境情報源情報  
環境情報取扱機関情報  
環境関連法令■条約・条例情報  
環境基本用語解説情報  
環境図書情報  
INFO■「ERRA国内登録機関情報  
国際研究計画■機関情報  
部道府県政令市環境部局情報  

一スレタ      ベース  ド  

環境保全活動促進情報  

巨  

環境カウンセラー  
環境教育副読本ガイド  
環境NGO総覧  
地球環境基金助成フ’ロシ●ェクト  
民間環境保全活動事例（工］ロシップ1  
エコマーク商品情報  
環境教育映像機材  

環境研究情報  
環境クイズ（地球温暖化クイズ・砂漠化クイズ▲森林クイズ）  

情報検索‾‾∈箋箋警警雷撃据買主主竃芸散票訂イト情報検索）  

国立環境研究所  
環境研修センタ  
国立水俣病総合研究センター  
生物多様性センター  
国立公園  
国民公屈（皇居外苑，新宿・京都御苑等） 境ハ○小トシげブラザ  
地球環  
環境事業団  
公害健康被害補償予防協会  
せとうちネット  
乗アジア酸性雨モニタリングネットワーク センタ 
財団法人環境情報普及「  

環境庁関連機関  
のホームペジ  
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環境関連リンク  

＜EICネットヘのアクセス方法＞  

○インターネットのWWW（URL）；http：／／YWW．eic・Or・jp  

oファックス通信サービス；ブッシュトンのでるファックスから「帆35リ5－3Z77」ヘダイヤルし，  
音声案内に従い番号を入力‖  

図3．3 EICネットによる提供情報一覧  
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①公共用水域水質データファイル   

本年度は，平成10年度測定に係る全国公共用水域の  

全判定点（8，781地点，延べ119，081測定）について，  

生活環境項目（pH，DO，BOD，COD，SS，大腸菌群  

数，n－ヘキサン抽出物質（油分等），全室素，仝リン）  

及び健廉項目（カドミウム，全シアン，鉛，クロム（6  

価），ヒ素，給水銀，アルキル水銀，PCB等計23項目）  

等の各測定結果データを収録した。   

②公共用水域水質データ年間値ファイル   

年間の測定結果について，最高値，最低値，平均値，  

測定回数及び環境基準達成回数等を測定点ごとに集計  

し，生活環境項臥健康項目等の項目別に年間値ファイ  

ルを作成した。   

③公共用水域水質マスターファイル   

水質マスターファイルは公共用水域の水質測定点に関  

する情報を収録したファイルであり，データの検索や環  

境基準適合の判定などに用いる基礎的情報を持ってい  

る。本年度は，前年度に引き続き，変更地点等の調査結  

果に基づいて，地点統一・番号，地点名称，指定類型，達  

成期間，緯度，経度などをマスターファイルに収録した。   

以上のファイルは，環境庁水質保全局の行う公共用水  

域水質測定結果調査と密接な関係にあり，同調査によっ  

て得られた内容を当センターで収録・集計等の業務を行  

う過程で作成されたものである。環境庁水質保全局が平  

成11年12月に発表した「平成10年度公共用水域水質  

測定結果についで」及び同局監修の「仝l茎】公共用水域水  

質年鑑」の内容は，この作業結果を基礎としている。  

②大気環境時間値データファイル；国設局   

①と同様に，全国の国設大気測定所及び図設自動車排  

出ガス測定局（15局）についても，常時監視の1時間  

値測定結果を収録した（延べ197件）。   

③大気環境月間値・年間値データファイル   

環境庁大気保全局は，大気汚染防止法に基づき，毎  

年，都道府県より報告を安けた大気環境常時監視測定結  

果をとりまとめ，データファイルに収録・集計を行って  

いる。当センターでは，大気保全局より集計結果を収録  

したデータファイルの提供を受けて，昭和45年度測定  

結果から整備している。本年度は，平成10年度測定に  

係る全国の測定局（2，144局）について，大気汚染物質  

11項目の各測定結果データを収録した（延べ12，459  

件）。   

なお，本年度も，‘前年度に引き続き，大気保全局の平  

成10年度測定結果データファイル及び測定結果報告書  

の作成について，支援を行った。   

庄）大気測定局属性情報ファイル   

国立環境研究所及び環境庁大気保全局ほ，毎年「大気  

測定局属性調査」を実施し，全国の測定局の設置状況を  

調査している。当センターでは，属性情報管理システム  

を整備し，上記調査表を基に，データ更新，管理台帳の  

作成，データファイル作成等の業務を行っている。属性  

情報ファイルは，各年度の調査結果をファイルに収録し  

たものである。本年度は，平成10年度調査結果に係る  

情報を収録した。  

（9大気測定局マスターファイル   

測定局マスターファイルは，上記属性情報ファイルの  

収録内容のうち，大気測定局に関する基礎的情報を収録  

したファイルである。本年度は，平成10年度調査結果  

に係る情報を収録した。  

3．4．2 データファイルの提供  

（1）貸出による提供   

環境数値データファイルは，「環境データベース磁気  

テープ貸出規程」に基づき，従来より庁内及び行政機  

関・研究者等への提供業務を行っている。本年度は，計  

683ファイルの貸出を行った。   

また，本年度から，ユーザの多様なニーズに対し，よ  

りきめ細かな対応ができるようイントラネット上に整備  

したWeb対応「データ提供システム」の連用を開始し，  

デ【タフアイルの提供業務の効率化を回った。  

（2）水質環境データ   

水質汚濁防止法に基づき，昭利46年度から全国公共  

用水域水質調査が実施されている。昭和51年度よりこ  

の調査結果をデータファイルに収録する作業を開始し，  

収録項目を逐次充実してきた。本年度は，前年度に引き  

続き水質環境データファイルの作成を行った。   

水質環境データは，①公共用水械水質データファイル  

②公共用水域水質データ年間値ファイル ③公共用水域  

水質マスターファイルにより構成されており，その内容  

は以下のとおりである。  

（2）コピーサービスによる提供   

環境数値データファイルが環境研究及び環境行政分野  

のほサ，民間機関を含め広く社会的に利用されるよう，  
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「コピーサービス用磁気テープ貸出規程」に基づき，  

（財）環境情報普及センターを通じて，磁気テープコ  

ピーサービスによる有償提供を行っている。本年度は計  

769ファイルの提供を行った。  

行った。今年（平成11年1～12月）は，23件の照会  

があった（うち，国外からの照会数14件）。   

③ネットワーク上での検索システムの提供   

国立環境研究所ネットワーク及び国立環境研究所ホー  

ムページサーバから利用可能な検索システムの提供を  

行った。なお，本年（平成11年1～12月）の国立環境  

研究所ホームページ上の検索システムヘのアクセス回数  

は3，649件であった。   

④その他の活動   

情報源及び利用者への広報資料として，平成10年度  

に刊行した「INFOTERRA国内情報源台帳（第14版）  

CD－ROM版」の改訂を行い，ホームページ上で最新情  

報の提供を行った。  

3．4．3 自然環境保全総合データベースの整備と提供   

自然環境保全総合データベースは，自然環境に関する  

現況の把握及び変動の予測や評価等の基礎資料とするこ  

とを目的として，環境情報センターにおいて平成3年度  

より整備業務を開始したものである。   

これまでの成果としては，全国土の自然環境データを  

3次メッシュ単位で数値及び文字情報として検索・表示  

できるデータベースシステム（GREEN）を，国立環境  

研究所データベースサーバ上に構築し，自然環境基礎調  

査データの更新と追加及びその運用を行い，所内での利  

用が可能となっている。   

また，本データベースのパソコン版としてPGREEN  

が開発されている。このパソコン用データベースは，既  

システムの成果や収録データを基としつつ，Windows  

上でのグラフィカルな表示及び操作により，国土数値情  

報やメッシュ気候値などを組み合わせた自然環境データ  

の利用を容易にしたものである。   

また，PGREENについては，平成9年12月より環境  

庁内関係部署をはじめ，都道府県の環境・自然保護部局  

を中心に，提供申込があった機関に対して，システム及  

びデータを格納したCI）ROM又はFDを配布している。  

本年度も引き続き提供を行った。  

3．4．5 環境情報源情報の整備と提供   

環境情報については，これまで環境庁を始め政府機関  

等において多種多様な情報が集積され，環境自書などの  

形で公開されているが，これらの情報は必ずしも体系的  

な収集・整備が行われているわけではない。このため，  

環境情報の全体像とそれらの情報の所在について明らか  

にし，環境に関連する情報へのアクセスを容易にするこ  

とが必要となっている。   

このため，環境情報センターにおいては，どのような  

環境情報がどこにどのような形態で集積されているかに  

関する情報（環境情報源情報）を整備し，環境情報の全  

体像を明らかにするとともに，外部提供可能な情報源情  

報について，広く一般に利用可能な形で提供するため，  

平成4年度より環境情報に関する調査を行っている。   

本年度においては，環境情報源情報及び環境情報扱い  

機関情軌条例情敵 国の所掌事務解説情報等につい  

て，更新・追加調査を実施した。   

環境情報ガイドに収録している案内情報としては，以  

下のようなものがある。  

3．4．4 機関情報（lNFOTERRA）の整備と提供   

環境情報センターは，国連環境計画（UNEP）の運営  

する国際環境情報源照会システム（lNFOTERRA：  

InternationalEnvironmentalInfbrmationSystem）にお  

ける我が国の代表機関（NFP：NationalFocalPoint）と  

して，次の業務を執り行った。なお，平成12年3月現  

在，lNFOTERRAへの参加数は178カ国であり，登録  

されている情報源数は，約8，000件となっている（日本  

国内登録機関数576件）。   

①情報源の登録と更新   

本年度は，国内登録機関に係る記述の修正等の作業を  

行った。   

②情報源の検索照会及び回答   

国内外からの依頼に対して，情報源照会回答業務を  

○環境情報情報源情報  

（国，地方自治体，主要NCO等の持つ環境情報約  

1，200件）   

一情報の概要，収録内容，保有機関，整備期間，対象  

地域，入手方法などを収録  

○環境情報取扱い機関情報  

掴や地方自治体の組織，公益法人，・NGOなど約390件）   

一名称，所在，連絡先，扱う環境情報の概要，主要成  
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（1）内部システム  

（∋NIESLBOOK   

収集した単行本の所蔵目録データベースとして，昭和  

58年度から入力を開始したもので，書名，著者名，出  

版年，出版社，配架先等を入力している。このファイル  

の利用によって，各研究部等に分散所蔵された単行本の  

集中管理と有効利用が進められる。  

（∋NIES－SC   

収集した逐次刊行物の所蔵目録ヂ」夕べ】スとして作  

成しているもので，最新巻号，配架場所，所蔵巻号，所  

蔵年等のデータを入力している。このファイルの利用に  

よって，雑誌管理の省力化とともに，イントラネットに  

よる新着状況や所蔵情報の提供を可能としている。  

（∋NIESREPORT   

これまで刊行された国立環境研究所研究報告等につい  

て，シリーズご との表題，刊行年寄を記録しているデー  

タベースである。   

①NIESPAPERS   

国立環境研究所職員の誌上（所外の印刷物）発表論文  

等及び口頭発表（講演等）に閲し，発表者，題目，掲載  

誌（学会等名称），巻号・ページ（開催年）及び刊行年  

（発表年月）について，年度ごとにとりまとめ，データ  

ベースとしているものである。  

果，定期刊行物などを収録  

○環境関連法令・条約・条例情報  

（環境保全を主目的としている法律・条約・条例など約  

320件）   

名称，概要，公布・施行年月日などを収録  

○環境基本用語解説情報  

（ガイドディスク中の用語で解説を要するとおもわれる  

もの約330語）   

一名称，解説，関連図書などを収録  

○環境図書情報  

（ガイドディスクに収録された情報を理解する助けとな  

るよう，環境に関する代表的な図書約190件）  

○国際環境情報源照会システム（UNEP／INFOTERRA）  

の匡1内登録株関情報  

個や地方自治体の組織，研究所，大学など約580件）   

一名称，連絡先，扱う環境分野（キーワード方式）な  

どを収録  

○国際研究計画・機関情報  

（国際的なモニタリング計軌 環境情報の整備・提供機  

関など約370件）   

一名称，概要，目的などを収録  

○地方自治体の所掌事務解説情報  

（都道府県政令市環境部局の情報約120件）   

（2）CD－ROMシステム   

環境情報センタpでは，CD－ROMとして下記の3種  

類のデータベースを導入しており，本年度は，合わせて  

26件の利用があった。  

（∋Nl’1S   

N′nS（NatjonalTechnicallnfbrmationService－米  

匡】立技術情報サービス）作成の米国政府関連技術報告書  

を収録しているデータベースである。また，原典につい  

ては，EPA及び環境科学関連の技術報告書をマイクロ  

フィッシュで収集しているので，即時に利用できる体制  

になっている。   

②EIENERGYANDENVIRONMENT   

環境及びエネルギーに関する文献データベースで，主  

に，環境工学，石油・石炭技術，水源生態系，大気汚  

染，水質汚染，酸性雨関連の文献を検索することが可能  

である。  

本調査の結果を収録したディスク（環境情報ガイド  

ディスク）は，（財）環境情報普及センターを通じて一  

般への配布を行っているが，広く活用されることを考慮  

し，複写・譲渡を自由にしている。   

これらの情報については，国立環境研究所WWW  

サーバや環境情報提供システムによるオンライン提供も  

実施している。  

3．5 研究情報の整備と提供  

3．5．1環境文献データファイルの整備と提供   

環境研究や環境行政に関する文献情報の収集とその  

データベース化を推進するとともに，CDROM及び  

CCOD（カレントコンテンツのフロヅピーディスク版）  

の導入を行うなど，国内外のデータベースのオンライン  

検索による効果的な活用体制の充実を図っている。  
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③ENVIRONMENTLIBRARY   

OCl．COnlineUnionCatalog（OLUC）から環境関係  

の刊行物を抽出したデータベースである。  

提供する国際的オンラインネットワークデータベース  

サービスであり，科学技術関係の多数の有用なファイル  

を含んでいる。   

④GSearch  

（株）ジー・サーチのオンライン検索システムであり，  

－一般紙及び専門紙の新聞情報，産業技術情報の人物・人  

材情報，の検索に利用している。  

（3）FDシステム   

CCODは，米国ISI社（Institute for ScientiflC  

lnわrmation，lnc．）作成の目次速報誌であるカレントコ  

ンテンツのFD版であり，科学技術分野の主要な雑誌の  

目次情報を検索することができる。   

なお，本年度は，319件の利用があった。  

（6）所外文献照会業務   

所外文献の原典コピー人手については，国立大学附属  

図書館，JICST，国立国会図書館を利用しており，さら  

に，ri（外所蔵文献に関しては，米国のCAS（′chenlical  

AbstractsService）社の原鞍複写サービスを利用するこ  

とにより，転戦提供体制の強化を図っている。本年度  

の，外部機関への複写申込件数は，2，530件であった。  

（4）ERL（nternetService   

MEDLINEは，米国国立医学図書館（NLM：National  

LibraryofMedicine）作成の医学文献データベースで，  

平成10年度からは，所内丁．．AN接続のパーソナルコン  

ピュータから（株）紀伊囲屋書店設置のCDrROMサーバ  

に接続して，必要な文献を検索することが可能となっ  

た。   

なお，本年度は，2，餌8件（接続時間延べ42，682分）  

の利用があった。  

3．5．2 図育関係業務   

図書関係業務については，環境情報の収集，整理及び  

提供に関連する業務の一部として図書館業務を行ってい  

る。本年度末における単行本蔵書数は40，824冊であり，  

購読学術維誌は，国内外合わせて742誌にのぼる。図書  

等の管理及び研究情報の提供については，情報の電子化  

を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検索でき  

るよう整備している。また，本年度は新たに，電動書架  

（22台：42両）を導入し，学術誌収蔵量の拡充を図っ  

た。   

図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2，664  

棚，雑誌展示書架糾0誌分，204mZ，単行本閲覧室は棚  

致708乱 雑誌展示書架280誌分，194m2，索引・抄録  

誌閲覧室は棚数1，008棚，80m2，報告書閲覧室は，棚  

数918札 内m2であり，その他情報検索室（50m2），  

地図・マイクロ資料閲覧室（101m2），及び複写室  

（17m2）となっている。   

なお，本年度の延べ入館者数は29，373人であった。  

（5）データベースのオンライン検索   

当センターでは，次の3種類の所外データベースを利  

用しており，本年度は，126件の検索中込みを受付け  

た。   

①JOIS   

科学技術振興事業閉科学技術情報事業本部（JICST）  

のオンライン文献検索システム（漢字データベースであ  

るJICST系フ7イルを含む）である。また，オンライ  

ン発注による原報複写サービスが利用できる利点があ  

る。なお，」上CS′上’ファイルには，国内の環境公害関連の  

研究報告を含めて科学技術文献が毎年数万件入力されて  

いる。  

L ⑦DIALOG   

TheI）IALOGCorporationpIc．の検索システムであ  

り，利用できるファイル数が多い（約450種のデータ  

ベース，蓄積情報量は世界最大）のが特色である。ま  

た，科学技術情報だけでなく社会情報の検索にも有用で  

ある。  

（∋STN、International   

米国化学会のChemicalAbstractsService（CAS）と  

ドイツFIZKarlsruhe及び科学技術振興事業団が共同で  

3．5．3 環境庁委託調査報告書等の収集   

環境庁行政部局が委託等により実施した調査研究の成  

果（“GrayLiterature‖）は，研究者や一▲般の国民に  

とっても貴重なものである。本年度は，環境庁が本年度  

中に実施した調査研究等の成果物を中心に，74種の報  

告書を収集，整備した。   

この結果，累積総数は，1，952種に達している。  
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月に1度の定期保守を行っている。   

各システムのうち，ベクトル計算機本体，フロントエ  

ンドシステム，グラフィックスサブシステムの利用に係  

る調整にあっては地球環境研究センターが行い，上記以  

外のシステムの利用に係る調整，全システムの管理及び  

運卿二あっては環境情報センターが行うこととされてい  

る。   

本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含め  

て，ベクトル計算機及びフロントエンドシステムは57  

名，グラフィックスサブシステムが77名，計算サーバ  

サブシステム69名となっている。  

また，乳 地方公共団体，大学等より921種の寄贈及  

び寄贈交換があり，累積総数では，11，鍋2種を数える。  

3、5、4 編集・刊行業務   

当研究所の各部，各グループ，各センターの活動状況  

及び研究成果等については，刊行物として関係各方面に  

広く提供している。   

本年度においては，年報，NtESAnnualReport1999，  

特別研究報告（5件），業務報告（1件），研究報告（9  

件），地球環境研究センター報告（11件），国立環境研  

究所こユース（6回／年）を刊行した（7．1研究所出  

版物参照）。   

なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立国  

会図書館，国内外の環境関係試験研究機関，各省庁及び  

地方公共団体環境担当部局等に寄贈交換誌として配付し  

た。  

（2）ネットワーク管理業務   

平成3年庇に，スーパーコンピュータシステムが新規  

に導入されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエ  

1）アネットワーク：LAN）として，FL〕DIを基幹ネット  

ワークとする国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）  

が構築された。代表的な利用例は，各研究室等に配置さ  

れたワークステーション又はパーソナルコンピュータに  

より，スーパーコンピュータを始めとする各種コン  

ピュータの利用及び国外を含む所外の関連研究者との電  

子メールの交換である。   

平成6～8年度には，科学技術振興調整費によって，  

外部接続用専用回線を省際研究情報ネットワーク  

（1MneL）に接続し，毎年度，それぞれ512Kbps，1．5  

Mbps及び6Mbpsに増強を行った。この間，平成6、  

7年度末には，所内の各種業務及び研究活動の紹介を中  

心にした研究情報提供システム（WWWサーバ日本語  

版・英文版）の試験遇糊を開始するとともに，本格運用  

に移行した。   

一方，平成7年度には，ファイアウォールの導入によ  

るセキュリティシステムの構築を行うほか，平成8年度  

には，ドメインネームサーバの更新及び電話（デジタ  

ル・アナログ）回線による接続を可能にするリモートア  

クセスサーバの設置を行うとともに，】Pスイッチの新  

規導入によるデータ転送の高速化を図るとともに，  

lJAN構成の変更に伴うネットワークの適用を見直した。   

平成9年度当初には，前年度に試験運用を開始したイ  

ントラネット（所内掲示板，所内電話浄，ネットワーク  

利用者名簿，各棟申請告及び単行本所蔵目録データベー  

ス）の本格運用を開始した。また，研究所職員に対して  

ネットワーク利用に関するアンケート調査を尖施すると  

3．6 電子計算機管理業務   

環境情報センターは，電子計算機管理業務として，  

スーパーコンピュータを含む各種のコンピュータシステ  

ム及び国立環境研究所ネットワークに関する管理，運用  

等業務を所掌している。これらの業務を遂行するため，  

「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及び「匡】立  

環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，適正な  

管理，運用等を行っている。   

また，電子計算機の勤務時間外における利用体制を確  

立し，電算機周辺装置室及びグラフィックワークステー  

ション室の共通の出入口のドアに設置する磁気カげド方  

式による入退室管理システムの管理を行うとともに，利  

用にあっては「国立環境研究所電子計算機室利用要領」  

及び「匡l立環境研究所電子計算機室利用要領細別」を定  

めて運用を行っている。  

（1）コンピュータシステム管理業務   

平成9年3月のシステム更改では，計算需要の増大及  

び処理形態の多様化に対処するため，大型電子計算機シ  

ステムとスーパーコンピュータシステムを統合したシス  

テムとしてとらえ，比較的大規模のスーパーコンピュー  

タシステムを中核に，複数の各種サブシステムを加えた  

分散型のシステムを導入した。これらのシステムほ，夜  

間及び閉庁時を含めて24時間連練達転を行うとともに，  

スーパーコンピュータシステムについては，原則として  
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ともに，要望の強い電子メールソフトウェアの推奨及び  

その他の改善を図るなど，ネットワークの高度利用に努  

めている。平成9年度末には，コンピュータウィルス対  

策の一環として，コンピュータウィルス対策システムを  

導入し，運用試験を開始した。   

平成10年度には，ファイアウォールの更新を行い，  

当研究所のWWWサーバに対し，非武装地帯（DMZ）  

を設けるなど，セキュリティ強化を図るとともに，コン  

ピュータウィルス対策システムの本格連用を開始した。   

平成10年度末には，外部接続用専用回線をATM専  

用サービスを用い，135Mbpsに増強を行った。   

本年度には，ネットワークの有効活用を図るため，前  

年度に所内ネットワーク利用者を対象としてアンダート  

結果を踏まえて，提言された「ネットワークの活用に関  

する報告書」に基づき，イントラネットの電子掲示板，  

職員名簿，電子申請システム等の開発を行い，運用を開  

始した。   

また，′年度末には，個別PCに係るウイルス対策ソフ  

トの導入を行い，サーバ方式による頒布を開始した。  

3．7 環境情報ネットワーク研究会   

本年度には，前年度に引き続き「国立環境研究所環境  

情報ネットワーク研究会（第12回）」を平成12年2月  

9，10日に開催し，地方行政機関及び地方公害試験研  

究機関等から約50機関（約100名）の参加を得た。本  

研究会では，「緊急時におけるネットワークの活用」を  

主テーマとし，ナホトか号重油流出事故の際の情報提供  

等の事例紹介の発表を行った。また，最近の新たに公開  

された情報提供システム等の紹介とそのデモンストレー  

ションを行った。  
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4．地球環境研究センター  

4．1業務概要   

近年，地球温暖化，成層圏オゾン層の破壊，酸性／酸  

化性降下物，海洋汚染，熱帯林の破壊，砂漠化生物多  

様性の減少等の地球規模での環境問題が顕在化し，人類  

の生存基盤に探刻な影響を与えている。このような事態  

に対して実効ある取り組みを行うためには，地球環境に  

関する観測・監視と調査研究を抜本的に強化し，人類の  

諸活動が地球環境に及ぼす影響を科学的に解明する基礎  

作りを進めることが不可欠であるという認識が世界的に  

広まっている。とりわけ，高度な経済活動を営み，優れ  

た技術力を有する我が国としては，「世界に貢献する日  

本」－の立場から，国際的地位に応じた役割を積極的に果  

たしていくことが必要である。   

以上のような背景の下，地球環境研究センターは  

1990年10月1日に発足した。当センターの基本的任務  

は，地球環境研究を国際的，学際的，さらには省際的な  

観点から総合的に推進することにあり，この実施のため  

に，地球環境研究の総合化，地球環境研究の支援および  

地球環境のモニタリングを業務の「三つの柱」として据  

えている。本年度には，1998年度までに築き上げた基  

盤をさらに発展させるべ〈業務を実施した。具体的に  

は，内外の研究者の参加による地球環境研究者交流会議  

を2回開催するとともに，各種講演会等を開催して研究  

者間の交流を促進した。また，地球環境研究センター  

ニュース（月刊）及び研究成果等を取りまとめた各種報  

告書の発行による広報活動，総合化研究の継続的推進，  

スーパーコンピュータシステムの戦略的運用，国連環境  

計画／地球賓源情報データベpス（UNEP／GRID）のセ  

ンターとしてのサービス提供，苫′J、牧フラックスリサー  

ナサイトの新規整備，落石岬や波照間などの地球環境モ  

ニタリングステーションの整備，地球環境モニタリング  

事業の充実などを図った。また，地球観測プラット  

フォーム技術衛星（ADEOS）に搭載された改良型大気  

周縁赤外分光計（ILAS）によって取得されたオゾン層  

関連データの解析と一般ユーザーへのデータ提供を継続  

し，ルAS－Ⅲデータ処理運用システムの改訂作業を行っ  

た。   

このほか，国際研究協力の観点から，気候変動に閲す  

る政府間パネル（1PCC），砂漠化対処条約（CDD），地  

球圏・生物圏匡＝祭協同研究計画（lGBP），地球環境変動  

に関する人間社会的側面研究（IHDP）等の各活動への  

参加，アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）  

への支援等の活動を行った。  

4．2 地球環境研究の総合化   

地球環境問題は，発展途上国における人口増加や貧  

困，農業用地の乱開発，先進国の都市化，高度な生活の  

要求および急速な技術進歩等，人間活動が複雑に関連し  

合って生じている。地球環境研究の総合化においてほ，  

地球環境保全に向けて，各分野の研究者の総力を結集し  

て効果的に研究を進めるため，研究の有機的連携を図る  

とともに，こうした社会現象や環境破壊に至る現象を総  

合的に把握し，相互作用を解明することにより，地球環  

境研究の方向づけを行うことを目的としている。  

4．2．1地球環境研究の方向づけ  

（1）地球環境研究者交流会議   

地球環境研究センターでは，体系的，効率軋 学術的  

かつ国際的な地球環境研究を推進するための一環とし  

て，地球環境研究に携わっている研究者を広く結集し，  

研究手法，成果等について給合的かつ分野横断的に検討  

するための交流会議を開催している。   

1）第14回地球環境研究者交流会議   

標記交流会譲は，「生物多様性とその情報」をテーマ  

に，1999年7月14～16日にかけてつくば国際会議場  

で閲催された。   

発表課題は，基調講演として7件，口頭発表として  

52件及びポスタナセッションとして35件であり，海外  

から51件，匡†内から43件であった。   

初日は，開会に引き続き，基調講演として「地球規模  

の生物多様性とその情報」について7名が講演した。続  

くセッション1では，「生物多様性情報とその分類」に  

ついて5名の講演が行われた。セッション2では，「分  

類名目録の入手」について3名の講演が行われた。2日  

日のセッション3では，「地球規模の生物種別データ  

ベース」の殴新の情報について5名の研究者が講演を  
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行った。セッション4では，「地域生物多様性情報とそ  

の関連研究」について，11名の研究者が講演を行った。  

また，これと平行して，国内外から35名のポスターに  

よる参加があり，講演の合間のポスターセッションで  

は，他の研究者等と活発な意見交換が行われた。   

3日目は，二つの会場において，それぞれ「アジア・  

オセアニアにおける現状」を主題とするセッションと，  

「CODATA／DSAOTaskGroup」の会合が行われ，  

発な議論と意見交換が行われた。生物多様性情報に係る  

世界各国の研究者が一堂に会してそれぞれの研究成果や  

情報を交換するとともに，特に他の地域と比べて連携が  

遅れていたアジア・オセアニアの研究者の間で，新たな  

ネットワークづくりの端緒ともなる会議であった。   

本ワークショップには，国内外から133名の参加者が  

あった。なお，本ワークショップの講演薬として，第  

14回地球環境研究者交流会議報告書が平成12年度に出  

版される予定である。   

2）第15回地球環境研究者交流会議   

標記交流会議は，「インドネシア森林火災」をテーマ  

に，2000年3月7日に東京の日本教育会館で開催され  

た。   

本会議では，地球環境問題の中でも近年大きな問題と  

して取り上げられているインドネシアを中心とした森林  

火災について，最新の知見と情報を共有することを目的  

に，インドネシアを中心に国内外の第一線で研究に携  

わっている研究者による講演及び意見交換が行われた。   

インドネシア環境省と我が国環境庁の幹部による開会  

挨拶に続いて，セッション1では，「大気・気象」の観点  

から，対流圏オゾン増加の問題や大気・海洋モデルの利  

用など，6件の講演が行われた。続くセッション2で  

は，「生物多様性と生態系への影響」について，7名の  

研究者が植物や野生動物などのケーススタディ∵をまじ  

えながら最新の研究成果について発表した。「社会経済  

と環境安全保障」という視点から6名が講演したセッ  

ション3では，健康影響や火災防1ヒ管理プロジェクト，  

衛星利用などの発表があり，活発な議論が展開された。  

最後に全体討論が行われ，国内外から約70名の参加者  

を得た本会議を終了した。なお，本会議の成果をまとめ  

た講演集として，第15回地球環境研究者交流会議報告  

書が平成12年度に出版される予定である。  

（2）国内・国際ワークショップの開催  

1）地球環境研究講演会「温室効果ガスのインベント   

リーに関する諸問題」  

1999年9月28日所内中会議室において，標記講演会  

を開催した。講師には，地球環境研究センターの客員研  

究官でもある（財）地球環境戦略研究機関の上級コンサル  

タントの平石ヂ彦氏を招き，IPCCの最近のガイドライ  

ンヤインベントリーに関する計画・活動について講演が  

行われた。講演終了後，地球環境研究センターの職員等  

により関連報告がなされ，活発な討論が行われた。な  

お，本講演会には約40名の研究者が出席した。   

2）「中国の草地及び森林に関する生態学的研究」講  

1999年11月18日所内中会議室において，標記講演  

会を開催した。岐阜大学流域環境研究センターと共同で  

研究を進めている中国科学院植物研究所の研究者3名よ  

り「内モンゴル草原での草地植生の生産性・炭素収支」  

などの研究について，また中国科学院西双版納熱帯植物  

園森林生態研究室の張一平教授により，中国生態システ  

ムネットワークの観測ステーションの紹介と成果につい  

て発表が行われた。本講演会には国内外より約30名の  

研究者の出席があった。   

3）「植物による環境評価」に関する講演会  

1999年12月3日所内中会議室において「植物による  

環境評価一長期・継続の事例を中心に」をテーマに，  

大気環境学会関東支部植物影響部会との共催で講演会を  

開催した。本講演会は，毎年1回テーマを定めて開催し  

ているものであるが，本年度は野外における植物影響調  

査について，影響評価・指標・モニタリングの3つの観  

点から，千葉県環境研究所の岡崎淳研究員，福岡県保健  

環境研究所の須田隆一研究員，また所内からは地球環境  

研究センターの鄭有斌氏（STAフェロー）による講演  

がなされた。本講演会には約25名の出席者があった。   

4）第8回シベリア永久凍土地帯目口共同研究シンポ  

ジウム   

2000年1月19～20日のニ日間にわたり，標記シン  

ポジウムが，科学技術振興事業団（戦略的基礎永久凍  

土撹乱と温暖化ガス研究グループ）との共催で，所内大  

山ホールにおいて開催された。第1日目は，ロシアにお  

けるメタン発生や永久凍土，森林火災など6項目の課題  

に関して25件の，発表が，また第2日目にはロシアにお  

ける動物相・リモートセンシング・大気等5項目の課題  
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報の3セッションに分類され，第1日日は所内の第3会  

議室において，セッション①，③の計8課題が，第2日  

巨＝二は所内中会議室においてセッション（∋に関する11  

課題が発表された。両日とも，発表後活発な意見交換が  

行われた。また22日には発表終了後，海外からの研究  

者のために所内の実験施設等の見学会も合わせて行われ  

た。なお，本ワークショップにはアジア・オセアニアか  

らの15名の外国人を含め約40名の研究者の参加があっ  

た。  

に関して18件の発嚢が国内外の研究者よりなされた。  

本シンポジウムには，外匡】人を含め，約90名の参加が  

あった。なお，今恒1のシンポジウムにおいで報告された  

内容は講演要旨集として2000年5月頃に出版される予  

定である。   

5）「環境変動に対する植物の適応と順化」に関する  

講演会   

2000年2月22日所内中会議室において標記講演会を  

開催した。講師は英国ニューカッスル大学のアン・マク  

ラーレン・ポーランド博士であり，CAM植物（サボテ  

ン等）の環境変動に対する適応と順化についての講演が  

なされ，研究全般についての活発な情報交換も行われ  

た。なお，本講演会には外国人も含めた20名余の参加  

があった。   

6）「アジア地域の温室効果ガスインベントリー」に  

関するワークショップ   

本ワークショップは，2000年3月9～10日に（財）地  

球環境戦略研究機関との共催で神奈川県葉山町で開催さ  

れた。第1［＝∃は「農業」と「土地利札 土地利用変化  

及び森林」のセッションにおいて計13名の発表があり，  

活発な意見交換，問題提起などが行われた。引き続き行  

われた「廃棄物」「各セクターに係る諸問題」の両セッ  

ションでは，合わせて6名の発表が行われた。第2日目  

は，「排出源データベース」及び「今後の協力関係」を  

テーマにグループ討論が行われ，その結果が発表された  

後，各セッションごとに総括がなされて閉会した。参加  

者は，アジア諸国を中心とした外【萱】人17名を含む40名  

であった。   

7）「植生と環境変動」に関する講演会   

2000年3月13日所内第3会議室において，標記講演  

会が開催された。講師はカナダより来日したブリティッ  

シュコロンビア大学のガイ博士とゲルフ大学のデイクソ  

ン博士，中国科学院の場数授の3名であり，辛魅・大気  

汚染・酸性雨などの地球環境変動とその植物影響等に関  

する研究の講演がなされた。所内外より約30名の参加  

者があった。   

8）地球環境研究国際ワークショップ   

2000年3月22～23日の2日間にわたり，「アジア・  

オセアニア地域における生物多様性研究の現状」と題し  

て地球環境研究国際ワークショップを開催した。本会議  

は①砂漠化と生物多様性について ①熱帯雨林と生物多  

様性について ③国別・地域別の生物多様性に関する情  

（3）地球環境研究総合推進費関連   

地球環境研究センターでは，地球環境研究総合推進費  

の各分野ごとに研究代表者が集まり，課題ごとの連絡を  

密に取り合うことにより，各分野の効率的な推進を回る  

こと，また，各課題の進捗状況を把握し，地球環境研究  

等企画委員会に報告することを削勺に，研究連絡会議を  

毎年開いている。本年度も8～9月にかけて開催し，各  

分野の課題代表者や環境庁地球環境部の担当者ととも  

に，今後の研究の方向性を含め，活発な議論が行われ  

J∴  

（4）定期刊行物などによる広報活動   

地球環境研究センターニュースほ，地球環境研究の推  

進と情報交換のために，地球温暖化や酸性雨など，地球  

環境研究の第一・視で活躍する研究者による最新の研究成  

果や，気候変動枠組み条約締約匡1会議などの国際会議の  

報告，地球環境研究センター主催会議の案内などの内容  

を取り上げて毎月発行し，地球環境問題に関心をもつ研  

究者をはじめ，行政機関，研究教育機関及び－・般読者な  

ど約2，600名を対象に無科で配付している。   

また，「第12回地球環境研究者交流会議報告書（二酸  

化炭素と海洋）」や，スーパーコンピュータを利用した  

研究成果をまとめた「アクティビティーレポ■－ト」，「モ  

ノグラフ」をはじめとする，地球環境研究の成果を取り  

まとめた報告書を7冊刊行し，関係する研究者，各機関  

などに配付した。  

4．2．2 地球環境研究の国際的な組織化  

（1）インドネシア森林火災に関する研究者ネットワー   

ク（SNIFF）  

1997～1998年にインドネシアのえマトラおよびカリ  

マンタン島で発生した大規模かつ長期間に及んだ森林火  
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災は，大気化学，気象，地球温暖化，熱帯林保全，生物  

多様性保全等の分野に多大な影響を与えると考えられ，  

地球環境保全の観点から監視・研究する戦略について検  

討する必要が生じた。このため，関連研究者，関係省庁  

等の情報交換を継続することが重要であるとの認識か  

ら，環境庁地球環境部と協議し，当センターが事務局と  

なり，1997年11月にメーリングリストを作成した。本  

ネットワークではインドネシアを中心に，森林火災の状  

況や研究関連情報ばかりでなく，社会情勢等を含め，実  

際に研究を行う上で有用な情報交換がなされている。   

また，本年度は，2000年3月に東京において，イン  

ドネシア森林火災をテーマに地球環境研究者交流会議を  

開催し，本ネットワークの登録者も多数参加した。  

るTPNlの日本におけるフォーカルポイント（窓口）  

として指定され，本年度は電子メール等によるアジア各  

国の関係機関からの連絡業務への対応を行った。  

4．2．3 各種研究企画支援活動  

（1）第2回地球圏・生物凰国牒協同研究計画（lGBP）  

コングレス  

1999年5月7－13日にかけて，1GBP全体にわたる  

研究成果あるいは問題点を討議するため，神奈川県葉山  

町において標記会議が開催された。はじめの2日間で  

は，日本におけるIGBPの研究成果の発表を含む全体会  

議が開かれ，後半の3日間では，28の領域にわたる分  

科会が開かれて，どのような形で，1GBP全体の統合化  

を行っていくかが討議された。   

今回の会議では，炭素循環や，水資源，食料といった  

自然と人間活動とのいわば接点となる分野横断的な課題  

について，今後全地球的に取り込む必要があることが結  

論として確認された。参加者は，37カ国・地域から350  

余名に上った。当センターでは企画段階から本コングレ  

スヘの支援を行い，また会議には総括研究管理官をほじ  

め3名が出席し発表などを行った。  

（2）Species2000ASIAOCEANIA   

国際生物学連合，国際微生物学連合などの後援を受け  

たSpecies2000計画は，統一された生物種名の記載を  

進め，生物多様性保全のための基盤となる生物種情報の  

世界規模のネットワークを推進する国際プロジェクトで  

ある。ヨーロッパや南北アメリカと並び，アジア・オセ  

アニアにおける地域別活動に関して，日本にそのイニシ  

アチブをとることが求められていた。1999年7月につ  

くば市において開催された第14同地球環境研究者交流  

会議（テーマ「生物多様性とその情報」）に引き続いて，  

Species2000AsiaOceaniaの第1回実行委月会が開催さ  

れ，リージ ョナルセンターを当センターに誘致すること  

となった。これを受けて，当センターにおいてアジア・  

オセアニア地域における各国の関係者の情報支援のため  

のメーリングリストを作成するとともに，生物多様性関  

連の情報収集にも努めた。また，2000年3月には，第  

2回実行委貞会をつくば市で開催し，Species2000  

AsiaOceaniaの憲章を制定するための打ち合わせを  

行った。  

（2）地球環境変化の人間・社会的側面に関する国際研  

究計画（州DP）研究者による1999年公開会合  

1999年6月24～26日にかけて，神奈川県葉山町に  

おいて，地球環境変動の原因としての人間活動や，変動  

の人間社会への影響の研究に携わる研究者が，最新の研  

究成果を持ち寄り，情報交換をするとともに，研究者の  

交流，新たなネットワークづくりを目的として，標記会  

議が開催された。全体会合では，①土地利用と土地被覆  

変化 ②人口変化と環境 ③地球環境変動に関する政策  

決定プロセス ④項境と紛争 ⑤生態系が果たすサービ  

スの価値評価というセッションが設けられて講演，討論  

が行われるとともに，平行して47の分科会が，8会場  

に分かれて会議を行った。41カ国から300名を超える  

参加者があり，1朗件の発表がなされた。本会合に関し  

ても企画段階から支援を行い，当センターからも3名が  

参加した。   

なお，当センターは，日本学術会議地球環境連絡委員  

会IGBP専門委員会LUCCノト委員会幹事として本年度も  

活動を行い，JAPANLUCCのこユースレターや国内  

ワークショップの開催を通じて，日本でのLUCC関連  

（3）砂漠化対処条約テーマ別プログラムネットワーク1   

（TPNり   

砂漠化対処条約（CCD）では，地域別の活動が推進  

されており，アジア地域においては，モニタリング，ア  

グロフォレストリーなどのテーマ別プログラムネット  

ワークが動き出している。  

1999年7月に開催された，砂漠化対処条約北京会合  

を受けて，「砂漠化のモニタリング及び評価」を担当す  
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推進費研究プロジェクト「中国における土地利用長期変  

化のメカニズムとその影響に関する研究（LU／GEC－  

Ⅲ）」との連携，整合性を図り，両者の効率的推進を目  

指して設置された。数回にわたる検討会を行い，その成  

果は「LU／GECプロジェクト報告書Ⅵ」としてまとめ  

られた。  

の研究の現状把握や国外機関との意見交換会を通じての  

連絡調整等を行った。  

（3）lGBP／START（解析・研究・研修システム）地球   

環境研究能力構築に関する国際ワークショップ  

1999年10月26～29日にかけて，北京において標記  

会議が当センタナ主催で行われた。IGBP，ⅠトiDP，  

WCRPの国際研究計画の共同出資によ．り進められてい  

る。地球変動に関する地域レベルの研究・研修システム  

であるSTARTとの共催により，今後の地球環境研究の  

展開，地域間研究ネットワークの強化，途上国の能力構  

築の向上などの推進について検討された。出席者は，  

STARllの運営委員会のメンバーを中心に，平行して開  

催された地球環境研究に関する資金提供者会議の出席者  

と合わせて約50名であった。  

（6）世界気候研究計画（WCRP）／成層圏プロセスと  

その気候における役割研究計画（SPARC）水蒸気  

アセスメント   

SPARCWaterVaporAssessrnent（WAVAS）報告書  

を2000年中にまとめるべく，SPARCの活動が進行中で  

ある。このアセスメントは，温室効果ガスの一つである  

水蒸気を対象とし，上部対流圏（UT＝UpperTroposphere）  

と下部成層圏（LS＝LowerStratosphere）を対象領域  

としている。   

UT／LSの水蒸気については，余球分布の定量的把握，  

その季節内変動，季節変化，年々変動，長期変化等が  

はっきりした形でこれまでまとめられてこなかった。そ  

のような状況の中で，UT／LSの水蒸気の理解を総合的  

にまとめることを目指してWCRP／SPARCとしてこの  

アセスメント活動が行われている。環境庁の衛星セン  

サーILASの水蒸気データが，この活動に貢献しうるこ  

とから，lLASプロジェクトと連携しながら，この  

WCRP活動に参加した。  

（4）東アジア地域における地球変動研究の地域ネット  

ワーク計画委員会（TEACOM）  

1CBP／STARTにおいて，地球規模の変動に関する地  

域研究所のネットワークづくりを行うため，TEACOM  

が創設された。本年度には，第8回TEACOM会合が  

10月18、19E】の日程で神戸のAPN事務局会議室で開  

催された。当センターは，会合の準備，開催に当たり支  

援を行った。会合の内容は2つに大別され，第1E柑は  

2000年出版予定のIGBPReportSTART特集に掲載され  

るTEACOMSynthesisの内容と執筆分担および編集ス  

ケジュールの打ち合わせであり，2日日は定例の  

TEACOM会合であり，地域気候モデルプロジェクト及  

び東アジア温帯域土地利用プロジュクトの活動状況の報  

告などがなされた。   

また，2000年2月21～23Elには，APNとTGBP／  

START本部からの支援を受けてLUTEA（土地利用・被  

覆変化研究ネットワーク）のデータベースワ∵キンググ  

ループ会合と1JUTEAワークショップが開催され，束ア  

ジア地域で整備が進んでいる土地利用・被覆変化関連  

データベースのインベントリー作成作業の割り振りが行  

われ，当センターは我が国の農地面積の変遷を分担し  

た。  

4．2．41国際集約等への貢献  

（1）気候変動に関する政府間パネル（肝CC）  

lPCCでは，気候変動枠組み条約（UNFCCC）の推  

進に関連して，科学的知見をまとめた提言などをもと  

に，政府レベルでの検討などを行っているが，現在，第  

3次評価報告書と特別報告書の作成が進んでおり，匡L立  

環境研究所，地球環境研究センターの研究者も執筆者  

（リードオーサ）に選出され，関連分野において作業を  

分担し，活動の推進に貢献した。   

1）第3次評価報告書   

tpccでは2001年2月を目途に第3次評価報告書の  

作成を行っている。1998年7月のスコービング会合  

（ドイツ，バドミエンステライル）で目次案と執筆者を  

決定し，各国政府のコメントを受けて修正を加えた後，  

同年10月の第14回全体会合（スイス，ジュネー ブ）に  

おいて，目次案と執筆者を決定した。日本から選出され  

（5）地球環境保全と土地利用検討会（LU／GEC）   

本検討会は，当センターデータベース部門の土地利用  

に関するデジタルマップ整備事業と平成10年度開始の  

－ 233 －   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

た執筆者は第一作業部会5名，第二作業部会7名，第三  

作業部会12名の計24名である。匡は環境研究所から  

は，第二作業部会に2名，第三作業部会に1名の執筆者  

（うち2名は執筆責任者）が選出された。1999年4月ま  

でに第0次原稲が作成され，内部専門家からのコメント  

を受け，原稿が修正された後（第1次原稿）に，正式な  

専門家によるレビューが開始された。2000年3月中に  

は，各作業部会とも，専門家からのコメントを考慮した  

第2次原稿が作成され，2000年4月以降，政府レ  

ビューが開始される。2回の政府レビューの後に2001  

年1～3月に，各作業部会の全体会合で第3次報告書と  

して採択される。   

2）特別報告書   

現在，技術移転，排出量シナリオ，土地利用と森林  

（吸収源）に関する3つの特別報告書の作成作業が進ん  

でいる。排出量シナリオの特別報告書では，国立環境研  

究所が開発した凍合評価モデル（AIM）が排出量シナリ  

オ作成・評価のモデルの一つとして，選定された。排出  

量シナリオの特別報告書は，専門家や政府のレビューを  

経て，2000年3月のIPCC第三作業部会全体会合で審  

議，採択された。また，技術移転の特別報告書も審議，  

採択された。土地利用と森林（吸収源）の特別報告書  

は，1997年12月の気候変動枠組み条約第3回締約匡l会  

議（COP3）で，各国の温室効果ガス削減量に森林の吸  

収量を含めるかが議論となり，森林の吸収量について  

1PCCが科学的知見をまとめることを要請され，作成さ  

れている。第3次評価報告書とほぼ時期を同じくして，  

報告書目次の決定，執筆者の選出が行われたが，地球環  

境研究センターの研究者も執筆者として協力している。  

報告書原稿が作成され，専門家や政府のレビューを受け  

た後，2000年5月のIPCC全体会合で採択される。  

地域レベルでの条約の実施の状況，及び砂漠化対処条約  

第4回締約国会議に関する討議が行われた。（∋において  

は，砂漠化のモニタリングとアセスメントに関する各国  

の進捗状況報告の後，砂漠化のモニタリングと評価を担  

当するTPNl（ホスト国は中国）の立ち上げに係る手続  

きについて議論が進められ，その目的，構造，作業計  

画，優先的な活動などについて合意に至った。この会合  

には，当センターからも日本側代表団に参加するととも  

に，TPNlにおける日本のフォーカルポイント（窓口）  

として活動することになった。  

（3）地球規模生物多様性情報横橋（GBIF）設立のた  

めの暫定運営委員会  

1999年9月23～25日及び2000年2月12－14日ま  

で，米国ワシントンのスミソニアン研究所及びNational  

ScienceFoundationにおいて標記会議が開催された。   

GB肝は庶済協力開発機梼（OECD）のメガサイエン  

スフォーラムで議論されていた構想で，生物多様性保全  

の基盤としての地球規模の生物多様性情報を構築するこ  

とを目的にしている。1999年からこの構想はOECDを  

離れ，発展途上国も含めた機構として，また生物多様性  

条約（CBl〕）との連携を視野に入れて活動している。  

当センターからも標記暫定委員会に委員を送り，GBIF  

のあり方などに関する検討に参加している。なお，  

GBIFはSpecies2000計画とも密接に関連して推進され  

る予定である。  

（4）アジア太平洋地坪変動研究ネットワーク（APN）   

APNは，地球変動に係る国際共同関係を効率的，効  

果的に推進するため，世界を三つの地域に分けて，各地  

域で地球変動研究のネットワーク化を図る構想の一環の  

うち，アジア・太平洋地域における政府レベルの協力関  

係を構築するものである。1996年3月から本格的に活  

動を開始し，複数の地球環境変化の問題に対してアジ  

ア・太平洋地域の研究ネットワークの立ち上げを支援し  

ている。当センターからはAPN国内委員を送り出して  

おり，APN事務局を補佐する立場にある。本年度から  

兵庫県もAPN事業の取り組みに参加し，1999年8月に  

はAPN事務局が神戸に移転し，活動が強化された。神  

戸への事務局移転を記念して，10月20、22日の日程  

でAPNシンポジウムと，APNの重点課題である「地球  

環境変化の人間的側面」と「気候変化の変動」に関する  

（2）砂漠化対処条約北京会合  

1999年7月22～27日にかけて，北京の中国林業科  

学研究院において，①「早期警戒システムに関するアジ  

ア・アフリカ技術ワークショップ」⑦「第2回アジア・  

ウォーカルポイント会合」③テーマ別プログラムネッ  

トワーク けPNl）立ち上げ会合」が，続けて開催され  

た。   

①では，アジア・アフリカの専門家が参加し，砂漠化  

に対処する早期警戒システムに閲し，技術的な側面から  

意見交換が行われた。①においては，各国のl司レベル，  
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行った。また，平成7年度にとりまとめて以来のIPCC  

等の新たな知見を加え，改訂作業を行い，「海面上昇  

データブック2000」を刊行した。温室効果ガス吸収源  

については，吸収量推定のための衛星画像データベース  

の作成に着手した。また，平成10年度に仮構築した，  

l吸収源評価のための基礎データベースの改良を行った。  

排出源については，東アジア地域での長距離越境大気汚  

染解明のための基礎データベースとして，中国，インド  

及び韓国におけるSO2，NO∬等の市町村ごとの排出イン  

ベントリを作成するとともに，その地理情報システムの  

開発を行った。‡．L会経済分野では，土地利用変化につい  

て，中国華北平原周辺（1990年代）及び北朝鮮首都周  

辺（1980年代）の土地利用モザイク画像の作成及び表  

示システムの開発・改良を行った。生態系については，  

タイ国及びマレーシアl司の調査プロットにおける調査に  

基づき，熱帯域における陸上生態系の基礎データ整備を  

引き続き行った。地球環境モニタリングデータについて  

は，つくば及び黒鳥にある米国の環境衛星NOAAの受  

信施設から得られるデータから，当センターが作成して  

いる東アジア地域における植生指数データ（1997年）  

をC［トROMとして刊行した。また，大気汚染観測デー  

タとして，匡l立環境研究所等が行った航空機・地上観測  

デ叩夕（1996～1998年度）をCDROMとして刊行し  

た。  

スコービング・ワークショップが開催され，当センター  

からも出席した。  

（5）東アジア酸性雨モニタリングネットワーク   

（EANET）に関する国際会議   

標記会議の第1回会合が新潟市で2000年1月25～  

28日まで開かれ，EANETが作成する，モニタ1）ング・  

ガイドライン，技術マニュアルなどについて及び準備期  

間中の活動の評価やデータ報告書の取扱いについて議論  

がなされた。また，この会合の結果を受けて，第2同会  

合が3月13～15【‡ほで，インドネシアのジャカルタで  

開催され，準備期間中のモニタリング・データヤクスク・  

フォースの設置などについて検討を行った。同会議に当  

センターからは研究管理官が参加し，討論に加わった。  

4．2．5 総合化研究   

地球環境研究総合推進費の中の「総合化研究」につい  

ては，当センターが中心となって推進しており，本年度  

年度は，「持続可能な国際社会に向けた環境経済統合分  

析手法の開発に関する研究」，「温室効果ガスインベント  

リーシステム構築の方法論に関する研究」及び「地球環  

境研究推進のための総合化・体系化に関する研究」を実  

施した。（詳細については，2．3．10参照）  

4．3 地球環境研究支援  

4．3．1データベース  

（1）地王求環境データベース   

地球環境研究センターでは，地球環境に関する各種情  

報を収集・蓄積し，国内外の研究者や施策決定関係者に  

対して広く提供を行っている。   

本年度には，東アジア・太平洋地域における温室効果  

ガス吸収源データベースの確立に重点的に取り組むこと  

とし，関連情報，データの収集・整備を開始した。   

分野別のデータベースの構築については，情報源情報  

として，近年のインターネットの普及に伴って急激に変  

化している世界の地球環境データの人手方法等を把握す  

るため，モニタリング計画の概要，データの所在や入手  

方法等についてとりまとめた「情報源データベース」の  

更新を行い，英語版を刊行した。地球温暖化対策として  

は，アジア・太平洋地域における温暖化対策のデータ  

ベース化に着手するとともに，温室効果ガス排出シナリ  

オデータベースの好新及びシステムの改良を引き続き  

（2）GRID一つくぼ   

当センターは，平成3年5月にUNEP／GRID（地球資  

源情報データベース）のセンターに指名され，以来  

GRID一つくぼとしての活動を進めている。   

平成4年度から開始したGRIDの地球環境データの提  

供業務については，本年度は，【封「勺外から25件の申請  

があり，147データセット（GRIDつくぼホームペー  

ジからのダウンロード件数を含む）の提供を行った。   

本年度は，京都議定書における温室効果ガス吸収源研  

究の基礎データとして，世界日射量メッシュデータの整  

備を平成10年度に引き続き行った。また，GRIDセン  

タげや関連機関に関する情報源情報である，GRIDメタ  

データディレクトリの情報更新を行った。  

4．3．2 スーパーコンピュータ  

1991年度からスーパーコンピュータシステムの利用  

サ［ビスの提供が開始され，1995年度に現行のシステ  
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ムに更新されて以降も，超高速・大容量の磁気ディスク  

を追加し大幅に性能の向上を図るなどして，引き続き研  

究所内外に開放して運用を行った。運用に当たっては，  

専門家からなる「スーパーコンピュータ関連研究ステア  

リンググループ」会議を開催し，その意見等を反映させ  

るとともに，「スーパーコンピュータ利用ワーキンググ  

ループ」会議を開催し，代表的ユーザーを中心にスー  

パーコンピュータへの意見などを収集，整理し，利用研  

究の改善を推進している。   

本システムを利用して実施された本年度の研究課題は  

下記のとおりである。  

・lPCC20（犯年レポートのための大気海洋結合モデ  

ルの長期積分  

・lPCC第3次報告書に関連した気候感度実験  

・ナッジング光化学輸送モデルの開発   

・オゾンホールの再現実験   

●Development ofthe transport model丘）rinverse  

modelingoFtheglobalandregionalbudgetsofCO2  

and CHI 

・東シナ海の生態系モデルに関する研究  

・流域環境管理に関する国際共同研究  

・化学物質の構造，エネルギーと反応に関する研究  

・ダイオキシン類の毒性と電子構造  

・衛星データによる地球環境の解析  

・ルAS衛星データと3次元化学輸送モデルの比較解析  

・大気海洋結合モデルによる最終氷期のシミュレー  

ンヨン、  

・インバース・フォワードモデルによる炭素吸収源分  

布の推定  

・東アジアの広域輸送モデル開発に関する研究  

・アジア線辺海と太平洋との海水，物質交換  

・浅海域における海水面及び海中での熱及び物質の乱  

流拡散機構の解明と海面での重油が物質交換に及ぼ  

す影響  

・熱帯大気海洋相互作用の超高分解能モデリング  

・東アジアにおける大気の連動と大気質の特性  

・準地衡風渦（極渦）の数値シミ1レーション   

●金星・地球・火星大気を念頭においた大気大循環の  

基礎的実験   

●地球大気を念頭においた大気大循環の基礎的実験：  

水惑星での循環構造  

・気候モデルによる大気の低緯度・中緯度循環の相互  

作用の研究   

・回転球面上の極渦・地衡風の数値シミュレーション  

・球座標系における地球大気流体の数値差分解析方法  

の開発  

・大気輸送モデルを用いたメタン循環の解明   

本年度は，当システムを利用して行ってきた研究成果  

のうち「Tropicalt）recipitationPatternsinResponseto  

a LocalWarm SSTArlea Placed at the Equatorofan  

Aqua Planet」 を CGER’s supERCOMPUTER  

MONOGRAPHREPORTVol．6として出版した。また，  

1998年度の研究成果をCCER’ssupERCOMPUTER  

ACTIVITYREPORT Vol．7－1998として出版した。さ  

らに，当システムを利用した地球環境研究の幅広い紹  

介，利用者間の情報交換などを目的として，第7回スー  

パーコンピュータによる地球環境研究発表会を1999年  

9月17日に開催した。代表的ユーザー10グループによ  

る研究発表及び，活発な討論が行われた。なお，本発表  

会には，約40名が参加した。  

4．4 地球環境モニタリング業務   

地球環境研究センターでは，地球環境研究及び行政施  

策に必要な基礎データを得るために，世界各匡】の関係機  

関・研究所と連携しつつ，地球的規模での精緻で体系的  

かつ長期的な地球環境のモニタリングを実施している。  

4．4．1地球環境研究センターのモニタリング体制   

当センターのモニタリング事業は，図4．1に示す実施  

体制で推進されており，環境庁が実施する地球環境モニ  

タリング事業として位置づけられている。   

衛星観測プロジェクト関連を除く事業は，事業の中核  

となる所内研究者（実施代表者），観測実務を分担協力  

する所内研究者（協力研究者），専門的見地から指導・  

助言を行う所外の有識者（指導助言者），事業実務を担  

当・補佐する民間団体（技術支援団体）からなる実施グ  

ループにより実施されている。そして，事業全体の企画  

調整・予算等は，地球環境研究センターの研究管理官  

（観測担当卜斬闇第一係が事務局となり，事業実施グ  

ループ・技術支援眉l体等と緊密な連携を図りながら管  

理・運営が行われている。例として，地上モニタリング  

における事業実務の連携関係を図4．2に示す。   

事業の成果は毎年，国立環境研究所内に設置された地  

球環境研究センター運営委員会で評価され，幹部会議に  
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・各事業の連絡調整 等   

図4．1地球環境モニタリング事業の実施体制  

匝軋2 地上モニタリング事業の実務の流れ  
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報告される。   

なお，得られた観測データは検証・評佃を経てデータ  

ベース化し，報告書，CD－ROM，インターネットなど  

の情報媒体を通じて逐次公表している。  

公表され，一般に広く提供される。   

なお，地球環境研究に係る本プロジェクトの必要事項  

についての検討は，本研究所「研究推進委員会」の下部  

組織である「衛星観測プロジェクト検討小委員会」にお  

いて行われている。  

4．4．2 地球環境モニタリングの種別   

地球環境モニタリング事業は，①地球環境の諸事象に  

係る個別のモニタリング（個別事業）②地上ステーショ  

ンモニタリング（波照間・落石岬）③衛星搭載観測機器  

のデータ処理運用システムの開発・適用等（衛星観測プ  

ロジェクト関連）④国際的なモニタリングネットワーク  

ヘの参画・支援に大別される。  

（4）国際モニタリングプロジェクトヘの参画・支援   

世界の関係機関と連携しつつ，国際的なモ手タリング  

プロジェクトの一員としで参画すること，かつ，プロ  

ジェクト自体の構築・強化への積極的な貢献も我が国の  

責務である。特に，東アジア・西太平洋地域における中  

核機関としての機能を果たすことが期待されている。   

現在，1977年からUNEPとWト10などが推進してい  

る地球環境監視システム／陸水環境監視計画  

（GEMS／Water）に参画し，独自にモニタリングを実施  

するとともに，我が国のコアセンターとして機能している。  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）   

地球環境の諸事象に係る個々のモニタリングを対象と  

しており，進捗状況などにより次の4段階に分類され  

る。  

・フィージビリティスタディ（FS）県則1年間とし，  

モニタリングの継続可能性・手法等の検討を行う。  

・試験モニタリング一億則3年間とし，FSで検討さ  

れた手法等を試行し，長期モニタリングとしての手  

法・体制を確立する。  

・長期モニタリング試験モニタリングで確立された  

手法で長期・継続的にモニタリングを実施する。原   

則3年ごとに事業を見直す。  

・特定モニタリング特定事象を期間を限定して短期  

集中的に観測する。  

4．4．3 事業別活動概要  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）及び地上ス  

テーションモニタリング  

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

当センターは地上ベースの遠隔計測器による国際的な  

オゾン層総合観測ネットワpクであるNDSC（成層圏変  

動探査ネットワーク）に加盟している。   

①オゾンレーザーレーダ←による成層圏オゾン層モニ  

タリング（長期モニタリング）  

1988年よりオゾンレーザーレーダーによりつくば了Ir  

上空の高度10～40kmの低中高度成層圏オゾン濃度の  

垂直分布を観測している。  

（ヨミリ波放射計によ－る成層圏オゾン層モニタリング   

（試験モニタリング）   

①に加え1995年度よりミリ波放射計による高度35km  

以上の高高度成層圏オゾン濃度の垂直分布を観測してい  

る。これらにより成層闘のほぼ全域における各高度での  

観測を行っている。   

③北域成層圏モニタリング（試験モニタリング）  

l］本におけるオゾン層破壊の状況を把握するため，北  

海道陸別町の町立天文台を利用した総合的な成層圏モニ  

タリングとして，成層圏オゾン濃度の垂直分布，有害紫  

外線量の観測体制を構築した。   

④有害紫外線モニタリングネットワーク（試験モニタ   

リング）  

（2）地上ステーションモニタリング   

沖縄県波照間島・北海道落石岬に設置された観測局で  

は，温室効果ガスなどの大気微量成分を継続して観測し  

ている事業であり，個別事業と切り離し，独立した事業  

として位置づけている。  

（3）衛星観測プロジェクト関連   

衛星観測プロジェクトの一環として，II．JAS（改良型大  

気周縁赤外分光計）が取得したデータの処理及び再処理  

運用，並びに，ILASの後継機である1LAS－Ⅲのデータ  

処理運用システムの開発業務を担当している。   

本事業で得られたオゾン層関連データほ，データ質の  

検証後，インターネット等によるコンピュータネット  

ワークあるいは，CDROM等の電子媒体及び印刷物で  
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気を採取し，温室効果ガス濃度の給拍二分布 ト7000m  

まで）を観測している。   

⑨北方林温室効果ガスフラックスモニタリング（FS）   

森林生態系による二酸化炭素の吸収能力を観測し評価  

する手法の確立に剛ナて，北海道苫小牧地方の【室l有林に  

おいて，カラマツ林を対象に，森林の二酸化炭素の吸  

収／放出（フラツクス）をはじめとする森林生態系の炭  

素循環機能について，総合的な観測研究を行うための拠  

点整備を実施した。  

成層圏オゾンの減少による有害紫外線量の増加を監視  

するため，東京・霞ヶ関の第5合同庁舎屋＿とにおいて，  

プリューワ型分光光度計などにより有害紫外線量  

（UV－B）を試験的に観測するとともに，全国規模での  

紫外線モニタリングネットワークを構築し一部試験運用  

を開始した。  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞   

⑤地上ステーションモニタリング   

人為白勺発生源の直接影響を受けない地点で大気中の温  

室効果ガス等の長期変化を監視するため，波照間畠（沖  

縄県）及び落石岬（北海道）に無人観測ステーションを  

設置して，大気微量成分の高精度自動観測を行ってい  

る。   

⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング   

（長期モニタリング）   

温室効果ガスに関する観測データの集積が少ない西太  

平洋海域における，温室効果ガスのバックグラウンド濃  

度（人為発生源の直接影響を受けか－濃度）を観測する  

ために，民間船舶（さざんくろす九；（楯商船三井）の協  

力を得て，日本オーストラリア問の定期航路上で洋上  

大気を約3度の緯度間隔で自動採取し，温室効果ガス濃  

度を観測している。   

①定期船鴨を利用した北太平洋域大気一海洋間ガス交  

換収支モニタリング（長期モニタリング）   

仝球的な炭素循環において重要な位置をしめる北太平  

洋海域の役割を評価するために，民間船舶（スカグラン  

号；ノルウェー船籍（9月まで），アリゲ一夕ホープ；  

㈱商船三井（11月以降））の協ブ」を得て，日本一カナダ  

間の二酸化炭素の発生源／吸収源として重要な北太平洋  

の定期航路上で，大気と海水中の二酸化炭素濃度・海水  

の水質などを観測し，二酸化炭素の大気／海洋間の交換  

収支に係る基礎データを収集している。   

⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ  

ニタリング（試験モニタリング）   

温室効果ガスの発生源／吸収源として重要なシベリア  

地域における，湿地からのメタンの発生や森林による二  

酸化炭素の吸収などの把握を目的として，航空機を用い  

た温室効果ガスの観測を行っている。   

ロシア連邦の中央大気観測所・凍土研究所の協力を得  

て，シベリア地域の3地点（スルグート，ヤクーツク，  

ノボシビルスク）で，チャーターした航空機を用いて大  

く海洋環境に係るモニタリング＞   

⑲定期船舶を利用した東アジア海域藩洋環境モニタリ  

ング（試験モニタリング）   

人為活動によ■る地球規模の物質循環の撹乱を把握する  

ために，豪アジア地域の縁辺海域での海洋汚濁を，生  

物・化学的指標を用いて観測している。   

現在，大阪～別府間を航行するフェリー（さんふらわ  

ああいぼり；関酉汽船（棚）の協力を待て，機関室内に設  

置した海水自動計測装置と自動採水装置により，我が国  

沿海の水質を高頻度に観測している。またより広域の東  

アジア海域への展開として，神戸、香港間のコンテナ船  

（アリゲ一夕ホープ；㈱商船三井）により試験的な観測  

を行った。   

申イカを指標生物とした海洋環境モニタリング（特定  

モニタリング）   

有害化学物質による仝球的な海洋汚染状況の把握を目  

的に，広範囲に生息するアカイカ科のイカを指標生物と  

して，肝臓中に高濃度に蓄積された有害化学物質を分析  

し海洋生態系への影響を観測する海洋環境モニタリング  

を推進するとともにその手法・体制などについての技術  

的な検討を行っている。  

＜陸域生態系に係るモニタリング＞   

⑫リモートセンシングによるアジア地域の相生指数分   

布モニタリング（試験モ÷タリ1グ）   

東アジア地域の植生およびニヒ地被覆状況の変化を把握  

するため，NOAA衛星のAVHRRセンサ画像を用いて，  

植生指数モザイク画像を作成している。  

（2）衛星観測プロジェクト関連  

地球観測プラットフォーム技術衛星ADEOS（1996年  

8月打ち上げ：打ち上げ後「みどり」と命名）に搭載さ   
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れたILASのデータ処理運用システム（計算機システム  

およびソフトウェアシステムを統合したシステム）の運  

用を継続した。1997年6月に太陽電池パドルのトラブ  

ルにより「みどり」が停止して以後は，得られた約8カ  

月分のデ」夕処理・解析を進め，オゾン及びオゾン層関  

連大気微量成分の高度分布が得られており，さらにデー  

タ質の向上を目指して，アルゴリズムの改訂作業を進め  

ている。また，今後打ち上げを予定している後継機】LAS－  

Ⅲのデータ処理運用システムの開発を進めている。  

（3）国際協力・支援事業  

＜GEMS／Water支援事業＞   

地球環境監視システム／陸水監視計画（GEMS／  

Water）に参画し，参照研究室業務（分析精度管理のた  

めの標準試料作成及び内外関係機関への配布・評価等）  

及びナショナルセンター業務（国内観測点のデータの取  

りまとめ；現在21観測点）を担当している。   

また，従来から研究所の観測研究の一環として継続調  

査されてきた摩周湖・霞ケ浦をGEMS／Waterの観測点と  

して位置づけ，摩周湖は人為的汚染源の直接的な影響の  

少ないベースラインモニタリングネテーション（1994  

年度より），霞ケ浦は水質汚濁の変化を調査するトレン  

ドステーション（1996年度より）として調査を継続し  

ている。  

写真 サイエンスキャンプゾJ  

に協力した。   

③つくば科学フェスティバルを通じた普及  

10月につくば市で開催された「つくば科学フェス  

ティバル’99」において，′ト中学生を対象にスクラッチ  

カードを煙った「かんきょう問題かんしん度チェック」  

（地球温暖化，酸性闇など6部門）を行い，2日間で  

400名以上の参加を得た。   

④データベースの構築   

地球環境モニタリングで得られたデータを，広く研究  

等に活用してもらうために，データベースの構築作業を  

進めてきており，本年度には地上モニタリングのデータを  

ホームページから提供するシステムを構築し試行した。   

⑤ホームページの充実   

地球環境モニタリングについてわかりやすく説明して  

いるホームページを，随時更新を行うとともに，より理  

解を深めてもらうための一層の充実を図った。  

（4）広報・普及業務等の推進   

地球環境モニタリングによって得られた成果を，研究  

者をはじめとして広く活用してもらうとともに，地球環  

境モニタリングを通じて，地球環境問題への関心を高め  

てもらうため，本年度には以‾Fの広報・普及業務等を  

行った。   

①サイエンスキャンプの開催   

8月に北海道根室苗の地球環境モニタリングステー  

ションー落石岬において，全国から応募のあった中から  

選ばれた6名の高校生が参加して，31‡l間にわたり地球  

温暖化をテーマに「サイエンスキャンプ’99」（科学技術  

庁等が主催し国の試験研究機関が受入機関となって実  

施）を開催した。   

⑦エコスクールの開催協力   

北海道根室支庁及び根茎市教育委員会が6月の環境月  

間行事として，地球環境モニタリングステーション一語  

石岬において地元′」、学生を対象に開催したエコスクール  

4．5 その他  

4．5．1組織  

（1）組織概要   

本年度末現在で，地球環境研究センター長（充て職），  

総括研究管理官（1名），研究管理官（4全1），主任研究  

員（1名），課長補佐（観測第一係担当），業務係長，交  

流係長，観測第一係員及び観測第二係員の体制で業務に  

当たった。（内併任者：課長補佐，観測第一係員）   

また，当センター職員のほかに，重点研究支援協力員  

（1名），特別流動研究員（1名），EFFフェロー（2名）  

と，モニタリング，データベース及び総合化研究を主体  

的に実施する研究者等14名を所内併任として，業務の  

推進を図った。  
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4．5．2 所外協力活動  

（1）地球環境研究等企画委員会，地球環境研究小委員  

会，地坪環境モニタリング小委員会   

地球環境研究センターの対外的業務の一つとして，地  

球環境研究総合推進費による研究の進行管理があり，毎  

年度策定される実施要綱に基づき研究連絡会議及び研究  

推進会議を開催し，環境庁企画調整局に設けられた「地  

球環境研究等企画委員会」及びその下に設置されている  

「地球環境研究′ト委員会」にその結果を報告している。  

また，さらに同企画委員会の下に設置されている「地球  

環境モニタリング小委員会」G；おいては当センターで行  

う地球環境モニタリングが審議されている。  

（2）客員研究官制度   

地球環境研究センターには，研究活動推進のための客  

員研究官を置くこととされており，平成10年7月29日  

付けをもって6名の大臣発令があり，平成11年1月22  

日付けでさらに1名の追加発令があった。   

客月研究官は地球環境研究に関する有識者としての立  

場から，地球環境研究センターの活動方針及び地球環境  

研究の総合化に対し指導，助言を行った。また，平成  

12年3月に平成11年度地球環境研究センター客眉研究  

官会議を開催した。  
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5．環境研修センター  

5．1業務概要   

環境研修センターは，国及び地方公共団体等の環境行  

政担当職貝等の行政的識見の向上，専門的知識，技術の  

習得及び職員祁互の啓発，交流を目的とした研修を実施  

している。   

研修ゴースほ，行政関係研修と分析関係研修等に大別  

されるが，本年度においては，環境をめぐる社会情勢の  

複雑多様化とそれに伴う研修ニーズに応えるべく，新た  

に「国際環境協力専門家専攻別研修」及び「ダイオキシ  

ン類環境モニタリング研修」を開設したほか，既設の研  

修コースについても研修内容等の改善を行い，行政関係  

研修19コース，国際関係研修6コース，政策研究研修  

1コース，分析関係研修9コースを実施し，1，218名が  

研修を修了した。   

また，匡‖祭協力の一環として開発途上「茎＝こおける環境  

モニタリングに関する人材の養成のための，「環境モニ  

タリング（水質）研修」を実施した。本年度の研修実績  

は次のとおりである。  

5．2 行政関係研修  

研 修 内 容  修了者数（人）  研  修  名  実施時期（日数）  

環境行政管理・監督者研究会 11．5．24～11．5．28（5日） 環境保全型社会形成に当たっての環境  
行政の当面の課題と展望及び住民参加  
と地方行政のあり方に関して長期的観  
点に立って研究する。  

12．1．17～12．1．21（5日） 地域環境管理の理念，地域環境施策の  
企画，実施手法，住民参加の役割及び  
快適環境に重点をおき実施する。   

11．6．28～11．7．2（5日） 環境教育・学習の背景及び専門的理論  
の解説並びに環境教育・学習技億の実  
習に読点をおき実施する。   

11．6．28～11．6．30（3E】） 環境教育・学習の基礎的理論の解説及  
び実践活動のあり方についての討議を  
中心に実施する。   

11．6．14～11．6．18（5日） 環境基本法に関する理解を図るととも  
に，環境基本計画の内容及び地方公共  
同体等における関連計画の策定手法等  
に重点をおき失施する。   

1l．11．8、11．11．12（5［1） 環境影響評価に係る制度及び手続き等  
の解説及び地方公共団体等における役  
割に兎点をおき実施する。   

11．11．8、11．11．17（8日） 環境影響評価に係る技術手法等の解説  
及び環境影響評価の実務に必要な技法  
に衷点をおき芙施する。   

11．10．25～11．10．29（5日） 自然保護をめぐる動向の把握等を通じ  
て行政的視野の拡大並びに自然保護行  
政の実務に必要な自然保護の理論・手  
法等に丑点をおき実施する。   

11．9．6～11．9．10（5日） 野生生物保護制度，鳥獣の生態の解説  
及び鳥獣保護保護管理における地方公  
共団体等の役割と実務に重点をおき実  
施する。  

地域環境研修  56  

環境教育研修（行政）  60  

環境教育研修（実践）  23  

環境基本計画研修  79  

58  環境影響評価研修（行政）  

40  環境影響評価研修（技術）  

自然保護研修  64  

野生生物保護研修  44  
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研  修  名  実施時期（目数）  研 修 内 容  修了者数（人）  

大気保全研修  11．10．13～11．10．20（6［］） 大気保全に関する制度と具体的対策の  
解説に重点をおくものとし，特に有害  
大気汚染物質対策，自動車公害対策及  
び悪臭防止対策を主としてとりあげて  
実施する。   

11．12．13～11．12．17（5日） 騒音・振動に係る制度と対策等にづい  
、ての解説及び交通騒音・振動等に係る  
具体的対策に重点をおき実施する。   

11．5．12、11．5．19（6日） 水質保全に関する制度と生活排水対  
策，閉鎖性水域の保全，土壌汚染対策  
等の水質保全の最近の諸課題等に関す  
る解説に重点をおき実施する。   

11．11．29～11．12．3（5日） 地下水の水質保全対策や地下水緒環の  
回複に関する最近の諸課題及び地盤沈  
下防止対策等に関する解説に重点をお  
き実施する。   

11．8．30、11．9．8（8日） 環境情報システム及び環境データの処  
理と活用について解説を行うととも  
に，インターネット等の実習に重点を  
おき実施する。   

12．2．14～12．2．18（5日） 環境行政の動向の解説及び職場での係  
員としての立場・役割等の理解に重点  
をおき実施する。   

11．4．2～11．4．5  環境行政全般について，基礎的な考え  
11．4．12～11．4．16（7日） 方と施策の概要及びこれからの展望に  

ついての解説を中心に実施する。   

11．4．5－11．4．9（5日） 環境行政全般について，基礎的な考え  
方と施策の概要及び行政実務について  
の解説を中心に実施する。   

11．6．7～11．6．11（5日） 国立公園管理，野生生物保護，施設整  
備等の業務に必要な専門的知識の整理  
と応用技能向上に重点をおき実施す  
る。   

11．4．19～11．4．22（4［］） 環境保全行政の概要及び各局の所管事  
項とその課題についての解説を行うと  
ともに，地方環境情報収集の方法等の  
理解に重点をおき実施する。   

11．7．5～11．9．30（3カ月） セミナー形式を基本とし，研究テーマ  

について各分野の専門家の指導を受け  
ながら調査研究を行う。調査研究はイ  
ンターネットや情報検索データベース  
を利用して効率的に実施する。  

68  騒音・振動防止研修  

109  水質保全研修  

45  地‾ド水・地盤環境保全研修  

19  環境情報研修  

環境庁職員研修（係員級）  15  

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）  13  

13  環境庁新採用職員研修 Ⅷ・  
Ⅲ種）  

国立公園管理官等研修  41   

地方環境調査官等初任者研修  

課題研究型研修  
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5．3 国際関係研修  

研 修  名  ‘実施時期（日数）  研 修 内 容  修了者数（人）  

11．7．21～11．7．30（8［］） 地球環境問題に関するメカニズムや硯  
状，国内外の取り組みの動向，防止対  
策技術など，地域における対策の立案  
に必要な知見の解説に重点をおき実施  
する。   

11．8．30～11．9．3（5日） 国際環境協力，発展途上国の環境問題  
などに関する現状解説と，発展途上国  
等からの研修員の受け入れプログラム  
作成手法，研修実施上の留意点等の実  
務面に重点をおき実施する。  

地球環境保全研修  

海外研修員指導者研修  

国際環境協力入門研修  
（第1L司） 11．5．31～11．6．4（5日）  
（第2回） 12．1．31～12．2．4（5日）  

国際環境協力の理解を回るため，地球  
環境問題，途上国の環境開題，環境協  
力の概要及び事例など国際環境協力に  
関する基礎的な知見の解説に重一枝をお  
き実施する。   

国際環境協力に従事する人材育成の一  
環として，途上国における環境問題の  
実状，国際環境協力の理念及び具体的  
な手法に対する理解を深めることに重  
点をおくとともに，プレゼンテーショ  
ン技法等の習得を図る。   

国際環境協力の理論と手法について，  
途上国の状況に適用するための知識や  
技能の習得を図るとともに，環境政  
策・計画に関する専門的知見の深化及  
び環境専門家に必要とされる基本能力  
の向上に重点をおき実施する。   

国際環境協力の理論と手法について，  
途上国の状況に適用するための知識や  
技能の習得を図るとともに，環境分  
析・モニタリン・グに関する専門的知見  
の深化及び環境専門家に必要とされる  
基本能力の向上に重点をおき実施す  
る。  

国際環境協力専門家育成研修 11．7．5～11．7．16（10日）  17  

国際環境協力専門家専攻別研 11．9．6～11．10．5（20日）  
修（環境政策・計画）  

国際環境協プ〕専門家専攻別研11．9．6～11・10・5（20日）  
修（環境分析・モニタリング）  

5．4 分析関係研修  

研 修 名  実施時期（口数）  研 修 内 容  修了者数（人）  

12．1．24～12．2．4（10日） 大気及び水質の分析測定において汎用  
される度合いの大きい機器を用いる測  
定法について，基礎的な技法の習得に  
重点をおき実施する。   

12．2．21－12．2．25（5日） 水質分析，測定に係る専門的知識及び  
分析，測定の技法等の習得のため，実  
習に重点をおいて実施する。   

11．11．24～11．12．9（12日） 有害大気汚染物質の測定法について公  
走法及び最近の応用測定技法等の習得  
のため，実習に重点をおいて実施す  
る。  

機器分析研修  

22  水質一般分析研憎  

24   大気分析研修  
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研  修  名  実施時期（日勤）  研 修 内 容  修了者致（人）  

水質分析研修  11．5．24～11．6．8（12日） 公走法に基づいた測定技法及び最近の  
応用測定技法等の習得のため，実習に  
重点をおいて実施する。   

12．2．21～12．2．25（5日） 嗅覚測定法について取り上げ，オペ  
レークとして必要とされる托法の習得  
に重点をおいて実施する。   

11．7．26～11．7．30（5日） 環境分析において必安とされる専門的  
機器の測定方法及び操作技法の習得の  
ため，GC／MS（四重極型）の最新の手  
法による機器測定法に重点をおいて実  
施する。   

H．7．26～11．7．30（5日） 環境分析において必要とされる専門的  
機器の測定方法及び操作技法の習得の  
ため，1CPもしくはICP／MSの黄新の  
手法による機器測定法に重点をおいて  
実施する。  

臭気分析研修  

特定機器分析研修Ⅰ  

特定機器分析研修∬  i I 

課題分析研修  
①プランクトン  
⑦底生動物  
③アオコ  

11．11．15、11．11．19（5日）  
ユユ．4．ユ9、1ユ．4．23（5日）  
11．7．21～11．7．29（5日）  

短期の専門コースとして設ける。内容  
は地域的及び今日的にニーズの高い項  
目を順次取り上げることとし，11年度  
は次のものとする。①プランクトンの  
検索法②底生動物を用いた水域環境測  
定法③アオコ形成藻類のモニタリング  
技法  

ダイオキシン類環境   
モニタリング研修（第1即 11．9．27～11．11．5（28日）  

（第2匝】） 11．11．15～11．12．2（28日）  
ダイオキシン類のサンプリング手法並  
びに測定分析方法について体系的な習  
得を図るため英習に重点をおいて実施  
するとともに，安全管理手法及び分析  
デ～夕の精度管理手法の習得を図る。  

研修修了者計  1，218  

5．5 その他の研修  

実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  研  修  名  

11．4、1～12．3．31（1利即 都道府県，政令市等において環境関連  
業務を担当している職員で，その経験  
が2年以上の者  

環境行政実務研修  

環境モニタリング（水質）研修 11．9．20～11．11．4（31日） 開発途上国において水質環境保全を担  
当する中堅管理技術者  
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6．研究施設・設備  

6．1運営体制   

本研究所の大部施設等の運営については，大型施設等  

運営委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議  

し，研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連  

絡会と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行って  

いる。  

を行う。3階には，粒子状汚染賀および酸性・懐化性物  

質の生乳拡散，消滅の諸過程を研究するエアロゾル  

チャンバー装置が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ  

た。  

6．2．4 大気共同実験棟（大気フリースペース）   

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され  

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応  

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一  

定期間の便用に供することを目的とした施設で，各種の  

機器の校正に利用された。また，対流圏および成層圏の  

オゾン濃度分布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の  

解明および長期的な変化を研究するオゾンレーザーレー  

ダーが設置されている。  

6．2 大型研究施設  

6．2．1大気化学実験棟（光化学チャンパー）   

本施設は，大気中の一次汚染物賓が光化学的に二次汚  

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し，都7け域  

における光化学スモッグ，対流圏バックグラウンド・成  

層圏等の大気光化学反応を解明することを主巨川勺として  

いる。そのための大型実験装置として光化学チャンバー  

が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ  

た。  「オゾンレーザーレーダー」   

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー  

ダーは3台のレーザーと口径100cmおよび56cmの2  

台の望遠鏡を備えており，高度45kmまでのオゾンの高  

度分布を高い精度で観測することができる。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われる  

とともに，地球環境研究センターによる成層圏モニタリ  

ングが行われた。  

6．2．2 大気拡散実験棟（風洞）   

本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移  

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす  

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の  

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ  

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ  

により種々の気象条件が再現でき，移軋 拡散に最も重  

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気  

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能  

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が  

設置されている。   

本年度は，特別研究，地方公害研究所との共同研究お  

よび経常研究等が行われた。  

6．2．5 大気モニター棟   

本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の  

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など  

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所  

などで実際に使用されている機器を中心として7種類の  

自勤測定器（NO，，SO2，03，非メタン，SPM，ガス  

状Hg，敵性耐ヒ学成分に関する各測定機器）が設置さ  

れている。機器の性能を維持するために，専門技術者が  

精度管理を厳しく行っている。また，所内外の研究者に  

対して，気象要素（風向，風風 雨量，気圧，日射量，  

紫外線放射量，地表温度）や大気質の測定結果の公開  

や，データサービスなども行っている。   

本年度は，3研究課題の施設利用申込みと，18件の  

6．2．3 大気汚染質実験棟（エアロドーム）   

本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染  

質の大気中の挙動を研究する施設である。最上部（7・  

8階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚  

染質の空間分布を短時間に広範日削こわたって観測するた  

めの装置で，コンピュータによって操作，データ処理  
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データの閲覧申込みがあった。  行う海洋マイクロコズム，地下水汚染研究のための諸モ  

デル測定装置，物質循環速度・経路を解明するための安  

定同位体比質量分析計と前処理装置が設置されている。   

本年度は，地球環境研究，重点共同研究，緯常研究が  

行われた。  

6．2．6 ラジオアイソトープ実験棟（Rl棟）   

本施設は，放射性同位元素を利用することにより環境  

中の汚染物質の挙動や，生態系への影響，物質循環の解  

明，生物を用いた汚染物質の除去技術の開発等を行って  

いる。   

科学技術庁より使用承認を受けている核種は23核種  

である。本年度には放射線業務従事者は職員，客員，共  

同研究貞，研究生合わせて35人であった。本年度には  

本施設を利用して特別研究4課題，地球環境研究総合推  

進費による研究4課題，原子力利用研究4課題，文部省  

科学研究費補助金による研究1課題，経常研究11課題  

が行われた。  

6、2．9 土壌環境美験棟（ペドトロン）   

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壊の浄  

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，環  

境制御下で土壌一植物系における汚染物質の挙動を調べ  

るための地温制御大型ライシメーター，グロースチャン  

バー，地温制御チャンバー，化学物質研究のための実験  

室などの装置が設置されている。   

本年度は，本施設を利用して，特別研究，地球環境研  

究，経常研究などが実施された。  

6．2．7 水生生物実験棟（アクアトロン）   

本施設は，水界における汚濁物質の挙動および影響を  

生態学，微生物学，水質工学等の見地から解明し，汚染  

環境を修復改善するための手法開発の研究を目的とした  

施設である。大型実験施設として，アオコ等の微生物の  

挙動および水質改善手法等を研究する目的で淡水マイク  

ロコズム装置，微生物大量培養装置が設置され，微量の  

重金属，農薬等の汚染物賃が，魚類や甲殻類等の水生生  

物にどのように影響するかを研究する目的で毒性就験装  

置が設置されている。   

さらに，水生生物の飼育培養および系練探存のための  

設備が設置されている。屋外には自然条件下における生  

態系の遷移現象や水質変化に伴う生態系としての反応  

を，生物群集の面から解析するための実験施設として生  

物生態実験地が設けられている。   

本年度に供試された実験水生生物は．大型のもので  

グッピー，メダカ，ヌカエビ，タマミジンコ，オオミジ  

ンコ等，微少なものではワムシ，ペン毛虫，水生ミミズ  

等であり，およそ50種・系統に及んだ。   

本年度は，特別研究，開発途上国環境技術共同研究，  

地球環境研究および軽骨研究等が行われた。  

6，2．川 動物実験棟（ズートロン）   

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，  

Bfomedia［Scienceの立場から，動物を用いて実験的に  

研究することを目的とした研究施設である。   

本施設は，特別研究（①大気中粒子状物質が心肺循環  

系におよぼす影響に関する研究 ②超低周波電磁界によ  

る健康リスク評価 ③環境中の「ホルモン棟化学物質」  

の生殖・発生影響に関する研究 ④環境中の化学物質給  

リスク評価のための毒性試験系の開発に関する研究）の  

4課題と，さらに経常研究および奨励研究の多課題に使  

用された。これらの内容として，大気汚染物質，重金属  

およびその他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する  

基礎的研究・リスク評価研究に加えて，地球規模の環境  

変化としての地球温暖化やオゾン層の破壊に伴う紫外線  

の健康影響に関する研究が含まれている。  

「生体用NMR装置」   

本装置はヒトや実験動物を生きた状層でNMR計測を  

行い，その代謝機能や体内イメージを解析する装置であ  

る。経常研究，科学研究費補助金による研究などに使用  

された。  

6．2．8 水理実験棟   

本施設は，水土壌圏の水理現象と水質に関与する物  

理・化学・生物学的な諸現象を美顔的に解明することを  

目的とした施設であり，海洋への炭酸ガス吸収とその循  

環機構の解明を目的としぞ海産藻類の無菌的純粋培養を  

6．2．11植物実験棟（ファイトトロン）   

本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，  

植物および陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影  

響について，制御された環境下で研究をすることを目的  
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関する研究を実施するとともに，各種疫学調査の準備・  

解析に利用している。  

とした試験研究施設である。このために，植物群落を対  

象とした自然環境シミュレータを始めとして，クリーン  

実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，  

種々の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟Ⅰ及びⅢ  

に設置されている。また，砂漠化や熱帯林の研究のため  

の低温低湿，高温高湿の設定のできるグロースチャン  

バーも設置されている。   

本年度は本施設を利用して，地球環境研究，科学技術  

振興調整費による研究，経常研究などが実施された。  

6．2．14 環境遺伝子工学実験棟   

本施設は，組換えDNA技術を環境保全に利用するた  

めの手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中での  

挙動ヤ生態系への影響を解明するための基艇的知見を収  

集することを目的とした施設である。   

本年度に承認された本研究所における組換えDNA実  

験は31課題，登録された組換えDNA実験従事者は117  

人であり，従事者数は前年度より増加した。遺伝子組換  

えt±よる環境ストレス耐性の植物の作成，組換え微生物  

の水中及び土壌中での挙動の解明，動物遺伝子のクロー  

ニングなどの実験が本施設内で実施された。   

また，管理区域外の分析機器量にはペプチドシークエ  

ンサーやDNAシークエンサー等の分析機器が設置され  

ており，棟めて活発に使用された。  

6．2．12 微生物系統保存棟   

本施設は，微生物が関与する環境汚染・環境浄化の研  

究を推進させるために必要な環境微生物培養株を収集，  

確保して系統的に保存すること及び研究者の要請に応じ  

て保存株を株データとともに提供することを巨川勺とした  

施設である。   

本年度の保存件の分譲は，赤潮・水の華形成藻類，汚  

染指標藻類，AGP供試藻類，有毒藻類，炭酸カルシウ  

ムの鱗片を有する藻類等多摩にわたり，水環境保全研究  

および地球環境保全研究に利用された。   

本年度は，寄託株178種を含めた微細藻類と原生動物  

1，0糾株について，それらの榛名，履歴（産地，採集  

者，分離者，採集月日等），株の状態（無菌，単凍等），  

培地，培養条件等をパーソナルコンピュータで整理し  

た。本施設の保有株を利用して，特別研究，地球環境研  

究総合推進費や科学技術据興調整費による研究，経常研  

究などが実施された。  

6．2．15 共通機器   

本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器と  

して管理・運営し，広く研究者が利用できるようになっ  

ている。現在，共通機器ヒして登録されている機器は，  

表6．1のとおりである。どの機器も性能を維持するた  

めに専門技術者による維持管理業務が行われている。そ  

の中でも ①ガスクロマトグラフ質量分析装置 ②走査  

型電子顕微鏡 ③透過型電子顕微鏡 ④プラズマ発光分  

光分析装置（2機種）⑤核磁気共鳴装置 ⑥元素分析  

計は，特に分析希望が多い装置である。分析希望試料も  

難度の高い前処理や分析技術を必要とするものが多いた  

め，この7装置については，専門技術者による依頼分析  

業務を行っている。   

本年度に依頼分析を行った研究テーマは，約30課題，  

約13，000検体の分析希望があった。このようにして，  

所内約4割の研究者が共通機器を毎年利用しており，環  

境にかかわる分野の応閏研究や基礎研究に役立つデータ  

を提供している。   

なお，本年度に原子吸光分析装置が更新された。  

6．2．13 騒音・保健研究棟   

本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対  

象として研究することを目的とした施設である。本施設  

を利用し，主として，環境健康部・病態機構研究室およ  

び環境疫学研究室，地域環境研究グループ・都市環境影  

響評価研究チームが以下の研究を実施している。病態機  

構研究室は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的  

研究，および健康影響のモニタリング手法の開発に関す  

る基礎的研究を，環境疫学研究室は各種疫学調査の準備  

並びに現地調査の実施，調査試料の分析，収集資料の整  

理とデータベースの作成を行うとともに，各種計算機シ  

ステムを活用したデータ解析を行っている。都7打環境影  

響評価研究チームは人を対象とした生理実験室を利用し  

た騒音，超低周波電磁場等の環境ストレスの健康影響に  
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衷6．1共通機器一覧表  

機 器 名  通 称  型 式  導入年  

（1）ガスクロマトグラフ質量分析装箔  

（2）走査型電子顕微鏡  

（3）透過聖電子敗微鏡  

（4）プラズマ発光分光分析装置  

（5）プラズマ発光分光分析装置  

（6）核磁気共鳴装置  

（7）X線光電子分光装置  
（8）電子スピン共鳴装置  

（9）高速アミノ酸分析計  

（10）元素分析計  

（11）全自動細胞解析分離装置  

（12）蛍光X線分析装置  

（13）原子吸光分析装置  

（14）顕微分光分析装置  

（15）フーリエ変換赤外分光光度計  

（16）AED検出器付ガスクロマトグラフィー  

（17）MIP質量分析装置  
（18）ハD－シヾ＆トラッ70がスタロマトク＋ラフ質量分析装置  

（19）自動二次元電気泳動装置  

（20）共焦点レーザー蛍光顕微鏡  

（Zl）X繰回析装置  

（22）高精度安定同位体比測定用質量分析システム  

（23）トレサー実験用安定同位体比質屋分析システム  

（24）Ⅹ線分析鍍微鏡  

（25）1Cf）質屋分析計  

GC川S  JMS－700  平成6年  

SEH  5800LV  平成8年  

TEM  JEM－2000F‡   昭和63年  

ICP－JÅ   ICP－750  平成4年  

ICP－TIS  61E  平成8年  

Ⅳl偲  Jき桝－A500  平成6年  

ESCA  ESC瓜AB5  

ESR  JES－FE－3‡  

Rん1  月】TACflト835  

CHN  EA 1108 

CEIJL SORTER FACSCaliber  

XRF  Vト320F  

甜旭  AAnalyst700  

UHSP－80  

－T－IR  FT／lR－500  

GC－AEI）  5921A  

mP／MS  P－6000  

P＆T／GC川S  ÅUTOト仏SS50  

EP  

TCS4D  

R川T－Ultima＋  

〃AT252  

DELTÅPlus  

XGT  XGT2000V  

JCP一〃S  HP4500  

昭和54年  

昭和55年  

昭和55年  

平成8年  

平成7年  

昭和63年  

平成12年  

昭和63年  

平成7年  

平成7年  

平成8年  

平成8年  

平成8年  

平成8年  

平成9年  

平成9年  

平成9年  

平成10年  

平成ユユ年  

6．2．16 情報関連施設  

（1）コンピュータシステム   

平成9年3月に行われたシステム更改では，計算需要  

の増大及び処理形態の多様化に対処するため，大型電子  

計算機システムとスーパーコンピュータシステムを統合  

したシステムとしてとらえ，比較的大規模のスーパーコ  

ンピュータシステムを中核に，複数の各種サブシステム  

を加えた分散型のシステムを導入した。   

本システムは，オペレーティングシステム（OS）と  

してUNIX系OSに統一されるとともに，地球環境問題  

を扱う大規模なFORTRANプログラムを効率よく作成・  

実行するための多様な機能を持つFORTRANコンパイ  

ラ及び各種支援ツールを備えている。   

また，演算処理を超高速に行うベクトル計算機本体を  

中心としてフロントエンドシステムや地球環境研究で  

は，計算結果を可視化することが硯象解明，影響評価及  

び予測を行う上で重要な役割を果たすため，計算結果を  

適切に表示するグラフィックスサブシステム，さらに，  

科学技術計算の多くの数値シミュレーションについて  

は，計算アルゴリズム（算法）及びプログラムに適した  

スカラー計算サーバもヰ入した。   

このほか，基礎データ，共用データ及び計算結果等の  

大量のデータを侶納する大容量磁気ディスク装置，各構  

成要素を構成するコンピュータが扱うファイル（データ  

等）の高速バックアップ及びマイグレーションが可能な  

大容量磁気テープ装置を備えたケアイルサブシステム，  

並びにデータベースサーバ（統計解析システムソフト  

ウエアを含む），当研究所の情報を所内外へ発信する  

帆／WWサーバ，イントラネットサーバ等から構成され  

ている。   

さらに平成10年度補正予算により，大容量超高速磁  

気ディスク装置（約500GB，3台）を含むグローバル・  

ファイル・システム（GFS）を導入し，高速かつ効率的  

なデータの入出力が可能な運用環境を構築した云  
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また，本年度には，補正予算により，無停電電源装置  

（CVCF）の蓄電池を交潤し，同時に同電源装置の構成  

変更を実施した。  

究成果を野外条件下での応用試験並びに実験植物の系統  

保存，供給を行うことを目的とした生物系野外実験施設  

である。施設は，所内にある構内実験ほ場と当研究所の  

西方約4kmに所在する別団地実験ほ場（つくば市八幡  

台3）の2施設より構成される。   

本年度には，特別研究，地球環境研究総合推進費によ  

る研究などによる野外実験が実施された。また，熱帯の  

樹木頬や砂漠植物などの実験植物を系統保有するととも  

に，それらを植物実験棟などで実施される研究に供給し  

′∴  

（2）国立環境研究所ネットワーク   

本システムは，研究所内に相当台数導入されているコ  

ンピュータ資源を相互接続することにより，これらの資  

源の有効利活用を図り，併せて国外を含む所外のネット  

ワークに接続されたコンピュータとの間で電子メールの  

授受尊を行うことを目的として，スーパーコンピュータ  

システムの新規導入に伴い，FDDIを基幹ネットワーク  

として，平成3年度に構築されたものである。   

その後，平成7年度に，研究本館Ⅲの増設に伴い，新  

たに2つのFDDlサブネットを構築するため，ATMス  

イッチを導入し，既設のFDDI基幹ネットワ【ク等を統  

合した。まノた，平成7年度末には，ネットワ【クの強化  

に係る基盤整備の一環として，本館及び実験棟の間に光  

フ7イパケープルを敷設するほか，研究室等にツイス  

テッドペアケーブル（UTP，カテゴリ5）の配線及び情  

報コンセントの取り付けを行っている。   

平成8年度には，新コンピュータシステムの処理能力  

の向上及びデータ格納領域の拡充に合わせ，特に大容量  

データの高速伝送に適したtPスイッチ（2台）及びIP  

スイッチ・ゲートウェイ（11台）を導入し，既設FDDl  

基幹ネットワークのイーサーネットセグメントをこれら  

のゲートウェイに収容するほか，同ゲートウェイに情報  

コンセント配線を接続するなど，LAN構成の変更を  

行った。なお，一般の利用者においても，これらの情報  

コンセントを使用し，よ り高連なネットワーク  

（100BASETX）の利用が可能となった。   

平成10年度は，lPスイッチ・ゲートウェイの無停電  

電源装置を導入し，安完稼働を実現するとともに，ネッ  

トワーク整備・強化の一環として，高速化未対応の研究  

室等にUTPの配線のほか，一一部情報コンセントの増設  

を行った。   

本年度には，高速化未対応の大気拡散実験棟，動物実  

験棟，環境遺伝子実験棟への光ケーブルの敷設を行うと  

ともに，各研究室等にUTPの配線を行った。  

6．2．柑 霞ケ浦臨湖実験施設   

霞ケ浦臨湖実験施設は本研究所の研究者の共同利用施  

設として利用されている。日本の中でも水質汚濁の進行  

している霞ケ浦の湖畔に位置するところから，霞ヶ浦を  

対象とした調査や，霞ケ浦の湖水や生物を利用した各種  

の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の解明，汚  

濁した湖の水質回復に関する研究，湖の生態等や物質循  

環などを明らかにすることを目的として研究が行われて  

いる。   

本年度は，特別研究「湖沼において増大する難分解性  

有機物の発生原因と影響評価に関する研究」，開発途上  

国環境技術共同研究「富栄養湖沼群の生物群集の変化と  

生態系管痙に関する研究」，特別奨励研究「バイオ・エコ  

エンジニアリングを活用した富栄養化抑制型適正水環境  

改善技術の共同開発に関する研究」，地球環境モニタリ  

ング経費によるGEMS／Water支援事業で「霞ケ浦トレ  

ンドモニタリング」，科学技術振興調整費による「環境  

と資源の持続的利恥こ資する資源循環型エコシステムの  

構築に関する研究」，「霞ケ浦における南米産ペヘレイ  

の侵入による湖内生悪系撹乱に関する研究」，文部省科  

学研究費「DOC分画手法を用いた溶存有機物のトリハ  

ロメタン生成能評価」，経常研究「霞ケ浦の生物資源保  

護に果たす役割に関する研究」等，総合研究グループお  

よび基盤研究部で多くの研究テーマが施設を利用して行  

われた。  

6．2．19 奥日光環境観測所   

本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および  

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長  

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設  

である。  

6．2．17 実験ほ喝   

本施設は，柄物および土壌生態系の環境保全機能に関  

する野外実験や所内の各生物環境調節施設で得られた痢  
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施設は，日光国立公園内の栃木県日光苗奥日光に所在  

し，観測所と管酎東の2施設により構成されている。   

本年度は，生物圏環境部と地球環境研究グループにお  

いて下記の研究テーマについて実施された。   

干潟・渥地等の保全に資する知見を得ることを目的と  

した重点国際共同研究の一部を戦場ケ原で実施した。湿  

地生態系の参照基準地として戦場ケ原の2カ所で調査を  

行い，そのデータから湿地生態系の持つ栄養塩保持機能  

等のパラメータを解析をした。   

酸性雨関連課題としては森林被害地におけるオゾン濃  

度との比較のため，本観測所で測定したオゾン濃度を解  

析し，また過酸化水素，有機過酸化物を測定して気象要  

素などと比較し，森林被害に関する大気汚染物質の発生  

源に関する知見を得た。  

象要素を1995年秋より観測している。   

本年度には，観測制御用パソコンの全面更新，情報通  

信ネットワーク の整備，及び無停電電源設備の導入を行  

うとともに，束アジア酸性雨モニタリングネットワークに  

おける比較参照地点（ルーラルサイト）として参画するこ  

ととなり，大気保全局が酸性雨自動捕集装置を整備した。  

表6．2 地上モニタリングステーションの観測項目  

観測項 目  波照間ステーション  落石岬ステーション   

二酸化炭素（CO2）   ◎   ◎   
メタン（C〃一）   ◎   ◎   
一酸化二窒素（N20）   ◎   ⊂）   

オゾン（03）   ◎   ◎   
ラドン（Rn）   ○   ○  
フロンガス（CFCs）   ＊   

エアロゾル   ⊂）   ○  
炭素粒子   ○   
一酸化炭素／水素   ○   
窒素酸化物川Ox）   ◎   ◎  
硫黄酸化物（SOt）   ○   ○   
気象要素   ♂ 、   ◎   

6．2．20 地坪環境モニタリングステーション   

地球環礪変化を監視する－▲環として，人為的な発生凍  

の直接影響を受けることが少ない沖縄県竹富町波照間島  

と北海道根室市落石岬に無人の自動観測ステーションを  

設置して，大気中の温室効果ガス等を高精度自動測毒  

し，ベースライン大気（大気汚染の影響をほとんど無視  

できる十分に清浄な空気）の長期的変化を観潮すること  

としている。   

各ステーションの観測項目は表6．2のとおりである。  

◎：すでに観測を実施している項目  

○：試運転・調整中の項目  

＊：年4回のボトルサンプリング  

6．2．21陸別成層圏総合観測室   

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北域  

成層圏森合モニタリング」を行うための施設であり，北  

海道陸別町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森  

天文台）」の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共  

同で借り受け，広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分  

布の観測，プリューワ一分光計などによる有害紫外線の  

観測，レーザーレーダーによる成層圏の気温鉛直分布の  

観測を行っている。  

1999年10月には，Nl〕SC道管委員会を札幌で開催  

し，運営委貞会参加者の本施設への現地視察においては，  

ミリ波分光観測を含むそれぞれの観測の水準の高さと同時  

に，総合的な観測を実施していることが高〈評価された。  

（1）地球環境モニタリングステーション一波照間   

本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南  

方約20kmの有人島としては日本最南端である波照間島  

の東端に所在している。   

本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど  

の長期的な変化を観油するために，39．Omの観測堵上  

で大気を採取して，温室効衆ガスのほか，探気する気団  

の起源を推定するための指標因子として，オゾン・粒子状  

物質・ラドン・気象要素などを1993年秋より紛御している。   

本年度には，空調設備を更新した。  

（2）地球環境モニタリングステーションー落石岬   

本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー  

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部  

（海抜50m）に建設された。   

本施設は，50mの観測塔上で大気を採取して，波照  

間ステーションと剛斜二温室効果ガス・指標性ガス・気  

6．2．22 苫小牧フラックスリサーチサイト   

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「北方  

林温室効果ガスブラックスモニタリング」を行うための  

施設であり，森林生態系による二酸化炭素の吸収能力を  

観測し評価する手法の確立に向けて，北海道苫小牧地方  
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一口につき合計6臥 同一地点を観測できる）。AVHRR  

は，地上で反射された太陽光や地表面から放射される熱  

赤外線などの電磁波（光と熱）を検知して画像化する。  

この電磁波信号を解析することにより．地上の植生分布  

や海面の水温分布，また雲の分布に関する情報を得るこ  

とができる。広い範囲を■高頻度で観測できるという  

AVIIRRの特徴は熱帯林の減少や砂漠化など地球的規模  

で進行しつつある環境の変化を正確にとらえるうえで非  

常に有効な手段となる。   

黒鼠 つくばの両受信局でカムチャッカ半島からマ  

レー半島までの東アジア地域をカバーしており，現在  

NO∧A12号，14号および15号からのこの範囲の画像  

を毎【］20枚程度受信処理している。本年度は，これら  

の画像をもとに東アジア衛星モザイク画像と地表面の植  

生指数分布図の作成，さらに植生純一次生産量分布図を  

作成するためのプログラム開発を行った。  

のl司有林（カラマツ林）において，森林の二酸化炭素の  

吸収／放出（フラックス）をはじめとする森林生態系の  

炭素循環機能について総合的な観測研究を行うこととし  

ている。   

本年度には，フラツクス観測に適した林分として北海  

道苫小牧地方の国有林を選定するとともに，観測塔，電  

気設備，コンテナラボなど，観測のための拠点整備を実  

施した。区16．1に観測設備の配置を示す。  

6．2．23 黒鳥NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAから送られて  

くる観測データを受信，処理するためのシステムであ  

る。平成5年度の補正予算により日本国内に2セットの  

設置が認められ，一方を沖縄県八重山郡黒鳥の（財）海中  

公園センター八重山研究所内に，他方を茨城県つくば市  

の国立環境研究所内に設置することとなった。平成7年  

1月より黒鳥受信施設が，平成7年9月よりつくば受信  

施設が稼働を開始した。   

NOAAは上空850kmで梅軌道を周回する人工衛星  

で，NOAAに搭載されたリモートセンサAVHRRから  

は約2700kmの幅を，地上での分解能1km（地上1km四  

方が一点）で，毎円2回観測することができる（現在  

NOAA12，14，15号と3個の衛星が運行しているので  

6．2．24 研究本館Ⅰ（計測棟）   

環境中の有害物質を高感度，高速釈的に検出したり，  

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などになり調  
べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質  

の起源解明などのための元素（炭素，鋸など）の同位体  

比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚  

支箭湖 ◆林道 ◆ 苫小牧市内  

回6．1苫小牧フラックスリサーチサイト掛別施設配置図  
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染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重安か  

つ基本的なことである。研究本館Ⅰ（計測棟）は，この  

ような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器な  

ど）およびそれらを有効に使用するための施設（クリー  

ンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の  

測定データを提供している。また，一一部の機器について  

は，新しい分析法を研究・開発するための装置としても  

利用されている。  

（2）試料庫   

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究  

のために設立されたものであり，低温室，ディープフ  

リーザー室，恒温箋，試料準備室，記録室から成り立っ  

ている。低温室は→20℃の3低温重からなり，大量の  

試料の保存が可能である。ディープフリーザー室には3  

基の超低温槽と3台の液体窒素ジャーを設置し，超低温  

保存（－85℃，一110℃，－196℃）の必要な少量の試  

料の保存が可能である。＋4℃，＋20℃の恒温茎は，  

それぞれ凍結しない方法による保存に用いる。保存する  

試料の前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の  

温度が表示記録されるとともに，保存試料の情報が記  

録されている。   

研究所の試料に加え，環境庁化学物質モニタリング試  

料のうち平成4年度分までが長期保存されている。  

（1）主要機器  

1）高速液体クロマトグラフ質量分析装置（LC／MS）  

2）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置   

（MC／ICP／MS）  

3）二次イオン質量分析装置（SIMS）  

4）高分解能質量分析装置（HRMS）  

5）原子吸光光度計（AAS）  

6）大気圧イオン化質量分析装置（APl／MS）  

7）ガスクロマトグラフ四重椒質量分析装置   

（GC／QMS）  

8）レーザーラマン分光分析装置（RAMAN）  

6．2．26 研究本能Ⅲ  

（1）大型質量分析施設  

「フーリエ変換質量分析装置（FT－MS）」   

本装置は，フーリエ変換方式によるイオンサイクロト  

ロン共鳴を用いた質量分析装置で，イオントラップは3  

テスラの超伝導マグネットを用いている。測定できる質  

量範囲は12～16，000amuで，分解能はm／z＝131で  

106以上の高精度・高分解能の質量分析装置である。イ  

オン源はEI，Clレーザーイオン化が使用可能であり，  

またFTAMS本体のアナライザセル側にイオン加速レン  

ズ系を介して接続されている外部イオン化室を有する。   

以上の機能を有した本装置は，質量数の大きいクラス  

ターの測定，同位体の測定，ラジカルの反応測定，イオ  

ン反応の測定の研究に用いられる。   

本年度は，酸素原子とアルキル型ラジカルとの反応速  

度・機構の研究を行った。  

（2）主要設備  

1）クリーンルーム  

2）純水製造装置  

6．2．25 研究本館Ⅱ（共同利用棟及び共同研究棟）  

（1）人間環境評価実験施設（ELMES：Evaluation   

LaboratoryofMan－EnvironmentaL Systems）  

及び環境総合評価のための情報システム   

（SAPIENS：SystemsAnaIysisandPlanningin   

lnte”igentEnvironmenta＝nformationSystem）   

ELMESは環境評価にかかわる人間集団の反応測定  

や，意志決定プロセスにおける情報伝達効果の有効性の  

確認等，環境と人間行動に関する実験を行うための施設  

であり，中会議室と兼用の一集団実験室，ケ」ミングシ  

ミュレーションのための多集団実験室および情報伝達に  

用いるオーディオ・ビジュアル機器，実験制御装置  

（サーバー，ワークステーション）等から構成されてい  

る。   

SAPTENSはELMESでの環境情報提示や，地域環境情  

報システムの開発研究を進めるためのコンピュータおよ  

び画像処理・表示システムと環境データベースよりなる。  

「タンデム質量分析装置（タンデムMS）」   

本装置は，分解能65，000の二重収束型質量分析計  

佃S）を2台直列に組み合わせたもので，通常の高分解  

能質量分析に加え，第一・MSで分離・選択されたイオン  

をさらに第二MSで質量分析することによって，正確か  

つ詳細な化学構造情報を調べることができる。   

本年度は，エレクトロスプレーイオン化法，大気圧  

化学イオン化法等の溶液導入法と組み合わせ，タンパ  

ク質のLC／MS／MS分析法に関する各種基礎検討を行っ  
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実験室としてはGC／MS室，試料調整室 ，微生物実験  

室，物性実験象 低温室，水生生物実験室，榊胞実験  

室，毒性実験室，動物飼育室，マイクロコズム，高温分  

析室がある。   

本年度は，特別研究「環境中の『ホルモン様化学物  

質j生殖・発生影響に関する研究」及び戦略的基礎研究  

「リスク評価のためのダイオキシンによる内分泌撹乱作  

用の解明」を中心に研究が進められた。  

た。  

「加速器分析施設」   

本施設は，最大加速電圧5百万ボルトの静電型タンデ  

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS），同百十  

万ポ）t／トのPIXE／RBS分析装置，並びにAMS用試料調  

製クリーンルームから構成される。AMSは，質量分析  

の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合わ  

せて，極めて微量にしか存在しない（安定同位体の  

10、】0以‾り 同位体を精度，感度良く測定するためのシ  

ステムで，特に炭素14等の，宇宙線起i原の長寿命放射  

性同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。  

円XE／R日Sは表面分析，元素分析の手法であり，各種環  

境試料中元素の迅速分析や分布の詳細な解析等に威力を  

発揮する。AMSは放射線発生装置であり，放射線防護  

の観点から，放射線モニターと連動したインターロック  

システムの設置など，様々な工夫が凝らされた魔設に  

なっている。   

本年度は，・科学技術振興調整費「バイカル湖の湖底泥  

を用いる長期環境変動の解明に関する国際共同研究」や  

国立機関原子力試験研究費「GCLAMS：加速器による生  

体中，環境中微量成分の超高感度追跡手法の開発」等の  

研究課題に基づき，炭素14やペリリウム10，アルミニ  

ウム26の測定を継続したほか，微小試料中の炭素14測  

定のための基礎的な検討を行った占  

（3）lLAS・RIS衛星デMタ処理運用施設及びILAS－   

Ⅰデータ処理運用施設   

7I．．AS・RIS衛星データ処理運用施設は，ADEOS衛星  

搭載の汀．AS（改良型大気周縁赤外分光計）とRJS（地上  

衛星間レーザー長光路吸収測定用リトロリフレクター）  

のデータを処理連用するための施設であり，データ処理  

運川のための装置（計算機システム）およびソフトウェ  

アからなる。1996年11月より1997年6月までILASが  

観測したデータを最新のデータ処理アルゴリズムにより  

再処理し，オゾン等の高度分布など地球物理パラメータ  

の作成を行うとともに，外部へのデータ提供を行った。  

本施設は，平成12年1月を以て稼動を終了した。  

ILASⅢデータ処理運用施設は，平成13年11月に  

打ち上げ予定のADEOSI］衛星に搭載されるILAS［  

（改良型大気周縁赤外分光計n型）のデータを処理運用  

するための施設であり，本年度は，ソフトウェアの性能  

試験とアルゴリズムの改訂を実施した。なお，11JAS観  

測データの再処理と提供は，今後は本施設において実施  

する。  

（2）化学物質管理区域   

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特  

殊有害物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ  

る。   

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏  

山を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，  

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ  

ルター葦を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出  

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性  

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施  

設で処理される二重構造になっている。   
さらに区域内で出る実験廃棄物，廃液，使用済み排気  

フィルターは，すべて区域内で処理して外部に持ち出さ  

ないよう区域内に焼却炉を設置している。   

また区域内利用者は登録㈲でカードキーで山人を記録  

している。  

（4）ミリ波測定施設   

本施設は，ミリ波解析室，ミリ波分光器室，ミリ波分  

光観器室の3部屋からなっており，ミリ波分光計並びに  

ミリ波オゾン分光観測システム等を使用し，成層匝巨中  

間圏のオゾンが放出する電波（ミリ波）の回転スペクト  

ルを高い分解能で分光し，40km以上の高度領域のオゾ  

ン鉛直分布を観測している。本年度は，ほぼ毎日（雨天  

等，厚い雲のある場合を除く），高度約35、75kmのオ  

ゾンの鉛直分布を24時阻連続的に観測し，良好なデー  

タが得られている。  

（5）エコオフィス  

本施設は，オフィスにおけるエネルギー消費の低減な  
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らびに二酸化炭素排出量の削減を目的とした施設であ  

る0このエコオフィスの特徴は，1）断熱材の便札ペ  

アガラスの導入により，従来のオフィスに比べて断熱性  

能が大幅に向上していること 2）太陽光発電システム  

を導入してオフィス内の電力需要の一部をまかなうこと  

3）太陽熱集熱暑封こよる温水を冷暖房に利用して冷暖房  

エネルギーの削減をはかること等である。なお，太陽光  

発電システムにおいては規子岬」用可能な単結晶，多結  

晶，アモルファスの3種類の太陽電池を用いた発電シス  

テムを併置し，同じ条件下での各発電システムの性能評  

価が可能である。．   

本年度は，各居室の瞬時電力を月曇軋 コンセント別に  

計測システムに取り組むための施設の改修を行いデータ  

分析の精度を高めた。さらに昨年に引き続き，エコオ  

フィスにおける一一年間通した消費および供給エネルギー  

ならびに，二酸化炭素排出削減量の解析を行い，エコオ  

フィスとしての性能評価を行った。  

GRID情報処理解析システム（平成5年度導入）を中心  

とする計算機システムを設置しており，GRIDつくぼ  

のオリジナルデータの作成，データの加工・解析，デー  

タの提供等を行っている。本年度は，引き続き同システ  

ムを用いて，GRIDデータの提供を行った。  

6こ3 共通施設  

6，3．1エネルギー供給施設   

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，  

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる  

ため，各研究室と密接な連絡をとり，安定したエネル  

ギーの供給を行った。   

また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省  

エネルギーに努めた。   

本年度末における，エネルギーセンターの施設概要は  

次のとおりである。  

（1）電気設備  

1）特高受電需要設備（66，000V）  

変圧器容量10，000kVAX2台  

特高受電所1カ所，2・3次変電所21カ所  

2）自家発電設備  

非常川ディーゼル発電設備1，000kVAX3台  

（6）NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAに搭載された  

AVIJRRセンサの衛星データの受信及び解析を行うため  

に設置された施設である。NOAA／AVHRRは，可視威  

から赤外線に合計5バンドを受感する多重分光走査セン  

サーである。AVHRRは広い地域を高頻度に観測するこ  

とができるのでグローバルな環境変化を対象とするのに  

適している。本施設は，2つの受信局で構成されてお  

り，国立環境研究所構内に1995年9月，沖縄県黒島の  

海中公園センターに1995年1月に設置された。主な構  

成機器は，レドーム付き直径1．2mの受信パラボナアン  

テナ，アンテナ制御装置，受信機，GPS装置，制御及  

び解析用SUNワークステーションである。受信データ  

の記録には，4mmDATテLプ6本を格納できるスタッ  

カー装置を装備している。つくば局と黒鳥局をあわせる  

と，カムチャッカ半島から中臥 さらにマレー半島付近  

まで観測が可能である。   

本年度は，衛星データの定常的な取乱 植生指数分布  

図および東アジア衛星モザイク画像の作成を行った。  

（2）横械設備  

1）蒸気ボイラー  

炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）  

10t／h X3台  

2）冷凍機  

蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRTX4台  

6，3．2 廃棄物処理施設   

廃棄物処理施設は，各処理施恵と共に順調に稼働し  

た古本年度における廃棄物処理施設の概要は次のとおり  

である。  

（1）処理能力  

1）一般実験排水処理能力  

2）特殊実験排水処理能力  

3）一般固体焼却処理能力  

4）特殊固体焼却処理能力  

300t／d  

lOOt／d  

150kg／h  

lOOkg／d  

（7）GRID情報処理解析施設   

地球環境研究センターは，国連環境計画（UNEP）／  

地球資源情報データベース（GRID）の協力センター  

（GRIDつくぼ）の機能を果たしている。本施設は，  
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（2）排水処理  6．3．3 エ作室  

本年度における処理水について，表6．3に本構内の  研究活動に伴い，ガラス工作室，金工室，材料工作  

汚水排除基準と霞ケ浦臨湖実験施設の排水基準および   窒，木工茎，溶接墓，エレクトロニクス室の各室が利  

各々の最高値を示す。  用され研究機器等の加工，製作が行われた。  

衷6．3 平成11年度 汚水排除基準  

構  内  霞ケ浦臨湖実験施設  

項  目  
（汚水排除基準）（最高値）  （排水基準）  （最高値）   

温度   45度以下   （9～290C）   45度以下   （7～280C）   

水素イオン濃度   5・～ 9   （7．1～8．1）   5．8～8．6   （7．1～7．6）   
生物化学的酸素要求量   600喝ハ以F  （7．0）   

、 ）   15mgハ以下  （3．3）  

浮遊物質量  600mg／仁以下  （14．3）  15mg／仁以下  （1．6以下）   

ノルマルヘキサン抽出物含有還  （1以下）  

ア）鉱油頼含有量   5mgハ以下  （1以下）   3mgハ以下  
イ）動植物油脂類含有量  30mgハ以下  （1以下ト   5mg／J以下   
ヨウー、こ′量   220mgJ以下  4．5   
カドミウム含有量   （0．005以下）                0．01mgハ以下    0．01mgハ以下  （0．005以下）   
シアン含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

有機リン含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

鉛含有量   0．05mg／J以下  （0．05以下）   0．1mg／J以下  （0．05以下）   

クロム（六億）含有量   0．05mg／J以下  （0．01以下）   0．05mgハ以下  （0．01以下）   
ヒ素含有量   0．01mg／‘以下  （0．002以下）  0．05mgハ以下  （0，00Z以下）   
給水銀含有量   0．ODO5mgハ以下  （不検出）   不検出   （不検出）   

アルキル水銀含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

PCB含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

トリクロロエチレン   0．03mg／J以下  （0．001以下）  0．03mgハ以下  （0．001以下）   
テトラクロロエチレン   0．01mg」＝以下  （0．001以下）  0．01mgハ以下  
ジクロロメタン   0．02mgハ以下  （0．002以下）  （0．002以下）   

四塩化炭素   0．002mgハ以下  （0．0002以下）  （0．0002以下）   
1，2一ジクロロエタン   0．004mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   
1，1－ジクロロエチレン   0．02mgハ以下  （0．001以下）  （0．001以下）   
シスー1，Z－ジクロロエチレン  0．04ng／＝以下  （0．001以下）  （0．OQl以下）   
1，1，トトリクロロエタン   1mgノ＝以下  （0．001以下）  （0．001以下）   
1，1，2一トリクロロエタン  0．006mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

1，3－ジクロロブロベン   0．00Zmgハ以下  （0．001以下）  （0．001以下） 

チウラム   0．006喝ハ以下  （0．0006以下）  ．         （0．0006以下）   
シマジン   0．003mgハ以下  （0．0003以下）  （0．0003以下）   
チオペンカルブ   0．02mg／J以下  （0．002以下）  （0．002以下）   

ベンゼン   0．01mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

セレン   0．01喝／～以下  （0．01以下）  （0．01以下）   

フェノール含有量   0．5mgハ以下  （0．025以下）  0．1爪g／J以下   
飼含有量   ・3mg／＝以F  （0．01）   1mg／ヱ以下  （0．ql以‾F）   

碑銘含有量   5mgハ以下  （0．05）   1mgハ以下  （0，02）   
鉄（溶解性）含有畠   10mgハ以下  （0．15）   1mgハ以下  （0．19）   
マンガン（溶解性）含有鼠  1mg」＝以下  （0．27）   1mg／J以下  （0．01以下）   
クロム含有屋   1mg／J以下  （0．01以下）   0．1mgハ以下  （0．01以下）   
フッ素含有員   8咽ハ以下  （0．3以下）   0．8爪gハ以下  （0．1以下）   

窒素  Z5mgハ以下  （2．3）   
リン  4mgハ以下  （0．05以下）   

大腸菌群数  3000］／mJ以下  

（注）最高値偶の（××以‾り は定量限界以下を示す。  
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7．成果発表一覧   

7．1研究所出版物  

NIESAnnuaIReport1999，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－1  国立環境研究所   NIESAnnualReport1999   107p．   

国立環境研究所特別研究報告 SR－30－2000，（2000）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－ 2  国立環境研究所   輸送t循環システムに係る環境負荷の定丘化と環境影響の総合評価手法に閲  58p．  
する研究   

国立環境研究所特別研究報告 SR－3ト2000，（2000）  

記号   発  表  者  題  目   ページ   

K－ 3  国立環境研究所   微生物を用いた汚染土壌・地下水の浄化機構に関する研究   42p．   

国立環境研究所特別研究報告 SR－32－2000，く2000）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－ 4  国立環境研究所   海域保全のための浅海域における物質循環と水質浄化に関する研究   49p．   

国立環境研究所特別研究報告 SR－33－2000，（2000）（開発途上国環境凝術共同研究）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－ 5  国立環境研究所   石炭燃焼に伴う大気汚染による健康影響と疾病予防に関する研究   41p．   

国立環境研究所特別研究報告 SR－34－20帆（2000）（開発途上l重閣墳技術大同研究）  

記号   発  表  者   ≡三  ≡   ページ   

K－ 6  国立環境研究所   自然利用強化型適正水質改善技術の共同開発に関する研究   48p．   

国立環境研究所研究報告 R－145－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－ 7  川島康子・山形与志樹   CDM・共同実施におけるベースライン設定方法に関する議論の概要   86p．   

国立環境研究所研究報告 R－146－’99，（1999）十和田湖の生態系管理に向けて  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－8  ワカサギの導入に伴う十和田湖の生態系の変化について  1－15  
i2崎姦i3  

（■1青森県環境保健セ，  
＊2秋田県水産振興セ，  
＊〇青森県内水面水産試験場）  

ワカサギからヒメマスへ，1980年代と逆の優占魚種の変化がプランクトン群   16－26  
R－9   黒と水質に及ぼした影響について－1995－1997年の調査結果から   

（■1青森県環境保健セ，  
■2奈良女子大，  
＊3㈱環境研究セ）  
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記号   発  表  者   週  日   ページ   

K－10  十和田湖におけるヒメマスおよびワカサギの個体群動態  27－35  
水谷寿●3，帰山雅秀一4  
（＊1水産庁さけ・ます資源管理セ，  
●2青森県内水面水産試験場，  
◆3秋田県水産振興セ，  
◆4北海道東海大）  

K－11   36－40   

K－12  牧野 濱■1（＊1北海道大）   十和田湖における動物プランクトン群粟の季節変化～1998年の結果から   41－48   

K－13  49－54  
＝il 

（■1青森県環塊保健セ）  

K－14  十和田湖の底生動物相  55－71  

去貰隆蓋i2謂冨妻L・〇  

雫野弘語芙，＊2。本丸  
■3群馬県立勢多農林高，  
刈茨城大）  

Ⅹ－15   72－82   

（＊1青森県環境保健セ）   

K－16  上野隆平，大高明史■l，高村典子  83－86   

（＊l弘前大）   

E－17  森野 浩●1，戸塚利明＊1   十和田湖におけるトゲオヨコエビ（Eogammaruskygi）の分類・分布及び   87－94  
（雷】茨城大）   繁殖⇒舌動   

K－18  森 誠一＝（■】岐阜経済大）   十和田湖沿岸域の魚類，特にイトヨの生態を中心に   95－109   

K－19  十和田湖の水質（1998年）  110－116  
三上一＊2 高村典子  

， （：三等芸果実箋琵謹言i  
X－20  ，工藤精一＊l  十和田湖の水位と流人河川の負荷且（1998年）  117－125  

松尾章■1，工藤幾代＊l，  
野澤直史＊1，前田寿哉＊l  
（■1青森県環境保健セ）  

K－21   十和田湖資源対策調査結果（1998年）  126－136   

， 

K－22  水谷寿●1  十和田湖の生態系および資源対策調査結果（1998年）   137－150   

（＊Ⅰ秋田県水産振興セ）  

K－23  十和田湖の水質及び光環境（1995～1997年）  151－155  

野澤直史●1，前田寿哉＊1，  
石塚伸一－＊1，工藤健＊1，  
大久保英樹■1  

（書1青森県環境保健セ）  

K－Z4■   十和田湖におけるSl（珪素）旦（1995～1997年）  156   

K－25  高村典子   十和田湖における懸濁態炭素（POC），懸濁懸垂素（PON）及び懸濁態リン  157－159  
（POp）塁（1995－1997年）   

K－26  高村典子   十和田湖におけるサイズ別クロロフィルa且（1995－1997年）   160－162   

K－27  高村典子，中川 悪   十和田湖における細菌，ピコ植物プランクトン，鞭毛藻及び従属性鞭毛虫  163－169  
の計数データ（1995～19g7年）   

K－28  伯善晶子＊l，高村典子  十和田湖における植物プランクトンと繊毛虫の計数データ（1995－1997年）  170－184   
（＝奈良女子大）  

Ⅹ－29  十和田湖における動物プランクトンの計数データ（1995→1997年）  185－1呂9  

謝 平■コ，工藤幾代”，  
野澤直史＊1，前田寿哉■1，  

工藤健■1，  
表i．  

（●1青森県環境保健セ，  
■2㈱環境研究セ 
， ●3中国科学院水生生物研究所）  

K－30   十和田湖における動物プランクトン計数データ（1998年）  190－202   
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記号   発  表  者   題  目   ページ   

E－31   十和田湖における魚類データ（1g97年）   203－218   
；雅 

（■1青森県内水産水面試験場，  
＊2秋田県水産振興セ，  
＊3水産庁さけ・ます資源管理セ  
＊4北海道東海大）  

国立環境研究所研究報告 R－147－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－32  国立環境研究所   21世紀における環境研究の展望一環境庁国立環境研究所公開シンポジウムー  22p．   

国立環境研究所研究報告 R－148－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目  ページ   

「地球規模大気環境の衛星観測の将来のあり方について」報彗   65p．   
K－33  讐㌘票慧大聖盃科鎧漕  

国立環境研究所研究報告 R－149－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

E－34  衛星観測プロジェクト笹野泰弘  136p．   

（編）   

国立環境研究所研究報告 R－150－2000，（2000）  

記号 発  表  者   題  目   ページ   

地理情報システムを活用した霞ケ浦流域の流域管理に関する研究   78p．   
K－35  竺焉妄菖il雪誓言話芸う  

国立環境研究所研究報告 R－151－2000，（2000）l）roceedlngsoi■LheJapan二China呵しWork血pontheC叩erati、・eStudyoTthe  
Mariner7nvironmenしr＝nvironmentalCapacityandf三11もcLsoL■PoILutLlntSOnMiIrinef二COSySしemLntheI二a5tChinaSea‾  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－36  1－9  
amesocosmstudy  

u 

・●● 
三 

（＝FirstInst．Oceanogr．，  
＊2univ．Qimgdao，  
■3secDndInst．Oceanogr．，  
＊4EastChinaSeaBranch）  

E－37  11－19  
Ca experi皿entS  

畠一 
（＊1FirstInst．Ocean8gr．）  

K－38  2ト30  
ZhennanWU●1，YoufenZH＾NG雫1  
（＊tEastCllinaSeaBra¶Cll）  

K－39  Variationsintracemetalconcentrationsinaphosphateenriched  31－36  
●■●●・・  closedexperimentalecosyst，em  

EiichiroNAKAYAHA■2  
（書1Na＝．Res．Inst．  

Aquaculture，  
■2univ．ShigaPrefect、）  

K－40  
ShogoMURAKAMl，  ofgraヱer5inmarinemesocosmsintheChangJlngEstuary  
KunioKOHATA，HasatakaWATANABE  

K－41   51－58  
子≡雪a≡；：… nitrogeninphosphateenrichedne50COSmeXperimentandtheir  

RuihuaLU●l，随ohほLリl ＊1 sinlくingfluxes   
（FirstInst．Oceanic．  

A血inistr8tion）  

263   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－4Z  OnsedimentationofphDSphorusinspecifiedare80utSideof   59－65．  
g  Changjiang Estuary 

HuaizhaoWANG●i，  
YoshikiSÅITO●2，  
YutakaKANAI■2  
MingmingJ川＊1  

▲●●州●三  
■2GeologicalSurvey）  

Ⅹ－43  67－72  
肌kiyaHIROKI，  Estuary皿OuthinHay1998  
HakotoM．WATANABE  

K－44   MDdelingofnut，rientdynanicsintheestuarineseaofChangjiang  73－80  
（”SecondInst．Oceanogr．）   Rlver   

K－45  81－88  
ShogoMURAX蛸l，HideakiHAXI，  
KunioEOliATÅ，MasatakaWATAⅣABE   

K－46  89－96  
YuJIANG■1，ⅩiurongHAN●1  mesocos皿eXperimentofEastChinaSea  
（■10ceanUniv．Qingdao）  

K－47  Bacterialcom】□unitystructurein抽eE8StChinaSea  97－103  
HiroyukiSEKIGUCHI11  
MikiyaH川OKI，  
Hakot8WATANABE，  
HasatakaWÅTANABE  
（●1Univ．Tsukuba）  

K－48  105－11Z  
ⅩiurenNING●1JJumxianSHI■1  
YumlngCAI＊1  
（■1secondInst．Oceanogr．）  

K－49  
HingyuanZHU●1，WeiZHAO＝，  SeaareaadjacentYangtsEstuary  
RubaoJI＝，ZengdiPAN■1，  
ShangCHEN－1，ZhenwenWAⅣ暮1  
（■1FirstInst．Oceanogr．）  

K－50  121－130  
Jia叫ngpAN＊1，  ecologicalenvironnentsofftheChangjiangestuaIlinewaters  
HingⅦ1ngJ川＝  
（■lsecondlnst．Oceanogr．）  

K－51  Elenent81cDmpOSitionofsuspendedparticlesintheChangjing  13ト139  
TakejirDTAMATSU，  EstuaryIコOuth  
JitsuyaTAKADA■1 
， RokuJi凡AT5U5別TA＊1，  
ShogoMUllAmHI，  
Kai－qinXU，恥Sataka†JATANABE  
（■1ⅩyotoUniv．）  

K－52  14ト149  
YokoKIYOHOTO●1 ＊1 intheChangjiangEstuary  
（seikaiN8tl．FisheriesIles．  

Inst．）  

K－53  151－158  
SulanGAO＊1  YangtzeEstuary  
（＊1Firstlnst・Ocean．ogr・）  

K－54   159－167  
MasatakaWATAⅣABE   EastChinaSeaatthemouthoftheChangjiangRiver   

K－55  DecadaltomillennialenvironmentchangesoftheChangjiangdelta   169－174  
2…1，  recordedjnsedj皿eJ】とcores  
Yutak8KANAI●2  
AkiraNISHIMURA＊】  

SetsuyaYOEOTA■〇， KazumiMATSUOKA■4  
（■1HarineGeologyDep．，  
●2GeochemistryDep．，  
●コHokkaidoBranch，  
■4NagasakiUniv．）  

K－5（；   Appendix  176－185  
PPOgramme Participants List 
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国立環境研究所研究報告 R－152－2000，（2000）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－57  朽akotoM．WATANABE，   NIES－Co11ecti〔）n   159p．  
MasanobuKawachi，  LISTOFSTRAINSSixthEdition2000MicroalgaeandProtozoa   
Mikiy8日iroki，Fumie払sai  

国立環境研究所研究報告 R－153－2000，（2000）湖沼環境の変遷と保全に向けた展望  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－58  高村典子   生態系を理解した湖沼保全に結びつけるために   1－4   

K－59  三上英敏●1  網走湖の陸水学的特徴と長期的環境変化   5－33   
（嘉1北海道環境科学研究セ）  

Ⅹ－60  阿寒湖の陸水学的特徴とその変遷  34－54  
三上英敏＊1  
（＊1北海道環境科学セ）  

K－61   55－69   

K－62  今田和史◆1  支坊湖の水質環境と漁業の変遷   70－82   
（＊1北海道立水産帰化場）  

K－63  今田和史■l  洞爺湖の水質環境と漁業の変遷   83－97 ■   

（＊1北海道立水産照化場）  

K－64  石川靖l】  北海道渡島大沼の環境の長期的変遷   98－123   
（■1北海道環境科学研究セ）  

K－65  中島孝■1，関口忠男＊1  中禅寺湖の湖沼環境の現状と保全にむけての問題点   124－149   
（書1栃木県保健環境セ）  

E－66  中島孝＊1，開口忠男■1  湯の湖の湖沼環境の現状と保全にむけての問克己点   150－172   
（雷l栃木県保健環境セ）  

K－67  中川 悪，高村典子，松重一美  霞ケ浦における水質及びプランクトン群集の季節変動   173－190   

北潟湖における水質と湖沼環境の現状   191－199   
K－68  乍倉嘉弄嘉岩鼻責掌警戸●1  

K－69  片谷千恵子れ，高田敏夫書1  水月湖・三方湖における水質と湖沼環境の現状   200－216   
（ホ1福井県環境科学セ）  

X－70  山中直義1  琵琶湖における近年の水質変動とプランクトン相の変遷   217－227   
（＝滋賀県立衛生環境セ）  

K－71  笹尾敦子◆1   福岡県内ダム湖の水質及び植物プランクトンの推移   228－237  
（，1福岡県保健環境研）   一日向神ダム湖，力丸ダム湖，広川ダム湖－   

K－7Z  平江争績＝（＊1鹿児島県環境セ）  櫨池の水質   Z38－241   

K－73  平江多績●1（＊1鹿児島県環境セ）  池田湖の周辺環境と水質   242－249   

国立環境研究所地球環境研究センター年報 CGER－AOO7－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－74  地球環境研究センター   地球環境研究センター年報 Vol．7（平成9年度）   83p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO23（CD）－2000，（2000）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

東アジア植生指数月別モザイク図  k－75  地球環境研究センター  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO24－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－76  地球環境研究センター   DataBookofInformationaboutlnternationalResearchlnstitutions／  228p．  
PrograImmeS   

265－   
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国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO25－2000，（2000）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

X－77  地球環境研究センター   DataBookofSea－LevelRise2000   128p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO26（CD）－2000，（2000）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

Ⅹ－78  地球環境研究センター   DataofIGÅC／APARE／PEACAMPOT11  
AircraftandGround－basedobservations’96L’98CollectiveVDlume   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1036－’99，（1999）E）roceedingsor1999N【ESWorkshoponInlbrmaLjont3ases  
andModeling丘）r［．and－uSeとIrldLandCOl′CrChangesStudiesinEasL＾sia  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－79  仙ninoriOTSUBO   OutlineoftheLU／GECProject（LandUsefDPGlobalEnvironmental   ト9  
ConservaLion）   

Ⅹ一80  YukioH川IYA〃A＊】   TheRoleoflGU－LUCCintheStudyofLandUse／CoverChangeinEast   10－12  
（＊1HokkaidoUniv．）   Asia   

1Ⅹ－81  RyosukeSHIBASAKI■1  ReviewingLUCCModels…ⅣewChallengesinGlobalEnviron皿entalAge   13－18   
（”Univ．Tokyo）  

K－82  ToshioKIKUCHI＊1   AT）alysisofLUCCandForecastwithMapMethod：ACaseoftheBeijing  19－26  
（＊1TokyD）イetrop．Univ．）   HetropDlitanArea，China   

Ⅹ一83  JianxinGOⅣG●】，ⅩuninoriOTSUBO  ANewApproachtoModelingLand－uSeChangeApplicabletoaLi皿ited  27－34  
（”Nanjing抑〕rmalUniv．）   DataSet  

K－84  SatoshiHOSH川0■1   StatisticalAnalysisonFactorsinFarmland／UrbanLand－uSeChange   35－43  
（＝OkayamaUniv．）   inJapan（1975－1990）   

K－85  Bor－WenTSAl●1  LandUse／CoverStudiesandDigitalDatabasesinTaiwan   44－51   
（■1Natl．TaiwanUniv．）  

K－86  EstimationofGreenhouseGasfromLand－u5eChange－ContributiontD   52－59  
oso，  IPCCSpecialReportonEmissionScenario－  

TsuneyukiMORITA ■1 
（KyotDUniv．）  

K－87  I）ataRequirementsinLUCCresearch  60－64  
（＝Inst．CartDgr．de  

Cataluya）  

K－88  LandResourceslnforlmatiorlSyste皿S－ASourceofInfor皿ationand  65－72  
o BasicToolforModelirlgandMonitoringLand－uSeaIldLandrcover  

（■1ISRIC）   Changes  

K－89   LaTld－uSeChangeofChinafromtheEarlly1980’stotheEarly1990’s   73－76  
（”chin．Acad．ofSci．）  

K－90  HanikHWANGll   CoastalLand－uSeChangebyRecla皿ationofTidalFlatsa10ngthe   77－83  
（＝seoulNatl．U再v．）   WesternCo8StDftheCapitalRegioninKorea   

K－91  JeffersonFO‡書1  Land－uSeandland－COVerChangesinMDmtaneMainlandSDutheastAsia   84－94   
（＊1East－WestCent．）  

K－92  RyutaroTATEISHI＝  LandCoverMonitorlingofAsia   95－102   
（＊1cbibaUniv．）  

K－93  LandUseImpactonC4PlantCDVerOfTeInPerateEastAsianGrasslands  
ogoyn 

DennisOJI舶＝  
（■IcoloradoStateUniv．，  
＊2AugustamaColl．  
■3EROSDataCent．）  

K－94   AvailabiltyandUtilityofLandUse／CoverData：ANorthChinaPlain   
（■1GriffithUniv．）   Example   

K－95  QiLU■】（＊1InsLGeogr．）   HistoricalperspectivesofLand－uSeandLamd－COVerChangesin   115－124  
Beljimg   

K－96  VladimirKARÅK川■1   ChangesintheLandandForestCoverintheSouthernPortionofthe  125－131  
（■1Pacificlnst．GeDgr．）   RussianFarEastinthe20thCentury   

K－97  HaiqiLIU■1   TheStudyofNationalMonitoringSystemofArableLandChangingand  132－138  
（＝PlanningHinist．of  its Model In China 
ーAgric．）  

－266一   
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記号   発  表  者   題  目   ページ   

Ⅹ－98  YukioH川IYAMA■1  ”odellingLandUse／CoverChangesTforWhat，andtIow？   139－146   
（＊lHokk8idoUniv．）  

Ⅹ－99  KaヱuyukiKONAGAYA＊1  SpatialStmcturalModelingofLaTldUsebyRentTheDry（GT机   147－154   
（竃10saka（ユitylユnlv．）  

K－100  HakotoKIHURA11   SustainableLandUseFormsinChinafromtheViewpointsDfSoiland  155－159  
”NagoyaUniv．）   WaterConditionsandFuturePopulationlmpact   

K－101  TakamasaSAKAI＊1（＊1NaraUniv．）  PopulationandMigr8ti8nDyTlanicsforLandUseModeling   160－161   

K－102  Linい＊1（＊】Univ．T8kyo）   ModeliIlgCityExpansionBasingonRemotelySensedImages   162－171   

K－103  AkioBITO＊1（＊1YamanashiUniv．）  RegiDnalDifferencesinFutureFoodSupplyinChina…ViewedfroJn   172－178  
theLamd－uSeGridData・・・   

K－104  ModelingtheLand－uSeChangeandSupplyandDemandStructurefor   179－185  
YasutoNAKAMURA事2  FoodinAsia  
（■1SRIC，■2KyotoUniv．）  

K－105   StatisticalPrDblemsinSpatialModeling   186－195  
orD 

K－106  SoilDegradationDuetoAcidification  196－200  
（■lTokyoUniv．orAgric．  

andTechnol．）  

E－107  DevelopmentoflkmDrainageModelbasedonGTOPO30andGlobalData   201－205  
RyosukeSHIBASAKl＊l  Sets  
（＊】Univ．Tokyo）  

K－108   1mpactofLandruseChangeonWaterResourcesintheHuabeiPlain   206－212  

K－109  EstablishingaGlobalNitrogen／CarlbcmCycleModelニNitrogenStorage  213－221  
RyosukeSHIBASAKI＝  inTerrestrialVegetationunderPresentClimate  
ⅣaohiroGOTO＊2 
， ・．．・ 

． 

（”Univ．Tokyo， ◆2 
ToyohashiUniv．Technol．）  

K－110   MDnitoringofBiologicalLandProductivityandEvaluatior10fits  222－226  
（■1unlv．Tokyo）   Sustainability   

K－111  227－234  
ShinjiKANEKO■2 EastAsiaAccordingtotheDPSERFramework  
， ToruMATSUHOTO■】 ＊1 
（KyusyuUnlv．  
＊2tnst．GlobalEnviron．  

Strategies）  

K－112  235－23g  
（＊1HokkaidoUniv．）   ProductivityinNorth－EastChina  

K－113  StudyonthePoteTltialVegetatiDnOfNorth－Eastchinaby  240－248  
mg Biogeocilmatlc Classlflcatlan 

がobuoTAKEUCHI■1 ＊1 

（chibaUniv．）  

K－114   249  

K－115  250－255  
・ 
． 

（暮1InsトHydrogeologyand  
恥glneerlngGeology，  

■2HebeiPr□Vince）  

K－116   ProgressinLUCCStudiesandNetworkinginEast，Asia－CountryaTld  257  
（＊1日okkaidoUnlv．）   InstitutionReports－   

K－117  VladimirXARAK川■1（●1RAⅣDVO）  ShortReviewoflg98－99YearsResearchandNetworkLUTEAandLUCC   258－259  
Activities in RFE 

K－118  HanikHWANG■1  ResearchActivitiesonLand－uSeChangeinKorea   260－261   
（■1seoulNatl．Umiv．）  

K－119  ReportonChina－relatedLUCCactivitiesatthe＾ustralianCentreDf  262－263  
（”GriffithUniv．）   theAsianSpatiallnforⅢationandAnalysis¶etwDrk（ACASIAN）during  

1998－99  

K－120   LUCCActivitiesofJapam   264－265  
（■1TokyoUnimAgric．）  

266－268  
QiLU♯1（■lInst．Geogr．）    K－121  Ån rntrDductionto the PotentialsofLUCCStudiesinChina   

ー267－   
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記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－1ZZ  開恕部課1 ARepor・tOnlandUse／CoverChangeStudiesinMongolia   269－270   
。。iv．）  

K－123  恥rkshopAgenda   271－274   

X－124  participaれtSList   275－285   

Ⅹ一125  Biography   286－293   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1037－’99，（1999）  

記号   発 表 音   題  目   ページ   

K－126  地球環境研究センター   Proceedingsofthe2ndlnternationalSy皿pOSiuⅢCO2intheOceans   688p．  
－The12thGlobalEnviron皿ent，Tsukuba一   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1038－’99，（1999）LU／GECプロジェクト報告薯V一中国における土地利  
用変化のメカニズムとその影響に関する研究－  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－127  中国の自然環境と水問題  1－6  
アグン・プデイハルト＊2  

（■1千葉大環境リモートセンシン グ研究セ，●2千葉大大学院）  

K－128   7－12   

K－129  中谷友樹■1（■1立命館大）   DMSP／OLSStableNightLightImageによる中国人口分布推定モデルと人口  13－23  
グリッド補間   

K－130  尾慈孝雄●1（＝山梨大）   土地利用・被覆変化の将来予卸lのための省別，地域別シナリオ   24－32   

K－131  小長谷一之11，守田秀則＊2  中国全域の土地利用予測モデル   33－41   

（＊1大阪市立大，■2香川大）  

K－132  ゴン建新◆1，大坪国個  中国各省土地利用限界値に関する研究   42－54   

（■1中国南京師範大）  

長江デルタにおける地域開発と土地利用の変化   55－71   

K－133  季増民■1，鳥井清司■2 （＝椙山女学院大，■2京都大）  
E－134  1998年中国東北平原南部地域土地利用調査  72－77  

（●1北海道教育大，  
●2ェコ・フロンティア■フェロ   

鼠－135   中国東北平原南部農村地域の土地利用ヒ諸条件  78－83   

， 

K－136  土居晴洋■1（”大分大）   中国東北地方南部平原の都市と近郊地域の変化   84－87   

Ⅹ一137  北京地域の土地利用変化とその諸条件  88－94  

（■1東京都立大大学院，  
■2札幌国際大）  

K－138  LU／GEC中国北部・東北部グルーア報告毒  95－98  

， 

－2東京都立大大学院）  

K－139   中国東北地区の稲作概観一束北平原南部の土地利用調査－  99－109   

K－140  ModelingCityExpansionBasingonRemotelySensedlmages  11ト121  
RuninoriOTSⅥも0  
（■lUniv．Tokyo）  

K－141   衛星画像データを基にした都市拡大のモデリング  122－132   

大坪国腰（＝東京大）  

K－142  EnvirDnmentalInfluenceofL8ndUseNorthernandNorlt，hesternChina  
・‖夢lil  

．  

（■1EF．Fellow，暮2Natl．Inst．  
GeologicalSuevey）  

K－143   北部，東北部地域における土地利用が環境に及ぼす悪影響に関する研究   143－151   
石井武政●2  
（■1中国水文地質工程地質研，  
■2通産省地質調査所）  

ーZ68   
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国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1039－2000，（2000）cGtlf（’ssupERCOMPUTERACTTV）lYREPORTV。l．71998  

記・号   発  表  者   題  目   ページ  

DevelDP皿entOfachemistry－COupledGCMrlntroductionofbronine   3－6  
Hま望諾…E甘辛彗孟ぎ冨…霊まi】  Chemistryandsomeimprovementsonphotochemicalschemes  
TatsuyaNagashima＊】  
HasaakiTakahashi＊】  

ll  

AkioKitoh義1  Asi皿ulationstudyofthelastglacialmaxi皿uInWithacoupled  7－8  
HiroshiKDide■1  atmosphere－OCeanGCH  
ShigenoriHurakani＊1  
AkiraNoda■1  
TatsuoMotoi■1  
SeりiYukimoto■】  
（雷1Meteorol．Res．lnst．）  

SeijiYukinDtO＊1 恥turalClim乱t色VariabiliしyoflnterdecadalTi皿e－Seatewith8  9－15  
，      MasahiroErIdoh＊2  CoupledAtmDSphere－OceanGCH  
YoshiteruKita皿ura♯1，  
・ 
．・．…．  

AkiraNoda♯】  
（書1Heteorol．Re5．Inst．， 事2 

JapanMarineSci，and  
Technol．Center，  

雷クInst．GlobaiChangeRes．）  

ToruNozawa，  DirectandIndirectRadiativeFDrClngSduetoVariousAerosoIs  16－21  
HiroshiKanzawa，  
YukariN．Takayabu，  
SeijiSugata，  
SeitaEmorl，  
AkikoHigurashi，  
EulnikoTakata，  

‘  
几購．・．宰毒  
HasahideKinotD■2  
（■IHokkaido伽ivり  
■2univ．Tokyo）  

HideshlHanazaki雷1′2  ⅣuⅦericalsimulationoftheTurbulentMassTransferacrossan  25－28  
TakeshiMiyazaki＊3  Aip－WaterInterface  
TadahisaTerao■2  
t■1Tol10kuUniv，＊2univ．Tokyo，  
＊〇univ．Electro－Com血un．）  

YoshiteruKita皿ura■l，  InterarlnualvariabilityofmixedlayerdepthintheEastandSouth  29－31  
AtsushiObata＊1，  ChinaSeas－Dyna皿1calandthermalr甲pOnSe－  
Akira Harashlna 
（■1MeteorDl．Res．Inst．）  

KunioKohata，  32－33  
鴇asatakaWatanabe，   Environment，reSultedfronthedan乱geby拍etlyogo－kenNanbu  
HiroshiKoshik8Wa，  E且rthquake  
Ma5akaヱuFuruki■1，  
YuuJlIshikawa12  

・三戸．・ 
． 

SatoruK8mOri＝，  34－38  
Take刀Dbu〃ichjoka■1，  reacting flows 
餌nio牧口hata  
（■1KyotoUmiv．）  

S．Maksyutov，  VerticalprofilesofradonandCO2Simt11atedbytheglobal  39－41  
G．lnoue  atmospherictramsportmodel  

JunJiSato■l   StudyDntheTransport8ndTransformatlonModelforthe   42－43  
HidetakaSasaki■1  EnvirDnmentalAcidificationSubstances  
（■用eteorol．Res．Inst．）  

YasuoSato＝   44－48  
b OfLaれdEc【〉Sy5とe皿  

a曇1  
随zuyoAdachi＊1  
（書1Meteorol．Res．lnst．）  

鮎satakaWatanabe，  49－51  
軋nio柑1aCa，  C．anいquaredいdejn5eとO f乃1且ndSea   
Yujilsllil【aWa  

－Z69一   
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記号   発  表  者   温  巳   ページ   

K－155  ExperimentalStudyofGeneralCirculationswiththeParaneters   55－60  
EiziToyoda●1，  RelevanttoEarth：SSTAnomalyEnsembleExperi皿ent  
Sllin－ichiTakehfro♯2  

e 

三笠ミI詰i ●1 
（HokkaidoUniv．，  
■2KyushuUniv．）  

K－156   ExperilneTltalstudyofgeneralcirculationswiththeparaneters  6ト62  
（■1HokkaidoUmiv．）   relevamttoVenus，Earth，andMars   

K－157  KensukeNakaJina＊1   Ultra－highresolじtion皿0血ItngofthetrGpical8ir－Se8interaction：  63－64  
（■1KyushuUniv．）   fr・eShwaterlenses   

K－158  Thechangeintheextratropicaltropopauseheightinducedbythe   65－66  
PeterHaynes12 ■1 ．stratosphericwaveforcing  
（saitanalnst．TectlnOl‥  
■2univ．Cambridge）  

K－159  AbinitioandDensityFunctio月alTわe8ryStudie50刀1月◆C8ti8月  β9－7ユ  

InteractionswithSomeOrganics  

（■lRikkyoUniv．）  

K－160  72－73  
SeijiRayastLi，   勒drological札止noff乱ndSedinentTranspDTtthroⅥgbChangJiang  
〃asataka紺atanabe   昆fveI－恥tershed  

K－161  OverviewoftheNewCoJnputerSystem  77－78  

竜一－・・≡・  

（■1NECCorp．）  

K－162   AppendixI  81－82  
List of Contact Persons   

K－163  AppendixII   85－93  
ProgramandAbstractsofthe7thSupercomputerWorkshop   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1040－2000，（2000）  

記号   発  表  者   題  目  

定一164  地球環境研究センター   CGER’supERCOMPUTERMONOGRAPHREPORTVol・6  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－104l－2000，（2000）G】obalEnvironmentulr（esearchcsonRiotogicalandI三co）ogjcal  
八spects＼／ol．l  

記号   発  表  者   題  目  

K－165  ChallengestoTaxonomic rnfo川ationManagement：HowtoDealwith   3－10  
EmilyCapuli‖  ChangesinScientificNames  
MapiaCatalinaRanola●l  
（●1J出．C即LforLivj刀gAquat．  

Resolユr．甑nage．（1CLÅ冊））  

Ⅹ－166   EnvironmenLalChangeandBlodiversity   11－21  
（●1univ．EdinburghU．K．）  

K－167  Her、WimtSimbolon■1   ForestandLandFiresinIndonesia；ASeriousThTeattDい】e   25－34  
（■1TheIndonesianInst．Sci．）  ConservationofBiodiversity   

K－168  WildfiresinEastKaliInantan：FireSourcesandtheEffectsofFire   35－41  
TakeshiTon乱－1  Disturbance an Lawland Oipterocarp Forests 
（■lMulawarmanUniv．1ndoIleSia）  

定一169  45－54  
HideyukiShiⅢizu   China－Past，PresentandFuture－  

Ⅹ－170   55－67  
JoannaMaddison＝  Ozone   
EnikoTurcs且nyi◆2  
YoubinZheng，Matt．hiasPlochl●3  
（◆1univ・N9WCaStleUponTyne， ■2 

HungarlanAcad．Sci．  
■3Inst．Agric．Eng．Borni皿（ATB）  
Gernany  

－270   
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7．2 国立環境研究所研究発表会  

発表年月日 平成11年6月8［】  

号   発   表   者   川  ＝   

k－1   井上  元（地球環境研究センター）   地球温噸化はどこまでわかっているか？   

k－2   野尻 幸宏（地球環境研究グループ）   海の役割と陸の役割   

k－3   椿  宜■豆i（生物圏環境部）   野生生物が絶滅するしくみを探る   

ト4   奥H 敏韓（地球環境研究グループ）   熱帯林の保護と利川の両立をめぎして   

k、5   中杉 修身（化学環境部）   微量化学物質とどうつきあうか   

k、6   森口 祐一（社会環傾システム邦）   緒項型社会へ向けてモノの流れを見つめ直す   

－ 271－   
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7．3 誌上発表  

地球環境研究グループ  
Nishimura sりKoizu皿iHり  
Tang Y．   

Shiyo血iH．（＊1），Okada M．  

（＊1），TakahashiS．（♯2），  
Tang Y．（＊1IbarakiUniv．，  
＊2甑tl．Grassl．且es．Inst．）  
秋吉英治，Lukyanov Aり  
中根英昭（り），高橋正明（＊Z）  

滝川雅之（＊2〉永島達也（♯2）  

（♯ユ大気圏環境軌♯2東京大）  
Takigawa M．（＊1），Takahasbi  

M．（＊1），AkiyoshiH．  
（＊1Univ．Tokyo）  

Spatialand Te皿pOralVariationin  
Pわロk川FユuズDensj亡yon Rice（Oryza  
Sativa L．）Leaf Surface   

Spatialpattern changesin  
aboveground p18nt biom8SSin8  
grazing pasture  

成層圏光化学モデルの開発   

Plant Prod．Sci．  

Ecol．Res．  

A－ 3  凍9回大気化学シンポジウ  
ム講演集  

J．GeDphys．Res．  A－ 4  Simulation of ozone and other  
Chemicalap巳Ci’es using a Center for  
Climate System Research／National  
Institute for EnvironnentaユStudie5  
atmospheric GCH with coupled  
StratOSPheric chemistry   

ケンブリッジ大字での10か月－オゾン  
層に関する光化学モデル開発と観測プロ  
ジェクトー   
Laser－induced fluorescece of the  

CD2CFO radical  

滞れ壁反応習池場作と硫駁溶液へのア  
セトンの取り込み過程への応用   
fieLerogene8uS Processes of  

Acetone and HONO on Sulfuric Acid  
Soユ机jon  

オゾン層破蟻・紫外線増加の現状と将  
来   
低地フタバガキ林にみる樹木の多様性  

と組成の平衡性  

Khao Ban Tat・A BCIin Asia   

104（Dll  ）  14003－1401   8  
二し1tjしj  

秋吉英治  

InD皿aLa S．，FurubayashiH‥  
Imamura T．，Washida N‥  

YmaguchiM．（り）（★1Inst．  
Res．andlnnovation）  

今村隆史   

Imamura T．  

天気   J．Che皿．Phys，  
46（8）  

111（14）  

545－552  

6356－6362  

第9回大気化学シンポジウ  
ム講演集  
Proc．lnt．Work5hop  

Sub皿illiⅡ1eterニWaVe  

Obs．Ear仙Js At血OS．from  
Space  

化学物質と環鳩   

地球環境  

115－1柑   

105－108  

今村隆史   

奥田敏続，可知直穀（＊1），  
旭nokaran N．（＊2）  

（♯1東京都立大，  
＊2マレーシア森林研）  
Bunyavejchewin S．（＊1），  

Oku血TリAsねと0乃P．（♯2）  
（＊1R．Forest Dep．ThailaIld，  
＊2Harv8rd Univ．）  
Numata S．（＊1），KachiN．  

（＊1），Okuda Tり甑nokaram N．  

（＊2），（＊1Tokyo Metrop．  
Univ‥＊2Forest Res．1nst．  
蜘1aysia）  

奥田敏統  

A－11  Inside CTFS  

Chemicaldefences of fr・uits and masしfruiting of dipterocarps   

J．Trop．Ecロ1．  695－700  

第9革熱帯林の保全に向けて  

Analysis Df PDSトKyoto  
Scenarios：The Asian－Pacific  
Integrated Hodel  

地球温暖化対策のための政策分析   
京都議定香達成のコスト分析   

新しい地球環境芋（西岡秀  
三編，古今書院，292p．）  
EnergyJ．  

179－202   

207－220  Kainuma M．，Hatsuoka Y．  
（＊1），Horita T．（＊2）  

（＊1Kyoto Univり♯2Soc．＆  
Environ．SysL．Div．）  
甲斐沼美紀子  
甲斐沼実紀子，森田憎幸（＊1）  
松岡謡（＊2）  

（♯1社会環境システム部，  

＊2京都大）  

Kainuma M．，Matsuoka Y．  
（＊1），Morita T．（＊2），  
Hibino G．（＊3）（＊1Kyoto  

Univ．，12Soc．＆Environ．  
SysL．Div．，＊3FujiRes．lnst  
Corp．）  

甲斐沼美紀子   

甲斐沼美音己子  
Kainuma M．，Matsuoka Y．  
（＊1），Morita T．（事1KyoLD  

Univ．）  

払inuma M．，MatsuoねY．  
（♯1），HDrita T．（＊1Kyoto  
Univ．）  

巧刀正行  

Spec．Issue  

A－15  
A－1（；  

システム／制御／情報  

三田学会雑誌  
43（8）  
92（2）  

397－401  
281－2g5  

A－17  Developmant口f an End－U5e Hodel  
for Analyzing Policy Options to  
Reduce Greenhouse Gas Emissions   

Cybe「n．－parL C：Appl．And  IEEE Tran5a．SystりMAN，＆   Rev．  
317－324  lゞilj  

地球温暖化対策技術：ボトムアップア  
プローチ   

2ユ世紀のエネルギーと環境技術   
Estimation of embdied CO2  

e皿issions by gemeralequilibraum  
model   

The A川／end－uSe mOdelandits  
application to forecast Japanese 
carbn dio）【ide emissions   

海の眼界（バートIl  

地球システム大陸）  

環境技補   

0Ⅰ肌  

Eur．J．Oper．Res．  

Eur．一．Oper．Res．  

地球の限界（水谷広編，㈱日  

（115）   

（11）  

122（2）  

122（2）  

24－31   

Zト38  

392－404  

418－425  

117－128  

lうこ1さ   

1999  
2000  

2000  

199g  

ー272－   
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靴hInt．Workshop  
At皿pS．Sci．rrD皿Sp．using  
Founer Transfor皿  
Spectrom，  
環境科学会誌   

New Frantiers in 
5cjenceけhe RoyaJ  
Society，52p．）  

Proc．5th  
Int．CDnf．Biogeochem．  
Trace Elem、；Vienna’99  
So主1Sci．plant Nutr．  

IuS－111（Solar Occultation  
FTS）project  

酸性降下物と生慾系影響  
酸性雨研究の現状と展望   
A century of air  

POl】utjo乃－r即Orded jnとree bark  
POCkets   
HISTORICAL ENVIRONHENTAL  

HONITOR川G US川G BARK POCKETS AS  
POLLUTION TIHE CAPSULES   

ExtraoIldinary High Aluminium  
Tolerance Df the Acidophilie  
ThermDphilie Alga，Cyanidium  
calodarium   
大気汚染の歴史を樹木の「入皮」が記  

録   
酸性雨研究と環晩試料分析一環境試料  

の採取・前処理・分析の実際－  

L第7章）敵性雨間周一広がる麒汚染と資  
源の消費一   

秋季北部大西洋域におけるReacいve  
niしrogenの分布と起源  

Sasano YりHiヱunO O．（＊1）  

（＊1Environ AgencyJpn．）  

佐竹研一   

Satake K．  

Satake Kリ1degawa R．（書1），  

Ohata H．（り），Furuta N．  
（＊1）（＊1Chuo Univ．）  

Yoshimura E．（＊1），Nagasaki  

S．（＊1），Sato H．（頃），Satake  

K．（♯1Univ．Tokyo）   

佐竹研一   

佐竹研一  

A－ 24   

A－25  

A－ 26  

A－ 27  

217－225  

9  

1074－1075  

721－724  

こしこしl†1   

ニミ11jl；  

：ウりTl  

＝車  

サイアス   

敵性雨研究と環塊試メ斗分析  
一項墳試料の採取・前処理・  
分析の実徐－（佐竹研一編，  

（株）愛智出版，291p．）  

新しい地球環境学（西岡秀  
三編，古今奄院，292p．）  
第9回大気化学シンポジウ  
ム講演集  

6 2  

佐竹研一   

北和之（事1），松川茂久（＊1）  
近藤豊（♯2），小池真一＊2），  
池田響（♯2），超永浄（＊2），  

杉田考史（＊1東京大，  

♯2名古屋大）  

杉田考史，横田達也（＊‖，  
中島真影，中島映至（■2），  
鈴木睦（靡3），伊藤康裕（叫）  

笹野泰弘（璃）（＊1地域セ，  
＊2東京大，♯3NASDA，  

叫富士通FIP，  

＊5大気圏環境部）  
小池真（＊1），近藤豊（＊1），  

組永浄（事1），池田響（＊1），  
北和之（キ2），杉田考虫  

（＊1名古屋大，＊2東京大）  
Taka］1ura K．  

129－150  

141－146  

IuSによる気温高度分布導出における 問題点について  

A－ 32  節9回大気化学シンポジウ  
ム講演漂  

第9回大気化学シンポジウ  
ム講演果  

Behav．Ecol．  

SONEX航空機観測の概要   1999  

A－ 34  Wing length and asVanetry of male 
Tokunagayusurika akamusichironDl〕id  
midges using alternative mating  
tactics   
Effects of termite excIusion on  

dec丘y Ofaわigゎーde乃Sity woodin  
tropical rain forests of Peninsular 
Malaysia   

Flexible Leaf OrientaLions of  
Arisae爪a heterophyllu血Maximize  
Light Capture in a Farest 
UndepsLorey and AvDid Excess  
Irradiance at a Deforested Site   
保全生物学とは何か   
Expr巳SSion of a costly，plastic  

SeCOndary sexualLraiしis  
COrrelated with age and condition  
in a damselfly with two male morphs   

衛星搭載用オゾン層観測センサILÅS－  
IT  

l†】ここて1  

lPedobialogia A－ 35  Taka爪ura KりKirton L．G．  
（★ユ）（♯1Fore5t鮎5．ー刀5t．  

Halay5ia）   

Ruraoka H．（＊1），Takenaka A．  
，Tang Y‥KoizumiH．（事2〉，  
恥ShitaniI．（＊1），  
（＊1TsuktLba Univ、，事2Gifu  

Univ．）  

椿宜高  
Hooper R．E．，TsubakiY．，  
Siva一山thy M．T．（■1）  
（＊1Univ．Sheffield U．K．）   

藁谷克則い1），荒木倍博l＊1），  

木村敦夫（＊1），高橋庄三（＊1），  

仙椙明（＊1），田部哲夫（＊1），  
森昭寿（メ1），鈴木睦（事2），  

中島英彰，笹野泰弘（撫3）他  
（＊1松下技研㈱，＊ZⅣASDÅ，  

＊3大気圏環坦部）  

中島英彰，笹野泰弘（＊‖  
（＊1大気圏環境部）  

中島英彰，笹野泰弘（★1），  
神沢博（♯1），中根英昭（＊‖，  

二宮真里子（＊2）  

（＊1大気圏環境部，  
地球・人間環境フオ～ラム）  

斎藤尚子（＊1），  

林田佐智子（♯1），  

香川晶子（＊1），中島英彰，  
笹野泰弘（＊2）  

（♯1奈良女子大，  

289－296  43  1999  

A－ 36  Ann．Bot．  1998  

Physiol．EnLomol．  季刊環境研究   
A－ 37  

A－ 38  

Å一 39  MatsllStlita Tecb．J．  11999 

発9回大気化学シンポジウ  
ム講演菜  
第9回大気化学シンポジウ  
ム岩酎斉粟  

1LAS－1Ⅰ後継機開発へ向けて   

IuSで観測された極洞内でのオゾン減  
少について  

IuSによる1996／97年冬季北極域PSCの  
解析一流跡線解析による気温ヒストリー  
に着目して－  

Å一 42  策9回大気化学シンポジウ  
ム師弟菜  

－273－   
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Nakajim8HりSugita Tリ  
Yokota T．（＊1），Sasano Y．  

（竃2）（＊1Cent．Global  
Environ．Resり事2Atmo5．  
Environ．Div．）  
Nakajima H．，Sa5anO Y．（＊1），  
Yokota T．（＊2），Kanzawa H．  
（＊1），SuzuklM．（＊3）  

（＊1Atmos．Environ．Div‥  
事2CeJlt．Glob丘】加vjrorI．月e5．  

，＊3NASDA）  
Nakaji皿a HりSasano Y．（＊1）  
（♯1Atmos．Environ．Div．）  

軋ze A．（＊1），首awashima T．  

（＊1），SuヱukiM．（＊2），  
Nakajima HりSasano Y．  
（＊1NEC Corp‥＊2NASDA）  

SuzukiH．（＊1），Kuze A．（＊2），  
ChaロberlandM．（＊3），  
他kaJima打リーokota T．（＊4），  

SasaれO Y．，Uemuraガ．（＊5）  
（再NASDA，＊2NEC Corp．，  
＊3Bome皿Incり＊4Cent，  

GlobalEnviron．Res‥  
＊5Fujitsu FIP Corp．）  
中島英彰，笹野泰弘（＊1）  
（＊1大気圏環境部）  
中島英彰，横田達也（＊1），  

飯田牢人，笹野泰弘（＊2）  
（＊1地球セ，＊2大気圏環境部）  
永田尚志  
N8kamura T．（＊1），NojiriY‥  
Uts皿iH．（＊2），Nozawa T．  

（＊1），OtsukiA．（＊1）  
（＊1Tokyo Univ．Fishり  
＊2Water＆SoilEnviroIl．  
♪jv．）  

原島省   

HoshizakiK．，SuzukiW．  
（＊1），Nakashizuka T．（＊2）  
（＊1For．＆ Forest Prod．Res．  
Jn5とり★2Ⅹyoto抽jv．）  

Jiang K．（＊1），ⅢasuiT．，  
Morita T．（＊2），Matsuok8Y．  
（＊3）（＊1Energy Res．Inst．，  
＊2Soc．＆ Envi「on．Divり  

＊3Kyoto．Univ．）  

甑SuiT．，眈汀㍑a T．，  
KyogokuJ．（＊1）（＊1Tokyo  
Inst．Technol．）  
Yajima N．（♯1），Honda H．  

（靂1），AokiS．（＊2），Hashida  

G．（＊3），Horimot8S．（＊3），  
f血chida T‥Okano S．（＊3），  

（＊1InstニSpace＆  

AsLronaut．Sci，，＊2Tohoku  
Univ．，＊3Ⅳatl．Inst．polar  
Res．）  
Shiobara軋（机），FujiiY．  
（＊1），MoriⅢOtO S．（＊1），  

Asuma Y．（＊2），Yamagata S．  
（＊2），Sugawara S．（＊3），  

1nomata Y．（嗅），Watanabe M．  
（＊4），Machi血T．（＊1Natl．  

lIISt．Polar Resり  

＊2Hokkaido Univり＊3Miyagi  
Univ，Educ．，＊4Nagoya Univ．）  
町田敏統  

Solar occultation FTS in a 
inclined orbit satelliLe for upper  
troposphere and stratosphere tr8Ce  
gasIDea5urementS  

Measurements of strat8Spheric  
trace corlStituents byImprDVed LiJnd  
AtlnOSpheric Spectrometer（ILAS）on  
board theÅDEOS satellite  

IuS validation status and some  
preliminary analysis on the 1991 
Spring arct，ic ozone depletion  
Observed bylLAS   

Conceptuaヱstudy on S打川  
SCat．terledlight measurements from  
SpaCe With a compact FTS  

A Conceptual Oesign Study on 
SolarlOccltation Technique fron  
Spase with a ColnpaCt FTS  

Opt．RemDte Sensing Atnos．  

A－ 44  Fourier Transforlコ  
Spectrosc．：New Methods  

＆Appl．  

A－45  Proc．lnt．Workshop  

Arct．Atnos．Obs．  

Proc．ASSFTS8  

1998  

1一 車1  

Å－47  Proc．ASSFTS8  

IuSによるオゾン層科学への貢献  

UARSデータに基づく大気微丘成分統計  
量データベースの作成  

分子生物学的手法の鳥類保全への応用   
Methane emissio11tO the  

atmasphere and cycling in a shallaw 
eutrophiclake   

19（1）   

46（9）  

48（1）  
144（4）  

A－ 48   

Å一 49  

A－ 50  

A－51  

第27回可視化情報シンポジ  
ウム講演論文集  
天気  

Jpn．」．Ornithol．  

Arch．Hydrobiol．  

57－60   

619－624  

10ト121  
383－407  

1999  

1坐り  

1999  
1g99  

第8章  
海洋汚染はどこまで進んでいるか   
Evaluation of secDndary dispersal  

in a18rge－Seeded tree Aesculus  
turbinata：a teSt Of directed  
dj5搾r5aユ   

LongLterm emission scenarios for  
Chirla   

新しい地球環境学（西岡秀  
三編，古今香院，292p．）  
Plant Ecol．  

15ト177  

167－176  

Environ．Econ．＆PDlicy Stud．  
A－ 54  267－287  lp†1†1  

AnaIysjs of recycling acい再いes  
using】lulti－SeCtOraleconomic model  
with materialflow  

Improved scientific ba1looning  
applied to the cryo－Sampling  
experiment at Syowa Station   

Eur．J．Oper．R巳S．  

Ådv．Polar Upper  
AtmDS．Res．  

An overview and preliminary 
results from theÅrcいc airborne  
neasurement progra】11998campalgn   

P01ar Meteorol．＆ Glaciol．  
A－ 57  

47（10）   

34（2）  

ヘッドライン 測る化学  
「CO2を測る」   

降雪中の鉛同位対比と汚染の長拒離輸  
送との関係  

化学と教育   

大気環境学会誌  

678－681  

86－102  向井人史，田中敦（＊1）  

藤井敏博（事1）  

一274、   
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（7）  1 ），宜成隆志（＊2）  桜島および薩摩硫黄島における火山ガ  
スの硫黄同位体比と鹿児島県内の降水へ  
の火山ガスの影響評価  

秋季および初春の中部山岳地域におけ  
る大気中酸性，酸化性物質の挙動  

日本化学会誌  479－486  笠作欣一（＊   

向井人史，村野健太郎  
（＊1鹿児島県工業技術セ，  

蛇鹿児島県）  
薩摩林光（＊1），  

佐々木一敏（＊1），  

鹿角孝男（り），鹿野正明（♯1）  
太田宗康（＊1），西沢宏（＊1），  

村野礎太郎，向井人史，・  
畠山史郎（＊2），植田洋匡（＊3）  

（事1長野県衛生公雪研，  

＊2大気圏環境部，♯3京都大）  

土屋壮次（＊1），祖疎通夫（★2）  
西敏美（＊3），鷲田仲明，  
渡辺正（＊3），御園生誠（＊4），  

平川暁子（＊5）  

（＊1日本女子大，＊2大阪大，  
＊3東京大，＊4エ字院大，  

＊5放送大）  

lno皿ata S．（＊1），Washida N．  
（＊1AtmDS．Environ．Div．）  

大気環境学会誌  219－236  11999 A－ 61  

176－183  物質の科学・反応と物性（土  

屋壮次，平川暁子代表者，日  
本放送出版協会，251p．）  

13大気の化学   A－ 62  

103（26）  J．Phys．Chem．A  50Z3－5031  1999  Rate Constants for the Re8Ction  

Oぞ¶n2 andli刊0vittl批Dnic Oxygen  

at Temperatures between242and473  
K  

地球温層化によるアジア太平洋域社会  
集団に対する影響と適応に関する研究  

中国農村におけるフヅ累汚染とフッ素  
症に関する調査研究一汚染源を中心に－   

A－ 63  

地域環境研究グルー∵7  
安藤浦，山元昭二，  

小野雅司（＊1），原沢英夫（＊2）  
（＊1環境健康部，  
＊2社会環境システム部）  

浅沼信治（＊1），日田誠（＊1），  
安藤涌，松島松翠（＊2），  
渡辺俊一（＊2），近藤武（＊3），  

田村憲治（＊4），櫻井四虹くキ5），  
陳雪盲（＊6）  

（＊1日本農村医学研究所，  
噂佐久総合病院，  

＊3松本歯科大学，  
＊4匡】立水俣病総合研究センタ  

ー，＊5大妻女子大，  

＊6早稲田大）  
入来正窮（＊1），安藤消  

（＊1山梨県環境科学研）  

安藤浦   

Chen X．一Q．（＊1），Hachida K．  
（＊1），Ando軋（＊1Waseda  

Univ．）  
Piver W．T．（＊1），Ando M‥Ye  
F．（■1），Portier C．J．（＊1）  

（＊1Natl．lnst．Environ．  
Healtb Sci．USA）  

Piver W．T．（＊1），Ando M‥Ye  
F．（＊1），Portier C．（＊1）  
（事1Natl．Inst．Environ．  
Health Sci．USA）  

飯島明子，風呂田利夫（＊1）  

（＊1東邦大）   

Ishido M．，SuzukiTリ  
AdachiT．，KunimotD M．  

B  

B－ 1  平成8年度→平成10年度環  
境庁地球局塊研究総合推進  
費柊7研究報告蓄（環境庁  
地球環境部）  
日本農村医学会雑誌  124－131  B－ 2  

69（7）   

188（9）   

32（3）  

107（11）  

639－644  

852－854  

153－161  

911－916  

地球温暖化の健康への影響  

地球温暖化による健康影響－IPCC報告  
（1996）の予測を中心に   

EFFECTS OF FLUORIDE AEROSOL  
川HALATIOⅣON MICE  

Temperature and Air Pollution as  
Risk Factors far Heat Strake in 

TokyD，July色n止血各uSt1980－1995  

TEMPERATURE AND AIR POLLUTION AS  
RISK FACTORS FOR CEREBRAL VASCULAR  
DISEASESI封 TOKYO FOIi65＋MALES AND  

FEMALES FORJULY－AUGUST，1980－1995   

東京湾の底生動物   

科学   

医学のあゆみ   

Fluoride  

Environ．Healtb Perspect．  

1999  

1999  

1999  

1999  

B－ 3  

B－ 4  

B－ 5  

B－ 6  

World Resour．Rev．  337－345  11999 B－ 7  

1203－1224  

923－928  

学会編，文一総合出版，1247  干葉県動物誌（千葉県生物  p．） J．pharmcol．＆ Exp．Ther．  290（2）  Zinc Stimulates DNA Synthesis  
during its Antiapoptotic Actian 
lndependently with ttlCre肌entS Of an  
Antiapoptotic Protein，Bcト2，in  
Porcine Kidney LLC－PKICellsI   
Nitrogen Re血OValand N20  

Emissionin a FulトScale D（】meStic  
Wastewater TreatTnent Plant with  
lntermiLLentÅeraLion  

有用微小後生動物輪虫類の大良定着と  
水質浄化に及ぼす付着担体の効果  

水環境の保全対策と保全  

水環境の保全対帝と保全  

開発途上国における水環境修復のため  

8 6  202－206  1199R J．Ferment．＆Bioeng．  KimDChiY．（＊1），Ina皿OriY．  
MizuochiM‥XuK．－Q．（＊2），  
Hatsumura M．（＊1）  

く＊1Tsukuba Univ．，＊2Tol10l（U  

U再v．）  

藤井邦彦（＊1），稲森悠平，  

松村正利（♯1），戎野棟一（＊2）  
（＊1筑波大，＊2東邦大）  

稲森偲平  

覇森惜平  

稲森悠平，水渇元之  

B－10  

水環境学会誌  

絵とき環境保全対策と技硝  
（吉野昇編，オーム社，262p．  

）  

地球にやさしい水環境の保  
全対飛と技術（稲森悠平著，  

オーム社，47p．）  

月刊生活排水  19（Z22）  

研究のあり方  
一Z75－   



国立環境研究所年報（平成11年既）  

稲森悠平，岩見徳雄，  
杉浦則夫（事1）（♯1筑波大）  
相森悠平，岩見徳雄，  

有毒アオコ発生汚濁湖沼の調査・解析・  
評価技術（D   
有責アオコ発生汚濁湖沼の調査・解析・  

評価技術②   
微生物包括固定化法法によるジベンゾ  

フラン，クロロフェノールの生分解及び  
アンモニア性窒素の除去  

原生動物緑毛類の増殖に及ぼす環境田  
子の影響   

険査技術   

検査技術   

環境科学  
杉浦則夫（＊1）（事1筑波大）  
石黒智彦（＊1），中村智明，  

稲森悠平，雨谷敏史（＊1），  
相馬光之（＊1），松下秀鶴（＊1）  

（＊1静岡県立大）  

林紀男（＊1），大内山高広（＊2）  
藤本尚志（事3），稲森悠平  

（＊1干葉県立中央博，  
＊2日本項壇クリ工什（株），  

＊3東京農大）  
Fujj皿OtO N．（＊1），Jida A．  

（＊1），SuzukiM．（♯1），  

TakahashiR．（＊1），Ima皿Ori  
Y．（＊1Tokyo UnれÅgric．）  
Sugiur8N．（＊1），Nishimura  
O．（＊2），lnaⅢOriYりIw皿iN  
，Sudo R．（＊2）（＊1Tsukuba  
Univ‥＊2Tohoku Univ．）  
庄司成敬（＊1），井上充（＊1），  
西村惨（♯2），稲森悠平  

（＊1神奈川県環境科学セ，  

＊2東北大）  

今井章雄，福島武彦（♯1），  
原義一美（凄ユ広島大）  
松井三郎（＊1），高島正信（＊2）  

池本良子（事3），井手憤司（＊4）  

今井章雄，岡部聡（♯5），  
清水芳久（♯1），土屋之也（＊6）  
（＊1京都大，＊2福井工業大，  
＊3金沢大，＊4滋賀県立大，  

＊5北海道大， 

＊6㈱西原環境衛生研）  
JmaiAりFukushima T．（＊1），  
Matsushige K．  
（＊1Hiroshima Univ．）  

Hashimoto A．（＊1），Iwasaki  
XりⅣaka5UgiⅣりYagiO．  
（＊1CREST）  

B－18  日本水処理生物学会誌  3 5  271－278  

B－ ユ9  Effect of Metagoa on proportiDれ  
Of Physiologically Active Bacterla  

Role of Microorganismsin BiofilI】  
Dn Degraぬtion of Husty Odor  
Producing Phormidiu皿tenue  

限外ろ過膜を組み込んだ間欠暴気回分  
宿性汚泥法における処理の高度化  

溶存フミン物質の藍藻Hicrocystis  
aerugjJIOS8の増殖に及ぼす影響   
産業廃水処理のための嫌気性バイオテ  

クノロジー（松井三郎，高島正信監訳，技  
報堂出版，462p．）   

日本水処理生物学会誌  35  279－284  11999 

B－ 20  Jpn．］．Water Treat．Biol．  

B－ 21  日本水処理生物学会誌  

水環境学会誌  555－560   

199－234  

Erfects Dfironlimitation and  
aquqtic humic substances on the  
growth ofMicrocystis aeruglnOSa   

T）egradation of Trichloroethylene  
by町CObacとerio皿Sp．TA27   

Can．」．Aquat．Sci．  

Engineered Approaches  
for 上月5j亡び  

Bi（】remediation of  
Chlopinated Solvent  

Contamination（Leeson  
ÅリAlleman  

B．C．，ed．，Battelle Press  
Columbus Richland，336p．）  
1n Situ Bioremediation  

Of PetrDleum  

Hydrocarbon and Other  
Org8nic  

C8mpOunds（Alle皿an  
B．CりLeeson  

A．ed．，8丘比e】1e Ptess  
Colunbus Richland，58軸．）  

染  

5 6  1929－1937  

89－94  

OhashiT．（＊1），Imano S．  

（＊1），IwasakiK．，YaglO．  
（＊1AsanD餌gineering Co  
Ltd．）  

B－ 26  

Biodegradation of Spilled Oilof Nakhodka AccidentinJapan，1997   233－238  1999  

上原清，村上周三（＊1），  

老川進（＊2），若松伸司  
（＊1東京大，＊2清水建設技研）  

Tsugane S．（♯1），Fahey H．T．  
（事1），Hanada G．S．（♯2），  
払buto廿．，軒iyakawa V．r．  
（＊3）（＊1Natl．Cancer Cent．  

Res．Inst．East，＊2Santa  
Cruz Hosp．Res．Centリ  
事3Asoc．Peru．Jpn．dej Peru）  
兜美徳  

B－ 27  ストリートキヤニオン内部の大気汚  
物質拡散に対する道路幅および大気安定  
度の影響に関する風洞実験  
市祷他における汚染物質の拡散に関する  
実験的研究その5   
Helicobacter pylori infection and 

atrophic gastritisin皿iddle－aged  
Japanese residents of Sao Paulo and  
Lima   

8－ 28  Int．J．Epidemiol．  1－5  二†ltlp  

我が国も今年度から全国規模の疫学調  
査  
電磁界の健康影響に関する疫学調査の展  
望と国際動向   
Helicobacter Pylori Infection and 

Atrophic Gastritrsin Middle－Aged  
Japanese Residents of Sao Paulo and  
Lima  

月刊地球環境  B－ 29  llR99 

Tsugano S．（＊1），Fahey H．T．  
（霊1），Hama血G．S．（＊Z），  

Kab11tO HリHiyakawa V．Y．  
（＊3）（＊1Natl．Cancer Cent．  

Res．Inst．East，＊2S8nta  
Cruz Hosp．Res．Centリ  
＊3Asoc．Peru．Jpponesa del  
Peru）  

B－ 30  Int．J．Epidemiol．  2 8  577－582  lさlリq  

－276「   
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睡眠環境学（鳥居銀夫編，朝  
倉畜店，219p．）  
電隠環垣工学情報EMC   

土木学会誌  
FarmlngJpn．   

かんきょう   

Proc．HEDCOAST99－ⅢECS99  
Conr．Land－Ocean  
Interations－H8naging  
CoastalEcosyste皿S  
Phycol．Res．  

兜真徳   

兜真徳   

黒河佳番，新田裕史  
Kohata K．  

ストレスと睡眠  

電磁波と小児がんとの関係に関する疫  
学研究の動向   
超低周波電磁界と健康影響   
甑ter Purificati8n by Biralvesin  

Shallow Water Areas   
海域の油汚染に対するバイオレメデイ  

エーション技術   
Water Puritication by Bivalves in 

Shallow Areas Of Tokyo Bay  

Yariations in the toxicitV af 
HicrロCyStis species to Moina  
皿aCr－OCOpa  

STUDIES O≠SERO－PREVAL即ICE OF  
BRUCELLOSIS 川mFUE LECHWE（EO8US  
LECHE KAFUEⅣSIS）川ZAHBIA  

B－ 31   

B－ 32   

B－33  

B－34   

B－ 35  

B－ 36  

（141）   

85（3）  

33（4）   

（8）  

1  

木幡邦男   

Kohata K．，HiwatariT．，  
Tamaka H．（＊1）（＊1Environ．  

Res．Cent．Co．Ltd．）   

Yasumo M．（ホ1〕，Sugaya Yり  
Kaya K．（＊2），Watanabe M．M．  
（＊3）（＊1Univ．Shiga  
Prefecし，＊2Environ．CheID．  
Div‥＊3Environ．Biol．Div．）  
pandey G．S．（竃1），Kob8yaShi  
K．（＊2），N8nura Y．（＊2），  
Nambota A．（＊1），Mwima H．K．  
（＊3），SuzukiA．X．（＊1Univ．  
Za皿bia，＊2Azabu Univり  

＊3Dept．Natt、Park＆  
Wildlife Ser．Zambia）  
ShiF．（＊1），Oz8Wa M．（＊1），  
Ko皿ura H．（＊2），甑tanabe G．  
（＊1），Tsonis C．G．（＊3），  

SuzukiA．X‥Taya X．（り）  
（＊1Tokyo Univ．Agr．＆  

Technol‥書2Nipp8nInst．  
Bio．Sciり＊3Biotech  
Australia Pty Ltd．）  
曽根秀子  
曽根秀子  
曽根秀子   

Jana N．RりSarkar S．，  
YonemotoJ．，Tohyama C．  
（キ1），SoneⅥ．（★1Environ．  

Health Scl．Div．）  

46（Slユppl   
．）  

7 6  275－278  1g99  lndi乱n Vet‥J．  B－ 38  

J．Reprod．＆Fertil．  1－7  12000 Imduction of superovulatiDn by  
inhibin vaccine in cyclic 
guinea－plgS   

3－ 3こ）  

34（5）  
46（7）  
121（5）  

248  

457－461  
75－83  

671－674   

554－558  

1g98  
1998  
∴1†】t】  

1998  

ダイオキシンとリスクアセスメント   
内分泌挽乱物質の女性生殖器への影響   
環境ホルモンはヒト女性の内分泌・生  

殖系の健康障害を起こしているか   
Strain Differencesin CytochrDⅢe  

P4501A1 Gene Expression Caused by 
2，3，7，8－Tetr8Chlorodibenzo－p－diqxin  
in the Rat Liverl：Role of the Aryl  
Hydrocarbon Receptar and Its 
Nuclear Transl〔）CatOr   

Presence（】fI）ioxirLSin Hu皿an  
Follicular Fluid：Their Possible  
StageLSpecific Action on the  
Deve10pment Of Preimplantation  
Hous8Embryos   

ファルマシア  
ホルモンと臨Ⅰ末  
日本医師会雑誌   

Biochem．＆  

Biophys．Res．Co皿mun．  

B－ 4D  
B－ 41  
8－ 42   

B－ 43  

Bioche】1．＆  

Biophys．Res．CoⅢⅧun．  

498－501  TsutsumiO．（＊1），UechiH．  
（事1），Sone H．，YonemotoJり  

TakaiY．（＊1）川0皿Oeda M．  
（＊1），Tohyama C．（＊2），  
Hashimoto S．（＊3），Morita H．  
，TaketaniY．（＊1）（＊1Univ．  
Tokyo，＊2Environ．Health  
Sci．Divり＊3Environ．Cllem．  
Div．）  

Jana N．RりSarkar Sり  
Ishizuka MりYonemotoJり  
Tohy8m C．（＊1），Sone H．  

l＊1Environ．Healtb Sci．Div．  
）  

Sone HりTohyama C．（蓼1），  

AokiY．（＊1），YonemotoJ．  
（＊1Environ．Health Sci．Div．  
）  

Oikawa T．（再），Sato K．．（＊1），  
TakahashiS．（♯10kayama  
Univ．）  
Song B．一Y．（＊1），Xie P．（♯2），  

Takamura N．（＊1Wuhan Univ．  
，蛇Chin．Acad．Sci．）  

B－ 44  

462－468  Biochem．＆  

Biophys．Res．Commun．  
IIRSR Cross－Talk betveen  

2，3，7，8一丁etrachlorodibenzo－p－dioxin  
and TestDSterOne Signal  
Tra¶Sduction pat加aysin LNCaP  
Prostate Cancer Cells   
Risk assessment of the  

flavonolds，qUerCeいn as am  
endocrine mDdifier  

Variance of actuai inbreeding 
derived fr（〕皿the number and  
Variance of chro皿OSOme SegmeTlt   

SPECIES COMPOSITION AND SEÅSONAL  
DE鵬ITY DYNAMrCS OF CILIATED  
PROTOZOA川BAOAN uKE WITH  
PARTICULAR REFERENCE TO THE  
SUBHERGED MACROPlげTES   
Oid a drastic change in fish 

SPeCies frDn kokanee to pond smelt  
decrsase the secchi disc 
transparency in the oligatrophic 
Lake Towada，Japan？  

8－45  

151－166  J．Risk Res．  B－ 46  

J．Anim．Breed．Genet．  

Chin．」．Oceanol．Limnol．  

144（3）  283－304  Arch．Hydrobiol．  TakaⅢura NりHika皿iH．（＊1）  

Mizut8niH．（＊2），Nagasaki  
K．（＊3）（＊1AomoriPrefct．  

Inst．Public HealLh＆  
Environり＊ZAkita Prefect．  
Inst．Fish．＆Fisb．Haれageり  
＊3Aomori．Prefect．  
FreshwaLer Fisll．Res．Cent．  

B－ 49  
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高村典子  

Mang D．（＊1），LeyiH．（事1），  
Ping X．（＊1），Ji8nW．（＊1），  

Takamura N．（Chin．Acad．Sci．  
）一  

高村典子  

多田浦，畠山成久，  
小神野豊（＊1）  

（＊1㈱川上農場）  
Tada軋，】ねとakeya皿a  
S（Shigehlsa）．   

TamaokiMりNishimura A．  
（＊1）．Aj5a M，ー＊2），Tas8ka軋  

（＊2），Matsuoka M．（＊1）  
（＊1Na印ya Univ．，＊2Nara  

Inst．Sci．＆Technol．）  
Nishi皿ura A．（＊1），Ta皿aOki  

M．，Sato Y．（＊1），恥tsuoka M．  
（＊1）（＊1Nagoy8Univ．）   

Asai刃．（＊1），甑kajima Nり  
KDndoⅣ．（＊2），Kamada君．  
（＊1）（＊1Tsukuba Univ．，  

＊2Uれiv．Tokyo）  
AsaiN．（＊1），Nakajima Nり  

Ta舶01ri軋，鮎剋ぬ月．（＊り，  
Eondo N．（♯2），（＊1Tsukuba  
Univ．，＊2Univ．TDkyo）  
SuzukiE．（＊1），Nakamura Y．，  
HiroI山J．（＊1）（＊1Nihon  

Univ．）  

超微細な生産者たちニピコシアノバク  
テリアの生態と生態系での役割  

EXPERIMENTAL ATuDIES ON THE  
EFFECTS OF SUBMERSED MACROPHYTES ON  
THE EUTROPHICAT10N OF LAKE WATER  
USING LARGE－SIZED ENCLOSURES   
ワカサギの侵入で透明度が悪化した十  

和田湖  

ビスフェノールAとp－ノニルフェノー  
ルのチカイエカの繁殖に対する影響  

Toxiciとアロf他terとOJ亀crobe爪裾c  
Fauna in a River Systen Flowing 
through a RuralDistrict（2）   

Transgenic tobacco  
DVer－eスpreSSj瑠aム0皿e（）bx gene  
shows a developnental interaction 
between leaf morphogenesis and 
phyllDtaXy mOdel   

The expression of tobaccD knc）tted  
l－type Clas51hDmeDbox genes  
COrreSpOnd to regions predicted by  
the cytbhistologicalzonation model   

The effect of osmoいc sいess on  
t11巳SO】utesin guard ce】1s of Vicfa  
faba L．  

Role of Malate Synthesis Mediated  
by PわDSpわoenoユpyruvaとe Carbo二‡yユa5e  
in Guard Cells in the Reguiation of 
StomatalMov巳ment   

Feeding by the sma11calanoid  
COpepOd Paracalanus sp．on  
heterotIlOphic dinoflagellates and  
Ciliates   

Feeding of the scyphomedusa  
Cyanea nozakiion mesozooplankton  

Genotoxic Assay by鋸01u皿inescent  
f〔】r B8Cteria for Urba11AeI－OSOIsirl  
China and Japan and Poiiutant 
Deとer皿in丘tjoれby GC一服   

藻類の多様性と系統（岩槻  
邦男，馬渡峻輔，千原光雄著  

，裏革堂，p．）  
Acta Hydrobiol．いn．  

8－ 52  

B－ 53  

8－ 54  

：王－ ∬  

淡水生物の保全生態学（森  

誠一編著，倍山社サイテッ  
ク，247p．）  

環境苛性学会誌  

Jpn．J．餌Viron．Toxiccl．  

Plant Cellphysiol．  

204－212  

53－63  

1Zト139  

657－667  

【ジリゞ  

1999  

1999  

1999  

B－ 56  PlantJ．  337－347  】p！1†1  

B－ 57  Plant CellPhysiol．  843－849  

B－ 58  Plant CellPhysiol．  

B－ 59  Aquat．Microb，Ecol．  

KinoshitaJ．（＊1），HiromiJ．  
（＊1），Nakamura Y．（＊1Nihon  

打直v．）  
Ⅵuang Y．（＊1）川ishikawa Mり  

DiY．（＊1），ShiraishiF．  
（＊2），Quan H．（＊1），HoriI．  

（♯1Cムi月氏－」印．Fri即d5わip  
Cent．Environ．Prot．，  
＊2Environ．Chem．Div．）  
西川雅高，白石寛明（象1），  
柳瀬龍二（＊2），谷田幸次（＊3）  

（＊1化学環境部，＊2福岡大，  
＊3日本インスッルメンツ㈱）  

松居正巳（＊1），  
藤田登美雄（＊1），西川雅高，  
中杉修身（＊2），平田建正（＊3）  

（＊1㈱島津製作所，  
★2化学環境部，♯3和歌山大）  

西川雅高，白石克明（＊1），  
富永浮（＊2），安原昭夫，  
中杉修身（＊1）  

（＊1化学環境部，＊2東京大）  

新田裕史  
新田裕史  
村山等（＊1），鈴木滋（象2），  
半野勝正（＊3），宮崎雅弘（叫），  

大高広明，常藤透朗（象5），  
橋本俊次，伊藤相成（＊6），  

森田昌敏  
（＊1新潟県保健科学環境研，  

＊2宮城県保健環境セ，  

＊3干葉県廃棄物情報技術セ，  
叫茨城県公害技術セ，  

＊5東十㈱．＊6化学環境部）  

楠本俊次，勝美里子，  
閑比呂伸（＊1），常藤透朗（＊2），  

伊藤裕康（♯3），森田昌敏  
（＊1東京都立衛生研，  
事2東ソー㈱，＊3化学環境部）  

Plankton Biol．Ec（〕1．  

J．Aer・OSOI  

Sci．Abstr．1999  
Eur．AerosoI  

Co乃f．Abs仁「．ユタ99  

環境化学  

47（1）  

30（Suppl   
el）  

8－ 62  改良型気中水銀測定用パッシブサンフ  
ラーによる埋立処分地上のガス状水銀濾  
度調査  

ポストカラムHPLCによる環境水中の微  
量ほう，累と他の無機陰イオンの同時分析  
法  

最終処分場の埋立土壌のための環境分  
析試料の作製と応用  

◆子供にも花粉症はあるか？   

大気中化学物質総論   
大気中ダイオキシン頬測定における標  

準物質の揮発性について   

68ト684  ：：1こり  

B－ 63  環境化学  89ト897  12000 

廃棄物学会誌  B－ 64  

臨床と薬物治療  
アレルギー・免疫  
環境化学  

18（12）   

7  

9（3）  

11ニー1  

488一拍9  

589－596  

土壌，大気，ハト脂肪組織を用いた環境 におけるダイオキシン類に関する研究  
環境化学  B－68  

をおぴやかす大  

－278－   
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A皿．J．Respir．Crit．Care Med．  
lnhaled Nitric Oxide Reduces  

Tyrosine Nitration after  
Lipopoiysaccharide Instillation 
into Lungs Df Rats  

Syk and paxillin are  
differ巳ntially phosphorylated  
follolりng adhesion to the plasいc  
substrate in rat alveolar 
macrophages  

．  

alveolar macrophages following  
e叩OSure tO rluoride   

，  

gene e叩reSSinin ratlung  
epithelialcells following exposure．  
to ca血ium   
TypeICollagenis a Non－A曲e5ive  

Extracelluar他trix for Hacrophages  

Honda K．（＊1），XobayashiH．  
（＊1），HataishiR．（＊1），  

Hirano S＝Fukuya皿a N．（＊2）  
ⅣakaヱaWa H．（＊2），Tomita T．  

（＊1）け1RILasatoⅥniv‖  
＊2TokaiUniv．）  
Hirano S‥KannD S．  Immunol．  1999  B－ 71  

310－315  

－410－412  

Arch．Toxicol．  

Arch．T〔）Xicol．  

Hirano S．，Ando M‥Kanno S  

Kitajima H．（＊1）州rano S．  

SuzukiK．T．（＊1）（＊1Chiba  

Univ．）   

Koya皿a Y．（＊1），  
Norose－ToyDda K．（＊1），  

HiranD S．，EobayashiM．  
（＊2），Ebihara T．（＊1），  
So皿ekil．（＊1），FujisakiH．  
（＊1），Irie S．（♯1）（＊川ippl  
Res．Inst．Bio】Ⅶ．，＊2Nagoya  

Univ．Sch．Med．）  
Deb S．C．（＊l），！1atsushige K．  
，Fukushlma T．（頃），IkeiM．  
（＊1），0ヱakiN．（＊‖  
（＊1Hiroshima Univ．）  

松橋啓介   

斉藤幸子（＊1），松本幸雄，  
片谷教孝（事2）  

（＊1生命工学研，＊2山梨大）  

Arch．Histol．Cytol．  

129－144  1999  Hydrobiol．  In situ measurement of  
productivity and respiration in 
aquatic systems by a new box  
incubationlmethod   
多基準意思決定分析による低環境負荷  

型都市の土地利用密度に関する考察   
初心者のための統計学一臭気の計皿的  

処理－   

ト Tさ  

1999年皮革34回目本都市計  
画学会学術研究論文集  
初心者のための統計学一兵  
気の計皿的処理－（斉藤幸子  
，松本幸雄，片谷教孝共著，  

（社）臭気対策研究協会，206  

p．）  
水環境学会誌  

643－648  

10－143  

145－151  1999  

生物学的嫌気好気活性汚泥法にj封ナる 〃20発生に及ぼすSRT，DOの影響   
水諸元之，稲石高雄，  

市川雅美（＊1），大石亮（＊1），  
木持譲（＊2），稲森悠平  

（＊1㈱明電舎，  
＊2（財）茨城県科学技術振禦財  

団）  

水落元之，佐藤和明（♯1），  
稲森悠平，松村正利（事2）  
（＊1土研，＊2筑波大）  
He Y．（＊1），MizuochiH．，  
Kong H‥lna皿OriYリSun T．  
（事1）（＊1Chin．Acad．Sci．）  
Miyabara YりHashimoto Sり  
SagaiM．（事1），Morita M．  
（事1Ao皿OriUniv．Health＆  
Welfare）  
森田畠敏  
森田昌敏，川本克也（事1），  

総局員（＊2），塩谷善玉蔭（棄3），  

吉田邦夫（＊4）  

（♯1関東学院大，  

＊2住友化学工業㈹，  
＊3日本経済新聞社，＊4東京大）  

森田員敏  

B－ 78  

日本水処理生物学学会誌  

Jpn．J．Water Treat．Biol．  

Organohalogen Compo．  

地球温暖化ガスCH4，N20の標準活性  
汚泥法および嫌気・無酸素・好気法に即ナ  
る放出宜の比較解析   
N20EmissiDnS fro皿Waste  

Management Sy5temS  

PCDDs AND PCDFs 川VEHICLE  

EXHAUST PARTICLES  

ダイオキシン   
環境ホルモン問題とその対策   

47（2）   

20  

128－131   
2－17   化学と教育 エネルギー・資源  

B－ 8Z  
B－ 83  

61－69  

1567－1584  

1585－1615  

651－654  

1999  

1998  

1998  

1998  

エネルギー・資源   

Pure＆Appl．Chem，  

Pure＆Appl．Chem．  

GeDphys．Res．Lett．  

20  

70  

7 0  

25  

ダイオキシン等の分析法の進歩とモ  
タリング   
The Oetermination of Iodine 

Speciesin Environmentaland  
BiologlCalSample5   

The DeterInination of He「cury  
Speciesin Environmentaland  
BiologlCalSamples   
Direct Observation of the Rapid  

Turnover of LheJap8．m Sea Bottom  
Water by Means Df A川S Radiocarbon  
Measure】〕ent  

B－84   

B－85  

B－86  

B－ 87  

EdmondsJ．S．（＊1），Morita M  
（＊1West．AllSt．旺ar．Res．Lab  

）  

Morlta M‥YoshinagaJ．，  
E血ondsJ．S．（事1）（♯1WesL  
Aust．Mar．Res．Lab．）  
Kumamoto Y．（＊1），Yone血軋  

（＊2），Shib8．ta Y．（柁），Kume  

H．（＊2），Tanaka A．（♯Z），  

Uehiro T‥Morita Hり  
Shitashima K．（＊3）（＊1Jpn．  

Marine Sci．＆Technol．Cent  
，＊2Environ Cheln．Div．，  
キ3Ce†lt．Res．1nst‖Elect．  
Powerlnd  

－279－   
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臍帯血等のダイオキシン類濃度に関す  
る研究   

環境ホルモン問題－トータルリスクを  

今考える－   

ある地域の水道原水及び水道水中のハ  
ロゲン化消毒副生成物   

Stock delineation of pink snapper  
and tailor froTn WeStern Australia  

by arlalysis of stableisotope and  

strontiu血／calciu皿rati8Sin otolith  

carbnate   

母乳中のダイオキシン濃度   
内分泌振乱化学物質（環境ホルモン）問  

題の現状と課題   
母乳中のダイオキシン濃度   
精油定量器を用いる水及び底質中の内  

分泌撹乱作用が疑われる芳香族化合物類  
の定呈   

し－、   

環境ホルモンの生体への影響と検査法   
内分泌撹乱化学物質問題に関する国際  

シンポジウム’99   

Deter皿ination of LDW Dioxins and  
PCB’s concentrationin血bient  

粕ter U5ing Large V8ユu皿e“川  
SITU”preconcentratiDn SysteIn   

B－ 88   

B－ 89  

B－ 90  

8－ 91  

森田昌敏   

森田昌敏   

高橋保夫（＊1），森田昌敏  

（事1東京都衛生研）  
EdmondsJ．S．（竃1），Steckis  
R．A．（＊1），Moran軋」．（＊1），  

CaputiN．（＊1），MoriLa軋  
（＊1West．Aust．Mar．Res．Lab．）   

森田昌敏  
森田昌敏   

森田昌敏  
茨木剛（＊1），川田邦明（＊1），  

雅楽川藤子（＊1），  
坂井正明（＊1），貴船育英（＊1），  

森田昌敏  
（＊1新潟県保健環境科学研）  

森田昌敏  
森田昌敏   

M8gara Y．（＊1），Aizawa T．  

（＊2），AndD軋（＊3），MDrita M．  

，JtD〃．（ホ4〉，5ekj y．（＊5），  
Matsumura T．（＊5）  
（＊1Hokkaido伽iv．，＊2lnst．  
Public Health，＊3Natl．lnst．  
Health Sciリ■4Environ．  
Che皿．Div．，＊5Shin－Nippon  
Meteorol，＆Oceanog．  
Consult．Co．，Ltd．）  
Hatsu皿ura T．（山），Shamoto  

H．（＊1），Ohtsuka T．（＊1），  
Horlt8M．（Shin－NippDn  
Meteorol．＆Oceanog．  
Consult．Co．，Ltd．）  
Morita HりKi皿ura S．（＊1），  
Noda H．（＊1）川ijiya M．（＊2），  

MatsumraT・（＊2）  
（＊1EnvlrOn．AgencyJpn‥  
＊2Shin－Ⅳippon Meteorol．＆  
Oceanog．Consult．Co．，Ltd．）  
Tada H．（＊1），Oda S．（＊2），  
Kitajima T．（＊2），Morita M．，  
Naka皿ura K．（＊3）（＊1Toho  
Univ．Sch．Med‥＊2Mlnist．  
Health＆Welfare，＊3Jichi  
Med．Sch．）  
Eimura S．（＊1），SasakiM．  
（♯1），恥kiya K．（＊1），Ueda H．  
（＊1），Morita H．，Tohyama C．  
（＊2），AbeJ．（＊3），Yamamoto  

F．（＊1），HirayaⅢa K．（♯3）  

（＊1Jpn．Environ．Agency，  
＊2Environ．Health Sci．Divり  
ホ3Hir】ist．Health ＆  

Welfare）  
矢木修身，岩崎一弘  

厚生省心身傷害研究平成9  

年度報告書  
資源環境対諸   

環境化学   

J．Fish Biol．  

1179－1183  
907－912  

1179－1183  
609－615  

1999  
1999   

1999  

1999  

ホルモンと臨床  
公衆衛生   

ホルモンと臨床  
分析化学  

47  

63  

4 7  

48  

B－ 92  

S－ こ】3   

B－ 94  

Flさlう  

SRL 宝函  

資源環境対策   

Organohalogen ColmpO．  

Development of Air Precipitation Trap Sampler for Dioxins   
40  21ト214  OrganohalDgen Compo．  

43・  199－20Z  Dioxins and Co－P18ner PCBsin  

ATmbiemt Air・ComparisDn Df High  
Volll皿e and Low VolumeÅi「Sa皿pling  

Organohalogen Compo．  B－100  

27ト274  Intake Df PCDDs，PCDFs and Co－PCBs  

in BreasトFedlrlfants ofJapan   

Orgamohalogen Compo．  44  B－101  

441－444  111†1：1  Fundamental Guidelines of 

Japanese Govern皿ent for The  
PrDmOtioT】Of Measures to Reduce  
DiDXinsiIIThe Environment   

Organohalogen CDmpO．  B－102  

トリクロロエチレン汚染土壌のバイオ  
浄化  

土壌汚染の生物的修復  

Effects of Humic and Fulvic Aeids  
on the Growth of Microcy5tis  
aeruglnOS且   

Biodegradation af 
Trichloroethylene by a  
Propane－Utilizing Bacteriu皿  
Hycobacteriu皿SP．TCE28  

おもしろい環境汚染浄化の  
はなし（松永是，倉根隆一郎  

編著，日刊工業新聞社，268p  

．）  

バイオサイエンスとインダ  
ストリー  
Environ．Techr101．  

Engineered ApprDaChes  
for in Situ 

Bioremediation of  
ChloriT】ated SoIvent  
Contamination（Leeson  

AりA11印an  
B．C‥ed‥8attelle Press  

B－103  

157（4）  

19  

矢木修身   

Ohkubo H．（＊1），YagiO．，  
Okada M．（ホ2）（＊1Hitachi  

City，＊2Toho Univ．）  

Imano S．（★1），OhashiT．  
（＊1），IwasakiE．，YagiO．  
（＊1Asano Engimeering Co  
Ltd）  

Columbus Richland  

ー280一   
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Kubota K．（＊1），Hashi皿OtO H  
（＊1），馳hda H．（＊1），Iwasaki  
XりYagiO．（＊1T8Wa Kagaku  
Co．Ltd．）   

in Soil Calumns by Methylocystis DegradatiDn Of Trichloroethyene     Sp．M  
Engineered Approaches  
for in Situ 
Bioremediation of  
ChlDrinated Solvent  
Contanination（Leeson  
A．，Alleman  
B．C．，edりBattelle Press  
Columbus Richland，336p．）  
日本土壌月巴科学雑誌  

土木学会誌   

環境科学会誌  

矢木修身  

矢木修身   

高村義親（＊1），  

千野まり子（＊1），  
長田綾子（＊1），西原宏史（＊1）  
矢木修身（＊1茨城大）  
YagiO．，Hashinoto Aり  
IwasakiE．，NakajlⅢa H．  
（＊2）（＊1CREST，＊2Ⅳihon  

Univ．）  

矢木修身，岩崎一弘   

安原昭夫  
一Yasuhara A‥ShiraishiH．  
（＊1），Nishikawa H．，  

Ya】lamOtO T．，NakasugiO．  
（彙1），OkuI〕ura T．（＊2），  
Kenmotsu K．（＊3），FukuiH．  
（叫），N昭aSe M．（＊5），  
随WagDShiY．（＊6）  
（＊1Environ．CheIコ．Divり  
♯2Environ．PolluL．Contr．  
Cent．，＊30kayama Prefect．  
Inst．Environ．Sci．Public  
lealth，叫Ranagav′a EnvirDn  
Res．Centリ＊5Fu如okaInst．  
Health Environ．Sciリ  
霊60saka Citylnst．Public  
Health EnvirDn．Sci．）  
安原昭夫  

有害有機物による土壌汚染とバイオリ  
メデイエーション 2．トリクロロエチイ  
レン汚染ヒリメデイエーション技術   
トリクロロエチレンを食べる土壌微生  

物   
Microcysti5属およびOscillatoria属  

シアンバクテリアの各種有機物に対する  
増殖応答とL－リジンとL－ヒスチジンによ  
る増殖阻害   
Aerobic Degradation of  

l，1，1LTrichloroethane by  
Mycobacterium spp．Isolated from Soil  

バイオメデイエーション技術の現状と  
今後の課題   
有害廃棄物対策の現状と展望   
Organic components in leachates 

fr・0皿hazardous waste dispDSalsites   

65（10）  Appl．＆  

Environ．Hicrobiol．  

環境科学会詩   

学際研究  
Waste Manag．Res．  

4693－4696  11999 B－111  

413－420  

1114－1123  
186－197  

しのぴよる化学物質汚染（安原昭夫著，  
合同出版，335p．〉  

「土壌・底質のモニタリング」，フェノ  
ール類，ビスフェノールA  

New Monitorlng System for Ninety  
PesLicides8nd Related Compoundsin  
River Water by Solid－Phase  
Extraction with Determination by  
Gas Chromatography／Mass  
Spectrometryy   
廃棄物処分場の浸出水に含まれる化学  

成分   
EFFECTS OF HIGH－TEMPERATURE ON  

INFECTION PREVENTIONIN MICE   
The Effect of High Temperatur・e On  

Pul皿Onary AntibacterlalDefensein  
Mice   
プラスチックに関連した環境ホルモン  

の問題点について  
・「内分泌挽乱化学物質（環境ホルモン）  
の影響はどこまでわかっているか」  
人間への影響   
リスクコミュニケーションの必要性   
ダイオキシン問題と健康リスク   
ダイオキシンの発生影響   
雲仙野岳で調測されたSO2 とエアロゾ  

ル組成  

A study of the relationship  
between photochemicalozone andits  
precursor emissions Df nitrogen  
axides and hydrocarbons in Tokvo 

しのぴよる化学物質汚染  
（安原昭夫著，合同出版，335  

P．）  
環境ホルモンのモニタリン  
グ技術（森田昌敏監修，シー  
エムシー，309p．）  
J．AOACInt．  

安原昭夫  

Tanabe A．（＊1），Mitobeli．  
（＊1），随Wata K．（奪1），S乱kai  

H．（＊1），Yasuhara A．  
（＊1Niigata Prefect．Res．  
bb．Health Environ．）   

安原昭夫   

YaIna皿OtO S．，Ando M．   

Yamamoto SりKatagl「iK‥  
加血）軋   

米元純三   

米元純三  

米元純三  
米元純三  
米元純三  
森淳子（＊1），鵜野伊津志（＊2）  

若松伸司，村野健太郎（雫3）  
（蠣1長崎県衛生公害研，  

＊2九州大，＊3地球グ）  
WakaⅢatSu SリUnoI．（♯1），  
Ohar8T．（＊2），Schere K．L．  
（事3）（＊1Kyusyu Univ．，  
♯2Shizuoka Univ‥  

83   

土木学会誌   

World Resour．Rev．   

Jpn．J．Biometeor．  

環境工学   

公衆衛生  

労働の科学  
土木学会注  
目本小児臨床薬理学会雑誌  
大気環境学会誌  

77－80   

92－100  

145－151  

310－312   

600－604  

597  

60－63   
58－63  

176－191  

2000   

1999   

1999  

1999   

1999  

1999  

1999  

1999  
1999  

B－118  

B－119   

B－120  

B－121   

B－122  

B－1Z3  

B－124  

B－125  
B－126  

85   

11（1）   

36（4）  

63（6）  

63  

54  

84（11）   
12  

34（3）  

B－127  At皿OS．Environ．  33（19）  3097－3108  ilSR9 

and surroundin  
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社会環境システム部  
AokiYりKont8F．（＊1），  

Kita皿ura S．（＊2）（事1N8tl．  
Sci．Hus．，＊2YamanashiUniv  
）  

青木陽二   

青木陽二，北村真一（＊1），  

近田文引（＊2）（＊1山梨大，  

＊2国立科学博物館）  
田中誠鷹（り），金東必（＊2），  

青木陽二（＊1神戸市，  
＊2韓国密陽産業大）  

青木陽二，北村真一（＊1），  

近田文弘（＊2）（キ1山梨大，  

＃2匡は科学博物館）  
青柳みどり  

AoyagトUsuiM．  

青柳みどり  
大井紘  
Kain11ma MりMatsuoka Y．  
（事1），Morita TりHibinD G．  
（＊2）（零1Kyoto Univり  
＊2FujiRes．Tnst．Corp．）  
Brettell∧．（＊1），Kawashima  
Y．（＊1Univ．Maryland）  

C  

C－ 1  Appreciation of landscape 
vegetation by Japanese respondents 
in the SouthJapan Alps  

江戸時代に来訪した欧米人が残した風  
景記述の紹介 ●   
南アルアスにおいて好まれた植生景嗣  

日本における八景の分布について  

南アルブス登山者の風景評価  

「地球環境問題をめくる消費者の意識  
と行動が企業戦略に及ぼす影響（消費者  
編：日独比較）」調査概要   
A Comp8rative Analysis of  

Citizens’values and  
PrD－Environ皿entalBeh且Vior   
市民や企業の環境保全行動を考える   
全体と要素如何にして扱うべきか   
Development of an EndrUse Model  

for Analyzing Policy Options ta 
Reduce Greenhouse Gas Emissions  

Sino－Japanese Relations Dn Acid  
Rain   

P「oc．New Century＆  
Green Culuture  

ランドスケープ研究   

森林文化研究  

ランドスケーブ研究  

環境情報科学  

かんきよう 8月号  

Asian Geog「．  

かんきょう  
環境科学会誌  
IEEE TRANS．SYST‥MAN  
，＆CYBERN．－PART  
C：APPL．＆ REV．   

ECOLOGICAL SRCURITYIN  
NORT11EAST ASIA（Schreurs  
M．AりPirages  
D．ed．，YONSEIUNIⅧRSITY  
PRESS，232p．）  
環境研究  

と  
経済・政策学会編，東洋経済  

新報社，Z65p．）  
SDC．Scl．Jpn．Augast1999  

アジアの環境文化（薬師寺  

泰蔵，慶應義塾大字出版会ゝ  

p．）  
アジアの環境文化（薬師寺  

奉戴，慶應義塾大学出版会，  

p．）  
アジアの環境文化（薬師寺  
泰蔵，慶應義塾大学出版会，  

p．）  
望  

J．GlobalEnviron．Eng．  

63（1）  

20  

63（3）  

28（1）  

53－56   

135－147  

246－248  

5g－65  

33－34  

123－134  

40－41   
88－91  

317－323  

1999  

19g9  

2000  

1999  

1999  

1999  

2000  
2000  
：こl≦）1l  

C－ Z   

l㌧ 二i  

C－ 4  

し、l さ  

C－ 6  

ごl T  

C－ 8  

l、l ミI  

C－10  

18（1－2）  

25（2）  

13（1）  
29（3）  

101－108  
79－91  

20－23  

15－41  

109－149  

151－176  

299－306  

1－9  

28－31  
30－44  

1999  
1999  

1999  

1tり†】  

1999  

1小】「】  

1999  

1999  

111111；  
1999  

COP4における国際交渉の分析   
クリーン開発メカニズムの制度設計  

効果分析  

Challenges to ReglOnal  
Cooperat．ion：Climate ChangeIssues  
in仙rtheastÅsia   
アジア型環境問題と環境文化  

アジアの環境問題の展開インド  

アジアの環境問題の展開  
インドネシア  

地球環境政幸削こ関する研究動向の展  
Impacts of climate chaれge8n food  

production  

地球環境問題とリモートセンシンク   
衛星データと同期調査による広域土壌  

水分の推定   

川島康子  
川島康子，松浦利恵子（＊1）  

（♯1三菱総合研）   

Xawashima Y．  

川島康子，原嶋洋平（＊1）  
（＊1（財）地球環境戦略研究機  

関）  

川島康子，杉山大志（＊1）  
（＊1（財）地球環境戦略研究機  

閑）  

川島康子，杉山大志（＊1）  

（＊1（財）地球環境戦略研究機  

閑）  

川島康子  
TakahashiK．，H8「aSaWa H‥  
Hatsuok8Y．（＊1）（＊1Kyoto  
Univ．）  

田村正行  
大久保彰人（＊1），  
高木潤治（＊2），黒柳直彦（＊3）  

波多江直之（＊4），田村正行  

（山福岡県保健環境研，  

＊2福岡県森林林業技術セ，  
＊3福岡県農業総合試廉乱  
国福岡県水資源対策局）  
茅根削い1），波利井佐紀（り）  
山野博哉（＊り，田村正行，  

井手陽一（＊2），  
秋元不二雄（事3）（＊1東京大，  

＊2㈱海洋生態研，  

紹芙蓉海洋開発㈱）  
Kokubu K．（＊1），PahariK．  
（＊1），Ta皿ura軋，Yasuoka Y・  
（＊1）（＊1Univ．Tokyo）  

Soれe M．（＊1），Fujinu皿a Y．  

（＊2），Tamura MりYasuoka Y・  
（＊1）（♯1Univ．Tokyo，＊2Cent  

C－1Z  
トl二こ  

C－14  

C－15  

ト 圧  

し’llT  

C－18  

ト1†1  

C－20  
し、－ ご二  

29（3）   

5  

10（6）  
19（1）  日本リモートセンシング学  

光アライアンス  会吉志  

日本サンゴ礁学会誌  琉球列島石垣島白保・川平の定測線に  
おけるユ998年白化前線の遷礁サンゴ群集  
被度変化   

C－22  

Proc．20th Asian  

Conf．Re皿Ote Sensing   

Proc．20th A5ian  
Conf．RemDte Sensing  

537－541  

1011－1013  

Feasibllity Analysis for  
Vegetation from Time Series NDVl  
data with“Green Census”data   

Correlation Analysis between  
Cartのn Dioxide Comcentration and  
VegetatiDm Distribution  

Glob81Environ．Res  

－282一   
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Zhao W．，TakahashiH．（＊1），  
Tamura M．（＊1Hokkaido  
Univ．）  

寺囲淳，酒井伸一（＊1），  
高月紘（＊1）（＊1京都大）  
Harasawa H．，Honda Y．（＊1），  
Uchiyamal．（＊2），SasakiA．  
（♯2）（■1Tsukuba Univ．，  

＊2Natl．Inst．Public Health）  
尾崎則篤（＊1），  
小野美由紀（＊2），  

福島武彦（＊1），原沢英夫  

（♯1広島大，＊2大分県庁）  
原沢英美  

AtmDSpheric and spectral  
cDrreCtion of LANDSAT TM data to  
estimate wetland surface albedo：A  
CaSe Study or Kushiro  
Inire，flokkaido，Japan   

阪神・淡箱大震災における建築物解体  
に伴うアスベスト飛散に関する検討   
Assessment of Potential impact af 

Globall†arming on Human Healthin  
Jaoan  

気象変動の河川水質に及ぼす影響に関  
する統計的研究  

エルニーニョと社会生活  

弟1章第6節  
地球環境問題が人類に及ばす影響  

弟4草  
地球温暖化の影響予測評価に向けて   

第12草  
地球環境は人間社会の問題ではないのか   

環境科芋シンポジウム1999報告  
環境行政におけるマネジメントシステム  
のあり方－ISO14001はどこまで有効か－   

Forecasting the changesinlake  
water quality in response to 
Cli皿ate Changes，uSlng paSt  
relationships between  
Retearalogical canditians and water 
quality   
環境政策とその経済への影響  

地球環境問題と持続可能な交通   
Recycling and waste皿anagement  

fro皿the viewpoint of皿aterialflDW  
accounting   

EMISSlO封S SCENARlOS DATABASE AND  
REVIEW OF SCENARIOS  

IPCC EMISSIONS SCENAIlIOSl）ATABASE   

Int．PeatJ．  

大気環境学会誌   

1998Intl．SyⅦp．Human  
Bio皿eteOrOlgy  

土木学会論文集  

192－210   

150－155  

（629／Ⅶ－12  ）  

C－Z8  

エルニーニョと地球環境  
（気候影響・利用研究会編，  
成山堂，213p．）  
地球環境2000ノ01（平岩外  
四監修，ミオシン出版，336p  

．）  
新しい地球環境学（西岡秀  

三編，古今書院，292p．）  

新しい地球環境学（西岡秀  
三編，古今書院，292p．）  

環境科学会誌  

HydrDl．Processes  

145－160  

77－93  

73－94  

249－266  

75－82  

593－604  

1999  

2000  

2000  

2000  

2000  

ZOOO  

C－29  

ごlこ；し  

C－ 31   

C－32   

C－ 33  

C－34  

原沢英夫  

原沢英夫   

原沢英夫   

原沢英夫  

Fukushima T．（＊1），0ヱakiN．  
（♯1），KaminishiH．（＊1），  

Harasal†a H．（＊2），  
Matsushige K．  
（＊1Hiroshima Univ．，＊2Soc．  
＆Environ．Syst．Div．）  
日引聡  

森口祐一  
HoriguclliY．  

Nakicenovic N．（＊1），Victor  
N．（＊1），MDrita T．（事1ⅠIASA）   

Morita T．，Lee H．一C．  

森田恒幸   

森巴恒車   

森田恒幸  
松岡譲（＊1），森田恒幸  

（＊1京都大）   

森田恒幸  

化学環境部  
ぬya K．，Sano T．  

C－35  

C－36  

C－37  

C－ 38  

し’・ごミさ1  

C－40   

C－41   

C－42  
C－43  

C－44  

D  

D－ 1  

環境政策とその経済への影  
響（思澤大字国際研究センター，  
日引聡筆頭著，32p．）  
運輸と経済  
J．祖ater．Cycles ＆粕Ste  
Manage．   

Mitigation  
Adapt．Strabegies Global  
Change  
Mitigation  
A血pt．Strategies Global  
Change  
かんきょう   

21世紀の日本を考える く食  

料・農業・農村〉  
NAPECJ．  
地球温暖化への挑戦（環境  

経済・政策学会編，東洋経済  

新報社，265p．）  

新しい地球環境学（西岡秀  
三編，古今書院，292p．）  

Anal．Chim．Acta  

1－31  

14－22   
2－9  

95－120  

121－131  

17－18  

4－13  

13－22  
38－52  

95－110  

1999  

1999  

1999  

1998  

1998  

1999  

lこ1こlヾ  

lこ一ミlジ  

lミlさl：；  

2000  

59（11）  

1（1）  

3（2－4）  

3（2－4）  

24（6）  

5   

（2）  

途上国の環頒対策  
21世紀の政策展開に向けた序章   

何が「環境と農業」の基本問題か？  

地球温暖化の現象と我が国の対応   
地球温暖化問題とAIM（アジア・太平洋  

地域温曖化統合評価モデル）  

策5章  
温暖化防止に向けてどう知恵を統合する  
か  

Totalmicrocystin det？rmination  
using  
eryt加0一皿etbyl－3－（皿eth8即一d3ト小pbe  
nylbutyric8Cid（MpB－d〇）as the  
internalstand且rd   

Micropetin T－20，A Novel  
PhDSphate－COntaining Cyclic  
Depsipeptide from the  
Cyanobacterium Microcystis  
aeI、uglnDSa   

A PhDtOdetoxification Mecl】anisIn  
af the Cyanobacterial Hepatatoxin 
MicrDCy5tin－LR by UltravioleL  
lrradiation   
Three Dehydrobutyrine－COntaining  

microcystins from Nostoc  

107－11Z  

Tet，rahedron Lett．  2379－2382  1999  Okano T．（＊1），Sano TりKaya  

K．（＊1Sci．＆Technol．  
Promot．Found．Ibaraki）  

Xaya K‥SanD T．  

40  D－ 2  

159－163  Chem．Res．TDXicol．  D－ 3  

1289－1292  D－ 4  Beattie K．Å．（＊1），Kaya Kり  

Sano T．，Codd G．A．（＊1）  
Phytochem．  

Univ．Dundee UK  
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・群 表 者   題  胃   ］寄 郵 誌   若（号 ページ   年記月                    ）    刊年 1999  34  
（机）舟yaKりWardC．J．  
（頃），BeattieA．（頃），  

軸tcalfJ．S．（♯1）  
（＊1DundeeUniv．）  

D－6   環境ホルモンと環境汚染   空気調和・衛生工学  1999   
D－ 7  河合崇欣   地球環境とエネルギー   触媒   41（7）  551－554  1999   

‾‾l  
D－ 8  河合禁欣，河童公康（ホ1）  ／†イカル湖の長期環境変動を読む  科学   69（11）  861－864  19g9   

（＊1森林総合研）   

D－9  Phycol．Res．  46（suppl  19－Z3  
（＊2），WatanabeM．M‥LiuY．  Micrqcystus  

．）  

（＊1），払yaK．（＊1Chin．Acad．  Viridis（cyanobacteria）under  
Sei．，零2Environ．Biol．Div．）  differentcultureconditions  

♪一川  25－29  
RatanachotP．（＊1），   CyanDbact．erialwaterbloomsin  ．）  
Tong－a－ra皿T．（り），  Thailandfreshwater  
SrivastavaV．C．（＊2），  
WatanabeH．M．（＊2），KayaK．  
（＊1ThailandInst．Sci．  

Tec血nol．Resり＊ZEnv汗on．  
8iol．Div．）  

D－11  GC－AHSpROGRAMINNIES－TERRA  Proc．1nt．WDrkshop  37－43  
UchidaH．（＊1），TanakaAり  Front．Accel．Mas 
Ku】ロeHりUehiroT．（＊2），  Spectr〔）m．  
Morih∴軋（＊3）（＊1Tsukuba  
Univ．，＊2Int．R由．C00rd．，  
＊3Reg．E爪Viron．Div．）  

D－12  Proc．Int．Workshop  244－249  

YonedaHりkumeh．，Uehiro  HASSSPECTRO川ETRYINSEmMENTCORE  Front．Accel．Mass  
T．（＊1），KawaiT．，MDr・itaM．  Spectrom．  
（靡2），Ⅹobayasムj髭．（＊3）  
（＊1Int．Res．Coord‥t2Reg．  
Environ．Div．，＊3Univ．Tokyo）  

D－13  1－10  
中田聖子（＊1），伊藤真（♯1），  報  
松下由紀子（♯1），柴田康行  
（＊1北海道大，事Z札幌医科大）  

D－14  Anal．Chim．Acta  273－278  
triⅦethylselenoniumionbyflow  
injectionhydridegenerationatomic  
absorption spectrometry 

D－15  ApplicationsofCoupled  ProceedingsofElghth  377－389  
IS兄ASSiI】pDSiumonMass  
SpectroⅢetry  

Research  VOl．1（鹿garwalS．K．  
edりPerfect  
Prints，India，524p．）  

D－ユβ  内分泌撹乱物質と廃棄物  廃棄物学会誌  293－305  
橋本俊次（＊1）山本勇士（＊1），  

安原昭夫（＊1），安田態二（★2）  
（＊1地域グ，  

＊2神奈川県環境科学セ）  

D－17  Ilトニト3  環境ホルモンのモニタリン  100－114  
奥村為男（＊2）（＊1地球グ，  

♯2大阪府公害監視セ）  ズ  分析・測定法の実際（森田昌  
敏監修，シーエムシー，309p  

．）  
D－18  329－338  

白石克明   物理立地浸出水の遺伝毒性モニタリング  
（事1東京都環境科学研）   への応用  

D－19  酵母Two－Hybrid  環境化学  57－64  
西川淳一（事1），西原力（＊1），  Systemによる簡便なエストロゲンアヅセ  
森田員敏（＊2）（＊1大阪大，  
＊2地域グ）  

D－ZO  625－648  
So皿aトⅠ．（＊2），ThengB．K．G．  byNaturalZeolites：ⅩPSandBatch  tA  
（＊1），TanakaA．  SLudies  
（＊1LandcareRes‥  
＊2ShizuDkaUniv．）  

D－21  Tetrahedron  54  463－470  
Åcid（Dhb）－ContainingMicr8CyStins  
IsolatedfromOcsillatoriaagardhii  

D－22  13－17  
（＊1），払yaK．（＊1Chim．Acad．  incy8nObacte「iafro】ⅡChinesefresh  ．）  
Sci．）   W8ter．1．Trypsininhibitor  

か－23  化学物暫対溝法の王目メ尤と課題   ジュリスト  ′135）  171－ユ75   
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将来世代に負荷を残さ  中杉修身   

NakasugiO．，Hirata T．（＊1）  
（机Wakayama Univ．）   

ない廃棄物の最  新政策   

Soils and GroundwateI－  
Pollution and  
ReI］ediation  
Asia，Africa，and  
Oceania（Huamg  
P．MりIskandar  
I．K．ed．，Lewis  
Publishers，p．）  
研究技術計画   

PVC news   

廃棄物処分・環境安全用語  
辞典（小島圭二他鼠丸善㈱  
，493p．）  

終処分   
Effect of AmthrD匹genic Organic  

Compounds on the Quality oF Soil  
and Groundwater and Re皿ediation  
StrategiesinJapan  

化学物質リスク管理の新たな一手段－P  
RTR一   

規制と自主管理を組み合わせた包括的  
な化学物質のリスク管理   
廃棄物処分・環境安全用語辞典   

中杉修身   

中杉修身   

小島圭二（＊1），田村昌三（＊1），  

島田荘平（＊1），石井英二（＊Z），  
田中勝（＊3），登坂博行（＊1），  
中杉修身，山川稔（叫），  

（♯1東京大字，  

＊2㈱国土開発セ，  
＊3匡卜立公衆衛生院，  
＊4核燃料リサイクル開発機梢  

）  

FujiiT．，AraiN．  Analysis of N－Containing  
Hydrocarbon Species Produced by  
CH4／N2 Hicrowave  
Discarge：Simulation of Titan’s  
Atmosphere  

lnOll：ÅQuantum C†18micalStudy  

Analysis of products from a  
C2H2／N2 mmOWaVe dicharge：neW  
nitrile specleS   
有機スス化合物と巻月類のインポセッ  

クス   
有機スズで巻貝に生殖機能障害が   

Astrophys．J．  D－ Z9  858－863  11999 

D－ 30  

D－31  

ロー 32   

「l二こ二i  

Årulmozhiraja S．，FujiiTリ  
Tokiwa H．（＊1）（＊1Rikkyo  

Univ．）  
FujiiT．  

堀口敏宏   

堀口敏宏  

J．phys．Clle皿．  

Chem．Phys．Lett．  

労働の科学   

子供をむしばむ環境汚染  
環境（3）  

プラスチック・環境ホルモ  
ン・電磁波（正木醒雄，江指  
隆年監修，㈱食べもの通信  

社，p．）  
検証「環境ホルモン」（桐  

谷修，本間惧編，青木苔店，p  
．）  

労働の科学・   

公衆衛生  

内分泌撹乱化学物質による  
野生生物影響実態調査マニ  
ュアル（内分泌捜乱化学物  

質による野生生物影響調査  
研究班，（財）自然環境研究セ  
ンター，P．）  
ENDOCR川E DISRUPTlONIN  
INVERTEBIiATES：ENDOCRINOL  
OGY，TEST川G，AYD  
ASSESSMENT（Defur  
P．LりCrane軋，Ingersoll  
CりTattersfield L．edりÅ  
Technicai Pubiication 
Of SETAC；p．）   

4085－4088  

733－740  

353－357  

42－45  

1999  

1999  

1999  

：こJl11；  

堀口敏宏  

堀口敏宏   

堀口敏宏  

堀口敏宏  

有機スズによる巻貝の性の規乱  

有機スズ化合物と巻月のインポセック  
ス   

内分泌振乱化学物質（環境ホルモン）の  
影響はどこまでわかっているか  
生態への影響・1   

Z．調査対象種各論／2－1．魚貝頼  
2－1－2月類   

D－ 34  

D－35   

ロー 二Jlう  

D－ 37  

L35－148  

353－356  

760－766  

25－33  

1999  

1999   

1999  

1999  

StahlJr R．G．（＊1），  
Tattersfield L．」．（＊2），  

C8mpbellP．H．（＊3），  
HoriguchiTりDeFup P．L．  
（＊4），Vethaak A』．（＊5）  

（＊1E．1．du Pont de Nemours  
＆C8．Corp．Rem．，＊2Shell  
Chem．Ltd．，＊3，Procter＆  
GambleInc．＊4Virginia  
Commonwealth Univ‥♯5RIKZ  

D－38  ChapterlIntroduction to the  
Workshop on Endocrine Disruption in 
Invertebrates：Endocrinology，Testing，  
and Assessment  

EcDtOXicolo  
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Matthiessen P．（＊1），  

Reynoldson T．（＊2），  
8illinghurst Z，（＊3）  

Chapter4Field Assessment  
Endacrine Disruption in 
Inve代ebrates  

1■Jl   ENDOCR川E DISRUPTlONIN  
INVERTEBRATES：ENDOCRINOL  
OGY，TEST川G，AND  
ASSESSJ侭ガT（かefur  
P．LリCrane MりIngersoll  
C．，Tattersfield L．ed．，A  
TechnicalPublicatior1  
0f SETAC，p．）  

Bra5Sard p．軋（瑚，Ca皿erO刀  

P．（＊5），Chandler G．T．（＊6），  

DaviesI．軋（＊7），肋riguchi  
TりMDunt D．臥（再），  

Oehl皿annJ．（＊軋et．al．  
（＊1CEFAS，＊2Environ．CANADÅ，  
♯3Uni机Pユy皿OUth，♯4USEPA，  

＊5WWF．＊6Univ．South  
Carolima，＊7FRS Mar．Labり  
＊8IHI）  

堀口敏宏  
YokouchiYりLiH．－」．（＊1），  
M8Chida T．（＊2いoklS．  
（＊3），地imoto H．（＊1）  

（＊1Univ．Toky8，＊2Global  
Environ．Divり＊3TDhoku  
Umiv．）  

YDkoucわj Yリガ8jiriY．〔＊り，  
Barrie L．A．（＊2），  
Toom－Sauntry D．（＊Z），  
H8Chi血T．（＊1），Inuzuka Yリ  
Akimoto H．（＊3〉，LiH．－一．  

（■3），Fujinu皿a Y．（＊4），Aoki  
S．（＊5）（★ユG】ob且】EれVimn．  
Divり＊2AES Canada，＊3Univ．  
Tokyo，＊4Cent．GIDbal  
EnvirQn．Resリヰ5Tohoku  
Univ．）  
YDkouchiYリHachida T．  
（＊1Lぬrrie L．A．（＊2j，  

Toom－Sauntry D．（＊2），  
NojiriY．（＊1），Fujinuma Y．  
（＊3），Inuzuka Y．，LiH．－J．  
（叫），Akimoto H．（＊封，Aoki  
S．（＊5）（＊1GlobalEnviron．  

Div．，＊2Canada AES，＊3Cent．  
GlobalEnviトon．Res．，  
＊4Univ．Tokyo，＊5T8hoku  
Univ．）  

環境健康部  
青木康展  

ロー 40  

D－ 41  
巻月の性とインポセックス  
Isoprenein the肌arine boundary  

layer（Southeast Asian Sea，eaStern  
lndian Ocean，8nd Southern  
Ocean）：Comparison with dimethyl  
sulfide and bro皿DforI】  

A stro喝5（〉UrCe Of皿ethy】  
chloride ta the atmosphere frolo 
tropical caastal land 

（6）  

104（D7）  
性差医学  
J．Geophys．Res．  30－35 8067－8076  

：＼－1ニ  〃aとUre  295－298  12000 

D－ 43  L＆titudinalDistribution of  
Åtmospheric Metbyl  
Bromide：Measurements and MDdellng   

GeDphys、Res．Lett．  27   

E  

E－ 1  

E－ 2   

E－ 3  

内分泌撮乱物質によるシグナル伝達系  
の活性化－コプラナーpCBを例として一   
過伝子導入ゼブラフィシュを用いて水  

中の変異物質を測る   
Cytotaxicity and Mutagenicity of 

UVB Assessed Using Cultured Rat  
Fjbmb】a5仁  

Transgenicヱebr8fish for  
detecting mutations caused by  
CO皿印undsin aquatic environments  

内分泌撹乱物質の健康リスク評価  

Effect of environmental  
pollutants on the production of  
pro－inrla皿皿atOry CytOkines by  
normalhumarL der・malkeratinocytes   
Effects of Psychoactive Drugs in 

the Yogel Conflict Test in Mice 
Anticonflict Efrects of  

PlantrDerived Essentia10ils   
A5urvey ofJndoor Pロ‖此j00by   

Volatile Organohalogen Co叩Oundsin  
Katsushika，Tokyo，Japan  

弟j12回日本医学会シンポ  
ジウム記録集  
かんきょう   

J．Epidemiol．  

青木康展   

Akiya旭N．（＊1），Murata S．  
（＊2），Alexander D．B．（＊1），  
Yaojt＆打．（♯2），血kiYり  

〃Dda珂．（再），（＊1KyDtO  

Univり＊2JichiHed．Sch．）  
血anuma K‥Take血H．（＊1），  

血anuma H．（＊2），AokiY．  
（りNatl．Inst．Ge口et‥  

＊2R川EN）  

石村隆太，大迫誠一郎，  

遠山千春  
Ushio H.,Nohara K.,, 
FujimakiH．  

U】1eZU T．   

Umezu T．   

血agaiT．（♯り，  

01ansandan（＊1），  
Htat5uShita H．（＊1），Ono Hり  
NakaiS．（＊2），Ta皿ur8K．  

（＊3），Maeda K．（叫），  
（＊1Shizuoka Univ‥  
＊2rokoh8naⅣatl．血iv．，  
♯3甑tl．Inst，Hin弧ata．Disり  

8月号   

9（6）Suppl  

Nat．BiDteChnol．  

BIO Clin．   

To二てicol．Lett．  

Jpn．J．Pharmacol．   

Pharmacol．Biochem．＆  
Bihav．  

J爪血ロ「鋸j】亡Emviron．  

O KaseiUniv  
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103（7）  日本眼科学会誌  556－563  

奄美地区K為における眼疾患疫学調査 白内障と異状片の有所見率   

佐々木洋（＊1），浅野浩一（＊1），  

小島正美（＊1），坂本保夫（＊1），  
春日孝文（＊1），永阻雅信（＊1），  

高橋信夫力1），  
佐々木一之（♯1），小野雅司，  

加藤侶世（＊2）  

（＊1金沢医科大，  
事2東京女子医科大）  
Hiruma K．（＊1），Terada N．  

（＊1），他na乙aWaT．（＊1），  

Ⅳomoto軋（＊1），Haesako K．  

（＊1），Konno A．（＊1），  
KobayashiT．（＊1Chiba Univ．  
）  

Koike E．（＊1），KobayashiTリ  
Mochitate K．，川uraka皿i軋  
（＊1）（＊1Tsukuba Univ．）  

CaiL．（＊1），Satoh軋，  
Tobyana C．，Cherian仇．G．  
（＊1）（＊1Univ．Western  

Ontario）  
Yoshida M．（＊1），Satoh Mり  
Shimada A．（＊Z），Yasutake A．  

（＊3），SumiY．（＊1），Tohyama  
C．（＊1St．Marianna Univ．  
Sch．Med．，＊2TottoriUniv．，  
＊3Natl．Inst．Hina皿ata Dis．J  
）  

108（6）  Ann．Otol．Rhinol．Laryngol  1999  582－588  

Effect of DieselExhaust on Guinea Pig NasalMucosa   E－11  

Eex．Gerontol．  

Toxicol．  

Eどfect of aging on nitric oxide  
production by rat alveolar  
macrophages   
Metailothionein in radiation 

exposureこitsimducいon8血  
protective rDle  

Pulmonary toxicity caused by  
acute exposure to loercury vapor is 
enhancedin metallothionein－null  
皿ice   

64（ZO）  1861－1867  11999 Lif巳 Sci．  

環境毒性学会誌   

Toxicol．＆Appl．Phamacol．  

環境汚染バイオマーカーとしてメタチ  
オネインの有用性   

Tissue DistribuLion of Cad皿ium  
Rats Given川inimu皿A皿OuntS【）f  
Cadmiu皿－P811uted Rice of Cadmiu皿  

Chlo上－ide for8封onths   

佐藤雅彦，遠山千春  

Hiratsuk8日．（＊1），Satoh M．  
（＊2），Satho MりNishiji皿a M．  

（＊3），KatsukiY．（＊3），  
SuzukiJ．（♯3），NakagawaJ‥  
（＊3）SulコiyoshiM．（叫），  

M阜tsumoriK・（叫），et al・  
l＊1MitsubishiChem．Saf．  
Inst．Ltd．，＊2Ina Res．Tnc．，  
＊3Tokyo Metrop．Res．Lab．．  
Public Health，＊4Natl．Inst．  
Health Sci．）  
Ya5utake A．（＊1），SatDh Mり  
Hiray弧a K．（＊2）（＊1Natl．  
lnst．Minamata Dis．，  
＊2Kuma皿OtO Univ．）  

佐藤雅彦，遠山千春  

J．Health Sci．  Selective and Simple  
Quantification of Metallothionein  

IIlin Mouse Brain  

メタロチオネイン欠損マウスにおける  
重金属の毒性と動態   

Distribution and retention of  

皿erCuryin metallothionein－null  
爪ice after exposure to mercury vapor   

E－17  

147－148  

129－136  

BID祖ED．RES．TRÅCE  
ELEMENTS  
Toxicol．  Yoshi血M．（＊1），Satoh h．，  

YasutakeÅ．（＊2），Shimada A．  
（♯3），SumiY．（＊1），T8hyama  

C．（事1St．Harianna Univ．，  
＊2Natl．Inst．Minamat8Dis．，  
＊3TottoriUniv・）  

Toyoda H．（＊1）川ZuShi皿a T．  
（＊1），Satoh Mり1izuka N．  

（＊2），Nomoto A．（＊3），Chiba  
H．（＊1），MitaM．（机），  

Naganu皿a A．（＊4）川imeno S．  

（＊1），lmura N．（＊1）  
（＊1Xit8SatO Univ‥＊2Tokyo  
Metrop．Inst．M巳d．Sci．  
＊3Univ．Tokyo，事4Tohoku  

Univ、）  

遠山千春  

Jpn．」．Cance「．Res．  HeLa CellTransforlnantS  
Overproducing Mouse Hetallothionein  

ShDWirlViv（〕ResisLance to  

cis－Platinulnin Nude Mice   

E－ 20  

発112回日本医学会シンポ  
ジウム記録集  
臨床環境医学   

Imunology  

内分泌挽乱物質の健康リスクの評価  

ダイオキシンの健康リスク評価  

Oefective inmune respanse and 
severe skiれda皿age following UVB  
irradiationininterleukin  
－6－deficientⅢice  

ガングリオシドは細胞膜においてT細  
胞の活性化をどのように修飾するか？   

Studies of Effects of Air  

遠山千春，曽根秀子（♯1），  
米元純三（＊1）（地域グ）  
Nishimura y．，Tohyama C．，  
Satoh HりNishimura H．（♯1）  
Reeve V．E．（＊2）（＊1Aichi  

Hizuho Univ．，＊ZUniv．  
Sy血ey）  

野原恵子   

FujlmakiH．  生化学  Guidelines for Air  

Pollutants on Healthin 柵O Re  
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二酸化窒素の過敏反応に及ぼす影響  大気汚染物質が喘息様病態  
に及ぼす影響に関する研究  
（（財）日本公衆衛生協会，54  
p．）  

大気汚染と花粉症の相互作  
用に関する基穫的研究（（財  
）日本公衆衛生協会，2軸．）  
臨床と薬物治療  
ファルマシア  
Eur．」．CellBiol．  

藤巻秀机宇井直也（＊1），  
今井退（＊1）（＊1慈恵医大）   

藤巻秀和  
藤巻秀和  
Furuya皿a A‥Iwata M．，  

HayashiT．（＊1），Mochitate  
Kり（＊1Univ．Tokyo）   

Furuyama AりMochitate K．  

ディーゼル排気ガス暴露の免疫応答に  
及ぼす影響  

空気の汚れとアレルギー   
アレルギーと環境   
Transforming growthねctor一β1  

regulates base皿entJnembrane  
formation by且1veolar epithelial  

ce11sin vitro   

Asselobly of the exagenous 
extrace11ular matrix during  

base皿ent me血brane formation by  
alv巳Olar epithelialcellsin vitro   

祖RSの臨床一問題と展望一   
生体のNHRイメージングー形態から機能  

・＼   

ダイオキシン類の内分泌捜乱作用と毒  
性   

Catecholamine Release from  

Isolated Guinea Pig Lungs during  
Sympathetic Sti皿ulation with Varied  

VentilaLio【Iand Perfusion  

Regianai Numerical Simulation 

Around Tibetan Plateau initialized 
by NCEP and ECMWF Analysis data   

E－ 27  

E－ 28  

E－ 29  
E－ 30  

10－18  

11ZO  

207－210  
867－875  

；さl†l†1  

ミさ1†1†1  

2000  

∵1†1「1  

18（12）  

36（3）   

78  

J．CellSci．  859－868  12000 E－ 31  

日本磁気共鳴医学会雑誌  
Radioisot．   

月刊エコインダストリー   

Exp．Anim．  

19  

49（1）   

4（8）   

48（2）  

61－62  

47－48   

5－12   

65－72   

三森文行  
三森文行   

宮原裕一，遠山千春   

Yamane E．，Kawata M．  

1999  

2000  

lさ1：）こ1  

1999  

E－ 32  

E－ 33  

E－ 34   

E－ 35  

F  

ト 1  
大気圏環境部  
Klmura F．（事1），Kur8SakiY．  
（＊1），Yoshikane T．（＊1），Lee  
S．一H．（＊1），EmoriS．  

（＊1Tsukuba Univ．）  

Proceedings of the ist 
lnternational workshop 
on GAME－Tibct（Numaguti  
AりLiu LりTian L．  
ed．Chinese Acade】ly Of  
Sciences／Japan National  
CoⅢnittee for  
GAME，152P．）  

気象研究ノート発195号（馬  
淵和雄編，日本気象学会，79  

p．）  
J．Heteorol．Soc．Jpn．  

1999  

2．3広域土壌水分の時計変化と大気フ  
ィードバックの効果  

Coupled OceanAt皿OSphere Model  
ExperiⅢentS Df Future Climate  
Change wlth an Explicit  
Representation of Sulねte AerosoI  
Scattering   

発3回GEWEX国際会議及び第4回GAME国  
際会議報告   

73－79  

1299←1307  

江守正多  

E皿OriSリⅣozawa T．，  
Abe－OuchiA．（＊1），Ⅳumaguti  

A．（＊1），Kimoto軋（＊1），  
舶kajima T．（り），（＊ユUniv．  

TDkyo）  
安成哲三（＊1），小池俊雄（＊2），  
中村健治（＊3），隈健一（＊4），  

沖大幹（＊2），石川裕彦（＊5），  
一柳錦平（＊6），上野健一（＊7），  

江守正多，柔形恒男（紹）他  

（＊ユ筑波大，＊2東京大，  
＊3名古屋大，＊4気象庁，  

＊5京都大，  
＊6国立防災科学技術研，′  
＊7滋賀県立大，  

紹農林水産省東北農業試験場  
）  

Ishida K．（＊1），Ohshimal．K．  
（＊2），YamanDuChiT．（＊3），  
Xanzawa H．（＊1Toba¶atl．  
Coll．Marit．Technol．  
＊2Hokkaido Univ‥＊3Natl．  
1nst．Polar Res．）  
KDndo Y．（＊1），Koike M．（＊1），  

EngelA．（＊2），Sch皿idt U．  

（ホ2），Mueller M．（＊2），  
Sugita T．（＊3），Kanz8Wa Hり  

Nakazawa T．（叫），AokiS．  
（叫），Sasano Y．et al．  
（＊1Nagoya Univ‥＊2Jobann  
Wol指ang Goethe Univ．，  
＊3Earth Obs．Res．Centり  
叫Tohoku Univ．）  

神沢博，笹野泰弘，  
横田達也（＊1），中島英彰（＊2），  

鈴木睦（＊3），塩谷雅人（叫）  
（＊1地球セ，＊2地球グ，  
＊3NASDA，＊4北海道大）  

川平浩二（＊1），神沢博  

7 7  

天気  

MOS岬1／1B MESSR observatiDnS Of  

t，heAmtarctic seaice：Ice bands and  
ice streamers   

5 5  417－426  1999  J．Oceanog．  F－ 5  

封Oy－〃20correlation Dbserved  

inside the Arctic vorte二（in  

February1997：Dyna机icaland  
chamical effects 

104（D7）  J．Geophys．Res．  8215－8224  1999  ト 6  

弟9回大気化学シンポジウ ム講演菜  
1LAS長寿命トレーサーデータ質の評価 とその解析  

F－ 7  

冬季オゾンの年々変動－1998年－97年  第9回大気化学シンポジウ ム講演築  

の比較－  県立大）  
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V81idation Expep皿ent Activities  
inILAS andlLAS一ⅠⅠ  

人工衛星のオゾン全量データが示す南  
極オゾンホールのダイナミヅクな動き   
オゾンホールの力学   
murnaland nocturnal  

disLribution of stratosphericⅢ）2  
froIコSOlar and stellar occultation  
measurements in the Arctic 
vortex：Co叩arisonwith models and  
lLAS satellite measur・eInentS   

Proc．Int．WorkshDp  
Submi■11imeter－WaVe  
Observation Earth’5  

Atmos．Space  
ながれ（日本流体力学会誌）   

ながれ（日本流体力学会誌）  
J．GeDphys．Res．  

18（3）   

18（3）  
104（D17   

）  

131－132   

147－155  

21585－2159  
3  

神沢博   

神沢博  
Payan C．（＊1），Ca町－Peyret  

C．（＊1），Jeseck P．（＊1），  

Hawat T．（＊2），Pirre軋（＊3）  

RenardJ．－B．（事4），Robert C  

（♯4），Lefevre F．（＊l），  
Kanzawa HりSasano Y．  
（＊1Univ．P．＆H．Curie，  
＊2Univ．Ba18皿and，＊3Univ．  

Orle8nS，叫CNRS）  
KoikeM．（＊1），Kondo Y．（＊1）  
Irie H．（＊1），Hurcray F．」．  

（＊2）州11ia皿SJ．け2），  
FogalP．（＊2），Blatherwick  
且．（★2），Camy－peyret C．（13）  

105（D5）  676ト6771  J．Geophys．Res．  A comparison of Ar・Ct，ic HNO〇  

profiles measured by the lmproved 
Limb Atmospheric Spectrometer and  
bal100nLborne sensors．   

Jl：こミ  

Payan S．（＊3），Kanzawa H．et  
al．（＊1Nagoya Univり＊2Univ．  

Denver，＊3LPHA CNRS／Univ．P．  
et H．Curie Paris，Fr8nCe）  
Muratal．（＊1），Fukuma N．  
（＊1），OhLakiY．（＊1），  
FukunishiH．（＊1），Kanzawa  
H‥Nakane H‥ShibasakiK．  
（＊2）（＊1Tohoku Univ．，  

＊2Kokugakuin Univ．）  
Schulz A．（＊1），Rex M．（＊1），  
StegerJ．（＊1），Harris N．R．  
p．（雫2），Braathen G．0．（＊3），  
Reimer E．（＊4），Å1fier R．  

（＊4），Beck A．（＊4），Kanzawa  
HリNakane Hり et al．  
（＊1AWIPotsdam Germany，  
＊2EORCU Cambridge UK，  
＊3¶1LU¶orway，叫MeLeorol．  
Imst．Free Univ．Berlin  
Germany）  
Hayasaka T．（＊1），Hegu川Y．  
（＊2），Sasano Y‥Takamura T．  
（＊3）（＊1TohDku Univ．，  

ホ2Jpn．Weather Assocり  
＊3Chiba Univ．）  
Sasano Y．  

24（12）  1623－1626  Adv．Space Res．  MeasuTe】ⅥentS Of Oo and N20in  
Alaska with a tu¶able diodelaser  
beterodyne spectr8meter   

205－208  12000 Geophys．Res．Lett．  Match cbservatioTISin the Arctic  
winter1996／97：Higb stratospheric  

ozonel（】SS rateS COrrelate withlow  

temperatures deep inside the polar 
vortex   

F－15  

1630－1635  Appl．Opt．  Optical properties and size 
distribution〔げaeros01s derived．  
from simultaneous measurements with  
lidar，a Sunphotometer，and8n  
aureole皿eter   

ADEOS一日／ILAS－Iland  
ADEOS－11【AハuS－1IFollow－On   

intercamparison of lLAS and HALOE 
ozone at highlatitudes   

F－16  

Int．Workshop  

Submilli】leter－WaVe  

Ob5．Earth’sÅtmos．Space  
Geopbys．Res．Lett．  Lee k．rM．（＊1），McInerneyJ  

M．（＊2），Sasano Y‥ParkJ．H  
（＊3），CboiW．（＊4），Russe11  

1】IJ．H．（＊5）（＊1Kyungp8Dk  
Natl．Univ‥＊2Sci．Appl．Int  
Corp‥＊3NASA Langley Res．  
Cent．，＊4SeoulNatl．Univり  
＊511ampton Univ．）  

笹野泰弘  
Sasano Y‥Nakajima H．（★1）  

随nzawa H‥SuzukiH．（＊2），  
Yokota T，（＊3），N8ka¶e Hり  

Gernandt H．（＊4），Schmidt A  

（叫），Herber A．（＊4），  

Yushkov V．（＊5），et al．  

（＊1GlobalEnviron．Divリ  
＊2NASDA，竃3Cent．Global  
餌vlron．Res‥＊抽1fred  
WegemerInst．Polar＆  
Marine Res．，＊5Central  
AerologicalObservatory）  
笹野泰弘，横田達也（★1），  

中島英彰（＊2），神沢博  

し194）  

26（7）  

123－130  
83ト834   1999 1999  気象研究ノート  

Geophys．Res．Lett．  
ミーライダー   
Validation ofILAS Version3．10  

0ZOrle With ozonesonde measurements  

デー1p  

F－ 20  

第9回大気化学シンポジウ ム講演集  

Ⅰ仏Sデータ処理と検証解析の最新状況  F－21  
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第9回大気化学シンポジウ  
ム講演集  太陽掩蔽法フーリエ干渉分光計の要素 試作試験結果   

川島高弘（＊1），久世暁彦（★1），  

森重隆（＊1），鈴木睦（＊2），  
笹野泰弘，中島英彰（＊3），  
植村暢之（＊4），Chamberland  
M．（＊5）（＊1NEC，＊2NASDA，  

＊3地球グ，＊4富士通FIP，  
＊5BOHEM）  

笹野泰弘   

Sasano Y‥SuzukiトⅠ．（＊1），  
Yokota T．（＊2），Kanzawa H．  

（＊1NASDA，＊2Cemt．Global  

Environ．Res．）  
加rton S．P．（＊1），Thomason  
L．W．（＊2），Sasano Y．，  
Hayashida S．（＊3）（＊1Sci．  
Appl．Int．CDrp．，＊2NASA  
Langley Res．Cent．，＊3Nara  
Women’s univ．）  
Hayasaka T．（＊1），Meguro Y，  
（♯2），Sasano Y‥Takakura T．  

（＊3）（＊1TDhoku Univり  
＊2Jpn．Weather Assoc，，  
＊3Chiba Univ．）  
Kawashima T．（＊1），Ⅸuze A．  

（事1），MDriS．（＊1），Suzuki軋  
（★2），Sasano Y‥里akajina n．  

（＊3），ChaⅦberland H．（竃4），  

（＊1NEC Corp‥竃2NASDA，  
＊3GlobalEnviron．Divり  
＊4Bomemlnc．）  
Sasan8Y．，Terao Y．（り），  
Tanaka H．L．（♯1），Yasunari  

T．（＊1），Kanzawa H．，  
Nakajima H．（＊2），Yokota T．  

（＊3），Nakane HりHayashida  
S．（＊4），Saitoh N．（叫）  
（＊1Tsukuba Univ．，＊2Global  

Envlron．Div‥＊3Cent．  
GlobalEnviron．Resリ  
雫4Nara Wo皿en’s Univ．）  
S8SanO Y．  

改良型大気周縁赤外分光計（IuS）デー  
タ処理遅用と，データ利用研究  
ILAS for Stratospheric Ozone  

Layer Honitoring：Outline of Daしa  
Processing（Verslon3．00and  
3．10）and Validation Experiments   

Conparisan of aerosol extinction 
measurements bylLÅS and SAGEII   

かんきよう   

Geosci．＆Remote Sensing  

．F－ 23  

F－24  

26（12）  1719－1722  1999  Geophy5．Res．L巳tt．  F－ 25  

11999 961－970  Appl．Opt．  Stratification and size  
distribution af aerosol retrieved 
fro皿SimultaneDuS m巳aSure皿entS Wi抽  
1idar，a Sunphotometer，and an  
aureolemeter   

Feasibility study for space－borne  
compact FTS and preliminary test  
results（）flabratt）ry皿Odel  

F－ 26  

1999  37 5 9  294－304  Proc．SPIE  F－ 27  

213－216  2000  Geophys．Res．Lett．  lLAS observations of chenical  
oヱロnelossin the Arctic vortex  

during early spring1997   

949－953  1998  Ninteenい11nt．Laser  
Radar Conf．  

ELISE（ExperimentalLidarln Space  
Equipment）development and science  
application plan：NASDA Hission  
De皿OnStration Satellite  
Lidar（MDS－1idar）Project   
衛星による大気環境観測に何を期待す  

るか   
差分吸収法ライダー   
Optical Oesign of Space 

Retroreflector Using Genetic  
Algorlthm   

Earth－Satellite－Earthlaser  
long－path absorption experiment  
using the Retroreflector in 
Space（RIS）on the Advanced Earth  
Observing Satellite（ADEOS）   

F－ 29  

2000  

1999  
1998  

1999  

267－284   

131－135  
10－16  

201－209  

新しい地球環境学   

気象研究ノート  
Electron．＆  

Coml肌m．Jpn．Part2   

J．Opt．A：Pure Appl．Opt．  

笹野泰弘   

杉本伸夫  
Minato A．（＊1），Sugimoto N．  

（￥11barakiUniv．）   

Sugimoto NりKogaⅣ．，  
Hatsuil．，Sasano Y．，  
Minato A．（＊1），Ozawa K．  

（ホ2），Saito Y．（＊Z），NDnura  
A．（＊2），AokiT．（＊3），Itabe  
T．（雫3），et al．（＊1Ibaraki  

伽ivり＊2Shinshu Univリ  
＊3CRL）  

杉本伸夫   

杉本伸夫   

杉本伸夫  
Chepfer H．（＊1〉湖1Dub P．  

（＊2），Sauvage L．（＊1），  
Flanant P．H．（＊1），Brogniez  
G．（＊Z），SpinhirneJ．（＊3），  

Lavorato H．（＊4），Sugimoto  

NりPelDnJ．（＊‖（＊1Imst．  
Pierre Si皿On Laplace，  
＊2Lavoratoire d’oprique  
AtⅢOSり♯3NASA，＊4CLILAP）  
NamboothiriS．P．，Sugimoto  
NりN8kane HりHatsuiIり  
Huraya皿a Y．（＊1）（＊1CDm皿un  

F－ 30  

F－ 31  

F－ 32  

F－ 33  

37（1）   

112（4）   

82（8）  

24（3）  

19－25  

13－19   

810－814  
203－206  

1999  

1999  

1†＝リ  

Itう）：】  

光能動リモートセンシンクによる地球  
大気環境計測   
レーザレーダによるジャカルタの大気  

環境の観測   
レーザによる大気情報計測技術の展望   
Validation of POLDER／胡EOS Data  

using a Groundrbased Lidar  
Network：Preliminary Results for  
Cirrus CIDuds   

空気清浄   

オプトニューズ   

電気情報通信学会誌  
Phys．Chem．Earth（B）  

F－ ご・l  

F－ 35  

【L 36  

F－ 37  

1999  51  825－832  Earth Planets Space  Rayleigh lidar abservaitons af 
teTuperature OVer Tsukuba：Winter  
thermal structure and canparisons 

F－ 38  

studies  Res．Lab．）  
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38（10）  Jpn．J．Appl．Phys．  6130－6132  Developlnent of a LidarSysteln far 
Measuring hethane Using a Gas  
Correlation Hethod  

Feasibility of a Lidar Utilizing  

the Glory for Measuring Particle  

Size of Water Clo11ds   

アクティブセンサーで地球大気環境を  
モニターする   

洲川PACT OF MADDE〃－JULIAN  

OSCILLATlON ON THE A8RUPT  
TE且MINATTON OF THE1997L98EL NINO  

Abrupt ternination of the1997－98  

EINinoin response to a  
Madden－Julian Oscillation  

Estilnate Of the Cloud and AerosoI  
E∬ects onい】e SⅥrface Radiative  

FIux Based on the MeasureⅦentS and  
the Transfer ModelCalculations   

Minato A．（＊1），Joarder MD．  

M．A．（＊1），Ozawa S．（＊1），  
Kad8ya H．（＊Z），S岬imoto N．  
（＊11bapakiVniv．，＊2¶EC）  

SuglmOtO N．  OPT．REV．  

光学   

Proc．8th Conf．Clim．Var．  

杉本伸夫   

Takayabu軋YリIguchiT．  
（＊1），KachiH．（＊2），Shibata  

A．（♯2），ⅩanヱaWa h．  
（＊1Comun．Res．L且h，＊2Natl．  
Sp．Dev．Agency）  
Takayabu YりIguchiT．（＊1），  
随chiH．（＊2），Shibata A．  
（＊2），KanヱaWa H．（＊1Commun．  
Res．Lab．，＊2NASDA）  
Takayabu YりUeno T．（り），  
Mal（ajima T．（＊2），Matsuilリ  
TushiⅡla Y．（＊3），AokiK．  

（叫），Sugimoto N‥UnoI．  
（＊5）（＊1Jpn．Meteol．Agency，  
＊2Univ．Tokyo，＊3Front．Res．  
Syst．GtobalChattge  
predictり＊4HDkkaido Univり  
＊5Kyushu Univ．）  

遠嶋康徳   

長演習生，中根英昭，  

二宮兵里子（＊1），  
小川英夫（＊2），福井康雄（＊2）  
（＊1地球・人間環境フォーラム  

，＊2名古屋大）  
中根英昭  

402（18）  279－282  NATURE  F－ 43  

1007－1021  J．heteol．Soc．Jpn．  F－ 44  

（2000年2）  大気中の酸素と窒素の存在比の精密測  

環境研ミリ波分光計による成層圏オゾ  
定   ンの変動観測   

ぷんせき   

第9回大気化学シンポジウ  

ム講演菜  

「大気化学研究の明日－あ  
なたは伺を解決したいか－  

」ワークショップ報告書  
「大気化学研究の明日－あ  

なたは何を解決したいか－  
」ワークショップ報告書  
第9回大気化学シンポジウ  
ム講演集  
第9回大気化学シンポジウ  
ム講演菜  

Int．Ⅵorkshop  
Sub】nillimeter－WaVe  
Obs．Earth’s Atmos．Space  
Int．Workshop  
Submil＝meter－WaVe  
Obs．Earth’s At皿OS．Space  

セッションE「上部対流圏・下部成層圏  

」サマリー  

「成層圏オゾンはどこまで減少するの  
か」  

ATMOS－Clと成層圏オゾン層研究  

つくばにおけるFTIRを用いた大気緻且  

成分観測  

p口tentialCol、relative neaslユreIneIlt  
Activities forJEH／SMILESln  

Siberia andJapan Area   
GROUND－BASED MILL川ETER－WAVE  

OBSERVATIONS OF ST且ATOSPHERIC AND  
MESOSPHE且IC OZOⅣEIN NIES   

r11T  

F－ 48  

F－ 49   

F－50  

中根英昭  

中根英昭   

村田功（＊1），宮内浩志（＊1），  

福西浩（＊1），中根英昭，  
超永浄（＊2），近藤豊（＊2）  

（＊1東北大，＊Z名古犀大）  
Nalはne H．  

Nagaham8T．（＊1）川南ne Hり  
NinoIDiya H．（＊2），Ogawa H．  

（＊3），FukuiY．（瑚  
（＊1GlobalEnviron．Divリ  
＊2GlobalEnviron．Foru叫，  
＊3Nagoya Univ．）  

Nagahama T‥Nakaneロリ  
Fujinuma Y．（＊1）川inomiya  
M．（＊2），Ogawa H．（＊3），了ukui  

Y．（♯3）（＊1Cent．Global  
Environ．Res．，＊2Global  
Environ．ForuI〕，＊3Nagoya  

Univ．）  

畠山史幻  

畠山史郎  

1287－1296  Earth Planets Space  51  Groundrbased millimeterrwave  
abservations of ozone in the upper 

stratospもepe and mesosphere over  

Tsukuba   

F－53  

酸性降下物ヒ生態系影響  
奥日光地方における森林衰退と酸性降下  
物・酸化性大気汚染物質   

光化学スモヅグは終わっていない－車  

環境科学会誌  

食べもの通信  
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Qingyue机（♯1），Guo qing L．  
（＊1），Sakamoto E．（＊2），  
甑ruya皿a T．（＊3），Mizoguehi  

T．（＊4），Hatakeyana S．  
（Shiro），疋j皿〃．－J．（事5），  

XuhuiD．（＊Z）（＊1Cent．Res．  
＆Dev．Environ．Conservり  
＊2Saitama Univ．，  
＊3〃okkaido Found．Pro皿0亡．  

Sci．＆Ind．Technolり  
＊4Bukkyo Univり  
＊5ToyohashiUniv．Technol．）  
¢ingyueⅣ．（★1），Guo qjng L．  

（ホZ），Kim H．－J．（＊2），  

Haruya皿乱丁．（＊3），Sakamoto  

X．（＊4），Hatakeya皿a S．  
（Shiro〉（♯1Cen亡．丘e5．＆  
Dev．Environ．Conserv．，  
＊2ToyohashiUniv．Technolリ  
＊3Hokkaido FDund．Promot．  
5cj．＆hd．Tecbnolり  
＊4Saitama Univ．）  
Tsujino Y．（＊1），Matsumoto  

M．（＊2），Quan H．（＊3），  
1ねtalrey丘皿a S．（Sムiro），  

MizoguchiT．（＊4），M8eda Y．  
（＊5）（事1Environ．pollut．  
ControICent．，＊2Nara  
prfゝfect．rn5L．pub＝止  

Health，＊3China－Jpn．  

Friendship Environ．Prot．  
Centリ＊4Bukkyo Univ．，  
＊505aka prefect．伽jv．）  

Hatakeyama S．（Shiro）   

HigurashiA．，Nak8jima T．  
（＊1）（＊1Univ．T8kyo）   

HigurashiAりNakajlma T．  
（＊1）（＊1Univ．Tokyo）  

Practicaヱ Study on C8al－8iomass  
8riquette for Air Pollutant  
EmissIDn Controlin Chongqlng，China   

A柑QUALITY AND  
ATMOSPHERIC  
SCIEⅣCE（CHEN FU，ZHANG  
YUTIAN，ZHOU YUN，KI対  

ロAE－SEOⅣ，edりC打川Å  

OCEAN PRESS，845p．）  

F- 57 

EllipticalCoal－Biomass Briquette  CombLISい8n ClはraC仁erisいcs□f  

Aほ¢UAいTY AⅣD  

ATHOSPHERIC  

SCIENCE（CHEN FU，ZHANG  

YUTIAN，ZHOU YUN，K川  

DAE－SE〔机ed．，C〃川A  
OCEAN PRESS，糾5p．）  

494－499  1999  

F－ 5呂  ImpacL of Acid Deposition Dn  
Materials for Cultur・alProperties  
5月ga5tノl5ia   

AIR QUALITY AND  

ÅmOSPHERIC  
5C柑ⅣCE（C〃EⅣFU，ZfJAJ帖  

YUTIAN，ZHOU YⅢ，K川  
DAE－SEON，e止りCHINA  

OCEAN PRESS，別5p．）  

727－736  19g9  

PEACAMPOT and PEACAMPOT II 
Ca皿palgnS   

Development of a Tl†0－Channel  
AerosoIRetrievalAlg8rithn on a  
GlobalScale Using NOAA／AⅧRR   

A synthesis of r・adiative fields  
in an atmosphere－OCean SyStem for  
OCean SenSOr COlor renote sensing  

Satellite and ground－based5tudy  
Of Dpticalproperties of1997  
lndonesian forestfire aerosoIs  

Optical praperties of bianass 
burning s皿Okein s8uth－eaSt Asia  
Studied by NOAA／AVHRR and  
ground－based皿OnitDring   

1GAC tivities   

J．Atomos、Sci．  

Remote S帥Slng Of the  
Pacific Ocean by  
Satellite（Brown  
R．A．edりEarth Ocean＆  
Space Publishing，454p．）  
Geophys．Re5．Lett．  Nakajina T．（り）川igurashi  

A．，TakeuchiN．（＊2），Harman  
J．且．（＊3）（＊1Univ，Tokyo，  
＊2Cbiba TDkyo，＊3NASA）  

RuJ．（＊1），TakeuchiN．（＊1），  
Uezono T．（＊1），Kaneta S．  

（■1），Minomura M．（＊1），Kuze  

H．（＊1），Takamura T．（＊1），  
HigurashiAリNakajima T．  
（＊2）（ホ1Chiba Univ．，  

＊2Univ．Tokyo）  

岩崎俊樹（＊1），  

久芳奈遠美（＊2），  
那須野智江（■3），中田隆（＊3），  
円山憲一（♯2j，竹見哲也（★4），  

平沢尚彦（＊5），日暮明子，  

岡田靖彦（＊6），江守正多他  

（＊1東北大，  
＊2地球フロンティア，  

♯3東京大，＊4大阪大，  

＊5国立極地研，＊6近畿大）  

福山力  

F－ 62  26（16）  242ト2424  

F－ 63  Adv．Space Re5．  1029－1032  20〔）0  

F－ 64  

第22回国際測地学地球物理学連合総会 （IUGG99）報告（2）   

天気  

大気のアメニティはどうなる－21世紀  
の環境－   

Early phase analysis of OCTS  
radiance data for aerosolremote  
SenSing  

環境システム研究   

IEEE  

Trans．Geosci．Remote  

Sensing  

Nakajima T．（＊1），Higurashi  

AりAokiK．（＊2＝mdDh T．  
（＊2），Fukushima H．（＊3），  
侮ratani〃．（＊3），井itomiY．  

（＊4），MitchellB．G．（＊5），  
Frouin鼠．（＊5）（＊1Unlv．  
Toky8，★2H8kkaido Univ‥  
＊3Tok8i伽ivり＊4舵STEC，  
＊5Univ．C且1if（】rnia  
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Estilnate Of the Cloud and AerosoI  
Effects on the Surrace払di乱tive  
Flux Based on the Measurements and  
the TransferlModelCalculatior）S  
partl：Shortwave Forcing at  
TatenD，Japan  

High－5peCtral－reSOlutionlidar  
using an iodine absorptian lilter 
for atl：OSpheric measureInentS  

淫深ヘドロ上に創出した人工ヨシ湿地  
の水質浄化機能の評価   

J．Heteorol．Soc．Jpn  Takayabu Y．N．，Ueno T．（＊1）  
Nak8jim8T．（＊Z），沈atsuil．  
Tsushima Y．（＊2），AokiK．  
（＊3），Sugimoto N．，UnoI．  
（＊4）（＊1Aerol．Obs．Jpn．  

HeLe8POl．Agency，＊2Univ．  
TokyD，＊31iol（kaldo Univり  

＊4Kyusyu Unlv．）  

Liu Z.,Matsui 1.,Sugimoto 
N．   

水土壌圏環境部  
徐開欽，加藤智博（＊1），  

稲森悠平（＊2），西村修（＊3），  
細見正明（叫），須藤隆一（≠3）  

【＊1国土庁，＊2地域グ，  
＊3東北大，嗅東京農工大）  

宇都宮陽二朗  
大坪国順   

Pekdemir T．（＊1），Ishigami  
Y．（＊2）川chiya皿a H．  
（＊1Ataturk Univ．，＊2Ⅳ川C）  

S8tO S．（＊1），DDiTリSatoJ  
（蒙1）（キ1M巳ijiUniv．）  

38（10〉  1661－1670   1999  Opt．Eng．  

用水と廃水  

（320）  

84（7）   

2（3）  

48（8）  

1999  

1999  

1999  

1999  

絵画の中の地球儀   
言いたい放題  

Zl世紀の社会資本整備に向けて   
Characterization of Aescin as a  

Biosurねctant for Environ皿eれtal  
Renedi8tion   
A TemporalIncreasein the  

紙皿OSpheric2川Pb Concentratlon  
Possibly Due tD the1991Eruption  
of Pinatubo VoIcanD－An Observati（】n  
at Seoul，the Republic of Korea－   

Current Activlties oIIGlobal  
Change ResearcblnJapan－¶ational  
Reports   

Present State and Prospect of  
Water Environnent in japan 

TerrestrialGlobes depictedin  
Images－The globe as a coJhJnunicative  
instrunent ofinformation  

地図ニュース  
土木学会誌   

J．Surfactants＆DeLe「g．  

Radioisot．  

3－6  

16－17  

337－341  

522－529  

G－ 2  

G－ 3  

G－ 4  

G－ 5  

Rep．7th TEACOH Heeし．＆  
int．ⅥorkshDp GIDbal  

Change Stud．East Asia  
Proc．China－Jpn．Symp．21st  

Sci．＆TechrLOl．  
Der Globusfreund  
Wissenschaftliche  

Zeitschrift Fur  
Globen－Und  
Instrumentenkunde  

Mar．Ecol．Prog．Ser．  

Otsubo K．  

Xu K－Q，，Sudo R．（竃1）  
（象1Tohoku Univ．）  

Ut5unO皿iya Y．  47／48  

1nfluence of plankton cDn鳳nnity  
structure on the cDntribution of  
bacterial productian to 
metazooplanktonin a coastal  
meSOCOSm  

液状化で生じた砂脈と噴妙に関する一  
考察  

自然環境と地下開発   
陣雨時における森林菜水域からの水質  

成分負荷流出特性  

Effects of Environmental  
pollutiom L8ad Throughl且rge Rivers  
on Marine Ecasystem in the East 
China Sea  

．  

ascorbate peroxidaseinJapanese  
．  

growth   

KoshikaⅥa n‥恥Tada Sリ  
Wat8nabe M‥Kogure K．（＊1）  
IDriya T．（＊2），Kobata Kり  
Kimura T‥Sato E．（＊3），  
Akehata T．（＊3）（＊1Univ．  

T8kyo，♯2TDkyo Univ．Fushリ  
＊3Sci．Univ．Tokyo）  

G－ 9  

31ト323  1999  土木学会論文集  沼田淳紀（＊1），森伸一郎（事2），  
陶野郁雄，遠藤邦彦（＊3）  

（よ1飛島建設㈱，＊2愛媛大，  

書3日木大）  

岡野郁雄  
山田俊郎（り），清水達雄（半1），  

井上隆信，橘治国（＊1）  
（＊1北海道大）  

Xu K－Q．，Koshikawa Hり  

MurakamiS‥Watanabe M．，  
Zhu M．（＊1）（＊1FirstIn5t．  

Oceanogr．China）  
生物圏環境部  
Morimura Y．（＊1），Iwamoto K  

（＃2），Ohya T．（＊3），1garashi  

T．，Nakamura Y．（＊2），Kubo A  
，Tanaka K．（キ41，tk乱ⅥaT．  
（＊5）（＊1KeisenJunior  
Collり＊2Tsukuba Univ．  
＊3Akita Res．Inst．Genet．  
ResDur‥叫TotteiUnれ，♯5）  
UenD RリIwaku皿a T．（＊1），  

Taka皿ura K．（ホ2）  

（＊1Hokkaido Univ．，  
＊2GlobalEnviron．Div．）  
Kubo久‥九ono杜りN乱k∈Ljima  
N．（＊1），SajiH‥Tanaka E．  

（＊2），Kondo N．（＊3）（＊1Reg．  
Env汗on．Div．，＊2Tottori  
Univ．，＊3Univ．TokyD）  

G－10  

2．7（1）   

3 6  
基礎工  
環境工学研究論文集  

Res．Relat．t川ESCO’s Man  

＆Biosphere Program皿e  

Jpn．  

Plant Sci．  
H  

H－ 1  123－132  1999  

473－483  J．Xansas ErltOmOl．Soc．  Seasonaland DielDrift Patterns  
of Chironomus yoshiⅦatSul  
（Diptera：Chirono皿idae）in Otto  
River，Japan   

口ifferetlti8．1Responsesin  
Activity of Antioxidant Enzymes to  
8ifferent EnvironmentalStressesin  
Arabidopsis thaliana  

H－ 2  

279－290  J．Plant Res．  仕－ 3  
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「細胞工学」別冊 植物細  
胞工学シリーズ11「植物  
の環境応答」（避退明，篠崎  

一雄，寺島一朗監修，秀潤社  
，216p．）  

保全生態学研究   

インセクタリウム   

農薬気象  

光合成器官のマクロな構造－まずは光 を受け取ることから－  

木々の知識を集めてみれば：個体ベー  
スモデルによる森林動態の再現と予測   

辺の色は何を語るか－カワトンポが色  
づくとき   

Leaf Age Dependence of  
Chlorophyii Fluorescence Parameters 
in Water－StreSSed Leaves of  
Pha5印】u5VU】garjs L．   

我が国の高山帯植生に及ぼす地球温暖  
化の影響  

南アルブス北畠に退存するキタグケソ  
ウの現状と将来   
尾瀬ケ原中田代の土壌環境と植生   

竹中明夫   

椿宜高   

Tobe KりOmasa K．（＊1）  

（＊1Univ．TokyD）  

名取俊樹  

名取俊樹   

岩難敏夫（＊1），野原精一，  
竹原明秀（＊2），安頬習仁（＊3），  
加藤秀男（＊4）（＊1北海道大，  
＊2岩手大，＊3尾瀬保護財軋  

＊4東邦大）  
野原鰯一，佐竹乳矢部徽，  
安顆習仁（＊1），岩熊敏夫（柁）  

（＊1尾瀬保護財臥  
＊2北海道大）  
花里孝幸（＊1），林秀剛（＊1），  
岩熊敏美（＊2），大高明史（＊3），  
酒井周（＊1），森正幸（＊1），  

川村一幸（＊1），森尚仁，  
野原精一，笠井文絵（＊4）  
（＊1信州大，凄2北海道大，  

＊3弘前大，＊4地域グ）  

野原精一，矢部徹   

Otsuka S．（＊1），Suda S．（＊2），  
LiR．（＊3），甑tanabe M．（叫），  

Oyaizu H．（＊1），Matsumoto S．  
（＊1），Watanabe H．M．  
（＊1Univ．Tokyo，＊2Global  
Environ．Forum，＊3Tsukuba  
Unlv．，＊4Natl．Sci．Mus．）  
馳ntcharov A．AリWatanabe  
M．M．   

Watanabe M．MりOtsuka S．  
（＊1），Suda S．（＊2），LiRり  

恥hakhant A．（＊3），  
Noparatnaraporn N．（叫），  

Liu Y．（＊5），Oyaizu H．（＊1），  
Matsumoto S．（＊1）（＊1Univ．  
Tokyo，＊2GlobalEnviron．  
托rum，＊3Thailand fnst．Sci．  
＆Technol．Res‥  
＊4Kasetsart伽ivり＊5Chin．  
Acad．Sci．〉  
Suda S．（＊1），Ohtsuka S．  
（＊2），LiL．（＊3〉，Mahakhant  

A．（＊4），Liu Y．（璃），  

NoparatnaarapornN．（哺），  
Watanabe M．H．（＊1Global  
Environ．Forum，＊2Univ．  
TDkyo，＊訓righ亡S亡a仁e伽lV・  

，＊4Thailandlnst．Sci．＆  
T巳Chnol．Resり＊5Chin．Acad．  
Sciリ＊6Kasetart Univ．）  
馳ntcharov A．A．，Watanabe  
H．（＊1），Watanabe M．H．  
（＊川atl．Sci．Mus．）  
LiRりWatanab巳H．M．  

環境庁地球環境研究総合推  
進費平成10年度課題検討調  
査研究報皆竃  
日本生態学会誌   

尾瀬の総合研究（尾瀬総合  
学術調査臥868p．）  

4 9  

493－500  1999  尾瀬の総合研究（尾瀬総合  
学術調査臥868p．）  

尾瀬の総合研究（尾瀬総合  
学術調査団，86軸．）  

尾瀬ケ原油澹の水質と水生植物の一次  
生産  

尾瀬ケ原池滴の動物プランクトン群集  
構造とそれに影響を与える要因   

H－12  

845－861   H－13  

コカナダモ侵入後の尾瀬沼生懸系の変  
化について   
Characterization of皿Orphospecie5  

and strains or the genus  
Microcystis（Cyanobacteria）for a  
reconsideration of species  
classification  

Rare and new desl〕ids  
（Des皿idiaceae，ChlDrOphyta）fron  
Japan   

Species and Genetic Diversities  
of Water－bloDm Forming  
Cyamobacteria，Microcystis spp．   

尾瀬の保護と復元   

Phycol．Res．  

Phycol．Ees．  

proc．lnt．Conf．Asian  

Ⅳetwork Microb．Res，  

1999  Proc．Int．Conf．Asian  

NetwDrk MIcrob．Res，  
Taxonalny and Phylogeny of Water 

8loom Formimg Oscillatoria  
（Cyanobacteria）   

H－18  

Bu11．Natl．S（：i．Hu5．  

Bull．Natl．Sci．Hus．  

Contribution to the Desr几id Flora  
Of Papua New Guinea  

Anabaena eucalnpacta 
sp．nov．（NostocalesJyanobacteria），a  
New Planktonic Species with Tightly  
Spjr8】ed Fi】amen仁S fro爬Jap8n   
MorphDlogy8nd taxoれ0町Dr tWO  

planktic species or  
Staurastrum（Desmidiaceae，Chlorophyta  

Algol．Stud．  伽ntcharov A．A．，KasaiF．  
（＊1），Watanabe M．H．（事1Reg  
Environ．Div．）  

lト ごl  

）in Lake  
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新版  
微生物学実験法（杉山純多，  

渡辺倍，大和田紘一，黒岩帝  

祥，高橋秀夫，徳田元編，講  
談社サイ工シティ7イク，324p．）  

新版  
微生物学実験法（杉山純多，  

渡辺信，大和田紘一，黒岩精  

神，高橋秀美，徳田元編，講  
談社サイ工シティフィク，324p．）  

新版  
微生物学実願法（杉山純多，  
渡辺信，大和田鉱一，黒岩常  

祥，高楠秀夫．徳田元編，講  
談社サ†工ンティフィク，324p．）  

藻類の多様性と系統（干原  
光雄編，裳華房，346p．）   

Japanese Urban  
Environment（Golany  
G．S‥HanakiK．，Koide  
O．，eds，Perga皿Dn，367p．）  
ランドスケーブデザイン   

AtⅦOS．Emvir（〕n．  

J．Wind Eng．＆  

Ind．Aerodyn．  

環境システム研究  

測  

必  

微生物の分離  

H－23  石井正治（＊1），渡辺僧  
（＊1東京大）  

微生物の培養  

原核微租藻類の分頬同定   205－207  1999  11－ こ1  渡辺信   

渡辺借   

地球環境研究センター  
HanakiK．（＊1），Ichinose T．  
（To5hiaki）（＊1Univ．Tokyo）  

一ノ瀬俊明，菅原広史（よ1）  

（＊1防衛大）  

lchinose T．（Toshiaki），  

Shimodozono K．（＊1），Haれaki  
R．（＊1）（＊1Vniv．Tokyo）  

Uran8A．（＊1），Tchinose T．  
（Toshiaki），HanakiK．（朱2）  
（＊1TaiseiCorp．，＊2Univ．  
Tokyo）  
一ノ瀬俊明  

長島樹（＊1），岡部篤行（＊1），  

貞広幸雄（キ1），花水啓祐（＊1）  
一ノ瀬俊明（＊1東京大）  
一ノ瀬俊明，ハンス  

ベーター タム（＊1）  

（＊1フライブルク大）  

松村寛一郎（＊1），一ノ瀬俊明  
（♯1㈱三和稔合研）  
一ノ瀬俊明   

平野勇二郎（＊1），一ノ瀬俊明  
茅陽一（ホ2）（＊1東京大，  

＊2慶應義塾大）  
Ichinose T．（Toshiaki）  

藍色植物門Division CYANOPHYTA  

Efficient Energy UseinJapanese  
Cities  

都市気候研究に求められること－UCN  
の活動とこれからの展開－  

lapact of anthropogenic heat an 
urban cliⅢatein TokyD  

Thermalenvirローlment Simulation  
for three dimensionalreplacement  
oF urban activity  

近世以降の土地利用変化に起因するロ  
ーカルな気候変動～数値シミュレーショ  
ンによるアプローチ～   

首都機能移転による熱環境変化の予  

わが国中都市たおける「風の道」の  
要性について  

『公共投資による人口移動モデル』の  
構築   

ドイツのEli皿aanalyse～都市計画のた  
めの気候解析～   
東京における都市気温の時空間分布推  

定とその熱環境評価への応用  

Utilization of geographic血ta  
for globalenviron血ent Studies   

27  

2 7  

27  

2 7  

4 6  

36   

ユ15－126  

171－178  

721－730  

731－735   

709－715  

49－59  

73－75   

1999  

1999  

1999  

i：1ブリ  

1999  

1999  

1999  

！l ヱ  

ト 6  

ト 7  

ト 8   

1－ 9   

ト10  

ト11  

環境システム研究   

天気   

環境工学研究論文集  

GLOB＾L MAPPING FORUM  
’97in  

GIFU，Reporし，Technical  
Report（〕f the  
GSID・1－〃0．373（国土地理院  

編，建設省国土地理慌，355p  

∴E  

proceedimg of the  
lnternationai Congress 
Of Biometeorology＆  
1nternational  
Conference Urban  
Climatology（Richard  
J．de Dear，Jennifer  
C．PoLter ed，）  
現代の中国地理研究（現代  

中国研究会  
山下修二，東京学芸大字地  
理学研究室，74p．）  
餌viron．J．（タイ語）  

1chinose T．（TD5llial（i）  REGlONALⅦÅRMING fl乱ATEl〕ⅥlTH  

LAND USE CHAⅣGE上）URING AROUND135  
YEARSINJAPA封  

中国の地域別エネルギー消費構造   一ノ瀬俊明  

ジャリヤー・プンヤワット（＊1  

），一ノ瀬俊吼三上岳彦（＊2），  

久保幸夫（＊3）  

（★1チュラロンコーン大，  

紹東京都立大，＊3慶應義塾大）  

一ノ瀬俊明  
一ノ瀬俊明，川原博満（★1）  
（＊1富士通エフ・アイ・ピー）  

杉村康司，清水英幸，  

樋口玉偏（＊1）く＊1匡l立科学博  

都市上空の熟ドーム渦1定および抑制 の手引き   

都市のヒートアイランド現象   
GtSによる下水熱源地域熱供給事業の  

地域別通性評価   
奥日光地域における蘇苔朔フロラのデ  

ータペース化  

雨水技絹資料  
土木学会論文集   

蘇苔顆研究  
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ト18  

ト19  

トー 20  

ト 21  

YりAlexandrov G．  POLlTICAL lMPLICATlONS OF 
DEFINING CARBON SINKS UNDER THE  
EYOTO PROTOCOL   

Tawards a madel for projecting 
Net Ecosystem Production of the  
WOPld forests   

POLITICAL 川PLICATIONS OF  

かEF川川G CARBO〃S川ⅩS UⅣDE足mE  
XYOTO PROTOCOL  

IPCC特別報告書  

World Resour・Ce Rev．  

Ec01．Hodelling  

World Resource Review  

地球温暖化対策コーステキ  
スト  
TBC－JR－119（山形与志樹著，  

JICA，6p．）  

策9回大気化学シンポジウ  
ム講演某   

国民生汚  

346－359  

189－191  

346－359  

1－6  

1リリう  

111tlジ  

1理1†1  

1刈り  

ÅlexandrDV G．A‥Yamagata  
Y・，Oikawa T．（＊1），  

（■1Tsukuba Univ．）  
Yamagata Y‥Alexandrov G．  
（＊ユ），（靡ユ即F）   

山形与志樹  

横田達也，笹野泰弘（＊1）  

（＊1大気圏環境部）  
環境情報センター  
佐々木淳一  

IuSデータに基づくオゾン気候値  

国立環境研究所環境情報センターー環  
境関連情報一  
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7．4 口頭発表  

研究グループ  
大気大循環モデルを用いた  

成層圏オゾン量の変動予測（1  

）  

CCSR川IES気候一化学モデ  
ル（3）  

CCSR／NIES光化学モデルの  
開発一臭素系物質の導入と光  
化学スキームの改良一  

大気大循環モデルを用いた  
成層圏オゾン塁の変動予測（2  
）一極域成層圏オゾン減少に  
対する力学的応答～   
光化学オゾン生成に対する  

ハロゲン化合物の添加効果   
DMSの光酸化におけるSO2生  

成収率の温蔭依存性  

気相中のシクロヘキサジェ  
ニルラジカルのLIF検出  

バソの森林について－林冠  
構造，組成は択伐によってど  
う変わったか－  

／くソ天然林でのフネミノキ  
2碩の比較生態   

日本気象学会1999年春  
季大会  

日本気象学会1999年春  
季大会   

日本気象学会1999年度  
秋季大会  

同講演予 稿集  

同講演予  
稿集   

同講演予  
稿集  

永島達也（♯1），  
高橋正明（＊1），  
滝川雅之（＊1），  
秋吉英治（＊1東京大）  
滝川雅之（＊1），  
高相正明（＊1），  
秋吉英治（＊1東京大）  
秋吉英治，  
滝川雅之（＊1），  
永島達也（＊1），  
高橋正明（＊1）  

（♯1東京大）  同講演予  
稿集  

同講演要  
旨異  
同講演予  
稿集1   

同講演予  
稿集Ⅰ   

同講演要  
旨異   

同講演要  
旨菜  

日本気象学会1999年度  
秋季大会  

第40回大気環境学会年   

日本化学会第78春季年  

日本化学会第78春季年  

策47回日本生態学会  

第47回日本生態学会  

（
 
 永島達也  

高橋正明（  
達川雅之（  

a－ 4  

秋吉英治（＊1東京大）  
今村隆史   

今村隆史，Sivanesan  
S．（＊1）  

（＊1大気圏環境部）  
堀内宏明（＊1），  
平塚浩士（＊1），  
今村隆史（＊1群馬大）  
奥田敏統  

津   

船橋  

船橋  

東広島  

東広島  

11．9   

12．3  

12．3  

12．3  

12．3  

a－ 5   

a－ 6  

a－ 7  

a－ 8  

a－ 9  山田俊弘（＊1），  
奥田敏統，マノカラン  
N．（＊2）  
（＊1鞘木偏立大，  
＊2マレーシア森林研）  
沼田真也（＊1），  
可知直毅（＊1），  
奥田敏杭州弧Okaran  
N．（＊2）  
（＊1東京都立大，  
＊2マレーシア森林研）  
足立直樹（＊1），  
Hanokaran N．（＊2），  

奥田敏統  
（＊1FR川／科学技術振興  
事業軌＊2FRlト1）  

黒木菓－（り），  
政春尋志（＊1），  
奥田敏統，  
足立直樹（＊2），  
石井信夫（＊3），  
安田雅俊（＊4）  

（＊1匡】土地理院，  
＊2マトシア森輔軋  

＊3自然環境研究セ，  
＊4森林総合研）  
Kainuロa M．  

Kainu皿a M．，Matsuoka  
Y．（＊1），Morita T．  
（＊2）（＊1Kyoto Univり  
＊2Soc．＆Environ．  
Syst．Div．）  
Eainuma M‥Matsuoka  
Y．（事1），Horita T．  
（＊2）（＊1Kyoto Univ．，  
＊2Soc．＆Environ．  
Syst．Div．）  
Kainuma M．  

第47回日本生態学会  低地フタバガキ林の林冠構  

成種碓樹の葉群動態の確聞比 較   

a－10  

第47回日本生態学会  
マレーシアの低地熱帯林に おける倒木の発生要因   

a－11  

日本地理学会1999年度  
秋季学術大会  

徳島  アジア象の生息地域のGIS  
による推定－マレーシア  
タマンネガラ国立公開を対称  
として－   

a－12  

NEⅣDIRECTlONS OF A川  
HODEL川G  

Development Df AIM  
（Asuan－PacificInt巳grated  
Model）for C8ping with  
GlobalWarming  

Recent Result of the  
A川Model   

EMF Snowmass  
Workshop   

1999 IEEE 
Syst二，Man，＆  

Cybern．Conf．（SMC’99）  

柑A／EMF／IIASA  
Energy Modelling  
Meet．  

5thlnt．Workshop  
Comp．Trans－boundary  
Air PD11ut．Model＆  
Ⅵar皿Onization  
Meい10dol．伽iss．Imven  
tories Air  
Pollutants EastÅsia  
ECO－ASIA Project  

Olorado，U．  Snowmass，C    S．A．  Tokyo  
11．8  

11．10  IEEE  
SMC’99  

a－15  

Tsukuba  Emissioninventoryln  
East Asia   

a－16  

A川－based Analyses for ECO ASIA Long－term Project  

湘南  a－17  Kainuma M‥MasuiT．，  
TakahashiK．（＊1）  
（＊1Soc．＆Environ．  
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Kainuma MりMatsuoka  
Y．（iり，肋rfta T．  
（＊2），KejunJ．  
（＊1Kyoto Univリ  
＊2Soc．＆Envirom．  
Syst．mv．）   

Kain皿a HリHorita T．  
（＊1），肋tsuoka Y．  
（＊2）（＊1Soc．＆  
Environ．Syst．Divリ  
♯2Kyoto Univ．）  

S川UuTION OF AIR  
P乱L汀TJOⅣ5CEⅣARJOS 川  
ASIA AND PACIFIC   

14th  
World  
Congr．IF  
AC  
Int．Fed．  
Auto皿．Co  
ntrol  
13th  
JISR－ⅠIA  
SA  
Workshop   

Methodol  
．＆  

TD叫s  
Co叩1e】く  

Syst．Hod  
eling＆  
InLegrat  
ed  
Poljcy  
Assessme  
nt  
同講演要  
旨栗   

岡講演要  
旨集  

a－19  

Nuw directions of A川 modeling   

CSH’9913th  
JISR－1IASAWorkshop  
Hethodol．＆ToDIs  
CDmplex  
Syst．Modeling＆  
Integrated policy  
AssessmeT】t  

Laxenburg  

Ⅰ刀刀正行  

五箇公一 
， 岡部貴美子（＊1），  
米田昌浩（＊2），  
丹羽里美（＊3）  

（♯1森林礫研・九州，  
＊2アビ（株），  
＊3（株）トーメン）  

諏訪明之（＊1），  
五箇公一 
， 後藤哲雄（＊1）  
（＊1茨城大）  

浅沼友子（＊1），  
五箇公一，  
鴬谷いづみ（り）  
（＊1筑波大）  

杉田考史，  
藁谷克則（＊1），  
荒木信博（＊1），  
横田達也（＊Z），  
中島英彰，－  
中島映至（＊3），  
鈴木睦（＊4），  
伊藤康裕（沌），  
佐藤佳宏，  
笹野泰弘（＊即，他  
（＊1MRIT，事2地球セ，  
＊3東京大，＊4NASDA，  
＊5富士通Flp，  

＊6大気圏環境部）  
杉田考史，近藤豊（＊1）  
小池真（＊1），  
鳥山曹司（事1），Kawa S  
R．（＊2），Danilin M．Y．  
（＊3），Ar刀Dユd F．（両）  

（＊1名古屋大，  
＊2NASA／GSFC，＊3AER  
lnc．．叫MPIK）  

定期フェリーを用いた海水  
中有害化字物質の高密度観測  
（Ⅵ）   

マルハナバチの商品化に関  
わる生態学的問題一遇伝的汚  
染と寄生生物の持ち込み－   

日本分析化学会第48年 ニJ  発47回日本生態学会  

a－22  農業彗虫カンザワハダニの  
薬剤抵抗性発達に関する個体  
群実験  

マルハナバチの商品化に関  
わる遺伝学的問題  

IuSによる気温高度分布導  
出の現状について（2）   

第47回日本生態学会  同講演要  
旨異  

同講演要  
旨異  

同講演予  
稿集  

a－23  斉47回日本生態学会  

a－24  日本気象学会1999年度  
秋季大会  

福岡  

a－25  中緯度成層圏における窒素  
酸化物の分配比  日本気象学会1999年度 秋季大会  

福岡  

a－26  杉田考史，  
横田達也（♯1），  
中島英彰，  
中島映至（＊2），  
鈴木睦（＊3），  
伊藤康裕（＊4），  
上原靖（＊5）  

（＊1地球セ，＊2東京大，  
＊3NAS恥＊4富士通FIP，  

＊5富士総研）  
高村健二  

11止Sによる気温高度分布導  

出の現状について  日本気象学会1999年春 季大会  

土の中の生き物たち－シロ  男47回日本生態学会  
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日 本生態学会  発47回   

鹿田湖英（♯2），  
松本潤（＊1），  
西村誠一（＊3），膚艶渦  
小泉博（＊4），  
鴬谷いづみ（＊5）  
（＊1筑波大，  
＊2東京都立大，  
＊3農環研，＊4岐阜大，  
＊5東京大）  

唐艶鴻   

Stewart Plaistow，  
椿宜高，Rowan Hooper   

椿宜高  

TsubakiY．  

と「相対光景子密度」   

光の瞬時変動に対する個葉  
の光合成反応   
ヒガシカワトンボのオス色  

彩多型：繁殖成功度の密度依  
存性と粉塵依存性   
種の多様性と種内の多様性  

：保全のスケールをどう考え  
るか   
Within－SpeCies  

diversityln aJapanese  
damselfly：life hi5tOry  
differemcesirL the two  
male forⅦS Of Hnais  
C（】Stalls   

カワトンボのオスの色彩多  
型：その生態と行動と生理   
コンビュ←夕・トモグラフ  

ィー（CT）の原理を応用した衛  
星観測データの解析  

POLARISおよぴ1LASの観測  
による北極域高緯度での春～  
真にかけてのオゾンの減少に  
ついて  

策47回日本生態学全   

日本動物行動学会第18  
回大会   

策26回環境保全・公望  
防止研究発表会   

Species 2000 

同講演要  
旨異  
同発表要  
旨異   

同講演要  
旨集   

Abstract  
S  

東広島   

名古屋  

名古屋  

Tsukuba  

a－29   

a－30  

a－ 31  

a－32  

1Z．3   

11．11  

11．11  

11．7  

椿宜高   

佐藤佳宏，中島英彰，  
横田達也（＊1），  
笹野泰弘（＊2）  

（＊1地球セ，  
＊2大気圏環境部）  
中島英彰，杉田考丸  
横田達也（＊1），  
笹野泰弘（＊2），  
石川善徳（事3）  

（＊1地球セ，  
＊2大気圏環塊部，  
＊3茨城大）  

斉藤尚子（＊1），  
林田佐習子（＊1），  
中島英軌  
奄野泰弘（＊2）  

（＊1奈良女子大，  
＊2大気圏環境部）  
中島英彰，  
笹野泰弘（＊1），  
中根英昭（＊1），  
神沢博（＊1），  
二宮真理子（＊2）  
（＊1大気圏環境部，  
＊2地球・人間環境フォ  
ーラ仝）  

陶kajlma H．，Sas且nO  
Y（＊1）（＊1Atmos，  
Environ．Div．）  

日本気象学会1999年度  
昆虫ワークショップ9 9  秋季大会  

a－35  日本気象学会1999年度  
秋季大会  

福岡  

IuSで観測された両極域PS  
Cの解析一判定条件の検討と気  
温履歴について－  

日本気象学会1999年春 季大会  

a－ 36  

1LÅSで観測された1996／97  
冬～春期棲洞内外でのオゾン  
の減少について   

日本気象学会1999年春 季大会  

Solar OcculLation FTS  
forlnclined－Orbit  
Satellite（SOFIS）   

Global Change 
Obe．Hission  
（GCOMトAIWorkshop  

a－38  Report  
Global  
Change  
Obe．hiss  
ion  
（GCOMトA  
l  

恥rl（Sl10p  

同要旨菜  

同発表要  
旨異   

同講演要  
旨柴  
同講演要  
旨菜  

永田尚志  

永田尚芯  

永田尚志   

永田尚志，Zubaid A．  
（＊1），HjIdris A．  
（＊2）（＊1u貢Ⅴ∴  

Kebangs8anト†alaysla  
＊2Univ．Malaya）  

永田尚志  

a－ 39  

a－ 40  

a－41   

a－42  

マイクロサテライト遺伝子  
座からみた霞ケ浦のオオヨシ  
キリ個体群構造   

左右対象性のゆらぎ（FA）か  
らみたオオヨシキリの配偶者  
選択   
隠ケ哺周辺のオオヨシキリ  

の個体群構造   
鳥類群集に生じた周縁の影  

響   

日本馬学会1999年慶大  
フ三   

日本動物行動学会凍18  
回大会   

第47回日本生態学会   

第47回日本生態学会  

東京  

名古屋  

東広島   

東広島  

11．10  

11．11  

1Z．3   

12．3  

霞ケ浦におけるオオヨシキ  
リの個体群構造とヨシ原間の  ヨシ原に関する国際ワ ークショップおよび講  

革津  a－43  
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辞ケ浦におけるオオヨシキ リの個休群構造   ヨシ原に関する国際ワ ークショップ  吉田保志子（＊1），  
アンドレ・ディルツ（＊2  

）  

（＊1農林省農業研究セ，  
♯2プロツコフ大）  
Harashima AリKi皿OtO  
T．（＊1），Tanaka Y．  
（＊2），WakabayashiT．  
（＊3），Furusawa K．  
（＊4）（＊1Res．1nst．  
Oc巳anO－Chem．，  
＊2Tokyo Univ．Fish‥  
＊3Jpn．Weather Assoe．  
，＊4Mar．Biol．Res．  
lnst．Jpn．Copp．Ltd．）  
原島省   

原島省，杷木岳史（＊1），  
田中祐志（＊2），  
若林孝（＊3），  
古澤一息（＊4），  
杉岡伸一〔＊5）  

（＊1海洋化学研，  
＊2東京水産大，  
＊3気象協会，  
＊4日本海洋生物研，  
＊5芙蓉海洋開発）  
〃arashima A．  

a－45  Changes of N，P，Siand  
algalparametersin an  
aquatic continuum based  
On皿Onitorlng data from  
ferryboats   

Linkping  LOICZ／SCOPE  
Workshop Land－Ocean  
Nutrieut  
Fluxes：Changlng  
Silica Cycle  

フェリーによるモニタリン  
グの現状と課題   
瀬戸内海のシリカ欠損   

2000年度日本海洋学会  
春季大会  
2000年虔日本海洋学会  
春季大会  

a－48  8igeoche几icai  
MDnitoring of the Coastal  
and旺arginalSeas Using  
Ships or Opportuniヒy  

Pos5ibility of the  
develop皿eれt Of皿arine  
environlmentalmonitDring  
by the ship of  
OppOrtU刀jty ba5ed o刀the  
internationalcロOperatiom   
中国における大気汚染対策  

と地球温壌化防止に対するク  
リーン開発メカニズム導入の  
効果に関する分析   

TlほUse of EcロnO皿OC  
Models as Integrating 
Fr餌1eWOrks   
PQlicy Erfects of the  

Clean Development  
Mechanism on Global  
Warming and Air Pollution  
Abatementin China   

Land use changes and  
their ghg einissions 
derived from biomass  
enepgy supply and food  
CDnSU皿ption pattern   
北極域対流圏及び下部成層  

圏における二酸化炭素濃度の  
航空機観測  

Vertical and meridional 
Variaいons of atmosphe「ic  
CO2 COnCentration  
Observed by81BLE－A  
Campalgm   

1nt．恥「たshop  
ln－Situ，Real－TlⅦe＆  
RemDtC Scnsing  
I旭丘s．Coa5ねユ Ⅳaとer－  

Qual．  
Int．Workshop  
悔r．EJlVjr－On．地雨L  

〃Dng払ng  

a－49  Harashima A．  lnt．Work  
Sわop  

MaI、．Envi  

ron．Moni  

t．   

同報告要  
旨果  

小林由典（＊1），  
増井利彦，森田恒幸  

恥SuiT，  

HasuiTりKoba∫aShi  
Y．（ホ1）（＊1Toshiba  
Corp．）  

MasuiTリMatsuoka Y  
（＊1）川orita T．（＊2）  
（＊1Kyoto Univり  
＊2Soc．＆Environ．  
Syst．Div．）  

町田敏軌菅原敏（＊‖  
森本真司（＊2），  
塩原匡貸（事2）  

（＊1宮城教育大，  
＊2極地研）  

Machida TりKita K．  
（＊‖，Kondo Y．（＊2），  
Inoue G．（＊3），Ogawa  
T．（叫）（＊1Univ．  
TDkyo，＊ZぬgDya裾Ⅴ  
，＊3Cent．Global  
Environ．Res．，  
＊4ⅣASDAJ  

町田敏暢，菅原敏（机）  
森本真司（＊2），  
塩原富貴（＊2），  
Haksyutov S．（＊3），  

中根英昭（＊4）  

（♯1宮城教育大，  
＊2国立極地研，  
＊3地球セ，  

a－50  環境経済・政策学会199  
9年大会  

1Ilt．Worl（5hop  
Dev．Clim．Change  
Action Plants  
Int．Workshop Clean  
Dev．池chanisT几  

京都  

a－53  1999 Open 
Meet．Hum．pi血enSioms  
Globai 
EnvlrOn．Ch8nge  
Res．CoImunity  
日本気象学会1999年春  
季大会  

a－54  東京  

BIBLE Workshop  8－55  

北極域対流圏及び下部成層  
圏における二酸化炭累濃度の  
航空機餌漸  

発5匝Ⅰ大気化学討論会  熱海  a－56  
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気化芋シンポ  一Aで観測された   
近藤豊（紹右  
井上元（＊3），  
小川利紘（＊4）  

（＊1東京大，  
＊Z名古屋大，＊3地球セ，  
如NASDA）  
HukaiH‥Tanaka A．  
（＊1），FujiiT．（ホ1），  
Zeng Y．（＊Z）  
（＊1EⅢVircn．Cわe皿．β川．  
，＊2Inst．Geochem．）  

向井人丸野尻幸宏，  

球中緯度から熱帯域にかけて  
の大気中二酸化炭素濃度の空  
間分布   

Program  
＆  

Åbstract  
5   

同講演要  
旨果  

Sulfur andleadisotope  
rations in the urban 
atnospherein Chin8  

日本近辺の最近の大気中二  
酸化炭素の炭素、酸素同位体  
比の変化   

3rd  
Int．Sy皿p．Appl．Isot．G  
eochem．  

日本地球化学会（第46  
回）  

Orleans  a－58  

a－ 59  

町田敏暢，  
藤沼康実（  
北川浩之（  
野尻知子（  
（＊1地球セ  

＊2名古屋大，  
＊3地球人間環境フォーラム）  

Shimohara T．（＊1），  
OishiO．（＊1），  
肌SunOmiya A．（＊1），  
MukaiHリHatakeya皿a  
S．（shirou）（＊2）川no  
I．（＊2），Murano K．  
（＊1FukuokaInst．  
Health ＆Environ．  
Sci．，＊2Atmos．  
Environ．8ivり  
＊3Kyushu Univ．）  
仇1ranO KりHukaiH．，  
Hatakeyama S．  
（Shiro）（＊1），Jang E．  
S．（＊2），UnoI．（♯2）  
（＊1Atmos．Environ．  
Div．，＊2Kyushu Univ．）  
Murana K.,Mukai H., 
Ja喝E．S．（＊り，仙01．  
（＊1）（＊1Kyushu Univ．  
）  

Murano K‖Tono（〕ka Y．  

Characterization of  
Atmospheric Air  
Poilutants in Winter 
observed at TⅥ〕S‖es of  
Northern Kyushu in Japan 

osition Processes  5th Int．Jt．Semin．Reg．Dep   Atmos．  
a－60  

Bologna  TRANS－BOUNDARY AIR  
POLLUT10N PBSERVEt）川  
REMOTEISLANDSINJAPAN  
AND ESTImTEt）WITH MOt）EL  
CALCULATlON  

GROUND－BASED  
O王ISERVATlONS OF AIR  
POLLUTANTS AT SOHE REMOTE  
ÅREASINJAPAN   

Emission lnventory 
Resear－Ch Activitiesin  
Japan   

飢h  
Sci．Conf．Int．Global  
AtⅦOS．Che皿．Proj．（IGA  

C）  

5th Tnt．JoinL  
Se皿in．Reg．Deposition  
Processes AtI】OS．   

8th UN ECE Task  
Force  
Emiss．Inventories  

a－ 61  

8－62  

Roskilds（D  enmark）  

8－63  
（＊1），SuzukiX．（＊2），  
To血E．（＊3）  
（＊1Saitam Univ．，  
＊2Acid Deposition＆  
0Ⅹidant Res．Centり  
＊3Environ．Agency）  

Shimohara T．（＊1）， OishiO．（＊1）川urano  
K．，Ueda H．（＊2）  
（＊1Fukuok8Inst．  
Health ＆ Environ．  
Sciり＊2Kyoto Univ．）  

安井行雄   

安井行雄   

安井行雄   

鷺田仲明，諸侯敏（＊1）  
（＊1大気圏環境部）  

地域環境研究グループ  
AdachiT‥1shido Mり  
Kunimoto軋  

Bologna（It  aly）  

Evaiuation Dr Dry  
Deposition Mechanism of  
Gaseous and Particulate  
Hatte「s using  
Representative Surfaces  

ホウネンエビの生活史と配  
偶行動   

雌の多回交尾（Female  
刑1tiple皿8とing）の進化   
ホウネンエビの生汚史と表  

現型多型   
アルキルラジカルと酸素原  

子の反応速度の再測定－Si血  
ey  

W．Bensonのクレームの回答  

Studies on protective  
factors f【）r Celldeath of  
cerebellar neurons  
induced by皿etylmercury   
The role or type－1  

astrocVtes on thehe 
differemtiation of  
彪B5－pOSitive glial  
progenitor ceils isolated 
from embryonic rat brain  

6th  
Sci．Conf．1nt．Global  
Atmos．CheⅦ．Prog．（IGA  
し、）  

日本動物行動学会策1a  
回大会  
第47回日本生態学会   

第47回目本生態学会   

第15回化学反応討論会  

a－ 64  

名古屋   

東広島   

東広島   

岡崎  

11．11   

12．3   

12．3   

11．5  

同発表要  
旨集  
同講演要  
旨農  
同講演要  
旨菜  
同講演要  
旨菜  

a－ 65   

a－ 66   

a－ 67   

a－68  

b  

【、Il  Abstract  
S  

Abstract  
S（part  
l）  

丁：さ1  

Heet．Imt．NeurotDXico  
logy Assoc．   

Z9Lh  
Ann．Meet．Soc．ポeuros（：  
l．  

Leicestev  

Hiami  
Beach  

b－ 2  AdachiT．，Nakai  
Y（軒吊dachiT．（＊2）  
SakuraiY．（＊2），  
Yoshimura K．（＊3），  
Ⅸunimoto M‥Asou H．  
（＊2）（＊1Keio Univり  
＊2TDkyo metrop．1nst  
Gero【）tOI‥J3Saitama  
Hed．School  
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と保全する   稲森悠平，古屋昇  
河村謹（ヰ1），  
内藤友美（＊2）  

（＊1東京理科大，  
＊2筑波大）  

稲森悠平，  
古山黄土（＊1），  
鈴木習（＊1），  
小沼和博（＊2），  
杉浦則夫（＊3），  
井坂和一（＊4），  
須藤隆一（＊5）  

（♯1筑波大，  

干潟の現 の留意点  

日本水処理生物学会舞 36回大会  

別巻（19）  

水含有微良化学汚染物質の除  
生物処理による埋立地浸出  去特性   

吹田  同学会誌  52  b－17  

♯2茨城県科学技術振興  
財臥＊3筑波大，  
ヰ4日立アラント建設，  
璃東北大）  
稲森悠平，  
小沼和博（＊1），  
平田喜八郎（＊2），  
萩谷昭三（＊2），  
小林勇人（＊3），  
古屋昇（♯3）  

（＊1茨城県科学技術振  
興財団，＊2茨城県，  
＊3東京理科大）  
稲森悠平，  
星野辰彦（＊1），  
西村浩（＊2），  
常田聡（＊1），  
平田彰（＊1），  
野臼歯宏（キ1）  

（＊1早稲田大，  
＊2東北大）  

稲森悠平，  
中澤みどり（＊1），  
戎野棟一（＊1），  
村上和仁（＊Z），  
満和夫（＊2）  

（♯1東邦大，  

同学会誌  別巻（19）  110  吹田  
日本水処理生物学会策 36回大会  

睾菜・リン除去型への既存  
合併処理浄化槽の改造技術の  
開発   

b－18  

同学会誌  別巻（19）  

日本水処理生物学会第 36回大会  

吹田  98  嫌気好気循環生物膜法にお  
ける生活排水中の外国性内分  
泌挽乱物質の除去特性の評価   

しぃ1p  

誌  
生  

同学会  ユニ  魚類を構成穐とする安定  
態系マイクロコズムの確立と  
非イオン界面活性剤の生態系  
への影響解析   

吹田  b－20  

＊2千葉工業大）  
相姦悠平，  
藤井彰子（＊1），  
稲石高雄（＊2），  
藤本尚志（＊1）  

（＊1東京農業大，  
蛇㈱トソ㍗ロロシサー）  

稲森悠平，  
美原将也（＊1），  
西村浩（＊2），  
古屋昇（＊1）  

（＊1東京理科大，  
モ2船橋市）  

稲森悠平，牧秀明（＊1）  
川崎達也（＊2），  
村上和仁（ヰ2），  
瀧和夫（＊2），  
岸良日出夫（＊3）  
（事1水土壌圏環境部，  
＊2千葉工業大，  
＊3海洋Jドイテク研）  

岩見徳雄（＊1），  
熊森悠平，  
杉浦則夫（＊2），  
松村正利（＊2）  

（＊1㈱環境フ¢テント，  

＊2筑波大）  

亀山忠司（＊1），  

別巻（19）  同学会誌  日本水処理生物学会第  
36同大会  

吹田  
水耕栽培浄化法におけるア オコ等の分解浄化機構の解析   

b－21  

別巻（19）  同学会誌  
涜路形態と水質浄化効果との  
ビオトープ河川等における  閑辟   

日本水処理生物学会薫 36回大会  

吹田  b－22  

別巻（19）  45  

日本水処理生物学会第 36回大会  

同学会誌  アルカン分解菌による重油  
分解促進のための栄養塩添加  
の効果   

吹田  b－23  

別巻（19）  同学会誌  ごJ  日本水処理生物学会第  
36回大会  

吹田  富栄養化湖沼マイクロコズ  
ムを構成するための微生物の  
分掛培養と各種微生物の混  
合培養系の確立  

ラン藻類Microcystis属の  
有葦物質microcystin産生に  
及ぼす環境国子の影響解析   

b－24  

別巻（19）  同学会誌  
日本水処理生物学金策 36回大会  

吹田  【、lここさ  

杉靖則夫（＊1），  
板山朋聴（＊2），  
稲森悠平，  
戎野棟一（＊3）  

（＊1筑波大，  
＊2三菱重工業（軌  
＊3東邦大）  

金正淑，稲森悠平  
金時汝（♯1）  

別巻（19）  72  

0  

吹田  同学会誌  
場排水の窒素除去およびN2  三相流動反応槽による養殖  

b－2（；  
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生活排水の無循環二段式嫌  
気ろ床・土壌トレンチプロセ  
スの処理特性  

生分解性を指標とした生活  
系・事業系排水処理装置の設  
計パラメーターの解析   

日本水処理生物学会葦  
36回大会  

日本水処理生物学会第  
36回大会  

水諸元之  
（＊1茨城照科学技術振  
興財団）  

山海敏宏（＊1），  
稲森烙平，  
小嶋賢二（＊2），  
岸野英樹（ヰ3），  
エ藤敬子（＊3），  
向志嘩（♯3）  

（＊1建築研，＊2筑波大，  
＊3（社）型式浄化槽協会  
）  

山海敏宏（＊1），  

b－28  同学会誌  別巻（19）  吹田  99  

誌  
日本水処理生物学会第 36回大会  

同学会  b－29  生分解性を指標とした浄化  
槽性能評価供試原水のスクリ  
ーニング法の提案   

吹田  
向志鋒（＊2），  
井上廣輝（＊2  
岸野英樹（＊3  
エ藤敬子（＊3  
田中幸彦（＊2），  
稲森悠平（＊1建築研，  
事2（社）型式浄化槽協会  
）  

山海敏弘（＊1），  
岸野英樹（＊2），  
向志鋒（＊2），  
井上贋輝（＊2），  
エ藤敬子（＊2），  
田中幸彦（＊2），  
小嶋賢二（＊3），  
丁国際（＊4），稲森悠平  
（＊1建築研，  
事2（社）型式浄化槽協会  
，＊3筑波大，  
♯4茨城県科学技術振興  
財団）  

山海敏弘（＊1），  
工藤敬子（＊2），  
井上廣輝（＊2），  
田中幸彦（＊2）， 
向志蹄（＊2），  
岸野英樹（＊2），  
小嶋賢二（＊3），  
稲森悠平（＊1建築研， ＊2（社）型式浄化槽協会  

，＊3筑波大）  
小松央子（＊1），  
稲森悠平，  
松村正利（＊2）  

（♯1茨城県科学技術振  
興財団，＊2筑波大）  
小沼和博（＊1），  
高木敏夫（＊2），  
高野功（＊3），稲森悠平，  
須藤隆一（＊4）  

（才1茨城県科学茂術振  
興財臥  
＊2茨城県公害技術セ，  
象3ダイキ㈱，竃4東北大）  
生田創（＊1），稲森悠平，  
松村正利ー＊り，  
鹿江美孝（＊1），  
野田尚宏（＊2），  
平田彰（＊2），  
常田聡（♯2），  
戎野棟一（＊3）  

（＊1筑波大，  
＊2早稲田大，＊3東邦大）  
西村漕（事1），  
美原将也（＊2），  
西村修（★1），  
須藤隆一（♯‖，  
稲森悠平，徐閲欽（紹）  
（＊1東北大，  
＊Z東京理科大，  

別巻（19）  

日本水処理生物学会第 36回大会  

同学会誌  105  有機物濃度バランス調整の  
ためのメタノール添加の処理  
特性に及ぼす影響   

吹田  b－30  

別巻（19）  日本水処理生物学会環  
36回大会  

同学会誌  
浄化槽汚泥の生成，変遷特 性の評価・解析   

吹田  い ここl  

同学会誌  別巻（19）  

高栄養条件下でのマイクロ コズム構成生物の挙動解析   日本水処理生物学会第 36回大会  

吹田  29  b－ 32  

誌  日本水処理生物学会第  
36回大会  

同学会  生酒排水由来溶存有機物の  
生分解性と活性炭固定化担体  
による高度処理   

吹田  b－33  

別巻（19）  同学会誌  jご  日本水処理生物学会第  
36回大会  

吹田  
モノクローナル抗体を用い た硝化細菌の定見特定の評価   

こ11こiヰ  

低過度汚濁河川水における  
河床構造の多様化に基づく自  
然浄化機能の強化  

日本水処理生物学会第 36回大会  

同学会誌   別巻（19）  吹田  b－35  
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埋立地浸出水処理のノ  
日本水処 36回大会  東照雄（＊1），  

小沼和博（＊2），  
須藤随一（＊3），  
戎野棟－（両）  
（＊1筑波大，  
＊2茨城県科学技術振興  
財軌＊3東北大，  
＊4東邦大）  

蝿江美孝（＊1）．  

アッセイによる処理性能評価   

b－49  

槽内における硝化細菌を中心  
とした有用細菌の個体群動態  
FISH法による生物処理反応   の解析   

甘木水処理生物学会第 36回大会  

吹田  同学会誌  別巻（19）  89  
稲森悠平  
松村正利  
野田尚宏  
平田彰（＊2），  
常田聡（♯2）  

（＊1筑波大，  
＊2早稲田大）  
Ding G．－J．（♯1＝▲上‡．  
一肌（ホ2），Ina皿OriYり  
Sudo R．（＊2）  
（霊1Project Water  
E月Vjro乃‥毘e乃ロVati8月  
Lake  
Kasumigaura＊2TDhDku  
Univ．）  
He YリIna皿0riYり  
MizuDChiM．，Komg H．，  
Iwa血iN．  

b－50  Significance of  
Testacea as the indicator 
mlcrobes or mitrificatiom  
funcいon for nitrogen  
re皿0Vaユ   

age．Lakes  8th Int．Conf．Conserv．Man   
Den皿ark  

b－51  H20generatio月旦Jld  
nltrogem transrorlコatiDn  
in aerated compost，ing  
SySten   
The rapid  

quantification and  
detection of nitrifying  
bacteria by using  
monoclona18ntibody method   

弟34回日本水環境学会  
年会  

ASIAN WATERQUAL’99  
7th lAWg 
Asia－Pac．Reg．Conf．  

京都  19ユ  

b－ 52  Ikuta H．（＊1）川oda N  
（♯2＝bie Y．（頃），  
Hirata A．（事1），  
Tsune血S．（＊2），  
Matsl皿ura H．（机）  
f血色皿qrir．  
（＊1Tsukuba Univ‥  
＊2Waseda Univ．）  
Ina皿OriY．，FujiiK．  
（事1），Ding G．－」．（＊2）  
Ⅹu X．－Q．（＊3）  
（事1Tsukuba Univ．，  
＊2Sci．＆Tech．Pro皿O  
Foun血tionIbaraki．  
＊3Watep ＆ S（〕il  
Envi「on．Div．）  
Ina皿OriY．，GuiPり  
HizuochiM．，KongH．  

179－184  

b－ 53  Develop皿enヒDf  
activ点いon爪eとわod（）ぎ  
mierobi81cells 

． 

growth factor cロntrOl   

enyiroれ．WOrk油op  Int．aquatic   
Tsukuba  

b－54  The EmissiDn Df  
Greenhouse Gas in 
Ecoengineerlng Systel≠S  
for Yiastewater Treatlnent 
Technology Developlnent 

for Renovating the  
P□1】u亡ed Lake王加上romment  
Using EcDlogical  
Engineering Approaches 
an〔10verallAssessmeIlt Of  
the工）eveユ0匹d Sy5とems5   

第34回日本水環境学会  
年会  

8th  
Int．Conf．Con5erV．Man  
age．Lakes  

京都  

b－55  InamDriY．，Wu X．一L．  
（＊1），Ki00ChiY．（＊1）二  
伽u皿a片．（♯り，  
ShinDZakiK．（り），  
YagucbiK．（＊2），Sudo  
R．（＊3）（＊1Project  
陶ter E刀Virロ刀．，  
RenovatiDn Lake  
Kasumigaura♯2Ibaraki  
Prefect．Govり  

＊3TDhoku Univ．）  
ltay弧a T．（＊1），  
IwamiN．SugluraN．  
（＊2），imamoriY．  
（＊1MitsubisiHeavy  
lndustries，Ltd．  
＊2Tsukuba Univ．）  
KimJりIma皿OriYり  
Xim S．（＊1）（＊1PWRl，  

Jpn．）  

Denmark  

コl：1！i  Analysis Df role of pH  
Value for the  
CyanObacterialgrowthin  
eutrophicated lake waters 
using aI阻thematicalmodel  

Effect of AIcaligenes  
faecalis on Nitrous Oxide  
Eioissian and Nitrogen 
Removal in Three Phase 
Fluidized Bed Process  

age．Lakes  靴h Int．Conf．Conserv．川an   
DenI岨rk  

b－57  第34回日本水環境学会 年会  京都  
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Denmark  
Int．Conf．Conserv．Man  

age．k止es  
Nitrogen and PhosphDru5  
Removal Technologies to 
pTeVe11t EutropbicatioTl  
and GlobalWarI】ing   

1na皿OriYり MatsumヮraH・（＊2） （★1PmJeCt甑ter  

EnvironリRenovation  

Lake Ra5umigaura＊罰sukuba  

Univ．）  

Lu XリIna皿OriYり  
MizuoclliMりⅩong11．  

京都  策34回日本水環境学会 年会  Nitrogen Removalby  
Simultameous  
〃itrification and  
DenitrificaLion with  
Consideration ofⅣ20  
Emission CDntrOI   
Evaluation of  

coexisting effect of  
Ⅳitrosomonas europaea and  
Nitrobacter wiMgrdskyi  
On biological  
nitrification by  
皿OnOClonal乱ntibGdy mettld  

Rapid quantiFication  
aTldin sitl】detection oで  
nitrifyi叩bacteriain  
biofilms by monoclonal  
antibodyⅧethod  

b－59  

Denmark  

age．Lakes  8th lnt．CoIげ．Conserv．Man   
NodaⅣ、（＊1），tk止a軋  
（＊2），Ebie Y．（＊2），  
Hirata A．（♯1），  
Ts11ned8S．（＊1），  
Mat5umura H．（＊2），  
InamDriY．  
（★1甑seda Univり  
♯2T5ukuba Univ．）  
Ⅳ0血N．（＊1），Ikut8H．  
（撫2），Ebie Y．（＊2），  
Hirata A．（零1），  
Tsuneda S．（＊1），  
MatsumⅥra軋（＊2），  
Sumino T．（ポ3），  
Ina］10riY．  

b－60  

Ⅳew Yorl（  IAWG／川A  
Conf．biofilm syst．  

b－61  

（＊川aseda Univリ  
＊2T5ukuba Univり  
＊3HitachiPlant Eng  
＆ConsL．Co．，Ltd．）  
Tada C．（＊1），  
Nishimura O．（＊2），  
Ina皿OriY．，Sudo R．  
（＊Z）（＊1Project  
Water Environ．，  
RenovatiorlLake  
払su皿igaura＊2Tohoku  
Univ．）  
伊与亨（＊1），  
海老根和（＊1），  
島村匡（＊1），  
青木生治（＊2），  
佐藤八郎（＊3），  
稲森悠平（事1北里大，  
＊2発一公害70ラント（扶）  

♯3（株）クボタ）  

Denmark  

age．Lakes  8th Int．Conf．Conserv．Man   
1nfluence of〃itrate（】n  

the BloいC Com皿unityin  
Aquatic Micrcos皿System   

b－62  

京都  法  アルミニウム領解脱リン  
を用いた小規模合併処理浄化  
槽での処理水リンの挙動   

b－63  

促進酸化法による埋立地浸 出水中のダイオキシン類除去   
第3在回目本水環境学会  
年会  

＊1）  

井坂和一 山田裕之 小林茂樹   
b－64  

稲森悠平  
（＊1日立70ラント建設（株）  

）  

稲森悠平バ可村議（事1），  
古屋昇（＊1），  
内藤友美（＊2）  

（＊1東京理科大，  
＃2筑波大）  

稲森偲乎，  
吉江幸子（＊1），  
野田尚宏（＊1），  
宮野邦子く♯1），  
常田聴（＊1），  
平田彰（＊1），  
蛙江英孝（＊2）  

（＊1早稲田大，  

斉34回日本水環境学会 年会  

干潟の水質浄化機能におけ る経済的評価   
i－1ミこざl  

第34回日本水環境学会 年会  PC8－DGGE法を用いた生物処  
理反応槽内における微生物群  
集構造の評価∵解析  

b－66  
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応型既存合併処理浄  
第34回日本水環境学会 年会  小沼和博（♯り，  

正田宮八郎（＊2），  
萩谷昭三（＊2），  
小林勇人（＊3），  
古屋昇（＊3）  

（＊1茨城照科学技術振  
興財臥  
＊2茨城県水質保全協会  
，＊3東京理科大）  
稲森悠平，  
星野辰彦（＊1），  
平田彰（＊1），  
常田聴（＊り，  
野田尚宏（＊1），  
西村浩（＊2）  

（＊1早稲田大，．  
＊2東北大）  

稲森倍率，  
中澤みどり（＊1），  
戎野棟一（＊1），  
村上和仁（象2），  
瀧和夫（＊2）  

（媚1東邦大．  
＊2千葉工業大）  
柘森悠平，  
藤井彰子（＊1），  
飛石高雄（零2），  
藤本尚志木1）  
（＊1東京農業大，  
＊2（株）トップQェコロシーー）  

稲森悠平，  
美原将也（零1），  
古屋昇（＊1），  
西村浩（＊2）  

（★1東京理科大，  

化槽の窒素・りん除去型への 改造手法の開発   

b－68  嫌気好気循環生物脱法にお  
げる生括排水中の環境ホルモ  
ン様物質の除去特性の評価   

第34回日本水環境学会 年会  

京都  

ト69  魚類導入マイクロコズムに  
よる非イオン界面活性剤の影  
響解析手法の確立   

那4回日本水環墳学会 年会  

b－70  

水耕栽培浄化法における潮 水浄化機構の解析   
第34回日本水環境学会 年会  京都  

b－71  河川におけるビオトープ創  
出と水質浄化効果との関係に  
関する評価   

第34回日本水環境学会 年会  京都  

＊2東北大）  

稲森悠平，牧秀明（＊1），  
川崎達也（ヰ2），  
村上和仁（＊2），  
満和夫（＊2），  
内藤友美（睾3）岸良日出  
男（＊4）  

（＊1水土壌圏環境部，  
＊2千葉工莫大，  
＊3筑波大，  
＊4海洋ハ○イオテクノロゾー）  

稲石高戯廿り），  
中里広幸（＊1），  
酒井義尚（＊2），  
稲森悠平，  
宮永洋一（＊3），  
井野場誠治（＊3）  
（＊1（株）トップエコロ  
ジー．  

b－72  重油分解菌の栄養塩の濃度  
，N／P変化における重油の分解  
に及ぼす影響評価   

講34回日本水環境学会 年会  

京都  

b－73  

ピオパーク方式における植 物毎の汚濁物質除去特性   
弟34回日本水環境学会  
年会  

京都  

♯2建設省霞ケ浦工事事  
務所，＊3電力中央研）  
加藤佳子（♯1），  
杉浦則夫（＊1），  
板山朋聡（＊2），  
稲森悠平（＊1筑波大，  
■2三菱重工業（株））  
岩見徳躍，  
板山朋聡（＊1），  
杉浦則夫（＊2），  
縮森悠平  
（＊1三菱重工業（株），  
＊2筑波大）  

亀山恵司（＊1），  
杉浦則夫（♯1），  
板山朋聡（＊2），  
稲森悠平（＊1筑波大，  

b－74  屋外実験地における柑icmc  
ystis属の多糖質産生特性の  
解明  

アオコ分解リアクターの浄  
化機能と補食微小動物の動態  
解析   

第34回日本水環境学会 年会  

b－75  第34回日本水環境学会 年会  

ラン藻Hicrocystis属由来  
の有毒物質皿icrocysとin産室  
に及ぼす重美・リンの影響  

t■lTミ1  第34同日本水環境学会 年会  京都  
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膜分離活性汚泥  
鈴木健一（＊1），  
佐竹純一郎（＊1），  
高野功（靡1），禰意悠平  
（■1ダイキ（株））  

竹田絵里子（＊1），  
禰森悠平，  
横山朋聡（＊2），  
松村正利（事1）  

（♯1筑波大，  
＊2三菱重工業（株））  
丁国際回），禰森悠平，  
藤井邦彦（＊2），  
須藤隆一（★3）  

（＊1茨城県科学技術振  
興財団，♯2筑波大，  
＊3東北大）  

長尾篤（♯1），  
林紀男（＊2），  
浅枝隆（fユ），  
Priy8血shana T．（＊1），  

稲森悠平，  
須藤隆一（＊3）  

（★1埼玉大，  
＊2千葉県中央博，  
＊3東北大）  

藤井邦彦（＊1），  
稲森悠平，丁国際（♯2），  
松村正利（＊1）  

（＊1筑波大，  
＊2茨城県科学技術振興  
財団）  

内藤友美（＊1），  
相森悠平，  
松村正利（＊1），  
川崎達也（♯2）  

（＊1筑波大，  
＊2千葉工業大）  
俣木幸三（＊1），  
栢森悠平，  
松村正利（＊2）  

（＊1武田薬品工業（扶），  
＊2筑波大）  

木村賢女甘け  
西村修（事2），  
鈴木伸治（＊3），  
稲森悠平，  
須藤健一（＊2）  

（＊1東京都環境科学研，  
＊2東北大，  
＊3東京都港湾局）  
野田尚宏（♯i），  

たコンパクト合併浄化槽の性  
能評価  

水圏生態系マイクロコズム  
中のRI解析手法を用いた炭素  
フラツクスに及ぼす栄養塩の  
影響評価  

生活排水処眉高度化のため  
のろ過摂食性輪虫類の優占化  
と役割   

b－90  第34回日本水環境学会 年会  京都  

b－91  第34回日本水環境学会 年会  

b－92  紐状接触剤（バイオコート）  
による池沼の生態系に及ぼす  
影響に園する実験   

第34回日本水環境学会 年会  

b－93  輪虫類Philodina  
ery抽ropわthaユ瓜a生活史に及  

ぼす化学物質の影響   
第34回日本水環境学会 年会  

京都  

b－94  

干潟生態系モデルにおける 重油の影響特性の評価   
第34回日本水環境学会 年会  京都  

b－95  吸着脱リン法による生活排  
水の高度処理およぴリン酸回  
収システムの開発と経済性の  
評価  

泊岸生怒系の修復について  
（葛西人口海浜）   

第34回日本水環境学会 年会  

京都  

b－ 96  弟34回日本水環境学会 年会  京都  

b－97  抗原抗体法，FJS打法等を用  
いた生物膜内硝化細菌の分布  
特性の評価・解析   

弟34回日本水環境学会 年会  京都  

平田彰（＊1  

生田創（＊2  

鍾江東孝（事2），  
稲森悠平，  
角野立夫（＊3）  

（＊1早稲田大，  
＊Z朝一波大，  
＊3日立70ラント建設）  

男（＊  

タイ王国から分離した藍藻 類Hicrocystis属の増殖特性  

b－98  第34回日本水環境学会 年会  京都  
尚志（＊2），  
山高広（≠3），  
pian P．（叫）  

水諸元之，稲森悠平  
（＊1干葉県立中央博  
＊Z東京農業大，  
＊3日本環境クリエ什，  
竃4アシ7工  
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第34回日本水環 年会  

バイオアヅセイによる埋立  
地浸出水および高度処理プロ  
セスの評価   

，
2
3
 
4
5
 
 

I
 
t
T
 
＊
 
＊
・
不
 
 

＊
 
 

東照平（  

戎野棟一  
小沼和博  
井坂和一  
須藤隆一  
（＊1筑波大，事2東邦大，  
＊3茨城県科学技術振興  
財臥  
＊4日立70テント建設，  

＊5東北大）  

蛇江美孝（＊1），  
松村正利（＊1），  
野田尚宏く★Z），  
平田彰（＊2），  
常田聡（＊2），稲森悠平  
（＊1筑波大，  
＊2早稲田大）  
今井章雄，  
福島武彦（＊1），  
松重一雄，金庸桓（＊2），  
崖光渦（＊3）  

（＊1広島大，  
＊2韓国嶺南大，  
＊3韓国江南大）  
福島武彦（＊1），  
大石真吾（＊2），  
今井章雄（蓼1広島大，  
＊2静岡県）  

今井章雄，松重一夫，  
福島武彦（＊1），  
金板垣（＊2）  

（＊1広島大，  
＊2韓国嶺南大）  
Sa血matsu H．（＊1），  
i皿altl‥¶ishi廿I11ra7一  

第34回日本水環境学会 年会  京都  
生活排水処理における硝化 細菌のFISH法による挙動解析   

b－100  

彦根  霞ケ満潮水，流入河川水お  
よび発生源水のDOC分画   日本陸水学会第64回大  

b－101  

カスケート聖水利用河川に  
おける水質変化特性に関する  
研究  

霞ケ涌湖水中の溶存有機物  
のトリハロメタン生成能   

土木学会第54回年次学  
術講演会  

第34回日本水環境学会  
年会  

b－102  

京都  b－103  

The Effects of  
旭renalecto皿y O11  
Trimethyltin一Induced  
Hippocampal lnjury in Rats 

Soc．Toxicol．39th  
ÅnnⅥ．Meet，  Phyladelph  ia  b－104  

（＊2），XabutD M‥払t8  
N．（＊3）（＊1St．Luke’s  
Int．losp．，事2Natl．  
Inst．Neuro5Cience，  
＊3Univ．TokyD）  

今井秀樹，発表徳，  
定松美孝（＊1），  
加藤進員（＊2），  
西村敏（＊3）  

（＊1聖路加国際病院，  
＊2東豪大，  
ホ3匡】立精神神経セ）  

今井秀樹，  
定松美幸（＊1），兜真徳，  
加藤進昌（♯2）  

（＊1聖箱加国際病院，  
＊2東京大）  

Hashimoto A．（＊1），  
lwasaki K.,Nakasugi 
Ⅳ．，YagiO．（＊1CREST）   

1wasakiI【．  

第70回日本衛生学会総  トリメチル錫投与によるラ  
ットの海馬障害におけるグル  
ココルチコイドの役割   

b－105  

第22回日本神経科字大 会  

大阪   トリメチル痴投与による海  
馬傷害に対する副腎皮膚ステ  
ロイド投与の影響  

Identification and TCE  
degradation  
characteristics of  
Mycobacterium sp．TA27   

Bialogicai removal 
SyStem Of mercury by  
genetically engineered  
Pseudo皿OnaS puti血   
微生物を利用した環境浄化   
Degradation of  

Trichloroethylene By  
Mycobacterium sp．TA27  

Deg「adation of  
Trichloroethylene by a  
Propane－Oxidizing  
BacteriumMycobacterium  
Sp．TCE28   
Degradation of  

Trichloroethylene in Soil 
Column by川ethylocystis  
Sp．M  

b－106  

1nt．Aquatic  
Emviron．Workshop  

lnt．AquaLic  
Environ．WorkshDp  

CELSS学会定例研究会  
Situ＆On－Site  
Bioremediation 5th 
Int．Sy皿p．  

Situ＆On－Site  
Biaremediation jth 
Int．Symp．  

Situ＆On－Site  
Bioremediation5th  
Int．SyI】p．  

b－107  

b－108  

東京  
San  

Diego（U．S．   

A．）  

S8n  
Diego（U．S．  

A．）  

S8n  
Diego（U．S．   

A．）  

12．3  
11．4  

b－109  
b－110  

岩崎一弘  
Hashi皿OtO A．（＊1），  
1wasakiK，Nakasugi  
N，YagiO．（＊1CREST  
Jpn．Sci．＆Technol．  
Corp．）  
lmano S．（＊1）．Ohashi  
T．（＊1），IwasakiK．，  
YagiO．（＊1Asano  
Eng．CD．Ltd，）   

Kubota K．（♯1），  
Hashi皿OtO軋（＊1），  
伽hda H．（＊1），  
IwasakiKりYagiO．  
（＊1TDWa Kagaku Co．  

lAbstract 

b－111  

b－112  
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Situ＆On－Site  
Bi（〕remediation 5th  
lnt．Symp．   

日本農芸化学会1999年  
慶大会   

第7回環境バイオテク  
ノロジー研究会シンポ  
ジウム  
Pseudomonas’99  
Biotechnol．＆Pathog．  

平成11年度日本生物工  
学会大会  

策40回大気環境学会年  

Spilled Oilof Nakhodね  
AccidentinJapan，1997  

トリクロPエチレン分解菌  
Mycobacterlum  
Sp．TÅ27株の特異的な検出法   
トリクロロエチレン除去の  

土壌微生物生態系に及ぼす影  
響   
Biologicai removal 

syste皿Or皿erCury by  
genetically engineered  
Pseudomonas puti血   

R7－pC且によるトリクロロエ  
チレン分解菌のメタンモ′オ  
キシゲナーゼのmRNAの定量  

道路両側の建物高さが異な  
るストリートキヤニオン内の  
濃度分布に関する実験的研究   

S．（＊1），IwasakiEり  
YagiO．（＊1Asano  
Eng．Co．Ltd．）  
楠本顕子（＊1），  
岩崎一弘，矢木修身  
（＊1CREST・JST）  

斉藤習（＊1），岩崎一弘  
矢木修身  
（＊1CREST・JST）  
IwasakiKりOkino S．  
（＊1），Tanaka H．（＊1），  
YagiO，（＊1Tsukuba  
Univ．）  

菊地健阜1），岩崎一弘  
矢木修身，  
高村養親（＊1）  

（＊1茨城大）  

上原清，若松伸司，  
池沢正（＊1），  
吉村陽（竃1），  
山尾幸夫（事2），  
河田忠（事3）  

（♯1兵庫県公害研，  
＊2メテオリサーチ，  
＊3フォーラムエンデニアリンク小）  

上原清，村上同三（＊1）  
老川進（＊2），若松伸司  
（＊1東京大，  
＊2清水建設㈱）  
美留町潤一，  
戸田典子（＊1），  
机直美（＊1），  
嵯峨井勝（＊2），  
局博一（＊1），鈴木明  
（♯1東京大，  
＊2青森県立保健大）  
加藤秀男，高村典子   

加藤秀男，高村典子，  
戸塚利明（＊1），  
森野浩（＊1）  

（＊1茨城大）  

兜真徳，黒河佳香，  
新田裕史   

影山隆之（＊1），兜美徳  
黒河佳香，  
平良一彦（＊2），  
鈴木庄亮（＊3），  
竹本秦一郎（＊4）  
（＊1大分県立看護科学  
大，＊2琉球大，・  
＊3群馬大，竃4長崎大）  
影山隆之（＊1），兜貢徳  
累河佳香，  
平良一彦（＊2），  
鈴木庄亮（＊3），  
竹本泰一郎（＊4）  
（＊1大分県立看讃制学  
大，＊2琉球大，  
＊3群馬大，＊4長崎大）  
菅野さな枝，  
平野靖史郎   

光木鶏史（＊1），  
金貨蓮（＊1），  
大島源一朗（＊1），  
国本学，大川克也（♯2）  

同講演要  
旨粟   

同講演要  
旨菜   

Åbstract  
s Book  

同講演要  
旨異  

同講演要  
旨菜  

b－117  

b－118  

日本建築学会1999年慶  
大会（中国）  

第40回大気環境学会年  
石  

前後に高さの異なるストリ  
ートキヤニオン内外の流れに  
関する湿度成層風洞実験  

デイけゼル微粒子気管内投  
与による気迫収緒反応への影  
響   

b－119  

b－120  

同要旨異   

同講演要  
旨菜  

同講演論  
文集   

同プログ  
ラム・抄  
録集  

日本陸水学会甲信越支  
部会第25回研究発表会  
第47回日本生態学会  

十和田湖沿岸の底生動物群  
集と諸要因の関係   
十和田湖沿岸の底生動物群  

集に及ぼす底生魚頬の影響  

生活環境中電磁界への暴露  
実態一乗京と沖縄の児童につ  
いて   
睡眠障≡引こ関連する自覚症  

状の一般集団における性・年  
齢別有症立一睡眠時無呼吸様  
症状，睡眠時ミオクローヌス  
様症状，およびrestless  
leg様症状  

睡眠時頻尿の有症率および  
不眠症状との関連－一般集団  
における質問紙調査から－   

日本リスク研究会  
男12回研究発表会   

日本睡眠学会第24回学  
術集会  

日本睡眠学会策24回学 術集会  

広島  b－125  

日本薬学会第120年全  

日本薬学会第120年会  

植物性エストロジュンが骨  
芽細胞の分化及びIL－6産生に  

及ばす影響   
S－ニトロソグルタチオンの  

安定性における細胞性1価嗣  
イオンの役割  

岩松明彦（＊2），  
中川靖一（り）  

（＊1北里大，  
＊2キリンヒ■－ル基盤  

一312   
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ミん風胞浸潤測  日本薬学会策  
浅井知浩（＊1），国本字，  
古山幸弘（＊Z），  
奥直人（＊1）  

（＊1静岡県立大，  
事2日本へ○外ン・テ轟イッキンソン  

）  

大島源一朗（＊1），  
国本字，中川清一（＊1）  
（＊1北里大）  

長島克，藤原明広（＊1），  
国本字（＊1筑波大）   

黒河任香，今井秀樹，  
新田裕史，兜其徳   

Kurokawa YりImaiH．，  
〃itta H‥Kabuto H．  

の開発とバイオアツセイ   

岐阜  

京都  

東京  

Longbeach  

b－129  

b－130  

b－131  

b－132  

炎症局所浸出液中に出現す  
るグルタチオンペルオキシタ  
ーゼ   
バイオアツセイの組み合わ  

せによる各種排水の有害性総  
合評価   
超低周波電磁場のヒトへの  

急性影響に関する暴露実験  
（その－1）   

Acute effects【）f50Hz  
皿agnetic field on heart  
rate and  
COgnition／performanc8  
testsin hunans   

海産ヨコエビ類を用t1た石  

油の光分解物質の毒性評価  

油汚染の毒性試」験生物とし  
ての海産ヨコエビ類の評価   

日本薬学会弟120年会  

男34回日本水環境学会  
年会   

窮72回日本産業衛生学  

21st  
Annu．Meet．Bioelectro  
Ⅶag¶etics Soc．  

日本海洋学会  

同要旨菜  
・て   

同講演異  

同学会誌  

Abstract  
Book  

∴∴1  

12．3  

‖‖∵i  

ll．6  

109  

72  

296  

220－2Zl  
41（臨 時増刊号  ）  

b－133  函館  井澤俊二（＊1），  
樋濱武彦，牧秀明（＊2）  
木幡邦男（＊1茨城大，  
＊2水土壌国環境部）  
樋濃武彦，牧秀明（＊1）  
木幡邦男，  
井澤俊二（＊2）  

（＊1水土壌圏環境部，  
象2茨城大）  

横波武彦，木幡邦男   

星純也（＊1），  
石井康一郎（＊1），  
泉川碩碓（＊1），  
中村健（簾2），桜井健郎  
田辺潔，森口裕一，  
若松伸司  
（＊1東京都環境科学研  
＊2東京都環境保全局）  
石井康一郎（♯1），  
泉川碩雄（＊1），  
星純也（ヰ1），  
中村健（＊2），桜井健郎  
田辺潔，森口裕一，  
若松伸司  
（＊1東京都環境科学研  
事2東京都環境保全局）  
SuzukiN．（＊1），Tosa  
K．（＊1），Yasuda M．  
（＊1），SakuraiT．，  
陶kanishiJ．（＊2）  
（＊1KanagawaInst．  
Techn81．，＊2Inst．  
Envir（〕n．Sci．Technol  

）  

SuzukiⅣ．（＊1），Tosa  
K．（＊1），Yasuda M．  
（キ1），SakuraiT．，  
NakanishiJ．（＊2）  
（＊1KanagawaInst．  
Technol．，＊2Inst．  
ErlViron．Sci．Technol  

2000年度  

日本海盲羊  
学会秋季  
大会  
1999年度  

日本海洋  
学会秋季  
大会  

b－134  日本海洋学会  

三番瀬におけるシオフキガ  
イの分布と窒素収支   
自動車トンネルにおける自  

動車起源化合物の測定Z一揮発  
生有機化合物－   

第8回日本ベントス学  

会関東地区大会  
策40回大気環境学会年  

b－137  自動車トンネルにおける自  
動車起源化合物の測定卜揮発  
生有機化合物－   

男40回大気環境学会年 ＝三  

b－138  Analysis of  
Polychlorinated  
Dibenzo－p－Dioxins and  
Polychlorinated  
Dibenzofurans by the  
AcceleIlated SoIvent  
Eztractiom（ASE）and HPLC  
Cleanup   

EnvironⅢentalFate and  
Orlgin Estimation of  
Polyclllorinat巳d  
Dibenzo－P－Dioxins and  
Polychlorinated  
Dibenzofurans by the  
Dynamic Multimedia  
Environlnental Fate Madel 
オフィスビルの実測値に基  

づいた動的熱負荷およぴCO2  
排出削減シミュレーション  

＝廿  
Int．Symp．Halogenated   

Environ．Org．Pollutan  
S＆Pops  

b－139  19th  
I山．Symp．Halogenated   

Environ．Org．Pollutan  
S＆Pops  

logen  OrganDha  Compo11nd S  
41  557－560  

松橋隆治け  
） 井原智彦（＊  吉田好邦（＊  

b－140  第16回エネルギーシス  
テム・程†斉・環境コンフ  
ァレンス  

石谷久（事1），  
六川修一（■1）  

乗麻衣子（＊1）  

近藤美則，  
樋口修二（＊2）  

（＊1東京大，  

－313一   
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Development o  Beijing  
柿崎勇晃（＊1），  
近蒔美則，  
加藤勝久（＊2），  
安淳一（＊2），  
清水健一（＊3），  
清水浩（＊4）  

（＊1科学技術振興事業  
団，  
＊Zソニーテクトロニク  

ス，♯3機械技術研，  
＊4慶応義塾大）  
Huang Y．（＊1），  
Shiraishi F., 
がishikawa M．，DiY．  
（頃），Quan H．（＊1），  
Shiraishi〃．，恥rita  
M．（＊1China－Jpn．  
Friendship Cent．  
Environ．PrDt．）  
Sugaya Y．  

Measure皿ent Procedure and  
Test System for Electrlic  
Vehicles   

Int．別ectp．Veh．Sy叩  

Particle Size  
Distr・ibution of  
GenotDXicity Potential  
and Organic CompDunds of  
肝ban Aeros〔）】in仙ina   

b－142  

1st Asi8AerosoI Cbnf．  

b－143  Tlle uSe（〕f a resistant  
strain of Chironomus  
yoshatsui，aS a t刀Sitive  
contral for sedinent 
Lo二Ⅹjcity tests   
ヌカエビの行動解析を用い  

た河川水中有害化学物質のモ  
ニタリング   

ディーゼル排気微粒子（DEP  
）がF344雄ラットの生殖器系  
に及ばす影響   

SETAC 19th 
Ånnu．Meet．  

菅谷芳雄  

机直美（＊1），鈴木明，  
戸田典子（＊1），  
実習町濯卜1  
局博一（＊1），  
渡辺元（＊2），  
田谷一善（＊2），  
嵯峨井勝（＊3）  

（＊1東京大，  
＊2東京農工大，  
＊3青森県立保健大）  
机直美（＊1），鈴木明，  
戸田典子（＊1），  
美留町潤一，  
渡辺元（♯2），  
田谷一書（＊2），  
局博一（＊1），  
嵯峨井勝（＊3）  

（＊1東京大，  
＊2東京農工大，  
＊3青森県立保健大）  
戸田典子（＊1），鈴木明  
机直美（＊1），  
美留町潤一，  
嵯峨井勝（＊2），  
局博一（＊1）  

（＊1東京大，  
♯2青森県立保健大）  
鈴木明，戸田典子（＊1）  
机直美（事1），  
実留町潤一（＊1），  
嵯峨井勝（＊2），  
局博一（暮1）  

（＊1東京大，  
＊2青森県立保健大）  
戸田典子（＊1），鈴木明  
机直美（＊1），  
美留町潤一，  
局博一（＊1）  

（♯1東京大）  

鈴木E札机直美（山），  
嵯峨井勝（＊2）  

（＊1東京大，  
＊2青森県立保健大）  
柳谷順子（＊1），鈴木明  
熊谷真人（＊1），  
下條信弘（＊1），  
井澤弘美（＊2）∫  

嵯峨井勝（＊2）  

（＊1筑波大，  

日本機械学会第11回バ  
イオエンジニアリング  
講満会  
第40回大気環境学会年  
＝、  

b－146  

ディーゼル排気微粒子（DEP ）投与による流産について   

第40回大気環境学会年  
会  

b－147  

ディーゼル排気微粒子の心 血管系に及ぼす影響   
第40回大気環境学会年  

窮40回大気環境学会年  

ディーゼル排気微粒子によ る不整脈の出現   

弟71回日本獣医循環器 学会  DEPの心崩および大動脈に 及ぼす直接的作用について   

b－149  京都  

ディーゼル排気微粒子（DEP  
）がF344雄ラットの生殖器系  
に及ぼす影響について  

老化動物の心臓内に生じる  
生物ラジカルの計測と食品成  
分による消去作用の解析  

第58回日本公衆衛生学  
会総会  

日本過酸化脂質・ブリ  
ーラジカル学会第23回  

大会  

b－150  

過酸化脂 質研究  
b－151  

ー314－   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

イーーセル排気微  
過酸化脂 質研究  

嵯峨井勝（＊1） （＊1青森県立保健大）  

－ラジカル学会弟23回 大会  

vitrDにおける肺動脈内皮細  
胞に及ぼす細胞障害作用につ  
いて：活性酸素頬の役割の検  
討   
ディーゼル排気微粒子の血  

圧に及ぼす影響について   策70回日本獣医循環器 学会定例大会  

b－153  戸田典子（＊1），鈴木明  
机直美（＊1），  
美留町潤一，  
局博一（＊1）  

（＊1東京大）  

鈴木軋戸田典子（＊1）  
机直美（♯1），  
美留町潤一，  
局博一（♯1）  

i＊1東東大）  

鈴木明，清水明（♯1），  
戸田典子（＊2），  
机直美（＊2），  
美留町潤一（ヰ2），  
局博一（＊2）  

（＊1社会環境システム部，  
＊2東京大）  

佐藤陽美（＊1），  
曽根秀子，  
嵯峨井勝（＊2），  
鈴木和夫（＊1），  
青木康展（＊3）  

（＊1千葉大， ＊2 
青森県立保健大，  

ヰ3環境健康部）  
川野道宏（■1），  
鈴木雪辱（＊1），  
中島民江（＊2），  
石塚真由美（＊3），  
久寿米水車寛（＊1），  
米元純三，  
遠山千春（事3），  
曽根秀子（＊1CREST，  
＊2信州大，  
＊3環境健康部）  
高橋惧司，清水明（＊1）  
（＊1社会環境システム部）  

佐藤勝紀（♯1），  

ディーゼル排気微粒子の循  
環器系に及ぼす影響について  
一兵常心嗜図について一  

心電図のデジタル処理によ  
る，ヒス東電位を観察する試  
み   

b－154  

第70回日本獣医循環器 学会定例大会  

第69回日本獣医循環器 学会  福岡  b－155  

ディーゼル排気ガス（DE）吸  

Rat月田こ誘導された変異の解  
入暴露によりBig Blue  析   

b－156  第25回環境トキシコロ  
ジーシンポジウム  
策3国籍生薬学フォー  
ラム合同大会  

フタル酸エステルの継世代  
暴露によるエストロゲン受容  
体の変動   

日本内分泌撹乱化学物  
質学会第2回研究発表  

神戸  b－157  

同学会言志   

同学会誌  

画像処理による卵形診断－  
（2）確聞・系統間比較の可能性   
伴性遺伝によって鑑別され  

たウズラ雌雄の生産能力に及  
ばす飼育密度の影響   

日本家禽学会1999年秋  
日本家禽学会1999年秋 季大会  季大会  福武幸一（  

及川卓阿  
国枝哲夫（  

高橋憤司，  
岡田秀司（＊2）  

（＊1岡山大，  
＊Z東海起業㈱）  
前田芳貸（＊1），  
宮路ゆかり（＊1），  
田辺久美子（＊1），  
岡本新（竃1），  
河辺弘太郎（＊1），  
田浦悟（＊1），  
久保田洋子（＊1），  
水谷誠（★2），高橋憤司  
岡本悟（＊3）  

（＊1鹿児島大，  
＊2日生研，＊3佐賀大）  
高橋惧司，清水明l＊1）  
（★1社会環境システム部）  

ウズラのカルパイン80Kサ  
ブユニヅト遺伝子におけるPF  
LP   

第96回日本畜産学会大 会  b－160  

日本家禽学界春季大会  

日本家禽学界春季大会  

同学会誌  

同学会誌  

画像処理による卵形診断－  
（3）標準偏差値からの種間・系  
統間比較   
アルビノ伴性遺伝子を用い  

たウズラ初生㌍の雌雄鑑別   
片山桂（＊1），  
佐藤勝紀（事1），  
及川卓釦（＊1），  
国枝哲夫（＊1），  
高橋惧司，水谷誠（＊2）  
内田勇司（＊3）  

（＊1岡山大，＊2日生研，  
＊3東海起業）  
TakahashiSり  
ShlmizuÅ‥1nooka S  
（＊1），Ki皿ura M．（ホ1）  

Fujiyoshid    a  lisefulness of the 
Japa¶eSe Quailas an  
Indicator血imalof  
EnvironmentalPollution  

10th GlobalWarⅦing  
Int．Conf．＆Expo．  

b－163  

＊1Tohoku Univ  
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日本陸水学会第64回 根大会  

陸水字のシェアを  
実証科学としての挑戦   
十和田湖湖心における水質  

の鉛直構造   
三上一（♯‖，  
工藤幾代（＊1），  
前田寿哉（＊1），  
石塚伸一（＊1），  
工藤健（＊1），  
野澤直史（＊1），  
大久保英樹（＊1），  
高村典子，中川恵（＊2）  
伯誓晶子（＊3）  

（＊1青森県環境保健セ  
＊2環境研究セ，  
＊3奈良女子大）  
牧野潰（＊1），  
水谷寿（＊Z），高村典子  
中川息，片野登（＊3），  
三上一（＊4）  

（＊1北海道大，  
＊2秋田県水産振興セ，  
＊3秋田県環境技術セ，  
＊4青森県環境保健セ）  
高村典子   

原田泰志（＊1），  
高村典子，福島路生，  
謝平（＊2）（＊1三重大，  

＊2中国・水生生物研）  
立川賢一（＊1），  
謝平（＊Z），高村典子  
（＊1東京大，  
＊2中国・水生生物研）  
多田涌，畠山成久（＊1）  
小神野豊（＊2）  

（＊1生物圏環境部，  
＊2川上農場）  
多田浦，畠山成久（＊1）  
井上隆信（＊2）  

（事1生物圏環境部，  
＊2水土壌圏環境部）   

多田浦，畠山成久（♯り  
小野神豊（＊2）  

（ホ1生物圏環境部，  
＊2㈱川上農場）  

日本陸水学会第64回彦 根大会  

日本陸水学会第64回彦  
根大会  

彦根  b－166  

ユスリカのサナギが十和田 湖の透明度に与える間接効果   

日本地理学会創立75周  
年記念シンポジウム  

物  
春季大会  

策11年度日本水産学会  
春季大会  

日本内分泌撹乱化学物  
繁  

丁．   

法  

の  
の  

弟5回目木原境毒性字   

バイオアヅセイ研究会  
合同研究発表会 第40大境学会 

拡  
発   

21世紀の地理学への期待  

中国東湖における浮遊生  
食魚の生産増大の検討  

中国・東湖における魚類現  
存局数と漁獲量との関係  

ビスフェノールAとノニル  
フェノールのチカイエカの  
殖に対する影響  

「バイオモニタリング手  
の開発と有効性の検討」（5）  
ヌカエビ試管削こよる河川水  
毒性評価と水生昆虫相変化  
相関   

ビスフェノールAとp－ノニ  
ルフェノールのチカイエカの  
繁殖に対する影響  

有害大気汚染物質とその  
張成分の全自動分析計の開   

b－169  

b－170  

b－171  

東京  b－172  

市岡緋二（  
坂井亜紀（  
前田恒昭（  

b－173  

星純也（＊2），  
長川碩雄（＊2）J田辺深  
（り電気化学計器，  
＊2東京都環境科学研）  
星純也（＊1），  
泉川碩雄（＊1），  
前田恒昭（＊2），，  
田辺滞  
（＊1電気化学計器，  
＊2東京都環境科学研）  
Kimura S．（＊ユ），Ⅳ0血  
H．（＊1），Tanabe E‥  
SakuraiTりSuzukiN  
（＊2），Tohyama C．（＊3）  
Morita H．  
（＊1Environ．Agency‥  
＊2Kanagawalnst．  
Technol．，＊3Environ．  
汀ea】tわSci．かれ）  

玉置雅紀，朴薫弘（＊1）  
中嶋信美，久保明弘，  
青野光子，佐治光  
（＊1Seoul市立大学）  

川島和也（＊1），  
菅沼教生（＊1），  
玉置雅紀，河内宏（＊2）  
（簾1愛知教育大，  

第40回大気環境学会年  
会  有害大気汚染物質の連続自 動測定法の検討   

b－174  

TOTAL工〉川Ⅹ川EXPOSL「RE  
ASSESSMENT：AJAPANESE  
CASE STUDY 川TWO AREAS  
CONDUCTED上IYJAPAN  
ENV柑ONMENT AGENCY   

19th  
Int．Symp．Halogenated   

Environ．Org．PDllutan  
S＆，PDPS  

b－175  

日本植物生理学会2000  
年度会および策40回シ  
ンポジウム   

日本植物生理学会2000  
年度会および第40回シ  
ンポジウム  

アスコルピン酸合成に関与  
する遼伝子AtGLDIの構造と．  
発現解析  

エンドウレクヘモグロビン  
アイソファームの特異性  

b－176  

b－177  
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awa M‥DiY．  Contribution ofl（osa  
Aerosol ta Particulate 
Carbonin China   

Aerosol  
（＊1）川oriI．，Huang  
Y．（＊1），Quan H．（机），  
Morita H．  
（＊1China－Jpn．  
Friendship Cent．  
Environ．Prot．）  
Yoshida Y．（＊1），  
Suzue T．（＊1），  
Takenaka N．（＊1），  
BandowH．（＊1），肋e血  
Y．（＊1），Ni5bikawa M．  
（＊10saka Prefect．  
Unlv．）  

西川雅高，森育子，  
全浩（＊‖，森田昌敏  
（＊1中日友好環境保護  
中心）  

西川雅高，全浩（＊1），  
小柳秀明（＊2），  
原口清史（＊2），  
久我典克（＊3）  

（＊1中日友好環境セ，  
＊2JICA，  
＊3柴田科学器械工業㈱  
）  

反町篤行（り），  
坂本和彦（＊1），  
石谷治（＊1），西川雅高  
（＊1埼玉大）  

Nishikawa MりQuan H．  
（＊1），Huang Y．（再），  
Morita河．  
（China－Jpn．  
Frie血ship Cent．  
Environ．Stud．）  
影山隆之（＊1），  
新田裕史，黒河佳香，  
平良一彦（＊2），  
竹本秦一郎（＊3），  
鈴木庄亮（■4），兜美徳  
（＊1大分県立看護大，  
＊2琉球大，＊3長崎大，  
叫群馬大）  
高鳥浩介（＊1），新田浩，  
安枝浩（＊2），  
秋山一男（＊2）  

（＊1国立医薬品食品衛  
生研，  
＊2国立相模原病院）  
新田裕史，黒河佳香，  
今井秀樹，兜真徳  

ト193  HETEROGENEOUS REACTION  
OF NO2 0N THE SURFACE OF  
“ⅩOSA’’（THE  

YELLOW－SAND）AND OTliER  
PARTICLES  

中国大陸エアロゾル中の炭  
素成分の季節変動について  

1999年4月22－24に発生した  
タクラマカン砂塵暴   

1st Asia AerDSOI Conf．  

b－194  策8回環境化学討論会  

ト195  

第16回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

ト196  黄砂粒子上におけるSO2－N  
Oxの乾性沈着に関する研究  

PREPARATIOⅣOF THE  
CERTIFIED REERENCE  
HATEIiIALS FOIIASIAⅣ  
HINERÅL DUST  

日本人成人男女における周  
期性四肢運動傷害様症状，reS  
tless  
leg様症状，睡眠時頻尿の有症  
率   

葦16回エアロゾル科学  
・技術研究討論会  

Colloq．Spectro5d．Int  
．XXXエ  

同講演要  
旨粟  

Book Df  
Abstract  
S  

b－197  

b－198  弟58回日本公衆衛生学  
会総会  46（10 特別附録  ）  

同抄録集  

b－199  大気中にみる真菌アレルゲ  
ン測定法，ハイポリウム型サ  
ンフラーによる捕集法の適否   

弟49回日本アレルギー 学会総会  広島  アレルギ  48（8，9  ）  
1046  

b－200  

b－201  

b－202  

b－203  

ト204  

送電線周辺家屋内の超低周  
波電磁界レベルの測定結果に  
ついて   

学童におけるスギ特異IgE  
抗体陽性率調査結果について  
第2報   

幹線道路近傍におけるPM2．  
5濃度  

回虫感染の実態把偏につい  
て  

スギ花粉症の全国的疫学調  
査（第4幸摂）  

第58回日本公衆衛生学  
会総会   

葦49回日本アレルギー  
学会総会   

第40回大気環境学会年  

誘58回日本公衆衛生学  
会総会   

第49回日本アレルギー  
学会総会   

大分  

広島  

津  

大分  

広島  

11．10  

11．10  

11．9  

11．10  

11．10  

同抄録粟  

アレルギ  

同講演要  
旨栗   

岡抄録果  

アレルギ  

46（10  
特別附録   

）  

48（8，9   
）  

768  

973  

1こ：こ÷  

671  

ジ‾しl  

新田裕史，  
中井里史（り）  

（＊1横浜国立大）  
中井里史（＊1），  
畑慎一（＊1），新田裕史  
（＊1横浜国立大）  
本田靖（＊り，新田裕史  
（＊1筑波大）   

茂呂八千世（＊1），  
葉山貴司（＊1），  

46（10  
特別附録   

）  

48（8，9   
）  

字井直也  
大森剛也  
実書健策  
野原惨（＊ユ），  
片山昇（♯1），  
永倉仁史（＊1），  
小澤仁（り），新田裕史  
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小林弘祐（＊1），  
今呵責生（＊1），  
雀泰林（＊1），  
本多研也（＊1），  
久保田勝（＊1），  
平野靖史臥  
冨田友幸（＊1）  

（＊1北里大）  

平野捕吏取  
菅野さな枝   

平野靖史臥  
北島宏樹（＊1），  
鈴木和夫（事1）  

（＊1千葉大）  

Anuradha C．Dり  
Hirano S．，Kanno S．   

HiranD SリAnuradhe  
C．DりKanno S．  

0）によるtyrosineのニトロ化  
に対する和吸入の効果  

繊維状酸化チタンを貪食し  
た細胞マクロファージにおけ  
る遺伝子発現の解析   
カドミウムに暴露した肺上  

皮細胞における遺伝子発現  

FLUORIDE 川DUCES  
APOPTOSIS BY CASPASE－3  
ACTIVATTON TN HLr60CELLS   

Expression of  
kro文一20／egr－2gene  
following non－SpeCific  
and holnDphilic adhesion  
in rat alveolar  
皿aCrOphages  

デイ【ゼル排気（DE）が雄ラ  

ットの精巣機能に及ばす影響   

第2回繊維状物質研究  
協議会セミナー   

策70回目本衛生学会稔  

39th  
Amnu．Meet．Soc，Toxico  
l．  
8th  
Int．SyI叩．Noleular  
Biol．Hacrophages’99  

Philadelph  ia   Tokyo  
12．3  

11．6  

Abstract  
S   

8th  
Int．Symp  
．Noleula  
「  
Biol．甑c  
rophages  

’99  

同要旨集  机直美（＊1），  
戸田典子（＊1）  

美留町潤一，  
嵯峨井勝（＊2）  

b－217  

質学会第2同研究発表  
日本内分泌撹乱化学物   

神戸  

田谷一書（＊3），鈴木明  
（＊1東京大，  
＊2青森県立保健大，  
＊3東京農工大）  
福島路生，高村典子，  
謝平（＊1），董根田（♯1）  
立川賢一（＊2）  

（＊1中国科学院，  
＊2東京大）  

血ano K．（＊1），  
Fukushima T．（＊2），  
Matsushige K．  
（＊1Ritsumeikan Univ  
，＊2HirDShima Univ．）  

b－218  中国・東湖におけるハクレ  
ンとコクレンの成長と体型変  
化について  

Evaluating the  
Metabolic Characteristics  
of Lake Water with  
Continuously Measured pH  
and DO  

血experimentalstudy  
an the influence of fish 
on dominarlCe Of  
blue－green algae using  
large outdoor  
COnthnuou5flow－through  
ponds   

弟47回日本生態学会  

b－219  

Manage．Lakes  8th ■ Int．Conf．Conserv．＆   
Copenhagen  
（Denmark）  

8th  
I汀し．Conf  

．Conserv  
．＆  

Manage．L  
akes  
8th  
Int．Conf  
．Conserv  
．＆  

Manage．L  
akes  

1（S6B－5   

）  

b－220  Fukushima T．（＊1），  
AizakiM．（＊2），  
Matsushige Kり  
鮎tsu¶aga C．（＊3），  
Hos8mi軋（＊3），  
血yagiⅨ．（＊4）  
（＊1Hiro5hima Univ．，  
＊2Shimane Univ‥  
♯3TDkyo Univ．Agri．＆  
Environ‥＊4Toho  
Univ．）  

三浦真吾（＊1），  
柏崎守弘（＊1），  
松重一夫（事1島根大）  
松橋層介，寺園浮（＊1），  
森口裕一  
（＊1社会環境システム部）  

松本幸雄，  
伊藤政志（＊1）  

（＊1（社）海外環境協力  
セ）  

五十嵐宏（竃1），  
五十嵐正司（＊1），  
木持謙（＊2），水落元之，  
稲森悠平  
（＊1㈱タケムラ，  
♯2茨城県科学技術振興  

蜘nage．Lake5  8th Int．Conf．Conserv．＆   
Copenhagen  
（Den皿ark）  

1（S5D－6   

）  

GIS利用流域管理システム  
による河川水質予測とその検  
証   
市民参加による異なる環境  

問題間の重要度比較の試み  

東京における光化学オキシ  
ダント過度の長期変動  

土地を利用した「花水路」  
の浄化処理の特性  

策34回日本水環境学会  
年会   

環境経済・政策学会199  
9年大会   

第40回大気環境学会年  

日本水処理生物学会第  
36回大会  

同講演異  

同報告要  
旨栗   

岡講演要  
旨異  

同学会誌  b－224  吹田  別巻（19）  

－320－   
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処理生物学会  水落元之，稲森悠平，  
木持謙（＊1）  

（キ1茨城県科学技術振  
興財団）  

冨永和樹（♯1），  
木持謙（＊2），  
角野立夫（＊3），  
水落元之，稲森悠平，  
戎野棟－（叫），  
松村正利（事1）  

（＊1筑波大，  
＊2茨城県科学技術振興  

財団，  
霊3日立70ラント建設㈱，  

事4東邦大）  

木持謙（＊1），  
冨永和樹（＊2），  
角野立夫（＊3），  
松村正利（＊2），  
水落元之，満点悠平  
（＊1茨城県科学技術振  
興財乱＊2筑波大，  
＊3日立70ラント建設㈱）  

富永和樹（＊1），  
木持詣（＊2），水諸元之，  

に係る温室効果ガ  
36回大会  

日本水処理生物学会第  
36回大会  

スN20の排出ポテンシャルに  
関する考察  

AIcaligenes  
faecalisの導入による硝化・  
脱望能の向上に間する解析評  
価   

同学会誌  別巻（19）  b－226  

別巻（19）  同学会誌  
日本水処理生物学会弟 36同大会  

吹田  AIcaligenes  
faecalisの排水処理プロセス  
ヘの導入における微生物間相  
互作用と生物相の変遷   

b－227  

第34回日本水環境学会 年会  京都  AIcaligenes  
faecallsの硝化・脱望特性の  
解析評価   

b－228  

稲森悠平  
角野立夫  
松村正利  
（＊1筑波大，  
＊2茨城県科学技術振興  
財団，  
事3日立アラント建設  

（株））  

木持譲（＊1），  
冨永和樹（＊Z），  
角野立夫（＊3），  
松村正利（＊2），  
水落元之，稲森燃平  
（＊1茨城県科学技術振  
興財団，  
＊2筑波大＊3日立プラン  

ト建設（株））  

森育子，西川雅高，  
全治（＊1），  
岩坂巻信（＊2）  

（＊1中首友好環セ，  
＊2名古屋大）  
MoriIりNishikwa Mリ  
Morit8M．，Quan H．  
（＊1）（＊1China－Jp爪．  
Friendship Cent．  
Environ．Prot．）  
森育子，西川雅高，  
全治（事1），  
岩坂秦侶（＊2）  

（＊1中日友好環境セ，  
＊2名古屋大）  

第34回日本水環境学会  
年会  

京都  AIcaligenes  
faec81isの導入による高効率  
硝化・脱彗バイオリアクター  
のプロセス開発   

b－229  

第40同大気環境学会年 ＝ミ  炭素同位対比からみた中国 大気エアロゾルの地域的特徴   
b←230  

1st Asia AerosoI Conf．  b－231  Stable carbon isatope 
ratios Df aerosDI  
COllectedin Chilla  

タクラマカンで発生した砂  
塵系大気エアロゾルの化学組  
成  

中国のエアロゾル中の無機  
成分の粒径分布  

内分泌挽乱物質の環境モニ  
タリング   

第16回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

b－232  

策8回環境化学討論会  

日本学術会議50周年記  
念車業  
第5回植物保喜雲・環境シ  
ンポジウム   

第28回日本環境化学会  
講演会  
第29回日本環境化学会  
講演会  
日本内分泌損乱化学物  
質学会第1回研究発表  
会  

同講演要 旨焦   

作物保讃  
関連の内  
分泌撹乱  
物質の実  
態  
同予稿集   

同予稿異   

同要旨集  

森育子，西川雅高，  
全浩（＊1），森田畠敏  
（＊1中日友好環境セ）  
森田昌敏  

LC／MSへの期待と今後の展  
望   
ダイオキシン顆研究の動向  

について   
Determination of  

dioxins and PCBs for  
fe皿tO gra皿COnCentration  
leveis in water 
sanpleusing large volume 
extractDr  

森田昌敏   

森田昌敏   

MatsumuraT．（＊1），  
Yoshie S．（♯1），  
Magara Y．（＊2），  
MoritaM．，Ito H．  
（■3）（♯1Shin－Nip卯n  
HeteorDl．＆Oceanog．  
Consult．Co．Ltdり  
＊2Hokkaido Univ‥  
＊3EnvirDn．Clleln．Div  

一321一   
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第8回環境化学討論会  ヘッドスペースGC   
いた家庭用品中アルデヒド類  
の分析（ⅠⅠ）  

吉川循江（  
山本親男（  
恩田宜彦（  
森田昌敏  
（＊1横浜市衛生研，  
＊2パーキンエルマージ  

ャパン）  

森田昌敏   

森田昌敏  

矢木修身  

高村義親（＊1），  
山田隆史（tl），  
矢木修身（＊1茨城大）   

矢木修身   

Y8giO．  

同講演要  
旨集  
同講演要  
旨集   

同要旨異  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨異  
同要旨粟  

第40回大気環境学会年  
＝言  

第3回分析化学東京シ  
ンポジュウム1999  

機器分析東京討論会  
平成11年度目本水環境  
学会中部支部講演会   

弟15回日本微生物生態  
学金  

策4回畜産生物工学シ  
ンポジウム  
Int．Åquatic  
Environ．Workshop  

Int．Aqu8tic  
Environ．Workshop  

津   

干葉  

福井  

高知  

11．9   

11．9  

11．10  

11．12  

外因性内分泌撞乱物質の発  
生，環境への移行及び蓄積   
環境ホルモンー調査研究の  

現状と分析上の課題  

バイオレメデイエーション  
技術を用いた地下水・土壌の  

b－250   

b－251  

b－252  

b－253  
有ペプチドによ  浄化  L－リジンおよ   

レ  
ミ  

び  
る  

ティス属シアノバクテリアの  
増殖阻害   
環境の修復に微生物を役立  

てる   
Funda皿entalstudies on  

bioremediation  
technologies to clean－Up  
COnta皿inated soil   

BiDremediation of TCE  
c（】ntaminated sDiland  
groundwate「usiれg a  
methan？utiliヱing  
bacterい1瓜   

Quantitative  
deter皿ination specified  
for trichloroethylene  
degrading  
microorganisms，hehylocy5ti  
S Sp．Strain M   
土壌中におけるメタン資化  

性菌のTCE分解におよぽす各  
種栄養物質の影響   

つくば   

つくば  

11．11   

12．2  

b－254   

b－255  

YagiO．，IwasakiX‥  
Kut氾ta K．（＊1）  
（＊1Towa Kag8ku Co．  
Ltd．）   

Shinjo H．（＊1），On血  
K．（＊1）州ya A．（＊1），  
Kitagawa H．（＊1），  
YagiO．，lwasakiK．  
（＊ユEbara Co．）   

久保田克之（＊1），  
郷田浩志（＊1），  
斉藤紀子（＊2），  
平田強（＊2），矢木修身  
岩崎一弘  
（＊1東和科学㈱，  
＊2麻布大）  

今野聴（♯1），  
大橋貴志（＊1），  
矢木修身，岩崎一弘  
（＊1浅野工事㈱）  
YagiOりIwasakiK．  

b－256  

Environ．Workshop  Int．Aquatic   
b－257  

日本農芸化学会1999年  
度大会  

福岡  b－258  

福岡  甘木農芸化学会1999年  
慶大会  

JAPAN－UX WORKSHOP  
BIOREHEDIATION  

Hycobacterium  
Sp．TCE28株のトリクロロエチ  
レン分解に及ぼす各種炭素源  
の影響   

Biore皿ediati〔爪Of TCE  
COnta山nated soiland  
groundwater usibg  
methanotrophs and its 
risk assessment   

Mycobacteriu皿  
Sp．TCE28株のトリク亡仁Eエチ  
レン分解に及ぼすブタノール  
の影響  

汚染土蟻・地下水のバイオ  
レメディエーションとその安  
全性   
小型焼却炉におけるダイオ  

キシン頬の生成実態   

b－259  

TsllBuba b－260  

平成11年度日本生物工  
学会大会  

吹田  b－261  鎌形香子（＊1），  
矢木修身，岩崎一弘，  
今野聡（＊2），  
中原忠常（＊1）  

（り筑波大，  
＊2浅野工事㈱）  
矢木修身，岩崎一弘  

安原昭夫，  
形見武男（＊1），  
安田裕（＊1），  
宮崎徹（♯2），  
奥田俊一（￥3）  

（＊1岐阜県保健環境研  
＊2㈱ニッチクリサーチ，  

＊3㈱高士滞空工業所）  
安原昭夫，山本莫士，  
福井博（＊1），  
安田憲二（＊1），  
立藤綾子（＊2），  
松藤安司（＊2）  

（＊1神奈川県環境科学  

平成11年皮日本生物工  
学会大会   

第10回廃棄物学会研究  
発表会  

発10回廃棄物学会研究 発表会  廃棄物埋立処分地における  
化学物質の挙動解明（第2報）  
塩基性焼却灰中における有機  
リン酸エステル類とフタル酸  
エステル類の挙動  

b－264  

3Z3－   
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環境  焼却・熱分解プロセスでの  
ダイオキシン頼の発生要因  

熱処理過程におけるダイオ  
キシン類の発生   

化学物質汚染－ダイオキシ  
ンと環境ホルモンを中心に－   
廃棄物と環境ホルモン  

環境分析におけるGC／MSの  

役割  

加熱・焼却施設におけるダ  
イオキシン発生のメカニズム   

フォーラム2000  同講演要  
ヒ】   

同講演要  
旨異  
同講演要  
旨集  
同講演予  
稿集  

「環境保全と有害化学  
物質」穿53回講演会  
葦17回環境科字セミナ   

平成11年度兵庫県立公  
害研究所研究発表会  
軍27匝旧本環境化学会  
講演会  
福井大字機器分析セン  
ターMS装置導入記念講  
演会  
1999年座乗京理科大字  
分析科学セミナー「ダ  
イオキシン・環境ホル  
モンによる環境汚染と  
それらの分析法」  
第8回環境化学討論会   

第8回環境化学討論会  

b－266   

b－267   

b－268   

b－269  

b－270  

安原昭夫   

安原昭夫   

安原昭夫   

安原昭夫  

安原昭夫  

京
 
戸
 
京
 
井
 
 

東
 
神
 
東
 
福
 
 東京  要

 
 

演
 
静
集
 
同
旨
 
 

安原昭夫山本黄土   

三好久美子（＊1），  
安原昭夫，森田昌敏，  
西尾建彦（＊2）  

（＊1化学環境部，  
＊2筑波大）  

大野典子（＊1），  
形見武男（＊2），  
加藤邦夫（＊2），  
安原昭夫，宮崎徹（＊3），  
奥田俊「（■4）  

（＊1朝日大，  
＊2岐阜県保健環境研，  
＊3（削ニッチクリサーチ，  
＊4㈱富士清空工業所）  
田辺顕子（＊1），  
安原昭夫，  
貴船育英（＊1）  

（＊1新潟県保健環境科  
学研）  

三好久美子（＊1），  
安原昭夫，森田昌敏，  
西尾武彦（＊2）  

（＊1化学環境部，  
＊2筑波大）  

YamⅢOtO S．，AndD M‥  
SuzukiE．（＊1）  
（♯川atl．Inst．Infect．  
Dis．）  

山元昭二，安藤薄，  
鈴木映子（＊1）  

（＊1感染研）  

山本黄土，安原昭夫   

米元純三   

YDnemOtOJりJana H．  
R．，Sarkar Sり  
KusumegiT．（＊1），  
Tohyama C．（＊2），Sone  
H．（＊1CREST，  
＊2Environ．HealtII  
Sci．Div．）  

ポリカーポネートからのビ  
スフェノールAの溶出挙動   

K－Na合金による有機塩累化  
合物の脱塩素化   

第8回環境化学討論会  小型焼却炉におけるダイオ  
キシン頬の生成実態一新間紙，  
食塩を含浸した新聞紙，努定  
枝の燃焼－   

b一之73  

廃棄物中に含まれる揮発性 有機化合物のスクリーニング   
第8回環項化学討論会  b－274  

第8回環境化学討論会  b－275  
K一帖合金による有機塩素化 合物の脱塩素化  

10th GlobalWarming  
Int．Conf．＆Expo．  

第46回日本実願動物学  
会総会   

第8回環境化字討論会   

弟39回日本臨床化学会  
年会  
日本内分泌撹乱化学物  
質学会第2回研究発表  
三言  

FujiyDSbid  
a  

市川  

北九州  

京都  

神戸  

126  Influence of Heat  
Stress amd Ozone on  
Pulmonary Antibact白rial  
Defensesin Mice   

O〇暴露マウスの肺の抗細  
菌防御能に及ぼす高温環境の  
影響   

ビスフェノールAの塩素水  
中での挙動   
内分泌撹乱物質のリスク評  

価   
Role of the Aryl  

Hydrocarbon Receptor and  
lts Nuclear Translocator  
in a Strainl）ifference of  
CytOchrOme P4501A1 Gene 
Expression IDduced by 
2，3，7，8－Tetrachlorodibenzo  
－p－dioxinin the Rat LIver   
ヒト脂肪組織中ダイオキシ  

ン類の検出と子宮内膜症の重  
症度による差異の検討  

b－276  

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨集  
臨床化学   

同要旨集  

96  

322－323   

156   

128  

b－277  

b－278   

b－279   

b－280  

11．5  

11．7   

1∴ t1   

11．12  
28（Sup pl．2）  

第44回日本不妊学会  h
．
子
彦
 
 

東京  高井泰  b－281  

生月 末永  
弓
昭
 
 

五十嵐敏雄（＊1），  
岡垣竜吾（＊1），  
大須賀穏（＊1），  
藤原敏博（＊1），  
橋本俊次，米元純三  
通山千春（＊Z），他  
（＊1東京大，  

－3Z4   
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メキシコシティの 気汚染の実態と機構  関東支部  
大気質調査部会講演会   

北京林業大学芋術交流   

策2回自然系調査研究  

機関連絡会議  

社会環境システム部  
青木陽二   

者木陽二，  
近田文弘（＊1），  
北村其り（♯2）  

（＊1国立科学博物館，  
＊Z山梨大）  

青木陽二   

新村保子（り），  
桂川孝子（り），  
鈴木清三（り），  
清水裕久（＊1），  
青柳みどり，  
加藤三郎（＃2）  

（＊1住友生命線合札  
＊2環境文明研）  
青柳みどり   

AoyagトUsuiH．   

日本の風景と私の研究  

南アルアスにおいて好まれ  
た植生景観   

北京   

富士吉田  

11．10   

12．2  
ラム・要  
同プログ  旨集  

日本の風景と私の研究  

消費者の環境保全行動に関  
する日独比較  

（社）環境科学会1999年  98韓国磨苑学会特別講 演  こ．  太郎（韓国）   豊橋  

1D∴‖   

11．11  
同プログ ラム  

環境保全にかかる価値観と  
行動の関連についての分析  

IndividualValues arld  
pro－EnvirDIⅧenta1  
8ehaviour：Results rrom a  
Japanese survey   

GLO上IAL ENVIRONHENTAL  
SURVEY：EAST ASIAN RESULTS   

（社）環境科学会1999年   

Asia  
Pac、Assoc．Consu皿．Res  
．2000Conf．   

1999 Open 
Meet．Hum．Dimensio】1S  
Global  
Environ．Change  
Res、Comunity  
1999 Open 
Meet．Hu皿．Dimensio11S  
Global  
Environ．Change  
Res．Community  
1999 Open 
Heet．Ⅲ皿．♪i皿en5jDn5  
Glabal 
EnvlrO¶．Change  
且es．Comunity  
環境経済・政策学会199  
9年大会  

豊橋  

Gold  
Coa5t（Aust   

ralia）  

Haya皿a  

同プログ ラム  
11．11   

‖専∴ 岨  

AoyagトUsuiM．，  
XuribayashiA．（事1）  
（刈皿isseiLife  
Insur．Inst．）   

Ester p．（★1），Vinken  
H．（＊1），Aoyagi－Usui  
M．（＊1Tilburg Univ．  
Netherlands）   

Welch E．Wり  
Aoyagi－UsuiMリ  
Gotoh S．  

新村保子（＊1），  
桂川孝子（＊‖，  
鈴木清三（♯1），  
清水裕久（＊1），  
青柳みどり，  
加藤三郎（＊2）  

（＊1住友生命総合研，  
事2環境文明研）  
青柳みどり   

大井拡   

大井紘   

大井紘，須賀伸介  

c－ 7  

c－ 8  GLOBAL EⅣVIRONHENTAL  
ATTITUDES：A COMPARISON OF  
RESULTS FROH THE  
NETHERuNDS ANDJAPÅN  

ENVIROⅣMENTALLY  
SIGNIFICAガT  
CONStmPTION：ANALYSIS OF  
COMPA〃Y BEHAVlOR 川JAPA対  

日独消費者に見られる環境  
行動のギャップに関する研究   

C－ 9  

C－10  京都  

C－11   

C－12   

C－13   

c－14  

企業に対する信頼と消費者  
行動   
全体と要素  

如何にして扱うべきか   
環境学の構築は可能か  

微妙な判断を求められる公  
吉苦情の取り扱いについて   

環境経済・政策学会199  
9年大会  
（社）環境科学会1999年  
吉  
男3回生酒環境設計シ  
ンポジウム  
（社）日本騒音制御工学  

京 平成11年度研究発表会   

1nt．Stud．Asso．41st  
Annu．Heet．  

1999 Open 
川eet．肋肌DimeJ】5i（）那  
Global 
EnvlrOn．Change  
Res．Community 環境経済・政策学会 

199  
9年大会  

京都   

豊橋   

東京   

東京  

同報告要  
旨集  
同プログ  
ラム  同講演論  
文集  同講演論  
文集Sept  
enber  
1999  

11．g   

ll．11   

12．3   

11．9  

Kawashima Y．  c－15  A Win－Win Strategyin  
Northeast Asia：a Way tO  
SeCuritize cli皿ate and  
energy   

CL川ATE CHANGE AND  
SECURJTyニREGI釧AL  
CONFLICT AS A NEW  
DIMENSION OF 川PACT OF  
CLIMATE CHANGE   

日本企業の海外投資が途上  
国の環境に及ぼす効果に関す  
る基礎的研究   

INFO拙TION A〃D  
COM川JNICATIO〃  

Kawashima Y．  c－16  

山領㈲（＊1），  
棟居洋介（り），  
川島康子  
（♯1東京工業大）  
Gotoh S．  

c－17  

C－18  1999 Open 
Heet．HuIコ．Dimensions  
Globai 
EnvlrC）n．Change  
Res．Communit  

ー326一   
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学会1g99年秋  同学会誌   

同フログ  
ラム・要  

旨異 同学会誌  

環境ジス  
テム研究   

A8STRÅCT  
S  

画像処理による卵形診断－  
（1）卵形解析手法の開発   
面像処理による卵形解析手  

法について  

画像処動こよる卵形診断  
（1）卵形解析手法の開発   
気候モデルのシミュレーシ  

ョン結果を用いた温暖化影響  
評価シナリオ作成について  

Ⅰ皿paCtS Of  
Enviror皿entalchange on  
food securityin亡be  
Asian reglOn  

将来の発展シナリオを考慮  
した地球温暖化による農業影  
響のシミュレーション分析   
レーザープロファイラーに  

よる樹高計測実験一森林バイ  
オマス推定の基礎データとし  
て一   
徳星データによる地表面ア  

ルベドの算定のための大気補  
正及び波長補正   
レーザプロファイラによる  

樹高計測手法の開発   

c－19   

C－ZO  

C－21   

C－22  

c－23  

季大会  
第2回自然系調査研究  
機関連絡会議調査研究  
活動事例発表会  
日本家禽学界1999年度  
秋季大会  
第27回環塊システム研  
究論文発表会（土木学  

会）  

1999 Open 
Meet．HuIn．Dimensions  
Global  
Environ．Change  
Res．Community  
環境経済・政策学会199  
9年大会   

（社）日本リモートセン  
シンク学会第27回  

l社）日本リモートセン  
シンク学会男27回   

日本リモートセンシン  
グ学会策26回学術講演  

（＊1地域グ）  

清水明，高橋惧司（＊1）  
（＊1地域グ）   

清水明，高橋惧司（＊1）  
（り地域グ）  

高橋潔，岡村知恵（＊1）  
松岡譲（■1），原沢英夫  
（＊1京都大）  

TakahashiK‥  
Harasawa Hり  
Hatsuoka Y．（＊1）  
（♯1Ⅹyoto Univ．）  

富士吉田  

鹿児島  

仙台  

Hay鮎阻  

大谷洋（＊1），高橋潔，  
森田恒幸  
（＊1東京工業大）  
高槻幸枝（♯1），  
田村正行，  
沼田洋一（＊1） ♯1 

（7ゾア航測（株））  
超文経，田村正行，  
高橋英紀（＊1）  

（＊1北海道大）  

真屋苧（＊1），  
沼田洋一（＊1），  
斉藤和也（＊1），  
早川清二郎（＊1），  
田村正行  
（＊1アジア航測㈱）  
島崎彦人（＊1），  
小熊宏之（＊2），  
田村正行（＊1パスコ，  

＊2環境健康部）  
林真智（＊1），  
沼田洋一（＊1），  
斉藤和也（＊1），  
安岡善文（簾2），  
田村正行，  
加藤雅胤（＊3）  

（＊1アジア航測㈱，  
＊2東京大，＊3ERSDAC）  

寺岡涛，森口祐一，  
森保文，乙間末広   

等閑淳，和田英樹（♯1）  
（＊1廃棄物政策研）  
Harasaw∈L H．  

同論文集  

同講演会  
論文集  

サブピクセルカテゴリの検  
出方法の検討  

ASTERデータによる湿地分  
布図作成手法の開発－その3－   

日本リモートセンシン  
ク学会第26回学術講演  

日本リモートセンシン  
グ学会第26回学術講演  
会  

千葉  同講演会  
論文菜  

同講演会  
論文集  

c－28  

C－29  

同講演論  
文異   
同講演論  
文集  
ABSTRACT  
S  

第10回廃棄物学会研究  
発表会   

第10回廃棄物学会研究  
発表会  
1999 Open 
Meet．Hum．DilnenSions  
Global  
Environ．Change  
Res．Communiしy  

患澤大学国際研究セン  
ター  
第6回「21世紀の課題  
」研究公開講演会  
（社）環境科学会1999年  
＝て  

比較リスク評価手法を用い  
た容器包装のライフサイクル  
評価   
学校給食用牛乳容器の使用  

実態に関する調査   
Developnent af an 

integrated assessment 
fra皿eWOrk ror environment  
securitV in the Asian 
Reglon   
環境政搾とその経済への影  

響一炭素税の実施とその経済  
的効果一  

温暖化対策がGDPに及ぼす  
影響についてのシミュレーシ  
ョン分析～炭素税の導入と税  
収還流策に関する政策の比較  
分析   
温暖化対策が各産業に及ぼ  

す影響についてのシミュレー  
ション分析～炭素税の導入と  
税収還流矧こ関する政策の比  
較分析   

tSO14QOl審査登録と企業の  
環境パフォーマンスの関係   

日引取  c－ 33  

豊橋  C－34  日弓l耳念，ロナルドD．  
サンズ（＊1）  

（＊1Battelle－Pacific  
Northwest Natl．Lab．）   

日引聡，ロナルドD．  
サンズ（＊1）  

（＊1Battelle－Pacific  
Northwest Natl．kb．）   

森保文，竜柳みどり，  
エリック  
ウエルチ（＊1）  

（りIllinois State  
Univ．）  

森保文，  
亀卦川幸治（＊1），  
乙間末廣，寺園浮  
（＊1新エネルギー・産業  

豊橋  （社）環境科学会1999年  
石  

c－35  

（社）環境科学会L999年  

c－36  

エネルギー資源学会第 18回研究発表会  

東京  全国及び東京に］封ナる未利  
用エネルギー利用による省エ  
ネ効果の推計  

C－37  

一3Z7－   
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森保文，青  
エリック  環境経済 9年大会  

4001認証取得が企業の  政策学会199  
環境パフオ→マンスに与えた  
変化  

自動車用バンパリサイクル  
システムのライフサイクルア  
セスメントによる評価  

インパクト評価の基本的視  
点－どのインパクトがなぜ重  
要かを誰が決めるのか－   
排出・吸収日録の作成とそ  

の手法一二酸化炭系；エネルギ  
ー・工業プロセスを中心とし  
て－   

GISを用いた環境リスクの  
評価と管理のための情報シス  
テムの開発   

ウエルチ（＊1）  

（＊1Illinoi5State  
Univ．）  

幕田実（＊1），森口祐一  
安田八十五（＊2）‥  
末野玉穂（＊2）  

（＊1本田技術研，  
＊2筑波大）  

森口祐→  

森口祐一  

C－39  
弟10回廃棄物学会研究 発表会  大宮  

1nt．Comp．LCA  
Hethodologies   

第40回大気環境学会年  

（社）環境科学会1999年  C－42  森口祐一，田辺洪（＊1）  
松本幸去任（＊1），  
桜井健郎（＊1），  
松橋啓介（＊1），  
中杉修身（＊2），  
片谷教孝（＊3），  
川原博満（＊4），  
松田7（＊4）  
（＊1地域グ，  
＊2化学環境部，  
＊3山梨大，  
＊4富士通FIT）  

南東規介（＊1），  
東野淫（＊1），  
笠原三相夫（＊1），  
森口祐一（＊1京都大）  
Morita T．  

インフラストラクチャーを  
考慮した電気自動車のインベ  
ントリー分析  

Energy exporters  
VS．1mpOrterS   

エネルギー・資源学会  
発18回研究発表会  

Proc．IPCC  
Expert．鮎et．Econ．Imp  
act Mitigation Meas．  

IPCC Expert  
Meet．Stabilisation  
＆Mitigaいon  
Scenarios  
Int．Heet．Energy  
Technol．＆ Financ．  
Sustainable  
Dev．Chi11a  
EMF Hiorkshop 
Clim．ChangeImpacts  
＆lntegrated  
Assess．   

GENES－3  

東京  同講演論  
文集  

ECONOMIC   
川PACT  

MITIGATI  
ON  
MEAStJRES  
Summary  
Report  

Hague（Neth  
erlands）  

c－45  Morlta T．  Presentation of  
Stabilisation Scenarios  
by Different Modelling  
Tea皿S   

Building Capacity from  
Integrated Assessment  
Viewpoint  

Representing Technology  
Scenariosin the A川  
lntegrated MDdel and 
tわejr Appljcaい8月とo  
Post－SRES   

Long－tern Develop皿ent  
SceIlarios and Cli］1ate  
Change   

Clinatie Stabilization  
Scenarios based on SRES  
ト、l＝   

Cal、b【）刀Taズfr（）皿a  

P81icy Viewpoint   
Eco－pOlicylinkage   

lCOpenhagen 

C－ 46  Morita T．  Beijing   

Mor・ita T．  

C－48  

C－49  

c－ 50   

c－ 51  

Morita T．  

Morita T．  

MDr・ita T－   

H8rita T．，Kainuma M．  
，Matsuoka－Y．（＊1）  

（＊1KyotD Univ．）  

森田恒幸  

森田恒幸   

森田恒幸  

Tokyo  

New York  

TolrγO   

Haya爪a  

ABSTRACT  
S  

11．11  

12．2  

ユ2．3   

11．6  

UN Global Modeling 
Forum Meet．   

WDrksbop Carbo刀Taズ   

1999 Open 
Heet．HL皿．Di】ⅡerlSions  
Global  
Enviro爪．Change  
Res．Co皿munity  
シンポジウム  
地球温暖化への取組み  
：京都議定者を受けて  
第37回原子力総合シン  
ポジウム  
環境科草紙合研究所  
平成11年度環境月間記  

ABSTRACT S  

地球温暖化への取組み：京  

都議定書を受けて  

地球温暖化問題とその対応  

地球温曖化問題と対応シナ  
リオ  

地球温暖  
化への挑  
戦  
同予稿栗   

岡年報  

h328－   
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環境投資  
－21世紀  
に向けて  
環境と経  
済をどの  
ように統  
合するか   

ERINA  
REPORT   

同報告資  
料   

同報告要  
旨集  

同調演要  
旨■沌  

新しい環境産業政策が今求  
められている  

環境投資シン  

新潟・北東アジア経済  
会議2000   

策3回IGES地球温暖化  
対策オープンフォーラ  
ム  
環境経済・政策学会199  
9年大会  

1999年度日本地球化学  
会年会  

北東アジアの地球温曖化防  
止：エネルギー資源の効率的  

利用   
ÅⅢを用いた二敢化炭素排  

出削減のシミュレーション分  
析   
環境産業としての情報産業  

の発展の可能性に関する基礎  
的研究  

ダイオキシン類用環境標準  
物質の作成について   

森田恒幸  

森田恒専  

横居洋介，伊藤博臣，  
森田恒幸   

化学環境部  
伊藤裕康，  

c－56  

c－57  

C－ 58  

d  

d－1  

174－175  

113－114  

楠本俊次  
安原昭夫  
申杉修身  
森田昌敏  
（＊1地域グ  

環  現場型濃縮装置を用いた  

境水中の低濃度レベルダイオ キシン顆の定且   大塚俊晶（＊1），  
眞柄泰基（＊2），  
森田呂敏（＊3），  
伊藤裕康  
（＊1新日本気象海洋㈱，  
＊2北海道大，＊3地域グ）  
村瀬秀也（＊1），  
佐々木裕子（＊2），  

葦8回環境化学討論会  水生昆虫（ザザ虫）のダイオ  
キシン類分析法の検討   

d－ 3  

中村朋之 植野康成 内藤季和  

橋本俊次（＊6），  
伊藤裕康  
（＊1岐阜県保健局墳研  
＊2東京都環境科学研，  
＊3宮城県保健環境セ，  
＊4長崎県衛生公害研，  
簾5干葉県環境研，  
＊6地域グ）  

中村朋之（＊1），  
佐々木裕子（＊2），  
村瀬秀也（♯3），  
内藤孝和（＊4），  
植野康成（＊5），  
橋本俊次（＊6），  
伊藤裕康，  
森田昌敏（＊6）  

（＊1宮城県保健環境セ，  
＊2東京都環境科学研，  
＊3岐阜県保健環境研，  
＊4干葉県環境研，  
＊5長崎県衛生公害研，  
＊6地域グ）  

鈴木滋（＊1），  
村山等（＊2），  
半野勝正（＊3），  
宮崎雅弘（＊4），  
常藤透朗（瑚，  
大高広明，  
楠本俊次（＊6），  
伊藤裕康，  
森田昌敏（霊6）  

（＊1宮城県保健環境セ，  
＊2新潟県保健環境科学  
研，  
＊3干葉県廃棄物情報技  
術セ，  
＊4茨城県公害技術セ，  

第8回環境化学討論会  
底質中におけるダイオキシ ン類分析の検討   

d－ 4  

第8回環境化学討論会  
ダイオキシン類の大気への 揮故に関する検討  

d－ 5  

一329一   
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9th  
Int．Conf．Harmful  
Algal Blooms 

HICROCYSTIN－AW，A NEW  
MICROCYSTIN VARIANT  
ISOuTED FROH  
CYANOBACTEIiIAL  
WATERBLOOMS 川THAILAND  

bng－Term environ】1ental  
changes in Lake Baikal 
region－BaikalDrilling  
Project   
パイカル湖の湖底泥を用い  

る長期環境の解析に関する国  
際共同研究   

CONFIR凡ATION OF DUAL  
HECHANISM OF METHYL  
IⅣrRODUCTIONlⅣ  
BREVETOX川  
BIOSYNmESIS：COMPREHENSIVE  
INTERPRETATION OF  

DINOFLAGELLATE POLYKETIDE  
BIOSYNmESIS   

Appiication of 
nicrawave induced plasma 
ⅦaSS SpeCtrO皿eter aS  
element specific detector・  
for arsenic speciation  
analy51S   

Esti皿ation of  
Arsenobetaine in Hunan 
Urine By HPLC－ICP－MS   
Using Different  
Chromatographic Conditions   

（＊1），Keovara L再2）  
（♯1TISTR Thailand，  
＊2Chiang Mai  
PrDVincial  
Waterwork Authority  
Thaりand）  
河合崇欣  d－ 7  Int．WDrksh叩  

Sl】Stainable  
Watershed   

シンポジウム’99「明  

日をめざす科学技術」  
Part2  
9th  
Int．Conf．HarⅦful  
Algal Bloams 

大津   

東京  

Hobart，Tas   
mania  

河合崇欣  

Sano T．，ShenJ．（＊‖  
Shimizu Y．（＊1）  
（＊1Univ．Rbode  
Island）  

第9回ヒ素シンポジウ ム  

Hi rnshina d－10  Chatteりee Aり  
Shibata Y．，  
YoshinagaJ．（＊1），  
Horita M．（ホ2）  
（＊1Univ．Tokyo，＊2Reg．  
Environ．Div．）  
Chatterjee A．，  
Shibata Y．，  
YoshinagaJ．（＊1），  

CITAC’99   

Jpn．SyⅦp  
．P【－aCt．R  

ealizatl  
On  

Metrol．C  
heln．21st  
Century  

CITAC’99  
Jpn．Sylnp．praCt．Reali  
ヱation  

Metrol．Chem．21st  
Century  

Tsukuba  d－11  

Morita M  

（＊1Univ．Tokyo，＊2Reg Environ．Div．）  

＾pplications of Coupled  
ChromatDgraphy－Inorganic／1  
SOtOpic Mass SpectrDmetry  
in EnvironmentalResearch   
イカ肝臓を指標とした海洋  

における有機スズ化合物モニ  
タリング  

8th Meet．Indian  
Soc．Hass Spectrom．  

第8回環境化学討論会  

ハイデラハ、、－ド  d－12  Shibata Y．  

今博幸（＊1），柴田康行，  
吉永淳（＊2），  
森田員敏（＊3），  
田中博之（＊4），  
谷津明彦（叫）  
（＊1㈱環境研究セ，  
＊2東京大，♯3地域グ，  
両国立遠洋水産研）  
柴田康行  

柴田康行，今博幸（＊1），  
小森住美子，  
梅津千恵子，堀口敏宏，  
吉永淳（＊2），  
小城春雄（＊3），  
神和夫（珂）田中博之（＊  
5），森田昌敏（凄6）  
（＊1㈱環境研究セ，  
＊2東京大，＊3北海道大，  
＊4北海道衛生研，  
＊5匡】立遠洋水産研，  
＊6地域グ）  

今博幸（り），柴田康行，  
吉永浮（＊2），  

d－13  

窮10回日本微丑元素学   第8回環境化学討論会  

同プログ  
ラム・抄  
録異  
同講演要  
旨果  

環境中ヒ責の化学形態  

海鳥の有機すす汚染   

イカ肝臓を指標とした海洋  
における有機スズ化合物モニ  
タリング  

第8回環境化学討論会  d－16  

森田昌敏（＊  

田中博之（  
谷津明彦（＊3  
（事1㈱環境研究セ  
＊Z地域グ．  
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海鳥の有機すず汚染  
小森住美子，  
梅津千恵子，堀口敏宏，  
吉永浮（＊2），  
小城春雄（＊3），  
神和夫（叫），  
田中博之（再右  
森田昌敏  
（＊1環境研究セ，  
＊2東京大，＊3北海道大，  
河北海道立衛生研，  
♯5国立遠洋水産研）  
HoriuchiK．（＊1），  
馳bayashiK．（＊1），  
Hatsuzaka H．（事1），  
Nakamura T．（＊2），  
Shibata Y．（＊1Univ．  
Tokyo，＊2Nagoya Univ．  
）  

Shit）ata Y‥TanakaÅ．  
，Yoneda MりK皿e H．，  
Ueh汗o T．（事1），  
Morita H．（蓼2），  
KobayashiK．（＊3）  
（＊1，＊2Reg．Environ．  
Divり＊3Univ．Tokyo）  
Uchi血M．（事1），  
Shibata Y．川inoura  
R．（＊2），KawamⅥraR．  
（＊1），Yoneda M．，  
HukaiH‥Tanaka A‥  
UehirD T．（＊3），  
Morita M．（＊4）  
（ホ1Hokkaido Univり  
＊2Tohoku Univ．，＊3，  
叫且eg．Environ．Div．）  
ShiraishiH．  

8th  
Int．Conf  
．Accel．H  
aSS  
Spectro皿  

8ttl  
Int．Conf  
．Accel．M  
aSS  
SpectroIn  

8th  
Int．Conf  
．Accel．班  

a5S  
Spectrom  

Cli皿ate－induced  
fluctuations oflOBe  
concentration in Lake 
Baikalsedi皿entS  

8th  
lnt．Conf．Accel．Hass  
Spectrom．  

d－18  

lqBe一之8Al¶ethod for  
age deterInination of  
SedimenレCOre Sa皿ples  
fro皿Lake Baikal   

SpectroⅢ．  8ttl Int．Conf．Accel．Hass   
d－19  

Preparation for  
radiDCarbon analysis of  
indivi血alD柑anlご  
CO甲OundsfroⅢSediments  
uslng Preparative  
Capillary gas  
Chromatogr8phy（PCGC）at  
NIES－TERRA  

Environ爪entalAnalysis  
of E¶dDCTine Disruptors  
in Japan 

Spectro軋  8th Int．Conf．Accel．Mass   
d－20  

Korea－Jp  
n．Coop．J  
t．Semon．  
End【）Cr．D  

isruptor  
S  

同プログ  
ラム・ア  
ブストラ  
クト菜  
同要旨集  

閑n．Endocr．nisruptc〉r  Korea－Jpn．Coop．Jt．Se  S  
d－21  

神戸  第2回内分泌撹乱化学  
物質問題に関する国際  
シンポジウム   

日本内分泌撹乱化学物  
質学会第2同研究発表  

第8回環境化学討論会  

計測技術の諸問題   d－22  白石貴明  

神戸  白石寛明，白石不二雄  
永洞真一郎（＊1），  
森田昌敏（＊2）  

（＊1北海道環境科学研  
究セ，＊2地域グ）  
白石寛明，  
横田弘文（＊1）  

（＊1（財）化学品検査協  
会）  

白石克明  

水中ステロイドホルモンの  
NCI－GC／MS分析法の開発とそ  
の応用  

メダカコリオゲンmRNAのTa  
qManシステムによる定量法  

内分泌撹乱化学物眉の分析  
上の課題   

d－Z3  

同講演要  
旨柴  

内分泌手覚  
乱化学物  
質研究発  
表会一内  
分泌撹乱  
化学物質  
調査研究  
の進展と  
課題  
同講演要  
旨果  
同講演要  
旨粟  

d－24  

東京  内分泌混乱化学物質研  
究発表会  

d－25  

国内の環境ホルモンの検出  
状況   
発光種菌退伝毒性試験を用  

いた簡便な大気モニタリンク  
手法について  

葦10回環境科学会セミ  
ナr  
売40回大気環境学会年  白石寛朋  白石不二私白石克明  

黄業茹（♯ 後藤純雄 西川雅高  

（＊1中日友好環境保護  
セ，＊2国立公衆衛生院  
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発光uIDuテストの簡易化手  
法による環境試料の変異性測  
定法の検討   

環境変異原学会28  
後藤純雄（＊2），  
遠藤治（＊2），  
小田美光（＊3），  
白石不二雄，  
矢野博文（＊1），  
石井忠浩（＊1）  

（￥1東京理科大，  
＊2公衆衛生院，  
＊3大阪府公衛研）  
白石不二雄，白石寛明，  
西川淳一（＊1），  
西原力（＊1），  
森田昌敏（＊2）  

（＊1大阪大，＊2地域グ）  
白石不二雄，白石貴明，  
山本黄土（♯1），  
安原昭夫（♯ユ），  
笹井春雄（＊2），  
川又秀一（＊2），  
佐藤文子（＊2），  
後藤純雄（♯3）  

（＊1地域グ，  
＊2長野県衛生公害研，  
＊3匡！立公衆衛生院）  
Seyam且HりSoma M．  
（＊1），Nanjyo M，（＊2）  
（＊1Univ．ShiヱuOka，  
象2Tohoku Univ．）  

相馬悠子，  
相馬光之（＊1），田中敦，  
河合崇欣  
（＊1静岡県立大）  
田中敦，堀口敏宏，  
伊藤裕康，  
橋本俊次（＊1〉，  
安原昭夫（＊1），  
森田昌敏（＊1），  
吉永淳（＊2），  
岡本研作（＊3）  

（＊1地域グ，＊2東京大，  
＊3物質研）  

Tanaka A．Taka皿atSu  
T．（♯1），Ⅳaka皿a A‥  
Y8ShinagaJ．（才2），  
Oka血OtO K．（＊3）  
（＊1Water＆Soil  
Environ．Divり＊2Univ．  
Tokyo，＊3Natl．lnst．  
Mater．＆CheⅦ．Res．）   

Tanaka AりYonada M‥  
Uchida MりUehiro T．  
（＊1），Shibata Yり  
Horita M．（＊2）（il，  
＊2Reg．EnvirDn．Div．）   

小林真由美（＊り，  
谷幸則（＊1），  
相馬光之（＊1），田中敦，  

瀬山春彦  
（＊1静岡県立大）  
田中敦，吉永淳（＊1）  
（♯1東京大）  

神戸  日本内分泌撹乱化学物  
質学会第2回研究発表  

策8回環境化学討論会  

マイクロプレート培養法に  
よる簡便な酵母Two－Hybrid  
Systemのエストロゲンアヅセ  
イ法の開発  

発光御薗遺伝属性試願によ  
る廃棄物埋立地浸出水の薫性  
モニタリングー季節的変動－   

d－29  

r394－395  d－30  

Depth Profiling of  
随turally Werthered  
Biotite  

増額物中の植物プランクト  
ンの安定なマーカー，Steryl  
Chl（】rin EsLers  

化学形態・有機物質に関す  
る環境標準物質の現状と動向   

S川S12  d－ 31  

1999年度日本地球化学  
会年会  

1999年度日本地球化学  
会年会  

d－32  

111－112   d－ 33  

CITAC’99   

Jpn．Symp  
．Pract．R  
ealizati  
On  

Metrol．C  
hem．21st  
Centu「y  

8th  
Int．Conf  
．Accel．H  
aSS  

Spectro皿  

由講演要  
旨集  

Tsuklユba  CITAC’99  
Jpn．Sy叩．Pract．Reali  
zation  

S   

Century  

Reference Values for  
the Ele皿entS Of tow  
Sedi肌ent Reference  
Materials Produced by NIE   

d－34  

Recent advancesin14c 皿eaSurement at NIES－TERRA   

8th  
Int．Conf．Accel．Mass  
Spectro皿．  

d－35  

倉敷  第43回粘土科学討論会  岩石の化学風化における元  
素の率出と表面層の化学組成  
変化  

イオンカウンティング型マ  
ルチコレクターICP－MSによる  

同位体比測定   
長石の化学風化の過程一硝  

酸水溶液との反応による元素  
溶出と表面組成変化－   

d－36  

日本分析化学会衆48年  
コ：て   

第43回粘土科学討論会  

相馬光之（＊1），  
本間卓也（＊2），田中敦  
瀬山春彦  
（＊1静岡県立大，  
＊2東京理科大）  
中杉修身  壌  

シンポジウム  
WATOC’99，5th World  

T  

Chem．  

水環境基準の見直しと土  
・地下水汚染対策  

In十－Organic  
COmplexes：Abinito and DF  

Arulmozhiraja S‥  
FujiiTりTokiwa  
H（ホ1）．（＊1RikkyD  
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99．5th World  ectron Affinity  

Congr．Theor．Oriented Chem．  
FujiiT．，YonemotoJ  
（机），Taka皿iH．（＊2），  
Tokilヾa H（＊2）．  
（事1Reg．Environ．Div．  
♯2Rikkyo Univ．）  
FujiiTりKistli杭，  
（＊1），Arulmozhiraja  
S．，KareevH‥Ya舶da  
T．（＊10ya皿a Natl．  
CDll．Tech．）  
KishiH．（＊1），Fujii  
T．（＊10ya皿a甑tl．  
Coll．Tech．）  

Tetrachlorinated  
Dibenzo－prdioxins，2，3，7，8r  
，1，2，3，4－，and  
l，3，6，8－，TCDDs  

Analysis of products  
from a C2H2／陀Microl帽Ve  
Discharge：New Nitrile  
Species  

Hyperthe川alNegatlve  
Surface ionizatian Mass 
SpectroⅦ巳try Of Acetyl  
Dervativ巳S   

TheoreticalStudy（汀  
For皿ation Mechani51〕Of  
Dibenzo－p－dioxins  

47th ASMS  
Conr．Hass．Spectrom．  

d－4Z  

47th ASHS  
Conf．Mass．Spectro皿．  

WATOC’99，5th World  
Congr．Theor．Oriented  
Chem．  

d－43  

Tokiwa H．（＊1），  
TakamiH．（＊1），  
Arulmozhiraja S‥  
FuJiiTりYoneロOtOJ．  
（＊2）（＊1RikkyD Univ．  
，＊2Reg．Environ．Div．）  
杉本綾子（＊1），  
高橋勇二（＊1），  
三浦卓（＊1），堀口破宏，  
柴田康行  
（＊1東肩薬科大）  
堀口敏宏   

こ  
堀口敏宏，白石発明  

d－44  

観   
会・バイオアツセイ研  
究会合同研究発表会  

第5回日本環境毒性学  
会十バイオアヅセイ研  
究会  

態  
究発表会  

東京  イボニシの中枢神経系の   d－45  

同講演要  
旨集 一   

内分泌撹  
乱化学物  
質研究発  
表会一内  
分泌才覚乱  
化学物質  
調査研究  
の進展と  課題一  
同講演要  
旨黒   

海産腹足類のインポセック  
ス  

巻貝の性転換の機構と実  
の解明   

第8回環境化学討論会  
海産腰足類のインポセック スの種間差   

堀口敏宏，超願書（＊1）  
白石寛明，柴田康行，  
森田昌敏（＊2），  
清水誠（ホ3），陸明（＊4）  
山崎素直（＊4）  

（キ1熱水大，蛇地域グ，  
＊3［］本大，叫東京大）  
HoriguchiT．  

d－48  

Eo「ea－Jp  
n．CoロP．J  
t．Semon．  
End（〕Cr．D  

isruptor  
S  

同要旨果  

mDn．Endocr．Disruptor  Korea－Jpn．Coop．JL．Se  5  
Organotin Contamination  

and Endocrine DisrupLion  
in Gastropod Mollusks   

d－49  

質学会第2回研究発表  
日本内分泌撹乱化学物  会  

神戸  Pre5ent Status on  
Organotion Contamination  
andImpDSeXinJapanese  
Gastropods   

HoriguchiT‥Cho H．  
S．（＊1），Sakuma T．  
（＊2），Sbir8ishiHり  
Shibata Y．，Morita M．  
（＊3hShimizu M．（叫）  
（♯1Yosu Natl．Univ．  
Korea，■2Miyagl  
prefect．CeTlt．  
Environ．Health Resり  
＊3Reg．Envi「on．Divり  
叫NihDれUniv．）  
HoriguchiT．，Ⅸojl皿a  
M．，Kaya H‥  
Shiraishi上i‥  
Stlib8ta YリMorita帆．  
（＊1），HirDSe H．（事2），  
Shilniヱu M．（＊2）  
（＊1Reg．Environ．Divり  
＊2Nihon Univ．）  
HoriguchiT．  

d－ 50  

質学会第Z回研究発表  日本内分泌撹乱化学物  ■■－ 二．  
神戸  Endocrine Disruption in 

Abalone：Studie50n  
Population Decline and  
Reproductive  
Abnormalitie51†ith  
Relation to Organotion  
C（〕ntaminatiol1  

0rganotin CDmpOunds and  
ll叩OSeX aS  
Masculinizationin Female  

d－ 51  

r．Disruptors＆  5th Korea－Jpn．Symp．Endoc  Hum．Life  
d－52  
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1996年から1g98年に採集さ  
れたイポニシにおけるインポ  
セヅクスの出現状況～第三次  
全国実態調査結果－   

平成11年度日本  
佐久間隆（＊2），  
小嶋光治（＊3），  
白石寛明，柴田康行，  
森田昌敏（叫），  
広瀬一美（＊3），  
清水誠（＊3），陸明（＊5）  
他（＊1腰水大，  
＊2宮城県保健環境セ，  
＊3日本大，＊4地域グ，  
＊5東京大）  

HoriguchiT．，lⅢaiT．  
（り），TakiguchiN．  
（＊‖，Cho HS．（＊2），  
Kojima M．（＊3），Kaya  
H‥ShiraishiH．，  
Horita H．（＊4），  
hiro苧eH・（＊3）】  

ShimlZu H．（＊3）  
（＊1Kan8gaWa Prefect．  
Res．lnst．Fish．Sci．  
＊2YosuⅣatl．Univり  
＊3Nihon Univり＊4Reg．  
Environ．Div．）  

堀口敏宏，超願書（＊1），  
白石克明，柴田康行，  
森田昌敏（＊2），  
清水誠（事3），陸明（＊4），  
山崎素直（＊4）  

（＊1農水大，＊2地域グ，  
紹日本大，叫東京大）  
Suliman F．E．0．（＊1），  
SDma Y．（＊1Sultan  
QaboDS Univ．）  

会春季大会（日本農学 大会水産部会）  

REPRODUCTIVE CYCLE 川THE  
GIANT ABALOⅣE，1ALIOTrS  
TESTIS－OVARY AND      MADA且A   

Responses  
蜘「．Org．（PR川010）  10th Int．Symp．Pollutant  

WILLIAMSI∋U RG（VIRG川I   A）  

d－54  

第8回環境化学討論会  
海産腹足類のインポセック スの確聞差   

d－55  

At－Line Methodogy  
DevelopTment and  
AutoI】ation Df Carbonyl  
Com印unds Determination  
in Air Using an  
Integrated PrepStaticm  
GC－NPD Sysyem   
大気中臭化メチルの観測と  

グローバル収支の見積もり   

Proc．22nd  
Int．Symp．Capillary  
Chromatog．  

Proc．ZZn  
d  

Int．Symp  
．Capilla  

ry  
Chromato  

g．  
同講演要  
旨集  

d－56  

1999年度日本地球化学 余年会  

横内陽子，  
町田敏暢（＊1），Barrie  
L．A．（＊2），  
Toom－Sauntry D．（＊2），  

野尻幸宏（＊1），  
藤沼康実（＊3），  
犬塚澤子，李紅翠（＊4），  
秋元肇（＊4），  
青木周司（■5）  

（＊1地球グ，  
＊2AES（カナタ小），  
＊3地球セ，叫東京大，  
＊5東北大）  

YDkouchiY．，Nojiri  
Y．（＊1），Barrie L．A．  
（＊2），Toom－Sauntry D．  
（＊2），ぬchi血T．（＊1），  
lnuzuka Y．，Akimoto  
H．（＊3）JiH．－J．（＊3），  
Fujinuma Y．（叫），  
AoklS．（＊5）  
（＊1GlobalEnviron．  
Div．，＊2，AES Cana血，  
＊3Univ．Tokyo，＊4Cent．  
GIDbalEnviron．，Res．  
＊5TohDku Univ．）  

米田乱個中敷，  
柴田康行，  
植弘崇嗣（＊1），  
森田昌敏（＊2），  
内田昌男（＊3），  
吉永淳（＊4）  

（♯1国際室，＊2地域グ，  
＊3北海道大，＊4東京大）  
米田穣，福崎昌裕（＊‖，  
吉永浮（♯1）  

d－57  

Gl（）bal工）istribution of  
MethylChloridein the  
Atmosphere   

AGU1999Fall Meeting  d－58  

窮53回日本人類字会大  
会シンポジウム「肉食  
をめくって」  

長野県栃原岩陰追跡出土人  
骨の放射性炭素年代測定およ  
び同位体食性分析   

東京  d－59  

第53回目本人類学会大 会シンポジウム「肉食  

東京  タンパク質に記録された食  
生活：肉食率は復元できるか  

d－60  

一334一   
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8th  
Int．Conf  
．Accel．M  
aSS  
Spectrom  

Spectrom．  8th Int．Conf．Accel．Hass   reservoir ages in the 
Western North Pacific   

H．（＊1），Van Der  
PlichtJ．（＊Z），  
UchidaMりTanakaAり  
Uehim T．（＊3），  
Shibata YりHorita H．  
（叫），Ohno T．（＊5）  
（＊川ag？yaUnivり  
＊2Gronlngen Univ．  
Netherlands，事3，  
叫Reg．Environ．Divリ  
＊5Kyoto Univ．）  

環境健康部  
青木康展，西村典子，  
佐藤雅彦，遠山千春   

SatD H．（＊1），Sone H．  
（＊2），SagaiH．（薫2），  
SuzukiXT．（＊1），Aoki  
Y．（＊1Chiba Univ．，  
＊2Reg．餌viron．Div．）  
佐藤陽美（＊1），  
曽根秀子（＊2），  
嵯峨井勝（＊2），  
鈴木和夫（＊1），  
青木康展（＊1千葉大，  
＊2地域グ）  

Matsumoto Hリ  
Inagawa M．（＊1），Aoki  
Y．（＊1（】saka Uttiv．）  

大阪  

W8ShingtDn  
D．C．  

メタロチオネイン’99  
（葦2回メタロチオネイ  
ン研究会）  

1999  
Environ．Mutagen  
Soc．Meet．  

吸  
MSJpn．）弟28同大会  

イムノブロッテインクによ るメタロチオネイン検出法の  
改良  

ⅠⅣC且EASEⅢ＝肌TATIOⅣ  
FREQUENCY川LUⅣG OF BIG  
BLUEIiAT CAUSED BY  
EXPOSURE TO DIESEL E㍊AUST  

ディーゼル排気ガス（DE）  
入暴露によるBig別ue Rat  
肺における突然変異頻度の増  
加  

岐阜  e－ 3  

Philadelph  ia  Identification of an  
enhancer ele皿ent required  
for expressiDn Of class  
Pi glutathione 
S－tranSferase gene by a  
CO－planar polychlorinated  
biphenyl   
トランスジェニックゼフラ  

フィッシュ胚を用いた変異原  
性の検出   

DevelDpmeTlt Of  
Transgenic Zebrafisb for  
Detecting Mutagens in 
陶ter   

トランスジェニックゼブラ  
フィッシュ胚を用いた変異原  
性の検出   
水環境汚染モニタリングに  

用いるトランスジェニヅクゼ  
ブラフィヅシュの開発   

Behavioral  
pharmnacology of  
plant－derived substances  
（5）Antlconflict effecLs  
of rose oilandits  
ingredientsts 

39th Annu．Meet．Soc．To】くico l．  
e－ 4  

日本環境変異原学会（E  
MSJpn．）第28回大会   

内分泌渡乱化学物質メ  
ダカ試験国際シンポジ  
ウム   

第5回日本環境毒性学  
会・バイオアツセイ研  
究会合同研究発表会  
（財）染色体学会第50回  
記念大会   

第73回（社）日本薬理学  
会年会  

天沼害実子，青木康展  

血anⅥ刊a寵りÅokiY．  

天沼喜美子，青木康展  

天沼善美子，青木康展  

Umezu T．，Nagan8K．  
（＊1），Ito H．（＊1），  
Ya】□akoshi軋（＊2），  
00uChiH．（＊2），  
Sakaniwa M，（＊3）  
く＊1Envlron．Clle恥．niv  
，＊2Tsukuba Univ．〉  
梅津豊司  

82（Sup pl．Ⅰ）  Jpn．」．Ph  
armacol．  

第Z9回日本神経精神薬  
理学余年舎  

弟40回大気環境学会年  
二．  

307  広島   植物由来物質の行動薬理学  
的研究（Ⅳ）：各級植物精油が  
マウスのケラー型コンフリク  
ト行動に及ぼす作用   

粒子1犬物質の健康影響に関  
する疫学研究の動向と課題1．  
影響評価に係わるデータ収集  
＼解析一死亡データ等既存統計  
資料についての検討一   
幹線道路沿道における浮遊  

粒子状物質の特性一P佗．5，PMl  
Oの関連性について－   

Evaluatiorl（）f th巳  
effects of prGteCし  
lneasure against UV 
ex匹Sure tO the ey巳   

Ex匹Sure aSSeSSm巳nt  
against UV  
radiation－Reevaluation  
for the effects of s（〕me  

e－10  

202－203  小野雅司  e－11  

第40回大気環境学会年  
コ三   

1st Cataract  
Assess．Modalities＆  
Epidemiol．   

国際ワークショツブ  

津  

StockhDl皿  

11．9  

11．7  

同講演要  
旨集   

Abstract  
S  

小野雅司，  
新田裕司（＊1）  

（＊1地域グ）  

On8HりShi皿izu A．  
（＊1）（＊1Soc．＆  
Environ．Syst．piv．）  

小野雅司，清水明（可）  
（＊1社会環境システム部）  

e－14  

rotection measures  
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1nt．Symp  
．Ambient  
Fine  

Particle  
s ＆  
Health  
同講演要  
旨発  

Relationship to Diesel  
E二てわaust and Aユ】ergjc  
Diseases  

脳メタロチオネインの水銀  
化合物による誘導とアイソマ  
一分懸崖皇の試み   

Fine particles＆  
〃ea】抽  

安武章（＊1），  
永野匡昭（＊1），  
佐藤雅彦，遠山干乱  
平山紀美子（事2）  
（＊1国立水俣病総合研  
究セ，＊2努巨木大）  
佐藤雅彦，Andrei  
恥iotkov，  

黒田咲子（＊1），  
武田健（＊1），遠山千春  
（＊1東京理科大）  
AndreiMDIDtkov，  
佐藤雅彦，遠山千春  

策25回環境トキシコロ  
ジーシンポジウム・弟3  
回衛生薬学フォーラム  
合同大会  

策25回環境トキシコロ  
ジージンポジウム∵第3  

回衛生薬学フォーラム  
合同大会   

メタロチオネイン’99  
（第ヱ回メタロチオネイ  
ン研究会）  

メタロチオネイン’99  
（第2回メタロチオネイ  
ン研究会）  

e－17  カドミウムによるメタロチ  
オネインの誘導合成に及ぼす  
インターロイキン6の影響  

塵癌移植による肝メタロチ  
オネインの誘導合成に及ぼす  
インターロイキン6の影響   

ラット脳灯－ⅠⅠⅠの誘導と分  
別足立の試み   

安武草（＊1），  
永野匡昭（＊1），  
佐藤雅彦，遠山千春，  
平山紀美子（＊2）  
（＊1国立水俣病総合研  
究セ，＊2熊本大）  
吉田稔（ヰ1），佐藤雅彦，  
安武章（＊2），  
島田孝則（＊3），  
鷲見和（＊り，遠山千春  
（＊1聖マリアンナ大，  
＊2国立水俣総合研究セ  
，＊3鳥取大）  
吉田稔（＊1）；佐藤雅彦，  
安武卓中部，  
島田孝則（＊3），  
鷲見和（＊1），遠山千春  
（＊1聖マリアンナ大，  
＊2国立水俣総合研究セ  
，＊3鳥取大）  
黒田咲子（＊1），Andrei  
Holotkov，武田腱（＊1），  

佐藤雅彦，遠山千春  
（＊1東京理科大）  
佐藤雅彦，遠山千春  

e－20  水銀蒸気暴裔後の体内水銀  
動態に対するメタロチオネイ  
ンの役割   

メタロチオネイン’99  
（第2匝】メタロチオネイ  
ン研究会）  

e－21  

急性水銀蒸気暴露に対する 厨メタロチオネインの役割   
メタロチオネイン’99  
（第2回メタロチオネイ  
ン研究会）  

大阪  

e－22  カドミウムによるメタロチ  
オネインの誘導合成に及ぼす  
インターロイキン6の影響  

突然変異・発がんとメタロ  
チオネイン  

急性エタノール苛性に対す  
るメタロチオネインの防御効  
果   

メタロチオネイン’99  
（第2回メタロチオネイ  
ン研究会）   

メタロチオネイン’99  
（第Z回メタロチオネイ  
ン研究会）  

メタロチオネイン’99  
（第2回メタロチオネイ  
ン研究会）  

メタロチオネイン’99  
（弟2回メタロチオネイ  
ン研究会）   

メタロチオネイン’99  
御  

ン研究会）  

メタロチオネイン’99  
（第2回メタロチオネイ  
ン研究会）  

第10回日本微量元素苧  

39th ■  

Anmu．Heet．Soc．Toxico  
l．   

大阪  同講演要  
旨集  

同講演要 旨異   

同講演要  
旨集  

佐藤雅彦，  
高野裕久（竃1），  
島田孝則（＊2），  
渋谷清（靡3），遠山千春  
（＊1京都府立医大，  
零2鳥取大，＊3北里研病）  
佐藤雅彦，  
島田孝則（＊1），  
遠山千春（＊1鳥取大）   

渋谷清（＊1〉，  
鬼頭英明（事2），  
佐藤雅彦，遠山千春  
（＊1北里研病，  
＊Z岐阜薬大）  
張宝凪佐藤雅彦，  
遠山千春   

佐藤雅彦，遠山千春  

Holotkov AりSatDh M．  
，Tohyama C．  

e－25  無機水銀およぴシスプラチ  
ンの腎苛性に対するメタロチ  
オネイン並びにグルタチオン  
の防御的役割   
放射線による骨髄障害に対  

するメタロチオネインの防  
効果  

メタロチオネイン欠損マウ  
スにおけるアセトアミノフェ  
ン解毒性の増強   
メタロチオネイン欠損マウ  

スにおける重金属の奇性と動  
態  

1IJTERLEUKIN－6AS A  
CO－STIMULATOR FOR  
METALLOTHlONElN lNDUCTlON 
8Y CADMIUH  

大阪  

e－26  大阪   

大阪  

東京  

Philadelph   
ia  

11．11  

11．7  

12．3  

同講演要  
旨菜   

抄録菜  

Abstract  
S  
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Hurata MりZhang Bり  
Ⅳishimura NリSatoh  
MりTohyana C．  

PI10TECTIVE EFFECT OF  
RECOMも川ANT 川TERLEUK川－6  
0N SI‖NIIけLAmTION  
CAUSEI）BY  
7，12一口川ETHYLBEパZ〔A〕ANm  
RACENEININTERLEUI【IN－6  
NULL MICE  

IN上）UCTION OF  
丑ETALLOTHIONEININ LIVER  
OF FEMALE RATS TREÅTED  
WIm  
2，3，7，8－TETRACHLOROmBENZO  
－p一別OX川   

ROLE OF GLUTATHIONE AND  
ME7肌LOT†iiD¶Ei¶11『RE¶ÅL  
TOXICITY OF 川ORGANIC  
MERCURY   

ANTICA且C川OGENIC ROLE  
OF METALLOmIONEININ THE  
DMBA／TPA－CAUSED SK川  

．  

DISTRIBUTION AND  
．  

，  

AFTER EXPOSURE TO hERCURY  
V丸PQR   

Annu．Meet．Soc．Toxico ‖∵  

Philadelph  ia  ニミl；とll Annu．Meet．Soc．TDXico l  
Nishimura NりSuヱuki  
J．S‥Sato軋，Ohmura  
M．（＊1），Satoh M．，  
AokiYりTohya皿a C．  
（＊1CRESTJST）   

Satoh MりShimada A．  
（♯1），Zhang B．，  
T8hya皿a C．  
（♯1TottoriUniv．）  
SuzukiJ．Sり  
Ni5himura〃‥Zhang  
B．，KobayashiSり  
Satoh M‥Tohyalma C  
Yoshida H．（り），  
Satoh MりYasutake A  
（＊2），Shimada A．（＊3）  
SumiY．（＊1），Tohya皿a  
C．（寒1Sし机ari8nn8  
Univ．Sch．Med．，  
＊2IJatl．1nst．  
Minamata Divり  
＊3TottoriUniv．）  
苫田稔（ホ1），佐藤雅彦，  
安武章（事2），  
島田孝則（＊3），  
鷲見和（事1），遠山千春  
（＊1聖マリアンナ医大，  
＊2国立水俣総合研究セ  
，＊3鳥取大）  
佐藤雅彦，遠山千春  

e－ 31  

Abstract  

S  

Abstract  

S  

Abstract  

S  

Philadelph   
ia  

Philadelph  
o  

Philadelph  
o  

39th Ånnlユ．Meet．SDC．ToxIco  
1   

39th  
Annu．Meet．Soc．Toxic  
l．   

39th  
Annu．Heet．Soc．Toズic  
l．  

e－ 32  

e－ 33  

e－ 34  

第70回目本衛生学会総 ＝三  

大阪  水銀蒸気暴露後のメタロチ  
オネイン欠損マウスの脳と腎  
における水銀蓄積   

e－35  

第70回日本衛生学会総  
吉   

男70回日本衛生学会総  

策70回日本衛生学会総  

菜58回日本癌学会総会  

発58回日本癌学会総会  

日本化学会葦78春季年  
＝て   

1999年度日本リスク研  
究会  
第12回研究発表会  
発2回内分泌挽乱化学  
物質問題に関する国際  
シンポジウム   

第22回目本分子生物学  
会年会  

日本計量生物学会・応  
用統計学会1999年度合  
同年次大会  
発8回日本臨床環境医  
学会総会   

弟25回環境トキシコロ  
ジージンポジウム・発3  

回衛生薬学フォーラム  

同学会維  

同学会雑  

同学会雑  
誌   

同記事  

同記事  

同講演予  
稿集Ⅰ   
同講演論  
文集   

2  

ム・アブ  
ストラク  
ト栗  
岡プログ  
ラム・講  
演要旨粟   

－  

稿集   

6  

ラム・抄  
録異  

0  

旨粟  

55（1）  

55（1）  

55（1）  

90  

90   

メタロチオネイン欠損マウ  
スにおける化学尭がん物質に  
よる皮膚での炎症作用の増強   

インターロイキン6欠損マ  
ウスにおける癌移植による肝  
メタロチオネインの誘導   
ダイオキシン投与ラット肝  

臓におけるメタロチオネイン  
の誘導   

DMBAによる皮膚での炎症作  
用に対するメタロチオネイン  
の防御効果   
メタロチオネイン欠損マウ  

スにおける制癌剤による骨髄  
毒性の増強   
液相反応を用いた取り組み  

係数の推定  

ダイオキシンのリスク評価  
の不確実性  

ダイオキシンはどのくらい  
危険なのか，怖いのか？  

マウス胎仔腺に及ぼす2，3，  
7，8－TCDDの影響  

ヒトと実験動物におけるダ  
イオキシンの啓性とそのメカ  
ニズム   
ダイオキシン頬のリスクア  

セスメント   

1nterleukin－6欠損マウス  
における7，12－dimethylbenz  
［a］anthraceneの皮膚炎症  

大阪  

大阪  

大阪  

広島  

広島  

船橋  

東京  

神戸  

12．3  

12．3  

12．3  

11．9  

11．9  

12．3  

11．11  

11．1  

212  

213  

132  

434  

716  

153  

187－188  

203－204  

e－36  

e－ 37  

e－ 38  

e－ 39  

e－ 40  

e－41  

e－42  

e－43  

佐藤雅彦，遠山千春  

西村典子，佐藤雅彦，  
米元純三（事1），  
遠山千春（♯1地域グ）  
佐藤雅彦，張宝旭，  
遠山千春   

渋谷清（＊1），佐藤雅彦，  
遠山千春（＊1北里研）   

高見昭感，  
幸田清一郎（＊1）  
（＊1東京大）  

遠山千春  

遠山千春  

九十九伸一（＊1），  
小鳩美香（＊1），  
遠山千春，野原恵子  
（＊1CREST）  

遠山千春  

遠山千春  

村田葉菜バ長宝旭，  
西村典子，佐藤雅彦  
遠山千春  

福岡  e－44  

東京  

東京  

名古屋  

ll、ご  

11．  

11．1  
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Induction orfIepatic  
Metallothionein after  
Partial Hepatectomy in 
Interleukin－6－NullHice   
Cutaneous  

Hetallothion（）in】n血ction  
by Ultraviolet B  
Irradiation in 
Jnterleukin－6一肌1‖軋ke  

化学発がん抑制因子として  
のメタロチオネインの役割  

マウス皮膚における化学発  
がんに対するメタロチオネイ  
ンの防御効果   
Effects of perinatal 

exposure tolowdoses of  
2，3，7，8－tetraChlorodibenzo  
－p－dioxin（TCDD）onthymu苧  
and spleenlymphouytesln  
rats   

ロチオネイン  
Holotokov A．，Sat8h  
HりTohyama C．   

Nishimura NりR巳eVe  
V．E．（＊1），Nishimura  
H．（＊2）‥Sat油川．，  
Tohyama C．（■1Univ．  
Sydney，＊2Åichi  
Hizuho Univ．）  

鈴木純子，張宝旭，  
西村典子，村田美果，  
佐藤雅虐，遠山千春  
鈴木純子，西村典子，  
張宝旭，佐藤雅彦，  
遠山千春  
Ⅳohara鑑．，FuJimaki  
H．，Ushio HりKijima  
軋（＊1），Tsukumo S．  
（＊1），Ⅹobay8ShiT．，  
Miyabara Y．，Sone H．  
（＊1），Tohyama Cり  
YonemotoJ．  
（＊1CREST，＊2Reg．  
Enviro爪．Div．）  

野原息子，牛尾博子，  
藤巻秀和   

Nohara KりFujimaki  
HりUshio HりKiji皿a  
HりKobayashiT‥  
Tsukumo S‥Miyabara  
YりSo力e軋（＊り，  
Tohya皿a CリYonemDtO  
J．（＊1）（♯1Reg．  
Environ．Divこ）  
Nohara K．，FujiⅢaki  
H‥Ushio H．，  
KobayashiT．，  
Yome】10tOJ．（＊1），  
701げama C．（象1Reg．  
Environ．Div．）  

野原恵子，藤巻秀和   

字井直也（事1），  
藤巻秀和，  
遠藤朝彦（＊1）  

（＊1慈忍医大）  

藤巻秀和，  
宇井直也（＊1），  
遠藤朝彦（＊1）  

（＊1慈恵医大）  

字井直也（＊1），  
藤巻秀和，今井透（机），  
森山寛（＊1）  

（＊1慈恵医大）  

FujimakiH．，Ushio H．  
，Nohar8KりUiN．  
（＊1）（＊1JikeiUniv．）   

Furuya皿a A．，1wata M．  
，HayashiT．（★1），  
Hochitate K．  
（■1Univ．Tokyo）   

古山昭子，持立克身   

古山昭子，持立克身   

松本理，今川正良（＊1），  
青木康展（＊1大阪大）  

（第2回メタロチオネイ  
ン研究会）   

メタロチオネイノ99  
（策2回メタロチオネイ  
ン研究会）  

e－ 49  大阪   

メタロチオネイン’99  
（売2回メタロチオネイ  

ン研究会）  

第72回日本生化学会大  

日本内分泌撹乱化学物  
質学会第2回研究発表  
＝ミ  

同講演要  
旨集   

同発表抄  
録集   

同要旨菜  

ダイオキシンが胸腺細胞の  
分化と末梢リンパ球構成にお  
よぽす影響   
Reduction of spleen  

Cellularity bylow－dose  
mter11alexp（】Sure tO  
2，3，7，8－tetraChlorodibenzo  
－p－dioxi刀（TCD刀）j刀ratS   

策29回日本免疫学会総  
会・学術柴会   

39th  
Annu．Meet．SDC．To】くico  
‖∵  

京都  

Philadelph   
ia  

CtiANGESIⅣTHYト10CYTE  
DEVELOPMENT A封D TlⅢ1C  
EMIGRANTS 川RATS EXPOSED  
TO  
2，3，7，8－7ET恥CtlLO且Ol）ltlENZO  
－p－DIOX川   

ダイオキシンとThl／Th2バ  
ランス   
スギ花粉点鼻投与マウスに  

おける上気道免疫系へのディ  
ーゼル排気暴患の影響  

抗CD4抗体投与マウスの免  
疫系に及ばすNO2暴露の影響  

スギ花粉点鼻マウスの頸部  
リンパ節中のリンパ球分画に  
対するガス暴露の影響  

Inductionofcytokin？  
profileimbalancein mlCe  
exposed to particulate  
air pollutants   

TGFβ1，－β2andβ3  
regulate basement  
membrane forInation by  
alveolar epithelial cells 
in vitro   

TGFβsによる肺胞上皮繹盾  
の基底膜形成・維持制御   
肺胞上皮細胞の基底腰への  

接着の解析   
ラット肝細胞におけるコプ  

ラナーPCBと細胞増殖因子に  
よるグルタチオンS－トランス  
フエラーゼPの発規   
Gene expression by a  

coplanar polychlorinated  
biphenvl and epidermal 

DIO〉：IN99  Organoha  
logen  
ColnPOund  
S  

同講演要  
旨異  
同講演要  
旨築  

同講演要  
旨集  

アレルギ  

Int．」．Ⅰ皿  

m川Opa抽  
01．＆  

Phar血．  

Proceedi  
ngS  

e－ 55  

弟6回免疫毒性研究会   

第40回大気環境学会年  

第40回大気環境学会年  
＝．  

弟49回日本アレルギー  
学会総会  

ⅠⅠInt．Symp．Occnp．＆  
Env汗on．Ailergy＆  
Imune Dis．   

4Lh  
Pan－Pac．Connect．Tiss  
ue Sci．Synp．  

第46回マトリックス研  
究会大会  
第52回日本細胞生物学  
会大会  
弟72回日本生化学学会  
大会  

日本内分泌撹乱化学物  
質学会第2回研究発表  

e－ 58  

e－ 59  

e－ 60  

Queenstown  
（New  

Zealand）  

瀬戸  

東京  

横浜  

6   

旨集  
8   

旨集  
同発表抄  
録集  

同要旨具  

‖．   

11．   

11．10  

Matsし皿OtO軋，  
Imagawa軋（＊1）誼Dki  
Y．（＊10saka Univ．）  

神戸  e－65  

rowth factor  
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策4回NM且マイフロイメ  
ージング研究会   

安定同位体利用技術研  
究会  
舅27回日本磁気共鳴医  
学会大会   

策38回封比R討論会  

第Z7回日本磁気共鳴医  
学会大会  

e－66  

e－67  

e－68  

e－ 69  

e－ 70  

ング法  

生体のNMRイメージングー形  

態から機能ヘー   
マンガンイオンを用いた脳  

機能マッピング法  

マンガンイオンを用いる動  
物脳機能イメージング法  

LEC  
ラヅトにおける肝病変のSPIO  
造影弧画像   

豊岡秀訓（＊1），  
三森文行（＊1筑波大）  
三森文行   

熊谷恵（＊1），  
豊岡秀訓（＊1），  
三森文行（tl筑波大）  
三森文行，熊谷嘉（＊1）  
豊岡秀訓（♯1）  

（＊1筑波大）  

女崖博昭（＊‖，  
坂井偲二（♯2），  
土井幹慮（♯3），  
三森文行  
（＊1国立がんセ，  

＊2筑波大，  
＊3筑波メディカルセ）  
大気圏環境部  
猪俣敏，古林仁，  
鷲田仲明（＊1）  

（＊1地球グ）  

猪俣敏，鴬田仲明（＊1）  
（＊1地球グ）  

同要旨集   

同学会維  
誌   

同講演要  
旨異   

同学会雑  
誌  

f  

ト 1  

ト 2  

f－ 3  

ト 4  

同講演予  
稿集   

同講演要  
旨菜   

同講演要  
旨栗   

岡講演要  
旨集  

シクロヘキセンと酸累原子  
の反応における反応生成物の  
レーザー誘起蛍光   
242－473Kの温度領域でのNH  

2 ラジカル，HNOラジカルと酸  

素原子との反応速度定数   
SOラジカルとメチルパーオ  

キシラジカルの反応速度定数  

アカマツ群落内における硫  
酸エアロゾル生成の可能性に  
ついて   

日本化学会弟78春季年  

第15回化学反応討論会  

第5回大気化学討論会  

第40同大気環境学会年  

船橋  

岡崎  

熱海  

淫  

l∴ 二1  

‖川∴ 賓  

11．6  

11．9  

猪俣敏，今村隆史（＊1），  
鷲田仲明（＊1）  

（＊1地球グ）  

泉克幸（り），久米博，  
内山政弘，福山力，  
小山彩子（♯2），  
高野賢一（＊2），  
堀江勝年い2），  
青木正敏（♯2），  
原宏（＊3），  
大喜多敏一（＊4），  
坂本和彦（＊5）  

（事1東洋大，  
＊2東京農工大，  
♯3国立公衆衛生院，  
両棲美林大，＊5埼玉大）  
泉克幸（♯1），内山政弘，  
福山力，山形定（＊2），  
太田幸雄（＊2）  

（＊1東洋大，  
♯2北海道大）  

泉克彦（り），内山政弘，  
福山力，山形定（＊2），  
太田幸雄l柁）  
（＊1東洋大，  
＊2北海道大）  
内山政弘，  
坂本和彦（＊1），  
全浩（＊2），王（ 
石原日出一（＊1），  
茂木貴美子（＊1）， 高橋克行（嗅） 

，  

田野中武志（＊4）福山力  
（＊1埼玉大，  

＊2中日友好環境保讃中  
心，＊3中国環境科学院，  
叫ク■リーン7■ルー㈱）  

泉克幸（＊1），内山政弘，  
福山力，山形定（＊Z），  
太田幸雄（事2）  

（＊1東洋大，  
＊2北海道大）  
内山政弘，福山力，  
泉真幸（＊1），  
坂本和彦（＊2），  
関口和彦（＊2）．，  
金元植（＊3），  
小山影子（＊3），  
青木政敏（＊3），  

高分子吸水剤を用いた微小  
水滴の沈着フラツクスの測定  
（第2報）  

高分子吸水剤を用いた微小  
水滴の沈着の測定（2）   

発40回大気環境学会年 会  l■－ さ－  

策16匝】エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

第16回エ アロゾル 科学・技  

術研究討  論会  
同講演要  
旨菜  

卜 し1  

f－ 7  

北京市における二酸化硫黄 の乾性沈着速度   
第40回大気環境学会年  

第16回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

f－ 8  

高分子吸水剤を用いた微小 水滴の沈着の測定（2）  

畑地での微小粒子の乾性沈  
発16回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

ト 9  

原宏（＊4）（＊1東洋大  
＊2埼玉大，  
＊3東京農工大  
♯4固☆公衆衝  
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ト10  

f－11  

ト12  

1■11こ；  

雨前線とチベット高原－  日本気象学会1999年度  
秋季大会   

日本気象学会1999年度  
秋季大会   

1999年度GA肥国内研究  
集会   

11th Symp．Globa  
Change 80th ANS 
Annu．Meet．  

3rd  
lnt．Sci．Conf．Gl（〕bal  
Energy＆Water Cycle  

木村富士男（＊1），  
江守正多（＊】筑波大）  
久保田尚之（＊1），  
沼口敦（ヰ1），江守正多  
（＊1東京大）  

江守正多  

EロOriSりNozaw8T．，  
ⅣumagutiA．（氷‖，Un8  
I．い2）（＊1Hokkaido  
Univ‥＊2Kyushu Univ  
）  

EmoriS．  

帯状平均場，海陸分布，チベッ  
ト高原に着目した数値実験一   
熱帯海洋上の対流活動の日  

変化一対流の発達過程におけ  
る下層雲の重要性－   
GAME－Siberia2000  

IOP領域モデリング計画とそ  
の入力・検証データ   
A Regional Climate 

Change proJeCtion over  
East Asia  

Simulation of a  
Thunderstorn Observed at  
the GAME－Siberia Taiga  
Site in Eastern Siberia 
On23July1998using8  
RegiomalAtmospheric Model  

Development of a  
regionalclimate m占del  
for Eas亡Asia based（】n  
CSU－RAMS  

陸両過程と降水過程の相互  
フィーードバック   

Estimtion of岳tolnatal  
conductance for winter  
wheat in Ecosystem based 
On remOte SenSing  
information and  
micro－meteOrOloglCal  
paraⅢe亡ers   
CH4 N20＆H20  

validatiDn  

精巣   

同講演予  
稿集   

同研究成  
果報告   

AMERICAN   

METEOROL  
OGICAL  
SOCIETY  
Prepr．Vo  
l．3rd  
lnt．Sci．  
Co11f．Glo  
bal  
Energy  
＆WateI、  

Cycle  
Abstract  
S  

†■－1」  

ざIlざ■  EmoriSりNozawa T．，  
NumagutiA．（刈），Uno  
J．（♯2）（♯川njv．  
Tokyo，＊2Kyushu Univ．  

）  

江守正多   

ZhangJりFu C．，  
K且nZal伯H．  

川GG 99  

水文・水資源学会1999  
年研究発表会  
日本気象学会1999年度  
秋季大会  

Birmlngha皿   

f－18  Kanzawa H．  ADEOS／ADEOS－1I  
Jt．SyⅦp．／Workshop＆  
16thIuS Sci．Te且m  
Meet．／1stILAS  
Sci．Tea皿Heet．  
ADEOS／ADEOS－ⅠI  
Jt．Sy皿p．／Workshop＆  
16thIuS Sci．Team  
MeeLノ1stILAS  
Sci．Tea皿HeeL  
A上）EOS／ADEOS－一丁  

Jt．Symp．ノWorkshop＆  
16thIuS Sci．Team  
Meet．／1stILAS  
Sci．TeaJn Meet，  

窮  
ンクによる南極域の大  
気，海洋，氷床変動の  
観測に関する研究小集  
会」（国立極地研究所 研究小集会）  

Jt．恥rkshop  
Indones．ForesL Fire  
＆  
Environ．Impacts（15th  
Global  

E刀Vjr（）刀．T5Ukuba）  
アラスカ地上観測・宇  
宙ミッション共同観測  
検討会  
1牝h ESA  
Symp．Eur．Rocket＆  
ぬ‖DOn Programmes  
＆Relat．Res．  

1■ll「i  Kanzawa H．  
experlm巳nt5plan   IuS－ⅠⅠvalidation  

Sわ上0亡ani押．（♯り，  
Kanzawa H．，Kawa皿OtO  
N．（＊2）（＊1Hokkaido  
Univ．，＊2Kyoto Univ．）   

神沢博  

f－20  E5tfmヒi堵抽e  
Ⅶeridio†1alcirculationin  
the stratosphere using  
long－1ive tracer data  
fro皿IuS－11  

IuSによる棲域オゾン層  
測結果とILAS一ⅠⅠプロジェク  
ト計画   

f－21  

f－ZZ  馳nzawa〃．  Comments on Session  
I（Åspects of Climate and  
Atmopspbere）   

神沢博  

Kanzawa Hり  
Camy－Peyret C．（＊1），  
Sasano Y．  
（＊1CNRS／LP凡亀，France）  

ADEOS一Il搭載ILAS一ⅠⅠ観測  
と検証実験の計画  

A suInnary Of scientific  
results of the lLAS 
化‖dation Bailoon  
Ca】叩aign at  
Xiruna－ESRANGEin  
February－March1997and a  
plan ofILAS－11  
C8rre】aとiye皿eaSUr印eJ）t5  

東京  

Potsdan（Ge   
rmany）  

12．3  

11．6  14th  
ESA  
Symp．Eur  
．Rocket  
＆  

Balloon  
Programm  

eg＆ Relat．Re S．  

3dO   
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第10回 ジウム  

気化字シンポ  リングシステム  
鵜野伊薄志（＊1）  
（＊1九州大）   

坂巻史郎，  
藤沼康実（り）  
（＊1地球セ）  

坂巻史郎，畠山史郎，  
村野健太郎（事1）  
（♯1地球グ）  

葛尾有希夫（＊1），  
田中博（＊1），  
安成啓三（＊1），  
笹野泰弘（＊1筑波大）   

浅井和弘（♯1），  
笹野泰弘，杉本伸夫，  

ⅢODELS－3代MÅQを用いた東ア  
ジアにおける硫酸エアロゾル  
シミュレーション   
落石岬・波照間島における  

窒素酸化物とオゾンの測定   

IGAC網査（4）1999年2月時の  
長崎県福江島及び周辺海上で  
の軽炭化水菜の測定   

tLASデータによる1996／199  
7年冬期北極域の成層圏オゾ  
ン減少の評価［その2］～空  
気塊の非断熱下降を考慮した  
計算～   

ELISE projectにおける技  
術実証の意義  

同声演要  
旨集   

同調演要  
旨栗   

岡調演予  
稿集  

第40回大気環境学会年  
方   

策40回大気環境学会年  

日本気象学会1999年度  
秋季大会  

策6回大気ライダー観 測研究会  ト ニウ  

小林秀之 川村恭明  
石津美津雄（＊Z），  
今井正（＊2）  

（＊1東北工業大，  
＊2封ASDA）  

寺尾有希夫（＊1），  
田中博（♯1），  
安成哲三（＊1），  
笹野泰弘（＊1筑波大）  
入江仁土（＊1），  
近藤豊（＊1），  
小池臭い1），笹野泰弘  
（＊1名古屋大）  

Sasano YりYokota T．  
（＊1），Kanzawa H．，  
Nakajima H．（＊2）  
（＊1Cent．Global  
Environ．Res．，  
＊2GlobalEnvirom．  
Div．）  
佐藤圭，堀越陪観（＊1）  
渡部良介（♯1），  
綱島滋（＊1）  

（事1東京工業大）  
佐藤圭，猪俣敏，  
今村隆史（＊1），  
鷲田仲明（＊1）  

（＊1地球グ）  

菅田誠治，  
鵜野伊浮志（＊1），  
Daewon Byun（＊2）  
（＊1九州大，事2US  
EPÅ／封E軋）  

Murチy8mT・（項，  
SuglmOtD N．，Matsui  
I．．Liu Z．．SakaiT．  

IuSデータによる1996／199  

7年冬期北極域の成層圏オゾ  
ン減少の評価  

北極極洞内の脱窒の空間的  
広がり  

1uS／IuS－ⅠIfor  
StratDSpheric Ozone Layer  
MeasureInentS：IuS Data  
Quality Evaluation and  
Science  

Ctlラジカルとエタンの反応  

速度定数の温度依存  

酸素原子と塩化エチレン頬  
との反応における塩素原子移  
動の立証  

MODELS－3／Cト仏Qと且測Sを用  
いた東アジア域における硫酸  
エアロゾルの数値シミュレー  
ション  

LIDAR NETWORK  
OBSERVATION OF ASI州DUST  
OVERJAPA〃IN TIE SPR川GS  
OF1997－1999  

日本気象学会1999年度  
春季大会  

日本気象学会1999年度  
春季大会  

lEEE 1999 
Int．GeDSCi．＆Remote  
Senslng SyI叩．  

f－30  

ト ニil  

HaⅢburg  f－ 32  

同講演要  
旨集  

同講演予  
稿集  

同称美予  
稿集  

分子構造線合討論会  ト33  

日本化学会発78春季年  

目本気象学会1999年度  
秋季大会  

f－34  

福岡  f－35  

策6回大気ライダー観 測研究会  f－ 36  

（＊2），Shibata T．（＊2）  
IwasakiY．（＊2），  
Iokibe K．（事3），KDga  
且．（事3）（事1Tokyo  
Univ．Mercantile  
地汀ine，＊2Nagoya  
Univり＊30kaya皿a  
Univ．）  
Voelger P．，Liu Z．，  
SuglmOtO N．  

第6回大気ライダー説  
測研究会  

策3回海洋地球研究舶  
「みらい」シンポジウ  
ム   

Int．Data Workshop  
NÅURU99  

Influence of Multiple  
Scatterlng On  
Measurememts with ELISE   

「みらい」搭載ライダーに  
よる海洋上のエアロゾル・雪  
の観測  

Lidar Observation of  
AerosoIs and Clouds  
during the Nauru99  
Expe「inent  

杉本伸宍，松井一肌  
劉兆岩十重虫功む（＊1）  
浅井和弘（＊1）  

（＊1東北工業大）  
Sugi皿OtO Nり胞tsui  
l‥Liu ZりTama肌Shi  
I．（り），AsaiK．（刈）  
（＊1TohokuInst．  

f－39  Richland  

Technol  
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スペースライダーの多重散  計測・自動瀞  
柴田泰邦  
阿保真（＊  

長澤親生  
乱の起因するパルス遅延時間 の評価   

杉本伸夫  
（＊1東京都立大）  
杉本伸夫，松井一恥  
劉兆岩，玉虫功郎（＊1）  
浅井和弘（tl）  
（＊1東北工業大）  
Sugimoto N．，Matsui  
I．，Pinandit8H．（♯1）  
Sugondo S．（＊1）  
（＊1K川－LIPI）  

杉本伸夫   

Iokebe K．（＊1），He W．  
（＊1），Toyota Y．（＊1），  
陶血0．（＊1），Koga R．  
（＊1），SugimotoⅣ．，  
Itabe T．（＊2）  
（＊10kaya皿a Univ．，  
＊2Comm．Res．Lab．  
”inistry Posts＆  
Telecon皿unicat18nS）  
Liu Z‥Voelger Pり  
Sugl皿OtO N．  

f－41  海洋気象学会策2回・日  
本気象学会関西支部第  
4回共催例会   

BIBLE workshop  
agenda  

第27回可視情報シンポ  
ジウム  
Int．Laser Senslng  
Symp．20thJpn．Laser  
Sensing SyInp．  

みらい搭載ライダーによる  
エアロゾルと雲の軒測  

Lidar observ8tion of  
aerosols and ozone in 
Jakarta，Indonesia  

ライダーによる雲・エアロ  
ゾルの分布構造の可視化   
Kosa Observation at  

Okaya皿a With a）tie－Lidar  
in Sprlng1999   

東京  

f－42  

Abstract  
S Papers  同講演論 文集  

Pac．Rim  
Conf．Las  
ers ＆  
Electro－  
Optics  
Abstract  
S P8perS   

AbstracL  
S Papers  

SiInulation Study fDr  
the NÅSDA Hission  
口e皿OnStrati（〕n Satellite  
Li血r（ELISE）  

Simulation Study for  
ExperimentalLidarin  
Space Equipment（ELISE）   

Gas－Corre18tion Lidar  
System for Measurimg  
Methane using Optical  
Para皿etric Amplifier at  
3．416micro－meter  

Lider封etworl【  
Observ8ti（〕n Of AsiaTIDust  
OVerJapanin1999Sprlng   

Pac．RiTn CDnf．Lasers  
＆Electro－Optics  

ト45  

Int．Laser Sensing  
Symp．20thJpn．bser  
Sensing Symp．  
Int．Laser Senglng  
Symp．20thJpn．bser  
Senslng Symp．  

Liu Z．，Voelger Pり  
SuglⅢOtO N．   

Hinato A．（＊1），  
Joarder HD．M．A．（＊1）  
Ozawa S．（＊1），Kadoya  
M．（＊2），Sugimoto N．  
（＊1IbarakiUniv．，  
＊2NEC）  

Hur苧y皿且T・（＊1），  
HagさWaraN・（り），  
Sugl】コOtO N．，Hatsui  
IりLiu Z．，SakaiT．  
（＊2），Shib8ta T．（＊2）  
1wasak8Y．（＊2），  
10kibe K．（＊3），KDga  
R．（＊3），Arao K．（叫），  
LINK－J  
collaboratiDn  
（＊1Tokyo Univ．Merc．  
Mar．，＊2甑goya Univ．  
＊30kinawa Univり  
＊4NagasakiUniv．）  
Mur！yamaT・（＊＝∫  
SuglmOtO NりLiu Zリ  
HatsuiIりUnoI．  
（＊2），LINK－J  
collabaration 
（＊1Tokyo Univリ  
＊2町ushu Univ）  
Pinandito M．（＊1），  
RosanantoI．（■1），  
Hidayat L（＊1），  
Sugondo S．（＊1），  
SugimotDⅣ‥Hat5ui  
IりKobayashiT．（＊2）  
（＊1Indones．Inst．Sci  
（KIN－LIPl），＊2Fukui  
Univ．）  
Pinandito M．（＊1），  
Rosamantol．（＊1），  
SugDmdD S，（り），  
SⅥgi皿OtO N．，Mats雨  

Abstract  
S Papers  

Int．Laser Senslng  
Symp．20thJpn．Laser  
Sensing Symp．  

ト48  

1052－1053  Pac．Rim C（】nf．Lasers  
＆Electro－Optics  

Pac．Rim  
Conf．Las  
ers＆  
Electro－  
Optics  

Pac．Rim  
Conf．Las  
ers＆  
Electro－  
Optics  

Lidar Network for the  
Global Observation of 
Asian－dust（KOSA）  
Transportation   

f－49  

1058－1059   A LONG TERM AEROSOL  
旺EASUREHENT USING LIDAR  
SYSTEM iN 
JAKARTA，INDONESIA   

Pac．Rim Conf．Lasers  
＆Electro－Optics  

f－50  

Int．Laser Sensing  
Symp．ZOthJpn．Laser  
Sensing Symp．  

Ab5traCt  
S Papers  

Observation of  
Atnosheric Layer using  
Li血r Systemin  
Jakarta，lndonesia  

ト51  

＊1I【1H－LIPI  

一342一   
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Pac．Rim  
Conf．Las  
ers ＆  
Electro－  
Optics  
Abstract  
S Papers  

Pac．Rim  
Conf．Las  
ers ＆  
El七CtrO－  
Optics  
Abstract  
S Papers  

Pac．Rim Conf．Lasers  
＆Electro－Optics  Observatians af Aerosols 

a一山CIDl】dsiTI  
Tsukuba，Japan and  
Jakarta，Imdonesia   

A Nel†Lidar Meth【）d  
Utilizing the Glory for  
Me8Suring Cloud P8rticle  
Size   
ObservatiDn Of AerosoIs  

and Clouds Planned With  
the Hissino Demonstration  
Sate11ite Li血rくELISE）  

Vali血tion and Science  
Application Plans for the  
E叩eriⅦentalLidarIn  
Space Equim巳nt（ELISE）   

Int．bser Sensl喝  
Symp．20thJpn．Laser  
Sensing Symp．   

Pac．Ri皿Conf．Lasers  
＆Electro－Optics  

229－230  
l’lトコ  SugimDtOⅣ．  

1062－1063  SugiⅢOtO NりSasano Y．  f－54  

Int．Laser Sensing  
Symp．20thJpn．Laser  
Sensing Symp，  

ト55  Sugim8tO N．，Sasano  
Y．，AsaiK．（＊1），  
KDbayashiH．（＊2），  
Xawamura Y．（♯2）  
（＊1TohokuInst．  
Technolリ♯2NASDA）  
Volger PりLiu Zり  
Sugimoto N．  

Volger PりLiu Zり  
SuglmOtO N．  

Abstract  
S Papers  

Abstract  
S  

Int．kser Senslng  
Symp．20thJpn．kser  
Senslng Symp．   

EOS／SPIE  
Symp．Re皿Ote Senslng  

Simulation af Multiple 
Scattering Effects in 
Planned Measurements with  
the M〕S－Lidar（ELISE）   
Effects of multiple  

SCattering on the  
retrieval oE optical 
para皿eterS from  
ELISE－Simulation Study   

陸面過程モデル“I仏TSIRO  
”による頼雪感度実験   
液相反応を用いた取り組み  

係数の推定  

ヨウ素の水溶液への取り込  
みにおける液相反応の効果   

f－ 56  

Firenze  f－57  

同講演予  
稿集  
同講演予  
稿集   

同講演菜  

日本気象学会1999年度  
秋季大会  
日本化学会第78春季年  
二て   

策10回大気化学シンポ  
ジウム  

高田久美子，江守正多   

高見昭私  
事田沼一郎（＊1）  
（＊1東京大）  

高見昭者，  
近藤照夫’（粧），  
門安曇（＊2），  
幸田清一郎（＊1）  
（＊1東京大）  

Takayabu Y．  Preclpit  
8tion  
Syst．／Pr  
ocess ＆  
Ttleir  
V8riabil  
ity  
Asian  
Pac．Reg．  

The ter皿ination of the  
1997－98EINino，a  
Madden－J111ian  
Oscillation，and the Shuth  
Asian nonsロOn t〕nSet  

G18balChange  7th Jpn．－U．S．Workshop  
f－61  

1999年度月例会「長期  
予報と大気大循環」   

日本気象学会1999年度  
秋季大会   

ATMOS－AIWorkshop  

n   

Hons80n Symp．  

東京  

福岡  

東京  

Hon〔）1ulu  

11．10  

11．11  

11．12  

11．12  

1997し98エルニーニョの終  
息を加速したMadden－Julian  
振動   

Madden－Julian振動の力学  
構造とエルニーニョヘのイン  
パクトについて   

Preliminary Study on  
Statistical Features of 
the Tropicai Precipitatian 

The structure of the  
Madden－Julian oscillation  
anditsi皿paCtS On ENSO  
and the皿OnSOOn On5et   
熱帯の大規模降雨システム  

の降雨特性   
Suggestion fro】□  

analysis of T且肌  

熱帯大気における季節内振  
動の構造とENSO・モンスーン  

Global propagation af 
the equatorial  
wavenumber－One  
precipitation system in 
May1998：ltslI叩aCtS Dn  
97／98E¶SO and t†1eÅsian  
Monsoon  

扇薮禄  

高厳格  

Takayabu Y．N．  

Takayabu Y．N．  

f－62  

f－63  

f－64  

トl号  

同講演予 稿集  

平成11年度TRト別研究成  

果中間報告会  
1stInt．Workshop  
Spaceborne Cloud  
Profiling Radar  
第3回海洋地球研究船  
「みらい」シンポジウ  
ム  
Sympo．Precip．Obs．fro  
m Non－Sun  
Synchronous Orbil  

東京   

つくば  

東京  

Nagoya  

11．12   

12．1  

12．1  

10．12  

高薮縛   

Takayabu Y．  

高薮緑  

Takay8bu Y．Ⅳ．  
IguchiT．（＊‖  
（＊1CRL）  

ト66   

1■－ドニ  

f－68  

ト69  

同予稿集  

Sympo．Pr  
ecip．Obs  
．from  
N（〕n－Sun  

Synchron  
OuS  

Orbil  

－343   
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A〃IMPACT OF  
ト仏DDEⅣ－JULIAN OSCILLATIOⅣ  
ON TIE ABRUPT T7iRMINATION  
OF TIE1997－98ELN川8   

IguchiT．（＊1），肋Chi  
M．（＊2），Shibata A．  
（＊2），Ⅹanzawa H．  
（＊1Com．Res．Lab．，  
＊2Natl．Space  
Develop．Agency）  
中根英昭，近藤豊（事1）  

Conf．CliI】．Vari  

f－71  

北海道への極渦到来時のオ ゾン破壊皇の定皿的評価   
日本気象学会1999年度  
秋季大会  

福岡  
中島英彰（＊2  
潮良正幸（事1  

地神優司（＊1  
Lukyanov A，  
二宮其里子（＊3）  
（♯1名古屋大，  
＊2地球グ，  
＊3地球人間環境フォうム）  
中根英昭，  
二宮真里子（＊1）  
（＊1地球人間環境フォーラム  

）  

中根英昭  

宮内浩志（ヰ1），  
村田功（＊1），  
福西浩（り），中根英昭  
（＊1東北大）  

村田功（＊1），  
宮内浩志（事1），  
福西浩（＊1），中根英昭  
（＊1東北大）  

中根英昭，  
Kournossenko Aり  
ⅩournossenkD S‥  
二宮真理子（＊1）  
（＊1地球・人間環境フォ  
ーラム）  

FukuiY．（＊1），Ogawa  
H．（＊1），‡iao K．（事1），  
Iwasaka Y．（■1），  
Nakane HりNagahama  
T．（＊1Nagoya Univ．）  
他gaha皿a T．（＊1），  
Nakane HりNinomiya  
軋（＊1），Ogawa H．（象2），  
FukuiY．（＊2）（＊1GEF，  
＊2Nagoya Unuv．）   

N8kane H．，  
KournDSSenko A．，  
Lukyanov Aり  
AkiyoshiHり  
Ninomiya M．（＊1）  
（＊1GEF）  

Nishida M．（＊1），  
Tsuda T．（＊1），RDCken  
C．（■2），Ware R．軋  
（＊2），粘kane H‥  
Sugimoto N．，  
ⅣambootlliriP．S．  
（＊1Kyoto Univ．，  
＊ZUCAR）  

Rex M．（事1），Gathen P．  
V．D．（＊2），Schulz Aり  
StegerJ．，Gernandt  
」．，Harris N．R．P‥  
Rei皿er EりBeck Aり  
Alfier RりNakane H．  
et al・（＊1A・W了Inst・）  

野沢徹，江守正多，  
沼口敦（＊1），  

福岡  同講演予  
稿集  

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨異  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨菜  

f－7Z  NCEP再解析データから得ら  
れた北半球極渦の挙動のトレ  
ンドと年々変動  

オゾン層の破壊一過去，現在  
，未来－  

レーザーヘテロダイン分光  
計を用いた1998／99冬期の仙  
台におけるオゾン観測  

つくばにおけるフーリエ変  
換型分光計を用いた赤外分光  
詞測  

北半球中高緯度オゾン鉛直  
分布の長期トレンド   

日本気象学会1999年度  
秋季大会  

太陽紫外線防御研究委  
員会  
第10回シンポジウム  
第5回大気化学討論会  

f－73  

f－ 74  

熱海  第5回大気化学討論会  ト 丁さ  

熱海  f－ 76  葦5回大気化学討論会  

AN OZONE AがD CLO  
HEASURING PROJECT AT LAS  
CAMPANAS OBSERVATORY 川  
CHILE  

ROUND－BASED  
MILI皿TER－WAVE MONITOR川G  
OF OZONEIN mE UPPER  
STRÅTOSPHERE AND  
MESOSPHEREÅT  
TSUKUBA，JAPAN   

川TERANNUAL VARIABILITY  
OF ARCTIC POLAR VORTEX  
ANDITS EFFECTS ON OZONE   

f－ 77  川GG 99  

f－ 78  IUGG99  

f－ 79  IUGG 99  

ⅦRIFICATION OF GPS／佗T  
TEHPERATUIiE PROFILES WIm  
RADlOSONOE AND LiDAR 
MEASUREMENTS   

川GG99  f－ 80  

OZOⅣE LOSSIN THE  
ARCTIC STRATOSPHERE AS  
OBSERVED BYト仏TCH   

IUGG99  ト81  

福岡  多種類のエアロゾルによる  
直接・間接効果を考慮した場  
合の全球大気海洋結合モデル  
を用いた気候変化実験  

日本気象学会1999年度  
秋季大会  

f－ 82  

中島映至（事  

阿部彰子（  
木本昌秀（♯2）  

（＊1北海道大，  

－344－   
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ーーー1998年度の  

村野健太郎（＊1），  
坂巻史臥  
向井人史（＊1），  
坂東博（＊2），  
駒崎雄一（＊3）  

（＊1地球グ，＊2大阪大  
＊3慶応義塾大）  

畠山史臥  
村野健太郎（＊1），  
坂巻史臥  
向井人虫（＊1），  

観測におけるSO2およぴエア ロゾル  

1GAC調査（1トーー1998年度調 査の槻層  

第40回大気環境学会年  f－92  

坂東博（＊2），  
駒崎雄一（＊3  
下原孝幸（★4  

大石契弘（＊4  
釜石剛（＊5）  

（＊1地球グ，＊2大阪大，  
峯3慶応義塾大，  
＊4福岡県保健環境研，  
＊5長崎県衛生公害研）  
畠山史臥  
村野健太郎（＊1），  
唐孝炎（＊2）  

（＊1地球グ，＊2北京大）  
北田敏廣（＃1），  
西沢匡（＊1），畠山史郎  
（＊1豊橋技術科字大）  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨菜  

Abstract  

策40回大気環境学会年  

男40回大気環境学会年  
二＝ミ  

Int．Sy皿p．0Ⅹidants／Ac  
idic Species＆  
Forest Decline East  
Asia  
Int．Symp．Oxidants／Ac  
idic Species＆  
FDreSt Decline East  
Asia  

IGAC調査（6トーー1997年1月  
の中国青島におけるガス，お  
よぴエアロゾル観測データ  

東アジアにおける酸性物男  
広域沈着皇の春季／秋季シミ  
ュレーション一国設大気測定  
網データとの比較－   

Formation MechamisImS Of  
Peronides in the 
Reactions of Oxone witb  
Olefinsin Air   

Vertical Distribution 
of Ozone at Happo－One  
Hountainside and  
Estimation of  
Photochemical Ozane 
Formationin Urban Areas  

Concentrations of  
Peroxidesin Mountai爪OuS  
Area   

ト 93  

ぎー94  

Hatakeya皿a S（Shiro）  
，Sjvanesan Sり1lrabe  
T．（＊1）（＊1TokyD  
Inst．TechnDl．）  
Katsuno T．（＊1），  
Uchida H．（＊1），  
SatsumabayashlH．  
（＊1），”atakey8皿a  
S（Shiro）りMurano X．  
（＊1Nagano Res．Inst．  
Health＆PD11ut．）  
Yonekura H．（＊1），  
Doklya Y．（＊1），  
TsutsumiY．（＊2），  
Sawa Y．（霊2），  
IgarasbiY．（＊2），  
Hatakeyama S（Shiro）  
（＊1TokyD Univ．  

Agrlc．＆Technol．，  
＊2Heteorol．Res．lnst  
Jpn．）  
EatsunD T．（＊1），  
Satsu皿abayashlH．  

f－95  

f－ 96  

Int．Sy皿p．0Ⅹidants／Ac  
idic Species＆  
Forest Decline East  
Asia  

f－ 97  

osition Processes  5th Int．Jt．Se7nin．Reg．Dep   Atmos．  
Long－term Variationin  

andiTltenSive  
Groundrbased Observations  
of AiT・Pollutants at  
軋．Happo．in theJapan  
Alps   

f－98  

）
 

1
 霊

 川ishiz8Wa H．  
＊1），Hatakeyama S  
ShirD），MuranD K．  

（＊1Nagano Res  
1nst．Health ＆  
Pollutり＊2Global  
Environ．Div．）  

畠山史臥占部太一郎  
Sivanesan S．  

HigurashiA．  

HigurashiA．，  
NakajimaT．（机），  
UsuiT．（＊1）（＊1Univ  

第5回大気化学討論会  熱海   大気中におけるメチルシク  
ロヘキセン煩とオゾンの反応  
による過酸化物の生成とその  
機構   
Globalaerosolremote  

sensing with NOAA／AVHRR  

Long－term mOnitoring of  
global aerosal 
Characterlstics uslng  

f－99  

京都   Birmingha皿  

11．12  

11．7  

’99Kyoto  
Aerosol－Cloud  
Yiorkshap 
IUGG 99  Abstract S  
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大喜多敏一（＊2），  
小山彩子（＊3），  
高野賢一（＊3），  
堀江勝年（＊3），  
青木正敏（＊3），福山力，  
内山政弘，久米博，  
東克幸（叫），他  
（＊1国立公衆筒生院，  
＊Z桜美林大，  
＊3東京農工大，  
叫東洋大）  
青木正敏（＊1），  
小山彰子（＊1），  
高野賢一（＊1），  
原宏（＊2），  
大書多敏一（＊3），  
福山力，内山政弘，  
泉克幸（＊4），  
坂本和彦（＊5）  

（＊1東京農工大，  
♯2匡】立公衆衛生院，  
＊3桜美林大，＊4東洋大，  
＊5埼玉大）  

石原日出一（薯1），  
坂本和彦（＊1），  
茂木貴美代（事1），  
岩本一塁（♯1），福山力，  
内山政弘，  
皆川直人く＊2），  
高橋克行（＊2），  
田野中武志（蝉2），  
全浩（♯3），他  
（＊1埼玉大，  
＊2ク小リーンフールー㈱，  

＊3中日友好環境保護中  
心）  

福山力   

福山力  

エアロゾル演度の高度分布   

f－103  

アカマツ群落におけるオゾ ンの沈着速度   
第40回大気環境学会年  

f－104  初冬期の中国北京市内の大  
気中ガス状および粒子状硫黄  
酸化物の濾度  

第40回大気環境学余年 コ三  

植物体へのオゾンの乾性沈   

立坑を利用した人工雪実験   超水分子の化学に関す  
るワークショジフ  第40回大気環境学会年  

同講演要  
旨果  
超水分子  
の化学に  
関するワ  
ークショ  
ツフ  

f－107  松井一郎，杉本伸夫，  
劉兆岩，玉虫功虹（＊‖，  
浅井和弘（＊1）  

（＊1東北工業大）  
劉兆岩，松井一臥  
杉本伸夫  
MatsuiI．，Sugi皿OtO  
N．，T即mUShiK．（＊1），  
AsaiK．（事1）  
（＊1TohokulnsL．  
Technol．）  

TamamushiI．（＊1），  
AsaiX．（＊1），Matsui  
I‥Sugi皿OtO N．  
（＊1TohokuInst．  
Technol．）  

水土壌国環境部  
Sudo R．（＊1），‡u K．－Q．  
，KimJ．（＊1），Lee－C．  
（＊1）（＊1Tohoku Univ．  

）  

Inaba X．  

研究船「みらい」によるエ  
アロゾルと雲のライダー観測  

高分解ライダーの課題と展  
望   
ObservatiDn Of AerosoIs  

arld C10udsin tlle West  
Pacific with a ?lie 
Scattering Lidar an the 
Research Vessel  
Mirai－Pr巳1iminary ReI氾rt  
Of M99－KIEx㌍riment   

Lidar System for  
Research Ship Mirai 

第6回大気ライダー観  
測研究会  

第6回大気ライダー観  
測研究会  
1nt．kser Sensing  
Symp．20thJpm．Laser  
Senslng Symp．  

Åbstract  
S paperS  

f－110  Int．Laser Senslng  
Symp．20thJpn．Laser  
Senslng Symp．  

Abstract  
S Papers  

g  

g－1  Importance of the  
Project Research for  
Developnrent of Water 
guality Renovatian Systenn 
し帥ard Future Environ皿ent  
Conservation   
Unusual changes of 

rate－determinirlg－Stepin  
formation／extraction of  
iron川）witll  
trifluoroacety18C巳tOnein  
Triton X－100Ⅰコice‖ar  
SOlutions  

Int．Symp．Dev．Water  
Qual．Renovation  
Syst．  

g－ 2  

26th lnt．Conf．Solution Chem．  
Fukuoka  
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陸水学会第64回  
佐竹研一（＊1）  

（＊1地球グ）  

森田美佳子（＊1），  
花里孝幸（＊1），  
沖野外輝夫（＊り，  
井上隆信（＊1信州大）  
中野義夫（＊1），  
大野上総（＊1），  
井上隆信  
（＊1東京工業大）  
中野義夫（＊1），  
大野上級（＊1），  
清田佳突い1），  
宮崎あかね（＊1），  
阿部恭子（＊1），  
井上隆信  
（＊1東京工業大）  
藤原朋広（＊1），  
杉浦則夫（♯1），長鳥貫  
井上隆信，国本学（＊2）  
（＊1筑波大，＊2地域グ）  
駒井幸雄（＊1），  
梅本諭（＊1），井上隆信  
（事1兵庫県立公害研）  
藤原誠一（＊1），  
三木一克（＊1），  
海老瀬清一（＊1），  
井上隆信（＊1摂南大）  
梅本諭（♯り，  
勤井幸雄（＊1），  
井上隆信  
（＊1兵庫県立公害研）  
Ⅰ刀OUe TりEbi5e S．  
（＊1）（＊1Setsunan  
伽iv．）  
KomaiY．（＊1），  
U皿e皿OtD S．（＊1），  
Inoue T．（＊1Hyogo  
Prefect．Inst．  
Environ．Sci．）  
NagafuchiO．（＊1），  
随kiI】OtO11．（＊Z），  
Ebise S．（事3），Inoue  
TりⅩoga M．（＊4）  
（＊1FukuokaInst．  
Health Environ．Sci．  
書2恥・uざhu Environ．  
Evalu且tiDn  
AssDCiation，  
＊3Setsunan Univ‥  
＊4Prefect．伽iv．  
Ku皿a皿DtO）  

U皿e皿OtO S．（＊1），  
Kom8iY．（＊1），1noue  
T．（事1Hy由o Prefect  
Inst．Environ．Sci．）  

響  

諏訪湖の農薬濃度の季節変  
動と農薬がミジンコに与える  
複合影響  

水田群から河川への農薬動  
態数理モデル  

水田群から河川への農薬の  
動態   

第5回日本環境局性学  
会り†イオアツセイ研  
究会合同研究発表会   

化学工学会第32回秋季  
大会  

化学工学会弟32回秋季  
大会  

同講演要  
旨異  

同講演要  
旨桑  

同講演要  
旨粟  

g－ 5  

金沢  g－ 6  

ヒト由来培養細胞を用いた  
簡易バイオアヅセイの高感度  
化と湖水・河川水への適用  

山林小乗水域における主要  
溶存化学成分の年間流出量の  
推定   
天野川における農薬の流出  

特性と流下過程での変化  

山林域小河川における栄養  
塩類の降雨時流出について  

加点off C）】araCteJ、i5tjc5  
0f Pesticides from paddy  
fields tolakes   
Runoff Characteristics  

OfM鋸OrIonicSp叫es  
Ouring Rain Events in 
Forested Watershed  

Runoff of Acidie  
Substances th8t  
Originated from  
Atmospheric Deposition on  
the Y8kushimaIsland，A  
World帖turalHeritage  
5jte   

第34回日本水環境学会  
年会  

第2同日本水環境学会  
シンポジウム   

発2回日本水環境学会  
シンポジウム  

第2回日本水環境学会  
シンポジウム  

4thJ乃と．JAWQ  
Spec．Conf皿fねse  
Pollut．  
4thInt．IAWQ  
Spec．Conf．Diffase  
Pollut．  

4thInt．1AWQ  
Spec．Conf．Diffase  
P（）11ut．  

京都  g－ 7  

g－ 8  

g－ 9  

g－10  

Bangkok  g－13  

Runoff Characteristics  
of Nutrients in the 
Forest Strea皿Sin  
JapaneseIsland   

天然界面活性剤の機能制御  
と環境修復への応用   

4thInt．IAWQ  
Spec．Conf．Diffase  
Pollut．   

弟52回コロイドおよび  

界面化学討論会  

Bangkok  g－14  

橙永園（＊1  

石上裕（暮2  

樺洗漢（事2  

盛岡  g－15  

金先端（＊2），  
石井女由（♯3），  
内山裕美  
（＊1韓国化学研  
■2息北大，  
■3明治薬科大）  
Uchiya皿a H．  SttluCture Of soluble  

nethane monooxygenase Df  
TCE－degrading  
neLhanotroph  
Methylocystis sp．H，and  
its problem to be soIved  

Jpn．－UK Workshop  
BioremediatioIl  

Tsukuba  g－16  

1icatiDTl  
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寛99匝L米国微生物学会  
Structure in the East 
China Se8   

Uchiya皿8HりKambe S．  
川ir8kiH．（＊2），  
Watanabe H．M．（♯2），  
Nakahara T．（＊1），  
Watanabe M．（＊1），Zhu  
M．Y．（＊3）（■1Tsukuba  
Univり＊2EnvirDn．  
8iol．Divり＊3Dept．  
祖arine】さiDl．First  
lnst．Oceanography  
State Oceanic Ad皿in．  

）  

宇都宮陽二朗  

宇都宮陽二臥  
小杉章一（＊1），  
鈴木努（＊1）  

（♯1㈱パスコ）  

日本地理学会1999秋季  
大会   

（社）日本写其洲且学会  
平成11年度年次講演会   

（社）日本リモートセン  
シング学会第26回（平  
成11年度春季）学術講  
演会  
（社）日本写真測見学会  
平成11年度年次講演会   

（社）日本リモートセン  
シンク学会策26回（平  
成11年庭番季）学術講  
演会  

え  
平成11年度年次講演会   

動  
（社）日本リモートセン  
シンク学会第26回（平  
成11年度春季）学術講  
演会  

物  
15回大会  

8th  
Symp．Jt．Siberian  
Parmafrost Studies  
betl岬e帥JpTl．＆  
Russ．in1999  

の  
99年慶大会  

流出油回収対策のためのイ  
ンターネットGIS構築につい  
て   
流出油の回収対策等に備え  

た海及び海陸礫界域のGIS構  
築（その2トモバイルGISの構  

築－  

千乗  流出油の回収対策等に備え  
た海及び海陸境界域のGIS構  
築（その4卜衛星情報による流  
出油漂流予測－   

宇都宮腸二郎  
小杉章一（＊1）  

鈴木努（＊1）  

（＊1㈱パスコ）  

g－20  

千葉  流出油の回収対策等に備  
た海及び海陸境界域のGIS構  
築（その3トボランティア活  
情報について－   

宇都宮陽二郎  g－21  

青木亮太（ 土屋和人（  

高知  西シベリア大低地の微生  
群集構造解析  

Bacteri81Community  
Stmcturein West－Siberia  
恥tland  

土壌中のメタン生成細菌  
定且における蛍光法とMPN法  
の比較  

中国河北平原における地下  
水の開発利用とその環境への  
影響   
中国北部・東北部地域にお  

ける土地生産性の考察   
中国土地利用と構造と一般  

チューネン＝リカードモデル   

内海真生，Belova S．E．  

（＊1），内山裕美  
（＊1Inst．机crobiol．  
貼S Russia）  
内海真生，Se B．（刈），  
内山裕美（りInst．  
Microbiol．RAS  
餌ssia）   

石橋正文（＊1），  

g－22  

g－23  

山口  g－24  
染谷孝（＊1  

浅川晋（＊2  

内山裕美  
J内海勇生  
＊1佐貿大，  

♯2九州農試）  

張兆吉（＊1），大坪国順，  
石井武政（＊1）  

（地質調査所）  

王動学，大坪国順   

小長谷一之（事1），  
守田秀則（＊2），  
大坪国順  
（＊1大阪市立大，  
事2香川大）  

張兆吉（＊1），大坪国債l  
石井武政（ホ2）  

（＊1中国水文地質工程  
地質研，＊2地質調査所）  
越川海  

萩野暁史（＊1），越川海，  
渡辺正孝，  
中原忠馬（＊1），  

同講演概  
要果共通  
セッション  
プログラ  
ム  
環境シス  
テム研究  

土木学会第54回年次学  術講演会   

（社）環境科学会1999年  

＝言 第27回環境システム研  

究論文発表会  

豊橋  プログラ  
ム  

同講演要  
旨菜   

同講演要  
旨集  

（社）環境科学会1999年  
：＝ミ  

日本微生物生態学舎弟  
15回大会   

日本微生物生態学会第  
価  

中国河北平原における過度  
的な土地利用が環境への影響  

微生物食物連鎖を通じた泊  
存有機物の動物プランクトン  
ヘの伝達   
海域油汚染浄化技術の微生  

物群集構造に及ぼす影響評  

g－28  
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awa H．．Xu K．  
Chang」lary Estuary   hesocosm Experiment  －QりMakiH．，  

Huraka皿iS．，Zhu h．  
（＊1），IDriya T．（＊2），  
KohataKりWatanabe  
M．（＊1FirstInst．  
Oceanogr．State  
Oceanlc  
Ad皿inlstration  
Qing血o Cbina，  
＊2Tokyo Univ．Fi5h．）  
Eoshikawa－Kanao H‥  
Takanatsu T．，TakAda  
J．（＊1），Matsushita R．  
（＊1），旺uraka皿iS‥Xu  
K．－Q．，Zhu軋－Y．（＊2），  
Watanabe M．  
（＊1KyotD Univり  
＊2FirstInst．  
Oceanography China）  
関谷一義（り），  
陶野郁雄  
（＊1新潟県保健環境科  
学研）  

小森次郎（＊1），  
遠藤邦彦（＊1），  
陶野郁雄（＊1日本大）  
竹村貴人（＊1），  
橋川貴史（＊1）遠藤邦彦  
（＊1），陶野郁雄  
（＊1日本大）  

陶野郁雄   

陶野郁雄，  
遠慮邦彦（＊1），  
竹村貴人（＊2），  
橋川貴史（＊1）  

（＊1日本大，＊2埼玉大）  

陶野郁雄，  
関谷一義（＊1）  

（＊1新潟県保健環境科  
学研）  

陶野郁去筐，  
関谷一義（＊1）  

（＊1新潟県保健環境科  
学研）   

富岡典子，  
衛藤夏葉（＊1），  
中原忠常（＊1），  
内山裕夫（＊1筑波大）  
佐藤深（＊1），土井妙子，  
佐藤純（事1）  

（＊1明治大）   

土井妙子，高松武次臥  
佐藤純（＊1）  

（＊1明治大）  

土井妙子，高松武次郎，  
佐藤純（＊1）  

（＊1明治大）  

牧秀明，越川海，  
小幡邦男（＊1），  
渡辺正孝，酒井毅（＊2），  
佐藤一省（＊2），  
中越章博（＊3），  
山崎富夫（♯3），  
古城方和（＊3）  

（＊1地域グ，  
靂2東京理科大，  
＊3兵庫県公害研）  
向井哲   

向井哲  

Interactions：Managln  
g Coastal  
Ecosystems 4th 
Int．Conf．Ⅲ巳diterr．Co  
astalEnviroT】．  

Antalya（Tu  rkey）  

Trace Element  
CDm印Sition of Suspended  
Matter in the Changjiang 
Estuary Mouth   

MEDCOASTg9－EMECSg9  
Jt．Conf．  

g－32  

第34回地盤工学研究発  
表会  

策34回地盤工学研究発  
表会   

策34回地盤工学研究発  
表会  

1999年日本第四紀学会  
大会  
第18回日本自然災害学  
会学術講演会  

東京  329－330  二つのモニタリング方法を  
用いた地下水位回復期におけ  
る収縮宜の測定結果の比較一  
新潟県六日町での罰測結果一   

八幡平（迫川）地すべり・土  
石流災害と水蒸気爆発  

液状化による砂脈の形成と  
粒子の再配列一北海道南西沖  
地震の例一  

浪状化現象とその地質・地  
形条件  

1g93年北海道南西沖他宗に  
よる河成堆領物の液状化によ  
る」抄礫脈の形成に伴う粒子再  
配列  

上越市高田市街地における  
地盤沈下の現状  

上越市における地盤沈下警  
報システムとその情報伝達   

g－33  

2155－2156    205－206  

京都  同講演要  
旨集  

日本災害  
情報学会  
1999年研  

究発表大  
＝三  

岡講演要  
旨異  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨柴   

同要旨粟  

同講演菜  

1999年日本第四紀学会  
大会  

日本災害情報学会1999  
年研究発表大会  

g－38  

仙台  g－39  

日本微生物生態学会第  
15回大会  

弟43回放射化学討論会  

高知  富栄養湖における微生物群  
集構造の解析  

ビナツポ火山の1991年の噴  
火に起因すると推定される大  
気中の21DPb濃度の一時的上  
昇一章喜国ソウルにおける観測－   
バイカル湖湖底堆積物の  

210pb法による堆積速度と  
137cs濃度   

Pb法によるバイカル湖湖底  
堆積物の堆積速度  

兵庫県香住町日本海海浜武  
における流出重油バイオレメ  
ディエーションの検討   

g－40  

g－41  

第43回放射化学討論会  

第36回理工学における  
同位元素研究発表会   

第34回日本水環境学会  
年会  

1999年度目本土壌肥料  
学会関東支部大会  
1999年度日本土壌肥料  
学会北海道大会  

オートクレープ処理に伴う  
土壌のCO発生   

接種BHC分解菌の生残性と  
土壌孔隙－オートクレープ処  

ー350一   
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日本微生物生態学舎弟  
15回大会  

DGGEを用いた長江流域にお  
ける細菌群集構造の解析   渡辺正孝，徐保革（＊2），  

中原忠常（＊1），  
内山裕美（♯1筑波大，  
繋2中国長江流域水資源  
保護局）  

生物圏環境部  
斉藤和季（＊1），  
野路征昭（事1），  
斉藤麻衣子（＊1），  
井上健司（＊1），  
中村遇美（書1），  
高橋秀樹（＊1），  
青野光子，佐治光  
（＊1千葉大）  

松山崇，中嶋信実（＊1），  
玉置雅紀（＊1），  
青野光子，久保明弘，  
佐治光（＊1地域グ）  
上野隆平，佐竹潔   

佐治光  

h  

h－ 1  第17回日本植物棚胞分 子生物学会  硫黄同化系の分子エンジニ  
アリングによる含硫黄環境汚  
染物質に対する耐性の付与と  
ファイトリメデイエーション   

秋田  シロイヌナズナ実生の生育  
に対するポリアミンの影響  

亜熱帯島喚の水生昆虫，特  
にユスリカ相について   
大気環境モニタリングヘの  

植物バイオテクノロジー   

日本植物形態学会第11  
回大会  

第47回目本生態学会大   

NTS講習会「ファイト  
レメデイエーション最  
前線」  

h－ 2  

同講演要  
旨果  
ファイト  
レメデイ  
エーショ  
ン最前線  
一植物に  
よる環境  
負荷低減  
技術一  
同講習会  
テキスト   

同講演要  
旨異   

同講演要  
旨異   

同講演要  
旨果  
同講演要  
旨集  

東広島   

東京  

12．3   

11．11  

遺伝子組み替えによる光化 学オキシダント耐性植物の作 出と大気汚染の浄化   

樹冠構造のダイナミクス：  
分枝構造のあるモデルとない  
モデル   
炭素収支モデルで説明する  
‘あえて成長しない植物の生  
き方’   
キタグケソウの満開時期と  

消雪日との関係について   
尾瀬ケ原における赤シポ中  

のソコミジンコ（予報）  
尾瀬ケ原のアカシポ現象に関  
する研究（7）   

TICセミナー「ファイ  
トレメデイエーション  
の開発勒向」  
日本植物学会第63回大  

第47回日本生態学会大  
二て   

発47回日本生態学会大   

日本陸水学会第64回大  

東京  

秋田  

東広島  

東広島   

彦根  

12．2  

11．10  

12．3  

12．3   

11．10  

佐治光  

竹中明夫  

竹中明夫  

h－ 5  

h－ 6  

h－ 7  

h－ 8   

h－ 9  

名取俊樹   

菊地義昭（＊1），  
福原靖夫（＊2），  
大高明史（＊3），  
請合正宏（＊4），  
野原精一，  
山本路子（＊5），  
尾瀬アカシボ研究グ  
（tl茨城大，事2新潟大  
＊3弘前大，  
＊4東京都立大，  
＊5明治大）  

山本拍子l＊1），  
川村晃（♯1），  
落合正宏（＊2），  
菊地義昭（＊3），  
野原精一，  
福原晴夫（＊4），  
尾瀬アカシポ研究グ  
（＊1明治大，  
竃2東京都立大，  
＊3茨城大，叫新潟大）  
福原晴夫け1），  
大高明史（＊2），  
落合正宏（♯3），  
菊地義昭（＊4），  

日本陸水学会第64回大  

尾瀬ケ原のアカシポ現象に  
関する研究（6）  
一アカシポ雪コア内のTrachel  
o皿OnaS様藻類の分布－   

h－10  

日本陸水学会第64回大  

尾瀬ケ原のアカシボ現象に  
関する研究（8卜雪上，雪中の  
動物の分布－  

h－11  

野原精一，  
山本鈴子（＊5），  
尾瀬アカシボ研究グ  
（＊1新潟大，＊2弘前大，  
＊3東京都立大，  
＊4茨城大，＊5明治大）  
野原精一  

日本陸水学会第64回大  
湖沼水革帯の生物多様性  

－351一   
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尾瀬ケ原のア 関する研究（4）  

野原精一，  
請合正宏（再），  
菊地義昭（ホ2），  
福原晴美（＊3），  
山本路子（＊4），  
尾瀬アカシボ研究グ  
（＊1東京都立大，  
＊2茨城大，♯3新潟大，  
叫明治大）  
落合正宏（＊1），  
菊地義昭（＊2），  
野原精一，  
福原晴夫（＊3），  
山本祐子（事4），  
尾瀬アカシボ研究グ  
（＊1東京都立大，  
＊2茨城大，＊3新潟大，  
＊4明治大）  

野原精一   

野原精一，佐竹潔，  
上野隆平，広木哲也  
矢部徹，野原精一，  
安頬智仁（＊1）  

（＊1尾瀬保護財団）  
矢部徹，野原精一，  
古貴慮斎，  
宇田川弘勝（＊1〉，  
広木幹也示渡辺信  
（＊1（財〉地球人間・環境  
7オーラム）  

Robertsom B．Rり  
Watanabe軋軋  

分布とアカシポタイプ・一次  
生産・分解活性   

h－14  尾瀬ケ原のアカシボ現象に  
関する研究（5）  
アカシボの化学成分   

日本陸水学会第64回大  

彦根  

第47回日本生態学会大  
＝三  

男47［司日本生態学会大   

日本陸水学会第64回大  
＝三   

日本陸水学会策64回大  

コ三  

東広島   

東広島   

彦根  

彦根  

同講演要  
旨異  
同講演要  
旨異  
同講演要  
旨集   

同講演要  
旨菜  

島唄生態系の機能評価とそ  
の保全   
亜熱帯島喚の水循環の解析  

沈水植物の変遷とその評価  
一尾瀬沼における事例一  

千潟生態系の機能評価に関  
する基礎研究   

12．3   

12．3   

11．10  

11．10  

h－15   

h－16   

h－17  

h－18  

干葉  Synechococcus（cyanobacte  
ria）strain  
differentiation based Dn  
I）NA sequence of the  
CPC（phycocyanin）BAIGS  
and flanking regions   
TaxonDmy and Phylogeny  

af Water Blaoro Farming 
Oscillatoria（Cyanobacteria  

）   

日本微生物資源学会第  
6回大会  

ト・い】  

Chiang皿ai  Int．Conf．Asiam  
Netw【】rk Microbial  
Res．  

Suda S．（＊1），Ohtsuka  
S．（＊2），LiR．（＊3），  
Mahakhant A．（＊4），  
Liu Y．（璃），  
Nopar8tnaarapOrn N．  
（＊6），Wat肌abe M．M．  
（＊1GlobalEnvirDn．  
Forum，＊2Univ．T8kyD，  
ヰ3Wright State Univ  
，＊4TISTR Thailand，  
＊5Inst．Hydrobi81．  
China，＊6Kasetart  
Univ．）  
Watanabe M．M．  

h－20  

和光  Hodern Approach to  
TaxDnO皿y Of  
Cyamobacteria－As an  
exa皿ple of Oscil18tOric  
taxDnOmy－   

Species and Genetic  
Diversities of  
Water－bloo皿Forming  
Cyanobacteria，Microcystis  

Spp．   

ANM且  

FoT、um：Microbiol．Res  
＆ Gel】．Resour．Asia  

InL．Conf．Asian  
Network Microbi81  
Res．  

h－21  

Chiangmai   Watanabe M．Mり  
Ohtsuka S．（＊1〉，Suda  
S．（＊2），LiR．（＊3），  
Hahakhant A．（＊4），  
ガoparatnaraporn N．  
（＊5），Liu Y．（哺），  
OyaizuH．（＊1），  
Matsumoto S．（＊1）  
（＊1Univ．Tokyo，  
＊2GlobalEnviron．  
FDrum，＊3Wright  
St8te Univり＊4TIST且  
Thailand，  
＊5Kasetsart Univり  
＊6Inst．HydrDbiol．  
Chin8）  
渡辺信   

渡辺信  

h－22  

第2回自然系調査研究  

第19回微生物分類研究   機関連絡会議  

同プログ  
ラム・講  同講演要 旨集  

藍藻類（シアノバクテリア）  

の生態と系統分類   
生命の進化と絶滅一革軸藻  

類を例として－  

吹甲  

富士吉田  

11．10   

12．2  
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日本微生物資源学会第  
6回大会  

計算科学技術活用型特  
定研究開発推進事業研  
究報告会  

複数遺伝子の塩基配列に基づ  
く群体性ボルボヅクス目（緑  
藻）の初期進化過程の推測   
生物多様性データベースの  

ブロテオームによる再構築  
原核生物における確多様性情  
報：プロテオーム解析の導入   

h－26  渡辺倍，志  
清水英幸（  

子
 
 

純
、
ハ
、
ハ
L
 
 

村
境
柁
柁
 
 

鶴苦恵二  
森谷幸浦  
宮崎賢二（＊3），  
次田略（＊3）  

（＊1理化学研，  
＊2地球セ，  
＊3東京理科大）  
地球環境研究センター  
ーノ瀬俊明   

一ノ瀬俊明   

一ノ瀬俊明，  
川原博満（＊1）  

（＊1富士通エフ・アイ  
・ピー）  

一ノ瀬俊明   

Ichir】OSe T．  
（Toshiaki）  

1  

i－1   

i－ 2   

i－ 3  

同発表要  同発表要 旨異  旨柴  
同講演要  
旨集  

同発表要  
旨集  
ÅBSTRACT  
S  

日本地理学会学術大会   

日本地理学会学術大会   

（社）環境科学会1999年  
吉  

日本地理学会学術大会   

1999 Open 
Meet．nu皿．DiImenSions  
Gloね1  
EnvlrOn．Change  
Res．Community  

都  
大会  

ー  

日本農業気象学会1999  
年度全国大会  

ドイツのKlimaanalyse一都  
市計画のための気候解析一   
中国の地域別エネルギー消  

費構造   
GISによる下水熱源地域熱  

供給の地域別適性評価  

中国のエネルギー消費と80  

年代後半の変遷   
CLlMATOLOGICAL INPACT 

OF LAND USE CHANGE DURI蝿  
RECE刃T150YEARSINJAPAN  

土地利用情報を利用した  
市気温分布予測  

地球環境モニタリングデ  
タのデータ提供システム  
インターネットを利用した  

地球環境モニタリングデータ  
提供システムの開発   

広島  演
 
 

講
果
 
 

術
概
l
 
 

学
使
い
 
 

栗崎直子（ホ1），  
一ノ瀬俊明  
（＊1科学技術振興事業  
ビ】さ  
勝本正之，藤沼康実   

勝本正之，藤沼戌実  

要
 
業
会
産
 
物
節
9
9
 
物
会
年
 
会
旨
 
 

演
 
農
学
年
 
生
調
1
9
会
植
字
1
1
会
大
要
 
 

講
黒
木
象
9
9
会
本
墳
会
大
本
場
成
大
同
演
 
 

同
旨
日
気
1
9
大
日
環
学
年
日
工
平
度
合
講
 
 

8
 
 

8
 
4
 
 

2
 
 

8
 

Tsukuba   Variatin of  
Plant－Diversityln the  
Established CommunitV forr 
Combating Desertification   

Strengthening Capacity  
to Manage Biodiversity  
Data   

SpecleS20QO  
Asia－Oceania：A regional  
apprDaCh of wlde scoped  
biodiversity infarmation 
integration in Asia 
Oceania   

Has bryophyte diversity  
affected by at皿OSpheric  
enviroIⅧent－So皿e rield  
andlabratory reserches  
COnductedimJapan－  

Workshop  
Biodiversity Res．＆  
Inf．Åsia Oceania   

Workshop  
Biodiversity Res．＆  
Inf．Asia Oceania  
Species2000こN色W  
Zealand Millennial  
Synp．A Rev．＆  
Inventory New  
Zealand’s  
biodiversity  
lnt．Jt．Workshop  
Stud．BIODIVERSITY  
ValueInf．21st  
Century 2nd 
Int．Workshop  
Species ZOOO，CODATA  
’99DSAO  
ⅥorkshDp，14ttl  
Glo由1  
EnvlrDn．Tsukuba  

（♯1），Tobe K．  

Shlmizu H．  
Viron．Biol．Div   

zu H．  Tsukuba  

Wellington  ShiⅦizuⅥりShi取ura  
J．（＊1），Tsuruwaka K．  
MDritaniYり  
Watanabe M．M．（＊2）  
（＊1RIXEN，＊2Environ．  
Biol．Div．）  
Shimizu HリSuga K．  
（＊1），OhashiT．（♯1），  
Taoda H．（＊2），  
IwatsukiZ．（＊3）  
（♯1Tokyo Metrop．Res  
lnst．ErlViron．Prot．，  
＊2For．＆Forest  
prod．Res．1nst．，  
＊3HattoriBot．Lab．）  

Tsukuba  i－12  
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Species2000：a  
Java／CORBA Common Access  
Syste皿inpremented by t，he  
Species2000intiativein  
Japan   

Cambridge  
IchiyanagiY．（頃），  
SuzukiK．（＊1），Benno  
Y．（＊1），Nakase T．  
（＊1），Shinizu Hリ  
Sugimura K‥Xawachi  
M．（＊2），mrOkiM．  
（＊2），Watanabe M．M．  
（♯Z）（＊1RIKEN，  
＊2Environ．Biol．mv．）  
ShimuraJ．（＊1），  
Shimizu Hり  
Tsuruwaka K‥  
Moritani Y., 
MiyazakiK．（＊2），  
Tsugita A．（＊Z），  
Watanabe軋軋（＊3）  
（＊1RIKE〟，＊2JIPID  
Protein Data Bank，  
＊3Environ．Biol．Div．）  
Suda R．（書1），Sasao A．  
（＊1），Shimizu H．  
（＊1Fukuokalnst．  
Health ＆ Environ．  
Sci．）  

（oib－98）Specles  
BioinforI刀atics  2000  

Tsukuba  Development of  
“BacteriologyInsight  

Orienting System”－B10S－   

Workshop  
Blodiversity Res．＆  
Inf．Åsia Oceania  

i－14  

ト15  The flora and  
vegetatioT）Of Okino－Shima  
and Orono－Shima  
lslaJlds，nOrthen  
Xyushu，Japan   

Int．Jt．恥rkshop  
Stud．B10DIVERSITY  
Valuelnf．21st  
Century 2nd 
Int．Workshop  
Species2000，CODATA  
’99DSAO  
Workshop，14th  
Gloね1  
EnvlrDn．Tsukuba  
Int．Jt．WorkshDp  
Stud．BIODIVERSITY  
ValueInf．21st  
Century 2nd 
lTlt．WorkshDp  
Species2000，CODATA  
’99DSAO  
恥Pk5hDp，14th  
Glo1  
EnvlrOn．Tsukuba  
Int．Jt．Workshop  
Stud．BIODIVERSITY  

Tsukuba  

Tsukuba  Development of a  
血tabase of bryophytesin  
Okunikko area   

11ド  Sugimura K．，Shimizu  
H．，HiguchiM．（＊1），  
lwatsukiZ．（＊2）  
（♯1yatl．Sci．Hus．，  
事21iattDri】さot．Lab．）  

Tsukuba  Developmemt of a  
血tabase of bryDphytesin  
Okunil（ko area  

Mechanisms Underlying  
the Iapacts of Ozane on 
Photosynthe与isin  
Plantago naJOr L．   
Effects of air  

pollution on vegeLation  
in China：paSL，preSent and  
futue  

バヌアツの植物相について  

日本産蘇煩のデータベース  
化  

生物データベース作成の現  
状  

波照間島におけるフロン頬  
の観測   

i－17  Sugimura EりShimizu  
HリHlguchiM．（♯1），  
IwatsukiZ．（♯2）  
（＊1Natl．Sci．Musり  
＊2IiaしじOriBot．Lab．）  
Zherlg YリBarnsJ．D．  
（＊1），Shimizu H．  
（＊1Univ．Newcastle  

UK）  
Zheng YりShilnizu H．  

Corva11is  
USÅ  

Tsllkuha 

31st Air  
Pollu．Worksh叩  

Annu．Workshop  
Eff．Air  
Pollu．Plants，Kanto  
BraれCh  

Jpn．Soc．Atmos．Enviro  
n．  

第13回コケ学茶話会  

日本蘇苔類字会28回大  
＝三   

日本動物分類学関連学  
会連合設立記念シンポ  
ジウム（1）  

第40回大気環境学会年  
会  

i－18  

ト19  

東京  

和歌山  

東京  

津  

11．10  

11．8  

12．1  

11．9  

杉村庶司，清水英幸，  
岩科司（♯1）  

（♯1国立科学博物館）  
杉村康司，清水英幸，  
岩月善之助（＊1）  
（＊1服部植物研）  
清水英幸  

古川修（＊1），高田雅之，  
藤沼康実，  
横内陽子（＊2）  

（り（財）日本環境衛生  
セ，＊2化学環境部）  
橋本正雄，勝本正之，  
藤沼康実   

織田伸和（＊1），  
橋本正乱勝本正之，  
藤沼康実  
（＊1（財）地球・人間環境  

ト 20  

ト 21  

i－22  

1－23  
同講演要 旨集  

落石岬・波照間島における  
エアーマスの流れと地上風向  
の比較   
流跡紐解析およぴラドンか  

らみた波照間島・蒋石岬の気  
団特性  

第40回大気環境学会年  
貢   

策40回大気環境学会年  
ニ．  
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日本農業気象学  
年匿全国大会  我が国の南北瑚に到達する エアーマスの気象学的特性  気象学会  

1999年慶  

大会  
日本生物  
環境調節  
学会1999  

年大会  
日本植物  
工場学会  
平成11年  
度大会  
合同大会  
講演要旨  
同講演要  
旨果  

第40回大気環境学会年  
大気中亜酸化窒素濾度の長 期トレンド   
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藤沼康実 （♯1兵庫県立公害研）  

Fujinu皿a Y．，  
Ⅵasllinoto M．，  
Kntllmata M.. 

川GG’99  AUTOl仏TIC GREENHOUSE  
GASES一犯NIT〔〉RING，D肌A  
DISSEM川ATION SYSTEM AND  
州ALYSIS SUPPORT T〔氾L FOR  
GLOBÅL EⅣⅤIRONMENTAL  
RESEARCH   
わが国の落葉針葉樹林にお  

ける温室効果ガスフラヅクス  
・モニタリングについて   

ト28  
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日本農業気象学会1999  
年度全国大会  

藤沼康実，遠藤浩  i－29  

lGES／NtES Workshop  
GHC Inventaries 
Asia－Pac．Reg．  

10tb GlobalWaTⅦing  
Int．Conr．＆Expo．  

Jpn．Natl．Co】¶m．IGBP  
Sci．Counc‖Jpn．  

lOth Global Warming 
lnt．CDnf．＆Expo．   

（社）日本写真測量学会  
平成11年度年次講演会   

（社相木リモートセン  
シング学会第26回（平  

成11年度春季）学術講  
演会  

Carbn Sink Acc（）ullting  
under Kyoto Protocal and 
Its Implication ta 
Southeast Asla Focusing  
in Thailand   
FDreSt CarbDn  

加dget：Merging Global  
Carbon Cycie Model and 
F8「巳StlnventDry   
Developing carbon  

もudget8fworld forests  
With a biDSphere model  

Political lnplicatians 
of Defining Carbon Sinks 
under the Kyoto Protocol   
京都フォレスト計測におけ  

るリモートセンシンクデータ  
の高度利用一吸収源措動の定  
義オプションと利用可能セン  
サの評価－   

PumiJu皿nDng N．  Ya凪agata Y．，  
i－ 30  

FⅥjiyoshid  
a  

Haya皿a  

AlexalldrDV G．Åり  
Yamagata Y．  

Alexandrov G．Aり  
Yamagata Y．，Oikawa  
T．（＊1）（＊1Tsukuba  
Univ．）  
Ya皿agata Yり  
Alexandrov G．A．   

山形与志軌  
六川修一（＊1），  
土田聡（＊2），  
小熊宏之（＊3），  
関根秀真（＊4）  

（＊1東京大，  
＊2工業技術院地質調査  

所，♯3環境健康部，  
叫三菱輪台研）  
山形与志樹   

Yamagata Y．  

i－31  

Abstract  
S  

AI】STRACT  

同論文集  

i－ 32  

a  

Fujiyoshid       千乗  

11．5  

”川∵ 里  

京都フォレストと政策的含  
意  
lnstitutianal Diloension 

0f Sink for CooperatiDn  
under the Kyoto ProtocoI  

Special report an 
landllSe，1and旧e Change  

温室効果ガス吸収源に  
関するワ一クショップ  
19990pen  
Meet．Hum．Dimensi（）nS  
Glot〕al  

Environ．Ghange  
Res．Com皿unity  
9tll  
Asi8－Pac．Semin．Clim、  

Ya恥gata Y．  i－ 37  

and forestr  
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第25回リモートセンシ ンクシンポジウム  

ンサーILASのオ  
等の導出結果（ver．4．20）誤差  

解析  

郎EOS衛星搭載センサーIu  
Sのデータ処理における誤差  
評価（その4）  

中島英彰（＊1），  
笹野泰弘（♯2）  

（★1地球グ，  
＊2大気圏環境部）  
横田達也，椿広計（＊1）  
笹野泰弘（＊2）  

（＊1筑波大，  
＊2大気圏環境部）  

（社）日本写真測見学会  
平成11年度年次講演会   

（社）日本リモートセン  
シンク学会第26回（平  

成11年度春季）学術講  
演会  
22bnd Annu．Revieu  
Conf．Atmos．Transm．Ho  
dels  

i－39  

Hanscom  

ILAS O2－A－Band Data RetrievalStatus   

YDkota T．，Nakajima  
H．（＊1），Sugita T．  
（＊1）JSasamo Y．（＊2）  
（＊1GlobalEnviron．  
Div．，＊2Ato皿S．  
Environ．Div．）  
YDkota T．，SuzukiH  
（り），Sas8nO Y．（＊2）  
（＊1NASDA，＊2Atoms．  
Environ．Div．）  

Yokota T．，Nakajina  
H．，Sugita Tり  
g8nZaWa H．（＊1），  
Sasano Y．（＊1）  
（＊1Atmos．Environ．  
Div．）  
環境情報センター  
阿部玉偏  

ト40  

Parallelcomputing of  
the satellite sensorIuS  
data for皿eaSurement Of  
the ninor gas  
concentrations in the 
印18r OZOnelayer   

Polar Stratosphere  
Monitoring Sensor lLAS 
a爪d fもS Data Retrjevaユ  
Status  

ITC－CSCC’99  i－＝  

Atmos．Spectrosc．Appl ．199g  ectrosc．  
App】．ユ99  Atmos．Sp   9   

i－42  

国立環境研究所における地  高知工科大字エネルギ  
ーシンポジウム  

土佐山田  
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1．予  算  

（単位：千円）  

区  分   平成7年度  平成8■年度  平成9年度  平成10年度  平成11年度   

遺 骨 費   8，192，708  7，456，167  7，987，210  8，490，771  8，7S3，S77   

1．人に伴う経費   2，208，1鮒  2，276，065  2，347，722  2，357，923  2，295，175   

（1）人件費   2，199，356  2，267，271  2，338，729  2，348，925  2，285，434   

（2）人当庁費  8，834  8，794  8，993  8，998  9，741  

2．一般事務処理費  344，883  347，563  363，896  388，266  

3．環境情報関係経費  508，589  509，323  519，534  別9，259  558，489   

（1）情報収集等経費   31，586   31，586   32，177   32，177   34，052   

（2）情報処理経費   349，057   308，798  355，606   354，751   3別，5住l   

（3）インターナショナル・リファラルシステム経費   1，060   1，060   1，075   1，075   1，075   

（4）自然環境保全総合データベース経費   3，237   3，241   3，299   3，305   3，3（M   

（5）環境情報提供システム経費   123，649  164，638  157，377  157，951  148，622   

（6）環境国勢データ地理情報システム整備運営経費  16，932  

4．研究費  1，637，003  693，660   786，466  912，788            1，034，025   

（1）人当研究費   226，437   228，261   237，567   241，175   262，473   

（2）経常研究費   1，042，756   28，674   28，758   28，676   28，724   

（3）特別研究費   288，076   289，811   290，996   397，982   197，320   

（4）開発途上国環境技術共同研究費   79，734  99，331   101，098   81，125   47，416   

（5）重点共同研究費  47，583  89，888   99，214   94，351   

（6）革新的環境監視計測技術先導研究費  38，159  29，531   31，142   

（7）環境修復技術開発研究費  35，085  35，213   

（8）内分泌楕乱化学物質総合対策研究費  337，386  

5．大型特殊施設関係経費  1，456，750  

6．地球環境研究センター経費  1，928，403  

（1）地球環境研究交流推進等経費   22，642   22，653   22，694   22，707   22，678   

（2）データベース軽費   159，936   166，249   186，026   154，282   210，085   

（3）スーパーコンピュータ経費   780，090   798，136  815，朗7   952，242   847，033   

（4）地球環境モニタリング経費  965，735  

7．環境研修センター事務処理費  89，068  92，557  94，130  105，582  

8．研修費  19，822  28，502  92，992  103，118  107，159  

施設整備費（環境庁研究所施設費）  2，004，791  463，132  

施設整備費（官庁営繕費）  2，026，588  40，636  29，別3  43，336  0  

移替経費  1，654，158   

注）補正後予算額  
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3．国際交流及び協力等  

（1）国際会議（国立環境研究所主催・共催の主な国際会議）  

国際会議名   開催地   場 所   開催期間   

lPCCAsianRegionalExpcrtMeeting   茨城・つくば  国立環境研究所  11．6．21～23   

第14回地球環境研究者交流会議   茨城・つくば  国立環境研究所  11．7．14一－16   

ダイオキシン頬の健康影響とそのメカニズムに関するセミナー   茨城・つくば  つくば国際会議場   12．2．8   

（2）国際共同研究（二国間環境保護協定・科学技術協定等で実施されている国際共同研究）  

国  名   課 題 幸一   相手先機関名等   担当部等   

アメリカ合衆国  微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発   テネシー大学   水土壌国環境部  

地球規模ベースライン大気中温室効果ガスの苗場蔭測定  米国海洋大気局   地球環境研究センター  

地域社会の羅患率に及ぼす気候変化と環境劣化による健康  
影響の研究   

森林伐採が湖沼生態系に及ぼす影響   アラスカ大学   地域環境研究グループ  

湿地生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為影響  
評価   

ファイトトロン研究ネットワークの構築   デューク大学   生物圏環境部  

粒子状物質の測定法の標準化および健康影響に関する研究  国立環境評価センター  
（EPA）   

FTIIモによる大気微量物質鉛樟分布観測ネットワークの  大気圏環境部   
フィージビリティーに関する研究   

イ ギリ ス  酸性雨による建造物からの右‘害金属溶出形態に関する研究  シェフイールド大学  地域環境研究グルー70  

環境健康那  

ヒトにおける微量元素及び金属結合タンパクの代謝に及ぼ  環境健康部  
す環境汚染の影響   

陸水生態研究所   生物圏環境部  

野生生物の保全と繁殖に関する生物学   シェフイールド大学  地球環境研究グループ  

大気環境変動が作物及び野生生物に及ぼす影響   ニューキャッスル大学  地球環境研究センター  

加l速器質量分析法とクロマトグラフィーの結合による放射  
性核桂測定方法の高度化に関する共同研究   

環境大気及びフレームの中粧i三成体に関する研究   化学環境部  

日英の水城に発生する糸状藍藻類オッシラトリア及びノス  化学環境部  
トックの新規有苛物質の化学構造と生体影響   

メタン酸化細菌の分子生物学及び生態学に関する研究   ワーザック大学   水土壌国環境部  

3次元モデルを用いた成層圏オゾン層観測デ「夕の解析に  大気圏環境部  
関する研究   

地球環境汚染のタイムカプセル■樹木人皮による汚染監視  地球環境研究グループ  
に関する研究   

円石藻類の多様性と系統に関する研究   大英博物館   生物圏環境部  

肺胞マクロファージの粒子貧食機構   オックスフォード大学  地域環境研究グループ   

イスラエル  超音速自由噴流法の環境計測への新しい応用に関する研究  テルアビブ大学   化学環境部   

オーストラリア  海洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究   西オーストラリア海洋研究所  化学環境部  
地域環境研究グループ   

－ 361－   



国立環境研究所年報（平成11年度）  

国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   
オーストラリア  地球環境モニタリングに関する研究協力   CSIRO   大気圏環境部  

地球環境研究センター  
微生物多様性（特にシアノバクテリア）の総合データペー  
スの構築   

オ ラ ン ダ  湿地生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為的評価  ユトレヒト大学   生物圏環境部   

カ  ナ  ダ  ‘北太平洋における大気・海水聞の二酸化炭素交換の研究  海洋科学研究所   地球環境研究グループ  

極の日の出時（ポーラーサンライズ）におけ－る北極大気  大気環境局   化学環境部  

北太平洋海域における化学物質の動態解明   プlけイッシュコロンビア大学  化学環境部  

遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価手法の開  
発に関する研究   

韓  国  日韓フェリー船舶による海洋環境のモニタリングに関する  地球環境研究グループ  
研究   

東アジアにおける大気中の酸性・酸化他物質の航空機・地  韓国科学技術研究院   地球環境研究グループ  
上甑測   環境研究センター  

先端産業関連物質の健康影響に関する研究   国立慶尚大学校   地域環境研究グループ  

景観評価の国際比較（日本列島と朝鮮半島を例として）   国立慶北大学校   社会環境システム部  

韓国における有機スズ汚染と巻き貝類のインポセックスの  地域環境研究グループ  
解明   

外因性内分泌撹乱物質の評価・試験法   国立環境研究院   地域環境研究グループ  

有害藻類の発生現況モニタリングと窒素，リン除去対策に  地域環境研究グループ  
関する研究   

北東アジアにおける大気汚染物質の長距離輸送と酸性沈着  大気圏環境部   
の観測に関する研究   

スウェーデン  人間活動の増大に伴う重金属暴露の健康リスク評価   カロリンスカ研究所  環境健康部  

JnvfJm系を用いたリスクアセスメント手法の開発   地域環境研究グループ     ウプサラ細胞毒性研究所   

ス ペ イ ン  環境汚染の生理学的影響の評価手法の開発   バルセロナ自治大学  環境健康部   

中  国  中国の国情に合う排水処理プロセスの開発に関する研究  環境科学研究院   地域環境研究グループ  

地域環境研究グループ  
発に関する研究   

中国の国情に合う土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処  中国科学院沈陽応用生  地域環境研究グループ  
理システム開発に関する研究   憩研究所  

環境標準試料の作製と評価   中日友好環境保全センター  地域環境研究グループ  

乾性降下物の現状調査及び測定方法の確定   中日友好環境保全センター  大気圏環境部  

東海特定海区河川経由環境負荷がその生態系に与える影響  国家海洋局，青島海洋大学  水土壌国環境部  

重金属による人の健康影響に関する日中共同研究   
環境医学研究所   

中国太湖流域のバイオ・エコエンジニアリング導入による  水土壌圏環境部  
水環境修復技術開発に関する研究   

ダイオキシンの汚染状況の解明等に関する調査研究   日中友好環境保全センター  地域環境研究グループ  

生活汚水処理過程で発生する地球温暖化ガスの抑制技術の  国家環境保護総見   地域環境研究グループ  
開発に関する研究   同済大学  

貴州省紅楓湖，百花潮流域における生態工学を導入した笛  
栄養化抑制技術の開発に関する研究   

ド イ  ツ  レーザーレーダーによる成層圏オゾン監視に関する研究  ドイツ気象庁ホーユンパ  
イセンベルク気象観測所   

衛星，航空機センサー等による極地オゾン層観測研究   連邦致育科学研究技術省  地球環境研究グループ   
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国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   

ドイツ  ヴッバータール気候環  
境エネルギー研究所   

環境負荷の評価手法   連邦環境庁   社会環境システム部  

地球温暖化に係わる大気組成の変化に関する研究   バイロイト大学   大気圏環境瓢  

閉鎖性水城における富栄養化に関する研究   カールスルーエ模糊究  
センター   

大気微量気体の衛星観測（ADEOSプロジェクト）   アルフレットウェゲナー  
研究所   

ノ ルウ ェー  成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究   ノルウェー大気研究所  地球環境研究グループ  

地球環境データベース   GⅢⅠ二）アーレンダール   地球環境研究センター   

フィンランド  酸性環境におけるコケ植物の重金属蓄積に関する研究   ヘルシンキ大学   地球環境研究グルーフ   

フ ラ ン ス  衛星からのオゾン層観測   CNRS・マリー／ピェー  
ルキュリー大学   

大気汚染物質による肺障害評価   アーマントゥルーソ一病院  地域環境研究グループ  

シアノバクテリアの化学分類及び分子系統に関する研究  パスツール研究所   生物圏環境部  

柄物の環境適応機構の分子生物学的研究   ピカルデイ一大学   生物圏環境部  

環境大気およびフレーム中の中間生成体に関する研究   ピエール＆マリー・  
キューリー大草   

大西洋及び太平洋域における微減藻類の多様性に関する研究  カーン大学   生物圏環境部  

環境汚染物質の毒性党規におけるホルモン調節   地域環境研究グループ     国立保健医学研究所   

ポーラ ンド  植物の大気環境ストレス耐性の分子機構に関する研究   育橙馴化研究所   地域環境研究グループ  

大気汚染物質による健康リスク評価手法の確立   環境健康部     労働・環境健康研究所   

ロ  シ  ア  バイかレ国際生態学研究センターにおける国際共同研究  陸水学研究所   化学環境部  

凍土地帯からのメタン発生量の共同観潮   凍土研究所   地球環境研究センター  

湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究   微生物研究所  地球環境研究センター  

シベリアにおける温室効果気体の航空機観測   中央大気観測所   地球環境研究センター  

シベリア領域におけるドTIR等による大気微量物質に閲す  
る研究   

シベリアにおける永久凍土地域における環境変動とその温  ヤクーツク生物学研究所，  地球環境研究センター  
暖化への影響   永久凍土研究所，  

太陽海洋研究所  

バイカル国際生態学研究プロジェクト   湖沼学研究所，  化学環境部  
地球化学研究所，  

太平洋海洋研究所  
シベリアにおける温室効果ガスの■高度分布観測   大気光学研究所   地球環境研究センター  

湿地生態系管牽引こ関する共同研究   生物学■土壌科学研究所  生物圏環境部   

－ 363一－   



国立環境研究所年報（平成ユ1年度）  

（3）国際協力協定等  

国 名 等   研 究 所 間 の 共 同 研 究   
イ  ン  ド  Mcmora【ldufrlOfUnderstandingbetⅣeen亡heLJld血1CounciLofAgrLcul亡ura‖‡csearchandtheNationa］hstItute  

brr三nvironmentalStudicsR）rCollaborativeResearchonDesert描cation（1993）．  

AgreementbetweenNationalInstituteforEnvironmentalStudicsandInstituteofOceanSciencies（1995）．  

ImplementingArrangerncntbetwcentheNationalInstitutef（）rEnvironmenLaLStudiesorJapanandtheNational  
lnstituteofEnvironrnentalRescarchortheRepublicorKoreatoEstablishaCoopcraLiveドrameworkRegarding  
EnvironmentalProtectionTechnologies（1988，andrcvisedin1994）．  

AgrccmenttbrCollaborativeRcsearchLoDevelopaKoreanGreenhouseGasf三missionModel，KoreanEncrgy  
Economjcslnstjtute（1994），  

ImplementingAgrecmentbctweenNationallnstituteわrl三nvironrncntalSLudiesoりapanandNationaltrlStitute  
ofEJIVjronmenta】Researchofthe】マepub】icofKoreatDeSlab】ishacDDPerative什aLT］eWOrkregardjngendocrjne  
disruPtingchemicalsresearch（1999）   

国 際 連 合  MemorandumofUndersLandir唱referringtotheEstablishrncntandOperationofaGRID－COmT］atibleCentre  
fnJapan（柑9り，   

タ  イ  MemorandumofUndcrstandingbetweenKasetsartUnivcrsity，Bangkok，Thailandand．Nationallnstitutcfor  
EnvironmentalStudicsJapan（NIES）forCollaborativcResearchonMicroalgalandProtozoanBiochemistry  
andToxicology，SystematicsandDiversity，andApp）ication（1995）二   

中  国  AgreemenLforCollaborative Rescarchto developaChineseGreenhouseGas EmissionModcl．Energy  
ResearchlnstitutcofChina（1994）．  

AgreementonCoopcrative一号csearchPro5ectsbetweentheNationallnstituteforEnvironmentaLStudies，  
EnvironmentAgenc）′OfJapanandtheInstituLcofHydrobiol（）gy，ChincseAcademyof、Scienccs（1995）．  

McmorandumorUnderstandingbetweenlnstituteofHydrobioIogy，ChineseAcademyofScienccs，Peoples’s  
Lモepub】icofChina ＝HBCAS）andNatioJIIまIJnstituteforEnvironmentalSludies，」apaT）（NJES）払r  
CollaborativcResearchonMicroalgalToxicology，SysしCmaticsandCultureCollect（1995）．  

M引m）rar】du汀】OrUJ】derstandingbetlVeer】】nst加teofRem（）teSen5ing▲App】icat血埼 ChjneseAcade汀〉yDr  
Science，People’s RepubliclofChina（TRS＾CAS）andNationalInstituLeforEnvironmcntalStudies，Japan  
（NIES）forCollaborativc RescarchonDevelopmentof RemoteSensingandGISSystemsforModeling  
Ero5jonintheChangjjanRjl√eCatch汀Ient（1996）．  

Mcmorandum ofUnderstandingbetween ChangjiangWatcrResources Commission，Ministry ofWater  
き‡e50UrceS，Peop】e’s Republjc ol、Ch血 and NaLjon∂】】n5titute for とTm′jronmenta】Studie5，、Japan 払r  
Col】aborativeRescarchonDevelopmenLsof MonitoringSystemsandMathematicalManagementModelhr  
EnvironmentsinRiverCatchment（1997）．  

MemorandurnofUnderstandingbetwecnNaLionaltnstitutefbrEnvironmentalStudies，Japan（NIES）and  
ChineseResearch∧cademyofl三IlVironmentalScicnces，People’sRepablicorChina（CRAES）for  
Co舶boraLIveRescarchoTIAdvarICedTreatmentorDomes【fcVVastcwateT・（1997）．  

日本国国立環境研究所及び中華人民共利国上海交通大学との例の湖沼水質改善バイオ・エコ技術の国際共同研究  
の誰遷に関する取決め（2000二目不語及びIP匡ほ露を正文）   

マ レー シア  MernorandumofUndcrstandingbetwecnthcForestResearchlnsLitutcMalaysia（】TRIM），theUniversity  
PertanianMalaysia（UPM）andtheNaLiona）InstitutcわrEnvironmentalStudies，Japan（NIES）for  
CollaborativeRescarchonTropicalForestsandBiodiversity（1991）．   

ロ  シ ・ア  AgrcementonaJointGeochemicaHモesearchProgram；ImpactofClimaticChangeonSiberianPerma打ost  
EcosystcmsbetwecnthePerma什ostlnsしiLute，SibcrianIうranch，Iくu5SianAcademyof Science＄，Russia  
andthcNationalInstituしefor［三nvironmentalStudiesJar）an（1992）．  

＾greementonaCooperativeRcsearchProjectbetweenLheCentralAerologicalObservatory，Comjtteefor  
HydromcteorologyandMonitoringof’Environment，MinistryofEcologyandNaturalRcsourccs，Russian  
FederationandtheNationaHnstitute董brEnvironmentalStudies，」apan（1992）．  

＾grecment on Coopcrative Research Projccts between Nationallnstitute 伽 EnvironmeLalSLudies，  
EnvironmentAgencyofJapanandInstitutec）董、AtmosphericOpLics，RussianAcademyorSciences（1997）．   
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（4）外国人研究者  

1）研究所   

①招へい外国人研究者  

国 名   氏  名   受入先   研  究  課  題   期  間   

イ ギリ ス  JeremyR．Young   河地 正伸  円石藻の進化・系統・生態に関する研究   11．11．15～11．11．29   

イ  ン  ド  jaiPrakashGaur   高村 典子  食物連鎖が異なる水界での炭素，窒素循環の  
違いについて   

オーストラリ7  GraemeAllinson   西川 雅高  地下環境中での有害化学物質の動態に関する  
研究   

オ ラ ン ダ  PaLriziaZiv（）ri   河地 正伸  円石藻の生態に関する研究   11．11．15～11．11．29   

（封書員研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課   題   期  間   

アメリカ合衆国  PauletteMurphy   野尻 幸宏  北太平洋の海洋生物化学過程の時系列観測  11．6．15～12．3．31   

ベ ル ギ ー  DirkM．HendrikVanGogh  近藤 美則  陸上輸送システムの環境負荷低減に資するデ  
ザインの具現化に関する研究   

③共同研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

アメリカ合衆国  Eric＼V．We】ch   後藤 典弘  公共の環境施策等に対応した環項・経済高効  
率化のための企業等組織がとる行動   

イ ギリ ス  RowanEarleHooper   椿  宜高  カワトンポにおける繁殖先楽の多塑と免疫シ  
ステムに関する研究   

StewartJohnPlaistow  椿  宜高  昆虫における繁殖生態の集団間変異に関する  
研究   

イ  ン  ド  Shubha5hishSaIlkar   米元 純三  環境有害因子による酸化的ストレスに対する  
亜鉛による防衛   

Jana NiharIミ．   遠山 丁′春  ホルモン様環境化学物質の雄性生殖機能への  
作用機序  
ダイオキシンの構造，エネルギー及び反応   

SivanesanSubramanian   畠山 史郎  当研究所にある6m＝㌧ト型光化学チャンバー  
を用いた大気微量成分の光酸化過程の解明   

ChattcrjeeAmit   柴田 康行  環境ヒ素の化学形態の解明と効率的除去方法  
の開発   

AnuradhaD．CunnigalPur  平野靖史郎  大気有害物質に暴露した肺における遺伝子発現  10．11．2、12．3．31  

AhishRana   森田 恒幸  一般均衡モデルを用いたインドのエネル  
ギー・程盲斉・排出シナリオの分析   

MurariLal   森田 恒幸  気候変動による南東アジア地域の脆弱性に関  
する総合評価   

SubbaiyanMasilamani   畠山 史郎  大気汚染に関連する大気中の化学反応の解  
析・評価   

AhishRana   蘇田 恒幸  インドの二酸化炭素排出モデルの開発   11．12．21一－12．3．18   

オーストラリア  上3ronwynR．Robertson   波浪  信  生物多様性評価モデルとしてのシアノバクテ  
リアの分子分類と系統   

FrankSLagniti   森田 昌敏  地下水汚染のリスクアセスメント及びモデル化  11．11．1～11．12．31   

韓  国  KimBaik－l－lo（金 白虎）  高相 典子  浅い富栄養湖（霞ケ浦）での生物相互作用及  
び生物と水質の関係の解明  
魚類のいない実験的他における黄金藻の分布  
と生態的特性に関する研究   

1－taKyong（河 腺）   高相 典子  水生生物の相互関係解明を通しての湖沼生態  
系管理に関する基礎的研究   

ParkSofiong（朴 素弘）  佐治  旭  大気汚染耐性植物の選抜と利用   11．5．28、12．3．31   
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国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   
韓  国  K卜YoungLee   11．6．1～11．7．31  

データベースの作成  

MoonSooPark（朴 文秀）  堀口 敏宏  環境ホルモンが水生生物に及ぼす影響   11．6．14～11．9．5  

Ik Kyo Chung 11．8．19、12．3．31  
研究  

LeeJae－Seong（李 在最）   11．10．1～12．3．31  

シュの開発  

KjmJeongSook（金 正淑）   11．11．1～12．3．31  

における温暖化ガスの発生抑制  

下水からの生物学的栄養素除去の高度化に関  
する研究  

タ  イ  PumijumnongNathsuda  山形与志樹  京都議定書における炭素吸収源：タイ国を中  
心とするアジア諸国における影響   

中  国  JiaoNianzhi（焦 念正）   渡辺 正孝  ピコプランクトン生態系の変動機構   9．11．1一－11．10．31  

ZhengYoubin（郵 有斌）  緒水 英幸  地球温暖化による環境変動が森林構成樹木の  
生長に与える複合影響   

Yeru11uang（黄 業茹）   西川 椎高  大気エアロゾル中の揮発性有害化学物質の高  
感度一斉分析法  

HeYao－Wu（何 曜武）   家畜及び家畜糞尿処理におけるC‖右N20  
排山量推定に関する研究  
中国北都・東北部地域の持続可能性診断用  
ディジタル地図セットの構築一GISによる中  
国北部・東北部の土地潜在生産性の評価  
風景評価の様式としての八景の日本における  
影響について  

板城中緯度城相互作用とオゾン層変動に閲す  
る研究  

ZhangJiahua（張 任輩）   陸面における炭素交換過程のモデル化   11．7．1～12．3．31  

LuXi－Wu（呂 錨武）   稲森 悠平  東南アジア地域における反翁家畜からの  
CH4発生の抑制技術の開発  

GuiPing（桂 薄）   草地におけるCH4，N20管理手法に関する  
研究  

QiムGuoYu（郎 国王）   中国における砂漠化対策技術の評価に関する  
研究  
中国固有のエネルギーシステムをシミュレー  
ションするモデルの開発  

SiWeiduo（司 維多）   椀域における微生物データベース   12．1．19～12．3．18  

GuaIlgJia（雷  光）   曽根 秀子  ヒ素化合物の発病のメカニズムの解明   12．2．1～12．3．31  

YonghuiYang（楊 永輝）  渡辺 正孝  地球温暖化に伴う気候変動   12．3．1、12．3．31   

チ  ェ  コ  JanaA，Kubiznakova   佐竹 研一  環境汚染のタイムカプセル樹木人皮に関する  
研究   

ド  イ  ツ  Voelger Peter   杉本 伸夫  衛星ライダーによるデータの利別二関する研  

AyakoKikueForchert   彼谷 邦兎  有毒らん藻類生理痛性物質の化学構造   11．5．10～11．8．9  

AnettHehmann   渡過  信  バクテリア殺藻類割による有毒アオコの選択  
的制御と毒素ミクロシスナンの無富化  

Bj臼rnK】oLz   自動車排気ガスを中心とする化学燃料排ガス  
の芳香族炭化水素の大気中での光酸化反応  

WernerNohl   景観評価とレクリエーションの関連   11．10．18～11．11．31  

ThomasPaulKurosu   横田 達也  ILAS］等による測定気体の分子分光パラ  
メータ高精度化に関する研究   
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回 名   氏  名   受入担当者   研  究  課   題   期  間   

／くンダラディッシュ  ChowdhuryShaifu11ah   柴田 康行  環境中のヒ素の化学形態分析法の開発，改良  
と環境試料の分析，ヒ素の動態解明   

フ ラ ン ス  Lefevre Franck   中島 其彰  衛星ライダーによる多兎散乱効果の評価   11．臥1～11．10．31  

Marr-Helene Nocl 河地 正伸  地球環境変動に関わる微細藻類の評価研究  12．5．22一－12．3．31   

ベト ナ ム  LoanThiNguyen   稲森 悠平  バイオ・エコエンジニアリングを活用した生  
活排水からの窒素・リン除去プロセスの開発   

ベラルー シ  OshchepkovSergeyL．   中島 英彰  ILAS及びILAS－［データ処更別こおけるエア  
ロゾル，気体濃度同時算出アルゴリズムに係  
る研究   

ポーラ ンド  ZbigniewW．Rybka   中嶋 信実  コムギの紫外線に対する耐性機構の生理・分  
子生物学的研究   

ルーマニア  1，＼／．Patroescu－KloLz   畠山 史郎  有機硫黄化合物の光酸化反射こ関する研究  11．9．1～12．3．31   

ロ  シ  ア  Gontcharov AndreiA．   渡通  信  微細藻類の生殖的隔維機構に基づく捜多様性  
の解明   

Be】0Va SvetlanaE．  【人川l裕夫  シベリア大低地でのメタン発生に関与する微  
生物の多様性の解明   

Kareev MikhailS，   藤井 敏博  Li十イオンの付加反応を利用したプラズマ及  
び大気中非発光フリーラジカルの検出と定量   

MaksyLLtOVShamill   井上  元  温室効果気体のフラツクスモデルの開発   11．4．19～12．3．31  

A】exandrovGeorgii  井上  元  森林モデルの開発   11．7．25一－12．3．31  

Albertovich  

Lukyanov＾lexander  中根 英昭  塩素負荷と椀渦活動度の変化によるオゾン層  
破壊の変化とその検出に関する研究   

Kataev MikhailY．   井上  元  太陽光を光源とした高分解能フーリエ分光法  
による二酸化炭素濃度の逆転解析   

Logofet，Dmitry   山形与志樹  炭素吸収源プロジェクトのリスク評価   11．9．28～12．3．31   

④研究生  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  聞   

アメリカ合衆国  八11i50nMarieGlucksnis   奥田 故紙  ニホンジカの探食が植生動態に及ぼす影響  11．9．7、12．3．31   

イ  ン  ド  PIlanabJyotiBaruah   田村 正行  衛星データによる霞ケ浦の水質解析   12．1．7～12．3．31   

インドネシ7  DikdikSetiaPermana   田村 正行  光学センサによる植生3次元構造の計測手法  
の開発   

韓  国  LeeSangHyon（李 相賢）  稲森 悠平  生物学的窒素・リン高度除去技術に関する研  

ParkNoSuk，（朴 魯錫）  稲森 悠坪  水道水源の低濃度汚濁水の高度処理技術の最  
退化に関する研究  
主要素材に関するライフサイクル分析とマテ  
リアルフロー分析  

有毒藍藻の毒素の分析   12．1．17、12．2．26  

MinJiho（閲 智瑚）   白石 寛明  魚類を用いた内分泌撹乱作用評価手法の開発  12．1．17～12．2．26   

中  国  ZhaoXin（恕  息）   内山 裕失  湿原における植物遺骸分解過程に係わる徴生  
物  

CuiTailin（桂 泰林）   環境影響リスク評価のための呼吸器系生体影  
背指標の開発  

」iangKejun（姜 克貸）   中国の二酸化炭素排出モデルの開発   11．8．9、12．3．31  

YouSongCai（放 松財）  森柁 恒幸  中国における地球温暖化農業影響モデルの関  
発   

LuMing（陸  明）   堀口 敏宏  内分泌裾乱物質が生殖に及ぼす影響の尋析化  
学的研究   
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国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   
り  国  GuanHongLiang（関 鴻亮）  田村 正行  アジア太平洋地域における森林及び湿地の保  

全と生物多様悼の維持に関する研究  
SunLiwei（孫 麗偉）   雷栄養湖沼群の生物変化と生態系管理に閲す  

る実験的研究   

バングラディッシュ  Alamh′1（）hammedGolaTnMahbub  田中  致  霞ケ浦の植物連銀が係わる重金属の生物凝縮  11．8．9一－12．3．31   

2）環境研修センター  

国  名   氏  名   受入先   ■      ．童‘  ■≡   研修期 間   

アルゼンティン  環境研修センター  11．9．20一－11．11．4  

インドネシア  

エジプト  
Mohamed  

クロアチア  

タンザニア  

チ リ  
dei Carmen 

中 国  

ベネズエラ  
lくodriguez  

ホンデュラス  
Giron  

マレーシア  

メキシコ   
MolinaSegura  
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4，委員会への出席等  

委   嘱  先  委  嘱  名  氏  名  
環境庁   
審議会等  

企画調整局  

中央環境審議会専門委貝   

環境政策における経済的手法活用検討会委員  

環境測定分析検討会委員  
環境測定分析検討会雄一▲精度管理調査部会検討員   

環境測定分析検討会統一精度管理調査部会超磯煮有害化学物質検   
討分科会委員  

環境測定分析検討会アジア地域途上国への精度管理手法導入支接   
部会検討貝  

生物の多様性分野の環境影響評価技術検討会委員  
大気・水・環境負荷分野の環境影響評価技術傾討会委員  

日中環境協力検討会委員  

遺伝子組換え生物等の利用に関する安全性評価手法検討会委員  
京都議定書・国際制度検討会委員  

温室効果ガス排出量算定力法検討会HFC等3ガス分科会委員  

温室効果ガス排出量算定方法検討会エネルギー・工業プロセス分   
科会委員  

ダイオキシン類排汁．量削減検討会委員  

ダイオキシン類精密暴露調査検討会委員  

ダイオキシン類総合モニタリング調査検討会委員  
生態影響結合検討会生態影響GLP評価分科会委員  

生態影響評価分科会安貞  
化学物質安全性評価検討会委員  
化学物質環境調査船台検討会委員  
化学物質環境調査結合検討会（環境調査第一分科会）委員  

化学物質環境調査結合検討会（環境調査第二分科会）安貞   

化学物質環境調査総合検討会（検出下限検討分科会）委員  

化学物質環境調査総合検討会分析法（大気系）分科会委員  

化学物質環境調査総合検討会分析法（水系）分科会委員  

内分泌挽乱化学物質問題検討会委員  

環境保障サーベイランス・局地的大気汚染健康影響検討会委員  
自然環境保全基礎調査検討会委員  
絶滅のおそれのある野ごき三生物の選定・評価検討会安貞  
野生生物保護対策検討会委員  
ダイオキシン頼長期大気曝露影響調査検討会委員  
自動車NO＿一紙蛍rjり滅方策検討会委員  

掛軸車排出ガス測定局適正配置検討会委員  
大気汚姜如こ係る重金属等による長期曝露影響調査検討会委員  
浮遊粒子状物質総合対策検討会委員  
ディーゼル排気微粒子リスク評価検討会委員  

渡過 信，畠山成久，精査悠乎．  
用達i韻  

森田恒幸，日引 聡  

森m昌敏  

伊藤裕康，稲葉一一棟，山本貴士，  
牧野和夫  
伊藤裕康  

森田昌敏，西川雅高，牧野利夫   

渡辺正孝，濃達 信  

若松仲司，森口祐一，渡辺正孝  

森田恒辛  

椿 宜高，佐治 光，矢木修身  

川島康子  
中根英昭  
森口祖卜  

森田昌敏  

森【j娼敏，汀】連 潔，遠山千春  

地凍環傾倒  

環境保健部  

森Ⅲ昌敏，  

畠山成久．  

中杉修身，  

国本 学 

森lI椙敏，  

矢木修身，  

円通 潔，小野椎司  

菅谷芳雄，春日清一・  

畠山成久，春日清一  

五箇公一，白石光明  

中杉修身  
中杉修身，畠山成久  

松本幸雄，田通 風 白石寛「軋  
堀口敏宏  
白石竃明  
田遽 潔  
白石寛明  
森閑昌敏，渡辺正孝  

′ト野雅司，森口祐一，新円裕史  

渡通 信，奥田敏耗  

渡通 信  
常備慎司  
森田昌敏，出過 潔，遠山千春  

若松伸司，森口祐一  

松本草屋臥若松嘩司，上原 活  

森田呂敏1りl遜i黒  

岩松仲司，福山 力  

森田昌臥 若松仲司，新田裕史．  
lり洩 潔，森口祐一，中杉佗身  
小林隆弘，藤巻秀和  

森口祐一   

自然保護局  

大気保全局  

退路交通騒膏対策検討会委員  
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   
成層圏オゾン層保護に関する検討会委員  常田伸明，今村隆史，後藤典弘，  

青木康展，中根英昭  

水質保全局  水質分析方法検討会委員  森田昌敏，牧野和夫   

水質保全局  土壌・地下水汚染対策技術検討会委員   中杉修身  
農薬登録保留基準における暴露評価の見直しに関する検討会委員  間遠i架  

今後の漸羊環境保全の在り方に関する懇談会委員   森田昌敏，渡辺正孝  

ダイオキシン類土壌汚染対策技術等検討会委員  矢木修身，櫻井健郎  

水環境に係る微生物指標検討会委員  稲森悠平  
土壌中のダイオキシン類に関する検討会委員  森m昌敏  

農薬残留対策調査技術検討会委員  矢木修身  
農薬残留調査検討会委員  矢木修身  
農薬生態影響評価検討会委月  稲森悠平  
農薬登録保留基準設定技術検討会委員  白石寛明  

農用地土壌環樹呆全に関する検討会委員  高松武次郎  
大気操全局・水質保全局                                                                                                                                               酸性雨対策検討会委員  佐竹研¶   

国立水俣病総合研究センター  地球環境汚染物質としての水銀に関する国際会議（水俣水銀国際  遠山千春，凹柑憲治  
会議）組織委貝会委員  

内閣総理大臣官房  
内政審議室  屈斜路湖老朽化化学兵器の処理に関する関係省庁連絡会（技術検  白石克明  

討委員会）委員  

外政審議室  遺棄化学兵器処理技術検討調整会講委貞   森田昌敏，白石克明  
日本学術会議   日本学術会議会眉   合志陽一・   

科学技術庁  
研究開発局  蚊層圏の変動とその気候に及ほす影響に関する国際共同究研究  中根英昭，神沢博  

（第二期移行課題）推進委貞全委員  

成層圏プラットフォーム開発協議会地球観測部会委員  井上元  
地球シュミレータ一郭会委員   井上 元  
水の水素結合性高秩序構牒沌利用した超分子の化学に関する調査  福山力  
推進委貞会委員  

地球科学技術分野に関する検討会の設置及び委員  森田恒幸  
放射線医学総合研究所                                高度診断機能研究ネ、／トワーク会議超高磁場磁気共鳴研究姓班員  三森文行   

防災科学技術研究所  大井 玄  
地球温暖化の原因物賀の仝球的挙動とその影響等に関する観測研  杉本伸夫  
究検討委貞全委員  

宇宙科学研究所   宇宙理学委員会委員   佐野泰弘  
文部省  
審議会等  学術審議会専門委員   遠山千春  

大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会）専門委貞  合志陽¶   

山形大学  非常勤講師（情報工学特論）  射す正行   
茨城大学  非常勤講師（地球環境工学）  稲森悠平   

非常勤講師（生物資源科学特別講義）  安原昭夫   
筑波大学  学位論文審査専門委貞全委員  小杉修身，稲森悠平，矢木修身   

併任教授  中杉修身，渡通信，田村正行，  
小林隆弘，遠山千春  

併任助教授   野尻幸宏，持立克身  

非常勤講師（環境二L学）  原沢英夫，今井章雄   

非常勤講師（大気環境学）  井上 元   

非常勤講師（環境科学特講）  山形与志樹   
非常勤講師（生物工学持論）  矢木修身   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   
非常勤講師（臨床実習）   兜 眞徳  
非常勤講師（生態系利用工学）   稲森悠平  

第二学群  非常勤講師（総合科目）   近藤美則   
第三学群   非常勤講師（都市・地域・環境を探る）   青木陽二   
医噺支術短期大学部  非常勤講師（公衆衛生学実習）   藤井敏博   

埼玉大学  非常勤講師（環境アセスメント）   稲森悠平，矢木修身  

非常勤講師（地域環境特別講義）   畠山史郎  
千葉大学  併任教授   高松武次郎  

非常勤講師（大気科学）   畠山史郎，江守正多  

非常勤講師（量子化学）   福山 九 久米 博  
真菌医学研究センター  渡逮 信  

外部評価委員   渡通 信  
東京大学  併任教授   後藤典弘  

非常勤講師（化学システム工学特別講義）   菅田仲明  
非常勤講師（衛生化学，公衆衛生学）   国本 学  

非常勤講師（衛生学）   森田昌敏  
非常勤講師（医学集中実習）   遠山千春  
非常勤講師（環境保健学）   新田裕史  
非常勤講師（人類生態学特論）   兜 眞徳，安藤 満，米元純≡  

非常勤講師（化学システム工学最前線）   井上 元  
非常勤講師（環境計画論）   原沢英夫  
非常勤講師（複合系計画論）   山形与志樹  

免嗅システム研究センター  神沢 博   
分子細胞生物学研究所  

究指導）  

生産技術研究所   非常勤廟究貞   上原清，田村正行  

東京医科歯科大学   非常勤講師（衛生学）   青木康展   
東京農工大学  非常勤講師（公衆衛生学）   鈴木 明  

非常勤講師（環境資源科学特別講義）   畠山史郎  
東京工業大学  総合理工学研究朴における外部評価委員   合志陽一  

併任教授   森田恒幸  
併任助教授   日引 聡  
非常勤講師（総合科目）   森閏昌敏  
非常勤講師（環境権清・政策論）   増井利彦，高橋i繋  

非常勤講師（生態環境工学）   渡辺正孝  
東京工業高等専門学校                                            非常勤講蘭（環境化学）   功刀正行   
L山梨医科大学   非常勤講師（地域・老人看護学）   遠山千春   
名古屋大学   非常勤講師（紺胞情報制御学特諭）   中嶋信柔   

晰欄陳センター  非常勤講師（地国環境総合プロジェクト）   川島麻子   
太陽地球環境研究所  共同利用委員会専門委貝   井上 元   

発センター  研究企画委員会委員   FP杉修身   

信州大学   非常勤講師（水圏・地圏循環論）   河合崇欣   
京都大学   併任教授   驚出伸明   
生態学研究センター  運営委員   椿 宜高   

神戸大学   非常勤講師 伯然環境科学特論）   中根英昭   
1広島大学   非常勤講師（地球環境問題を考える）   井上 元   
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委  嘱 先   委  嘱   名   氏  名   
島根大学   非常勤講師（応用生物棒維学特別講義）   松重一夫   
汽水域研究センター  客員研究員   野原稲一，矢部 徹   

香川医科大学   非常勤講師（衛生学）   ′ト野雅司   
徳島大学   非常勤講師（環境科学概論）   安原昭夫   
熊本大学   非常勤講師（化学と環境）   中杉修身   
国立楕地研究所  南極圏環境モニタリング研究センター運営委貞会委貞   原島 省  

北極科学研究推進特別委員会要員   井上 元  
専門委貝全委員   神沢 博  
特別共同研究員   神沢 博，町田敏暢  

国際日本文化研究センター                          共同研究員   米田 穣   
国立民族学博物館   共同研究員   米田 様   
高エネルギー加重若槻  評議員   合志陽一  

物質構造科学朝究所評議月   合志陽一・   
厚生省  

審議会等  F中央薬事審議会臨時委員   森田昌敏  
生活環境審議会専門委員   大井 玄，森m昌敏，兜 眞徳  
食晶衡牛調査会臨時委員   大井 玄  

生活術生局  PCと三通正処理支援事業評価事前委員会委貞   森田昌敏   
国立医薬品食品衛生研究所  森田昌敏  

CICAD（国際簡潔評価文書）国内協力委員   畠山戊久  
過伝子工学技術を剛－た環境汚染物質の健康評価方法の開発・確  青木康展  
立に関する研究委員会委員  

国立公衆衛生院   藻掛離車制御の面から見た公共用水水城水質管理技庵の向＿f二に関  渡過 信  
する研究会委員   

農林水産省  

農林水産技禰会議  組換えの産業利用における安全性確保に関する総合研究推進のた  矢木修身  
めの評価委員  

水産庁  化学物質魚介類汚染調査検討会委員   森m昌敏  

農業生物賓湖研究所  農林水産省ジーンバンク事業微生物遺伝楽派部会委員   渡通 信   
関東農政局   那珂川沿岸地区環境像仝対鱒検討委貝会委員   宮下 衛   

通商産業省  
審議会等   化学品審議会専門委貝   白石克明   
製品評価技術センター  生物姿源機関業務推進委貞全委員   渡遼 信   
工業技術院   研究運営委員会及び中間評価全委員   中杉修身   
生命工学二Ⅰ二業技術研究所  遠山千春  

運輸省  
船舶技術研究所   船舶へのLCAの嵐剛こ関する調査研究に係わる研究委貝会委員   近藤実刑   

郵政省  
通信政策局   地球環境保全国際共同研究推進会講委員   笹野泰弘   

‘通信総合研究所   研究評価委員   笹野泰弘   
建設省  

土木研究所  公共事業におけるリサイクル材利用の技術■品質に関する検討委  中杉修身  
貞会委員  

関東地方建設局  ヒヌマイトトンボ専門委貝全委員   言下衛  
中部地方建設局   地球環境時代を先灘圧した道路整備のあり方についての検討委貝  原沢英夫  

会委員   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

地方公共団体  
北海道   化学物質環境保全対策検討委貞会委員   中杉修身   
山形県   大層川荒廃砂防事業計画検討会委員   宮下 街   

福島県  福島県環境審議会委員   甲斐沼美紀子  
福島県公共事業評価委員会委員   甲斐沼美紀子  

猪苗代湖の水環境保全に関する懇談会委員   高相典子  
化学物褒環境保全対策検討委貝会委員   中杉修身  
福島県ダイオキシン等化学物質対策噂門委員会委員   遠山寸・春，相馬悠子  

茨城県  茨城県環境審議会委員   中杉修身，陶野郁雄，高相典子  

いばらき未来産業支援会議幹事   須藤欣－  

茨城県都市計画地プブ審鵠会環境影響評価専門部会（阿見吉原土地  兜眞徳  
区画整理事業）委員  

兜眞徳  
市街地開発事業）委員  

茨城県環境影響評価審査会委員  兜眞徳，若松仲司  

茨城県総合計画審議会委員   高村典子  
ダイオキシン無害化処理検討委貞会委員   伊藤裕康  
滴沼川浸鳶対策検討会検討委貞   宮下 街  
茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員   兜 眞徳，若松仲司  

茨城県環境アドバイザー   後藤典弘，遠山千春，高相典子，  
稲森悠平，森野恒幸  

茨城県立農業大学校  藤沼康実  
茨城県自然博物館  ミュージアムパーク茨城県自然博物館助言者会議助言者   春日清一・   

つくば市   つくば市民環境全議会貝   松橋啓介   
栃木県   栃木県環境審議会水嚢専門委貝   矢本修身   
埼玉県  埼玉県化≠物質対策専門委月余委員   森田昌敏  

埼玉県化学物質対策専門委貝会ダイオキシン特別部会員   森田昌敏  
塙］三県地下水汚染対策検討委貝全委員   中杉修身  
ダイオキシン類の野菜等に対する影響間遠専門委貝会委員   森円昌敏，伊藤裕康  

越谷市  越谷市環境保全審議会委員   青木康展   

所沢市  環境審議会委員   脚下正治  
所沢基地跡地利用協議会総合部会長   望月時男  

千葉県  千乗県大気環境保全対策専門委貞会委員   若松仲司  
千葉県新産業環境保全対策専門委員会委員   用途i架  

千葉県環境調整検討委貞会委員   木幡邦男  

柏市  柏市環境審議会委員   青柳みどり   

東京都  地下水保全対策検討委貝会委員   中杉修身  
大気汚染健廉景‡饗サーベイランス構想検討委貝全委員   旧過 潔，新田桁史  

東京都総合環境アセスメント試行審査会委員   森出恒幸  
市街地土壌汚染対策検討委貝全委員   相馬悠子  
東京都環境影響評価審議会専門委員   森口祐一  

化学物質生物汚染源況調査検討委員会委員   森け1昌敏  

母乳・卓ダイオキシン類膿度調査検討委貞全委員   泰m呂敏  

寛京都環境保健対策専門委員会化学物質保健対策分科会委員   森田昌敏  

杉並中継所周辺環境問題調査委員全委員   ［い杉修身  

杉並・い継所属辺環境問趨調査委員会作業部会委員   森口祐一  
東京都立大学  非常勤講師（経済学特殊講義）   口引 聡  

非常勤講師（自然地理学特別講義，自然地理学特殊講養）   一ノ瀬俊明   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   
練馬区   練馬区環境調整検討委員全委員   青柳みどり   
海区   港区環境影響調査審査会委員   若松伸司   
神奈川県  神奈川県環境影響評価審査会委員   若松伸司  

神奈川県大気汚染健康影響サーベイランス委員会委員   兜 眞徳  
環境科学センター             神奈川県環境科学センター研究推進委貝全委員   原沢英夫   

横浜市  横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員   中杉修身  
PM2．5動物曝露実験調査検討委月全委員   新田裕史  

鎌倉市  鎌倉市まちづくり審議会委員   川島康子   
川崎市  川崎市廃棄物対策審議会委員   後藤典弘  

浮遊粒う1犬（2．5ミクロン）の調査検討のあり方に関する委月会  森口祐一一，新田裕史  
委員  

富山県  富山清水質保全研究会委員   木幡邦男   
環境利孝センター  客員研究員   伊藤裕康   

長野県  水質監視方式検討会委員   lい杉修身。  

大気常時監視システム検討委貝会委員   松本幸雄  
静岡県  静岡県環境審議会特別委員   西川雅高  

硝酸性窒素等負荷軽減総合対策推進事業連終詞整黍貞全委員   西川椎高  
名古屋市  名古屋市土壌及び地下水汚染対策検討委貝会委員   中杉修身   
滋賀県   生態学琵琶湖賞選考委員会委員   高村典子   
大阪府   ダイオキシン類健康影響評価等専門委月会委員   森田昌敏   
山口県   厚南地区ヒヌマイトトンボ等対策検討委貝会委員   宮下 衛   
香川県  香川県豊島廃棄物等処理技術検討委貞会委員   中杉修身  

事前環境モニタリング等に係る指導・助言者   【P杉修身  

徳島県  徳島21世紀環境創造拠点将来構想検討委貝会委員   小野川和延   
北九州市   北九州における外因性内分泌撹乱化学物質の野生生物に与える影  堀口敏宏  

響に関する検討委員全委員   

特殊法人等  
宇宙開発事業団  客員開発部貞   笹野泰弘，杉本伸夫  

招職研究員   笹野泰弘  
オゾン観測センサ（ODUS）プロジェクト移行前審査会   笹野泰弘  

（その1）審査委貝  

宇宙開発事業団評価委月会地球観測部会分科会委貞  井上元  
海洋科学技術センター  渡辺正孝  

地球観測フロンティア研究システム運営委員会委員   合志陽一  
宇宙開発事業臥海洋  合志陽一一   
科学技術センター  

科学技術振興事業団  合志腸¶  

領域アドバイザー   合志陽■  
威略約基礎研究代表者   野尻幸宏  

核燃料サイクル開発機構   中杉修身   
環境事業団   廃棄物処理技術開発審査委貝会委員   q】杉修身   

公害倖椰甜防協会  健康被告予防事業検討委月会委貞   後藤典弘   
日本学術振興会   科学研究費委員会専門委貞   遠山千春   
国際協力事業団  日中友好環境保全センターフェーズⅢプロジェクト国内委員会委員  大島高志  

インドネシア環境管理センタープロジェクトにかかる国内委員会  渡辺婚二  
委員  

望月時男      コロンビア・フケネ湖周辺環境改善計画調査作業監理委員会委員  
新エネルギー・産業技  
術総合開発機構  
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   
総合研究開発機構  地球化時代における人間環境と持続可能な成長の共存のためのシ  合志陽一，原沢英夫  

ステム構築に関する研究会委員  

日本原子力研究所  日本原子力研究所研究評価委員会委員  合志陽一一  
環境科学研究委員会委員   合志陽一，柴田康行  

博士研究員研究業績評価委員会委員   佐治 光  

理化学研究所  共同研究員   持立克身   
私立大学  
東洋大学  東洋大学バイオ・ナノエレクトロニクス研究センター協議会委員  合志陽一  

東洋大学研究プロジェクト「バイオ・ナノエレクトロニクス」研  福山力  
究分担者  

、立了上火学  立正大学地球環境科学部外部評価委員会委員   中杉修身  
日本大学   非常勤講師（環境衛生工学）   矢木修身   
放送大学   教材作成協力者   矧酎申明   
東京家政学院筑波女子  大井 紘   
大学   
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〔環境研修センター講師一覧〕  

研  修  名   講 義 名 等  氏  名  年  月  日   
環境庁新採用職月研修（ユ種）  大 井  玄11．4．13  

環境1膏報提供  大 島 高 志11．4．15  

水質保全研修   有害化学物質による環境汚染  中 杉 修 身11．5．14   

環境行政管理・監督者研究会  環境研究の方向  合 志 陽 一11．5．28   

水質分析研修  排水基準項目の分析法（重金属類）  柴 田 康 行11．5．25  

実習（水質・土壌中の重金属）  田 中  致11．5．31←6．1  

国際環境協力入門研修（第1回）                             発展途上国の実状  孔  海 南11．6．1   

国際環境協力専門家育成研修  途上国の環境・開発問題一社会的事情  平 石 ヂ 彦11．7．5   

環境基本計画研修’   循環（廃棄物・リサイクル）  中 杉 修 身11．6．14   

地球環境保全研修  酸性雨の現状と対策  村 野 健太郎11．7．26  

地球環境保全の経消的側面  日 引  聴11．7．27  

特定機器分析研修皿  講義（ICP－＾ESと1CP－MSについて）  EEl中  敷11．7．26   

環境情報研憺  環境情報の提供  小 沢 暗 司 11．臥30  

環境分野のデータ処理（環境指標）  松 本 幸 雄11．9．1  

環境分野のデータ処理（健康指標）  小 野 椎 司11．9．3  

社会調査情報の作り方と活用法  須 賀 伸 介 11．9．6  
（世論調査ヤアンケートの心得）  

国際環境協力専門家専攻別研修                                                                      途上国のニース  平 石 ヂ 彦11．9．9   

大気保全研修  大気汚染と健康影響  新 田 裕 史11．10．14  

自動車と環境問題  近 藤 美 別11．10．i5  

酸性雨と大気汚染  相 野 健太郎11．10．20  

ダイオキシン類環境モニタリン  森l封 昌 敬11．9．27  
グ研修（第1回）  

化学物質の環境リスク管理  中 杉 修 身11．11．5  

精度管理  伊 藤 裕 康11．11．5  

ゼミナール  11．11．5  

地下水・地盤環境保全研修  地下開発と地盤環境  陶 野 郁 雄il．11．30  

市街地土壌汚染開通  中 杉 修 身11．12．1  

大気分析研修  有害化学物質について  田 追  潔11．11．25  

大気汚染と環境科学  常 田 伸 明11．12．9  

ダイオキシン頬環境モテクリン  中 杉 修 身11．1i．15  
グ研修（第2匝り  

精度管理  伊 藤 裕．康11．12．24  

ゼミナール  il．12．24  

国際環境協力入門研修（第2回）  田 村 憲 治12．2．1   

機器分析研修   原子吸光法及び発光分析法の基碇と応用  田 中  致 ユ2．1．25  

これからの環境科学  彼 谷 邦 光12．2．4   
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5．研究所行事  

（1）研究所  

項   年月 日   串  年月 日   事  項   

11．4．15  （科学技術週間）施設一般公開   12．2．16  第15回全国環境・公害研交流シンポジウム（～2．17）   

6．8  2．17  第19回地方公害研究所と国立環境研究所との協力  
世紀の私たちの環境を考える一（於：東京）  に関する検討会   

6．12   
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6．研究所来訪者  

（1）研究所  

年月 日   事  項   年 月 日   事  項   

11．4．9  環境庁水質保全局長視察   9．7  環境庁長′白■官房会計課長視察   

4．21  真綿環境庁長官視察   9．8  

4．23  平成11年度環境庁転入者一行  ′シ  
モーションコース」一行  

4．28  環境庁企画調整局環境研究技術課－▲行  

5．11  北九州市議会議員環境教育委員会－▲行   
9．24  

9．27   

5．13  

産環境）一行   9．28  県西地区県立高校事務長会－・行  

5．18   10．4  福岡県立鞍手高等学校2学年一一行   

5．19  

境改善）－行  
10．13  

5．20   
10．15  

5．21  （杜）日本原千力走業会議一行   
10．21  

6．1  国立公衆衛生院「専攻・専門課程研帽」－▲行   
10．22  

6．11  市原市市原地区町会長一行  一行   

6．28  台東区消費生活モニタ∵一行  10．25  

7．7  つくば市立吾妻中学校2年生一行（職業体験学習）  ケ  

7二9  プラズマ分光分析研究会－・行  ケ  

7．12  東京大学農学部3年生一行  10．29   

7．13  神戸大学発達科学部自然環境論コースー▲行   11．2  農業土木学会応用水文研究部仝一行   

7．14  九州大学農学部3年生，大学院生一一行   11．9  茨城県立並木高等学校2年生一行   

7．21  ソウル大学校一行   11．11  茨城県立土浦第一▲高等学校2年生一行   

7．28  11．12  栃木県立矢板束高等学校P′1、A一行  

ケ  11．15  埼玉県西部地区刊行事務研究会一行  

7．29   11．16  埼三巨県工業団地環境対策推進連合会一行   

7．30  岡山県漆山高等学校2年生一行   11．18  慶応義塾大学環境情報学郡3年生一行   

8．2  11．19  つくば市立並木中学校2年生一行（職業体験学習）  

ノシ  12．7  茨城県高等画工教育研究会農業部会造園鉱一行  

8．3   

8．5  美浦判■教職員－▲行   12．9  、1ICA「平成11年度酸性鞘のモニタリングと対策技  
ノ 客 ノー   

8．6  全国理科教育大会茨城大会研修一・行   
12．10  

8．9  関西学院大学総合政策学部一行   

12．12  
8．12  通産省環境指導宣長視察   

8．18  佐賀県致遠館高等学校2年生一一行   
12．1．11  

ノシ  
8．23  広島県府中市議会議員視察   

1．12   
8．24  

究会）視察   1．26  （財）北海道環境財団一行  

イ′  2．3  

8．27   ケ  

9．3  （祉）消費者関連専門家会読（ACAP）一行  2．9   
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年月 日   事  項   年月 日   事  項   
2．16  水海道市立水海道′ト学校5年生一行   3．6  大蔵省印刷局研究所－・行   

2．17～18  北海道環境生活部環境室一行   3．7  大蔵省原主計官視察   

2．18  3．14  東北大学（院）工学研究科一行  

／シ  3．15  取手市立長山中学校一行  

2．22   3．17  松江商ユニ会議所（環境・福祉委員会）－▲行   

2．24  通産省計義教習所（平成11年度環境計量特別教習）  3．22  北海道大学（院）ユニ学研究杵3年生－・行   
－▲行  

（2）研修センター  

年 fj 日   事  項   

11．4．12  
パート研修員（Mr．PunvastoSaroprayogi）  

4．22  
（Dr．RismawarniMarschal）  

9．2   

年 月 日   ポ  項   

11．l  JICA集団研修「環境行政コース」研修員一行   

11．8  
修員）一行  

12．3．15   
い者一一行   
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7．研究所構成員  

（三I乙成12年3月31日）  

職  名   氏  名   職  名   氏名   

所  長   大 井  玄   課長補佐   藤 Ⅲ 和 伸   
動物施設専門官   ′ト 石  副 所 長   合 志 陽 一  
生物施設専門官   糸魚川  

主任研究企画官   
弘  

′ト野川 和 延  
理工施設専門官   須藤欣一一  駒 場 勝 雄   

研究企画官  
特殊施設専門官   土 屋 重 和   

午場雅己  
営繕専門官   伊 藤 元′ 雄  

（併）  西田正憲  
管理係長   赤 羽 圭 一   

（併）   内 山 政 弘  共通施設係長   池 田 利 男   
（併）   広 木 幹 也  

特殊施設係長（併）   藤 田 利 伸   
（併）   杉 山 健一郎  

植 弘 崇 嗣  
技術係長（併）   駒 場 勝 雄   

国際共同研究官  
係員   吾 妻  洋   

国際研究協力官   広 兼 克 憲  
（併）   竹 内  正   

総務部長   斉 藤 照 夫    地球環境研究グルい一プ綻括研究官   浩  菅 田 伸 明   
総務課長   山 本  上席研究官   椿  宜 高   
課長補佐  野口正一・  温暖化現象解明研究チーム総合研究官  野 尻 幸 宏  

高田雅之  主任研究員  向井人史  
総務係長  吉成信行  ■ヶ  町田敏暢  
総務係主任   （欠）   

総務係員  須貝一春  
（欠）  

田代浩一  温暖化影響・対策研究チーム総合研究官  
車庫長  阿久津勇  主任研究員  
副車庫長   染 谷 竹 男   

（欠）   

厚生係長   名 取 美保子   
研究員  増井利彦  

厚生係主任   （欠）  オゾン層研究チーム総合研究官   今 村 隆 史   
人事係長   ′ト 林 活 治  主任研究員  秋吉英治  
人事係主任   山 口 和 子   

宮 田 哲 治   
（欠）  

人事係員  
業務係長   川 村 和 江   

酸性雨研究チーム総合研究官  会計課長   佐竹研一一  
稲 葉 博 士  主任研究員  

課長補佐  久米英行  
（欠）  

竹内 正  
経理係長  高木 勉   

海洋研究チーム総合研究官  原島 
中 村 達 也  

省  
経理係貞  主任研究員  功刀正行  
支出係長   海老原 孝 幸   
支出係員   杉 山  健   

（欠）  

森林減少・砂酎ヒ研究チーム総合研究官    奥凹敏耗  
契約係長   小 林 良 －  主任研究員  暦 艶鴻  
契約係員  辻 恵¶  

（欠）  

菅沼大輔  
仕掛付研究員  星崎和彦  

並木芳和  
野生生物保全研究チーム総合研究官（併）  椿  宜 高  

調度係長  阿部裕明  主任研究員  高村健二  
調度係員   下 田 貴 之   永田尚志  

施設課長   古 川 満 信  五 箇 公 一   
課長補佐   龍 崎 惣 飢  衛星観測研究チーム総合研究官（併）                                 賀 田 伸 明   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

主任研究員  中 島 英 彰   研究員   玉 置 雅 紀  
（欠）   都市環境影響評価研究チーム結合研究官  新 田 袷 史  

研究員  杉 田 考 史   主任研究員  高 橋 憤 司   
主任研究官   村 野 健太郎  巽 河 任 香   

（鮮）   中 根 英 昭  今 井 秀 樹   
（併）   原 沢 英 夫  バイオアソセイ環境リスク評価研究                                        国本 学  
（併）   畠 山 史 郎   チーム総合研究官   

（併）   加 藤 久 和   主任研究員  石堂正美  
足立達美  

地域環境研究グループ統括研究官  森田昌敏  開発途上国健康影響研究  安藤 滴  
上席研究官  兜 眞徳  

チーム総合研究官  
交通公害防止研究チーム総合研究官  潔  

主任研究員  山元昭二  
主任研究員  近藤美則  

開発途上国環境改善（水質）研究チー  
（欠）  総合研究官  

都市大気保全研究チーム総合研究官  主任研究員   水落元之  
主任研究員  上原 

開発途上国生態系管理研究チーム  
（欠）  

高村典子  
総合研究官  

海域保全研究チーム総合研究官  木幡邦男  
主任研究員  

主任研究員  中村泰男  
（欠）  

研 究 員   福 島 路 生  
（欠）  

開発途上国環境改善（大望り研究チーム  
湖沼保全研究チーム総合研究官  今井章雄  

総合研究官（併）  
主任研究員  松重一夫  主任研究員   西川稚苗  

（欠）  主任研究官  叩こ聖子楕史郎  
有害廃棄物対策研究チーム総合研究官  春日泊一  
主任研究員  橋本俊次  松本幸雄  
研究員  山本貴：j二  

水改善手法研究チーム総合研究官（併）  後 藤 典 弘   
主任研究員  （欠）  上席研究官   大 井  紘  

環境経済研究室長   森 田 恒 幸  
研究員  櫻井健郎  主任研究員  青柳みどり  

松橋啓介  日引  聡  
大気影響評価研究チーム結合研究官（併）  研究員  川島康子   
主任研究員  鈴 木  明   資源管理研究室長   森 口 祐 一  

（欠）   主任研究員  森  保 文  
化学物質健康リスク評価研究チーム                            米元純三  研 究 員   寺 園  淳   
総合研究官 ■  環境計画研究室長   原 沢 英 夫   
主任研究員  高木博夫  主任研究員   （欠）  

曽 根 秀 子   研 究 員   高 橋  潔  
（欠）   情報解析研究室長   円 村 正 行  

化学物質生態影響評価研究チーム  森田昌敏  主任研究員  須 賀 仲 介   
総合研究官（併）  清 水  明   
主任研究員  多目］ 捕  研究員  山 野 博 哉  

主任研究官   青 木 陽 二  菅谷芳雄  
新生生物評価研究チーム総合研究官  

化学環境部長   中 杉 修 身  
主任研究員  中嶋信実  

＿tニ席研究官   

岩崎一弘  
藤 井 敏 博  

（欠）  

計測技術研究室長   相 馬 悠 子  
主任研究員   横 内 陽 子   
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職  名   ノ 氏  名   職  名   氏  名   

主任研究員   久 米  博   高層大気研究室長   杉 本 伸 夫   
計測管理研究室長   白 石 寛 明   主任研究員   松 井 † 郎   
主任研究員  伊 藤 裕 康   研 究 月   清 水   厚  

堀 ⊂】敏 宏   大気動態研究室長   福 山  力  
動態化学研究室長  柴 田 康 行   主任研究員  内 山 政 弘   
主任研究員  楯山春彦  遠嶋康徳  

rrl中 敦  研究員  高橋善幸  
研究貞  米田 楼  

化学毒性研究室長   彼 谷 邦 光  水土壌国環境部長   渡 辺 正 孝  

主任研究員   上席研究官   
白石不二雄  

大 坪 同 順  
水環境質研究室長   

佐野友香  内 山 裕 美  

主任研究官  河合崇欣  主任研究員  冨岡典子  
徐 開欽  

環境健康郡長   遠 山 千 春   研究員■  越川  海  
上席研究官   ′ト 林 隆 弘   水環境工学研究室長   村 ＿ヒ 正 吾   

生体機能研究室長   藤 巻 秀 和   主任研究員  （欠）   

主任研究員  持立克身  （欠）  

野原恵子  研究員  牧 秀明  
古 山 昭 子   土壌環境研究室長   高 松 武次郎  

研究員  （欠）   主任研究員  向 井   菅   
病態機構研究室長   青 木 廉 廉  （欠）   

主任研究員  松本 理  研究員  林誠二  
佐藤雅彦  越川昌美  
大迫誠一郎  地下環境研究室長  陶野郁雄  

任期付研究員  石 村 隆 太   主任研究員  土 井 妙 子   
保健指標研究室長   ≡ 森 文 行  稲 葉 ｝ 穂   

主任研究員  梅 津 豊 司  研究員  （欠）  

山根一筋  主任研究官   宇都宮 陽二朗  
任期付研究員  石塚真由美  

生物圏環境部長   渡 通   信   
環境疫学研究室長   小 野 椎 司  
主任研究員  口1村憲治  

上席研究官   畠 山 成 久  

（欠）  

環境植物研究室長   竹 中 明 夫  

研究員  吉川麻衣子  
主任研究員   名 取 俊 樹  

任期付研究員   
研 究 員   戸 部 和 夫  

宮 原 裕 一  
環境微生物研究室長   笠 井 文 絵   

大気圏環境部長   笹 野 泰 弘  主任研究員  広 木 幹 也   
上席研究官   中 根 英 昭  河 地 正 伸   
大気物理研究室長   神 沢  博  生態機構研究室長  野 原 精 一   
主任研究貞  高車 繰  主任研究員  言下 衛  

菅田誠治  佐竹潔  
研究員  江寺正多  上野隆平  

野沢 徹  研究員  矢部 徹  
日 暮 明 子   分子生物学研究喜長   佐 治  光  

大気反応研究室長  畠 山 史 郎   主任研究員  久 保 明 弘   
主任研究員   酒 巻 史 郎  青 野 光 子   
主任研究員   高 見 昭 婁  研究員  （欠）   

研究員   猪俣  敏  
佐藤 圭   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

環境情報センター長   大 島 高 志   主任研究員   －リ雨i僕：明   
情報管理室長   阿 部 重 信   業務係長   成 島 克 子   
室長補佐   桑 原 伸 充   交流係長   宮 部  徹   
情報システム専門官   佐々木 竃 語   観測第1係長（併）   高 田 雅 之   
連絡調整係長   佐々木 淳 一   観測第1係員（併）   旺1代 浩 一   

電算機管理係長   伊 藤 孝 竃   観測第2係長   （欠）   

電算機管理係貝  鶴田慎二郎  観測第2係員   酒．向  健  
電算機運用係長  滞日鉄也  

中島摘 史  
環境研修センター所長   例 ‾卜 正 治  

国際情報係長  
研修企画官   望 月 時 男  

情報整備室長  小沢晴司  
庶務課長   

杉原祐二  
川 崎 條 郎  

数値情報専門官  
庶務係長   前 田 征 孝  

調査係長（併）  中島婚史  
庶務係員   平 田 清 明  

整備係長  宮」F七桑  

松井文子  
運転手   管理係長  佐久Iii】   啓  
用務手   五十嵐 光 子  

研究情報室長  鈴木和舅  
会計係長   

学術情報虐門官  杉山健一郎  
稲 村  徹  

研究情報係長（併）  佐ケ木＋尭票  会計係員   古 川 真 弓  
教務課長   坪 壕  

照会検索係長  古口早苗  勉  
匡‖祭研修協力専門官   冨  回答資料係長  猪爪京子  

赤塚輝子  教務係長   関 口 幸 子  
普及係長  

教務係員   猪 又 勝 徳   
地球環境研究センター長（副所長充て職）  合 志 陽 一  国際研修企画係貝   藤 本 美 杷   

井 上  総括研究管理官  元   主任教官   牧 野 和 夫   
研究管理官  藤沼康実  教官  中本」■勇兄  

治水英幸  渡辺靖二  

横田達也  四ノ吉葉保  
11】形与窓掛  〃（併）  増沢陽子   

－ 383 －   



国立環境研究所年報（平成11年度）   

8．評議委員会構成員  

国立環境研究所評議委員会  

委 員 長  

委  員  

ク  

近 藤 次 郎   

伊 藤 正 男   

上 山 春 平   

梅 本 純 正   

大 島 康 行   

小 田  稔   

佐 和 隆 光   

内 藤了E 明   

中 村 信 也   

不 破 敬一郎  

（財）国際科学技術財団理事長  

理化学研究所脳科学総合研究センター所長  

京都大学名誉致授  

武田薬品二「業（株）相談役  

（財）自然環境研究センタ＋理事長  

東京情報大学長  

京都大学教授（経済研究所）  

京都大学教授（大学院工学研究科）  

全国公害研協議会会長（静間県環境衛生科学研究所長）  

東京大学名誉教授  
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9．表 彰 等  

氏  名   所  属   質の名称   受賞内容   受賞年月日   

楕森悠平  
理表彰  プロジェクトの国内委員会委員と  

して富栄養化防．1Lを目的とした排  
水処理技術・研究の指導，韓国か  
らの研修員の受け入れに長年にわ  
たり活躍  

森田昌敏   
術茶   る研究   

若松 仲司  地域環境研究グループ  社団億人大気環境学全学術  光化学大気汚染の生成機構解明等  1i．9．29  
賞   に対する研究某横   

村野健太郎  
賞   送・変質過程の数値解析   

若松伸司   

jll島 康子  社会環境システム部   日本社会情報学会第14匝l  気候変数間題の解決に向けた国際  11．10．22  
全国大会大学院学位論文賞  協調の可能性に関する研究   

森口 祐一一   社会環境システム部   廃棄物学会第10回研究発  比較リスク評価手法を用いた容器  11．10．28  
表会優秀プレゼンテーシヨ  
ン貴  
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10．平成11年度研究発表会，セミナー等活動記録   

（1）国立環境研究所セミナー  

No．  年月日   題  名   発 表 者   所   属   
1回  11．4．8  r環』の時代への20年   西岡 秀三  慶応轟塾大学大学院教授   
2回  11．9．13  EndocrineDisrupLorScrceningAndTesting：Validatior】  」．P．Kari）ra  EnvironmentalProtection  

AndImplementationInTheU．S，  Agency（アメリカ合衆国）   

3回  11．9．20  糖鎖領域の研究展開と理研の組織体別   小川 智也  理化学研究所理事   
4回  11．10．13  ScLectionanddominanceinthe斤eshwaterphytoplankton  ColinReynolds  Instituteofドreshwater  

Ecology（イギリス）  

5回  11．一12．6  日本農業の集約化とNバランス変化   農業環境技術研究所所長        西尾 道徳   
6回  12．3．9  REKLIP：ライン川上流地域の地域気候調査プロジュク  HansPeterl  ドイツ・ボン大学地理学科  

ト」ドイツにおける都市計画のための気候解析および都  
市・地域気候学の最近の研究動向   

（2）第15回全国環境・公害研究所交流シンポジウム  

開催［】：平成12年2月16日，17日  場 所：国立環境研究所大山記念ホール  

題  目   発 表 者   所  属   
開 会   大井  玄  周立環境研究所   
挨 拶   勝又宏  
［ダイオキシン等有告化学物質に関する環境研究について］   

ダイオキシンン類の揮故に関する検討   鈴木滋   
コプラナーPCB及び■ダイオキシン頬同時定量のための前処理  村山  等  新iき3県保健環境科学研究所   
方法の検討   

水試料中ダイオキシン類分析のための前処理ブナ法の検討   種岡  裕  新潟県保健環境科学研究所   

大容量注入装置を使用したイオントラップ型GC／MS／MSによ  中村朋之  
るダイオキシン類分析法の検討   

底質中に含有されるダイオキシン類分析法の検討   角脇伶   
家庭用焼却炉からのダイオキシン排出状澗   辰市 祐久  東京都環境科学研究所   
ゴミ焼却炸におけるダイオキシン類の挙動   井上 三郎  大阪市立環境科学研究所   
水生昆虫（ザザ虫）を指標とした河川ダイオキシン類モニタリ  村瀬秀也  
ングの検討   

【戸車田啓子  
の蓄積   

同相摘出J諺和ヒ学検出器付きHPLC法によるビスフェノールA，   傭島智恵子  
エストロゲンーー斉分析法の検討並びにその応用   

環境ホルモン関連物質の多成分分析法   励持堅志   
郡市沿岸域におけるPOPs汚染の現状   角谷 直哉  大阪市立環境科学研究所   
酸化チタン北分析を用いた環境ホルモン物質の処理   谷崎走二  

［特別講演］   

′ト型焼却炉におけるダイオキシン類の生成要因   安岐昭夫   
ダイオキシンイ環境ホルモン」の何が問題か？   遠山 千春  国立環境研究所   

閉会挨拶   合志 陽一  国立環境研究所   
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11．施設の整備状況一覧  

（平成12年3月31日現在）  

施   設   名   建物面積（mZ）  
構   造  竣 工 年 月  

建面積   延面積   

研究本館Ⅰ（研究Ⅰ棟，研究Ⅱ棟）  RC--33 5，540  11．633  

ロ期昭和52年5月竣工  

研究本館Ⅲ（共同利用棟、・共同研究棟）  昼C【3  2．405  5，664  

Ⅱ期昭和57年2月竣工  

研究本絹Ⅲ  RC－4  1，068  4，077   

管理棟  RC2  697  1，144  

Ⅲ期昭和54年1月竣工  

大気化学実験棟（スモッグチャンバー）  RC－1  723  723   

大気拡散実験棟（風洞）   RC－2．地下－l   741   2．329  昭和53年3月竣工   

大気汚染質実験棟（エアロドーム）   SRC－8   176   1，321  昭和54年4月竣工   

大気モニター棟   RC1   81   8ユ  昭和53年3月竣工   

大気共同実験棟（フリースペース）   RC－3   443   986  昭和58年12月竣工   

ラジオアイソトープ実験棟   RC－3   974   1，580  昭和53年3月竣工   

水生生物実験棟（アクアトロン）  RC－3，RC－2  1，384  2，535  

Ⅲ期昭和55年11月竣工  

水理実験棟  S－1  1．167  1．167  

Ⅱ期昭和55年11月竣工  

動斗勿実験棟Ⅰ（ズートロンⅠ）  SRC－7  1，379  5．185  

Ⅳ期昭和51年10月竣工  

（中動物横合む）  

動物菟酎束Ⅲ（ズートロンⅡ）  RC－3  934  1．862   

土壌環境美験棟（ペドトロン）   RC－3   637   1．931  昭和53年2月竣工   

植物実験棟Ⅰ（ファイトトロンⅠ）   RC－3   1，392   3，348  昭和50年12月竣工   

植物実験棟n・騒音保健研究棟   RC▼4，地下－1  1，242  3，721  

実験ほ場（本構内）  Ⅰ期昭和52年11月竣工  

Ⅲ期昭和57年3月竣工  

管理棟  373  414   

温室3棟  576  576  

ほ場  5，600  

実験ほ場（別団地）  l期昭和52年11月竣工  

Ⅲ期昭和57年3月竣工  

管理棟  RC【2  179  214  

ほ場11面  7．000  

生物生．態固  昭和54年10月竣工  

工作様  RC－2  158  189  昭和49年10月竣工   

危険物倉庫   B1   82   82  昭和55年11月竣工   

エネルギーセンター  RC－2  2．590   3．101  昭和49年10月竣工  

（昭和51年一部増築）  

廃棄物処理施設工  特殊実験廃水処理能力  昭和49年10月竣工  

100nf／日  

廃棄物処理施設n  一般実験廃水処理能力  昭和54年2月竣工  

300rげ／日  平成7年3月更新   
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施   設  名   構   造   建物面積（m2）  

建面積   延面積   
竣 工 年 月  

微生物系統保存棟   尺C－2  355  801  

霞ケ浦臨瀾実験施設   昭和58年3月竣工  

実験管理棟  RC12  1，045  1．748   

用廃水処理施設   RC－1   913   913   

附属施設  RC 1 286  286  

奥日光環境観測所  
管理棟  RC－2  121  昭和61年10月竣工                     189   

実験棟   RC－1   198   198  昭和63年3月竣工   

観測棟   RC－1   8   8  昭和63年3月竣工   

地球環境モニタリングステーション一級照閉  建／延面積160．7†げ  

観測塔：自立型鉄骨造  

l  

平成4年3月竣工  
H39．Om  

地球環境モニタリングステーション括石岬  
構造1階建  

観測塔：支線型鉄骨造  平成6年3月竣工  
H55．5m  

黒鳥NOAA受信施設   受信アンテナ塔：  平成7年1月竣工   
自立型鉄骨遺H13．Om  

環境遺伝子工学実験棟  RC－3  737 1．627  

特高受電需要設備棟   RC1   524   524  平成9年3月竣工   

環境研修センター1号棟（本館）   RC－3   825   2．216  昭和49年9月竣工（所沢市）   

2号棟（実習棟）   RC－3   720   乙197  昭和49年9月竣工   

3号棟（厚生棟）   RC－1   399   450  昭和49年9月竣工   

4号棟（宿泊棟）  RC－5  982  4．299  

（平成6年6月増築）  

（平成9年9月増築）  

5号棟（渡廊下）  R－1  202  202  

（平成9年9月増築）  

6号棟（薬品庫）  RC－1  9  9   

7号棟（車庫）   R－1   60   60  昭和51年3月竣工   

8号棟（ゴミ処理室）   RC－1   40   40  昭和51年3月竣工   

9一別東（乾燥室）   R－1   23   23  昭和51年3月竣工   

10号棟（物品倉庫）   R1   14   14  昭和57年9月竣工   

11号棟（特殊実習棟）   RC－3   375   1，054  昭和63年5月竣工   

12号棟（ボンベ置場）   R－1   4   4  昭和63年5月竣工   

13号棟（自転車′ト屋）   R－1   15   15  平成6年6月竣エ   

ユ4号棟（国際研修棟）   RC－4   76ユ   ユ，955  平成9年9月竣コニ   

15号棟（渡廊下）   R1   45   45  平成9年9月竣工   
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12」国立環境研究所施設配置図  

〒305－0053 茨城県つくば市小野川16－2  

電 話 029850－2314  
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地球環境モニタリンクステーション一浪照間  

〒907－1751沖縄県八重山郡竹富町字波照間4794  

東橙123度48分39秒  

北i墾 24度3分14抄  

電話 09808－5－8553（無人）  

敷地面積：566′イ 個有林地借地）  

観測局舎：160．7m－（鉄筋コンクリート1階建）  

観測培：39．Om高（自立型鉄骨造）  
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地球環境モニタリングステーションー落石岬  

〒088－1781北海道根室市落石西243－2  

東経145度30分5秒  

北緯．43度9分34秒  

電話 01532－7－2596（無人）  

敷地面積：3，弧0ポ（民有地借地）  

観測局舎：83．佃（アルミパネル構造1階建）  

観測塔：55．5m高（支線型鉄骨造）  
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環境研修センター  

〒359－0042 埼玉県所沢市並木3－3   

電 話 042－994－9303，9766  
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